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概  要 
 
１． 調査の目的および構成 
本調査「科学技術システムの課題に関する代表的研究者・有識者の意識定点調査（科学技術システム定
点調査）」および「科学技術分野の課題に関する第一線級研究者の意識定点調査（分野別定点調査）」（以
下「定点調査」）は、一定の回答者集団に回答者の主観を問う質問を繰り返し行うことにより、第3期科学技術
基本計画（2006年4月～2011年3月）の期間における日本の科学技術の課題に関する状況の変化を時系列
で捉えることを目的とする。さらに、各研究分野の発展やイノベーション創出の過程等における顕在化して
いない問題点の抽出も試みる。 
本調査の特徴は、 
① 調査の回答者には、継続して5年間、毎年一回、ほぼ同じ内容の設問に回答して貰うということ、  
さらに、 
② 今回の2007年度(2回目）の調査からは、回答時に前回の回答者本人の回答内容を示して、各設問
において、前回と異なる回答をした設問には回答の変更理由を回答用紙に記入して貰うということ、
である。 
 
「定点調査」は、①科学技術に関連するシステム全体の状況について問う「科学技術システム定点調
査」、②科学技術の分野別の状況について問う「分野別定点調査」の2つの調査から構成されている。
本調査は、②科学技術の分野別の状況についてお伺いする「分野別定点調査」である。 
 
 
 
①科学技術システム定点調査 
②分野別定点調査 
定点調査 
【定点調査の構成】 
分野別定点調査が対象とする科学技術分野は、第3期科学技術基本計画に設定された重点推進4分野で
あるライフサイエンス、情報通信、環境、ナノテクノロジー・材料分野と、推進4分野であるエネルギー、もの
づくり技術、社会基盤、フロンティア分野、の8分野である。 
 
調査票の設問は、以下の4つのパートに分かれており、総設問数は38問である。 
 ＊下線は2007年調査に追加した設問 
・Part Ⅳ（3問） ：【戦略重点科学技術の現状】、【戦略重点科学技術の実現に向けての取り組み】等 
・Part Ⅲ（17問）：【産学連携】、【研究開発上の隘路（あいろ）】、【特許】、【日本の科学および技術の水準】、【日
本の産業の国際競争力】、【世界トップクラスの研究教育拠点】等 
・Part Ⅱ（5問） ：【研究開発資金】、【競争的資金の使いやすさ】、【インフラおよび基盤整備】、【研究時間の確
保】等 
・Part Ⅰ（13問）：【研究開発人材】、【トップ研究者】、【若手人材】、【若手研究者の質の低下】、【研究者の流動
性】等 
回答者は、「我が国の科学技術を担う各セクターにおいて第一線級の研究実績のある研究者等で、担当
する分野全般の状況を俯瞰できる人」を想定し、日本学術会議協力学術研究団体（学協会）の内、科学技術
に関連する学協会634団体から推薦して頂いた方達から、各分野約100名ずつを選択し、回答をお願いした。
また、経団連にも各分野10名程度の回答者の推薦をお願いした。 
今回の調査は、質問票調査方式、郵送法にて、2007年9月20日～11月16日に実施した。発送数は988通、
回収は814通（回収率82.4％）であった。 
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２． 回答者の属性 
分野別の回答者数では、ライフサイエンスは105名、情報通信は96名、環境は106名、ナノテクノロジー・
材料は109名、エネルギーは109名、ものづくり技術は98名、社会基盤107名、フロンティアは84名であった。
昨年よりやや減少したが、各分野ほぼ100名の回答者を確保することが出来た。 
回答者の年齢別の分布では、50～59歳以下の回答者数が最多で、全ての分野で50%以上を占めた。昨
年度調査と比較すると50歳代と60歳以上の割合がやや増加した。 
回答者の所属機関では、大学と回答した人が多いという傾向は変化なかった。また、企業と回答した人は、
昨年度と同様に、エネルギー、情報通信、ものづくり、ナノ・材料において、25％前後を示した。 
 
３． 調査結果のまとめ 
2007年度調査は、2006年度調査とほぼ同様な結果を示した。以下に、2007年度調査の結果の概要およ
び2007年度において特に変化がみられたところをやや詳細に示した。 
 
3-1. 人材 
本調査では、2006年度調査に引き続き、研究開発に従事する研究者や技術者の数や質、国際的にリード
する研究者やその後継者の数、若手研究者の数や質、人材の流動性の状況等について質問を設定してい
る。これらの2007年度調査の結果において、2006年度と比較して大きな変化は見られなかった。そこで以下
では、分野の発展に必要な取り組みと分野ごとの人材の不足感、および今回、追加調査を実施した若手研
究人材について焦点を当てる。 
 
(1)（人材総論）全分野の発展に向けて、人材育成は引き続き最重要項目であり、その中でも基礎研究人材
の育成が強く求められる 
本分野の発展に向けて必要とされる取組みとして、2006年の結果に引き続き「人材育成と確保」の必要度
が最も高かった（図表1）。全8分野で同様の傾向を示しており、ものづくり分野やフロンティア分野ではその
傾向をさらに強めている。 
また、求められる人材として最も回答が多かったのは、これも2006年に引き続き全分野共通で「基礎研究
段階の人材」であった（図表2）。フロンティアでは特に基礎研究人材の重要性が増加している。 
 
＊項目ごとの回答割合を順位（1位、2位、3位で3点、2点、1点）で重みづけをし、全項目の合計点数を１０点満点として示し
2006 2007 2006 2007 2006 2007 2006 2007 2006 2007 2006 2007 2006 2007 2006 2007
1人材育成 7.7 7.8 7.9 7.7 6.4 6.3 7.2 7.3 7.3 7.4 7.8 8.1 7.4 7.4 6.5 6.9
2産学官連携 1.0 1.2 2.5 2.5 1.6 1.5 1.7 1.6 2.1 2.4 2.2 2.3 2.1 1.7 1.4 1.6
3分野間連携 2.0 2.0 1.4 1.5 3.0 3.1 2.2 2.3 1.8 1.7 1.8 1.9 1.6 1.8 1.5 1.4
4基盤整備 2.8 2.8 2.2 2.4 3.4 3.3 3.6 3.6 2.8 3.0 3.3 3.4 3.4 3.2 3.5 3.6
5研究資金 3.9 3.7 2.9 3.0 3.1 3.5 3.5 3.5 3.2 3.1 3.5 3.2 3.0 3.4 4.8 4.6
6国際展開 0.7 0.9 1.6 1.3 1.0 1.0 0.8 0.7 0.7 0.6 0.7 0.6 1.0 1.0 1.1 1.0
7規制緩和 2.0 1.6 1.4 1.5 1.2 1.2 1.0 0.9 1.8 1.5 0.6 0.5 1.2 1.3 1.1 0.8
8規制強化 0.0 0.1 0.0 0.0 0.2 0.2 0.1 0.1 0.3 0.2 0.0 0.0 0.3 0.3 0.1 0.1
ナノ材料情報ライフ 環境 エネルギー ものづくり 社会基盤 フロンティア
 
図表1 我が国において、本分野の発展に向けて、現在、必要な取り組みは何ですか 
2006 2007 2006 2007 2006 2007 2006 2007 2006 2007 2006 2007 2006 2007 2006 2007
1基礎研究 5.2 5.3 5.7 5.9 5.7 5.9 5.3 5.5 5.7 5.9 5.9 5.7 5.6 5.3 5.1 5.8
2応用研究 3.7 3.7 4.1 4.3 3.8 3.7 3.8 3.8 4.8 4.4 3.5 3.3 3.5 3.8 5.1 5.0
3実用化 3.5 3.6 3.4 3.3 3.2 3.3 3.6 3.6 3.4 3.5 3.9 4.0 3.1 3.0 4.9 4.3
4知的財産 2.9 2.8 2.1 1.8 1.6 1.4 2.5 2.4 1.7 1.5 2.3 2.2 2.0 1.9 1.1 1.0
5産学官連携 3.4 3.2 3.3 3.3 2.9 2.6 3.5 3.4 2.9 3.0 3.6 3.9 4.2 4.4 2.8 2.8
6人文社会学 1.3 1.4 1.3 1.4 2.7 3.1 1.3 1.3 1.4 1.6 0.9 0.9 1.6 1.6 1.1 1.2
社会基盤 フロンティアエネルギー ものづくり環境 ナノ材料ライフ 情報
＊項目ごとの回答割合を順位（1位、2位、3位で3点、2点、1点）で重みづけをし、全項目の合計点数を１０点満点として示した
 
図表2 我が国において、本分野では、現在、どのような人材が不足していますか 
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(2)若手研究人材の傾向
①若手研究者の「質」は引き続き低下感が強い
若手研究者・技術者の質に対する評価は、2006年と変わらず、低下感の強い状態となっている（図表3）。
情報通信や推進4分野で、特にその傾向が現れている。 
また、図表4を見る限り、若手人材育成の取組みは、あまりうまく機能していないと受け取られており、これ
も2006年と傾向は変わらない。 
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図表3 本分野において、研究開発に従事する我が国の若手研究者・技術者の質の状況は、2001年頃と比
較してどうですか 
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図表4 本分野において、我が国の若手人材の育成に関する仕組みは、実際の育成に寄与していますか 
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②「課題設定能力」や「創造性」、「リーダーシップ」に課題あり
 それでは、若手研究人材の「質」とはどのようなものが想定されているのか？ 
2007年度調査では、「質」の中身を探るべく追加調査を実施した（図表5）。若手研究人材の「質」に関する
12の項目について、2001年頃と比較した変化を回答者に評価してもらった。 
まず、向上したと思われる項目として、「プレゼンテーション能力」と「語学力」がある。一方、その他の10項
目については、低下したという評価となった。特に、「課題設定能力」や「創造性」、「リーダーシップ」につい
て、低下傾向が顕著に見られる。また、研究者の基本とも考えられる「基礎学力」についても、低下している
という評価が示された。 
なお、この若手の「質」に関する傾向は、全分野かつ全セクター共通の結果となっている。すなわち、これ
は分野やセクター特有の課題ではなく、我が国の科学技術全体の課題として受け取ることができる。 
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図表5 ①から⑫の12項目について、本分野の若手研究者の質は、2001年頃と比べてどうですか 
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③若手研究者の育成方策として、分野毎の細やかな対応と就職支援方策が求められる
 それでは、若手研究者の育成方策として、どのような取組みが求められているのか？ 
図表6に、若手人材育成に関する取組みの必要度の回答結果を示す。先に述べた通り若手人材育成は
全分野で共通の課題となっている一方、求められる取組みは分野によってある程度違いがある。ライフサイ
エンス分野では、ポスドクの就職先確保が依然問題視されており、2006年度調査と比較して、ややその傾向
を強めている。環境分野や社会基盤分野、フロンティア分野でもポスドク就職対策が重要視されている。情
報通信分野では、ポスドク就職対策に加え、博士課程修了者の就職先確保や、博士課程在学者の経済的
援助も重要視されている。エネルギー分野やものづくり分野では、博士課程修了者の就職先確保がポスド
ク就職を上回りトップとなった。 
このように、分野毎の傾向の違いが見て取れるが、若手人材育成方策の総論としては、ポスドクや博士課
程修了者等の就職先の確保が、全分野共通の課題として浮かび上がってきていると言えるだろう。 
 
＊項目ごとの回答割合を順位（1位、2位、3位で3点、2点、1点）で重みづけをし、全項目の合計点数を１０点満点として示した
2006 2007 2006 2007 2006 2007 2006 2007 2006 2007 2006 2007 2006 2007 2006 2007
1ポスドクの就職先確保 5.2 5.5 3.4 3.9 5.2 5.4 4.7 4.5 3.9 3.9 3.6 3.4 5.2 5.3 4.7 5.0
2海外での研究機会促進 2.2 1.7 2.0 2.1 1.8 1.8 1.6 1.9 1.8 1.5 1.8 1.4 1.9 1.9 2.1 2.1
3海外研究者との交流促進 0.9 0.6 1.2 1.8 0.9 0.7 1.2 1.0 1.0 0.8 1.0 1.1 0.9 0.7 1.4 1.2
4若手対象の競争的資金 2.6 2.1 2.0 1.8 1.8 1.5 1.1 1.6 1.8 1.3 1.6 1.6 1.3 1.4 1.5 1.6
5博士在学者の経済的援助 4.0 3.9 3.7 3.0 2.8 2.7 3.8 3.6 3.3 3.2 3.2 3.1 2.7 2.5 2.8 2.6
6博士修了者の就職先確保 2.2 2.9 2.9 3.1 3.5 3.9 4.2 4.2 3.7 4.5 3.5 4.1 4.1 4.4 4.1 4.2
7企業におけるインターン 0.3 0.3 1.4 1.0 0.9 0.6 0.7 0.6 0.7 1.0 1.8 1.7 1.3 1.1 1.0 1.0
8産業界との交流促進 0.9 1.0 1.3 1.4 1.2 1.3 1.3 0.9 1.9 1.9 2.0 1.9 1.2 1.3 1.3 1.2
9評価に対応した若手処遇 1.8 2.0 2.1 1.9 1.8 2.0 1.4 1.5 2.0 1.9 1.5 1.7 1.4 1.4 1.2 1.2
ナノ材料ライフ 情報 環境 エネルギー ものづくり 社会基盤 フロンティア
 
図表6 本分野において、現在、本分野の若手人材育成にどのような方策が必要ですか（3位まで選択） 
 
④若手研究人材のまとめ
 2006年度調査から引き続き、若手研究人材の「質」は2001年頃と比べ低下感があり、また育成の仕組みも
うまく機能していないと回答者が感じているという結果となった。 
 これについて、現在の科学技術は多様化・複雑化する傾向にあり、研究者に求められる能力は変化しつ
つあるという指摘がある。追加調査（図表5）の結果における「課題設定能力」や「創造性」の低下は、育成す
る側がこれに対応した教育を提供できていないのではないかという可能性を示唆している。 
しかし、「基礎学力」も低下傾向を示していることから、一概に科学技術の多様化・複雑化と教育の不備だ
けが若手研究者の「質」の低下要因とはいえないと考えられる。 
また、若手育成方策としてこれまで力を入れてきた「若手の競争的資金の増加」や「インターンの充実」、
「海外との交流」等は、軒並み重要度が低く回答され、一方で、ポスドクや博士修了者に対する就職先の確
保が上位にきていることを考慮すると、学生の研究職に対する魅力が低下してきており、このため優秀な学
生はこの道を選ばず、結果的に若手研究者の「質」が低下している可能性が示唆されているとも考えられ
る。 
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3-2. 研究資金 
2007年度調査においても、2006年度と同様に競争的資金の使いやすさに課題が多いという結果が得ら
れた。 
そこで、こうした課題を明確にするために追加調査を実施した。追加調査は、「研究費の使用ルールの統
一・共通化」、「合算使用の制約」、「資金の集中度合い」、「年度間繰越のしやすさ」、「採択から研究開始ま
での期間の長さ」、「経費の費目による縛り」、「人件費への支出」という項目について、競争的研究資金全般、
科学研究費補助金（以下、科研費）、科学技術振興調整費（以下、振興調整費）における「現状の問題の程
度」と「2001年頃と比べた状況の変化」に関して調べた。   
結果として、競争的資金の制度全般においては、「研究費の使用ルールの統一・共通化」、「合算使用の
制約」、「資金の集中度合い」の全てに現状の問題が多いという回答が示された。また、「研究費の使用ルー
ルの統一・共通化」に関しては、2001年と比べた状況は改善しているが、その他の2つに関しては、まだ状
況の改善は不充分であるという回答者が示された。 
さらに、科研費、振興調整費ともに、「年度間繰越のしやすさ」、「採択から研究開始までの期間の長さ」、
「人件費への支出」について、現状はまだ問題が多いが、2001年と比べた状況は改善しているという回答結
果が示された。しかし、「経費の費目による縛り」については、現状の問題は多く、2001年と比べた状況の改
善も不充分であるという回答が示された。 
 
3-3. 産学官連携 
(1)産学官連携は、年々活発になり、企業の満足度は維持されている 
2006年度調査の結果と比較した産学官連携の活発度は、8分野全てにおいてほぼ同じか上がっているこ
とが示された。また、産学官連携における企業の満足度は、8分野全てにおいて、2006年度結果と同様に中
程度であり、企業の満足度は維持されていることが示された。 
 
(2)今後の産学官連携では、基礎研究段階の研究比率をより高めるべきとする回答者の意見が、2006年度調
査に引き続き認められた 
2006年度調査結果と同様に、フロンティア以外の7分野において、応用研究段階が中心となるべきと考え
られているが、今後は基礎研究段階の産学官連携の比率をより高めるべきという回答が示された。 
基礎研究段階が本来は現状よりより高い比率であるべきとする考え方が特に強く出ているのは、情報、環
境、ものづくりであることが示された（図表7）。 
2006年度調査との比較を詳細に観ると、環境とエネルギーにおいては基礎研究段階が本来中心である
べきとの回答割合は減少している。一方、実用化研究段階が本来中心であるべきとの回答割合は増え、わ
ずかであるが基礎段階の回答割合を上回った。 
フロンティアは、応用研究段階と実用化研究段階に対する回答割合が比較的大きく変化したにもかかわ
らず、現在活発である段階と本来中心である段階の傾向がほぼ一致しているのは注目すべき点である。
2006年度の報告書でも述べたように、フロンティア分野では個々のプロジェクトが大型で、長期的計画全体
とともに細部の工程が明確に設計されることが多い。そのため産学官連携も計画全体を踏まえて具体的に
実施されているので、このような一致が認められると考えられる。 
ライフでは、現在活発な段階と本来あるべき段階の乖離が進む傾向が見られる。 
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ライフ                           情報 
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●基礎研究、■応用研究、△実用化研究、矢印は現在と本来のギャップを示した   
06現在, 2006年度の現在活発な段階、07現在, 2007年度の現在活発な段階 
06本来, 2006年度の本来中心であるべき段階、07本来, 2007年度の本来中心であるべき段階 
図表7 我が国の産学連携が現在活発な段階と本来中心であるべき段階 
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3-4. 日本の水準 
対米国、対欧州に関する現在および5年後の日本の科学水準、技術水準、産業の国際競争力に関する
回答結果は、2006年度と比べて僅かながら低下傾向を示したが、その変化の程度は小さく、全体としては概
ね2006年度調査と同様の結果と考えられる。 
対アジアに関しては、2006年度調査と比較して、科学水準、技術水準、産業の国際競争力ともに、現在およ
び5年後の日本の優位性が低下するという回答が示された。回答の理由として、中国・韓国・インドの水準の
上昇が顕著であることが示された。 
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図表8 日本の科学の水準 
＊矢印の起点が2006年度、終点が2007年度の結果を示す 
＊△は変化なし 
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図表9 日本の技術の水準 
＊矢印の起点が2006年度、終点が2007年度の結果を示す 
＊△は変化なし 
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図表10 日本の産業の国際競争力 
＊矢印の起点が2006年度、終点が2007年度の結果を示す 
＊△は変化なし 
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3-5. 戦略重点科学技術 
 (1)「戦略重点科学技術の活発度」において、62の戦略重点科学技術の内、指数値0.5以上の上昇を示した
のは5個であった。 
 
A05国際競争力を向上させる安全な食料の生産・供給科学技術（ライフ） 
C06効率的にエネルギーを得るための地域に即したバイオマス利用技術（環境） 
C09人文社会科学的アプローチにより化学物質リスク管理を社会に的確に普及する科学技術（環境） 
D02資源問題解決の決定打となる希少資源・不足資源代替材料革新技術（ナノ・材料） 
D06超早期診断と低侵襲治療の実現と一体化を目指す先端的ナノバイオ・医療技術（ナノ・材料） 
 
(2)「戦略重点科学技術の日本の研究水準」では、62の戦略重点科学技術の内、指数値0.5以上の上昇を示
したのは2個であった。 
 
A05国際競争力を向上させる安全な食料の生産・供給科学技術（ライフ） 
E06石油に代わる自動車新液体燃料(GTL)の最先端製造技術（エネルギー） 
 
「A05国際競争力を向上させる安全な食料の生産・供給科学技術」では、昨年度からの回答の変更理由と
して、畜産物を含む食品への農薬等の残留基準の見直し・拡大であるポジティブリストが2006年から施行さ
れたことや、社会的関心が高まっていることが挙げられ、そのため活発度(4.2→4.9)と水準(4.0→4.7)の両方
が上昇したと考えられる。 
活発度が上昇した(5.2→5.8)、「C06効率的にエネルギーを得るための地域に即したバイオマス利用技
術」では、研究予算が増えたことが回答の変更理由として示された。 
同様に活発度の上昇した(3.5→4.0)、「C09人文社会科学的アプローチにより化学物質リスク管理を社会
に的確に普及する科学技術」では、新しい化学物質規制の枠組みであるREACHが2006年に欧州で決定さ
れ、これが日本にも影響を与えていることが回答変更理由として示された。 
さらに、「D02資源問題解決の決定打となる希少資源・不足資源代替材料革新技術」（活発度：4.8→5.5）
では、国家レベルのプロジェクトが開始されたこと、「D06超早期診断と低侵襲治療の実現と一体化を目指
す先端的ナノバイオ・医療技術」（活発度：6.4→7.0）では、学会発表が目立ってきたことが、回答変更理由と
して示された。 
 また、水準が上昇した(5.6→6.3)、「E06石油に代わる自動車新液体燃料(GTL)の最先端製造技術」では、
技術開発成果が出つつあることが回答の変更理由として挙げられた。 
 
 (3)「戦略重点科学技術の実現に必要な取り組み」は、依然として「人材育成」である。 
「戦略重点科学技術の実現に必要な取り組み」は、2006年度調査の結果と同様に、最も必要度の高い取
り組みとして、「人材育成と確保」が多くの戦略重点科学技術で挙げられた。 
しかし、「人材育成」を必要度の第1位に挙げた回答者の割合(%)が、3ポイント以上変化した戦略重点科学
技術は、62中、約半数(32)もあることが示された。 
「人材育成」の必要度が上昇したのは、ライフ（7の戦略重点科学技術の内4）、環境(6/11)、エネルギー
(8/14)分野の戦略重点科学技術において多くみられ、一方、必要度が低下したのは、ナノ・材料(7/10)分野
において多く示された。 
 
また、人材以外の項目（資金、産学官連携、分野間連携、基盤整備）の必要度の第1位の割合(%)におい
ても、2006年度の調査結果と比べて多少、変化が見られた。 
 
「資金」を必要度1位に挙げた回答者の割合(%)が3ポイント以上上昇し、かつその割合が15%以上を示した
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戦略重点科学技術は、情報通信(10の戦略重点科学技術の内4)、エネルギー(7/14)分野において多く示さ
れた。 
 
「産学官連携」を必要度1位に挙げた回答者の割合(%)が3ポイント以上上昇し、かつその割合が全回答の
15%以上を示した戦略重点科学技術は、以下の6個。 
 
A06生物機能活用による物質生産・環境改善科学技術（ライフ） 
B01科学技術を牽引する世界最高水準の次世代スーパーコンピュータ（情報） 
C05廃棄物資源の国際流通に対応する有用物質利用と有害物質管理技術（環境） 
D02資源問題解決の決定打となる希少資源・不足資源代替材料革新技術（ナノ・材料） 
E03便利で豊かな省エネ社会を実現する先端高性能汎用デバイス技術（エネルギー） 
E07先端燃料電池システムと安全な革新的水素貯蔵・輸送技術（エネルギー） 
 
「分野間連携」を必要度1位に挙げた回答者の割合(%)が3ポイント以上上昇し、かつその割合が全回答の
15%以上を示した戦略重点科学技術は、以下の4個。 
 
B04世界トップを走り続けるためのディスプレイ・ストレージ・超高速デバイスの中核技術（情報） 
C09人文社会科学と融合する環境研究のための人材育成（環境） 
D03生活の安全・安心を支える革新的ナノテクノロジー・材料技術（ナノ・材料） 
D06超早期診断と低侵襲治療の実現と一体化を目指す先端的ナノバイオ・医療技術（ナノ・材料） 
 
「基盤整備」を必要度1位に挙げた回答者の割合(%)が3ポイント以上上昇し、かつその割合が全回答の
15%以上を示した戦略重点科学技術は、以下の1個。 
 
B03次世代半導体の国際競争を勝ち抜く超微細化・低消費電力化及び設計・製造技術（情報） 
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日本の
研究水準
研究の
活発度
生命プログラム再現科学技術 5.6 6.3 人材(49%) 資金(21%)
臨床研究・臨床への橋渡し研究 3.9 5.0 人材(40%) 規制緩和(19%)
標的治療等の革新的がん医療技術 4.4 5.5 人材(34%) 分野（21%）, 資金(15%)
新興・再興感染症克服科学技術 4.5 5.0 人材(45%) 国際(17%)
安全な食料の生産・供給科学技術 4.7 4.9 人材(36%) -
生物機能活用の物質生産・環境改善科学技術 4.9 4.9 人材(37%) 産学官(16%), 資金(16%)
世界最高水準のライフサイエンス基盤整備 4.4 5.0 人材(36%) 基盤(23%), 資金(19%)
世界最高水準の次世代スーパーコンピュータ 6.8 5.7 資金(32%) 人材(25%), 産学官(21%)
次世代を担う高度IT人材の育成 3.5 4.5 人材(76%) -
超微細化・低消費電力化及び設計・製造技術 6.3 6.3 資金(31%) 基盤(25%), 人材(22%), 産学官(16%)
ディスプレイ・ストレージ・超高速デバイスの技術 7.2 7.1 資金(35%) 産学官(25%)
家庭や街で生活に役立つロボット中核技術 7.5 7.5 資金(29%) 人材(21%), 分野(21%)
世界標準を目指すソフトウェア開発支援技術 3.5 4.3 人材(60%) -
大量の情報、便利・快適な次世代ネットワーク 5.6 6.4 基盤(25%) 人材(23%), 産学官(17%)
生活支援するユビキタスネットワーク利用技術 5.6 6.6 人材(24%) 分野(21%), 産学官(16%)
コンテンツ創造及び情報活用技術 4.7 5.4 人材(45%) 資金(21%)
安全・安心なIT社会実現のセキュリティ技術 4.8 5.3 人材(49%) 基盤(15%)
人工衛星からの地球温暖化の観測科学技術 5.7 6.0 人材(30%) 基盤(19%), 国際(17%), 資金(17%)
スパコンを用いた気候変動予測の科学技術 6.6 6.6 人材(35%) 基盤(28%)
地球温暖化がもたらすリスク予測の科学技術 5.0 5.1 人材(30%) 分野(16%)
世界を先導する化学物質リスク評価管理技術 4.9 4.9 人材(33%) 国際(17%)
国際流通対応有用物質利用・有害物質管理技術 4.9 4.7 人材(25%) 国際(21%), 産学官(21%)
効率的にエネルギーを得るためのバイオマス利用技術 5.0 5.8 資金(29%) 人材(21%), 産学官(15%)
健全な水循環を保ち自然と共生する社会の設計 5.4 5.0 人材(39%) 資金(20%)
多種多様な生物による生態系の保全・再生技術 4.8 5.1 人材(40%) 資金(18%), 分野(15%)
化学物質リスク管理を社会に普及する技術 4.2 4.0 人材(51%) 分野(20%)
３Rに適した生産・消費システムの設計科学技術 5.4 5.1 人材(32%) 産学官(23%)
人文社会科学と融合する環境研究人材育成 2.8 3.3 人材(65%) 分野(18%)
クリーンエネルギーコスト削減の革新的材料技術 6.8 6.6 人材(37%) 産学官(18%), 分野(16%)
希少資源・不足資源代替材料革新技術 5.6 5.5 人材(38%) 産学官(18%)
生活の安全・安心を支える革新的ナノ・材料技術 6.1 6.2 人材(36%) 分野(21%)
イノベーション創出の中核となる革新的材料技術 6.2 6.1 人材(43%) 資金(18%), 分野(15%)
デバイス性能限界突破の先端的エレクトロニクス 6.9 6.9 人材(24%) 産学官(23%), 資金(23%), 基盤(20%)
超早期診断と低侵襲治療の先端的ナノバイオ 5.5 7.0 人材(38%) 分野(30%), 基盤(15%)
ナノテクの社会受容のための研究開発 4.5 4.6 人材(37%) 基盤(18%)
イノベーション創出拠点のナノテク実用化研究 5.4 5.6 人材(33%) 産学官(22%), 基盤(21%)
ナノ最先端計測・加工技術 6.5 6.9 人材(37%) 資金(20%), 分野(20%)
X線自由電子レーザー開発・共用 5.7 5.9 人材(33%) 基盤(23%), 資金(20%)
我が国で必要な取組み
（必要度1位の回答割合の多いもの）分野・戦略重点科学技術
ラ
イ
フ
情
報
通
信
環
境
ナ
ノ
・
材
料
 
図表11 重点推進4分野の戦略重点科学技術の研究の水準・活発度・必要な取り組み 
・人材は「人材育成と確保」、産学官は「産学官の連携強化」、分野は「分野間の連携強化」、基盤は「研究開発基盤の整備」、資
金は「研究開発資金の拡充」、国際は「国際展開の推進」、規制緩和は「関連する規制の緩和・廃止」を意味する。 
・上記以外の選択肢に「関連する規制の強化・新設」がある。 
・14%以下の項目は省いた。 
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日本の
研究水準
研究の
活発度
省エネの街を実現する都市システム技術 5.3 4.8 規制緩和(26%) 人材(20%), 産学官(18%), 分野(15%) 
実効性のある省エネ生活を実現する先進的住宅・建築物関
連技術 6.1 5.8 規制緩和(33%) 産学官(21%), 人材(16%)
便利で豊かな省エネ社会を実現する先端高性能汎用デバイ
ス技術 7.3 6.6 産学官(28%) 資金(25%), 人材(18%)
省エネ工場実現の革新的素材製造プロセス技術 6.9 5.9 人材(28%) 資金(26%)
石油を必要としない新世代自動車の革新的技術 7.6 7.3 人材(25%) 資金(22%),  産学官(19%)
石油に代わる自動車用新液体燃料(GTL)技術 6.3 6.5 資金(27%) 人材(20%), 産学官(20%)
先端燃料電池システムと安全な革新的水素貯蔵・輸送技術 6.6 6.7 人材(26%) 資金(20%), 産学官(18%), 基盤(15%)
太陽光発電の革新的高効率化・低コスト化技術 7.6 6.7 資金(27%) 人材(18%), 産学官(16%)
電源や利用形態の制約を克服する高性能電力貯蔵技術 6.5 5.8 資金(25%) 人材(22%), 基盤(19%)
クリーン・高効率で世界をリードする石炭ガス化技術 6.1 5.1 資金(32%) 人材(20%), 基盤(20%)
安全性・経済性に優れる次世代軽水炉の実用化技術 6.5 5.0 人材(39%) -
高レベル放射性廃棄物等の処分実現に不可欠な地層処分
技術 5.5 5.2 人材(36%) 規制緩和(20%), 産学官(18%)
長期的なエネルギーの安定供給を確保する高速増殖炉
(FBR)サイクル技術 7.1 5.7 人材(35%) 資金(23%)
国際協力で拓く核融合エネルギー：ITER計画 7.0 6.2 人材(37%) 国際(33%), 資金(16%)
日本型ものづくり技術をさらに進化させる、科学に立脚したも
のづくり「可視化」技術 5.7 5.4 人材(58%) 資金(16%)
資源・環境・人口制約を克服し、日本のフラッグシップとなる、
ものづくりのプロセスイノベーション 5.7 5.2 人材(58%) 資金(16%)
減災を目指した国土の監視・管理技術 7.2 6.5 人材(44%) 資金(17%)
現場活動を支援し人命救助や被害拡大を阻止する新技術 5.7 5.3 人材(53%) -
少子高齢化社会に対応した社会資本・都市の再生技術 4.8 4.7 人材(42%) 産学官(15%)
新たな社会に適応する交通・輸送システム新技術 5.7 5.5 人材(30%) 資金(20%)
人材(33%)
資金(33%)
人材(33%)
資金(33%)
次世代海洋探査技術 5.2 5.3 人材(40%) 資金(26%)
外洋上プラットフォーム技術 4.7 3.9 資金(39%) 人材(25%)
エ
ネ
ル
ギー
分野・戦略重点科学技術
我が国で必要な取組み
（必要度1位の回答割合の多いもの）
4.4 4.8 -
信頼性の高い宇宙輸送システム 4.4 4.4 -
も
の
づ
く
り
社
会
基
盤
フ
ロ
ン
ティ
ア
衛星の高信頼性・高機能化技術
 
図表12 推進4分野の戦略重点科学技術の研究の水準・活発度・必要な取り組み 
・人材は「人材育成と確保」、産学官は「産学官の連携強化」、分野は「分野間の連携強化」、基盤は「研究開発基盤の整備」、資
金は「研究開発資金の拡充」、国際は「国際展開の推進」、規制緩和は「関連する規制の緩和・廃止」を意味する。 
・上記以外の選択肢に「「関連する規制の強化・新設」がある。 
・14%以下の項目は省いた。 
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１．調査の目的と方法 
1.1. 調査の目的と構成 
(1)定点調査の目的 
本調査「科学技術システムの課題に関する代表的研究者・有識者の意識定点調査（科学技術システム定
点調査）」および「科学技術分野の課題に関する第一線級研究者の意識定点調査（分野別定点調査）」（以
下、定点調査）は、第3期科学技術基本計画（実施期間：2006年4月～2011年3月）の期間における科学技術
の課題に関する状況の変化を捉えることを目的としている。調査から得られた結果は、今後、当研究所で実
施していく個別の課題についての調査や統計的な調査と併せて、次期科学技術基本計画の策定などを検
討する際の基礎的な資料とする。 
z 本調査によって得られた主観的データは、統計調査等からの定量データに対する補完的な
データとして利用する。 
z 時系列を追うことで、第3期基本計画（2006年度－2010年度）の政策の効果を知り、第4期基本
計画（2011年度から）の策定を検討する際の基礎的なデータとしても利用できる。 
z 各研究分野の発展やイノベーション創出の過程等における隠れた問題点を抽出するためのス
クリーニングとしての効果も期待できる。 
 
図表1-1-1 本調査のねらい 
 
(2)定点調査の特徴 
定点調査は、2006年度の第1回調査をゼロ点として、第3期科学技術基本計画実施期間中の5年間に亘り
実施する。 
回答者は原則、5年間固定する。第1回調査の回答者は、引き続き5年間調査に参加し、毎年一回、ほぼ
同じ内容の設問に回答する。さらに、2回目の調査からは、回答時に前回の回答者本人の回答内容を示し
て、各設問において、前回と異なる回答をした設問には回答の変更理由を、前回と同じ回答であっても補足
意見などがある場合には、それを回答用紙に記入してもらう。 
 これにより、時系列での細かい変化を知ることが可能であると考えられる。しかし、本調査の結果のみから
日本の科学技術について評価を下すことはしない。本調査とその他の様々な定量的、定性的な調査を組
み合わせて、科学技術の評価はされるべきである。また、本調査の結果からさらに焦点を絞った調査の必
要性が生じれば、適宜、補完的な新しい調査の実施を検討するが、本調査の設計自体を大きく変えることは
しない。 
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 (3) 定点調査の構成 
定点調査は、①科学技術に関連するシステム全体の状況について問う「科学技術システム定点調査」、
②科学技術の分野別の状況について問う「分野別定点調査」の2つの調査から構成される。本調査は、②科
学技術の分野別の状況について問う「分野別定点調査」である。 
分野別定点調査が対象とする科学技術分野は、第3期科学技術基本計画に設定された重点推進4分野で
あるライフサイエンス、情報通信、環境、ナノテクノロジー・材料分野と、推進４分野であるエネルギー、もの
づくり技術、社会基盤、フロンティア分野、の8分野である。 
 
①科学技術システム定点調査 
②分野別定点調査 
定点調査 
 
 
 
 
図表1-1-2 定点調査の構成 
 
1.2. 調査の実施体制 
本調査の実施に当たって、調査全体を総括する定点調査委員会を設置した。委員会においては、調査
の設計（調査項目、回答候補者の選出など）および調査結果のとりまとめを検討した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○後藤 晃      国立大学法人東京大学 名誉教授 
榊 裕之 学校法人トヨタ学園 豊田工業大学 教授 
榊原 清則 学校法人慶應義塾大学総合政策学部 教授 
中馬 宏之 国立大学法人一橋大学イノベーション研究センター 教授 
橋本 和仁 国立大学法人東京大学大学院 教授 
浜中 順一 石川島播磨重工業株式会社 顧問 
吉本 陽子 三菱UFJ リサーチ&コンサルティング株式会社 
経済・社会政策部主任研究員 
（◎委員長、○スーパーバイザー、五十音順）                      （2008 年2 月20 日現在） 
今成 真 三菱化学株式会社 顧問 
◎井村 裕夫 財団法人先端医療振興財団 理事長 
笠見 昭信 株式会社東芝 常任顧問 
茅 幸二 独立行政法人理化学研究所 中央研究所 所長 
岸 輝雄 独立行政法人物質・材料研究機構 理事長 
有本 建男 独立行政法人科学技術振興機構(JST) 社会技術研究開発センター長 
図表1-1-3 定点調査委員会メンバーリスト 
 
1.3. 調査方法 
(1) 調査手法 
 個人の主観を問うアンケート調査である。回答者を定点とし、5年間継続して同一の設問について回答す
る。 
 
(2) 調査分野 
 調査対象分野は下記の8分野である。 
ライフサイエンス、情報通信、環境、ナノテクノロジー・材料、エネルギー、 
ものづくり技術、社会基盤、フロンティア 
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(3) 回答者選出 
①回答候補者の選定の考え方 
 回答候補者の選定基準は以下の通りである。 
z 回答者は、「我が国の科学技術を担う各セクターにおいて第一線級の研究実績のある研究者
等で、担当する分野全般の状況を俯瞰できる人」を想定。 
 
  回答候補者の人数および属性について以下の点を考慮した。 
z 「ライフサイエンス」「情報通信」「環境」「ナノテクノロジー・材料」「エネルギー」「ものづくり技術」
「社会基盤」「フロンティア」の8分野に対応して、各分野100人程度が最終的な回答者となるよう
にやや多目に回答候補者を選定。 
z 第3期基本計画が、社会・国民に支持され、成果を還元する科学技術を目指していることから、
回答者候補の1/3程度は、成果の還元に関連の深い産業界から選ばれるよう考慮。 
z 重点8分野の全体で約800名となる分野別回答者の選定は、「日本学術会議協力学術研究団
体（以下学協会）」からの推薦を主体とする。学協会からの推薦に際しては、回答者候補の1/3
程度は産業界から選定するように学協会に依頼。 
z また、分野によっては産業界会員が少ない学協会が多いことが考えられるため、産業界からの
回答者候補を確実に確保することを考え、別途、（社）日本経済団体連合会（以下日本経団連）
に、産業界枠として15名程度の回答者候補の推薦を依頼。 
z 実質回答数（調査票回収数）が、各分野で100名を下回らないように回答者候補および回答者
を多めに確保する。 
 
②回答者選定プロセス 
回答者選定までの過程は、推薦団体リストの作成、候補者の推挙、依頼・承諾、回答者名簿の確定、とい
う段階を経た（図表1-1-4）。 
 
 
回答者候補リスト
回答候補者への打診
回答者リスト （各分野100名程度を想定）
（各分野200名程度を想定）
日本経団連からの推薦
（各分野15名程度）
学協会からの推薦
（各学協会が関係する分野ごとに20名程度）
学協会リスト（日本学術会議協力学術研究
団体から科学技術関連の634団体を選定） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図表1-1-4 回答者選定プロセス 
 
③学協会名リストの作成 
日本学術会議協力学術研究団体（学協会）1260団体の内、科学技術に関係があると考えられる学協会を
広く推薦依頼の対象とした。 
学協会の代表名、郵送先住所等の情報は、日本学術会議のホームページなどで公開されている電子情
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報や学会年鑑から抽出・収集し、これらのリストを「学協会リスト」とし、調査対象団体とした（634団体の学協会
に依頼状を送付）。 
 
④学協会への回答候補者の推薦依頼 
z 学協会への回答候補者の推薦依頼は学協会の代表者宛とし、原則、学協会組織として、回答候補者
の推薦をして貰う（ただし、被推薦人などの個人情報は非公開、学協会推薦に煩雑な手続き等がか
かる場合は学協会の代表者の個人の見識により回答候補者を推薦しても可） 
z 推薦依頼の際には、まず、学協会が関係する分野を8分野から複数選択し、それらの分野ごとに10
名程度（最大20名まで）の回答候補者を推薦して貰う 
z 学協会の代表者を回答候補者として推薦することは可（むしろ望ましい） 
z 適切な候補者が10名以下の場合は、そのままの人数を推薦して貰う（ただし、当該学協会以外に所
属する者を回答候補者として推薦しても可） 
z 所定の用紙に、「分野名」および「推薦する回答候補者の氏名」を記入して、返送して貰う 
 
⑤学協会分の「回答候補者名簿」の作成 
 推薦して頂いた回答候補者を分野ごとにリスト化し、複数の学協会から推薦された候補者は、推薦された
回数の多い順にリストの上位から並べた。 
 
⑥日本経団連による「回答候補者名簿（産業界推薦枠）」の作成 
産業界推薦枠（1分野15名程度）の回答候補者名簿の作成は日本経団連にお願いした。 
 
⑦回答者名簿の確定 
z 産業界推薦分および学協会分の回答候補者名簿の上位から、調査への協力依頼をする 
z 調査への協力を受諾した回答候補者を「回答者名簿」にリストアップし、全体の属性のバランスを確
認する 
z 調査票の回収率が100%を下回るリスクを加味し、最終的な回答者名簿は各分野100名より、2割～3割
程度多くする 
 
(4) 調査票 
①設問設計 
設問は、第3期科学技術基本計画で取り上げられている課題、および分野において科学技術を進展させ
るために重要であると考えられる課題などを基にして作成した。 
調査票の設問は、以下（図表1-1-5）のように4つのパートに分かれ、総設問数は追加調査を加えて38問
である。また、Part I から Part Ⅲは、8分野全てに同一な設問で構成され、この部分を「共通設問」と呼ぶ。
Part Ⅳは、各分野の戦略重点科学技術について問う設問から構成され、設問内容は共通であるが、設問
票が分野ごとに異なる。この部分を「戦略重点科学技術の設問」と呼ぶ。 
・Part Ⅰ（13 問）：【研究開発人材】、【研究者全体】、【技術者全体】、【トップ研究者】、【若手人材】、【若手研究者の
質の低下】、【研究者の流動性】、【新興領域および融合領域】 
・Part Ⅱ（5 問） ：【研究開発資金】、【競争的資金の使いやすさ】、【インフラおよび基盤整備】、【研究時間の確保】
・Part Ⅲ（17 問）：【産学官連携】、【研究開発上の隘路（あいろ）】、【研究成果の実用化】、【特許】、【日本の科学お
よび技術の水準】、【日本の産業の国際競争力】、【世界トップクラスの研究教育拠点】 
・Part Ⅳ（3 問） ：【戦略重点科学技術の現状】、【戦略重点科学技術の実現】 
＊下線は2007年調査に追加した設問 
図表1-1-5 設問票の構成 
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調査設計にあたっては、以下のようなプロセスを経た。まず、科学技術政策研究所で原案を作成し、文部
科学省内において意見照会を行い一次案のすり合わせを行った。その後、定点調査委員会において3回
程度検討を行うと共に、定点委員会の各メンバーと個別に意見交換するなどにより二次案を作成した。さら
に、総合科学技術会議の委員に調査票に対するご意見を伺い、個別に委員と意見交換して調査票の内容
を精査した。 
また、本調査の実行性を確認するために、小規模の回答者（各分野20名の合計160名）でのテストアンケ
ートを実施（2006年8月）し、その結果を基に設問内容等の修正を行った。 
 
②回答方法 
 設問は、6段階から最も相応しいと思われるものを選択する設問、選択肢に順位を付ける設問、選択肢か
ら該当するものを複数選択する設問、記述で回答する設問がある。 
 
不充分                                        充分 
1 2 3 4 5 6    回答例： 
 
図表1-1-6 6段階による回答例 
 
(5) アンケート実施 
第2回調査では、第1回調査時の発送数1,010通から、第1回調査において回答辞退の連絡があった者を
除いた988通を発送した（2006年度調査の未回答者にも発送）。そのため、2006年度調査には未回答である
が、2007年度調査には回答している者が6%程度含まれている。 
 
時期：2007年9月20日～11月16日 
発送988通、回収814通（回収率82.4%） 
（追加調査 時期：2007年11月12日～12月7日、発送988通、回収772通、回収率78.1%） 
 
（参考）第1回調査 
時期：2006年11月2日～12月28日 
発送1,010通、回収850通（回収率84.2％） 
 
(6) 分析方法 
①有効回答について 
 以下のように、「設問ごとの有効回答」のみを集計して分析を実施した。従って、各設問で有効回答数は異
なる。 
z 設問ごとの無回答は、無効回答として集計から除く 
z 順位を問う設問において、順位を示していない回答は無効回答とする 
z 6段階で問う設問では、例えば3と4の中間に○をつけている場合は全て3と見なし、複数の数字に○
をつけている場合は一番左の回答を有効な回答とする（「左側」を採用する） 
z 一つの設問内に①、②の2つの小設問をもつ設問では、どちらか一方に回答があれば、有効回答と
し、母数に入れる 
z 戦略重点科学技術に関して問う設問では、回答者が「専門度なし」と答えた戦略重点科学技術の設
問についてのみ、無効回答とする 
 
②集計結果の図示 
設問には、主に、(a)選択肢の順位を問うもの、(b)6点尺度により程度を問うもの、の2種類がある。 
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集計結果の図示の際には、(a) は、「1位と回答された全ての選択肢に対する各選択肢の回答の割合(%)
で表示」および「各選択肢を順位で重み付けし、その総和が10点になるように指数で表示」した。 (b)は、「0
～10点の指数で表示」した。 
 
(a)選択肢の順位を問うもの 
選択肢の順位を問う設問は、例えば次に示す問1である。 
 
問1．我が国において、本分野では、現在、どの人材が不足していますか。
      必要度が高い順に項目を３つまで選び、その番号をご記入ください。 
＊ ここでの「人材」とは、大学、公的研究機関、産業界に属する人材を指す。 
2. 基礎研究段階の人材 
3. 応用研究段階の人材 
4. 実用化段階の人材 
5. 知的財産の取得・管理・活用部門の人材 
6. 産学官連携を推進する人材（産学官連携コーディネーターなど） 
7. 人文社会学系を専門とする人材（制度問題、倫理問題など） 
１位（   ）、２位（   ）、３位（   ） 
 
 「２．調査結果」では、「１位」の欄に回答された選択肢の割合(%)を示すと共に、下記のように、各選択肢を
順位で重み付けし、表で示した。 
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(b)6点尺度により程度を問うもの 
回答者が6段階から最も相応しいと思われる値を選択する形式である（図表1-1-6）。例として問２を示す。 
 
問 2．我が国では、本分野の研究開発に従事する研究者の数や質の状況は、2001 年頃と比較してど
うですか。 
① 研究者の数の状況（減っている⇔増えている） 
② 研究者の質の状況（低くなっている⇔高くなっている） 
  
「２．調査結果」では、下記のように、各項目（１～６）の回答数を0～10点で指数化し、その平均値を表に示し
た。 
 
 １減っている ２ ３ ４ ５ ６増えている 
回答数 7 15 22 44 14 2 
指数値の平均 4.9 
図表1-1-8 
  
 
 
③指数値の解釈について 
6点尺度で問う設問における回答の分布は、正規分布様であると考えられた（図表1-1-9、図表1-1-10）。
あくまで正規分布の近似のモデルであると仮定して、6点尺度で問う全設問（設問数30）で得られた指数値
について、その平均値と標準偏差を求めた。 
その結果、10点満点での指数値の平均値は5.06で標準偏差は1.64であった。このことから、「指数値5」は、
本調査において「回答者が全回答の平均であると考えている値」と示唆された。また、平均値と標準偏差（平
均値±1σ）から、全回答の68%の回答が指数値3.4～6.7の範囲内に入ると推定された。 
このことから、本調査の指数値の解釈において、例えば＜減っている⇔増えている＞の状況を問う設問
の場合は、平均値からおおよそ±0.5の範囲である「4.5以上5.5以下」を「変化なし」とした。「5.6以上6.5以
下」を「やや増えている」とし、「3.5以上4.4以下」を「やや減っている」とした。さらに、「6.6以上」を「かなり増
えている」、「3.4以下」を「かなり減っている」として、結果の分析を行った。この基準は昨年度調査と同様で
ある。 
  しかし、本調査の目的は、個々の結果の経年変化や、分野間および戦略重点科学技術間の相対比較に
よる相違などを知ることであるので、結果の値を絶対評価として用いて何らかの解釈を下すことに関しては
慎重を帰すべきであると考えている。 
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図表1-1-9 指数値の分布（問2の①について） 
 
0
10
20
30
40
50
0-0.9 1-1.9 2-2.9 3-3.9 4-4.9 5-5.9 6-6.9 7-7.9 8-8.9 9-10
指数値
%
 
図表1-1-10 指数値の分布（６点尺度で問う全設問について） 
 
④2006年調査との比較 
 2006年調査と2007年調査の結果の経年変化を分析するために、「回答を変更した人の数」の表、「指数値
の変化」の図表、「回答を変更した人の理由（自由記述）」を示した。 
6点尺度で問う質問500個（8分野×分野毎に問う設問47個×＋戦略重点技術62×戦略重点技術毎に問
う質問2個）の内、第1回調査との比較において±0.3以上の指数値変化を示した質問は81個（全体の16%）。 
また、分野毎に問う質問（47個）で、±0.3以上の指数値変化が2つ以上の分野で見られたのは、以下の
10個。 
問2の① 「研究者の数」（指数値が2分野で低下：ライフ、情報） 
問6の① 「若手人材の数」（2分野で低下：ライフ、情報） 
問10の② 「分野間の流動性の実際の他分野からの参入度合い」（2分野で上昇：ライフ、ナノ材料） 
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問14 「選択と集中の度合い」（2分野で上昇：環境、ナノ材料） 
問22の① 「実用化の制度上の障壁」（1分野で上昇：情報、1分野で低下：環境） 
問26の③ 「現在の日本の科学水準（対アジア）」（2分野で低下：ライフ、社会基盤） 
問27の③ 「5年後の日本の科学水準（対アジア）」（2分野で低下：社会基盤、フロンティア） 
問28の③ 「現在の日本の技術水準（対アジア）」（4分野で低下：環境、ナノ材料、ものづくり、フロン
ティア） 
問29の③ 「5年後の日本の技術水準（対アジア）」（2分野で低下：ものづくり、フロンティア） 
問30の③ 「現在の産業の国際競争力（対アジア）」（3分野で低下：ライフ、情報、ナノ材料） 
問31の③ 「5年後の産業の国際競争力（対アジア）」（4分野で低下：ライフ、ナノ材料、社会基盤、フ
ロンティア） 
 
さらに、指数の大きな変化は観測されなかったが、評価を上げた回答者と下げた回答者が共に一定割合
いることが下記の質問において示された。 
問2の① 「研究者の数」（1分野、エネルギー） 
問3の① 「技術者の数」（1分野、ものづくり） 
問6の① 「若手人材の数」（1分野、環境） 
問7 「若手人材育成に関する仕組みの寄与」（1分野、ものづくり） 
問17     「産学官連携の活発度」（1分野、エネルギー） 
問31の③ 「5年後の産業の国際競争力（対アジア）」（1分野、エネルギー） 
 
戦略重点技術ごとに問う質問では、「戦略重点科学技術の活発度」で6個(全体62個)、「戦略重点科学技
術の日本の研究水準」で2個(全体62個)、指数が±0.5以上の変化がみられた。戦略重点科学技術の質問
は、問1から問33までの共通質問に比べて有効回答数が少ないので、指数値±0.3以上ではなく、±0.5以
上を「変化あり」とした。 
したがって、報告書では、これらの変化が見られた質問を中心に分析を行った。 
 
⑤自由記述（回答の変更理由欄における記述を含む） 
評価の変更理由については、原則すべてを修正せずに掲載した。ただし、明らかな誤字については修
正を加えた。また、大学等の具体名が出ている記述、明らかに設問の趣旨に合っていない記述、評価の変
化のみを述べた記述については、削除または変更を加えた。 
 
⑥略名の表記 
 本文および図表において、分野名は以下のような略名表記も併用した。 
   ライフサイエンス分野 → ライフ       情報通信分野 → 情報通信、情報 
   環境分野 → 環境               ナノテクノロジー・材料分野 → ナノ・材料、ナノ材 
   エネルギー分野 → エネルギー       ものづくり技術分野 → ものづくり、もの 
    社会基盤分野 → 社会基盤、社会     フロンティア分野 → フロンティア、フロ 
  
また、属性については下記のような略名表記も併用した。 
   公的研究機関 → 公的 
民間企業 → 企業 
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2．調査結果 
2.1. 回答者の概況 
 本調査の回答者の属性等は以下の通りである。基本的に昨年度と大きな違いは無い。 
 
(1)回答者数 
  分野別調査の回答者数は814名であった。前回の850名からやや減少したが、各分野でほぼ100名の回
答者を確保することが出来た。また、回答者の95%程度が2006年度と今年度の両方に回答した。 
79
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2006年度も回答した人 2007のみ
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96 (103)
106 (117)
109 (112)
109 (111)
98 (101)
107 (112)
84 (86)
＊(   )内は2006年度の回答者数  
図表2-1-1 回答者数 
 
 (2)性別 
  回答者の女性の割合は低く、昨年度とほぼ同じでライフと環境において6～7%であった。 
97.6
98.1
99
99
99.1
94.3
100
93.2
2.4
1.9
1
1
0.9
0
6.8
5.7
0% 20% 40% 60% 80% 100%
フロンティア
社会基盤
ものづくり技術
エネルギー
ナノテクノロジー・材料
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男性　　　　　　　　 女性　　　　　　　　
(93.3) (6.7)
(100) (0)
(92.3) (7.7)
(99.1) (0.9)
(99.1) (0.9)
(99) (1)
(98.2) (1.8)
(97.6) (2.4)
 
*(   )内は昨年の回答者数 
図表2-1-2 回答者性別 
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(3)年齢 
 全ての分野において、50～59歳以下の年齢層の回答者が最多で50%以上を占めた。昨年と比較すると、
50代と60歳以上の割合がやや増加した。 
1.2
1.9
1
2.9
0.9
1.9
2.1
0
27.4
29.2
30.6
25.9
26.9
23.5
29.4
16.5
58.4
49.1
51.6
55.8
55.6
57.5
51.6
61.2
13.1
19.8
17.3
15.4
16.7
17
16.9
22.3
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エネルギー
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ライフサイエンス
39歳以下 40～49歳以下 50～59歳以下 60歳以上
(2) (21.9) (61.9) (14.3)
(2.9) (37.3) (46) (13.7)
(1.8) (28.7) (55.7) (13.9)
(0.9) (33.3) (54) (11.7)
(4.6) (31.5) (50) (13.9)
(1) (35) (50) (14)
(2.7) (33.9) (48.2) (15.2)
(2.4) (27) (55.3) (15.3)
 
*(   )内は昨年の回答者数 
図表2-1-3 回答者年齢 
 
 (4)所属機関 
 昨年度と同様に、全ての分野において大学に所属している回答者の割合が高い。企業に所属している回
答者の割合についても昨年度と同様であり、情報通信やエネルギーで高く、25％程度であった。 
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0.0
3.7
4.2
0% 20% 40% 60% 80% 100%
フロンティア
社会基盤
ものづくり技術
エネルギー
ナノテクノロジー・材料
環境
情報通信
ライフサイエンス
大学 公的研究機関 民間企業 その他
(75.2) (14.3) (7.6) (2.9)
(66.3) (5) (24.8) (4)
(58.6) (22.4) (13.8) (5.2)
(65.2) (9.8) (23.2) (1.8)
(59.1) (10) (27.3) (3.6)
(64.4) (10.9) (23.8) (1)
(64) (11.7) (20.7) (3.6)
(51.2) (27.4) (16.7) (4.8)
 
*(   )内は昨年の回答者数 
図表2-1-4 回答者所属機関 
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(5)業務内容 
 昨年度と比較すると、「主に研究」の割合がやや減少し、「主にマネジメント」および「研究とマネジメントが
半々」の割合がやや増加した。 
36.3
29.8
35.1
34.6
35.2
39.6
29.0
17.8
16.3
19.2
16.5
20.2
12.0
16.0
22.6
17.8
40.0
36.5
34.0
34.6
40.7
30.2
37.6
46.5
7.5
14.4
14.4
10.6
12.0
14.2
10.8
17.8
0% 20% 40% 60% 80% 100%
フロンティア
社会基盤
ものづくり技術
エネルギー
ナノテクノロジ ・ー材料
環境
情報通信
ライフサイエンス
主に研究 主にマネジメント 研究とマネジメントが半々 その他
(26) (16.3) (35.6) (22.1)
(41.6) (20.8) (23.8) (13.9)
(39.3) (14.5) (28.2) (17.9)
(42.9) (10.7) (33) (13.4)
(31.8) (22.7) (35.5) (10)
(38.6) (13.9) (29.7) (17.8)
(38.4) (15.2) (31.3) (15.2)
(48.8) (16.3) (26.7) (8.1)
 
*(   )内は昨年の回答者数 
図表2-1-5 回答者業務内容 
 
 (6)職業性格区分（複数回答：回答者数ではなく、全回答件数の割合） 
  昨年度と同様に、基礎研究や応用研究に従事している回答者の割合が高かった。 
51.2
39.4
41.7
47.1
58.7
46.2
33.0
49.0
35.4
49.0
50.0
40.4
46.8
52.8
54.3
52.9
25.6
29.8
41.7
39.4
30.3
20.8
23.4
12.7
12.2
9.6
9.4
7.7
3.7
5.7
9.6
7.8
0% 20% 40% 60% 80% 100%
フロンティア
社会基盤
ものづくり技術
エネルギー
ナノテクノロジー・材料
環境
情報通信
ライフサイエンス
基礎研究 応用研究 開発研究 その他
(53.8) (45.2) (15.4) (11.5)
(33) (55) (24) (10)
(46.6) (46.6) (25.9) (7.8)
(61.6) (47.3) (30.4) (3.6)
(45.4) (44.5) (39.1) (8.2)
(40.6) (56.4) (39.6) (7.9)
(42.9) (59.8) (27.7) (10.7)
(48.8) (31.4) (37.2) (8.1)
 
*(   )内は昨年の回答者数 
図表2-1-6 回答者職業性格区分 
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 (7)職位 
 昨年度と同様に、「研究所長、大学の学部長、大学教授、部・室長・グループ長」クラスの回答者の割合が
高かった。 
16.9
19.2
14.7
20.4
13.0
11.4
11.8
12.9
80.7
80.8
83.2
77.7
86.1
84.8
84.9
86.1
2.4
0.0
2.1
1.9
0.9
3.8
3.2
1.0
0% 20% 40% 60% 80% 100%
フロンティア
社会基盤
ものづくり技術
エネルギー
ナノテクノロジー・材料
環境
情報通信
ライフサイエンス
主任・研究員クラス（主任研究員、大学の助教授、研究チーム内のサブリーダー的存在、研究員、助手、講師等）
所長・部室長クラス（研究所長、大学の学部長、部・室・グループ長、大学の教授等）
学長クラス（学長、理事長、社長等）
(2.9)
(3)
(2.6)
(0.9)
(0.9)
(1)
(1.8)
(2.3)
(85.4)
(80.2)
(84.6)
(80.2)
(78.2)
(87.8)
(76.4)
(75.6)
(11.7)
(16.8)
(12.8)
(18.9)
(20.9)
(11.2)
(21.8)
(22.1)
  
*(   )内は昨年の回答者数 
図表2-1-7 回答者職位 
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2.2.　全分野共通設問（問1～33）の結果
（指数値）　灰色は0.3ポイント以上の変化を示した
2006 2007 2006 2007 2006 2007 2006 2007 2006 2007 2006 2007 2006 2007 2006 2007
1基礎研究 5.2 5.3 5.7 5.9 5.7 5.9 5.3 5.5 5.7 5.9 5.9 5.7 5.6 5.3 5.1 5.8
2応用研究 3.7 3.7 4.1 4.3 3.8 3.7 3.8 3.8 4.8 4.4 3.5 3.3 3.5 3.8 5.1 5.0
3実用化 3.5 3.6 3.4 3.3 3.2 3.3 3.6 3.6 3.4 3.5 3.9 4.0 3.1 3.0 4.9 4.3
4知的財産 2.9 2.8 2.1 1.8 1.6 1.4 2.5 2.4 1.7 1.5 2.3 2.2 2.0 1.9 1.1 1.0
5産学官連携 3.4 3.2 3.3 3.3 2.9 2.6 3.5 3.4 2.9 3.0 3.6 3.9 4.2 4.4 2.8 2.8
6人文社会学 1.3 1.4 1.3 1.4 2.7 3.1 1.3 1.3 1.4 1.6 0.9 0.9 1.6 1.6 1.1 1.2
（1位の回答割合%）　灰色は3ポイント以上の変化を示した
＊項目ごとの1位に選ばれた回答割合(%)を示した
2006 2007 2006 2007 2006 2007 2006 2007 2006 2007 2006 2007 2006 2007 2006 2007
回答数 107 104 101 96 112 105 111 108 109 106 101 98 110 106 86 84
(%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%)
1基礎研究 40.2 43.3 42.6 49.0 40.2 42.9 36.9 39.8 40.4 41.5 44.6 42.9 44.5 43.4 31.4 38.1
2応用研究 14.0 12.5 16.8 16.7 15.2 17.1 14.4 16.7 26.6 22.6 12.9 12.2 14.5 17.9 23.3 22.6
3実用化 16.8 18.3 16.8 12.5 12.5 12.4 18.9 16.7 13.8 12.3 19.8 18.4 10.9 7.5 27.9 22.6
4知的財産 8.4 9.6 3.0 2.1 5.4 4.8 8.1 6.5 2.8 2.8 7.9 9.2 5.5 3.8 3.5 2.4
5産学官連携 15.9 11.5 17.8 15.6 15.2 10.5 17.1 15.7 11.0 14.2 12.9 15.3 20.0 22.6 9.3 10.7
6人文社会学 4.7 4.8 3.0 4.2 11.6 12.4 4.5 4.6 5.5 6.6 2.0 2.0 4.5 4.7 4.7 3.6
社会基盤 フロンティア
1.基礎研究段階の人材
2.応用研究段階の人材
3.実用化段階の人材
5.産学官連携を推進する人材（産学官連携コーディネーターなど）
6.人文社会学系を専門とする人材（制度問題、倫理問題など）
4.知的財産の取得・管理・活用部門の人材
エネルギー ものづくり
問１．我が国において、本分野では、現在、どのような人材が不足していますか（3位まで選択）
ナノ材料
環境 ナノ材料ライフ 情報
ものづくり
＊項目ごとの回答割合を順位（1位、2位、3位で3点、2点、1点）で重みづけをし、全項目の合計点数を１０点満点として示した
社会基盤 フロンティアライフ 環境情報 エネルギー
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（回答変更理由）
分野 自由記述 所属
1位 2位 3位 1位 2位 3位
ライフ 経済の状況が変化したと思われるので。 5 4 6 4 5 6 無回答
ライフ 4の必要性を感じている。 3 5 1 3 5 4 大学
ライフ 4の人材の必要性を最近身近に感じる出来事が多々あったため。 1 6 2 1 6 4 大学
ライフ 3位を1.から5.に変更。産学官連携が進んでいる今日、コーディネーターが少ない。 3 2 1 3 2 5 大学
ライフ 臨床研究の発展に倫理問題を適格に扱える人材がいかに乏しいかということに気がついた。 1 3 4 1 3 6 大学
ライフ 産学連携コーディネーターなどの整備が進んでいる。 1 5 2 1 2 5 大学
ライフ 大学間格差の拡大により、地方大学で地味な基礎研究を継続していた教員層が急速に減少、活力低下していることが顕在化したの
で。
2 3 6 2 1 3 大学
ライフ 5については、少し改善がみられているため。 5 4 3 4 5 3 大学
ライフ 現在の研究領域が基礎研究を臨床に応用しようとするものであるが、臨床にかかわっている者が、あまりの多忙さとささいな事による
バッシングなどで疲弊していく傾向がある。
5 4 6 3 2 1 大学
ライフ 生物系の学問領域を理解できる、例えば弁理士が不足している感がある。 5 4 3 4 3 2 大学
ライフ 順位は変わらないが、倫理問題などを研究、講義できる人材が少ないように思われる。私は大学においてもっと倫理に関する教育を行
い、学生に考えさせることが重要と思う。
1 4 5 1 4 5 大学
ライフ 基礎研究で行う人材の不足を特に感じるようになった。大学院進学者が激減している。（研修医制度の為） 2 3 1 1 2 3 大学
ライフ 6.の重要性に気づいた。 1 5 2 1 5 6 大学
ライフ 応用に重点がおかれすぎて、本当に基礎的な研究を行なう人が減っている。 5 4 3 5 4 1 大学
ライフ 実際に医工連携でナノテクの臨床応用をやってみて変わった。 5 3 4 3 2 5 大学
ライフ 医学の分野では基礎研究に従事する人材が少なくなっている。 2 1 4 1 2 4 大学
ライフ 基礎研究のレベルも欧米に比べて遅れをとっているが、応用研究の分野は更に遅れていることが分かった。応用研究への要望が強ま
るなかで、クローン技術など生命倫理に関する研究が充実するように望まれる。
1 2 6 2 5 6 大学
ライフ 前回3位は⑤であったが、最近の取組みで相当改善されてきた。 6 2 5 6 2 1 大学
ライフ 実用化以前に応用研究を充実させる必要性を感じる。 1 4 3 1 4 2 大学
ライフ 5の重要性(ニーズ)の認識が変わったため。 2 3 1 2 3 5 公的
ライフ 社会の、科学に向ける目が厳しくなっているのに対し、それに対応することが遅れていると思われるため。 3 2 4 3 2 6 公的
ライフ 身近にいる研究者を見ていると、実用化研究や応用研究等役立つ研究をきらう研究者が多い。しかし基礎研究での結果が思うほど周
囲から評価されずなやんでいるように感じられるようになってきた。社会は基礎的研究より実用化をめざした研究を望んでいるという事
だろうと考えるにいたった。
6 2 1 6 3 2 公的
ライフ 知的財産関係の人材は充実しつつある。 4 5 1 5 1 4 公的
ライフ 他国に比べ、Open Innovationの活用度が低く、業態、産学の連携の重要性が高まっているから。 6 2 1 6 5 2 企業
ライフ 医学領域で基礎研究を指向する人材の不足。独法化による基礎研究重視の姿勢が崩れつつある。産学官連携を重視する姿勢は定着
しつつある(実績は乏しいが)。
5 1 3 1 2 5 企業
情報 分野により異なるが、期待されている。ロボットの分野では、1が不足し始めている。 2 6 3 1 6 3 大学
情報 制度としての産学連携コーディネータはある程度充実してきていると感じられるため。但し、実際の個々の事例では、いろいろな事例
（様々なパターンの連携の仕方）になかなか対応できていないようにも感じられる。
1 2 5 1 2 3 大学
情報 産学官連携の重要性が高くなっている。実用化研究と産学官連携が大学にとってキーイシューである。 3 1 6 3 1 5 大学
情報 産学連携をより効率的に推進する必要性を感じる。 1 0 0 1 5 0 大学
情報 3位:3→2。技術を製品に結びつける人材の不足を認識している。応用研究を進めることでシーズ側からのアプローチを再認識した。 5 6 1 5 6 2 大学
情報 産学連携コーディネータは比較的充実してきたが、知財や産学連携の元となる研究シーズが枯渇してきた。 1 4 3 1 2 3 大学
情報 産学官連携コーディネータは増加した。一方、制度問題の専門家は不足。 1 4 5 1 4 6 大学
情報 「5」については、この1年である程度拡充されてきたように思う。 5 1 4 1 4 5 大学
情報 世界のリーダとなるアイデアの仕込に注力をし、産学連携にはずみをつけさせる。 5 2 1 2 5 1 大学
情報 全般に不足しており、順番にはそれ程大きな意味がないように感じる。 2 1 3 2 1 3 公的
情報 研究機関における研究資金の外資導入が各分野で一般化され、金の獲れない基礎研究には人と金が集まらなくなっている。 3 1 2 1 3 2 公的
情報 生活に役立つロボットの導入を考えると、事故・責任問題・倫理問題が絡み、実証実験でさえ実施するのが大変難しい時代になっている
が、それらを専門とする人材が少ない。技術の素養もない文系の弁護士しかいない。
1 2 4 1 2 6 企業
情報 グローバル化に伴い、国際標準化と連動した知財活動の重要性が拡大している。 1 5 4 1 4 5 企業
情報 イノベーションを実現するために必要な人材と考えるため。 2 4 3 2 3 5 企業
情報 産学官連携意識の進展により、大学によるポジション設置や企業内での対応部所強化により、改善が見られた。 5 6 1 6 5 1 企業
情報 産学官の連携がうまくいっていない。 3 4 5 3 5 4 企業
情報 コーディネーター等、組織化が進捗してきたが、実行する応用研究人材が不足し、案やアイデアを具現化するのが遅れ気味。 5 2 4 2 5 4 企業
情報 産学連携はこの2～3年で急増しており、期待が大きい。しかしながら、内容あるいはアウトプットの産業化への道は不透明なままであ
り、もっと強力なコーディネータがいる事が判ってきた。
1 5 2 5 2 1 企業
環境 制度が非常に重要と感じます。経済学的観点からのアプローチが不可欠と思います。 1 4 6 1 6 2 大学
環境 制度、倫理問題の重要さを感じる場面が多い。 3 4 5 3 5 6 大学
環境 コーディネーターの数が増してきているように思える。 5 2 1 2 5 1 大学
環境 3 or 5。あまり差がない。対策関連の人が必要。 1 2 5 1 2 3 大学
環境 環境の領域での基礎研究は幅が広く、過不足を論じ難いが、あえて言えば、研究育成プログラムは不十分であると再認識した為。 3 4 5 2 1 3 大学
環境 4の知財人材は、本分野の最近一年間の必要度upの割には増加が見られない。6の人材は本分野の注目度に比して増加傾向にある。 3 5 6 3 4 5 大学
環境 課題の設定、どの様な技術をどう利用して社会をどう変えていくかを設計する能力がわが国に欠落している。 5 3 1 6 5 3 大学
環境 大学等では、４に関する事象が活発に展開されるようになったが、それをサポートする人材が不足しているように感じる。 6 1 3 1 6 4 大学
環境 イノベなどを見ても技術は進んでいるが、組織的な支援が乏しい。 1 2 4 6 5 4 大学
環境 必要度という観点で見直した。研究開発そのものに従事する人材が豊富ではない。 5 4 1 1 2 3 大学
環境 2位と3位は殆ど同じレベルであるが、5が最近では優位であると思います。 2 4 5 2 5 4 公的
環境 環境対策への研究成果の正しい引用、効果的な取り組みに制度や倫理に精通した人材が必要だが、人文と科学両方に精通した人材
が少ない。
1 3 2 1 3 6 公的
環境 基礎分野での立ち遅れが目立つようになったため。 2 4 3 1 3 2 公的
環境 新しい研究フィールドを確立していく必要度が急激に高くなっているため。 3 4 1 1 5 6 公的
環境 4、5についてはある程度充実してきたが、基礎研究を支える人材が極度に不足している。 5 4 1 1 5 4 公的
環境 応用分野は、学会の積極的な取組みなどにより充実してきたから。 1 2 6 1 3 6 企業
環境 5.については、人材が増えている。 1 5 4 1 4 5 企業
環境 応用はふえたと思う。いろいろな研究会に参加してみてそう思う。 1 2 5 1 6 5 その他
ナノ材料 企業の経営尺度で実用化が判断されるため新規な試みが行なわれにくい。 1 3 5 3 1 2 大学
ナノ材料 適切な能力をもつ5の人材の不足ぎみと感じた。 1 2 5 1 5 2 大学
ナノ材料 大学でも特に知的財産の重要性が増してきたため。 5 2 4 5 4 2 大学
ナノ材料 中国での知的財産権の確保。 2 1 3 2 1 4 大学
ナノ材料 倫理や特許制度に関する人材が育っていることは、出版書籍数の増大からわかる。大学などに規則や部課ができてきた。 1 2 6 1 3 2 大学
ナノ材料 自分の専門分野では、日本発の材料で日本発のデバイスが日本だけでなく世界でもほとんどないことを痛感させられたため。 1 2 4 1 2 3 大学
ナノ材料 知財担当者は配置された。しかし彼らは法律的に論ずるのみで産学連携を推進しようとしない。個人的に産学連携を行おうとするが、
大学での応用研究と企業の求める製品化の間のギャップを埋める「実用化」の人材が必要。しかし、これらのみでは大学の教育面は崩
壊する。我々はもっと基礎研究に軸足を置きたい。
4 5 1 5 1 3 大学
ナノ材料 総合的（基礎を含む）に現象を追求できる科学者が減少している。 4 5 1 1 4 5 大学
ナノ材料 人文系の人材は、育ちつつあるが、知財とくに、科学を理解して活用することを専門とする人は少ない。 1 5 6 1 5 4 大学
2006 2007
＊0は無回答を意味する
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ナノ材料 実用化があまり進んでいない現状を考えると。 1 5 4 1 5 3 大学
ナノ材料 独法化後、大学での知財管理が進んでいるが、全く不充分である。JSTには知財に関するインセンティブはないので、知財管理は全て
大学に任せる必要がある。
5 4 2 4 5 2 大学
ナノ材料 人文社会学系で必要とされる人の数は、極少数であると思われるが、その少数の人が何を行なうかで、ものごとのワク組みが大きく変
わってしまうのではないか？日本ではこの分野の人の重要性があまり、表に出て来ていないように思う。
2 6 3 6 2 3 公的
ナノ材料 産業界のニーズ、シーズと基礎研究との間の橋渡しが薄弱。両方の言語に熟知した人間の養成が必要。 1 2 3 1 4 5 公的
ナノ材料 マネージメントを理系の人のみで行なうと硬直化が起こる。 1 2 5 1 2 6 公的
ナノ材料 一部実用化の事例が散見されはじめたように感じるから。 3 2 1 2 3 1 企業
ナノ材料 応用研究へのシフトによる。 3 1 6 1 3 6 企業
ナノ材料 大学入学から専門までの理論、考える教育の不足（知識偏重）。 5 1 6 1 2 6 企業
ナノ材料 ここ半年間、大学との連携業務が増加し、1と4の不足感を持った。 2 1 3 1 2 4 企業
ナノ材料 産学連携が大切な時代に入ったが、それをうまくつなぐ人は極少量故。 2 1 5 2 5 1 その他
ナノ材料 2007.3.31定年退職、2007.9より県のアドバイザー（いわて産業振興センター）として非常勤で勤務し始めて考え方が変わった。 1 3 5 2 1 5 その他
エネルギー 長期的展望において基礎研究が重用。世の中が実用化で拝金主義になりすぎている。 2 1 6 1 2 6 大学
エネルギー 国の財産とするための人材が不足している。 1 2 5 4 1 5 大学
エネルギー 産学連携以前のステップの発展が重要。 1 4 5 1 2 3 大学
エネルギー 基礎知識が豊富な上記3の人材が少ないと考えるようになった。 1 6 0 1 6 3 大学
エネルギー 大学においても応用研究を行うことにより、基礎研究者が若い層で減ってきている。基礎研究に出る金も少なくなってきている。とくに工
学分野。
4 5 1 1 2 3 大学
エネルギー 実用化については民間企業に居る、基礎と実用化をつなぐ人材が不足。 6 5 3 6 5 2 大学
エネルギー 実用化段階の人材である高齢者退職後の補充が不十分。又新規人材の補充も不十分である。 2 3 1 3 1 2 大学
エネルギー 1～４は充分に人材があり、研究もなされている。しかし、新技術を実用化するための政策を論ずることができる人が著しく少ない。 6 1 5 6 5 0 大学
エネルギー ・最近の国際会議等での日本の発表のレベルの低下を痛感している。基礎研究軽視の傾向がなかったか、反省している。ただし研究者
の質には変化はないと思っている。
・社会とのつながりが重要で人文社会学系の視点を考えなければいけない。
2 5 4 1 2 6 大学
エネルギー 大学ではTLO等の組織が充実してきている。人材の数は多いかもしれないが、本当に能力のある人材がどれだけいるのか疑問。 1 5 2 1 2 3 大学
エネルギー 具体的レーザー開発の実用化に携わって第一のバリヤーが変わって感じられる。 6 4 3 3 2 4 大学
エネルギー 実用化段階において、まず、産学官連携コーディネータが必要と考える。 1 2 3 1 2 5 大学
エネルギー 研究開発の方が急がれているため。 2 4 1 2 1 3 大学
エネルギー 基礎や応用研究段階にあるものを連携や実用化が結びつけることに、それらの研究段階の研究者が時間と労力を費やしているため。 1 4 3 5 1 4 公的
エネルギー 現状の肯定よりも、未だ解決策のないエネルギー・資源問題に関しては、広く方法論を公募し、人材を捜すことが最も重要だと思われ
る。
1 0 0 1 2 6 公的
エネルギー 知財は個々の企業・機関においては重要であるが、日本全体としてみれば、知財の取得・管理よりコストを重視した実用化が必要と思
われる。
1 4 5 1 3 5 企業
エネルギー 基礎、応用研究の維持も重要だが新技術の実用化に必要な規格作りや制度面でのサポートも重要に感じる。 1 2 5 1 3 6 企業
エネルギー 基礎研究の人材は、増えているのかもしれないが、最近、研究内容などが細分化され、誰がどのような研究を行っているのかがわかり
にくい。細分化された研究を俯瞰的に統括し、基礎、応用、実用化の間を埋める推進役が必要と考える。
2 4 5 2 4 5 企業
エネルギー 前回感じたことと相異して、基礎研究をしっかりやる人材不足を感じたため。 3 2 5 1 5 6 企業
エネルギー 最近、米国より特許申請の多い日本がその活用において米国より劣っているという統計結果を見たため。 2 3 1 2 3 4 企業
エネルギー 高速増殖炉サイクル実用化研究開発などのため、産学官連携のニーズが高まった。 2 3 5 5 2 3 その他
エネルギー ３位が５から４へ。最近の輸出貿易管理規制の強化と組織防衛のための知財戦略の重要度が高まったため。 2 3 5 2 3 4 その他
ものづくり 大学において知的財産を管理する組織ができたが、うまく運営されていないため、かえって大学において特許が取得しにくくなった。 5 4 3 4 5 3 大学
ものづくり 企業と大学における知的財産に関わる考え方がかなり違うことを実感し、産学連携の実行においても問題が生じている。これを円滑に
処理し、より実りのあるものつくりを実行する人材の必要性を感じている。
3 5 2 3 5 4 大学
ものづくり 分野毎に基礎から実用化までの、技術を理解できるコーディネータが不足。 3 2 1 3 1 5 大学
ものづくり 実用化を優先すべき課題が増加している。 1 5 2 1 5 3 大学
ものづくり 産学問で知財に関するやりとりをできるシステム、人材が殆どいない。大学発技術を産業界で活かしにくい。 3 6 2 3 4 5 大学
ものづくり 前回4を１位としたが、知財部ができて、ほぼ充てんされた。5については、人数は増えて充分な数はあるが、実力がともなっていない。も
のづくりは、Engineeringばかりではだめになってしまう。コンセプト、原理など科学しなければ独創性は生じない。今は実用化研究で既存
の技術を組み合わせる研究者が増えて、残念である。
4 1 5 1 2 5 大学
ものづくり 単企業との産学連携、コンソーシアム形式の産学連携、経済産業省の補助金による産学連携をしているが、事務的バックアップ体制が
整備されていないために、事務的ロードが大きい。
1 5 2 5 1 2 大学
ものづくり 大学での研究が、産業に生かされていない。生かすような努力が足りない。基礎よりもより現場に近い側での研究が望まれる。 1 2 4 2 3 5 大学
ものづくり 国際会議等に参加し、異分野融合という観点から、種々の要素技術を有機的に組み合わせて、新しい価値を生み出すような研究者が
必要と感じたから。
3 5 4 3 2 5 大学
ものづくり ５は充実してきている。 1 5 2 1 2 3 大学
ものづくり 産学連携が最近特に重要と感じる。 1 2 3 1 5 3 大学
ものづくり 最近の企業等で意欲を持つ技術者が減少し、その育成も困難となってきている。その為３を挙げた。 1 5 2 2 3 5 大学
ものづくり 新しい分野（産学官）を開拓するために種々の規制を見直す事を専門とする人材が必要（制度の見直し）。 5 2 1 5 6 2 公的
ものづくり 官及び学の成果を、産に結びつける機能を強化しなければ、官及び学の成果が表に出ないケースが今以上に増える可能性があること
から5を1位とした。
2 1 5 5 3 1 企業
ものづくり 大学を定年退職し、ベンチャービジネスを設立─埼玉大学内。5.については今までの見識を改める必要を認める。これまで過小評価し
ていた。
1 5 6 1 2 6 企業
ものづくり 産学官連携推進の人材は数はあるが、質が不足している。 1 2 6 1 2 5 企業
ものづくり 製品開発の周期が急速に短縮し、一般に充実しているとされていた実用化研究の力が落ち、人材の不足が見えて来ているので、その
必要性が高まった。
1 5 0 1 3 5 その他
社会基盤 消防研の廃止等、研究面での取り組みが我国では後退してきたため。 3 2 6 2 3 6 大学
社会基盤 人文社会の課題が多くなっているため。 5 1 3 5 6 1 大学
社会基盤 各段階にもっと人材が必要である。 1 4 5 1 2 3 大学
社会基盤 基礎研究の重要性と不足への認識は基本的に変わらない。しかし、現実問題として、この間の経験として、ソフト面での運用や、基礎と
実用の間をつなぐ研究の弱さゆえに、実現できないことが多く、「６」と「２」を入れた。
5 4 1 5 6 2 大学
社会基盤 最近、産と学の両方を理解している人の重要性を痛感したので。 2 3 4 2 3 5 大学
社会基盤 自分が研究してみて、産学官の連携は難しと感じた。 6 2 1 5 3 2 大学
社会基盤 産学官連携を進めて行く過程でコーディネーターの必要性を感じました。 4 3 5 5 3 4 大学
社会基盤 技術問題よりも制度問題の方がネックとなっていることが多いので、それを打破する人材が必要。 5 2 6 5 6 4 大学
社会基盤 例えば、新潟県中越沖地震での、最も基幹的、震源の位置、破壊プロセスの理解などが、十分に理解できない状況があり、観測の質の
みならず、人材不足の面が大きい。
3 5 1 1 3 2 大学
社会基盤 各研究段階が欠けていると思っていたが、産官連携に引っ張りだされることが非常に多くなった。 3 1 2 2 5 3 大学
社会基盤 基礎的研究を志す研究者が急速に少なくなっている。 4 5 1 1 5 4 大学
社会基盤 社会基盤としての必要性の認知度は高まってきたが、実用化に向けた取り組みor導入のための補助等、制度の整備が不十分。 4 1 6 3 6 4 公的
社会基盤 減災等、災害対応技術における産業界の技術力の不足と、「官」のニーズに対する「学」の供給力のミスマッチを感じることが増えたの
で。
1 2 4 1 5 2 公的
社会基盤 知的財産をとりまく国際環境への対応が不十分である。 3 5 1 3 1 4 企業
社会基盤 実用化の進行が遅れているから。 5 2 6 5 2 3 企業
社会基盤 基礎研究部門における人材の確保（大学・研究機関）等の充実が図られつつあると考える。 5 1 4 5 4 6 その他
フロンティア 最近、5に関連した事にかかわり実感した。 1 2 3 1 2 5 大学
フロンティア 前回も２位（２）、３位（１）とするべきだった。 5 1 2 5 2 1 大学
フロンティア グローバル化により、ソーシャルスキル系でかつ技術に関する知見を有する人材が不足。 2 3 1 2 1 6 大学
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フロンティア 独法化以降、大学が採用枠を縮小する傾向が顕著であり、研究者（特に基礎分野）の数とその力量の低下に危惧を感じている。 4 5 1 1 2 5 大学
フロンティア 開発研究のためには応用研究が必須であるにもかかわらず、この領域が科研費等も含め軽視されがちであるため数が少ないと考え
る。
1 2 5 2 1 5 大学
フロンティア 実用化や産学官連携が進まないのは、制度・経済・安全保障・セキュリティ・知的財産に精通した人文系人材と科学技術分野の人材交
流、情報交換が乏しいと考えたから。
3 2 5 3 2 6 公的
フロンティア ３位：なし→５。自分自身が産官連携の研究を行うことになったが、所属している研究所の対応に「もたつき」があったため。 1 2 0 1 2 5 公的
フロンティア 科学技術の社会へのアカウンタビリティ、教育への貢献がさらに求められるようになり、５の優先度が増した。 1 3 5 1 5 3 公的
フロンティア 人文社会学系の人材は、分野の本質を理解することは無理な気がしてきた。6や3のアドバイザー的な役割を期待すべきで、感覚的に
必要度を減らした。
6 3 5 5 6 3 公的
フロンティア 産業化が進まず、人材を受け入れる器がないことがわかったため。 2 3 1 3 2 1 公的
フロンティア この分野に限らないことであるが、産官学の連携を進めることが急務と考える。 2 3 5 2 5 3 企業
フロンティア 本年海洋基本法が成立したが、各省庁間の連携がさらに重要になる中で基本計画を作成するコーディネーターはまだ不足している。 3 2 5 3 5 2 企業
フロンティア 第3期科学技術基本計画やイノベーション25の中でも産学官の連携が必要とされ（重要視）て来ているが、今だに優秀なコーディネー
ターが少なく感ぜられること。
3 2 4 3 4 5 企業
フロンティア 若年研究者の動向は基礎的研究段階に興味を持たなく（持てなく）なっている。 2 3 1 2 1 3 企業
フロンティア 人文社会学系はあいからわず不足しているが、海外との競争力という点で基礎研究も大いに不足していると考えた。 3 6 1 3 1 6 その他
フロンティア 4月より行政職に異動し、視野が変化したため。 5 1 2 5 1 6 その他
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（0減っている⇔10増えている）
増
↑
2006
2007
↓
減
（分野ごと）
2006 2007 2006 2007 － 0 +
ライフ 5.2 4.9 106 104 16 76 3 0.20
情報 5.0 4.7 100 94 13 74 3 0.18
環境 5.7 5.6 117 106 11 79 10 0.21
ナノ材料 6.0 6.2 111 109 3 93 6 0.09
エネルギー 4.5 4.5 110 108 11 81 9 0.20
ものづくり 4.0 4.0 101 98 9 80 7 0.17
社会基盤 4.4 4.3 110 107 9 82 8 0.17
フロンティア 4.4 4.3 86 84 10 66 3 0.16
（8分野全体）
2006 2007 2006 2007 － 0 +
大学 5.1 4.9 525 509 56 389 26 0.17
公的研究機関 4.6 4.6 115 106 8 84 8 0.16
民間企業 4.8 4.5 165 158 17 126 11 0.18
主に研究 5.1 5.0 319 255 27 199 15 0.17
*「回答を変更した人数」は、2006年および2007年調査の両方に回答した者のみ
*変化率はプラスおよびマイナスに移動した人数を「回答を変更した人数」の合計で除した数
問２．我が国では、本分野の研究開発に従事する研究者の数や質の状況は、2001年頃と比較
してどうですか　①研究者の数の状況
回答者数
指数 回答者数
指数 変化率
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（回答変更理由）
2006
調査
2007
調査
回答
変化 自由記述 分野 属性
1 4 3 温暖化がらみで増えているのを認識。 環境 公的
2 4 2 地球温暖化がクローズアップされ、少なくとも興味を持つ研究者は増えてきているように見受けられる。 エネルギー 無回答
2 4 2 原子力エネルギーの需要が増え、研究者・技術者の数も若干だが増えている。 エネルギー 大学
2 4 2 大学院生の数は確かに増えているから。 社会基盤 大学
2 4 2 石油価格の上昇により、エネルギー問題がクローズアップされているため。 エネルギー 大学
4 6 2 環境分野の研究者は増えてきている。 ものづくり 大学
1 3 2 21世紀ＣＯＥプログラム等でＰＤは増えた。しかし、その次が続かない。 フロンティア 公的
2 4 2 センサMEMSの実用化例が増加するに伴い、参入企業、研究者は増加しはじめている。 ものづくり 企業
4 5 1 学位取得後のポストのない人の増加。 環境 大学
3 4 1 従前の名称であっても環境関連の研究を行っているところがある。 環境 大学
3 4 1 ポスドク等が増えているとおもう。 情報 大学
3 4 1 国のエネルギー政策、CO2削減計画の実施による。 エネルギー 大学
4 5 1 ナノ材料分野への研究者が周辺領域が流入している。 ナノ材料 大学
4 5 1 とくに医工融合の研究者が増加している。 ライフ 大学
4 5 1 予算、制度が改善されている。 情報 大学
3 4 1 プロジェクト研究員が増えている様子が見られる。 ものづくり 大学
2 3 1 民間が不景気で。 社会基盤 大学
2 3 1 大学での減少は続いているが研究所関係では改善されている。 フロンティア 大学
1 2 1 Needsの高まりで数は増えているものの、まだ先端技術は敬遠されている。 ものづくり 大学
3 4 1 大学や公的研究機関のプロジェクト研究の数が増え、ポスドクの数が増加したため。 ものづくり 大学
3 4 1 H-IIロケット打ち上げが順調となり、宇宙開発分野が活気を取り戻してきている。 フロンティア 大学
3 4 1 大学院拡充の影響により、学位取得者は増えている。 ライフ 公的
3 4 1 科学技術政策の推進により若干増加。 ものづくり 公的
4 5 1 必要性に応じ増加。 ナノ材料 公的
5 6 1 ポスドクの増加が目立つ。 環境 公的
3 4 1 「にわか防災研究者」が増えた。 社会基盤 公的
2 3 1 多少良くなっている。 社会基盤 企業
3 4 1 国の予算が減災関係につきはじめた。 社会基盤 企業
3 4 1 安全、安心に対する意識が高まってきているため。 社会基盤 企業
2 3 1 文科省の政策等でCOE予算による研究費が定着しつつある。 情報 企業
3 4 1 大学の学科が増加？ 環境 企業
2 3 1 景気の回復傾向。 環境 企業
1 2 1 減少に歯止め、反転のきざし。 ナノ材料 企業
2 3 1 該分野への補助金、助成金等が増額されたことによる関心の高さ。 環境 企業
4 5 1 研究費配分がふえているかな？ 環境 その他
3 4 1 地球環境問題が大きく取り上げられ始めたため。 エネルギー その他
2 1 -1 基礎医学への参加者が医学部卒後研修の変化によりますます減少している。 環境 大学
3 2 -1 環境ということで研究費が以前より獲得しにくい。長年かかわってきた研究者が定年などで一線を退いている。 環境 大学
3 2 -1 企業に行くようになった。景気が良くなっている。 エネルギー 大学
2 1 -1 若者の工学離れ。特に電気系離れ。 エネルギー 大学
4 3 -1 経済状況の悪化。 エネルギー 大学
3 2 -1 状況が変わっている訳ではないが年齢の上昇、若手の別分野への異動を経験している。 エネルギー 大学
2 1 -1 研修医の必修化後にresearch orientedな医師の激減。 ライフ 大学
5 4 -1 ポスドク就職難によるDr.進学者の減少。 ライフ 大学
5 4 -1 ＰＤの増加はあったが、その上のパスが増加していない。 情報 大学
2 1 -1 理系大学の基礎講座に放射線というキーワードの研究室がなくなりつつある。 ライフ 大学
5 4 -1 予算の縮小により活動が制限されている。 情報 大学
4 3 -1 初期臨床研修実施により、医学部卒業生の研究志向は低下したことを実感したため。 ライフ 大学
5 4 -1 "増えている"→"少し増えている" 情報 大学
4 3 -1 理工系、特にこの分野の若手研究者の質、数の減少が、大学での人気学科との関係と結びついている。 情報 大学
6 5 -1 微減かなと感じる。 ライフ 大学
2 1 -1 独法化されて、その減少傾向が加速された。 社会基盤 大学
3 2 -1 企業研究所での人員削減が著しい。 社会基盤 大学
3 2 -1 ポストが減少している。 社会基盤 大学
4 3 -1 減少していると感じるので。 社会基盤 大学
3 2 -1 大学人件費・定員削減により特に若い人の採用ができなくなっている。 フロンティア 大学
4 3 -1 宇宙環境利用分野における実験機会数や資金的サポートの減少が依然として継続中である。 フロンティア 大学
3 2 -1 予算、資金が減っている。特に実験系。 ものづくり 大学
3 2 -1 各大学に定員削減がきており、研究者数の減少が明白となりつつある。 ものづくり 大学
2 1 -1 産業界において顕著に減少している。 フロンティア 大学
2 1 -1 博士数の大幅減少。 ものづくり 大学
4 3 -1 大学の定員減による（新規採用が費用的に難しくなってきている）。 ものづくり 大学
3 2 -1 団塊世代研究者のリタイア開始。 フロンティア 公的
5 4 -1 徐々にポスドクなどの雇用不安定の影響が顕在化しつつある。 ライフ 公的
4 3 -1 研究予算の低減。 フロンティア 公的
5 4 -1 伸びが止まった。 ライフ 公的
4 3 -1 社会基盤分野のマーケットの減少（公共事業投資の減）。 社会基盤 公的
3 2 -1 必ずしも長期的なポジションが得られないので学生が敬遠している。 環境 公的
3 2 -1 大学院生の増加推進策により増加傾向と考えられる。 ライフ 企業
3 2 -1 学会・論文誌での発表が少なくなっているから。 ものづくり 企業
3 2 -1 政府のこの分野の予算が減っている。 ものづくり 企業
4 3 -1 ヒートポンプなど安価な製品の普及が空調エネルギー研究を阻害している。 エネルギー 企業
3 2 -1 特に民間レベルの研究開発が低迷している。 社会基盤 企業
3 2 -1 学会への参加数が減っている様に思う。 エネルギー 企業
4 2 -2 定員削減による不補充。 エネルギー 大学
4 2 -2 明らかに減っていると思う。 ライフ 大学
4 2 -2 工学系全体の減少。 情報 大学
5 3 -2 PDは増加しているが、大学等の正規ポストが減少している。 情報 大学
3 1 -2 研究予算が減ったため。 ものづくり 大学
4 2 -2 やめていく団塊の世代の分ほど採用が進んでいない。 情報 公的
5 3 -2 事業がない。将来性もない。 フロンティア 企業
5 2 -3 博士課程進学希望者の減少。 ナノ材料 大学
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（0低くなっている⇔10高くなっている）
高
↑
2006
2007
↓
低
（分野ごと）
2006 2007 2006 2007 － 0 +
ライフ 5.0 4.8 105 103 8 80 6 0.15
情報 4.3 4.1 100 94 12 74 4 0.18
環境 5.0 4.9 117 106 10 85 5 0.15
ナノ材料 5.1 5.2 111 109 11 83 8 0.19
エネルギー 4.4 4.2 110 108 13 83 5 0.18
ものづくり 4.1 4.0 101 98 8 83 5 0.14
社会基盤 4.2 4.1 110 107 8 84 7 0.15
フロンティア 4.3 4.3 85 84 7 68 3 0.13
（8分野全体）
2006 2007 2006 2007 － 0 +
大学 4.6 4.5 524 508 44 409 27 0.15
公的研究機関 4.3 4.3 114 106 6 88 5 0.11
民間企業 4.4 4.2 165 158 26 119 9 0.23
主に研究 4.6 4.6 318 255 20 207 13 0.14
*「回答を変更した人数」は、2006年および2007年調査の両方に回答した者のみ
*変化率はプラスおよびマイナスに移動した人数を「回答を変更した人数」の合計で除した数
変化率
回答を変更した人数 変化率回答者数
回答者数 回答を変更した人数指数
問２．我が国では、本分野の研究開発に従事する研究者の数や質の状況は、2001年頃と比較
してどうですか　②研究者の質の状況
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（回答変更理由）
2006
調査
2007
調査
回答
変化 自由記述 分野 属性
2 4 2 事実（より良い評価できる立場にある）。 エネルギー 大学
2 4 2 数が増えるにつれて質も向上してきている。 ものづくり 大学
3 5 2 質も向上。 ナノ材料 公的
2 4 2 優秀な人材が現れてきている。 ライフ 公的
2 4 2 減った分、できる人だけが残っているが？？ フロンティア 企業
2 4 2 センサMEMSの実用化例が増加するに伴い、参入企業、研究者は増加しはじめている。 ものづくり 企業
3 4 1 直感的なものです。 環境 大学
4 5 1 数の増した基礎分野は平均値として低下。先端者は向上。 エネルギー 大学
3 4 1 原子力エネルギーの需要が増え、研究者、技術者の数も若干だが増えている。 エネルギー 大学
3 4 1 若手に優れた研究者の増加。 ナノ材料 大学
2 3 1 若干改善のきざしが見られる。 情報 大学
4 5 1 少し向上。 ライフ 大学
4 5 1 IPCCに参加している人数が増えたため。 環境 大学
2 3 1 民間が不景気で。 社会基盤 大学
4 5 1 国際誌への投稿・研究集会への参加が増加している。 フロンティア 大学
4 5 1 良い方向である。 エネルギー 大学
1 2 1 実プロジェクトは減少。 社会基盤 大学
2 3 1 海外との交流が促進している。 ものづくり 大学
1 2 1 Needsの高まりで数は増えているものの、まだ先端技術は敬遠されている。 ものづくり 大学
2 3 1 優秀な若手がいるが、彼らを生かすprojectがほとんどない。 フロンティア 公的
3 4 1 選考採用が増えてきた。ただし質は良くなったかもしれないが、組織力は低下している。 社会基盤 公的
2 3 1 人数とともにレベルも上がっている。 情報 企業
2 3 1 情報発信が適格化し、かつその量も多くなってきて、研究者の専門性が向上してきた。 環境 企業
3 4 1 多少良くなっている。 社会基盤 企業
2 3 1 該分野への補助金、助成金等が増額されたことによる関心の高さ。 環境 企業
3 4 1 基礎研究の充実によりその質的向上も期待出来る。 社会基盤 その他
3 4 1 少し勉強している。 環境 その他
4 3 -1 後追い型の研究者が増えてきているように思われる。 エネルギー 大学
2 1 -1 大型研究費で安易な研究を行なう研究者が多くなった。 ナノ材料 大学
5 4 -1 独創的研究が多くなったと思えない。 ナノ材料 大学
4 3 -1 高等教養の学力低下による。 ナノ材料 大学
4 3 -1 定員削減による不補充。 エネルギー 大学
4 3 -1 研究以外での仕事量が増えており、研究に使える時間が少なくなってきている。 ナノ材料 大学
4 3 -1 団塊世代のリタイア。 環境 大学
4 3 -1 個別の問題解決に特化する傾向が強まり、それは必ずしも本分野の問題解決にプラスになっていない。 環境 大学
3 2 -1 少子化に伴い研究者ならびに学生の質が低下している。 情報 大学
3 2 -1 若手研究者の層が、更に薄くなっている。 情報 大学
2 1 -1 目立った新しい提案を聞かない。 情報 大学
4 3 -1 理工系、特にこの分野の若手研究者の質、数の減少が、大学での人気学科との関係と結びついている。 情報 大学
3 2 -1 優秀者の生命系へのシフト。 情報 大学
4 3 -1 研究室が二極化し、若手研究者が来ない小さな研究室と、個々は歯車のひとつとして創造性に乏しい若手がたくさん
いる大研究室の割合が増えた。
ライフ 大学
5 4 -1 人口構成の変化。 ライフ 大学
3 2 -1 産業界において顕著に低下している。 フロンティア 大学
2 1 -1 理由は特になし。論文査読して感じる。 社会基盤 大学
3 2 -1 短期の評価に対応するため研究者の移動が多くなっている。 社会基盤 大学
4 3 -1 特に基礎的分野で。 社会基盤 大学
4 3 -1 ものづくり分野は実用性が強調されローテクの組合せで何とかしようとする研究者が目立つ。残念である。 ものづくり 大学
5 4 -1 若手のスキル減。 ものづくり 大学
4 3 -1 定年された研究職員の穴埋に追いつかない状況で、全体として下がっている。 情報 公的
2 1 -1 基礎学力が低い、特に大学院での教育がなっていない。 ものづくり 公的
3 2 -1 期限付研究者の増加。腰が入らない。 フロンティア 公的
4 3 -1 特定の領域に人材が集中しつつある。 ライフ 公的
5 4 -1 若手は良いが、中堅クラスの努力に疑問が生じている。 フロンティア 公的
4 3 -1 上記に関連して、質の高い者は変わらないが、低い者が増えたため全体としてはやや下がった。 ライフ 公的
3 2 -1 ものつくり力の結果が出ていない。 ものづくり 企業
3 2 -1 学会・論文誌での発表が少なくなっているから。 ものづくり 企業
4 3 -1 数が増加した分、質が低下している。 エネルギー 企業
3 2 -1 政府の予算配分に偏りがある。ポスドクの余剰が生じている。修士卒の大学でのトレーニング不足。 ものづくり 企業
4 3 -1 ポスドクと接する機会が増え、その質の低下を感じたから。 ライフ 企業
3 2 -1 理工系離れがより深刻になってきている。 情報 企業
3 2 -1 法人化の負の面が先に現れている。実質的研究時間の減少を感じる。 ものづくり 企業
5 4 -1 あまり伸びていない。 ナノ材料 企業
3 2 -1 教育問題。 ナノ材料 企業
3 2 -1 ものづくり体験機会の減少。 ものづくり 企業
3 2 -1 数が増えて平均レベルは下がった。 ナノ材料 企業
4 3 -1 退職者の急増。 社会基盤 企業
4 3 -1 ヒートポンプなど安価な製品の普及が空調エネルギー研究を阻害している。 エネルギー 企業
3 2 -1 特に民間レベルの研究開発が低迷している。 社会基盤 企業
4 2 -2 経済的に魅力でない職種と第3者評価のための過剰な反応ための事務作業の増加による。 エネルギー 大学
4 2 -2 平均的には向上しているように思っていたが、EU圏等の研究展開と比較すると立遅れが目立つ。 ナノ材料 大学
5 3 -2 独創的な人がいない。 環境 大学
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（0減っている⇔10増えている）
増
↑
2006
2007
↓
減
（分野ごと）
2006 2007 2006 2007 － 0 +
ライフ 4.7 4.7 103 101 9 79 5 0.15
情報 5.2 4.8 100 95 15 74 1 0.18
環境 5.6 5.6 113 102 5 84 7 0.13
ナノ材料 5.4 5.6 111 109 5 88 9 0.14
エネルギー 4.3 4.1 109 108 17 73 10 0.27
ものづくり 4.1 4.1 101 98 10 76 10 0.21
社会基盤 4.1 4.0 112 107 7 83 10 0.17
フロンティア 3.7 3.7 85 82 6 66 5 0.14
（8分野全体）
2006 2007 2006 2007 － 0 +
大学 4.8 4.7 520 503 55 379 32 0.19
公的研究機関 4.1 4.2 112 103 3 87 7 0.10
民間企業 4.5 4.4 166 158 14 124 15 0.19
主に研究 4.8 4.6 315 250 29 188 20 0.21
*「回答を変更した人数」は、2006年および2007年調査の両方に回答した者のみ
*変化率はプラスおよびマイナスに移動した人数を「回答を変更した人数」の合計で除した数
変化率
回答を変更した人数 変化率
回答者数 回答を変更した人数
問３．我が国では、本分野の研究開発に従事する技術者の数や質の状況は、2001年頃と比較
してどうですか　①技術者の数の状況
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（回答変更理由）
2006
調査
2007
調査
回答
変化 自由記述 分野 属性
1 3 2 景気の回復により減少に歯止め。 ものづくり 大学
2 4 2 センサMEMSの実用化例が増加するに伴い、参入企業、研究者は増加しはじめている。 ものづくり 企業
2 4 2 製薬企業での天然物スクリーニングへの回帰。バイオマス研究の振興。 ものづくり 企業
2 4 2 問題の顕在化による。 環境 企業
3 5 2 バブル後遺症から抜け出し、研究者を増やすことができた。 ものづくり 企業
2 3 1 技術の内容によって偏りがみられるが、平均化すれば、思ったほど減っているわけではない。 ライフ 無回答
2 3 1 好況の影響と思われる。 ナノ材料 大学
4 5 1 大学院（修士）への進学が増えている。 ライフ 大学
4 5 1 社会的要請が増。 エネルギー 大学
3 4 1 予算が増え、かつ産学官連携体制の推進。 フロンティア 大学
3 4 1 原子力エネルギーの需要が増え、研究者、技術者の数も若干だが増えている。 エネルギー 大学
4 5 1 産業界で増えていると感じる。 ナノ材料 大学
3 4 1 本分野の技術者は増加傾向にある。予算が増える傾向のため。 環境 大学
2 3 1 H-IIロケット打ち上げが順調となり、宇宙開発分野が活気を取り戻してきている。 フロンティア 大学
3 4 1 人工衛星の打上げ成功など、失敗数が減少した。JAMSTECのコア試料の保管所設立など。 フロンティア 大学
2 3 1 社会状況から判断。 社会基盤 大学
2 3 1 民間が不景気である。 社会基盤 大学
3 4 1 防災ビジネスなども増えている。 社会基盤 大学
1 2 1 実プロジェクトの減少。 社会基盤 大学
3 4 1 企業においても関心が高まっているため。 エネルギー 大学
3 4 1 技術者の世代交替への対応の必要性により人材が投入されている。 ものづくり 大学
4 5 1 環境分野の研究者は増えてきている。 ものづくり 大学
2 3 1 社会的注目が復活してきたように感じる。 社会基盤 公的
3 4 1 製造業の景気回復とニーズの増加に対応して技術者の雇用が増加した。 ものづくり 公的
4 5 1 IT分野など新産業の需要が高まった。 環境 公的
3 4 1 科研費等で技術支援者等を雇用し易くなった。 ライフ 公的
4 5 1 必要性に応じ増加。 ナノ材料 公的
5 6 1 ものづくりが政府主導のもと推進され、浸透してきている。 ものづくり 公的
3 4 1 企業業績の改善による採用増。技術開発力の重要性認識が強まりつつある。 ライフ 企業
2 3 1 多少良くなっている。 社会基盤 企業
3 4 1 安全、安心に対する意識が高まってきているため。 社会基盤 企業
3 4 1 国の予算が減災関係につきはじめた。 社会基盤 企業
3 4 1 海洋基本法の成立による。 フロンティア 企業
2 3 1 研究者が技術者に流れる。 エネルギー 企業
1 2 1 減少に歯止め、反転のきざし。 ナノ材料 企業
3 2 -1 工学部志望者の減少。 エネルギー 無回答
3 2 -1 採用者数が減っている。 社会基盤 無回答
5 4 -1 増えている状況は、それほど見られない。 情報 大学
3 2 -1 より減少している。 ナノ材料 大学
5 4 -1 以前と同じ伸び率では増えていない。 エネルギー 大学
3 2 -1 若者の工学離れ。団塊の世代の退職。 エネルギー 大学
3 2 -1 技術者に対する社会的評価が低いため、希望者が減少しているのでは。 ものづくり 大学
3 2 -1 研究開発の分野がSpread outしている。 エネルギー 大学
3 2 -1 ロボット分野は減少し続けている。 情報 大学
4 3 -1 理工系、特にこの分野の若手研究者の質、数の減少が、大学での人気学科との関係と結びついている。 情報 大学
4 3 -1 環境に特化した研究開発が減りはじめた。 環境 大学
5 4 -1 海外へのシフト。 情報 大学
3 2 -1 若年層人口の減少や科学技術離れが影響していると思われる。 エネルギー 大学
4 3 -1 民間の研究所など縮小傾向。 社会基盤 大学
4 3 -1 若手技術者への魅力が低下と感じる。 ものづくり 大学
2 1 -1 人員削減で技術作業をきちんと行える技術者は減っている。 フロンティア 大学
2 1 -1 理化学離れ。 ライフ 大学
3 2 -1 地質調査の基礎的教育が軽視されてきている。 社会基盤 大学
3 2 -1 技術者が軽視される傾向が強まっている→自然破壊など。 社会基盤 大学
4 3 -1 定員削減による不補充。 エネルギー 大学
4 3 -1 団塊の世代の退職により。 エネルギー 大学
6 5 -1 ポスドク後の行き場が乏しい。 ライフ 大学
3 2 -1 国の人件費削減施策により、補充が困難となっている。 ライフ 大学
2 1 -1 大学の関連研究室の数が激減している。 ものづくり 大学
4 3 -1 社会基盤分野のマーケットの減少（公共事業投資の減）。 社会基盤 公的
5 4 -1 定年etcでリタイアした人数より新規参入が少ない。 ものづくり 公的
3 2 -1 学会への参加数が減っている様に思う。 エネルギー 企業
3 2 -1 3→2。団塊の世代にあたる熟練技術者の引退が今後予想されるため。 フロンティア 企業
4 3 -1 ヒートポンプなど安価な製品の普及が空調エネルギー研究を阻害している。 エネルギー 企業
5 4 -1 法的整備に伴い、他分野からの参入が増えてきた。 環境 企業
4 3 -1 入社希望者における比率低下。大学における電気系の地位（希望者、入試成績等）の低下。 情報 企業
4 2 -2 団塊の世代の退職による。 エネルギー 大学
5 3 -2 団塊世代の定年が目立つ。 ナノ材料 大学
4 2 -2 企業は採算により人員を配置するため、明確なプロジェクトがない今は少ない。 フロンティア 大学
5 2 -3 事実（より良い評価できる立場にある）。 エネルギー 大学
5 2 -3 定員削減の対象になっているように思われるため。 ライフ 大学
6 3 -3 各企業とも開発のアウトソーシング、アライアンスが進んでいる。 情報 企業
5 1 -4 開発予算が減ったため。 ものづくり 大学
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（0低くなっている⇔10高くなっている）
高
↑
2006
2007
↓
低
（分野ごと）
2006 2007 2006 2007 － 0 +
ライフ 4.9 4.8 103 101 7 81 5 0.13
情報 4.1 4.1 100 95 10 77 3 0.14
環境 5.0 5.0 113 102 10 81 5 0.16
ナノ材料 4.9 4.9 111 109 10 86 6 0.16
エネルギー 4.2 4.1 109 108 11 84 5 0.16
ものづくり 3.9 4.0 101 98 4 83 9 0.14
社会基盤 4.0 3.9 111 106 9 84 6 0.15
フロンティア 4.0 3.9 84 83 9 65 3 0.16
（8分野全体）
2006 2007 2006 2007 － 0 +
大学 4.5 4.5 518 503 42 402 21 0.14
公的研究機関 4.0 4.0 112 103 9 83 5 0.14
民間企業 4.2 4.1 166 158 14 127 13 0.18
主に研究 4.4 4.4 314 251 23 201 13 0.15
*「回答を変更した人数」は、2006年および2007年調査の両方に回答した者のみ
*変化率はプラスおよびマイナスに移動した人数を「回答を変更した人数」の合計で除した数
問３．我が国では、本分野の研究開発に従事する技術者の数や質の状況は、2001年頃と比較
してどうですか　②技術者の質の状況
回答者数指数 回答を変更した人数 変化率
変化率指数 回答者数 回答を変更した人数
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（回答変更理由）
2006
調査
2007
調査
回答
変化 自由記述 分野 属性
1 3 2 量が増えると質も上がる。 ものづくり 大学
2 4 2 原子力エネルギーの需要が増え、研究者、技術者の数も若干だが増えている。 エネルギー 大学
2 4 2 社会状況から判断。 社会基盤 大学
2 4 2 数が増えるにつれて質も向上してきている。 ものづくり 大学
2 4 2 センサMEMSの実用化例が増加するに伴い、参入企業、研究者は増加しはじめている。 ものづくり 企業
2 4 2 問題の顕在化による。 環境 企業
4 5 1 社会的要請が増。 エネルギー 大学
3 4 1 感覚的に。 ナノ材料 大学
2 3 1 企業が少し元気になり、技術開発に再び力を入れ始めた。 ナノ材料 大学
2 3 1 事実（より良い評価できる立場にある）。 エネルギー 大学
3 4 1 技術者の質も向上傾向にある。優秀な人材の新規参入が見られる。 環境 大学
3 4 1 予算が増え、かつ産学官連携体制の推進。 フロンティア 大学
1 2 1 実プロジェクトの減少。 社会基盤 大学
3 4 1 技術者の世代交替への対応の必要性により人材が投入されている。 ものづくり 大学
3 4 1 ポスドクのパーマネント職としての場になっている。 ライフ 公的
3 4 1 質も向上。 ナノ材料 公的
2 3 1 知識・技術の専門性は高まりつつある(応用への展開力が少ないが）。 ライフ 企業
1 2 1 極端に低いというほどでもない。 情報 企業
3 4 1 海洋基本法の成立による。 フロンティア 企業
2 3 1 多少良くなっている。 社会基盤 企業
3 4 1 研究者の流動化が競争につながり質も向上した。 ものづくり 企業
3 4 1 技術士等の有資格者も増え、また業務における要求も高まったため。 環境 企業
2 3 1 競争意識のup。 ものづくり 企業
3 4 1 身体的な開発の推進により質の向上が図られている。 社会基盤 その他
3 2 -1 工学部卒業生の減少と志望分野の偏り。 エネルギー 無回答
3 2 -1 決して優秀な人材が確保できているとは言えず、別の分野への流出があるようだ。 社会基盤 無回答
4 3 -1 団塊世代のリタイア。 環境 大学
4 3 -1 定員削減による不補充。 エネルギー 大学
3 2 -1 全体をイメージ・企画できる人材が少なくなってきているように思われるため。 エネルギー 大学
4 3 -1 独創性のない技術者がふえた。 環境 大学
3 2 -1 多少感じる。 ものづくり 大学
3 2 -1 産業界の人材が最近ブーム化でイメージ先行で質の低下が見られる。 環境 大学
5 4 -1 数は増えたが質は低下。 環境 大学
4 3 -1 環境に特化した研究開発が減りはじめた。 環境 大学
4 3 -1 定年退職による質の低下。 環境 大学
4 3 -1 個別の問題解決に特化する傾向が強まり、本分野の問題解決のための現状での最適解をさがそうとする傾向が弱
くなっているように思う。
環境 大学
3 2 -1 少子化の影響がある。 情報 大学
3 2 -1 技術者に対する社会的評価が低いため、希望者が減少しているのでは。質についても低下。 ものづくり 大学
4 3 -1 理工系、特にこの分野の若手研究者の質、数の減少が、大学での人気学科との関係と結びついている。 情報 大学
4 3 -1 推測による訂正。 情報 大学
4 3 -1 技術以外の作業が増え、全体的に技術力低下。 フロンティア 大学
2 1 -1 インセンティブの相対的低下、ＰＤの悪影響。 フロンティア 大学
3 2 -1 地質調査の基礎的教育が軽視されてきている。 社会基盤 大学
2 1 -1 処遇や企業の活発な採用状況が影響しているのか、若い優秀な技術者の参入が乏しいと感じられる。 社会基盤 大学
3 2 -1 優秀な人材が技術関係につかない。 社会基盤 大学
5 4 -1 若手のスキル減。 ものづくり 大学
3 2 -1 産業の活性化が進まず技術者の世代交代が進んでいない。 フロンティア 公的
3 2 -1 ベテラン技術者の退職、都道府県等の人事配置方式により専門技術者が育ちにくくなっている。 社会基盤 公的
3 2 -1 さらに悪化している。 ナノ材料 公的
3 2 -1 経験を積む機会が減った。 フロンティア 公的
2 1 -1 技術力の低下は各所で見られるようになっている。 ライフ 公的
3 2 -1 数が増えて平均レベルは下がった。 ナノ材料 企業
2 1 -1 技術者にとって常識となっている知識の欠如が最近とくに目に付く。 ものづくり 企業
3 2 -1 大学教育レベルの劣化。 ナノ材料 企業
4 3 -1 退職者の急増。 社会基盤 企業
3 2 -1 3→2。団塊の世代にあたる熟練技術者の引退が今後予想されるため。加えて、世代間の技術伝承が課題となって
いるため。
フロンティア 企業
4 3 -1 応用性が少なくなったように感ずる。 ナノ材料 その他
5 3 -2 外注した時、劣化を日々感じている。外国人の方がリモートセンシングなどで切実なためだろうか？ フロンティア 公的
4 2 -2 予算どりのために「防災研究」をうたう者が増えた。 社会基盤 公的
4 2 -2 創造性のある人材が不足。 ナノ材料 企業
5 2 -3 重箱のスミ研究が多い。 社会基盤 大学
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（0減っている⇔10増えている）
増
↑
2006
2007
↓
減
（分野ごと）
2006 2007 2006 2007 － 0 +
ライフ 5.6 5.4 107 105 8 82 6 0.15
情報 4.6 4.5 100 94 10 76 4 0.16
環境 5.2 5.2 116 106 9 84 6 0.15
ナノ材料 5.9 5.8 111 109 8 87 7 0.15
エネルギー 4.4 4.4 109 109 5 91 4 0.09
ものづくり 4.7 4.8 101 98 6 77 13 0.20
社会基盤 4.8 4.6 111 107 8 89 3 0.11
フロンティア 4.6 4.3 84 83 10 65 2 0.16
（8分野全体）
2006 2007 2006 2007 － 0 +
大学 5.2 5.0 526 509 45 397 29 0.16
公的研究機関 4.8 4.7 115 106 7 85 7 0.14
民間企業 4.6 4.6 163 158 8 136 9 0.11
主に研究 5.3 5.1 320 255 21 205 16 0.15
*「回答を変更した人数」は、2006年および2007年調査の両方に回答した者のみ
*変化率はプラスおよびマイナスに移動した人数を「回答を変更した人数」の合計で除した数
変化率
回答を変更した人数 変化率
問４．本分野を国際的にリードする優れた研究者（日本の組織に属する）の数はどうですか
回答者数
指数
指数
回答者数 回答を変更した人数
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（回答変更理由）
2006
調査
2007
調査
回答
変化 自由記述 分野 属性
3 5 2 ものづくり分野における日本の研究者の位置はますます高いものとなっている。 ものづくり 大学
2 3 1 学会が新設され、戦略的に活動する気運が生まれた。 社会基盤 大学
3 4 1 プロジェクトの充実により増加しているように思われる。 ナノ材料 大学
4 5 1 医工融合分野で優秀な若手研究者が育っていると思う。 ライフ 大学
3 4 1 予算の重点配分により優れた研究者は増している。 ナノ材料 大学
4 5 1 博士課程修了者が増加した（本分野の）。 ナノ材料 大学
2 3 1 前回の評価2と今回の評価3とはあまり違いはない。 環境 大学
3 4 1 ちょうど人材が成熟した時期にさしかかっているため。 エネルギー 大学
3 4 1 ３→４だが、一方向ではないと思う。 情報 大学
3 4 1 微増と判断した。特に女性研究者の増加が目立つ。 ライフ 大学
3 4 1 review誌などに執筆する人が増えた。 ライフ 大学
1 2 1 数少ない優秀な研究者は漸増しているように感じる。 社会基盤 大学
3 4 1 日本の地位が相対的に上がっている。 社会基盤 大学
2 3 1 以前よりは増えている。 ものづくり 大学
3 4 1 ３０代の研究者の活躍が目立ってきた。 ものづくり 大学
3 4 1 PDの増加。 ものづくり 大学
5 6 1 日本独自の惑星探査（はやぶさetc）の成果が出始めた。 フロンティア 公的
3 4 1 研究費の集中による効果。 ライフ 公的
4 5 1 全体に伸びてきている。 フロンティア 公的
4 5 1 ものづくりにたずさわる研究者がふえてきた。 ものづくり 公的
4 5 1 IPCC関係などで、専門家会合に参加を要請される研究者が増えつつある。 環境 公的
2 3 1 文科省プロジェクトなどで重点化が図られたため。 環境 公的
3 4 1 日本の存在感が高まっている。大規模予算の効果があがっている。 情報 企業
2 3 1 ＭＯＴ等人文系の研究が活発化しつつある。 ものづくり 企業
3 4 1 引用数が増加。 ナノ材料 企業
3 4 1 Nature等の重要性が認知され数より質への転換が始まった。 ものづくり 企業
3 4 1 過去、日本の繁栄を支えた優れた研究者は、多くいたと思うので、レベルを3から4に変更した。 ものづくり 企業
2 3 1 増えたとは思えないが、独法研究機関など予算の柔軟な運用ができるようになり減り方が小さくなったと思われる。 エネルギー 企業
5 4 -1 originalityの高さにおいて劣るかもしれない。 ライフ 無回答
5 4 -1 研究動向の推移のため。 ナノ材料 大学
4 3 -1 多少改善されている分野もある。 ナノ材料 大学
3 2 -1 優秀な研究者が国外へ流動している。 情報 大学
2 1 -1 研究予算の配分が特定の箇所にかたより過ぎ。 ナノ材料 大学
4 3 -1 高齢のトップ研究者の中で引退者が増加している。 社会基盤 大学
5 4 -1 増加の程度が不透明。 ものづくり 大学
3 2 -1 リタイヤする研究者が多いため。 ものづくり 大学
4 3 -1 企業のリストラ等（待遇も含め）などの影響が現れているように思える。 情報 大学
5 4 -1 定年等による退職で減っているため。 情報 大学
5 4 -1 インパクトファクターが高い雑誌の質が低下している。 ライフ 大学
5 4 -1 環境に特化する研究者は減っている。 環境 大学
2 1 -1 大学の関連研究室の数が激減している。 ものづくり 大学
4 3 -1 若い世代の伸びがあまり感じられず、一方、ベテランの退職が増えていると考えられる。 社会基盤 大学
4 3 -1 減っている感じです。 社会基盤 大学
4 3 -1 本分野が敵視される傾向にある。 社会基盤 大学
4 3 -1 Web of Scienceでcheckすると意外と低い。 フロンティア 大学
4 3 -1 マネージメントへの異動例。 エネルギー 大学
3 2 -1 大学においても（業界のみならず）トップリーダーが育っていない。 ものづくり 大学
3 2 -1 宇宙環境利用分野での目標（科学or技術）が研究支援（外部機関）側で定まっていない。 フロンティア 大学
5 4 -1 減っている。中国等で急速に増えている。 ものづくり 大学
4 3 -1 若い人が伸び悩み。 ものづくり 大学
4 3 -1 地盤沈下？ フロンティア 大学
3 2 -1 減少が目立ってきた。 フロンティア 大学
3 2 -1 研究者の若がえりにともない、リーダー的人物が少なくなっている。 フロンティア 公的
4 3 -1 プロジェクトが減り、関与する研究者も減少した。 社会基盤 公的
5 4 -1 他国のレベルがあがってきている。 フロンティア 公的
4 3 -1 ほとんど変化していると思えない。 環境 公的
3 2 -1 退職による。 フロンティア 公的
3 2 -1 生命科学に於ける顕著な成果を世界に発信できていない。 ライフ 企業
3 2 -1 国際的な高レベル学会で論文数が少ない。 情報 企業
4 3 -1 特に増えていると思えない。 ナノ材料 企業
5 4 -1 停滞ぎみである。 エネルギー 企業
4 3 -1 ネットワーク系は海外での研究者・ベンチャー等が中心となり世界をリードしている。 情報 企業
5 4 -1 迎合的な研究が多い。 環境 その他
4 3 -1 目先の研究を早期に完成することが要求されているため。 ナノ材料 その他
5 3 -2 相対的に減少しているように見える。 ナノ材料 大学
6 4 -2 論文の数はふえていると思う。 環境 大学
4 2 -2 研究手法が標準化して特徴が出しにくい。新しい研究手法や技術の開発、または、最先端の技術の導入が必要とな
ることが多いが、それには莫大な研究費が必要。
ライフ 大学
6 2 -4 格差地域の社会基盤が必要。国際的にも。 社会基盤 大学
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（0育っていない⇔10多数育っている）
多数
↑
2006
2007
↓
いない
（分野ごと）
2006 2007 2006 2007 － 0 +
ライフ 4.4 4.2 107 105 11 80 5 0.17
情報 4.0 3.9 100 94 6 80 4 0.11
環境 4.1 4.2 116 106 8 80 11 0.19
ナノ材料 4.9 4.9 109 108 10 85 5 0.15
エネルギー 3.5 3.6 109 109 7 86 7 0.14
ものづくり 3.7 3.9 101 98 2 83 11 0.14
社会基盤 3.6 3.6 111 107 5 89 6 0.11
フロンティア 3.5 3.5 84 83 6 69 2 0.10
（8分野全体）
2006 2007 2006 2007 － 0 +
大学 4.0 4.0 525 509 41 393 36 0.16
公的研究機関 3.7 3.7 115 106 6 85 8 0.14
民間企業 4.0 3.9 162 157 6 142 4 0.07
主に研究 4.0 4.0 320 255 19 200 23 0.17
*「回答を変更した人数」は、2006年および2007年調査の両方に回答した者のみ
*変化率はプラスおよびマイナスに移動した人数を「回答を変更した人数」の合計で除した数
変化率
回答を変更した人数 変化率回答者数
回答者数
指数
問５．本分野を国際的にリードしている優れた研究者（日本の組織に属する）の後継者はど
うですか
回答を変更した人数指数
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（回答変更理由）
2006
調査
2007
調査
回答
変化 自由記述 分野 属性
1 5 4 大学教授の世代交代が進んだ。 ナノ材料 大学
2 4 2 世代交替により後継者への引き継ぎが行われている。一方「国際的にリードできる」人材は十分とはいえない。 エネルギー 大学
3 5 2 多少増加。 ライフ 大学
1 3 2 若干限定のfundingが充実しはじめた。 ものづくり 大学
1 3 2 若干育っている。 ものづくり 大学
2 4 2 若い研究者の国際会議での論文発表が増加しはじめている。 ものづくり その他
3 5 2 小型衛星等の研究が進んでいる。 フロンティア その他
2 3 1 大学に必要な領域が育たない、少なくなっている状況は改善されていないが、個人の努力が目立つ。但し海外に流
出している。
ライフ 無回答
4 5 1 分野に参入する人は増加している。 ナノ材料 大学
4 5 1 若手育成の成果が現れている。 ナノ材料 大学
3 4 1 ３→４だが、一方向ではないと思う。 情報 大学
4 5 1 研究支援体制が整備され、その成果がでていると思われる。 環境 大学
2 3 1 後継者の育成は必ずしも順調とはいねないのではないか。 ライフ 大学
2 3 1 学会が新設され、戦略的に活動する気運が生まれた。 社会基盤 大学
2 3 1 若手研究者が少しづつ目立つようになってきている。 情報 大学
3 4 1 異常気象等で関心度が高まっている。 環境 大学
3 4 1 大学院博士課程の修了者が増えている。 環境 大学
2 3 1 大学での博士課程学生がやや増加傾向にある。 社会基盤 大学
2 3 1 ＣＯＥ／グローバルＣＯＥの成果が出ている。 情報 大学
2 3 1 DCへの進学増加。 ものづくり 大学
1 2 1 原子力人材育成などに国が力を入れるようになりつつある。 エネルギー 大学
2 3 1 やや改善されている。 ものづくり 大学
4 5 1 博士課程修了者が増加した（本分野の）。 ナノ材料 大学
3 4 1 本分野の注目度が上がっており、優秀な若手研究者が増えつつあるため。 環境 公的
3 4 1 友人の大学教授に大学院生の人気度を確かめ、上昇しているという答え。 エネルギー 公的
2 3 1 少しづつ改善の兆しが見られる。 環境 公的
2 3 1 前進している。 環境 公的
4 5 1 研究者の数がふえ、質も向上してきている。 ものづくり 公的
2 3 1 ＭＯＴ等人文系の研究が活発化しつつある ものづくり 企業
3 4 1 技術継承が叫ばれた結果育って来ている。 エネルギー 企業
4 3 -1 理科系に対する社会的評価の低下、所謂、理科バナレの影響かと思われる。 エネルギー 大学
4 3 -1 現在国際的にリードしている優れた研究者で後継者を育てていない者が目についたから。 ナノ材料 大学
3 2 -1 最近若い人も雑務に追われており、研究にかける物理的時間が減っている。懸念される点の一番目。 ナノ材料 大学
2 1 -1 基礎科学的分野にアカデミーは注力している。 エネルギー 大学
4 3 -1 課題設定能力では育っていない。 環境 大学
3 2 -1 質の低下傾向がある。 環境 大学
4 3 -1 世代交代の例を見ない。 情報 大学
4 3 -1 バランス感覚に富んだ若手研究者が減りつつある。 環境 大学
4 3 -1 企業のリストラ等（待遇も含め）などの影響が現れているように思える。 情報 大学
4 3 -1 大物研究室の血筋をひく若手が育ちにくい環境にある。 ライフ 大学
2 1 -1 独法化以降、大学が採用枠を縮小する傾向が顕著であり、研究者（特に基礎分野）の数とその力量の低下に危惧
を感じている。
フロンティア 大学
5 4 -1 大学入学者の減少。 ライフ 大学
3 2 -1 若手研究者の減少。 社会基盤 大学
3 2 -1 後継者に本分野での研究開発をすすめるだけの十分な研究環境が将来的に得られるかどうかが不明。一方では
若い研究者には「成果」がなければ競争に勝てない社会になっている。
フロンティア 大学
5 4 -1 微減かなと感じる。 ライフ 大学
3 2 -1 大学、研究所の講座名が変わり、次世代が生まれにくい。 ライフ 大学
4 3 -1 後継者の研究レベルは必ずしも高くなくなっている。 エネルギー 大学
3 2 -1 研究者の若がえりにともない、リーダー的人物が少なくなっている。 フロンティア 公的
2 1 -1 定年した、もうすぐする、の２人の教授の下に人材がない。 社会基盤 公的
4 3 -1 不安である。 ナノ材料 公的
3 2 -1 経験を積む機会が少ない。 フロンティア 公的
3 2 -1 研究者の研究面では変化がないと思われるが、成果主義のため基盤の人材が減少している。 環境 公的
4 3 -1 すぐにはムリであろう。 ものづくり 企業
4 3 -1 最近、特に「ものづくり」分野への学生の人気が落ちていると感じる。 ものづくり 企業
5 4 -1 停滞ぎみである。 エネルギー 企業
3 2 -1 社会ニーズを的確にとらえた若手が育っていない。 環境 企業
3 2 -1 目先の研究を早期に完成することが要求されているため。 ナノ材料 その他
4 2 -2 若手の育成が思うように進んでいない。 ナノ材料 大学
4 2 -2 医学の領域では、基礎研究者が減少しており（新医師臨床研修制度の導入もその一因）、また臨床があまりに多忙
で若い研究者が育つ余裕がない。
ライフ 大学
4 2 -2 研究に従事する人が減っているように感じる。 ライフ 大学
4 2 -2 やや幅広になった分、専門性が薄くなっているか。 情報 大学
5 2 -3 格差地域の社会基盤が必要。国際的にも。 社会基盤 大学
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（0減っている⇔10増えている）
増
↑
2006
2007
↓
減
（分野ごと）
2006 2007 2006 2007 － 0 +
ライフ 5.3 5.0 108 105 15 79 3 0.19
情報 5.0 4.6 102 95 14 76 2 0.17
環境 5.2 5.2 116 106 10 79 10 0.20
ナノ材料 5.6 5.7 111 109 10 82 10 0.20
エネルギー 3.9 4.0 110 109 15 76 10 0.25
ものづくり 3.5 3.8 101 98 3 78 15 0.19
社会基盤 4.3 4.0 112 107 14 77 9 0.23
フロンティア 4.4 4.3 85 84 7 67 4 0.14
（8分野全体）
2006 2007 2006 2007 － 0 +
大学 4.8 4.7 529 511 62 377 36 0.21
公的研究機関 4.3 4.7 114 106 4 85 9 0.13
民間企業 4.2 4.2 166 158 15 123 16 0.20
主に研究 5.0 4.8 320 255 25 204 13 0.16
*「回答を変更した人数」は、2006年および2007年調査の両方に回答した者のみ
*変化率はプラスおよびマイナスに移動した人数を「回答を変更した人数」の合計で除した数
変化率
回答を変更した人数 変化率回答者数指数
問６．本分野において、研究開発に従事する我が国の若手研究者・技術者の数や質の状況
は、2001年頃と比較してどうですか　①数の状況
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（回答変更理由）
2006
調査
2007
調査
回答
変化 自由記述 分野 属性
3 5 2 ポスドク制度の拡充のため。 ナノ材料 大学
2 4 2 種々の大型プロジェクトの発足などに伴って数は増えていると思われる。 エネルギー 大学
3 5 2 大学や公的研究機関のプロジェクト研究の数が増え、ポスドクの数が増加したため。 ものづくり 大学
2 4 2 温暖化がらみで増えているのを認識。 環境 公的
2 4 2 実用的なMEMS開発・設計に若手を投入するトレンドにある。 ものづくり 企業
2 4 2 景気が好転し、研究投資や若手技術者の採用を増やしている。 エネルギー 企業
1 3 2 多少良くなっている。 社会基盤 企業
2 4 2 学生等の若手研究者を中心にエネルギー有効利用、クリーン・新エネルギーをテーマとする例が増えているように感
じる。
エネルギー 企業
1 3 2 大学院を終えてから企業研究に入る研究者が増加している。 ものづくり その他
3 4 1 感覚的（学会発表等で）。 ナノ材料 大学
3 4 1 大学院大学化が進められている。 環境 大学
3 4 1 若手の研究者が増えてきた。 環境 大学
2 3 1 大学院教育の改善などで若干増えてきているようにみえる。 ナノ材料 大学
5 6 1 この分野に関連した学会発表などで若手の発表が増えている。 ナノ材料 大学
4 5 1 医工融合研究に参加する若手が増加していると思う。 ライフ 大学
4 5 1 若手による優れた論文が多くなっている。 ナノ材料 大学
2 3 1 大学のエネルギー関係は減少してはいる。民間での人材育成は進んでいる。 エネルギー 大学
4 5 1 テニュアトラックや任期付きポストで独立する若手の増加による。 ライフ 大学
3 4 1 新しい分野で新進の研究者が増えている（ポスドクを含む）。 情報 大学
2 3 1 学会等に参加する技術者の年齢が多少若返ってきたように思われる。 ものづくり 大学
2 3 1 学会が新設され、戦略的に活動する気運が生まれた。 社会基盤 大学
3 4 1 ポスドクポストの増加による。 ナノ材料 大学
3 4 1 設計論に関する研究の成果が評価されてきたため。 ものづくり 大学
2 3 1 オーバードクターが意外と多いことも分かって。 ものづくり 大学
1 2 1 「ものづくり」に対する社会の理解が高まりつつある。 ものづくり 大学
3 4 1 博士教育がすこしずつ強化されている。 社会基盤 大学
3 4 1 ポスドク等を含めると増えている。 ものづくり 大学
2 3 1 若干増加している。（若手に対する助成が増えている） エネルギー 大学
3 4 1 大学院入学等が増えている感じ。 社会基盤 大学
1 2 1 若干限定のfundingが充実しはじめた。若干の公的サポートが充実してきた。 ものづくり 大学
3 4 1 予算が増えた。 フロンティア 大学
2 3 1 若干新人が増加してきている。 ものづくり 公的
3 4 1 ポスドクの増加。 フロンティア 公的
2 3 1 ロボットコンテストなどを通じて興味を持つ若手が増加した。 社会基盤 公的
3 4 1 政府主導のもと、ものづくりに携わる若手研究者もふえている。 ものづくり 公的
3 4 1 必要に応じ増加。 ナノ材料 公的
3 4 1 プロジェクトなどで人員枠が増えたため。 環境 公的
5 6 1 ポスドクの増加。 環境 公的
2 3 1 研究資金の増加により、任期付き教員や研究員の雇用件数が増加した。 ものづくり 公的
2 3 1 環境と共に志望者は増加。 エネルギー 企業
3 4 1 研究開発体制も世代交替が進んでいる。 エネルギー 企業
3 4 1 多様な企業でそれぞれライフサイエンス分野を重視しつつある。 ライフ 企業
3 4 1 景気の上昇。 ナノ材料 企業
3 4 1 ドクター大量時代の人材が社会に出てきた。 ナノ材料 企業
3 4 1 大学院大学の卒業生、また、ポスドク採用の国プロなどの増加でそのように感じる。 ものづくり 企業
4 5 1 ポスドクは増加。 環境 企業
3 4 1 技術系はほぼ全員大学院に進むようになり、先端技術に触れるようになった。 ものづくり 企業
3 4 1 該分野への補助金、助成金等が増額されたことによる関心の高さ。 環境 企業
3 4 1 研究機関が少しずつ増えているように感じる。 フロンティア 企業
3 4 1 技術継承が叫ばれた結果育って来ている。 エネルギー 企業
3 4 1 環境、フロンティアの研究が活発になってきた。 フロンティア その他
3 2 -1 本来教授になるべき人間が、昇格していないため、新規流入が少ない。 ライフ 無回答
3 2 -1 工学系卒業者の減少。 エネルギー 無回答
5 4 -1 技術者はへっているのでは。 社会基盤 無回答
4 3 -1 大学の定員が少なくなっている。 社会基盤 無回答
2 1 -1 基礎研究者がへっている。 環境 大学
3 2 -1 ブームに乗って増加していたのが終了か。 環境 大学
3 2 -1 毎年減少傾向にある。 環境 大学
3 2 -1 若手に対して厳しい状況（就職、給料）。 ナノ材料 大学
4 3 -1 少しずつブームが落ち着いてきているように思える。 ナノ材料 大学
4 3 -1 採用が抑制。 ナノ材料 大学
5 4 -1 ポスドク後の不安が増している。 エネルギー 大学
4 3 -1 多少減る傾向になっている。 情報 大学
5 4 -1 基礎研究への取り組みに抵抗感があるように思われる。 ライフ 大学
6 5 -1 チャレンジや生きがいより、生活の安定を望む若者が増えた。 ライフ 大学
5 4 -1 ポスドクの就職難。 ライフ 大学
3 2 -1 医学の分野では研究者志向が急速に低下していると感じられる。 ライフ 大学
6 5 -1 微減かなと感じる。 ライフ 大学
4 3 -1 大学臨床医は、臨床に忙殺されて研究時間が減っている。 ライフ 大学
4 3 -1 最近、新しい人材をみなくなった。 情報 大学
5 4 -1 ＰＤのあとのキャリアパスのポストが削減。 情報 大学
4 3 -1 理工系離れの影響が出ている。 情報 大学
4 3 -1 大学でドクター希望が少ない。 情報 大学
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4 3 -1 絶対数は減じている、と感じる。 情報 大学
2 1 -1 ポジション減で減っている。 エネルギー 大学
5 4 -1 プラス方向だが、それほど顕著な成果は見なかった。 情報 大学
2 1 -1 博士後期課程への進学者が激減しており、絶対的な数の不足を感じる。 社会基盤 大学
4 3 -1 博士課程への進学熱が低下傾向。 社会基盤 大学
3 2 -1 本分野に逆風が吹いている。公共事業費の削減など。 社会基盤 大学
2 1 -1 予算が減っているため。 ものづくり 大学
3 2 -1 リコールの増加に見られるように余裕がなくなっている。 社会基盤 大学
5 4 -1 若手研究者の数も低下している。 エネルギー 大学
3 2 -1 博士進学者は減少している。 社会基盤 大学
3 2 -1 ポストの問題がある。少子化の影響？ 社会基盤 大学
2 1 -1 博士進学者が低下。 エネルギー 大学
3 2 -1 魅力に乏しいため。 エネルギー 大学
2 1 -1 独法化以降、大学が採用枠を縮小する傾向が顕著であり、研究者（特に基礎分野）の数とその力量の低下に危惧を
感じている。
フロンティア 大学
3 2 -1 雇用者数が減少。 フロンティア 公的
4 3 -1 地方大学などで研究者をめざす人材が激減している。 ライフ 公的
2 1 -1 採用がなされない。 フロンティア 公的
4 3 -1 先行の目処がたたない。 フロンティア 企業
4 3 -1 最近、特に「ものづくり」分野への学生の人気が落ちていると感じる。 ものづくり 企業
4 3 -1 効率を追求されてきているため。 ナノ材料 その他
4 2 -2 ドクターコースへの進学者が減った。 環境 大学
5 3 -2 研究者の高年化シフト。 環境 大学
6 4 -2 ビジネス環境（競争状態の激化）の要化。 情報 大学
5 3 -2 安定した就職が見込まれないため逆に減ってきているような気がします。 エネルギー 大学
5 3 -2 専門医指向が強くなり大学ばなれがある。 ライフ 大学
5 3 -2 ポスドク等は増加していると思うが、パーマネントのポジションが少なくなってきている。 社会基盤 大学
5 3 -2 オーバドクター問題で大学院の入学者が減少している。 フロンティア 公的
5 2 -3 研究費が特定大学・研究機関と人に集中し、地方などで（優秀な人材でありながら、生活できないために研究をあき
らめる若者が増加。
社会基盤 大学
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（0低くなっている⇔10高くなっている）
高
↑
2006
2007
↓
低
（分野ごと）
2006 2007 2006 2007 － 0 +
ライフ 4.8 4.6 108 105 9 82 6 0.15
情報 4.0 3.9 102 95 12 70 10 0.24
環境 4.8 4.7 116 106 9 82 8 0.17
ナノ材料 4.8 4.8 110 109 14 80 7 0.21
エネルギー 3.9 3.9 109 109 13 82 5 0.18
ものづくり 3.8 4.0 101 98 5 78 13 0.19
社会基盤 4.0 3.9 112 107 10 82 8 0.18
フロンティア 4.1 3.9 85 84 6 69 3 0.12
（8分野全体）
2006 2007 2006 2007 － 0 +
大学 4.3 4.3 528 511 52 383 39 0.19
公的研究機関 4.3 4.2 114 106 4 85 9 0.13
民間企業 4.0 3.8 165 158 15 129 9 0.16
主に研究 4.4 4.3 318 255 23 198 20 0.18
*「回答を変更した人数」は、2006年および2007年調査の両方に回答した者のみ
*変化率はプラスおよびマイナスに移動した人数を「回答を変更した人数」の合計で除した数
指数
変化率
変化率
問６．本分野において、研究開発に従事する我が国の若手研究者・技術者の数や質の状況
は、2001年頃と比較してどうですか　②質の状況
回答者数 回答を変更した人数
回答者数 回答を変更した人数指数
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（回答変更理由）
2006
調査
2007
調査
回答
変化 自由記述 分野 属性
3 5 2 研究の質及び研究者の質は確実に向上している。 ライフ 大学
2 4 2 若手はがんばっている。 エネルギー 大学
2 4 2 優秀な人材が現れてきている。 ライフ 公的
2 4 2 優秀な研究者を研究にあてがう傾向にある。 ものづくり 企業
2 4 2 研究のまとめが早く、知識の集積度も高くなったように見える。 ものづくり その他
3 4 1 優秀な若手の新規参加が見られる。 環境 大学
3 4 1 一部の優秀な研究者は育っているが、数が限定的である。 情報 大学
3 4 1 感覚的。（学会発表等で） ナノ材料 大学
3 4 1 若手の論文（筆頭）が増えている。 ナノ材料 大学
4 5 1 独立とともに成長するので、若手の育成には早めの独立が効果を上げていると考えられる。 ライフ 大学
3 4 1 若手研究者が少しづつ目立つようになってきている。 情報 大学
4 5 1 若手による優れた論文が多くなっている。 ナノ材料 大学
2 3 1 若干、有望な若手研究者が増えつつあると思われる。 情報 大学
3 4 1 新しい分野をリードする若手がいる。 情報 大学
2 3 1 若手研究者・技術者の意識にやや変化がみられる。国際競争などを意識しだしている。 ものづくり 大学
4 5 1 高学歴の優秀な人材が育っている。 ものづくり 大学
2 3 1 学会が新設され、戦略的に活動する気運が生まれた。 社会基盤 大学
3 4 1 優秀な人材も集まる。 ナノ材料 大学
2 3 1 数が増え、質も向上してきている。 ものづくり 大学
3 4 1 大学院出身者の増加。 社会基盤 大学
2 3 1 「ものづくり」に対する社会の理解が高まりつつある。 ものづくり 大学
4 5 1 本分野に関する新しいシンポジウムに参加した印象。 ものづくり 大学
3 4 1 改善の傾向あり。 ものづくり 大学
3 4 1 博士教育がすこしずつ強化されている。 社会基盤 大学
4 5 1 大規模実証などを通して学習。 エネルギー 大学
3 4 1 質もあがってきた。 フロンティア 公的
2 3 1 自分より優れている、と認めざるをえない人を見つけた。 社会基盤 公的
4 5 1 着実に良くなっている。 環境 公的
2 3 1 前進している。 環境 公的
2 3 1 研究そのものの質は良くなっているが、コミュニケーション能力等が低くなっており、相互作用で3とした。 フロンティア 公的
3 4 1 質も向上。 ナノ材料 公的
3 4 1 人数とともにレベルも向上している。 情報 企業
2 3 1 多少良くなっている。 社会基盤 企業
2 3 1 博士課程への進学の高まりの中で基礎知識の専門性が高まりつつある。 ライフ 企業
2 3 1 景気浮揚に伴い若手研究者の質もやや向上した。 ものづくり 企業
3 4 1 業務の要求度が高まり、若手も技術的に成長してきたため。 環境 企業
3 4 1 技術継承が叫ばれた結果育って来ている。 エネルギー 企業
3 4 1 環境、フロンティアの研究が活発になってきた。 フロンティア その他
3 2 -1 工学系卒業者の減少。 エネルギー 無回答
5 4 -1 他分野への優秀な人材の流出? 社会基盤 無回答
5 4 -1 ＰＤのあとのキャリアパスのポストが削減。 情報 大学
4 3 -1 少子化の影響が出ている。　 情報 大学
3 2 -1 さらに低下している。 環境 大学
3 2 -1 基礎的研究知識の減少。（目新しいものに重点をおきすぎ） 情報 大学
3 2 -1 ブームに乗って増加していたのが終了か。 環境 大学
3 2 -1 博士課程進学に学生数の減少が著しい。 ナノ材料 大学
4 3 -1 優秀な学生の理系離れが進んでいる。文系と理系の給与格差が問題。 ナノ材料 大学
2 1 -1 教育に於いて実験軽視が進んだため。 ナノ材料 大学
4 3 -1 ドクターコースへの進学者が減った。 環境 大学
4 3 -1 理工系離れの影響が出ている。 情報 大学
3 2 -1 優秀な若手の研究者志向が低下している。 ライフ 大学
3 2 -1 医学の分野では研究者志向が急速に低下していると感じられる。 ライフ 大学
5 4 -1 微減かなと感じる。 ライフ 大学
4 3 -1 大学臨床医は、臨床に忙殺されて研究時間が減っている。 ライフ 大学
4 3 -1 学力低下？ 情報 大学
3 2 -1 最近の学会に出席して自主性の欠けを感じた。 情報 大学
3 2 -1 若手に対して厳しい状況（就職、給料）。 ナノ材料 大学
5 4 -1 プラス方向だが、それほど顕著な成果は見なかった。 情報 大学
3 2 -1 魅力に乏しいため。 エネルギー 大学
4 3 -1 予算が減っているため。 ものづくり 大学
4 3 -1 自立心の弱い研究者、技術者が増えているように思われる。 ものづくり 大学
4 3 -1 博士課程後期へ進学する学生が激減し、その影響が出始めている。 エネルギー 大学
2 1 -1 アクティビティの高い人は減っていると感じる。 社会基盤 大学
2 1 -1 インセンティブの低下。 フロンティア 大学
4 3 -1 特に基礎的分野において。 社会基盤 大学
4 3 -1 伸びていない者がある。 エネルギー 大学
5 4 -1 若い人達もじっくり研究できにくい環境になってきている。 ナノ材料 大学
4 3 -1 博士課程への進学熱が低下傾向。 社会基盤 大学
2 1 -1 独法化以降、大学が採用枠を縮小する傾向が顕著であり、研究者（特に基礎分野）の数とその力量の低下に危惧
を感じている。
フロンティア 大学
4 3 -1 質が低下している。 エネルギー 大学
3 2 -1 社会基盤関係の大学等への入学希望者の減少。 社会基盤 公的
3 2 -1 採用がなされない。 フロンティア 公的
4 3 -1 若いポスドクと接する機会にそう感じたから。 ライフ 企業
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3 2 -1 本分野における若手研究者・技術者の関心、魅力度の低下を反映。 社会基盤 企業
3 2 -1 ものづくり体験機会の減少。 ものづくり 企業
5 4 -1 不充分と思う。 情報 企業
3 2 -1 即戦力に乏しく、育成法に課題。 環境 企業
3 2 -1 リクルートや入社している新人の質から判断して。 ナノ材料 企業
3 2 -1 教育レベル低下。 ナノ材料 企業
3 2 -1 学位取得者に疑問を感じる場合がある。 情報 その他
4 2 -2 独創性に欠けたマニュアル研究者がふえたのでは…。 環境 大学
5 3 -2 専門医指向が強くなり大学ばなれがある。 ライフ 大学
5 3 -2 安定した就職が見込まれないため逆に減ってきているような気がします。 エネルギー 大学
5 3 -2 もっとハンディキャップ地域に目を向けるべき。 社会基盤 大学
5 3 -2 オーバドクター問題で大学院の入学者が減少している。数が減ると質がダウンする。 フロンティア 公的
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（0寄与していない⇔10寄与している）
寄与している
↑
2006
2007
↓
寄与していない
（分野ごと）
2006 2007 2006 2007 － 0 +
ライフ 3.7 3.5 106 104 12 78 5 0.18
情報 3.7 4.0 101 96 9 69 13 0.24
環境 3.7 3.7 114 105 8 83 8 0.16
ナノ材料 4.0 4.1 111 107 11 75 14 0.25
エネルギー 3.3 3.3 108 108 8 78 13 0.21
ものづくり 3.3 3.3 101 97 10 75 11 0.22
社会基盤 3.3 3.5 111 106 8 80 11 0.19
フロンティア 3.4 3.3 83 83 5 68 3 0.11
（8分野全体）
2006 2007 2006 2007 － 0 +
大学 3.7 3.8 524 505 46 371 52 0.21
公的研究機関 3.1 3.0 113 105 8 82 7 0.15
民間企業 3.4 3.3 162 157 16 123 13 0.19
主に研究 3.6 3.6 318 253 23 198 18 0.17
*「回答を変更した人数」は、2006年および2007年調査の両方に回答した者のみ
*変化率はプラスおよびマイナスに移動した人数を「回答を変更した人数」の合計で除した数
変化率
回答を変更した人数 変化率
回答を変更した人数
問７．本分野において、我が国の若手人材の育成に関する仕組みは、実際の育成に寄与して
いますか
指数 回答者数
回答者数指数
ラ
イ
フ
0.0
5.0
10.0
指
数
値
情
報
環
境
ナ
ノ
材
料
エ
ネ
ル
ギー
も
の
づ
く
り
社
会
基
盤
フ
ロ
ン
ティ
ア
54
（回答変更理由）
2006
調査
2007
調査
回答
変化 自由記述 分野 属性
2 6 4 助教の臨時定員増などから感じられる。 情報 大学
2 5 3 様々なプログラムが始まり、育成に貢献している。 ライフ 大学
2 5 3 多くの大学でのテニュアトラックの導入はよいと思う。 ライフ 大学
2 4 2 次世代開拓ユニットなど若手の人材育成を行うシステムが整いつつあるのでは。 社会基盤 無回答
2 4 2 大学等で若手の独立性を高める方向での改革が進んでいる。 ナノ材料 大学
2 4 2 アカデミク部門でポスドクの採用が増えつつある。 ナノ材料 大学
2 4 2 テニュアトラックなどがかなり始まった。 環境 大学
1 3 2 若手研究者に対する、研究助成が増えた。 ものづくり 大学
2 4 2 成果があがりつつある。 社会基盤 大学
2 4 2 科学技術予算の増加。 社会基盤 公的
2 4 2 国が人材育成に取り組み始めた。 エネルギー その他
2 3 1 直接に環境分野の領域を担当するわけではないが、総合領域として関わる事ががやや増している。 環境 大学
3 4 1 PDが企業研修する機会、予算が足りない。 環境 大学
1 2 1 前回の評価1と今回の評価2との違いはほとんどない。 環境 大学
3 4 1 JSTプログラムの若手研究者推進事業で数は少ないが有能な人材が育ちつつある。 ナノ材料 大学
2 3 1 徐々に改善されているかもしれないが出口が心配。 ナノ材料 大学
4 5 1 COEetcのプロジェクトに参画できる若手人材が現れはじめている。 ナノ材料 大学
3 4 1 若手向けの研究費の増加。 ナノ材料 大学
3 4 1 JSTの若手育成の助成が増えてきている。 環境 大学
2 3 1 大学院教育の改善が若干みられる。 ナノ材料 大学
3 4 1 助成等の増加。 ナノ材料 大学
2 3 1 人材育成の効果はまだ顕著に見えてこない。 ライフ 大学
3 4 1 若手をターゲットにした予算制度が充実してきた。 フロンティア 大学
4 5 1 資金面で若手への配分が増加している。 ナノ材料 大学
3 4 1 ポスドクが増えたようにおもう。 情報 大学
3 4 1 JSTの若手研究者育成支援などが充実しつつある。 情報 大学
3 4 1 PD等の増加。 環境 大学
2 3 1 少し改善されている。 情報 大学
2 3 1 予算化の動向が認められる。 ものづくり 大学
2 3 1 模索段階である。 社会基盤 大学
4 5 1 経済的援助の充実。 ナノ材料 大学
3 4 1 高度IT人材育成プロジェクトの立ち上がり。 情報 大学
3 4 1 育成の制度はよく充実している。 社会基盤 大学
3 4 1 取組の多様化。 ものづくり 大学
3 4 1 熟練者による若手の育成が行なわれ始めている。 ものづくり 大学
2 3 1 種々の教育プログラムが計画、実行されつつあり改善の方向にある。 ものづくり 大学
2 3 1 時間がかかるため、長い目でみたい。 社会基盤 大学
2 3 1 努力はしているが、その効果はわからない。 社会基盤 大学
5 6 1 大きく寄与している。問題は受け入れ側教官の質にある。 フロンティア 大学
3 4 1 若手対象の科研費等の予算が増えてきた。 エネルギー 大学
1 2 1 原子力人材育成プログラムがスタートし、実効があがりそうであるため。 エネルギー 大学
2 3 1 若干のサポートが充実してきた。 ものづくり 大学
2 3 1 競争的資金の充実。 社会基盤 公的
2 3 1 向上している。 ナノ材料 公的
1 2 1 就職数増で、多少改善される見込みである。 情報 公的
2 3 1 東大の大学院博士課程無料化の動き等を考慮した。 フロンティア 公的
2 3 1 ポスドク制度が定着し、一定の効果はみられる。ただし、その先は常に問題が残るが。 エネルギー 公的
2 3 1 動きはある。 ものづくり 企業
2 3 1 育成プログラムや研究支援のための助成金が増加している。 ナノ材料 企業
3 4 1 大学院生増加策により少し改善されていると思われる。 ライフ 企業
3 4 1 幅広い経験をさせる為の企業内ローテーションが多くなってきている。 ものづくり 企業
2 3 1 数多くのセミナーが開かれるようになってきた。 エネルギー 企業
3 4 1 研究に世界に従事することに抵抗が減っていると思われる。 情報 企業
3 4 1 学会、企業内の努力による。 エネルギー 企業
3 4 1 大学院生の企業インターンシップの動きが増している。 ものづくり 企業
2 3 1 若手研究者対象の研究資金配布プログラム稼動等による改善。 情報 企業
3 4 1 支援プログラムがいくつか出てきたため。 情報 企業
2 3 1 文科省、経産省の原子力人材育成プログラムが始まったので「2」から「3｣にあげた。実際の結果が出るには数年
は必要。
エネルギー その他
2 3 1  ２から３へ。国の助成プログラムが、これまでの反省から、より効果的になりつつある。 エネルギー その他
3 4 1 大学院の教育プログラム等が改定されており、将来が期待できる。 情報 その他
3 2 -1 PDが増加し、研究者は減少の傾向にある。 環境 大学
3 2 -1 ポスドク終了後のポストが不足している。状況が悪くなっている。 ナノ材料 大学
4 3 -1 若手の希望と受け入れ側がかならずしもマッチしていない。 ナノ材料 大学
3 2 -1 若手が安心して研究に取り組める環境にない。 ナノ材料 大学
2 1 -1 情報および予算（旅費を含む）不足。 ナノ材料 大学
3 2 -1 若手のＭＤの研究者育成に関する教育システムは機能していない。 ライフ 大学
3 2 -1 対象となる若手の数が少なすぎると思われる。 ライフ 大学
3 2 -1 この分野の大学院生が減ってきている。 環境 大学
3 2 -1 若手研究者の短期雇用が増え、長期的な視点で仕事がしづらくなっている。 社会基盤 大学
6 5 -1 足りていない。 情報 大学
3 2 -1 本分野に限らず、研究費獲得のために競争意識を持たせすぎ。自己評価もやらせすぎ。他の事に時間をとられて
しまう。
情報 大学
4 3 -1 大学がその役割を担っているが、資金獲得など、別のところでエネルギーを費やしている。 環境 大学
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4 3 -1 時限の研究ポジションは増加しているが、アフターケアが不充分なことが、次第に明らかになってきている。 ものづくり 大学
3 2 -1 博士課程終了後の進路が不明確。 ものづくり 大学
2 1 -1 若手には、自分ですぐれたテーマを発見、発明させる育成が必要である。これは金では無理。 ものづくり 大学
2 1 -1 育成の仕組みだけでは無理で、技術者の給与改善が必要。 ものづくり 大学
4 3 -1 もっと積極的な取組が必要。インセンティブも不足。 ものづくり 大学
2 1 -1 博士後期課程で、給付型奨学金がほとんどない。奨学制度の改悪は致命的。 ものづくり 大学
3 2 -1 若手を対象とした研究助成が不足している。 ものづくり 大学
2 1 -1 JAXA統合により行場を失ったポスドクが大量に出た。他にもポスドクのための就職ポストが不足。 社会基盤 大学
2 1 -1 大学のシステム自体が魅力のないものになっている。 社会基盤 大学
3 2 -1 お金だけ多くしても研究環境が変わらないと効果が少ない。 社会基盤 大学
3 2 -1 目先の成果に追われすぎる。 エネルギー 大学
3 2 -1 ポスドクの先ポストがない。 エネルギー 大学
4 3 -1 任期付定員の増加。 エネルギー 大学
4 3 -1 資金が渡り過ぎぎみで質が低下している。 エネルギー 大学
3 2 -1 ３０代前半が減ってきており、仕組みがうまく行っていない。 エネルギー 大学
4 3 -1 ポストドクターの適切な処遇を考える必要がある。 ライフ 公的
2 1 -1 適切な指導体制もないまま自主性が求められていて、皮相な取組みが多い。 ナノ材料 公的
3 2 -1 既存の分野（技術）にたよりすぎている。 エネルギー 公的
3 2 -1 若手研究者の職が少なくなっている。 フロンティア 公的
3 2 -1 大学の地盤沈下を感じる。 社会基盤 公的
3 2 -1 ポスドク後のポジションが少なく、高度な知識を持った技術者／研究者が、民間を含めて、もっと活躍できるはず。
大学院博士課程に民間企業からもっと入るとか、教える側にも民間企業出身者の採用を増やすとか。
情報 公的
4 3 -1 元来公募以外は、寄与が少なかったが、さらに社会ニーズのとらえ方が狭くなっている。 環境 企業
5 4 -1 仕組が見えて来ない。ポスドクの問題。 ナノ材料 企業
3 2 -1 若手研究者のための評価システムが不充分(大御所が何を基準に評価しているか疑問が大きい）。 ライフ 企業
3 2 -1 ポスドクに対する教育が不適切。場合によっては、教授の手足として使われている。 ライフ 企業
2 1 -1 中国人ばかりの人数が増えている。 情報 企業
3 2 -1 寄与している　一度ポスドクの面接を行ったがポスドク制のために、期限が切れたときに悲惨な事になっていること
が判明。
情報 企業
2 1 -1 仕組みそのものが見えない。 ものづくり 企業
4 3 -1 国際的な遅れが大きくなってきた。ソフトウエア輸入超過等。 情報 企業
3 2 -1 大学院を卒業しても、企業を含め若手研究者を採用が少ないと思う。 環境 その他
4 2 -2 指導者が指導していない。 環境 大学
4 2 -2 今に始まったことではないがポスドクの就職先がなかなか決まらないという話をよく耳にする。最近、国は企業には
たらきかけたり、一部大学へのテニュアトラック制度の導入などこの問題の解消に動いているようだが、就職状況も
よくなってきた今、大学において博士課程へ進学するものが大幅に減少しており、今後の人材不足が懸念される。
ライフ 大学
4 2 -2 臨床研修義務化により、若手で医学研究に向かう人材が減少している。 ライフ 大学
3 1 -2 仕組みに対して、何の工夫もなされていない。 ものづくり 大学
4 2 -2 ポスドク以降は、むしろ減っている。 社会基盤 大学
4 2 -2 ポスドク。助手（助教）の任期制。これらは、若手にとって魅力的ではない。 ナノ材料 大学
3 1 -2 こまぎれの対策が多く、意味をなさない。 エネルギー 大学
4 2 -2 ポスドクの育成に問題があるように見える。研究者の将来性が描かれていないように見える。 ライフ 企業
4 2 -2 ポスドク問題。 ナノ材料 企業
3 1 -2 全ての仕組みが停滞気味。閉塞感が先立ち、若手にやる気がない。 フロンティア 企業
4 1 -3 最近特に感ずることは任期制のシステムがうまく働いていない。 ナノ材料 公的
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（指数値）　灰色は0.3ポイント以上の変化を示した
＊項目ごとの回答割合を順位（1位、2位、3位で3点、2点、1点）で重みづけをし、全項目の合計点数を１０点満点として示した
2006 2007 2006 2007 2006 2007 2006 2007 2006 2007 2006 2007 2006 2007 2006 2007
1ポスドク就職 5.2 5.5 3.4 3.9 5.2 5.4 4.7 4.5 3.9 3.9 3.6 3.4 5.2 5.3 4.7 5.0
2海外研究 2.2 1.7 2.0 2.1 1.8 1.8 1.6 1.9 1.8 1.5 1.8 1.4 1.9 1.9 2.1 2.1
3海外交流 0.9 0.6 1.2 1.8 0.9 0.7 1.2 1.0 1.0 0.8 1.0 1.1 0.9 0.7 1.4 1.2
4若手資金 2.6 2.1 2.0 1.8 1.8 1.5 1.1 1.6 1.8 1.3 1.6 1.6 1.3 1.4 1.5 1.6
5博士援助 4.0 3.9 3.7 3.0 2.8 2.7 3.8 3.6 3.3 3.2 3.2 3.1 2.7 2.5 2.8 2.6
6博士就職 2.2 2.9 2.9 3.1 3.5 3.9 4.2 4.2 3.7 4.5 3.5 4.1 4.1 4.4 4.1 4.2
7インターン 0.3 0.3 1.4 1.0 0.9 0.6 0.7 0.6 0.7 1.0 1.8 1.7 1.3 1.1 1.0 1.0
8産学交流 0.9 1.0 1.3 1.4 1.2 1.3 1.3 0.9 1.9 1.9 2.0 1.9 1.2 1.3 1.3 1.2
9若手処遇 1.8 2.0 2.1 1.9 1.8 2.0 1.4 1.5 2.0 1.9 1.5 1.7 1.4 1.4 1.2 1.2
（1位の回答割合%）　灰色は3ポイント以上の変化を示した
＊項目ごとの1位に選ばれた回答割合(%)を示した
2006 2007 2006 2007 2006 2007 2006 2007 2006 2007 2006 2007 2006 2007 2006 2007
回答数 106 104 102 94 114 105 109 107 110 107 100 98 111 106 85 84
(%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%)
1ポスドク就職 33.0 36.5 19.6 23.4 35.1 35.2 29.4 26.2 26.4 23.4 20.0 15.3 32.4 33.0 31.8 31.0
2海外研究 6.6 5.8 11.8 12.8 6.1 8.6 7.3 9.3 7.3 8.4 9.0 7.1 6.3 5.7 10.6 9.5
3海外交流 0.9 0.0 2.9 5.3 1.8 1.9 2.8 2.8 1.8 1.9 3.0 5.1 2.7 1.9 3.5 1.2
4若手資金 15.1 9.6 9.8 8.5 9.6 5.7 2.8 6.5 7.3 4.7 8.0 7.1 3.6 5.7 4.7 7.1
5博士援助 20.8 20.2 22.5 14.9 12.3 12.4 22.9 24.3 17.3 15.0 17.0 14.3 11.7 10.4 11.8 10.7
6博士就職 8.5 11.5 13.7 18.1 15.8 18.1 22.9 21.5 17.3 24.3 22.0 28.6 23.4 24.5 21.2 22.6
7インターン 0.9 1.0 6.9 5.3 4.4 2.9 1.8 0.9 0.9 2.8 3.0 3.1 5.4 5.7 1.2 2.4
8産学交流 3.8 3.8 1.0 3.2 6.1 4.8 4.6 3.7 12.7 12.1 11.0 10.2 6.3 6.6 9.4 8.3
9若手処遇 10.4 11.5 11.8 8.5 8.8 10.5 5.5 4.7 9.1 7.5 7.0 9.2 8.1 6.6 5.9 7.1
ライフ
1.ポストドクターに対する（アカデミックな研究職以外の進路も含めた）就職先の確保
2.海外の優れた研究機関での研究機会の促進
3.海外の優れた研究者との交流機会の促進
4.若手研究者対象の競争的研究資金の拡充
5.博士課程（後期）在学者を対象とした経済的支援の拡充
6.博士課程（後期）修了後の就職先の確保
7.大学院段階における単位認定を前提とした長期の企業インターンシップの構築の支援
情報 環境
問８．本分野において、現在、本分野の若手人材育成にどのような方策が必要ですか（3位まで選択）
ナノ材料
ナノ材料
ライフ 情報 環境
9.評価に対応した若手の処遇
8.大学側の働きかけによる産業界との幅広い交流の促進
エネルギー ものづくり 社会基盤 フロンティア
エネルギー ものづくり 社会基盤 フロンティア
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（回答変更理由）
分野 自由記述 所属
1位 2位 3位 1位 2位 3位
ライフ 競争的研究資金の少なさが目立つ。海外留学の機会はどんどん増えている。 1 5 2 1 4 5 大学
ライフ ＰＤ後就職問題は、院生のモチベーションにも大きく影響があることを実感したため。 9 2 1 9 1 2 大学
ライフ 博士課程の定員充足率を確保するためには6が重要。 1 5 2 1 6 5 大学
ライフ ポスドクや研究者を縛るのは現在困難であり若手枠の拡充を望む。 2 5 9 2 5 4 大学
ライフ 博士後期修了者の社会的評価が不当に低い。ポスドクを含め、後期博士修了者の人材活用のため、就職における各方面での優
位性の確保が重要である。
5 6 1 6 1 5 大学
ライフ 将来への希望が見えることがDr. 進学につながる。 5 1 9 1 5 9 大学
ライフ ポスドクが急増し、固定した就職を見つけることが極めて厳しい状況となっている。また、人材派遣会社の急増に伴い、企業が大
学院卒業者を採用するよりも、人材派遣会社からパート的に博士を安易に入手できる方向に進んでいることも、何らかの処置を取
る必要がある。
9 2 1 1 6 9 大学
ライフ 4、5については、かなり改善傾向がみられるため。 5 1 4 8 9 1 大学
ライフ 若手研究者の将来へのモチベーションが保てない状況である。臨床医学の面では、大学など研究施設に残るにもポジションが少
なく、また仮に残って教授職などについても、同年代の開業医にくらべ、１／３以下の収入であり、将来有望と思われる研究者が開
業の道を選び研究から離れるのが大きな問題である。
4 6 1 6 4 1 大学
ライフ 修了後の就職先への不安感が顕著にあらわれている。 9 5 1 9 6 1 大学
ライフ ポスドクがあふれている。大学等の職が減少しつづけている。 1 5 6 6 1 9 大学
ライフ どの方策も必要であり重要であるように思われ、多少の順位の変更はあまり重要視しないでいただきたい。 6 1 3 1 6 9 大学
ライフ 若手研究者が安定なポストにつくことが研究の推進につながる。海外研究者との良い意味での競争、ライバル意識は大切。 4 8 1 1 4 3 大学
ライフ 日本は一度就職を逃すと、後の機会が少ない。産業界と人的交流も必要だが、産業界で必要とされる研究者が育っていない。 3 0 0 5 6 1 大学
ライフ ポスドクの就職先がないことが、彼らの研究への集中を大いに阻害しているため。 8 3 2 1 8 3 公的
ライフ 就職、ポスドクが厳しい。 5 2 6 5 6 1 公的
ライフ 3位に前回は8としていたが今回は6とした。Post Doc以外のキャリアパスとして産業界への就職先の斡旋が急務である。 1 5 8 1 5 6 公的
ライフ 就職先が人員削減で、どこも先細りであるため、優秀な研究者の就職先確保が重要となってきた。 2 3 4 2 4 1 公的
ライフ ポスドク、博士課程修了生の就職先を確保できていない。そのため、ますます学生の研究者離れが進んでいる。 1 8 6 1 6 8 公的
ライフ ポスドク問題（就職）の解決は必須。 2 1 3 1 2 6 公的
ライフ あまりにも大学側が、自分の関連分野の産業の実態を知らない。現場に来ない。現場には重要で価値あるテーマが盛りだくさんあ
るというのに。
7 3 1 7 8 1 企業
ライフ 先端研究の中で研究方法論や価値観を実践の中で教育されることが基本(世界に発信される成果が少ないため）。研究の効率化
には、資金の拡大も大きな貢献をする(スタッフ、機器、その他の資金）。
4 2 8 2 4 8 企業
ライフ 大型ナショプロ終了に伴うポスドク問題がより顕在化してきた。 4 8 5 4 8 1 企業
ライフ ライフサイエンス分野でのポスドクの問題、およびその予備群としてのドクターの問題は深刻である。早急に体制を整備する必要
がある。
4 8 1 6 7 8 企業
ライフ 日本経済の現状を考え、経済的不安を解消することも重要であると思われた。 1 2 3 1 2 5 企業
情報 最近のメディア、学会におけるポスドク、博士課程学生の就職先確保の問題がとり上げられ、そうでない（確保が容易な本分野）分
野の若手研究への不安を駆り立てている。
5 2 4 5 6 1 大学
情報 インターネットの普及による海外交流環境の充実を若手の方に実感してもらうため、まず交流、帰国後にネットで交流し、世界的な
研究を実施。
5 3 0 2 3 5 大学
情報 博士後期課程学生数に減少の傾向が見られる。 9 5 2 5 9 2 大学
情報 経済的問題よりも、どこで刺激を得るかが重要に思える。 7 2 9 2 3 1 大学
情報 ドクタクラスの専門家の育成には就職先の確保がまず必要である。現在はポスドク以後の仕事が少なすぎる。 5 1 8 6 1 5 大学
情報 博士課程の経済的負担を軽減して、研究の国際レベルを上げるべき。 1 7 3 1 5 3 大学
情報 若手の就職先が任期付きのものが多く、生活基盤が弱く、活力を引き出していない。 5 1 2 5 1 9 大学
情報 就職先の確保ができないと、経済支援を約束しても博士課程に進学しない。 5 6 1 6 5 1 大学
情報 ５は改善された。（21ＣＯＥ、ＧＣＯＥを取得した組織では）
１は大きな問題となってきている。
5 2 1 1 2 3 大学
情報 前期課程の学生が後期課程に進学しない理由の多くが修了後の就職の心配。家に経済的負担をかけることへの不安。 6 5 8 6 1 5 大学
情報 グローバル化に対応するため。（グローバル化に対応することが必要になってきた） 6 8 7 6 8 3 大学
情報 博士取得者が就職できないことが最大の問題。 1 5 6 1 5 6 大学
情報 システムが硬直。 7 5 3 7 9 3 大学
情報 電気通信業界の場合、博士に対する産業界の門戸は広い。大学に固執しない限り、バイオや生命科学なとで異なり就職先はいく
らでもある。ただし、学位を持っていればの前提条件付き。
3 6 1 3 2 9 大学
情報 若手の就職状況の切迫度が増してきた。 5 6 1 6 1 5 大学
情報 研究資金の面では既に方策がなされたため。 7 3 4 7 3 2 企業
情報 大学における人材育成を再検討すべき。情報学科設置、ソフト人材育成が急務。 4 3 9 8 3 4 企業
環境 1や7の実現には博士課程で十分研究に専念できる体制が必要であるが、いまだ不十分であることから、5を3位にあげることにしま
した。
9 1 7 9 1 5 大学
環境 博士課程後、ポスドク後の安定した職場が少ないために、ドクターコース進学に対して、最近は夢が少なくなり、進学を勧めること
にためらいが生まれつつある。ドクターへの進学者も少なくなりつつある。
1 4 9 1 6 4 大学
環境 PDが増加し、研究者は減少の傾向にある。 5 1 2 1 5 2 大学
環境 オーバードクターが多すぎる。これは社会の責任である。安定した生活なくしてよい研究はできない。 1 4 6 1 8 6 大学
環境 交流の機会よりも若手研究者の処遇の方を優先させるべきと考える。 4 3 9 4 9 3 大学
環境 若手には的確な評価が有効。 4 8 5 4 9 5 大学
環境 ポストドクターの現状に対する回答者の認識の深化。
７．インターンシップより、安定した就職先の確保により若手が意欲をもつことが可能となるであろう。
2 6 7 2 6 1 大学
環境 PD問題が急速に拡大している。 5 0 0 1 5 0 大学
環境 就職がきびしいことを理由に、学生は博士後期課程に進まないから。 5 3 6 5 1 6 大学
環境 前回は1が最優先として、1のみをあげたが、6も連動するので追加したい。 1 0 0 1 6 0 大学
環境 就職難が続いているが、競争が必要である。 4 9 5 1 6 4 大学
環境 TA, RA経費の充実により、博士後期学生の経済的支援はある程度良くなった。 1 6 5 1 6 8 大学
環境 日本国内での育成は期待できないことが顕在化してきた。 8 3 7 2 3 9 大学
環境 科研等で若手枠が充実した。研究を進めるインセンティブを与える。 1 6 9 1 6 2 大学
環境 博士課程終了後にポストドクターになっても、その後の就職先が確保されていない。特にポスドクのポジションはある程度ある様だ
が、その後はほとんどない。海外との交流機会はある様になっているので、若手をどのように処遇するかが問題である。なお、この
分野における詳細は他の開発分野とは異なったものにする必要がある（短期では成果が出し難い研究分野であるため）。
6 1 3 1 6 9 公的
環境 新たなポスドクを不必要に作らないためにも、D.C.で進路を考える機会を増やすため、社会との交わりが必要と考える。 0 0 0 6 8 1 公的
環境 就職難から博士課程に進む学生数が減少している。 1 6 2 6 1 2 公的
環境 研究者としての就職先の確保が火急の問題になりつつある。(その一方で、資金自体は以前より潤沢になっている） 4 1 2 6 1 4 公的
環境 第3位における2→4への変更。大学の独立行政法人化により、若手研究者の研究資金確保が困難化しつつある。 7 8 2 7 8 4 企業
環境 グローバルな視点が必要。 7 2 9 2 7 9 企業
環境 博士課程修了後の産業会への人材受け入れは従前より進んだと考えられ、次の課題はポストドクターの人材活用に移行したと考
えられるため。
8 7 6 8 7 1 企業
環境 研究者を育てる環境の充実が必要であるが、企業中心ではなく、国が中心になって進めなければならない。それにより、前回と変
わった。
7 5 4 5 4 1 企業
2006 2007
＊0は無回答を意味する
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ナノ材料 前回、1を3位にしたが、ポストドクターは正規の就職ができなかった二流の研究者ととらえることも十分できることを認識してきたた
め、1を削除し、代わって、企業インターンシップ経験がその後の研究の動機付けに重要な役割を果たしてきていることを認識して
きたため、7を2位にした。
5 3 1 5 7 3 大学
ナノ材料 若手を対象とした競争的研究資金枠は増大している。 5 1 4 5 1 6 大学
ナノ材料 若手研究者への研究資金が少ない。 2 1 8 2 4 1 大学
ナノ材料 企業の受け入れは増加しつつあるが、アカデミックな職が少ない。 1 6 5 1 5 2 大学
ナノ材料 比較的若いときから自立的に研究を展開する必要がある。そのためには、国際的視野で研究のグラウンドデザインを創り上げる
必要がある。
6 2 1 4 3 2 大学
ナノ材料 ポスドク修了後の不安感が強いため、博士課程への進学率が下がっている。 5 6 9 5 6 1 大学
ナノ材料 ポスドクや博士課程の修了者数は増えているにもかかわらず、企業への受入れ、およ賃金等の処遇に改善が見られない。米国の
博士課程修了者が企業で活躍しているのと、大きな差となっている。
6 5 1 6 9 1 大学
ナノ材料 研究資金が拡充されれば、自立がしやすくなる。博士課程（後期）進学者の数が減って来ている。 0 0 0 2 4 5 大学
ナノ材料 若手研究者の独立性が認められるにつれて、彼らの研究資金や海外進出を支援することが重要となると思う。 5 4 6 4 2 6 大学
ナノ材料 景気回復で就職の不安は解消された。若手が大学に残り易い環境の設定が必要。 6 5 2 5 9 2 大学
ナノ材料 博士課程後の就職、ポストドクター、助教の任期性など、若手が長期の研究目標に対して研究に打ち込める環境なく、論文の出し
やすい研究に流されている。
6 5 3 6 1 9 大学
ナノ材料 ポストドクターの就職に関して、問題が大きく取り上げられるようになってきているから。社会問題化しているので、早い段階で手を
うつ必要がある。
5 8 2 5 8 6 大学
ナノ材料 経済支援のないのは日本だけ。好景気により、進学数が減少。 1 6 4 1 6 5 大学
ナノ材料 前回の5、7も今回の5、6もあまり差はないが、博士課程の学生が将来の展望(学問的、経済的）を考える環境整備が重要と思う。 1 7 5 1 5 6 大学
ナノ材料 日本のDC修了者問題は、緊急課題である。 1 6 5 6 1 5 大学
ナノ材料 経済的支援は、G-COEなどで充実する方向。最終的な就職に不安を持つ者が多い。 5 6 2 6 1 5 大学
ナノ材料 博士の就職先が確保されなければ、希望者が少なく質の向上につながらない。 6 5 8 6 1 5 大学
ナノ材料 大学院生（後期）の就職および経済的支援が最重要である。 1 5 4 6 5 4 大学
ナノ材料 社会人院生が多くなり、授業料は家庭の財源を圧迫する意見が多い。 2 1 6 5 6 2 大学
ナノ材料 若手対象の資金制度が拡充してきている。 8 6 4 8 6 2 公的
ナノ材料 任期別のポストが少ないので循環ができない。 0 1 6 1 2 6 公的
ナノ材料 自らが、研究資金を獲得するために、自分の研究の社会的価値を客観的に評価できる、またそのような価値の高い研究をする必
要、あるいはモチベーションの向上が必須である。ともすると、部分的・出口のない（明確でない）研究テーマが、大学や公的機関
では多いと感じる。社会を豊かにする技術体系・流れにインパクトのある研究をコツコツと、また企業的センスを持ってできる人材
の早期増加を望む。
1 8 6 4 6 7 企業
ナノ材料 狭い分野しか知らないタコ壷ドクター増えた。 2 7 8 2 7 4 企業
ナノ材料 日本から離れた環境で研究する機会を増やす方が刺激になる。 1 7 3 1 7 2 企業
ナノ材料 特に「海外」にこだわらない。優れた研究者、機関での教育が重要との考えから。 2 3 0 2 3 0 企業
ナノ材料 Drコースには、経済的支援策が増えたと思うので。 1 5 2 1 4 6 その
ナノ材料 処遇を良くする事により、良い人材が集まると思ったから。 6 4 1 6 9 4 その
エネルギー 米国の大学を視察して見方が変わった。 1 3 4 2 7 8 無回
エネルギー 4は拡充されつつある。 1 5 4 1 5 6 大学
エネルギー ポスト・ドクターが多くなったが、その後に不安がある。 5 8 9 5 1 9 大学
エネルギー 若手が就職したいと考えるような原子力産業の育成が重要と感じている。 0 5 0 0 0 5 大学
エネルギー 経済的な問題が一番多い。身分を安定できる職場であれば専門のちがいはさほど問題でない。任期制と成果主義のいきすぎによ
り若手にきらわれている研究職が多々ある。
5 9 1 5 6 0 大学
エネルギー 安心して研究に集中できる、テーマ・アプローチに確信を持って研究できる環境の整備が必要。 8 7 3 7 6 1 大学
エネルギー 若い時代に海外で1～2年経験を積むことが、将来への大きな投資となる。 5 1 6 5 2 6 大学
エネルギー 若手にキャリアパスに対するポジティブなイメージを持たせることが必要である。 1 6 5 6 5 1 大学
エネルギー 産業界は若手の高度研究人材育成に全く消極的で、このままでは・・・。 5 6 0 8 5 6 大学
エネルギー ポスドクの数が増加しているため。7は大学院教育において悪影響を与える。 4 2 9 4 1 9 大学
エネルギー 就職先が学生やポスドクの最優先課題となってきた。お金のみではない。 1 4 9 1 9 6 大学
エネルギー 経済的理由により大学院に残る学生の減少。 9 5 1 5 1 9 大学
エネルギー 中央・地方大学にかかわらず、博士課程への進学者数が激減している。 1 2 3 5 6 1 大学
エネルギー 前回は3位を７としたが、３も同様に重要。特に考えが変わったわけではない。 1 6 7 1 6 3 大学
エネルギー 博士課程進学をあきらめる学生の多くが修了後の就職について非常に深刻に考えている。 3 5 1 1 3 5 大学
エネルギー 企業への就職状況が好転しており、就職先の確保が比較的容易になってきた。それに対し、海外の研究者との交流をさらに推進
すべきであると考える。
2 6 9 2 3 9 大学
エネルギー 若手対象の競争的研究資金は拡充されてきているが、博士課程の学生に対する経済的支援はまだ十分ではないため。 9 6 4 9 6 5 大学
エネルギー ポスドクの先が増々見えなくなり、その予備軍となる博士課程への不安を解消しないと、優れた人材の確保は困難である。 5 1 6 1 5 6 大学
エネルギー 産業界は、自分達のことで精一杯（または自分達のことだけを考えて）で、日本の若手人材育成について協力的でない。または、
どのようにしてよいか分からない状態なのでは。
5 6 1 8 5 6 大学
エネルギー 企業との関わりの重要性が増加していると考えられる。 8 9 4 7 8 9 大学
エネルギー 若手人材育成に関しては、“現場体験”の機会を増やし、社会と密接な関係を有する研究開発になるように指導すべき。 8 6 1 8 7 6 公的
エネルギー 若手の意欲を引き出すために優秀な若手を厚く処遇することが重要。 1 5 9 1 9 5 公的
エネルギー 前回は、3位に6を上げたが、一応ポスドクとしての職を得る可能性は高まっている。今回、実デバイスとのふれ合いの有効性を考
え、8を選んだ。
1 5 6 1 5 8 公的
エネルギー 処遇と就職先の確保がないため、研究とは関わりない分野に流出している現場を何度も目にしている。 9 2 1 9 6 1 公的
エネルギー 50代の人員構成比率が高く、人事が硬直化しており、いつまでも最下層となっているのは、士気に影響すると考えたため、9を第2
位にした。
4 2 0 4 9 2 公的
エネルギー リクルート活動での面談を通じて、博士過程進学志望者の不安に6.が大きい事を改めて認識した。 8 9 2 8 6 2 企業
エネルギー タコツボ型の研究者では困るが、今後、日本でイノベーションを起こしていくためには専門を深く極めた研究者は必要である。 6 1 9 6 1 9 企業
エネルギー 支援と就職先確保が必要。 6 5 9 6 5 1 企業
エネルギー 産業間での次世代人材確保競争に勝つことが最優先と考える。 4 8 3 1 4 8 企業
エネルギー 博士課程進学者の深刻な就職難という現実の問題を解決しない限り、優秀な人材は研究職以外の場所へ流れてしまう。現状のま
までは、我が国の研究者の質の低下は避けられない。
1 6 5 6 1 5 企業
エネルギー ポスドクの就職難は深刻な状況となって来ているように感じます。 4 3 6 1 4 6 その
ものづくり 技術者に対する処遇があまりにも低い。これでは、技術者になりたいと考える若者が出てこない。少しは夢を持てるような処遇を考
えるべきでは。
6 5 9 9 6 5 大学
ものづくり 就職は重要であるが、６と１は類似のため経済支援を上位にした。 6 1 9 6 5 9 大学
ものづくり 海外研究者との交流は大きな刺激となり、お金で買えない財産となる。 1 6 5 1 6 2 大学
ものづくり 大学の人件費削減により、若手の仕事が増えて研究を圧迫する一方で、ポストが不足している。 6 1 2 6 1 9 大学
ものづくり 評価に対応した処遇よりも、幅広い経済支援（奨学金等）の充実が先と考えられる。 6 1 9 6 1 5 大学
ものづくり COEが殆ど旧帝大にのみ与えられたため。RA経費の充実を計らないと博士課程への進学者は増えない。技術立国としての名に
恥じないように期待したい。
6 1 9 6 1 5 大学
ものづくり 就職を含め処遇が重要。 8 7 6 8 6 9 大学
ものづくり 博士課程（後期）へ進学しない理由として、修了後の就職先の不安、経済的自立が困難、とがある。 6 2 0 6 2 5 大学
ものづくり 前回第1位の4については科学研究費補助金で十分に配慮された。博士課程(後期)進学者を増やす施策が必要。 1 5 4 6 1 8 大学
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ものづくり 博士課程院生への支援が始まりつつある。企業の博士修了者への対応には変化がない。 5 2 1 6 5 1 大学
ものづくり 生活と研究の不安を資金面からバックアップすべき。 4 8 9 4 5 9 大学
ものづくり 社会的に、博士課程に対する評価が低い。 5 9 4 5 9 6 大学
ものづくり 1の問題がいよいよ顕在化してきた。 5 1 6 1 5 6 大学
ものづくり 企業がこの分野の博士課程修了後の受け入れに消極的であるため。 8 6 4 6 8 4 大学
ものづくり １を２位に変更しました。ポスドクの数が急速に増えているが、就職先の数は徐々にしか増えていない。若手人材育成には就職先
の確保が重要である。
5 9 2 5 1 2 大学
ものづくり いずれも必要度が高い方策。本人の努力の前に仕組みの整備が必要な項目に変更した。 5 3 7 6 7 3 大学
ものづくり 博士課程修了後の就職は、日本の新卒就職の状況の改善にも拘らず、深刻化している。 5 1 7 5 1 6 大学
ものづくり 働く場の確保が不充分。 1 3 7 1 6 3 公的
ものづくり 本分野の発展のためには、優秀な若手を集めることが必須であり、そのためには、進学後やポスドク就労後の魅力ある就職先を
保証することが、まず必要であると考えます。次に本分野の研究開発に対するモチベーションを引き上げるため、評価に相応の処
遇を目に見える形で具現化するべきであると考えます。
1 3 5 6 1 9 公的
ものづくり 必要度には差がない。 1 5 8 8 1 5 企業
ものづくり ドクターの数が今ほど必要か疑問に思うようになった。ものつくりでは実際に役立つ力が必須。 1 3 6 3 4 7 企業
ものづくり 優秀な人材がものづくりから離れていくことを防ぐ方策が必要である。特に評価、処遇面、研究開発への投資などの資金面。 9 2 7 9 7 4 企業
ものづくり 海外に出るよりも受け入れにお金が流れている。国内ポスドクのモチベーションが下がり、アジア系のポスドクが増えている。 4 2 8 2 4 1 企業
ものづくり 特にヨーロッパにおいて顕著であるが、研究者の国際的交流は独創性を育む上で重要である。企業インターンシップも日本ではな
く米国、ヨーロッパでの経験の方がはるかに価値がある。
4 8 9 3 7 9 企業
ものづくり 海外との技術競争のためには、若いうちから海外研究者の考え方を知る機会を持つことが重要。 1 7 9 1 7 3 企業
ものづくり グローバルな視野での評価、処遇が重要になってきた。 2 7 8 2 7 9 企業
ものづくり 7、8の活動により6は自ずと達成されるように思えて来たから。むしろ人材の幅広い投入の機会を増す5を重要と考えた。 7 8 6 7 8 5 企業
ものづくり ポスドクの就職の機会は業界とのニーズのmatchingで決まるだろう。Feedbackは個人でやるべきだ。就職は個人の問題であり、そ
れよりもその前段階として、海外の研究者等と「交流」を進めるべきだろう → ３とした。
7 8 1 7 8 3 その
他
社会基盤 経済的支援が少ないため、後期課程に進学しなくなっている。 9 1 3 9 5 3 無回
社会基盤 社会基盤分野での国際化が進んでいない。 5 7 3 5 2 7 大学
社会基盤 中国などと違い、日本の企業は積極的に博士号を持つ人を採用しない傾向がある。 1 4 8 1 6 8 大学
社会基盤 前回と同じであるが、各機関の努力により５は拡充してきていると考える。 9 1 5 9 1 5 大学
社会基盤 若手を育てるためには、海外との交流により、広い視野をもたせることが重要。 1 9 5 1 9 2 大学
社会基盤 助教のポストがかぎられるのでポスドクを増す又は充実させるべき。 6 5 9 6 5 1 大学
社会基盤 研究が仕事につなげる事が重要と考える。 9 6 7 6 1 8 大学
社会基盤 研究費拡大も必要になっている。 1 5 9 1 4 9 大学
社会基盤 博士課程終了後の就職が、さらに難しくなってきている。 9 5 4 9 5 6 大学
社会基盤 インターシップよりも、大学で十分に教育して、その後に就職させた方が良いと思ったから(身近な例で感じた）。 1 5 7 1 5 6 大学
社会基盤 大学法人化によるポストの減少。 5 6 1 6 5 1 大学
社会基盤 生活の保証が担保できない。 5 6 2 6 5 2 大学
社会基盤 「あめ」と「むち」が必要。就職先を増やすのは必要だが、実力主義でやるべき。 2 6 9 2 4 9 大学
社会基盤 産業界（現場）の技術との関連が重要であると感じている。 1 6 2 1 6 8 公的
社会基盤 大学における電気系分野への若手の志望が減少傾向にあることから、大学と産業界が交流し、大学での活性化をはかる必要が
ある（電事連で推進しているパワーアカデミー構想など）。
2 7 8 8 2 7 企業
社会基盤 若手研究者対象の経済的研究支援の重要性を評価。 7 2 3 7 2 4 企業
社会基盤 世界を視野に入れた人材育成の必要性再認識。 7 4 2 7 2 3 企業
社会基盤 就職した研究者（例えば田中耕一さん）は非常に重要。アカデミックにもどってもそれはそれでしかたがない。日本全体のためには
なりそう。
2 5 8 2 6 8 企業
社会基盤 海外との交流は増えているが、1, 6が社会的に十分な体制が不十分。 1 4 8 1 6 8 企業
社会基盤 研究開発費の確保が難しくなってきている。 8 2 1 4 8 1 企業
社会基盤 最近の報道等によればポスドクの就職が問題になっているようなので変更した。ただし本人が社会に出て、自分の領域よりも需要
を優先する姿勢が求められるであろう。
7 2 4 7 2 1 企業
社会基盤 就職以外に研究者の処遇を作るべき。 2 6 1 2 9 1 その
フロンティア 産業界の実力も衰え始めているため、大学と協力して人材育成につとめる必要を感じる。 5 6 8 5 8 6 大学
フロンティア 博士後期課程進学者が減っているため。 1 3 4 1 5 3 大学
フロンティア 企業と大学との関係は、表面的なものではなく、実質的なものとする必要があり、インターシップをより充実させる必要がある。 1 6 5 7 1 6 大学
フロンティア 博士課程修了者を受け入れない企業の体質は徐々に改善されつつあるが、そのテンポは遅く、修了者に希望とやる気を起こさせ
るレベルには程遠い。
6 3 7 6 1 7 大学
フロンティア ポスドクの就職難が、ＤＣ大学院進学に影響している。 6 4 8 6 4 1 大学
フロンティア 現状認識で変化。 1 5 4 6 5 1 大学
フロンティア 3位：３→５、ＤＣ進学者の増加を図ることが重要である。 1 6 3 1 6 5 大学
フロンティア 就職難が切実であり、研究に全力を尽くせる状況に無い！ 2 1 7 2 1 6 公的
フロンティア 産業界が必要としている分野と、大学側が重点を置いている分野との間にかなりの差があることがわかったから。 1 6 8 8 1 6 公的
フロンティア 博士課程の問題点。以前は就職先確保のみを上げたが、支援を充実しないと博士課程への進学者自体が減少。 1 6 0 1 6 5 公的
フロンティア 助教システムが始まったが、必ずしも欧米でいうassistant professorとして、正、准教授と同列に扱われているとは限らない。まだ
名実が伴っていない。
6 1 9 9 1 6 公的
フロンティア 就職の機会の少なさが、当該分野への進路を選ぶ人を減らす結果となっている。 1 2 6 1 6 2 公的
フロンティア ポスドク問題が社会化し、学生が博士課程（後期）に進学しなくなっている。まずは「数」の確保が必要。当面はそのための方策が
必要。
3 9 4 6 9 8 公的
フロンティア 大学院卒＝研究者という図式を崩して、企業が大学院卒を普通に採用できることを目指すべきと考える。 1 4 9 1 4 7 公的
フロンティア 3位を変更。学会などで若手と話をしてみると、もっと自由に発想したらいいのに、と感じました。海外（に限りませんが）優れた研究
者との交流機会を増やすことで、より広い視野、柔軟な見方をもつようになってくれると期待しています（日本語で話すよりも外国語
で話す方が、普段とは違うものの見方ができるようです）。
1 6 4 1 6 3 企業
フロンティア 産業界と広く交流することによって、さらに活発な研究開発とともに人材育成も進むと感じる。 2 7 5 2 7 8 企業
フロンティア 問1と同様、研究の加速に産業界との交流、連携を急ぐべきと考える。 1 4 8 1 8 4 企業
フロンティア 経済的支援よりも海外の研究者と接触する機会を与えることの方が、人材育成としては効果的。経済的理由により研究に支障が
生ずることが少なくなっている。
6 5 3 6 3 2 企業
フロンティア 外部の刺激が必要と判断。 7 9 0 7 2 3 企業
フロンティア 3位2→9に変更。優秀な若手人材の確保が年々難しくなっているため。産・学・官それぞれのセクターで、若手の能力評価やその
処遇に制度的・風土的限界があるように感じる。企業における成果主義や自己申告制度の導入も、年功序列の風土の前に不徹
底な形に留まっている。成果と能力に見合った評価と活躍のチャンスを若手に積極的な与える仕組み作りが必要。
4 7 2 4 7 9 企業
フロンティア 博士修了後の就職状況は好転。 6 5 2 5 2 3 その
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⑩語学力
（指数値）
ライフ 情報 環境 ナノ・材料 エネルギー ものづくり 社会基盤 フロンティア
2007 2007 2007 2007 2007 2007 2007 2007
4.7 4.6 4.4 4.7 4.6 4.6 4.4 4.4
4.0 3.5 3.7 3.7 4.1 4.0 3.8 3.5
3.6 3.5 3.2 3.7 3.6 3.6 3.4 3.3
4.1 4.0 4.0 4.2 4.2 4.2 4.3 4.0
3.9 4.1 4.0 3.9 4.2 4.1 4.0 3.9
3.6 3.4 3.3 3.6 3.5 3.7 3.6 3.4
3.9 4.1 3.9 4.3 4.3 4.2 4.4 3.8
4.0 4.4 4.2 4.7 4.6 4.8 4.5 4.4
6.1 5.9 6.0 6.6 6.4 6.3 6.5 6.2
5.7 5.9 5.5 6.3 6.1 5.9 5.8 6.1
3.8 3.7 3.6 4.3 4.3 4.0 3.9 4.1
3.4 3.7 3.3 4.0 3.6 3.5 3.7 3.5
大学 公的研究機関 民間企業 主に研究
2007 2007 2007 2007
4.6 4.7 4.5 4.5
3.8 3.7 3.9 3.8
3.6 3.5 3.1 3.5
4.2 4.3 3.9 4.2
4.1 4.0 4.0 4.0
3.6 3.4 3.4 3.6
4.1 3.9 4.2 4.2
4.6 4.1 4.3 4.6
6.3 6.0 6.1 6.3
5.9 6.0 5.9 5.9
4.1 3.5 3.8 4.1
3.7 3.2 3.7 3.7
⑨プレゼンテーション能力
⑪マネジメント力
⑫リーダーシップ
⑤論理的思考能力
⑥創造性
⑧コミュニケーション能力
⑥創造性
②基礎学力
③課題設定能力
④研究遂行能力
（0低くなっている⇔10高くなっている）
①専門分野の知識
②基礎学力
③課題設定能力
⑪マネジメント能力
⑧コミュニケーション能力
⑨プレゼンテーション能力
⑩語学力
⑤論理的思考能力
追加調査１．第1回調査（2006年）において、若手研究者の質が2001年頃に比べて低下しているのではないかとい
う懸念が示されました。ここでは、その具体的な中身を把握する目的で、下記の12項目についてお聞きします。
本分野の若手研究者の質が、2001年頃と比べてどうかをお答えください。
⑫リーダーシップ
①専門分野の知識
②基礎学力
③課題設定能力
④研究遂行能力
⑦意欲・向上心
⑤論理的思考能力
⑦意欲・向上心
①専門分野の知識
⑪マネジメント能力
⑥創造性
④研究遂行能力
⑫リーダーシップ
⑦意欲・向上心
⑧コミュニケーション能力
⑨プレゼンテーション能力
⑩語学力
0
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（0低い⇔10高い）
高
↑
2006
2007
↓
低
（分野ごと）
2006 2007 2006 2007 － 0 +
ライフ 4.8 4.7 108 105 9 84 4 0.13
情報 5.2 5.1 102 94 11 74 6 0.19
環境 4.9 4.6 116 106 13 83 3 0.16
ナノ材料 5.1 5.2 110 109 3 88 11 0.14
エネルギー 5.1 5.2 110 109 6 85 10 0.16
ものづくり 4.8 4.8 100 96 6 80 8 0.15
社会基盤 5.0 5.0 110 107 3 92 4 0.07
フロンティア 4.6 4.8 84 84 3 65 10 0.17
（8分野全体）
2006 2007 2006 2007 － 0 +
大学 4.9 4.9 529 511 35 404 37 0.15
公的研究機関 4.9 4.8 114 106 11 80 7 0.18
民間企業 5.2 5.1 160 155 7 130 12 0.13
主に研究 4.8 4.9 319 255 18 204 20 0.16
*「回答を変更した人数」は、2006年および2007年調査の両方に回答した者のみ
*変化率はプラスおよびマイナスに移動した人数を「回答を変更した人数」の合計で除した数
変化率
回答を変更した人数 変化率
回答者数 回答を変更した人数
問９．本分野では、大学・公的研究機関・産業界の３つのセクター間における我が国の研究
者の流動性は2001年頃と比較してどうですか　①大学と公的研究機関の間の流動性、およ
び、それぞれの内部での流動性
指数
指数 回答者数
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（回答変更理由）
2006
調査
2007
調査
回答
変化 自由記述 分野 属性
2 5 3 公募が増加している。 エネルギー 大学
1 3 2 近年の状況で評価した。 社会基盤 大学
1 3 2 優秀な人材ほど流動している。 ものづくり 大学
2 4 2 2001年との相対比較では多少高くなったが、元々低い。 フロンティア 大学
1 3 2 若干の流れが見受けられるようになった。 フロンティア 大学
2 4 2 問の2001年頃と「比較して」を見落としていて、絶対的な評価だと考えていた。前回のを今回の答えに修正して欲しい。
前回とは変わっていない。
情報 公的
1 3 2 連携大学院等を通じて、流動性は改善されてきた。 フロンティア 公的
1 3 2 周辺にて類似の活動がやや活発化してきている。 社会基盤 企業
1 2 1 任期制ポストの利用が増加。 エネルギー 大学
4 5 1 最近、身近な研究者の流動が多くなっているため。 ナノ材料 大学
4 5 1 NEDOなどがやや活性化している。 ナノ材料 大学
2 3 1 独法化の影響等があらわれてきたように感じる。 ナノ材料 大学
3 4 1 独法化後、人事の流動性は増えた。 ナノ材料 大学
2 3 1 増大した。 エネルギー 大学
4 5 1 公募制の定着。 情報 大学
3 4 1 公募制が多くなった。 社会基盤 大学
3 4 1 一部で流動性の増加が見られる。 情報 大学
3 4 1 勤務先に事例が生じ、実感している。 情報 大学
3 4 1 大学と外部機関との連携が増加した。 ライフ 大学
3 4 1 特任教員が得られている。 環境 大学
2 3 1 公募中心の人事が進んできている。 フロンティア 大学
3 4 1 公的研究機関での任期制採用による。ただし、長期的観点では任期制が良いとは言えない面がある。 エネルギー 大学
2 3 1 流動性は広がりつつある。 ものづくり 大学
2 3 1 流動化。 ものづくり 大学
3 4 1 最近事例をよく見るようになった。 ものづくり 大学
4 5 1 大学よりも研究機関で若手を育てるようになった。助手のポスト不足。 ものづくり 大学
4 5 1 大学と公的研究機関との流動性はより高くなっているのでは。 エネルギー 大学
3 4 1 公募が拡大してきている。 エネルギー 大学
4 5 1 当研究所の任期付若手をパーマネントとしないため、大学へ行く研究者が増えつつある。 フロンティア 公的
3 4 1 流動研究員や特任制度の導入により、流動性は増した。 ライフ 公的
3 4 1 研究職が大学で少なくなっているため。 フロンティア 公的
1 2 1 任期付雇用が増大し、流動性は高くなった。 フロンティア 公的
3 4 1 任期切れ後に、採用がないので、公的機関から大学に戻っている。 フロンティア 公的
4 5 1 大学／産業界の活動が活発化しているように見受けられる。 ナノ材料 企業
1 2 1 若干流動性が出てきている。 情報 企業
3 4 1 世界との競争であることが大学、公的機関でも認識され、より適材を求めるようになった。 ものづくり 企業
4 5 1 客員教官制度が増加した。 ものづくり 企業
4 5 1 ＡＩＳＴ／大学の教授交換等増加。 ナノ材料 企業
4 5 1 公募など競争資金の獲得において産官学の連携が深まり人も動きが出てきたと思われる。 エネルギー 企業
3 4 1 公的研究機関から大学に研究者が移るケースが散見されるようになった。 エネルギー 企業
4 3 -1 内部昇格が若干増えたように感じる。 ナノ材料 大学
4 3 -1 以前より低くなった。 ナノ材料 大学
4 3 -1 2001年と比較しては良いが、2年前と比較して更に改善とは言えない。 エネルギー 大学
3 2 -1 大学教員のポスト数が減少しているように思う。 情報 大学
5 4 -1 流動性は少し低くなった。 情報 大学
4 3 -1 独立行政法人化して、動くと退職金等で不利になる。役人も含めすべて年報制にするのが良い。 ライフ 大学
4 3 -1 大学の質の低下、人材不足がみられる。 ライフ 大学
4 3 -1 機会が減っている。 社会基盤 大学
3 2 -1 自分の所属する教室ではほとんどない。 社会基盤 大学
4 3 -1 法人化でかえって組織が官僚化したように思う。 フロンティア 大学
4 3 -1 流動性という形式にこだわりすぎ、実質的なものが整っていない。 ものづくり 大学
4 3 -1 法人化により、力学研究機関も有能な人材を囲い込む傾向がある。 社会基盤 大学
5 4 -1 それなりにあると思うが、大学でのポジションが減少傾向にあるので今後はなくなる可能性がある。 環境 公的
5 4 -1 産総研から大学に移る研究者は減少している。 ものづくり 公的
4 3 -1 流動性の以前より落ちている様に思う。 ライフ 公的
4 3 -1 より流動性を高めるべき。 環境 公的
5 4 -1 任期性をとる大学が増えてきた。 環境 企業
3 1 -2 定員削減（人件費の減少による）の影響大。 環境 大学
4 2 -2 一度掴んだ就職先を変えるリスクがあるため。 エネルギー 大学
5 3 -2 全体的な傾向としてはそれほど高くない。 ナノ材料 大学
4 2 -2 大学での定員削減により、外部からの受け入れは困難。 環境 大学
3 1 -2 日本は、もっと流動性を高める余地がある。 環境 大学
3 1 -2 研究機関を動いてもメリットが少なすぎるため、研究装置を失うことになり、場合によってはサラリーが下がることもあ
る。
ものづくり 大学
5 3 -2 公的研究機関の質のレベルの低下が激しい。 ライフ 大学
4 2 -2 独法の非公務員化以降、退職金の継続性がなくなるなど、流動化を妨げる事例がふえている。 環境 公的
63
（0低い⇔10高い）
高
↑
2006
2007
↓
低
（分野ごと）
2006 2007 2006 2007 － 0 +
ライフ 4.1 4.1 108 105 8 81 8 0.16
情報 4.4 4.6 103 95 10 69 13 0.25
環境 4.1 4.0 116 106 9 84 6 0.15
ナノ材料 4.4 4.3 111 109 7 90 5 0.12
エネルギー 4.4 4.4 111 109 8 83 11 0.19
ものづくり 4.3 4.1 100 97 9 77 9 0.19
社会基盤 4.6 4.5 111 106 4 90 5 0.09
フロンティア 3.8 3.9 84 84 3 70 5 0.10
（8分野全体）
2006 2007 2006 2007 － 0 +
大学 4.4 4.3 528 510 39 404 32 0.15
公的研究機関 3.7 3.7 114 106 9 81 8 0.17
民間企業 4.3 4.3 165 157 7 127 19 0.17
主に研究 4.1 4.1 319 255 21 207 14 0.14
*「回答を変更した人数」は、2006年および2007年調査の両方に回答した者のみ
*変化率はプラスおよびマイナスに移動した人数を「回答を変更した人数」の合計で除した数
問９．本分野では、大学・公的研究機関・産業界の３つのセクター間における我が国の研究
者の流動性は2001年頃と比較してどうですか　②大学・公的研究機関と産業界との間の流動
性
回答者数 回答を変更した人数
回答者数
指数 変化率
回答を変更した人数 変化率指数
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（回答変更理由）
2006
調査
2007
調査
回答
変化 自由記述 分野 属性
2 6 4 大学における教員の人員確保が難しくなってきた。そこで公的研究機関や産業界から確保している。 エネルギー 大学
1 4 3 十分とは言えないが2001年より急速に改善されている。 情報 企業
2 4 2 大学と外部機関との連携が増加した。 ライフ 大学
1 3 2 近年の状況で評価した。 社会基盤 大学
1 3 2 若干の流れが見受けられるようになった。 フロンティア 大学
2 4 2 問の2001年頃と「比較して」を見落としていて、絶対的な評価だと考えていた。前回のを今回の答えに修正して欲し
い。前回とは変わっていない。
情報 公的
1 3 2 周辺にて類似の活動がやや活発化してきている。 社会基盤 企業
2 4 2 産学間の人材交流は以前より増している。 環境 企業
3 4 1 周辺にそのような現象が結構生じつつある。 社会基盤 無回答
1 2 1 任期制ポストの利用が増加。 エネルギー 大学
2 3 1 ポスドクの数が増えacademic positionが得にくくなっている。 エネルギー 大学
3 4 1 独法化後、人事の流動性は増えた。 ナノ材料 大学
3 4 1 一部で流動性の増加が見られる。 情報 大学
3 4 1 改善している。 ライフ 大学
2 3 1 徐々に実例が増加してきている。 ライフ 大学
2 3 1 広がりつつある。 ものづくり 大学
2 3 1 研究者意識の変化。 ものづくり 大学
1 2 1 産学連携促進の施末のため。 ものづくり 大学
2 3 1 若干高くなっている ものづくり 大学
3 4 1 産業界の業績が回復しているため。 エネルギー 大学
2 3 1 2001年との相対比較では多少低くなった、 フロンティア 大学
4 5 1 流動性が高まりつつある。 フロンティア 大学
2 3 1 制度の充実。 社会基盤 公的
3 4 1 他独法では流動性が増している。 社会基盤 公的
2 3 1 企業→大学等への流動性は増加している。 ナノ材料 公的
3 4 1 人材公募などの機会が増えている様に感じる。 エネルギー 企業
3 4 1 大学から企業への中途採用の流れが出始めている。 ものづくり 企業
4 5 1 客員教官（研修）制増加傾向。 ものづくり 企業
2 3 1 やや増加しているように思う。 情報 企業
1 2 1 大学の独法化に伴い若干改善。 情報 企業
3 4 1 交流のしくみが増加。 ものづくり 企業
1 2 1 産業界は短視野で開発しており、公的機関とはタイムスパンが異なるためうまくいってない。 ものづくり 企業
2 3 1 増加してきてはいる。 環境 企業
4 5 1 公募など競争資金の獲得において産官学の連携が深まり人も動きが出てきたと思われる。 エネルギー 企業
1 2 1 若干流動性が出てきている。 情報 企業
3 4 1 公募が増えたので。 ナノ材料 その他
4 5 1  ４から５へ。シニア世代（50代）の産業界から大学、公的研究機関への移籍が加速されている。 エネルギー その他
4 3 -1 産から大のみ。 情報 大学
5 4 -1 大学・公的研究機関から産業界への移動がない。 エネルギー 大学
4 3 -1 企業が博士を採用しない。 ライフ 大学
5 4 -1 大学における内部昇格が若干増えたように感じる。 ナノ材料 大学
4 3 -1 「産業界→大学」に比べ「大学→産業界」は少ない。 ナノ材料 大学
4 3 -1 大学から産業界への移動は少ない。 情報 大学
5 4 -1 研究費が減らされたため、産業界から資金を得る必要に迫られている。しかし、産業界の意見が強くなり、決して好ま
しい状況ではない。
ものづくり 大学
4 3 -1 一時期寄付研究部門の設立などあったが、その後期待したこど流動性は上がっていないと思われます。 情報 大学
3 2 -1 大学の論文数重視化と企業が学会へ参加しなくなる傾向が大きくなっている。 情報 大学
3 2 -1 大学教員のポスト数が減少しているように思う。 情報 大学
5 4 -1 全体の流動性が低下している。 ライフ 大学
5 4 -1 流動研究員になった場合でも、現在の籍の保証・身分の保証が明確になっていない（特に、大学への復帰の場合、
条件が明確でない）。
ライフ 大学
5 4 -1 産業会からの流入が少ない。 ものづくり 大学
3 2 -1 産業界は優秀な人材を自社から出したがらない。 社会基盤 大学
4 3 -1 企業からの人材流入はない。業績の基準が異なるため。 ものづくり 大学
3 2 -1 産業界→大学への異動はあるが、大学→産業界への異動がない（知らない）。 ものづくり 大学
3 2 -1 産業界とはさらに低くなっているのではと考える。 エネルギー 大学
3 2 -1 実体がわかった。公募は名ばかりの場合も多い。 ものづくり 大学
4 3 -1 産業界の“閉鎖性”が強まっている。 ナノ材料 公的
3 2 -1 産業界から大学、公的機関へという動きはあるが、逆はないため。 フロンティア 公的
3 2 -1 予想以上に公的研究機関から産学界への流動性が乏しい。 エネルギー 公的
3 2 -1 産業界から公的機関への経験者採用の機会が減った。 フロンティア 公的
4 3 -1 より流動性を高めるべき。 環境 公的
5 4 -1 改善されたが、企業が大学の先生を受け入れる余力がまだ少ない。 ナノ材料 企業
2 1 -1 産学連携がさけばれる中、やはり低すぎる。 ナノ材料 企業
4 3 -1 企業から大学のみ増加傾向。 情報 企業
4 3 -1 同じ機関が採択される場合が多いと感じる。 情報 その他
4 2 -2 大学での定員削減により、外部からの受け入れは困難。 環境 大学
3 1 -2 日本は、もっと流動性を高める余地がある。 環境 大学
4 2 -2 企業が研究者を採りたがらなくなりつつあるか。 エネルギー 大学
3 1 -2 不況による？ 環境 大学
3 1 -2 大学側の閾が独立法人化で高くなっている。（大学の管理体制が強くなっている)（官僚組織化） フロンティア 大学
4 2 -2 少し減少し始めている。 ナノ材料 公的
6 3 -3 固定したルートでの流動性で流動性ルートでの流動性がない。 社会基盤 大学
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（0低い⇔10高い）
高
↑
2006
2007
↓
低
（分野ごと）
2006 2007 2006 2007 － 0 +
ライフ 6.8 6.8 107 104 8 79 9 0.18
情報 6.5 6.3 102 96 7 81 4 0.12
環境 7.0 6.8 115 105 5 88 5 0.10
ナノ材料 6.7 6.8 111 109 6 94 2 0.08
エネルギー 7.0 6.9 111 109 6 91 5 0.11
ものづくり 6.3 6.3 101 98 4 86 6 0.10
社会基盤 6.2 6.1 111 107 7 85 7 0.14
フロンティア 6.9 7.0 86 84 2 74 3 0.06
（8分野全体）
2006 2007 2006 2007 － 0 +
大学 6.6 6.6 529 510 24 426 25 0.10
公的研究機関 6.9 6.6 115 106 6 88 5 0.11
民間企業 6.7 6.8 164 157 11 130 11 0.14
主に研究 6.7 6.5 321 255 13 222 7 0.08
*「回答を変更した人数」は、2006年および2007年調査の両方に回答した者のみ
*変化率はプラスおよびマイナスに移動した人数を「回答を変更した人数」の合計で除した数
問１０．我が国において、現在、本分野への他分野からの研究者の参入に対する必要度、お
よび、実際に参入している度合いはどうですか　①本分野への他分野からの研究者の参入に
対する必要度
回答者数
指数
指数
回答者数 回答を変更した人数 変化率
回答を変更した人数 変化率
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（回答変更理由）
2006
調査
2007
調査
回答
変化 自由記述 分野 属性
2 5 3 新しい視点からの入職研究拡大を図るために必要。 ライフ 大学
2 5 3 学際的な取組みが必要。 社会基盤 大学
2 4 2 他分野知識知見方法論の導入。 ものづくり 大学
3 5 2 実用的分野への参入は好ましい。 ものづくり 大学
3 5 2 人材は不足しており、他分野からも参入がさらにあってよい。 情報 企業
3 5 2 ポストデジタル時代の新分野開拓必要。 ナノ材料 企業
2 4 2 シナジー効果の向上、開発加速。 エネルギー 企業
1 3 2 異分野との連携は必要が高まっている。 社会基盤 企業
4 5 1 異分野融合型の研究の重要性が増している。 ライフ 大学
4 5 1 研究の社会的ニーズから、流動性は高くなっている。 環境 大学
4 5 1 地球環境の悪化が進行している。 環境 大学
4 5 1 応用面を考えると参入が必要。 環境 大学
5 6 1 医学部卒業生の圧倒的な臨床志向のため。米国の様に医学研究はMDではなくPh.Dに移ると思います。 ライフ 大学
2 3 1 多少増。 ライフ 大学
5 6 1 独創性が芽生える場合がある。 エネルギー 大学
4 5 1 地球環境を総合的に評価する必要度が高まっている。 社会基盤 大学
2 3 1 徐々にではあるが分野の垣根がなくなりつつあり、他分野の研究者の協力を必要としている。 ものづくり 大学
4 5 1 他分野が入り易くする必要あり。 フロンティア 大学
5 6 1 ものづくりを科学するためには、学際領域の研究が不可欠であるため。 ものづくり 大学
4 5 1 本分野の内容が流動化しつつある。 社会基盤 大学
4 5 1 本分野の扱う範囲が更に拡大。対応の急務。 フロンティア 公的
3 4 1 広範囲の知識の必要度が増している。 社会基盤 公的
4 5 1 研究者層が固定しており発想に行き詰まりがある。 エネルギー 公的
3 4 1 業際間の必要性増加。 情報 企業
2 3 1 新しい発想が求められている。 情報 企業
2 3 1 観測衛星の発達に伴ない地球物理、気象分野からの参入が必要となった。 フロンティア 企業
4 5 1 国プロ予算の増加など、研究のインセンティブが上っているため。 社会基盤 企業
3 2 -1 流動性を高めることがほんとうに必要な領域とそうでない領域がある。 エネルギー 大学
5 4 -1 前回とそれ程変わらないと考えるが、必要度は少し減ったかもしれない。 エネルギー 大学
6 5 -1 優秀な人材はそれ程多くいない。 社会基盤 大学
6 5 -1 異分野からの参入が増加している。 ライフ 大学
5 4 -1 他分野、特に官庁からの交流が活発化しいるが、天下り的なものがあり、問題もみえる。出向といいながら受け入
れざるを得ない形も多い。
社会基盤 大学
5 4 -1 人材不足のため。 ライフ 大学
5 4 -1 期待した程多くない。タコツボ化。 ナノ材料 企業
6 5 -1 参入者がやや増えた。 ナノ材料 企業
5 4 -1 固定化が進んでいませんか。 環境 その他
5 3 -2 参入はかなり行われてきた。 情報 大学
6 4 -2 所詮、優れた研究者は異分野参入しないのではないかと考えるようになった。 社会基盤 公的
5 3 -2 情報科学等から一定の流入があった後は、他分野からの参入は多くはない。 ライフ 公的
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（0低い⇔10高い）
高
↑
2006
2007
↓
低
（分野ごと）
2006 2007 2006 2007 － 0 +
ライフ 3.7 4.1 107 104 5 78 13 0.19
情報 3.5 3.6 102 96 5 83 4 0.10
環境 3.9 3.9 116 106 8 81 10 0.18
ナノ材料 4.3 4.6 111 109 3 90 9 0.12
エネルギー 3.3 3.5 109 108 4 86 10 0.14
ものづくり 3.3 3.4 101 98 3 85 8 0.11
社会基盤 3.1 3.2 111 107 3 89 7 0.10
フロンティア 3.4 3.3 86 84 6 72 1 0.09
（8分野全体）
2006 2007 2006 2007 － 0 +
大学 3.7 3.8 527 510 27 404 43 0.15
公的研究機関 3.3 3.4 115 106 2 92 5 0.07
民間企業 3.3 3.4 165 158 7 136 10 0.11
主に研究 3.6 3.8 321 255 13 204 25 0.16
*「回答を変更した人数」は、2006年および2007年調査の両方に回答した者のみ
*変化率はプラスおよびマイナスに移動した人数を「回答を変更した人数」の合計で除した数
問１０．我が国において、現在、本分野への他分野からの研究者の参入に対する必要度、お
よび、実際に参入している度合いはどうですか　②実際の研究者の参入の度合い
指数
指数
変化率
変化率
回答者数
回答者数 回答を変更した人数
回答を変更した人数
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（回答変更理由）
2006
調査
2007
調査
回答
変化 自由記述 分野 属性
3 6 3 理工分野から生命科学へ重心を移動する研究者は大変多くなっている。 ライフ 大学
2 4 2 BMI（Brain Machine Interface）後、参入が増えている。但し、期待されるような成果が得られるかは未知数。 ライフ 無回答
2 4 2 増えていると思います。単に予算が取り易いからという側面があると思いますが。 環境 大学
2 4 2 比較的度合いが向上していると思う。 エネルギー 大学
2 4 2 原子力分野の増強を産業界で図っている。 エネルギー 大学
1 3 2 流動性の増加により、異分野間のミキシングは進行している。 ライフ 公的
2 4 2 確実に高くなっている。 環境 公的
4 5 1 研究の社会的ニーズから、流動性は高くなっている。 環境 大学
3 4 1 環境分野の研究が、マスコミや国連などで紹介されてきたため。 環境 大学
2 3 1 本分野で地球温暖化対策の重要性が認知されたため。 環境 大学
3 4 1 PD等でpure分野からの流入がある。 環境 大学
3 4 1 ナノ粒子研究者が増加している。 ナノ材料 大学
3 4 1 以前より増加傾向にある。 ナノ材料 大学
3 4 1 他分野からの参入は若干増えている。 情報 大学
3 4 1 他の基礎分野から応用を志向する研究者が増加してきている。 ライフ 大学
2 3 1 医工連携、Chemical Biologyへの取り組みの進展。 ライフ 大学
2 3 1 多少増。 ライフ 大学
1 2 1 大学の開発研究部門への参入は少しあった。 ものづくり 大学
3 4 1 ものづくりに参入する人が少しづつ増している。 ものづくり 大学
2 3 1 本分野の内容が流動化しつつある。 社会基盤 大学
2 3 1 研究者意識の変化。制度の改善。 ものづくり 大学
2 3 1 少し前回より移動しているのでは。 エネルギー 大学
2 3 1 エネルギー、ライフサイエンス等の分野では総合的な力を必要とするようになってきている。そのため他分野等からの
参入がおこっている。
ものづくり 大学
3 4 1 研究費の増大。 エネルギー 大学
2 3 1 学会での研究者数の増加傾向から判断した。 ナノ材料 大学
1 2 1 周囲に事例がある。 社会基盤 大学
3 4 1 少しづつ分野間交流が進んでいる。 環境 公的
3 4 1 増加してきている。 環境 企業
4 5 1 他分野の優秀な研究者を成長分野（MEMS)にシフトする傾向が見られる。 ものづくり 企業
1 2 1 参入がやや進んでいる感がある。 エネルギー 企業
2 3 1 異分野交流が始まった。（海外に較べると圧倒的に少ないが） ナノ材料 企業
3 4 1 社会全体に職業の流動化が進んだ。 社会基盤 その他
3 2 -1 減っている。 ナノ材料 大学
3 2 -1 大学での定員削減により、外部からの受け入れは困難。 環境 大学
4 3 -1 実質がともなっていない。 環境 大学
2 1 -1 下がってきた。Totalの職の数が少なくなっている。 ライフ 大学
4 3 -1 必ずしも高いとは言えない。 ライフ 大学
5 4 -1 人材不足のため。 ライフ 大学
4 3 -1 話題性で参入しても、地道な活動があまり見られないケースもある。 環境 大学
3 2 -1 専門性が高くなっている。 ものづくり 大学
4 3 -1 日本の宇宙航空産業の低迷が続き、外国（US）主導の認識が、宇宙ステーション計画の方針が二転三転することに
より、明確化している。
フロンティア 大学
4 3 -1 専門化が進み、他分野からの参入が難しくなっている。使用機器の高齢化も問題。 ナノ材料 大学
3 2 -1 流動性を高めることがほんとうに必要な領域とそうでない領域がある。 エネルギー 大学
2 1 -1 排他的な予算配分。 ナノ材料 大学
3 2 -1 経験者採用の機会が減った。 フロンティア 公的
4 3 -1 広範な分野でIT化が進展。 情報 企業
4 2 -2 一定の質を保った研究者の参入が求められる。 環境 大学
3 1 -2 活動分野を移すというところまで進まない。 ものづくり 大学
5 3 -2 研究の成果が上がりにくい分野であることが認知されてきている。 社会基盤 公的
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（0低い⇔10高い）
高
↑
2006
2007
↓
低
（分野ごと）
2006 2007 2006 2007 － 0 +
ライフ 6.6 6.7 107 104 6 85 5 0.11
情報 6.8 6.8 101 94 5 79 6 0.12
環境 6.9 6.7 115 105 9 85 4 0.13
ナノ材料 6.5 6.6 111 109 4 96 2 0.06
エネルギー 6.4 6.4 109 109 5 91 4 0.09
ものづくり 6.6 6.4 100 97 6 87 2 0.08
社会基盤 5.9 5.8 110 106 5 88 5 0.10
フロンティア 6.2 6.4 86 84 1 75 3 0.05
（8分野全体）
2006 2007 2006 2007 － 0 +
大学 6.5 6.5 528 510 28 427 18 0.10
公的研究機関 6.5 6.3 115 106 5 94 0 0.05
民間企業 6.5 6.6 161 154 8 133 9 0.11
主に研究 6.6 6.4 321 255 22 215 5 0.11
*「回答を変更した人数」は、2006年および2007年調査の両方に回答した者のみ
*変化率はプラスおよびマイナスに移動した人数を「回答を変更した人数」の合計で除した数
問１１．我が国において、現在、本分野内の研究領域間の研究者の移動に対する必要度、お
よび、実際に移動している度合いはどうですか　①研究者の移動に対する必要度
回答者数 回答を変更した人数
指数 回答者数
指数 変化率
回答を変更した人数 変化率
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（回答変更理由）
2006
調査
2007
調査
回答
変化 自由記述 分野 属性
2 4 2 それぞれの領域が独自の進捗を見せはじめている。今後領域間の人材交流によって、総合力が強化される。 ナノ材料 大学
2 4 2 領域を越えた研究が必要となっているため。 フロンティア 大学
3 5 2 独立行政法人化により各機関とも守りに入っており、転出を望まない。 情報 企業
3 5 2 大学、研究機関の閉鎖性の打破が必要と感じたため変更。 環境 企業
2 3 1 境界領域をやる研究者が増えるべき。 社会基盤 無回答
4 5 1 拠点が弱体化している。あるいは進展が見られない。 ライフ 無回答
3 4 1 団塊が定年退職により、需要が高くなった。 ものづくり 大学
4 5 1 多面的なアプローチが必要であり相互移動は頻度が高く行われている。 環境 大学
2 3 1 分野横断の研究テーマが増加している。 フロンティア 大学
4 5 1 移動度は低下。 情報 大学
4 5 1 必要性は増している。 社会基盤 大学
3 4 1 広い視野が要求される。 社会基盤 大学
2 3 1 最近、設計事務所から大学への移動がみられるが、大学がこの分野の研究者を増やしたいと考えている。 エネルギー 企業
3 4 1 基礎研究部門と応用・技術研究部門の交流移動は重要度を増している。 フロンティア 企業
4 5 1 各分野間での連携の必要性が増加。 ナノ材料 企業
3 4 1 領域横断的な研究への社会的ニーズが高まった。 社会基盤 その他
5 4 -1 移動することより、研究領域間のコラボレーションが重要。 環境 大学
5 4 -1 移動も大事だが、落ち着いた研究環境も重要。 社会基盤 大学
5 4 -1 周囲に実例が無いから。 社会基盤 大学
6 4 -2 領域間の移動は自発的なもので十分と考えるので。 環境 大学
5 3 -2 移動するとメリットがあまりに少ない。 ものづくり 大学
6 4 -2 領域間でバランスがとれつつある。 ものづくり 大学
4 2 -2 移動の結果、身分や状況の不安定さが増すと、著しく研究成果を阻害する例が目につくため。 ライフ 大学
4 2 -2 移動することが良いと考えるのは不適当。自然な形であるべき。落ち着いた研究が必要。 エネルギー 大学
5 2 -3 ある程度移動がみられる。 ものづくり 大学
6 3 -3 実績を出すのが難しい。 ものづくり 大学
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（0低い⇔10高い）
高
↑
2006
2007
↓
低
（分野ごと）
2006 2007 2006 2007 － 0 +
ライフ 3.5 3.8 107 104 4 83 9 0.14
情報 4.0 4.0 101 93 7 78 5 0.13
環境 3.6 3.7 116 106 5 86 9 0.14
ナノ材料 4.0 4.1 111 109 6 88 8 0.14
エネルギー 3.5 3.6 108 108 5 83 11 0.16
ものづくり 3.5 3.5 100 97 3 88 4 0.07
社会基盤 3.3 3.3 110 107 4 88 6 0.10
フロンティア 3.2 3.3 86 84 3 72 4 0.09
（8分野全体）
2006 2007 2006 2007 － 0 +
大学 3.7 3.8 527 510 27 409 37 0.14
公的研究機関 3.1 3.3 115 106 2 90 7 0.09
民間企業 3.6 3.5 162 156 8 136 7 0.10
主に研究 3.7 3.9 321 255 15 208 19 0.14
*「回答を変更した人数」は、2006年および2007年調査の両方に回答した者のみ
*変化率はプラスおよびマイナスに移動した人数を「回答を変更した人数」の合計で除した数
変化率
変化率回答を変更した人数指数
指数
問１１．我が国において、現在、本分野内の研究領域間の研究者の移動に対する必要度、お
よび、実際に移動している度合いはどうですか　②実際に移動している度合い
回答者数
回答者数
回答を変更した人数
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（回答変更理由）
2006
調査
2007
調査
回答
変化 自由記述 分野 属性
1 3 2 地球温暖化対策の必要な範囲が広がった。 環境 大学
1 3 2 移動が始まったのかも知れない。 ものづくり 大学
1 3 2 マンマシンシステムからの流出が多い。 エネルギー 大学
2 4 2 ちょっと増えてきているように思う。 エネルギー 大学
2 4 2 流動性の増加により、異分野間のミキシングは進行している。 ライフ 公的
2 3 1 土・水、水・構造、水・情報、土・構造など、境界領域で生じる現象に対して移動しつつある。 社会基盤 無回答
2 3 1 多少ましになっていると思われる（努力の結果）。 環境 大学
3 4 1 分野内での移動が増加している。 ライフ 大学
3 4 1 増えている印象。 ナノ材料 大学
2 3 1 移動している研究者が見られるようになった。特にポスドクの人。 ナノ材料 大学
2 3 1 学会での研究者数の増加傾向から判断した。 ナノ材料 大学
4 5 1 多面的なアプローチが必要であり相互移動は頻度が高く行われている。 環境 大学
2 3 1 大学間の人的移動が活発。 ライフ 大学
3 4 1 産学間での異動が見られる。 エネルギー 大学
3 4 1 必要とする人材が任期制のために長期間確保できない。 エネルギー 大学
2 3 1 研究領域の垣根がなくなりつつあるため。 ものづくり 大学
3 4 1 団塊が定年退職により、需要が高くなった。 ものづくり 大学
4 5 1 移動は目立つようになった。 フロンティア 大学
2 3 1 若い研究者の移動は、ある程度存在している。 社会基盤 大学
2 3 1 公募人事等がある程度進んではいる。 社会基盤 大学
2 3 1 研究分野自体が拡大しているため。 フロンティア 公的
2 3 1 領域間交流が進みはじめている。 ナノ材料 公的
3 4 1 やや状況が改善された(各種プロジェクトにより）。 環境 公的
3 4 1 任期付雇用の増大のため移動の度合が増えている。 フロンティア 公的
2 3 1 研究会名簿の更新状況などを見ると、第1回回答時に思っていたよりも移動の度合が高いようです。 フロンティア 企業
2 3 1 最近、設計事務所から大学への移動がみられるが、大学がこの分野の研究者を増やしたいと考えている。 エネルギー 企業
1 2 1 移動がやや進んでいる感がある。 エネルギー 企業
3 4 1 他大学間、大学-旧国研間の移動がやや増えていると思う。 ものづくり 企業
2 3 1 社会全体に職業の流動化が進んだ。 社会基盤 その他
3 4 1 少しふえたかな？ 環境 その他
3 2 -1 かなり少ない。 ナノ材料 大学
4 3 -1 人事に対する保守性はいぜんとして高い。 ナノ材料 大学
4 3 -1 実際の移動は少ないと感じる。 ナノ材料 大学
3 2 -1 ポストが減少している。 環境 大学
5 4 -1 移動度は低下。 情報 大学
4 3 -1 ポストの減少で固定化している。 情報 大学
2 1 -1 New postが少ないから。 ライフ 大学
4 3 -1 人材不足による。 ライフ 大学
3 2 -1 大学が官僚的になったように思う。 フロンティア 大学
3 2 -1 移動が減少している事への実感。 社会基盤 企業
3 1 -2 国立大学が独法化されたが、研究者の流動性は改善されていない。→研究体制が整うまでに、研究が停
滞してしまうため。
ものづくり 大学
4 1 -3 旧い学会組織が温存されているため。 ナノ材料 大学
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（自由記述）
分野 自由記述 所属
ライフ Large-scale simulations of biologically realistic neural networks.
例えば、Blue Brain Projectのようなもの。
第一に優秀で意欲にあふれた人材を確保できるかということ。第二に、必要な相互協力が、厳しい資金獲得競争の中でスムースに
運ぶかということ。どちらもかなり前途は厳しいとみている。
無回答
ライフ MEMS、NEMS技術との融合。マイクロバイオデバイスの実用化研究。 大学
ライフ 放射線技術学。 大学
ライフ 生体物質として、糖質や脂質の関わる生物学的過程の分子レベルでの研究。例えば、糖鎖生物学など。この分野の発展には、比較
的大勢の研究者（多分野）に対して、糖鎖に関わるテーマを推進するプロジェクトに実寸大の研究補助を行うことがよい。この分野
は、まだ裾野を拡げることが大事である。
大学
ライフ 橋渡し研究が重要で、臨床応用するまでのシステム、人材が不足している。大学や研究機関が疲弊している。 大学
ライフ 人間医工学、ナノメディシン、DDSなど。 大学
ライフ ナノテク分野の医工連携。 大学
ライフ 医学と数理科学の融合。教育体制上、医学と数理科学が早期に分離されていること。 大学
ライフ 医工学：工学者と臨床医の連携、会社との関連。再生医療：実用化へ向けた会社の関り。 大学
ライフ メタゲノム研究。・大型プロジェクトが必要（大きな資金が必要）。・海外ではすでに大きな研究費がついている。 大学
ライフ 分子イメージング。環境ストレスと細胞応答。 大学
ライフ ナノテクノロジーの医療や創薬分野への応用。 大学
ライフ 機能性食品によるメタボリックシンドロームの抑制について注目している。しかし、その生理機能のメカニズムが不明なまま、新規食
品として市場に流出しているのは問題である。
大学
ライフ ライフサイエンスは基礎研究を中心に発展してきたと考えられるが、応用への展開を期待するのであれば、工学系（特に機械や電
気･電子分野）との融合は、とても重要と考える。しかし、これらは未だ形成されつつある領域とは言いがたい。工学系研究者のライフ
サイエンスへの参加は、始まりつつあり、期待できると思う。
大学
ライフ 幹細胞の分化制御。 大学
ライフ 予防医学、予備診断では生体機能の詳細な計測・分析が必要であり、従来の生理学に加えて、理工分野における計測技術、信号処
理技術が是非とも必要である。医工融合で生体を科学し、その結果を医療に活用することが大切であると考える。
大学
ライフ 再生医学。 大学
ライフ 地球温暖化がいわれる中、その防止策がいくら功を奏したとしてもしばらくこの変動は続くと思われるので、国内における気温の変
化、生態の変化により増加すると予想される病気特に感染症への対策を今のうちから十分に整えておく必要があり、感染症に対する
国の政策に注目している。
大学
ライフ 物理学、力学に基礎をおく医工学。 大学
ライフ 生命科学領域における「ケミカルバイオロジー」。 大学
ライフ 感染症分野における研究を他の「ナノテク」等の工学的分野との融合を図ることで、新規？？の診断法、検知法を開発を行う。 大学
ライフ 再生医療。遺伝子医療。MDの研究者が増加するシステムを作る。 大学
ライフ 医学工学との融合。医学再生－工学と融合。 大学
ライフ 現在、In vitroからin vivoへの流れが起き始めている。高次脳機能の解明に向けて、この研究の流れを促進していかなくてはならな
い。行動神経科学を次のステージに進めるために、若い分子生物学者、神経生理学者、神経薬理学者、心理学者を募って、新領域
プロジェクトを企画するべきであろう。
大学
ライフ 人獣共通感染症（高病原性鳥インフルエンザウイルス感染症、狂犬病、伝染性海綿状脳症）に関するリスク評価、管理学の専門家を
早急に育成する必要がある。
大学
ライフ 生体防御機構の比較ゲノム解析。細胞、生体、生態系における複雑系解析。 大学
ライフ メタボリックシンドロームの基礎・応用・臨床研究の融合。長寿科学の基礎・応用・臨床研究の融合。 大学
ライフ ゲノム情報をもとに最小限の機能を再構築する合成生物学的研究。
再構築の基盤となる遺伝子機能のより詳細な解明、多重（巨大）遺伝子導入、操作技術の開発。
大学
ライフ 心の障害の分子機序。偏った研究費配分。 大学
ライフ 1.再生医療の基盤研究と臨床へのtranlational research。2.人工臓器、特に人口心臓の実用化。 大学
ライフ ①ヒトの疾患を対象としたトランスレーショナルリサーチ。単に創薬目的に限らず、病因の解明に重要。個人情報や倫理問題を整理
して、リスクを互い（患者と研究者）が担いあうようなしくみをつくらないと研究が進まない。　②分子反応や細胞、1個体の反応の場を
考えて進める生物学。個々の反応や、遺伝子ノックアウトの仕事はまとめやすいので進んでいるが、個々のメンバーがどのように統
合、選択されて反応が起こるかを実験的に問う研究は少ない。解析のシステム作りに長丁場の支援が必要なので困難。
大学
ライフ 社会行動の広分野研究。（脳研究の基礎、応用、心理、人文、社会科学） 大学
ライフ A04、新興、再興感染症克服科学技術。
未知の病原体（新型インフルエンザなど）のヒトへの感染が日本でも発生する可能性が充分予想されることから重要である。対応でき
る研究者また医師および獣医師の養成が極めて遅れている。
大学
ライフ 電子顕微鏡、X線結晶構造解析、NMRを組み合わせて、細胞を対象とした超分子構造解析の流れが強まっているのには注目すべき
である。
大学
ライフ 歯科領域における再生分野、歯周病と全身疾患に関する研究、ナノテクノロジー。 大学
ライフ ・化学物質のリスク評価：時間と空間を組み合わせて、評価すること。
・複合影響：より現場に近い現象をいかに科学的に解明するか？
・自然科学への人文科学の導入：次元の異なる科学の接点。
公的
ライフ 糖鎖等の生体分子の生物学と化学の融合。 公的
ライフ Brain Machine Interfaceのように、脳科学工学等が密接に結びつく領域。 公的
ライフ 行政制度の中で、資金提供とは別に研究を刺激する様な施策が乏しい。特に新しい技術の承認などが消極的である。 公的
ライフ 1.QOLの改善を目標とした融合領域。2.食糧・燃料確保を目標とした融合領域。3.環境保全を目標とした融合領域。･基盤となる各領
域間の協力体制の確立。・資金調達(負担）方法。
企業
ライフ 病気の診断を高度化するバイオマーカー。その有効性、信頼を検証するためのガイドライン、規制、評価方法が不明確。 企業
ライフ 医療と栄養。
遺伝子発想に関わる栄養素の影響、ストレスとアレルギー。特に腸管健康と腸内細菌と栄養素（食物・飼料）。
企業
ライフ バイオインフォマティックス、個別化健康管理と治療、予防。 企業
ライフ 生体物質を扱っている人が物理学との連携を深めること。 企業
ライフ CO2削減を目標にしたバイオマス技術。食糧の安全性を担保するような技術。 企業
ライフ システムバイロジー。 企業
問１２．本分野における新興領域や形成されつつある融合領域で、あなたが重要であると考え、あるいは注目して
いるものをお書きください。また、これらの領域を今後発展させる上での問題があればお書きください。
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情報 位置情報を用いた情報処理。 大学
情報 新しい領域をやる上での資金的課題。 大学
情報 ナノエレクトロニクス・ナノ加工とバイオセンシングを融合した領域。両分野のとりまとめが難しい。 大学
情報 ネットワークロボティクスなどICTとロボティクスの融合。 大学
情報 ロボット・メカトロニクスと建築の分野を融合させた安全・安心な未来空間の創造。 大学
情報 Web情報からの情報抽出。 大学
情報 ICT分野の高度化・知能化には、脳科学や心理学などの融合的・総合的アプローチが重要。 大学
情報 システムの信頼性（セキュリティ含む）をさらに向上させる技術。一見して新奇な他の課題に負ける。 大学
情報 安心・安全（secure/dependable）情報処理。問題点：社会的な要請が大きい反面でアカデミアでの努力が小さい。 大学
情報 文理融合分野、「安心、安全」をロボット技術で実現する際、人文・社会の知見や考え方が重要である。融合領域を重視する予算や
制度の拡充は必要である。
大学
情報 センサーネットワークとインタフェース技術の融合によるアンビエント情報環境。 大学
情報 ユビキタス、実世界状況認識分野。
問題：世界的にみて、実世界状況認識とその利用技術（GIS、ITSを含む）の研究者数は少ない。
大学
情報 組み込みソフト開発、その要素技術、開発ツール。 大学
情報 スピンエレクトロニクスなどの材料とシステムが密接に結びついている分野。 大学
情報 数学、物理学などの、古くからある学問領域を縮小すると、結果的に融合領域も衰退していく。 大学
情報 蓄積したゲノム－タンパク質情報から未発見の知識を発見するための計算的手法。 大学
情報 Brain Machine Interface. Brain Computer Interface. 大学
情報 当大学が採択されたG-COEの課題。
サイバニクス:人間・機械・情報の融合・複合。　このプロジェクトに参加しているメンバーが既存領域から脱却できるかの意識上の問
題。
大学
情報 ゲーム理論、コンテンツ。インターフェース。力覚インタフェース。 大学
情報 医学と工学、もしくは医学と情報工学との連携。問題点は医師の権限の集中。これを分散させる必要有 大学
情報 医学オントロジー。 大学
情報 省庁間での方向性(指針)の違いに、新興領域にとって大きな障壁となる。 大学
情報 医療分野のIT化（応用）。 大学
情報 地域医療連携における基盤技術の普及。・制度の枠組みを変える。・安全なネットワーク技術を普及させる。 大学
情報 知識の流通・編集・再利用と連携（federation）技術に関する研究。 大学
情報 我が国では、研究者に対する組織の拘束力が強すぎる。 大学
情報 医療・看護などの「人」をサポートするIT技術。 大学
情報 実のある医I連携。 大学
情報 1.工学と医学・生命科学分野融合。2.工学と農学分野融合。3.工学と環境分野融合。 大学
情報 量子デバイス。量子情報処理技術。 大学
情報 ディジタRF回路技術。 大学
情報 メタマテリアルに関する総合的な技術、デバイス、システム、製造・設計基盤技術。 大学
情報 3次元IC技術などシリコンと実装の境界技術。微細メディカルシステムなどの医療応用技術。 大学
情報 半導体技術(含、MEMS)を応用した医療、創薬への展開。 大学
情報 医学、生理学との融合。社会学、心理学との融合。芸術との融合。 大学
情報 スピンエレクトロニクス（スピン流制御やその応用となるメモリーや量子効果デバイス）。様々な分野での周波数上限の打開技術。
・フォトニック系でのテラヘルツ領域。
・磁性系でのMid GHzレンジ。
大学
情報 ヒューマンインターフェース分野。特にユビキタスと国際化（多言語対応技術）など。 大学
情報 ロボティックス領域で、物造りの立場から幅広い分野を横断的に組織する動きが必要。ソフト＋エレクトロニクス＋材料＋倫理。 大学
情報 情報通信分野は人間と関係するので法制度面での検討も、サービス開発上重要であるが、人文社会学との交流は全くないに等し
く、米国に対する遅れの元凶である。
大学
情報 ・ソフトウエア開発ツール。・システムデザインツール。・研究、実験システムのオートメーション化、生産性の向上。 公的
情報 情報と生命科学の融合領域、バイオインフォマティックスと呼ばれたものが、今更に拡大しつつある。今後計算科学的手法が急拡大
し、生命現象も予測可能で制御可能なものに変わってゆくはず。物理や数学領域からの人材移動が必要。カリキュラムの整備（人材
育成のため）。
公的
情報 情報通信分野において、世界的には共通化・規格化によって産業が創出されているが、日本では差別化が主流でこれをオリジナリ
ティと称して研究が展開される風潮が強い。携帯電話に代表されるように一流の技術があっても世界では評価されない。
公的
情報 バイオロジー＆エレクトロニクス。 公的
情報 新しい概念のネットワーク理念。バイオと情報技術の融合。 公的
情報 ロボットの応用分野では、製造単体ではなく環境を含めた情報化の中での装置としての位置づけが大きいと考えている。環境整備を
ロボット／人と共通化できるユニバーサルなシステム構築が重要と思われる。このためには、試験的なシステムを構築して必要とな
るインフラスペックを求めていくことが必要である。
企業
情報 空間知能、環境知能などと呼ばれている分野。 企業
情報 ロボット、ユビキタスネットワーク及びホームゲートウェイ等宅内機器の研究開発。学際的領域なので、より産学官の連携が必要とな
る。
企業
情報 現実体とのインタフェース、材料デバイス技術の有効利用。 企業
情報 ネットワークロボティクス。資金不足であり欧米韓をリードできなくなる。 企業
情報 半導体LSIにおける次世代アーキテクチャの開拓。 企業
情報 光と電気の融合領域。新興領域とは言えないが、両者とも日本の強い領域であり、その両者が融合する領域を米国が先導している
傾向がある。
企業
情報 地球環境保全。エネルギー。政治的指導力及び資金確保が課題。 企業
情報 ゲノム。 企業
情報 ICTプラットフォーム基盤技術、リコンフィギャラブルLSI、ソフトウェアディファインド無線技術、コグニティブ無線技術。 企業
情報 高速光通信。無線通信。情報検索。 企業
情報 通信放送融合システム、NGN対応情報システムインフラ、LSIとセンザをモノリシックに集積化するMEMS、など。 企業
情報 ＩＴの支援によるヘルスケア技術。 企業
情報 利用者に過度の負担をかけないネットワークセキュリティ技術の開発。（実装や利用形態を含む）
技術者の数が不十分。３Ｋ技術分野とも言われている。
企業
情報 医療、農業、生命科学と情報処理の融合分野。ＮＧＮ対応の情報システムインフラ。サービスサイエンス。通信放送融合サービスに
対応したコンテンツ流通制度。ITにおける環境負荷低減技術。国際競争力の強化。国際標準化戦略。
その他
75
環境 新興領域や融合領域にはほんの少し重点配分することが望ましいが、多大な予算は不必要。 大学
環境 地球システム・倫理学会が発足したし、総合人間学会も発足して、人文社会学者の環境分野への関心は高まっているが、こういう複
合的領域に関心をもつ理工学者は少ない。大学教育にこうした動きを導入することが重要であろう。
大学
環境 俯瞰的視野を持った研究が必要である。また、環境社会構築をデザインする視点が重要。この領域、コンセプトでの研究資金が全く
ない。
大学
環境 バイオエタノール生産において、トウモロコシ、サトウキビなどの食料を原料とするのではなく、日本で研究開発されつつある木材、雑
草、イネワラなどを原料とする技術開発が重要であるが、今後は余剰活性汚泥なども原料化すべきと考える。
大学
環境 注目しているものは前回と同じ。若手研究者・技術者の人材育成と積極性。 大学
環境 複数分野の都合を総合化してプロジェクトの目標を決める。そんな構想を創れる人がいない。 大学
環境 環境にやさしい技術。特に省エネルギー、リサイクル技術。 大学
環境 技術的課題も含めて、環境全体のシステム、コスト、技術の比較など文理融合が重要となっている。 大学
環境 自然科学と人文社会科学の融合において、有効な教育を大学・院レベルですすめることが重要だと考えています。それを支える教職
員に対する評価には短期的業績だけにとらわれない手法を設定する必要があると思います。
大学
環境 歴史学、民俗学など人文社会領域と環境変動、生態学など自然科学領域との融合。 大学
環境 ナノ技術の向上と流布。 大学
環境 自然エネルギー利用を促すことのできる代替的なエネルギー供給・利用システムの構築が課題である。これを推進するために技術と
制度の総合的な研究体制が必要である。
大学
環境 自動観測機器の開発。 大学
環境 農、土壌学との融合による地表面プロセスの把握とモデル化（C、Ｎ循環）。 大学
環境 新興領域や融合領域という名称にはなっても実態がともなわぬ事例が大多数。 大学
環境 東アジアにおける環境保全をベースとした資源循環のシステム作りを各国内の意識の向上も含めて実現すること。 大学
環境 気候モデルによる予測の基礎となる現地モニタリング。実験データとの結合。長期観測を可能とする体制づくりが問題（数年で研究
者が異動すると継続されない）。
大学
環境 工学による環境問題に解を与える方向。指摘と危機をうったえる地域環境論が障害。 大学
環境 地球温暖化・気候変動における、人為的要因と自然要因の詳しい検討、特に太陽変動の影響が次第に分ってきているのに注目して
いる。多くの学問領域の協力が必要だが、充分ではない。
大学
環境 ゲノミクス、プロテオミクスなどとの毒性評価の融合。人的交流を広げるのが必要。 大学
環境 C08、C11に関連があるが、人間(人類の営み）と地球の関係を根源的に考える学問が重要。例えば地球温暖化への対応は、科学技
術のみでは無理と思う。倫理、哲学などのアプローチが最も重要かつ必要である。
大学
環境 健康リスク評価。社会医学、遺伝子工学、分子生物学等融合領域で化学物質管理を行っていくもの。(21世紀は化学物質の管理の
時代であるといわれているが、まだ具体的な動きはない。）
大学
環境 資源環境に関する予算がバイオエネルギー中心にシフトしすぎている。社会には多様な資源循環システムが必要であり、多様な基
礎研究も大事にすべきである。また文理融合型の環境システム研究も重要である。
大学
環境 気候─生態系研究。 大学
環境 競争的環境の中で、結果的に失敗するかもしれない新しいアイデアを実行できる保障。 大学
環境 市民社会に対するリスクコミュニケーション。 大学
環境 バイオ燃料。ただし、食用のものの転用はさけるべき。廃棄されているものを原料とする研究を進める。 大学
環境 個別の科学をさらに発展させるとともにこれらを総合化して課題の解決を図っていくための組織が必要と考える。 大学
環境 持続可能な農林水産業（環境負荷を低減させる事という意味です）システムを真面目に考える必要があると思います。農学系などの
学問領域の横断カ。
大学
環境 木質資源の収集運搬に関する領域。現在の森林科学分野においては資源の収集、利用に関する意識や、産業としての関連分野と
の連携が希薄である。
大学
環境 理系の研究者による研究結果を社会で実現するためには、文系の社会学者や法的な整備に関する研究者との共同する領域が必
要。
大学
環境 生態系に対する温暖化インパクトのモニタリング。 大学
環境 バイオマス製品、ハイスループット分析。 大学
環境 学際的な共同研究は進みつつあるが、人文社会科学系と自然科学系の実際的な共同作業が重要になりつつある。 大学
環境 狭義の科学技術による問題解決を力づくで行おうとする傾向が強く、社会をあげて取り組むといった研究対応が弱すぎる。 大学
環境 生物機能利用による環境改善分野。環境に調和した食料安全保障モデル。 大学
環境 環境保全技術、バイオマス利用等新規エネルギー利用技術の経済的評価。 公的
環境 気候・環境変動に対する生態系又は地球システムの応答。 公的
環境 気候モデルによる温暖化予測データを用いた、温暖化の影響評価研究。 公的
環境 地球システムモデル(生態系変動を含む）の開発と応用。大気-陸域間の温室効果ガス交換の定着化。 公的
環境 バイオマス利用に関する幅広い研究。 公的
環境 動物(昆虫）、植物、微生物の生物間相互作用の解明。 公的
環境 化学物質、放射性物質の発がんや遺伝的影響のリスクを総合的に評価する手法開発研究。 公的
環境 地球温暖化による海洋環境の変化と生態系の対応が現在注目する点である。将来的には、食料資源にも結びつく問題であり、また
状態を把握するまで長い時間を要するので、早急にとり組む必要がある。しかし、成果を次々に求められる研究とは異なっているた
め、その体制については十分に配慮する必要があるし、また、現場観測が重要なウエイトを占めるので、その確保も必要となると思
う
公的
環境 建物の省エネルギーを可能とする断熱、蓄熱材料の開発。 企業
環境 エネルギー・環境と経済を融合した技術評価・社会制度・マクロ経済、政策研究。現場を知った融合的領域の研究の場がない。 企業
環境 “バイオマスの有効利用”が挙げられる、近年のバイオ燃料化、バイオエネルギー化が将来の人間活動上の重要度が増していること
に起因する。この発展の為の課題は、燃料化・エネルギー化に対する税制上の問題が大きく、抜本的税制改革が必要。
企業
環境 植物（木、草、水草、廃木材、間伐材）からのエタノール生産と流通（ガソリンスタンドでの給油ステーション）と石油系燃料消費をエタ
ノールに代替する社会システム。※植物粉砕用破砕機と粉砕機のレベルアップが大切。
企業
環境 生態学と工学との融合領域。それぞれの学生に、お互いの基礎知識が欠けていること。 企業
環境 省エネルギー、自然エネルギー利用技術の導入による快適な居住環境の創造。 企業
環境 人・社会・自然の時間的、空間的な持続的観測・調査。 企業
環境 自動車分野でのハイブリッド化を主とするLTイオン等電池の採用拡大に向けた信頼性評価技術、信頼性評価技術およびそれに資す
る材料技術。
企業
環境 景観生態学の視点の重要性。また、そのためのリモヤン等の活用。さらに、土木・施工との連携、そのためのコミュニケーションの場
の設定等が課題。
企業
環境 新興あるいは融合領域とは、研究、開発が進んでいけば、当然発生することである。基礎研究だけであれば、細分化に進んでいくで
あろうが、応用、開発を目指せば、必然的なことである。特に重要とか問題点とかは感じない。
企業
環境 全員「地球温暖化」ではなくネガティブな面から捕える人を2、3人育ててみたらどうですか。 その他
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ナノ材料 医工学分野。 大学
ナノ材料 カーボンナノチューブやカーボンナノコイルなどのナノカーボン材料が重要である。期待される応用分野が大きいにもかかわらず、実
用化に向けた基礎および応用研究がまだ不十分である。問題点は、ナノカーボンの人体への影響で継続的な検証が必要である。
大学
ナノ材料 超短光パルスによる透明体の加工・接合の研究。 大学
ナノ材料 領域：医・工・薬・農連携。問題：医・薬・農における物理・数学ベースの教育。 大学
ナノ材料 鉄鋼材料への摩擦攪拌接合の適用、実用化と基礎研究の間をつなぐための財政的支援が不足。 大学
ナノ材料 福祉関連機器具への材料研究は重要であると考える。使用者・器具製造者の交流はあるが、器具製造者と材料製造者（材料系技
術者）の交流はほとんどどない。この交流を活性化する必要がある。
大学
ナノ材料 「材料」の方で『レアメタルの回収・リサイクル』。 大学
ナノ材料 高分子ナノテクノロジー。3次元イメージングの開発。ナノスペクトロスコピーの開発。ナノ物性解析評価システムの開発。 大学
ナノ材料 トライポロジー分野。異分野の融合。 大学
ナノ材料 2、3分野にまたがる研究分野での活躍の機会。古い学会組織が研究費の審査などを行なう体制に問題がある。 大学
ナノ材料 液縮界面ナノ化学、磁気キラル化学。 大学
ナノ材料 ナノマテリアルの医薬品～化粧品、食品への応用とその健康影響の評価。 大学
ナノ材料 高分子材料を利用するナノテクノロジー分野。分子モーターなどの応用を目指す人々と他のデバイス関係ナノテク分野との交流が少
ないのではないか？
大学
ナノ材料 環境低負荷材料。 大学
ナノ材料 X線自由レーザーを用いる材料の基礎・応用・開発研究。 大学
ナノ材料 ＮＥＭＳに関する研究領域。 大学
ナノ材料 バイオマテリアル（金属、セラミックス、ポリマー）。 大学
ナノ材料 ナノテクにこだわらない、重厚長大型の材料技術が重要である。 大学
ナノ材料 ナノ組織制御によるレアメタル無添加材の開発。 大学
ナノ材料 創製したナノ材料の加工。創製したナノ材料を種々の所望のシステムに構成するために、溶接、曲げ、切断等の加工技術の発展が
不可欠であると考える。
大学
ナノ材料 ナノ材料とフォトニックスとの融合したナノフォトニックスやMEMSとの融合した分野。分子ナノエレクトロニクス。 大学
ナノ材料 化学における基礎ナノ研究と応用研究は、これまで以上のtigh upが必要と考える。また異分野間の交流により新しい分野が招かれ
る。
大学
ナノ材料 燃料電池におけるPtフリーの電極触媒の開発研究。 大学
ナノ材料 ナノスケールにおけるイオン変位・移動を利用する新しい電子デバイス。 大学
ナノ材料 光ナノ反応。 大学
ナノ材料 ナノファイバー。 大学
ナノ材料 電気自動車に使われるような電池構成材料の開発。従来の材料にこだわらず、新規な材料を合成したり、分子設計するような基礎
的研究が必要と思われる。
大学
ナノ材料 量子ビームの開発。 大学
ナノ材料 ナノテクノロジーと光融合技術，ナノテクノロジーと情報処理技術。 大学
ナノ材料 原子力発電及びその周辺技術に関する材料研究しか日本には残されていないと信じている。 大学
ナノ材料 先進ナノ・テクノロジー技術の社会インフラの安全性、安心確保のための融合。 大学
ナノ材料 ナノストラクチャー領域ではあるが、冶金学あるいは金属工学と結び付きの強い領域がある。特に「転位論」は超電導Jｃの上昇、
HT100クラスの溶接領域の強靭化、鉛フリーSnメッキ中のウィスカー成長などに大いに関係する。過去の金属工学領域の教育・研究
をより重視する政策をとってもらいたい。
大学
ナノ材料 動的ナノ計測、動的ナノ構造解析とナノダイナミクス・シミュレーション。 大学
ナノ材料 環境調和材料分野。工（化学、機械）・農の研究所の融合が必要。 大学
ナノ材料 ナノテクノロジーを基にした材料の安全性と一般材料への普及。 大学
ナノ材料 地球環境問題に対し、材料技術がどうコミットできるか。 大学
ナノ材料 地球温暖化防止に直接あるいは間接に寄与できる技術。金属に代替できる材料。例えば高信頼性の高性能高分子材料。 大学
ナノ材料 医学・医療と理学・工学。 大学
ナノ材料 継続的経済支援。若手育成・補助。 大学
ナノ材料 金属酸窒化物の創出と機能。 大学
ナノ材料 デザイン(形状)や構造(力学)と材料との融合領域をより振興すべき。 公的
ナノ材料 1.廃棄物、排水からの希少資源の選択的回収技術。2.水素の貯蔵、輸送技術。 公的
ナノ材料 ナノ微粒子を利用した機能性材料の創製。ナノ微粒子の人体に対する危険性についての知見が十分明らかになっていない。 公的
ナノ材料 透過電子顕微鏡（TEM)及び走査透過電子顕微鏡(STEM）における収差補正技術。分解能を大きく向上させ、本分野の研究全体を加
速させる可能性が大きい。
公的
ナノ材料 ナノシミュレーション（計算科学）とナノ創製、ナノ計測の分野融合した「ナノ科料（デバイス）科学」とも言うべき分野。 公的
ナノ材料 希少資源・不足資源代替材料の開発や安全・安心を支える材料技術のイノベーション創出。 公的
ナノ材料 医療における診断技術。微細手術や薬物デリバリーシステム。開発した技術の臨床試験をどこでどの様に行うのかが問題。 公的
ナノ材料 粉体工学と塑性加工学の融合で、固相完全リサイクル技術開発。 企業
ナノ材料 バイオとの融合領域。ナノバイオなど。医療とのかかわり。 企業
ナノ材料 今までの純粋な科学領域プラス心理学、社会学などを融合させた、いわゆる従来をたて型体系とすれば、横断型体系が応用領域で
強く求められている。環境科学エネルギーに関するものは融合を求められており、従来のパラダイムを打破できる発想、創造性（社
会ニーズとして）が求められていると考える。まずこの問題をどうとらえ、展開させたら良いかを考える専門家を発掘・推進させること
が必要である。
企業
ナノ材料 人口筋肉。特に、運動エネルギー→電気エネルギー変換素子としての利用。 企業
ナノ材料 ナノ材料の応用開発。 企業
ナノ材料 医理連携。学会横断的（医学物理／生化学等）研究会の促進。 企業
ナノ材料 光、バイオ、材料の融合。これまで定量化が困難であったものの意匠性、デザイン、人が感じる心地よさ、印象、感覚など、人と材料
との融合。
企業
ナノ材料 粒界・界面（制御）技術分野。膜形成・異種材料接合において、どのような粒界・界面を形成してゆくべきか、あるいは形成していける
のか、この領域はナノあるいはオングストロームレベルの結晶制御であり、根本的に材料物性を革新するものと考える。発展上の問
題は、基礎的分野に競争的資金がつきにくいこと。応用（効果）が見えているものに資金がかたよりすぎている。
企業
ナノ材料 環境・エネルギー・資源分野、安心・安全分野。 企業
ナノ材料 基礎研究と応用研究の合体。 企業
ナノ材料 1. 融合領域：半導体とバイオの融合。半導体とエキゾチック材料の融合。
2. ナノ粒子に発現する機能を、物性に注目した材料科学領域。
3. 貴金属代替物質創生。
企業
ナノ材料 環境問題に関連した新エネルギーの開発。 その他
ナノ材料 材料学とエネルギー分野。研究者が両者で異なる問題。 その他
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エネルギー 1人よがりにならないため、それぞれの専門化がチームに加わったプロジェクト研究。拠点を中心としたプロジェクト研究。新材料等の
共通評価法の確立。評価センターの設置。
大学
エネルギー 省エネルギー、生産性向上、製品の付加価値向上などに寄与するレーザー加工の産学利用を強化するべきと考える。 大学
エネルギー エネルギー・環境・食料の各問題は密接にかかわりあっており、各分野間の連携領域が重要である。総合的に各分野を見に行く場
が必要である。
大学
エネルギー ナノ空間材料。現在は揺籃期にある。すぐ「実用」と評価するのでなく、その科学の発展を支える。 大学
エネルギー ひとつのプロジェクトを完成させた優秀な研究者の異分野への参入を期待したい。 大学
エネルギー 熱電材料、特にポリマー型。 大学
エネルギー 環境負荷を正しく評価できる人材を育成することが重要。 大学
エネルギー 原子力以外のソフトエネルギー、とくに排熱の回収の新技術。CO2問題とエネルギー資源の観点から重要と考えている。研究費は会
社だのみであるとともに、学問領域が存在していない。
大学
エネルギー 自然エネルギー利用技術の多様な研究開発。長期的ビジョンに立った計画が不可欠。 大学
エネルギー バイオマスエネルギー。 大学
エネルギー 光触媒、燃料電池。 大学
エネルギー バイオ関連分野。 大学
エネルギー エネルギーエレクトロニクス分野は、パワー半導体の研究だけでは効果がなく、信号処理、回路、材料、構造、熱、などの複数分野を
合理的に融合させる必要があるが、現状ではその認識が極めて低い。
大学
エネルギー 固体表面の反応論について、実験を主とする研究者と理論研究者の融合が必要。大型プロジェクトが1～2年のコマギレプロジェクト
となっているのはダメ。やるなら5～10年プロジェクト。
大学
エネルギー 環境分野、ナノテクノロジー分野との融合領域。 大学
エネルギー 高純度水素製造用の非パラジウ系水素透過合金。 大学
エネルギー 石炭の利用（環境対策の上）。 大学
エネルギー 次世代で軽水炉の開発。現行軽水炉の経年変化対策。 大学
エネルギー 戦略重点科学技術のE05、E06、E09、E11。E11については、材料分野だけでなく、システム分野の振興。 大学
エネルギー 多くの分野の研究者がチームプレーをできる環境と、それをささえる専門技術者や専属の研究者。 大学
エネルギー バイオマスエネルギーの電気エネルギーへの変換。希薄な分散したエネルギーの利用法の開発。 大学
エネルギー 社会技術的分野。教育プログラムが確立していない。卒業しても就職しづらい。 大学
エネルギー 理想的なエネルギー社会形態形成のための経済・政策と結びついた解析。 大学
エネルギー 再生可能エネルギー開発分野、国の積極的施策。 大学
エネルギー 地域の再生可能エネルギー利活用のための技術的・社会的・経済的融合研究。木質バイオマス利用と２次林の再生・管理のための
技術的、生態学的・社会的融合研究。
大学
エネルギー 素子(単体)の開発とシステムの開発(全体)をつなぐ技術など研究。 大学
エネルギー 新エネルギー創成領域。考えられているエネルギーに替わる新しい原理にもとづくエネルギー創成を扱う領域。
（熱電エネルギー、圧電エネルギーなど、固体内核融合も含む）
大学
エネルギー 新エネルギー。特に水素、地熱など。 大学
エネルギー ITERなどのブロジェクトの進展や、炉心プラズマの進展は、プラズマ応用とプラズマ基礎ともっと融合させた領域をつくる必要がある。
問題→プラズマ応用の分野と学会活動が異なり交流が少ない。
大学
エネルギー 新エネルギー利用技術、エネルギー蓄積技術。SiCパワーデバイス開発。 大学
エネルギー 海洋資源、エネルギーに関する技術及び基礎研究。官・民・学一体となって取り組み必要有。 大学
エネルギー 新エネルギー、再生エネルギー分野。特に水素エネルギー社会の構築。→インフラ、基盤の整備
燃料電池等。
大学
エネルギー エネルギー消費分野における政策誘導方法の研究と社会実験。専門家育成と専門知識（官-学-産）の強化が課題。 大学
エネルギー 石油代替エネルギーの開発。舶用燃料クリーン化技術開発。 大学
エネルギー 超伝導を利用した電力輸送システム。 公的
エネルギー 白金を使わない燃料電池の電極開発。文部省が中心になって行う研究であれば既存の技術の問題点の集中的な解決方法あるい
は新しい発想の募集を行うことを希望します。
公的
エネルギー 新素材、新技術による革新的住宅・建築省エネルギー技術・手法の開発。建築関連産業との協働が不可欠であるが、近年、民間の
技術開発・研究者の自由な活動が難しくなっている感がある。
公的
エネルギー エネルギー分野における新興領域や融合領域は少ないが、ヒューマンサポートシステム関係のエネルギー分野に対する研究に注目
している。これを発展させるためには従来発想とは異なる着眼点が必要。
公的
エネルギー 原子力エネルギーの発電以外の分野での利用。 企業
エネルギー エネルギー貯蔵技術。クリーンエネルギー技術。 企業
エネルギー 広い意味でのエネルギー変換素子(太陽電池や熱電変換素子）。これらは狭義の意味での技術革新も進捗するが、地球温暖化対策
ニーズ等のニーズ側の要求の高度化・変化にも対応しつつ、ダイナミックに変わってゆく事が想定される。
企業
エネルギー 燃料電池。パワーデバイス。水の浄化システム。 企業
エネルギー エネルギー分野においては、地球温暖化問題とのかかわりから、需要面と供給面でのCO2排出削減が統合する形で寄与可能な研
究の融合が求められている。
企業
エネルギー 高速・低損失パワーデバイス技術。低損失・ハイパワースイッチング回路構成及び実装技術。自然エネルギー等有効利用のための
マイクログリッド技術。
企業
エネルギー 石油枯渇化を踏まえ、石油代替エネルギー（GTL等）、バイオマス利用技術は今後、極めて重要になると考える。これらは、将来は自
動車燃料というよりも、石油化学用の代替原料として利用されるのではなかろうか？
地道に研究を進めていかなければならない。難しい研究なので、国のサポートも必要と考える。
企業
エネルギー 地球温暖化防止、環境負荷低減、省エネルギーといった技術。 企業
エネルギー 廃棄物からのエネルギー回収。システム作り。コストが見合わず進まない。 企業
エネルギー 自然冷媒ヒートポンプ技術。ホームネットワークを活用したエネルギーマネジメントシステム技術。
上記分野を研究している大学や公的研究機関の少なさ（国内）と、そのための研究者・技術者の不足。
企業
エネルギー 地熱開発。国家的資金の配分。 企業
エネルギー 住宅分野や建築分野における排熱利用。地中熱といった未利用エネルギーの住宅、建築分野での利用促進。発展上の問題は、政
策の欠如。
企業
エネルギー 放射線利用(医療など）への発展。 企業
エネルギー 新エネ(風力、バイオマス、太陽光)利用の拡大。EUなどでは利用拡大のために国策的手段を講じており、これが研究や事業化を促
進しているが、わが国においては、国プロなどで研究しているが事業化促進につながっていない。
企業
エネルギー 未利用バイオマスの有効利用技術開発。特にエネルギー、ポリマー原料等への変換技術。 その他
エネルギー 新興領域ではないが、軽水炉を始め、原子力発電所の熱効率の大幅向上方策の検討が重要と考えている。 その他
エネルギー 地球環境問題対応のためのCO2排出削減および省エネルギー技術。 その他
エネルギー 原子力業界はたて割りの意識が強く、領域間や業務間の交流が進んでいない。安全規制や、研究計画策定といった、ある意味形而
上の領域と、発電事業等の現場の形而下の意識のすり合わせが必要と考える。また、これまで提案されてはいるものの、社会的な
安心感を醸成するための工学－社会学の融合が進んでいない。
その他
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ものづくり ナノテクノロジー・材料技術分野。 大学
ものづくり 今後、加工の分野ではレーザー加工が重要になってくるものと考えられる。ところが、日本の大学でレーザー加工に力を入れている
所は少なく、設備も貧弱である。
大学
ものづくり プラズマ工学・レーザー工学をものづくり分野、とりわけ、溶接・接合技術分野に展開していくことが必要と考える。筆者はこの融合領
域を「エネルギー加工学」と呼んでいる。欧米などの先進国では、基礎研究者との融合がはかられており、大学での学問体系の構
築・学生への教授、産業界でのニーズ把握とそのフィードバックなど、技術・学問と人材教育の展開が有効に機能している。
大学
ものづくり 非溶融粒子の衝突積層による膜形成プロセス。 大学
ものづくり ソフトウエアエンジニアリング。RTミドルウエア。製造業分野ではアドホック知識で業務をこなしており，体系化するためのソフトウエア
科学に基づく方法論の導入が必要。
大学
ものづくり 感性工学。 大学
ものづくり バイオ研究とＭＥＭＳ技術の融合。ただし、お互いの分野の状況を知らなさすぎるのが問題。MEMS研究者はバイオ分野の本当の
ニーズが分からないし、バイオ研究者はどちらかと言えば研究ツールに関しては保守的である。
大学
ものづくり 数値シミュレーションや制御技術の技術者との協力。 大学
ものづくり ナノ結晶金属、ナノポーラス材料などのtrueナノ材料。リサイクルと高付加価値化が同時に得られる“アップグレードリサイクル”。実
験と計算科学が融合した“シナジーサイエンス”。元素戦略に基づいた材料開発。
大学
ものづくり 元素戦略に基づくユビキタス元素を利用した材料開発が重要となる。そのためにはこれまで利用した元素の機能の解明が必要と考
えられる。
大学
ものづくり 細分化され、分業化され、効率を求める研究開発に対し、総合化する技術が失われつつある。それに対する一般的方法論・応用論
が不可欠である。こうした技術は、現在の40才台後半以上の研究者・技術者が最後の年代になっていると考えられる。従ってこの分
野の研究はこの10年が最後のチャンスとなる。
大学
ものづくり ミクロ領域の精密加工技術。技術・技能の伝承。環境対応型生産システムの構築。 大学
ものづくり 医療・バイオ関連分野との融合領域、検査技術・情報処理等。防災関連分野との融合領域。 大学
ものづくり 医工学分野、環境・工学分野。 大学
ものづくり 環境・エネルギーを重視した研究。 大学
ものづくり 基礎研究：物理・化学の原理に基づく新しいプロセスの開発。応用研究：MEMS、ナノ／マイクロ／微細加工技術。 大学
ものづくり マイクロ、ナノ加工、3次元ナノ精度機械加工。 大学
ものづくり レーザー光線を用いたものづくりは、レーザー加工と呼ばれているが、光の性質は多面的であり、多くの可能性を秘めている。加工
技術の発展には、物理、化学との協力が必要。
大学
ものづくり 医療工学。医理工連携と規制緩和。 大学
ものづくり ナノバイオテクノロジー、MicroTAS、MEMS/NEMS。 大学
ものづくり 医療、福祉等の分野における医工連携。医学、工学間の共同研究を支援する体制が不充分。今後整備する必要がある。 大学
ものづくり 感性工学。情報技術ともの造り技術のさらなる融合。 大学
ものづくり 設計工学と経営工学を融合し、情報技術によって製品開発を支援する技術。 大学
ものづくり 物作りのキーワードの中に企業、工場のマネジメント、運用の効率化という視点が弱いように感じられる。従来のように企業内に焦点
を絞るだけではなく、サプライチェーンといった企業間の視点の重要性が高まり、学際的研究が重要となっている。このような領域の
支援を考える必要がある。今後、環境問題との関連からも重要性は高まると考えている。
大学
ものづくり ものづくり分野における高度シミュレーション技術（可視化技術）。ものづくり分野における知的作業の支援技術（AI技術）。ものづくり
分野における知識マネジメント（データベース、データマイニング）。
大学
ものづくり 生命医工学領域　問題点:博士課程進学者の増強。研究者養成をもう少し真剣に考えてもらいたい。 大学
ものづくり ①光と物質を組み合わせたホトニクスディバイス。②水素エネルギー創出と活用。③水の科学発展。 大学
ものづくり 電子、光機能性高分子材料。 大学
ものづくり 新しい領域や融合領域に競争的資金がまわりにくい。審査に関する制度上の工夫、審査員の養成などの対策が必要ではないか。 大学
ものづくり 基礎から実践までを若手に教育できる仕組み。 大学
ものづくり 専門とするMEMS分野では、Bio MEMS、RF MEMS、Power MEMS等が融合領域。MEMS技術者からだけのアプローチでは成功しな
い。
大学
ものづくり ①医療福祉工学。　②ロボティクス工学。 大学
ものづくり 生体イメージング。実用化を求めすぎている点。基礎的な研究にも支援が必要。 大学
ものづくり 成形加工のシミュレーション。材料特性評価のための試験法の開発。結晶塑性解析による材料の特性評価。 大学
ものづくり ナノ加工業・機構と加工表面のサーフィスインテグリティの評価。 大学
ものづくり ものづくりの基本要素の一つである「アクチュエータ」の研究が文科省の「次世代アクチュエータ」研究により大きく進展し、見るべき成
果も挙がっている。2008年度が最終年度であり、大きな予算を投入して一気に研究成果を実用に結びつける必要がある。
公的
ものづくり 注目：マイクロリアクター、自己集積型機能分子。 公的
ものづくり CO2排出量を減らすことのできるものづくり技術。 公的
ものづくり 放射光の産業利用、製品開発につながる育成が必要。 公的
ものづくり 高い選択性、高感度な化学センサあるいはマイクロ分析システム。適切なニーズの把握と強力なアプリケーションの創出が課題。ア
プリケーションの創出には、例えば先進的な環境法規制であったり、柔軟な健康・医療行政などが不可欠。
企業
ものづくり 環境分野、エネルギー分野とモノづくり技術の融合が重要であり、「3R、省エネ」に関する生産技術の注目している。 企業
ものづくり ライフサイエンス分野は、半導体分野と比べると技術の安全性（ex.人体に対する)が求められる。ドラッグデリバリー技術は未だ新し
いが真に安全で効果的技術の開発が重要。
企業
ものづくり 機械システムとそれらを組み込みのマイコンにより制御するシステム制御技術。また、機械システムの動力源（とくにワイヤレス）とな
るバッテリ技術と融合した駆動・回生システム技術など。
企業
ものづくり 物理、化学、生物の境界を成すナノ領域の基礎研究。 企業
ものづくり ＩＴ技術による生産システム改革。 企業
ものづくり エネルギーを使わない精製技術。 企業
ものづくり 基盤技術学問領域のおとろえの方が気になる。高度化したＩＴと実際の物を作り上げる技術の融合の重要性は変化なし。 企業
ものづくり ものづくりへ貢献する先端解析技術。知覚(視覚)など人間工学、脳内メカニズム、IT技術、バイオライフサイエンスとビーム利用解析
技術、スペクトル解析技術などとの融合。
企業
ものづくり 重要で注目しているものは、地球温暖化防止に向けた省エネ技術全般と太陽光、風力発電等のクリーンエネルギーの研究・開発。
仕事上、船舶の省エネ化については、特に注力している。
企業
ものづくり 医工連携による生体適合材料、診断機器、治療・手術機器・システムなどの革新。 企業
ものづくり 医学と材料の融合。ロボット（マイクロマシン）と材料。 企業
ものづくり ものづくりの基礎技術は、古くからの技能にかためられたローテク技術がある。これに先端技術が加わり、新しい産業が生れて来た。
技能の継承よりも、抵抗する技能は断絶を実行するため、設計の見直しが必要。精度設計（??設計）をローテク全面に仕掛ける時期
に来た。
その他
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社会基盤 地域環境問題（温暖化等）と災害に関する因果関係に関する研究及びその応用的研究。 無回答
社会基盤 地理情報システム（GIS）に関する領域。
・研究者、技術者の認識が弱い。使う技術。（リテラシー不足）
・欧米との遅れ。技術習得の場がない。
大学
社会基盤 不飽和土、不飽和地盤の力学特性を解明するための試験法、調査法、および、試験や調査によって得られたデータの解釈に関する
領域。植生蒸散効果、根茎の影響を明らかにするためには生物系分野との連携が必要である。
大学
社会基盤 エネルギー分野にもリストアップされているが、放射性廃棄物に関する地層処分技術は統合力が必要で、各分野の融合領域の典型
である。社会基盤分野も大いに貢献できる。
大学
社会基盤 緊急地震速報などの、リアルタイムの災害情報分野。問題点：①技術、精度が未熟なまま、気象庁が実用化に踏み切ったこと。②多
彩な技術の発展と深化を阻止して主導力を握ろうとする政治力が介入しそうな状況を感じること。
大学
社会基盤 救助用ロボット、災害情報収集用ロボット。災害対応用ロボット。・継続的なファンディングの不足。・積極的な活用体制。 大学
社会基盤 リスクコミュニケーション。 大学
社会基盤 物流分野の総合研究。産学官連携の強化を円滑に進めることが大きな課題。 大学
社会基盤 人口減少の中で大都市の発達が進み、その内部が分権化してくる。そうした状況の中での社会基盤の再配置や新しい基盤づくりの
あり方を考える必要。
大学
社会基盤 従来学際領域に落ちてきた「地すべり学」の領域。学際領域にあるため、研究者が様々な既存分野に分散しているため、重要研究領
域として認知されず、総合的な発展が阻害されている。
大学
社会基盤 構造物が破壊する限界状態を、実際の環境下で論じ得る理論体系の確立。 大学
社会基盤 社会基盤施設の長寿命化を目指した診断技術、寿命改善方法。戦略ではなく、まず要素技術。 大学
社会基盤 流体・構造連成問題。 大学
社会基盤 信頼性工学。力学系理論(カオスetc.・・・）。 大学
社会基盤 海洋の科学的・工学的・社会科学的統合研究。 大学
社会基盤 社会基盤を有効に利活用するためのＩＴの導入。特にハンディキャップ地域、そしてそれを利活用する人の情報技術リテラシーの向
上。
大学
社会基盤 社会安全学。実績があまりないので、評価が低い。評価者が自分の専門分野以外の評価ができないので、無茶苦茶な評価を主観
的に下している。評価方法を変えないと新しい分野は育たない。
大学
社会基盤 強震動予測研究の高度化と技術の高度化。耐震技術や耐震基準への反映。 大学
社会基盤 情報認知と避難行動。 大学
社会基盤 リモートセンシングによる火災監視技術は、これからの防災分野において中心となって行くであろう。ただ、この分野の研究者は必ず
しも多くなく、大学における人材教育も進んでいない。これは、利用できる人工衛星がなかったことが大きく影響しており、国の主導に
よりALOSの後継ミッションの推進が不可欠である。
大学
社会基盤 都市基盤分野での空間情報技術の利用。都市基盤分野からのこの融合領域への人材供給が少ない点が問題である。また、情報分
野からの空間情報への関心が低いことも問題である。
大学
社会基盤 交通・輸送安全新技術の実用化を促進することが重要。材料、計測技術の融合がキーと考える。 大学
社会基盤 工学部入学者の入試成績は学部間で最低に近づいている。技術を担うことの重要性を国として認識する必要がある。 大学
社会基盤 社会資本施設の維持管理技術。特に斜面などの地盤構造物の維持管理技術。先端技術の導入に関して、屋外での使用に耐えられ
る技術開発。
大学
社会基盤 新領域をつくるためスクラップ＆ビルドをおこない基礎研究を低くみる傾向やめる。 大学
社会基盤 流砂系の環境問題。 大学
社会基盤 本分野におけるハードの領域は縮小しつつある。ソフトの領域が増えているが、目標が明確でなく、机上の空論も多い。 大学
社会基盤 実システムと仮想システムとの統合化プロセスをベースとする新しい研究の方法論。 大学
社会基盤 リスクマネジメント。防災と環境の調和技術（異分野としての土木技術と理学技術の融合）。 公的
社会基盤 安全運航・交通輸送システム技術。問題点としては、従来の規制をいかに緩和させるか。 公的
社会基盤 信号処理技術のセンシング技術への適用と、その現場技術への応用。 公的
社会基盤 MEMS等、新技術によるセンシング技術の向上。 公的
社会基盤 いわゆるアセットマネジメントと言われる分野において社会基盤工学や金融工学、経済界との融合。 公的
社会基盤 ジオマチックス技術を用いた国土管理技術。共通データセットの構築とその利用環境の整備。 公的
社会基盤 日本は排他的経済水域の体積が世界第4位であり、この広大な空間を管理するための水中GPS網の研究開発。 公的
社会基盤 地球環境問題を解決するための一方策として、交通・輸送分野のエネルギー転換としての電気自動車が有望視されてきており、今
後電力インフラとの融合による新たな可能性拡大が期待できる。
企業
社会基盤 計測の新技術（レーザー、センサー、リモコン等）と現地変動。問題はアメリカだよりで日本独自の技術開発がほとんど進まない。 企業
社会基盤 IRT：ITとRoboticsの融合。
防災リスクマネジメント：災害リスク評価に基づく社会基盤施設の高度化、及び社会合意形成技術。
企業
社会基盤 ロボット技術の進歩により生活環境（介護）改善。国、行政の支援（技術、資金、人材）。 企業
社会基盤 社会資本の劣化対策あるいは長寿命化は、もはや喫緊の課題である。劣化予測・安全性評価・維持・補修補強技術を総合的・系統
的に構築する必要がある。国の重要な施策として明確な指針を示すとともに、国民が必要な社会コストを認識する必要がある。
企業
社会基盤 大規模な地震に伴う地盤変動機構の解明と予測に関する総合的な研究。＊共同研究システムが未確立。 企業
社会基盤 最近の研究プロジェクトの傾向をみると、防災に関するプロジェクトでは、ソフト的な課題が採用される傾向がある。基本となるハード
的な課題とのバランスが必要。
企業
社会基盤 防災分野における科学技術分野と社会工学的分野の両方の協力。省庁間の協力、大学の学問の柔軟性。 企業
社会基盤 災害史や災害心理などとの連携が重要と思うが、融合領域での成果をきちんと評価するシステムがないと（人材の登用を含め）消え
てしまう。
企業
社会基盤 大学教授の高齢化。 企業
社会基盤 ロボット、システム統合・ネットワーク技術。 企業
社会基盤 テロ防止に向けての監視技術、システムの拡充が必要。 企業
社会基盤 低炭素都市づくりのための都市計画技術+エネルギー技術・システム+環境技術の融合分野。 企業
社会基盤 都市内、都市間交通としての浮上式鉄道。直流電気鉄道における省エネルギー技術。 企業
社会基盤 ユビキタスな情報基盤形式とその高度利用に関する研究が求められる。等しく国土の保全・管理においては、いつでもどこでも国土
のダイナミックな変動が理解できる仕組みが必要となり、これは情報通信技術なしにはありえない。
企業
社会基盤 高度に統制された安全な人・物移送システムの開発。不慮の事故死が死因の５位であり、毎年７～8000人の若年層を含む死者を出
す交通システムを安全なシステムに移行することは世界に先んずべき事柄である。
その他
社会基盤 航空宇宙領域における材料技術。研究から開発そして実運用状態における各種Dataの取得。その基礎研究へのFeed Back。これら
一連の活動をManagementする事が重要と考える。
その他
社会基盤 原子力災害への総合的対応。 その他
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フロンティア 社会システム、技術システムの複雑化、大規模化に対応するために必須の巨視的、大局的立場に立って情報を収集・分析・判断し、
的確な行動に移せる人材を育成すること。そのためには、戦略的なシステムエンジニアリングが不可欠。（欧米の動向に注目したい）
大学
フロンティア 深部地下利用および深部地下環境評価・保全。極域の生物遺伝資源探査および極域ゲノム科学。 大学
フロンティア 地球温暖化問題は政治と科学の間の距離を縮めた。しかし、科学最前線の議論が政治とつながらず、異常な事態となっている。科
学と政治の間にマスコミがあり、その役割が20世紀までと大きく変化している。良質なマスコミを作り、この問題にどう対処するか、学
会のあり方と新たな組織作りの必要性を実感している。
大学
フロンティア モホールを推進し、実施する統合的サイエンス。 大学
フロンティア 中心となる学会が硬化しつつあり、問題である。特に国指導型の研究体制が新規参入を阻む要素となっている。 大学
フロンティア 地球環境エネルギー問題の解決を目指す研究。化学を中心とした融合領域が重要である。 大学
フロンティア 宇宙航行要素技術の開発。但し、世界一となる要素技術で全分野に関連している。実際のミッションは米国主導でかまわない。日本
でこれをカバーするための資金源があれば、要素技術開発に向けた方が戦略上もよい。
大学
フロンティア 炭素繊維複合材の進展は目ざましく、この分野での予算措置を急ぐ必要がある。特に応用研究において革新的な製品を創り出す可
能性が高い。
大学
フロンティア 文理融合による統合的海洋研究。 大学
フロンティア MVをやめてGX開発を行ったのは失敗であった。MTVは不要である。 大学
フロンティア 海洋全体の理解にエンジニアリングを多用し、国にメリットをもたらす資源、エネルギーなどの探査を、国をあげて行うべき。
造船学のような古い学問がなくなることは、基礎に問題が出ることになる。
大学
フロンティア はやぶさ、かぐやに続く、惑星探査の分野。
問題：現在の大学間競争をあおる種々の新制度では、新しい領域（特に惑星探査のように成果があがるまでに時間がかかる領域）
が大学には育ち難い。
大学
フロンティア 有人宇宙活動。有人宇宙活動に関する大方針が必要？ 大学
フロンティア インターネットに代表される通信技術と地球計測技術の融合。 大学
フロンティア 新興領域を作り出し発展させる上で既成の学会の縄張り競いや文科省の科研費の分野の枠による拘束は障害になる。 大学
フロンティア 浮体式風車による洋上風力発電、黒潮による海流発電など海洋の再生可能エネルギーの実用化、商業化。 大学
フロンティア 宇宙環境利用、とくに地球温暖化、社会の安全確保とを融合させた境界領域の積極的推進が望まれる。 大学
フロンティア 干渉SAR、偏波SAT（SAR:合成開口レーダー）　現在運用中の衛星「だいち」の後継機を時間的に切れ目なく打ち上げる必要がある。
災害監視には同型衛星の複数運用が基本。また、航空機搭載SARの後継も必要。
大学
フロンティア 失敗学:何故失敗したかを分析し、教訓を導き、今後失敗を繰り返さないようにする。　失敗を絶対に許さない国民性、マスコミが失敗
を隠す風土を生み、失敗から教訓を導いて成功につなげる道を阻んでいる。
公的
フロンティア 工学系と理学系の融合並びに理工学系と人文系の融合。 公的
フロンティア 惑星科学といった基礎的側面と地球観測という応用実用的側面とのマッチングは重要性を増しつつあると考える。 公的
フロンティア 従来、気象の研究は物理学の領域と考えられてきたが、計算機の発達により、数値流体力学が適用できるようになり、観測装置につ
いても新しいものが開発され、電気、電子工学も関連してきている。この分野は、国民生活に密接に関係しているために、国が強力
に進めるべき課題であると考えるが、現時点では、国に動きがない。
公的
フロンティア H01の輸送系は旧来技術の延長であり、イノベーションや新領域創成には直接結びつかない。むしろ重要なのは、輸送されるペイ
ロード。特に、月・惑星探査機及びそれを目的地に運ぶ「深宇宙動力航行」を行う「軌道間輸送系」の技術の発展である。それこそが
真の「フロンティア」である。これらを「発展させる上での問題」は、従来型ロケットの漫然とした開発がフロンティア研究だと評価される
こと自体にある。まだないものを創り、新しい地平や可能性を拡くことがフロンティアへ挑むことではないのか？
公的
フロンティア 地上・衛星が連携した総合的な情報インフラ技術。産官学の役割分担の明確化が重要（国はリスクを負担すべき）。 公的
フロンティア 政府（あるいは政策）におけるフロンティア（宇宙）の扱いが低い。 公的
フロンティア 生命科学と地球ダイナミクスの融合→基礎科学としての地球の理解を促進させる。 公的
フロンティア 宇宙環境利用分野。無重力実験の機会が余りにも少ないことが問題。 公的
フロンティア 地球内部及び宇宙－生命圏総合研究開発への挑戦。 公的
フロンティア ＥＥＺ・大陸棚の資源や機能を利活用する産業の振興、またそのための人材育成。 公的
フロンティア 海洋データの利用分野の開発に注目している。行き過ぎた成果主義と、それに安易に応える、レベルの低い研究成果を出すことが
問題である。
公的
フロンティア 宇宙農業、等、宇宙への人類社会拡大のための領域。 公的
フロンティア 微生物の産業応用、特に分子細胞学レベル。また、そのために探査を促進して新発見微生物をより多くすること（特許微生物は生産
工場）。共通利用データ・センター的なものが不充分。
公的
フロンティア 老人サポートビジネス。 公的
フロンティア 原子力に代わる新しいエネルギー。全く新しい形態の輸送機。惑星探査機、有人探査機。 公的
フロンティア 耐熱複合材の利用分野を拡張することが大事。応用の分野からの寄与が少ないので、進歩が遅い。 公的
フロンティア 小型で高機能な衛星システムの標準アーキテクチャの確立。標準化のメリットがでるには、ある程度の衛星の数が必要。官需にて一
定数の衛星需要がコンスタントに見込めると、このような技術開発が進み、欧米に伍していけるようになる。
企業
フロンティア 海洋を積極的に活用するために必要な領域を統合した総合的な領域が必要。東大の海洋アライアンス機構も新しい試みである。 企業
フロンティア バイオ、環境、海洋。 企業
フロンティア 小型商用衛星が発展しつつあるが、その用途の中で観測衛星、災害監視衛生の分野で、地球物理や気象分野の専門領域との融合
が重要。
企業
フロンティア JOGMECとJAMSTECの共同開発、人材交流を早期に進めるべき。既得の知識・技術は双互に開示して次の段階や新規の取組に活
かすこと。軍事情報への発展や逆に軍事技術からの転用は障害となる。
企業
フロンティア 宇宙基本法制定に向けて議論されている宇宙分野における国の役割、及び安全保障における宇宙分野の役割等「日本は何のため
に宇宙開発を行うのか」早急に見直し、再定義すべきである。
企業
フロンティア 宇宙建築：有人宇宙活動を支える宇宙ステーションや将来の月・火星基地、宇宙旅行の自由度を拡げる宇宙ホテルといった宇宙構
造物の設計・建設・運用・解体に、単なる工学としてではなく、“建築”という発想・手法からアプローチすることは、宇宙のみならずあら
ゆる極限環境における人間活動の生産性・創造性・多様性を高めることに貢献する。
企業
フロンティア 海洋バイオ（深海だけでなく浅海も）。構造物の設計・建造・据付&長期運用エンジニアリング。 その他
フロンティア 日本独自の衛星測位システム。 その他
フロンティア E.エネルギー：環境問題を含め、原子力発電の安全性に関する研究、およびその安全性を国民に説明する研究が必要であると思 その他
フロンティア 極めて将来に実現する可能性のあるシステム（太陽発電衛星、宇宙エレベーター、宇宙旅行）の基礎研究と、それが実現した際の社
会的インパクトの定量化。
その他
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（指数値）　灰色は0.3ポイント以上の変化を示した
＊項目ごとの回答割合を順位（1位、2位、3位で3点、2点、1点）で重みづけをし、全項目の合計点数を１０点満点として示した
2006 2007 2006 2007 2006 2007 2006 2007 2006 2007 2006 2007 2006 2007 2006 2007
1政府プロ 3.9 3.3 4.5 4.6 4.6 4.3 3.1 2.9 4.7 4.3 3.2 3.5 5.1 5.0 6.0 5.8
2各省公募型 3.2 3.3 3.6 3.7 3.7 3.4 3.5 3.2 4.3 3.9 3.8 3.9 3.2 3.3 2.9 2.6
3自由発想 7.2 7.3 6.4 6.2 5.7 5.8 7.0 7.3 5.4 5.9 6.0 5.7 5.9 5.7 5.3 5.6
4基盤経費 4.2 4.5 3.2 3.4 4.8 5.1 4.8 4.9 3.9 4.3 4.7 4.7 4.5 4.5 4.1 4.5
5民間資金 1.5 1.6 2.3 2.2 1.3 1.4 1.7 1.6 1.7 1.6 2.4 2.2 1.3 1.5 1.7 1.5
（1位の回答割合%）　灰色は3ポイント以上の変化を示した
＊項目ごとの1位に選ばれた回答割合(%)を示した
2006 2007 2006 2007 2006 2007 2006 2007 2006 2007 2006 2007 2006 2007 2006 2007
回答数 104 104 99 96 114 105 111 109 110 107 101 98 111 107 86 84
(%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%)
1政府プロ 24.0 17.3 22.2 27.1 28.1 28.6 17.1 14.7 31.8 27.1 20.8 20.4 39.6 35.5 45.3 44.0
2各省公募型 5.8 7.7 12.1 9.4 10.5 7.6 10.8 7.3 13.6 10.3 16.8 16.3 2.7 2.8 3.5 2.4
3自由発想 48.1 46.2 42.4 40.6 36.0 37.1 42.3 47.7 30.9 34.6 25.7 25.5 29.7 30.8 22.1 22.6
4基盤経費 18.3 23.1 14.1 14.6 22.8 24.8 27.9 29.4 19.1 24.3 26.7 29.6 26.1 29.0 23.3 27.4
5民間資金 3.8 5.8 9.1 8.3 2.6 1.9 1.8 0.9 4.5 3.7 9.9 8.2 1.8 1.9 5.8 3.6
フロンティア
エネルギー ものづくり 社会基盤 フロンティア
問１３．我が国の大学や公的研究機関において、本分野を発展させ、世界トップレベルの成果を生み出すため
には、現在、どの研究開発資金を拡充する必要がありますか（3位まで選択）
ナノ材料ライフ 情報 環境
ライフ 情報 環境
5.民間からの研究資金
ナノ材料
1.政府主導の国家プロジェクト資金（非公募型研究資金）
2.各省などによる公募型研究費
3.研究者の自由な発想による公募型研究費（科研費など）
4.基盤的経費による研究資金（運営費交付金など）
エネルギー ものづくり 社会基盤
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（回答変更理由）
分野 自由記述 所属
1位 2位 3位 1位 2位 3位
ライフ 重要な研究テーマについて研究費を出すのは良いが、研究成果の評価がどうも甘いような気がする。公募型研究と科研による
基礎研究のバランスが大切。
3 2 1 2 3 1 大学
ライフ 若手による新しい発想の研究を発展させるためには、3の公募型研究費の充実が必要である。 1 3 2 3 2 1 大学
ライフ 民間からの資金は日本の税制度では出しにくい状況ではないか。研究などに対する寄付には、税金を付加するべきではないと
思われる。（日本企業が海外の研究に多額の寄付をするのは税金の事もあるのでは）
5 3 1 5 1 3 大学
ライフ 2.各省に分散せず、1の部分に統合して、大きなプロジェクトをめざす。 1 2 3 1 3 5 大学
ライフ 世界トップレベルの成果を生み出すためには、自由な発想による幅広い研究活動を行う研究環境を作る事が重要であると考え 1 3 4 1 4 3 大学
ライフ 1、2は、企画、審査、評価システムが未熟なため、無駄が多い。 3 4 1 3 4 0 大学
ライフ 基盤的資金や、小額であっても研究者の自由な発想を生かす資金の不足がはなはだしく、このままでは、日本の研究の基盤が
崩壊し、一つの大型プロジェクトが終わった後に育てるべき次の芽のはえる余地すらなくなりつつある。
1 4 2 3 4 1 大学
ライフ Top down型の研究費は限られた研究者に集中しており、bottom up型の研究費を大幅に拡大し、裾野を広く、充実させることが
重要。民間からの寄付金が増えるように、税制度から改革しなければ欧米とは勝負にならない。
3 2 4 3 4 5 大学
ライフ 1.ターゲットを絞った形では必要。4.すそ野が広くなければトップレベルも生まれない。2については、文科省以外の研究費は透
明性etcの点で問題が大きい。
3 2 1 3 1 4 大学
ライフ 2の各省からの公募研究費には、研究内容の制限（方向性）がつき過ぎている。3（科研費）の中でも大型のものをより充実さ
せ、自由度を高めた方が良い。
2 3 1 3 2 1 大学
ライフ 国家プロジェクトに対する予算配分のシステムが充分に整備されていない。 3 1 4 3 2 4 公的
ライフ 大学において基盤整備ができない状況になっている。また、景気が回復している現在、民間からもっと研究資金がきても良い。 3 4 2 4 3 5 公的
ライフ 現在は、コストパフォーマンスばかりが叫ばれ、自由な発想を具体化する研究費が不足している。科研費の採択率をせめて
30％にする事が第一ではないか。
0 0 0 3 4 1 公的
ライフ できる限り自由度が高く、（テーマ、使い方、成功後も）かつ、期限内の成果が求められる性質のもの。このプレッシャーの中から
こそ創造性が開発されるから。
3 4 5 3 5 4 企業
ライフ 最近の基盤的経費の減少は問題と捕らえている。 3 2 5 3 4 1 企業
情報 運営交付金が減少する傾向にあり、危機感を覚える。国として最低やらなければならないものがあると考える。 2 3 4 4 2 3 大学
情報 成果をあげるためには、強力な研究マネージメント体制が必要である。 0 0 0 1 5 3 大学
情報 民間では基礎研究を大学にシフトしつつあり、このためには民間資金の増額が必要である。 1 2 3 1 2 5 大学
情報 特定領域に資金が集中し、「流行」によって研究テーマが決まる危険がある。3により息の長い基盤研究にも資金を配分すること
が必要だと思う。
5 2 1 5 2 3 大学
情報 公募やプロジェクトはあまりにも一過性に片寄っている。基盤的経費による研究開発の連続性の中からシーズが生まれると考
えている。
2 3 1 4 2 3 大学
情報 本当に公募とすること。公募という名の指名ではなく。 2 3 5 2 3 5 大学
情報 爆発的な普及の拡大には、個別公募では、むずかしくなってきていると思われる。 2 3 1 1 4 2 大学
情報 名目的には高い。 3 1 5 3 5 2 大学
情報 外資導入が研究の質の向上に思ったほど寄与していない。主な理由はその分経常予算が減らされて、むしろ使い勝手が悪く
なっている。
3 5 4 4 3 1 公的
情報 研究者への制約がより少なく、自由な活動がよりやり易くなるのが良い。 3 1 5 3 1 4 企業
情報 (第3位追記）研究者の自立性（独創性）を促す施策の重要性。 4 1 0 4 1 3 企業
情報 公募型研究資金よりも、民間及び政府のトップダウン的研究資金とテーマが必要。 5 0 0 5 1 0 企業
情報 諸外国に比べて政府主導による研究が多いとは思えない。また、長期的なプロセスデザインを政府主導で行うべきと考える。 4 1 3 1 4 3 その他
環境 省庁ベースは旧い枠から出た研究を進めにくい。 2 5 1 5 2 1 大学
環境 運営費交付金の減少は自由なテーマの研究開始に支障をきたす。 5 0 0 4 5 0 大学
環境 やはり、政策的な主導が必要となる。一般的基盤作りには、公募でない交付金が地味な面もあり必要。 3 5 4 1 4 3 大学
環境 「大きな構想」を公募せよ。よい構想を決めたらそれを実現する手段の開発を公募せよ。 1 0 0 1 3 0 大学
環境 環境の研究には、地道な長期観測が必要であるのに、現在の短期的成果主義体制ではそれが不可能になりつつある。 1 2 4 1 4 3 大学
環境 環境分野では、問題解決型の研究も、基礎研究とともに重要である。民間からの研究資金の導入を大々的に進めることは、企
業にとってもメリットのあることが多い。
2 4 3 2 4 5 大学
環境 必要とされるテーマがしぼられているようにも思える。 4 3 2 3 2 4 大学
環境 国家プロジェクト資金の管理使用方法が非常にめんどうになった。 3 1 4 3 4 5 大学
環境 国家プロジェクトの重要性は以前より高まった(特に温暖化分野で）。 2 3 1 2 1 3 公的
環境 基礎経費の不足が著しく、萌芽期の研究を支える財源が不足している。又、競争経費が切れた後、その装置等を機能させる
人、予算が不足し、無駄になる例がある。
3 4 0 4 3 1 公的
環境 トップレベルの成果を生み出すためには、基礎的な研究に研究費を厚く配分する必要がある。結果を求められるプロジェクトば
かりを担当していると基礎体力が無くなる。
2 1 4 4 3 2 公的
環境 長期的な視点からの研究が必要。 1 5 4 1 4 5 公的
環境 環境研究にはもっと民間からの資金を入れる必要がある。公的資金は頭打ちであるし、またグローバルな環境に対しても、工
業、商業活動は責任を持つ必要があると感じ、その重要性は年々増していると思う。尚、これに対しては何らかの政策（税制等）
が必要 あると思う
1 4 3 1 4 3 公的
環境 安定した研究資金のもとで、継続的に研究を進める必要がある。 3 4 2 4 3 2 公的
環境 政府だけだと、研究ボスが固定化している。民間から流動性のあるサブジェクトの流入を期待したい。 3 2 4 3 5 2 その他
ナノ材料 政府主導、公募型では一部の有力な研究者のみにしか資金が集まらない。 4 3 5 4 3 1 大学
ナノ材料 国家プロジェクトも重要であるが、研究者の自由発想による研究がTop levelの成功を生むことが多いと感じているから。 1 3 5 3 1 5 大学
ナノ材料 独法化後の経営方針が個々の教官の研究資金を極端に減少させている。 1 2 0 4 1 2 大学
ナノ材料 ナノテクノロジーに関しては、欧米は、国主導で大規模センターなどをつくって重点的に進めているが、日本ではバラマキ的であ
る。将来の格差につながる可能性がある。中国も重点的にやっている。
4 3 1 1 3 4 大学
ナノ材料 全国には有能な研究者が多くの場所に居る。もっと、よく調べて、研究予算の配分を考えるべき。 3 4 2 3 4 2 大学
ナノ材料 運営費交付金などの基盤的経費を削減し、科研費などの公募型研究費を増やす政策がとられているが、科研費の制約（目的
外研究への使用の禁止）のため、研究途中で通常頻繁に起きる発想による自由な研究ができなくなってきている。制約の少な
い研究費を増やさないと、ほんとうに革新的な研究は出てこない。
3 5 4 4 5 3 大学
ナノ材料 上意下達よりも、一般研究者の自由な発想を重視すべきと考えるため。 1 2 0 2 3 1 大学
ナノ材料 政府主導、民間資金の投入が必要。 3 2 1 1 2 5 大学
ナノ材料 安全・継続的資金基盤が必要とされるため、研究費が集中しすぎている。 4 3 0 3 2 5 大学
ナノ材料 各省主導の大型事業に研究者が群がる傾向にあり自由な発想を妨げていることが懸念される。 4 2 3 4 3 2 大学
ナノ材料 4は重要だが、増加は望むべくもない。 4 3 2 3 2 4 大学
ナノ材料 基盤は経費の減少により、萌芽的研究が育たない可能性が高い。 1 2 3 4 3 2 大学
ナノ材料 従来行われた大型の国家プロジェクト研究をみると、失敗も多く、またそれに伴う発見等が少ないと思う。 4 1 5 3 4 5 大学
ナノ材料 各省などによる公募型研究費の場合、使用方法などに、かなりの制限があるように感じ、自由な発想による研究をおこなうこと
が難しいため。
2 3 4 3 4 2 大学
ナノ材料 3、2、4の順に決定プロセスが明瞭でなくなるので。 4 3 2 3 2 4 公的
ナノ材料 公募研究の採択は目先の目新しさに引きずられがちで、必ずしも持続的な取組みを促さない。真に社会的意義のある技術の実
現には持続的な資金が必要である。
3 4 5 4 3 5 公的
ナノ材料 前回4を2位にしたのは「基盤的経費」を「基礎研究への費用」と読み違えた為。政府主導で基礎材料研究に資金投入すべきと
考え、1を上位においた。
3 4 0 3 1 0 企業
2006 2007
＊0は無回答を意味する
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ナノ材料 大学との連携業務が増加した中、以下を感じました。　1)大学における教育ミッションの重要性。　2)自由な発想の重要性。　3)
重点的資金投入の重要性。
3 5 1 4 3 1 企業
ナノ材料 公募で重要なのは、機密保持と評価者のレベル。手段で選択するのでなく、数々の視点で個性的なテーマも残す等で、資金を
出す提案を選択する。
2 0 0 3 5 0 企業
ナノ材料 政府主導の国家プロジェクトの成果に対する疑問を持ったので順位を下げた。 1 4 3 4 3 1 企業
ナノ材料 ３、２だけではseedsを育てることが可能だが、速い展開には国家的予算をつけて集中的に進めることも必要。 3 2 0 3 2 1 企業
エネルギー 中央の大学や公的研究機関に偏らない公平な研究開発資金の配分が必要。 2 3 1 3 2 1 大学
エネルギー 世界トップレベルを示すには（１）が重要であるが、すそ野を広げなければならないので順位を変えた。しかし、ある程度の分野
提示をして公募等を行わないと、全くバラバラのものとなって成果に結びつかない。
1 2 3 2 5 3 大学
エネルギー 公募形研究費を得るには研究がある程度進展している必要がある。そのための芽となる自由な基礎的研究が必要である。 3 5 1 3 4 5 大学
エネルギー 基礎研究のための運営費交付金が減少しているため。 5 4 3 4 5 3 大学
エネルギー 民間からの研究資金は、民間の目的依存度が大きいということが見えてきた（ただし、公募型は別）。
科研費はプロジェクト型以外は、額が少なく、シーズ的な目的には良いが、良い装置を必要としたりする場合には、トップレベル
にはなりにくいことが多い（良いアイデアであれば違うが）。
1 2 5 1 2 3 大学
エネルギー 大型予算には各省などによる公募型研究費が合致しているため。 4 3 2 2 3 4 大学
エネルギー 成果のすぐ見えない基盤的研究を援助すべきである。 3 1 4 3 4 1 大学
エネルギー 国の政策として、戦略的にスピードを持ってプロジェクトを進めることも重要。公募テーマのみにたよっていては、方向が定まら 2 3 1 1 3 2 大学
エネルギー 基盤的経費が著しく削減されており、継続した研究が難しい状態となっている。特に外部資金は交付が遅く、年度前期の研究遂
行が困難になりつつある。
1 2 3 4 3 1 大学
エネルギー 国家プロジェクト資金はやはり不透明。 4 3 1 4 3 2 大学
エネルギー 国家プロと民間資金との意識差がなくなり、よりテーマに合ったものに行く。 5 1 2 3 2 1 大学
エネルギー 科研費枠におけるエネルギー分野研究は必ずしも容易ではない。（採択されにくい） 2 3 1 2 1 3 公的
エネルギー 非公募型の研究資金では、企画する人々の能力以上の発想は除外されている。全く新しい発想の提案は受け入れられない。 2 1 3 3 2 1 公的
エネルギー ポスト京都に向けた非常に技術的に困難なレベルの環境負荷削減目標の実現のためには、日本の役割が重要であり、政府主
導で推進する必要があるため。
2 5 1 1 2 5 企業
エネルギー 省庁間の壁が高い。 1 2 3 1 3 2 企業
エネルギー 民間の研究資金はまだ当分増えそうにないと思われる。 1 4 5 1 4 3 企業
エネルギー 最近、大学、国研等の基盤は研究費が弱くなっているように思われる。 3 5 4 3 4 5 企業
エネルギー 現在、国（特に文科省）からの研究資金は、管理のための管理、どうでも良いような細い資料を受託者に提出させ、研究どころ
ではない。その対応で終ってしまうような状況で、受託した研究者の不満が積りつもっている。研究のための資金ではなく予算を
消化するだけの資金となっている。まずそれを改善すべき。
1 3 4 0 0 5 企業
エネルギー 前回も回答しませんでした（できませんでした）が、上記1～5の拡充では現状を変えられないと思います。政府主導ではなく産官
学が対等に話合い真に必要な分野に対して第三者機関的で複数の大学・企業の参加を得た機関に国が投資すべきと考えま
す。（現実に米国は、そのようにしていると思います）
0 0 0 0 0 0 企業
エネルギー ５を２位からはずした。民間は早期の実用化による資金回収の姿勢が強くなっているため、学術的な成果のために資金提供し
にくい状況になっていると考える。
1 5 3 1 3 4 その他
エネルギー 民間が独自に持っている研究ニーズを対象とした研究を支援する仕組も大切では？ 1 2 3 1 2 5 その他
ものづくり 研究を行っていく上で、必要な最低限の研究費ももらえなくなってきている。科研費の制度をさらに充実させてほしい。特に、設
備購入可能となる3000～5000万円クラスの充実を望む。民間からの研究資金は研究をしばることが多く、また多くの時間をとら
れるため、望ましいとは思わない。
3 4 5 4 3 1 大学
ものづくり 国家プロジェクト資金と同様に科研費の一層の増額を希望する。 1 3 5 3 1 5 大学
ものづくり 当該分野、とりわけ、溶接・接合分野は科研領域細目がなくなった分野であり、民間からの研究資金により研究開発が実施され
ているが、対象物が明確であるが故に、従来技術の改良にとどまっており、イノベーションにはほど遠いのが現状である。やは
り、世界トップレベルの成果を生み出すためには、研究者の自由な発想にもとづく開発が必要であり、そのためにも科研領域の
設定が望まれる。
4 3 1 3 4 1 大学
ものづくり 民間での投資余裕と長期への対応が不十分なため，政策に則った基盤技術に関する長期投資が重要である。 1 3 5 1 3 2 大学
ものづくり ものづくり分野のこの資金は、徹底的に不足しており、BNIC等の先端技術に偏重している。 2 5 1 2 5 1 大学
ものづくり 景気の回復により企業からの資金を期待できる。 3 2 1 3 2 5 大学
ものづくり 資金難が原因で、大学ではものづくりに携る研究室が激減している。このままでいくと、十年後の日本の経済活動を支える若い
世代が、激的に不足になる。
2 3 4 3 2 5 大学
ものづくり 基礎的経費は「無駄使い」され易い。競争資金を増やすべきである。しかし、審査基準、評価基準、評価結果が公平でない。 4 3 2 2 1 4 大学
ものづくり 基礎経費よりも、民間からの資金を獲得する努力を研究者は行わなければならない。 2 3 4 2 3 5 大学
ものづくり 科研費を得るのが最近急に難しくなった。大学の研究の基本は科研費である。 3 2 4 4 3 2 大学
ものづくり 全部重要と思うが、近年4の重要性も実感される。要するに、研究・教育への投資の全体レベルを大幅に引き上げる必要がある
のでは。
2 3 5 2 3 5 大学
ものづくり 大型、長期のプロジェクトが不充分。予算のしばりなど改善が進まず、実運用では逆に研究しづらくなっている。 4 5 3 4 1 5 公的
ものづくり 最近は短期的成果を追求する研究開発に重心が移ってしまったが、必ずしも結果が伴ってこない。もう一度基礎分野を見直す
べきであろう。
5 1 3 3 1 5 企業
ものづくり 芽だしは小規模で使いやすい科研費の方が良いと考え出した。 2 3 4 3 2 4 企業
ものづくり 3は、単位が少なすぎる。単価を上げる必要がある。 4 3 1 4 1 2 企業
社会基盤 1はすでに資金が投入されている。 1 3 0 3 2 5 大学
社会基盤 安定した資金の供給が、中長期にわたる研究を継続していくためには不可欠であり、そのための施策が国により進められなけ
ればならないと考える。もちろん、一方で研究者個人の自由な発想に基づく研究は、研究の裾野を拡げたり、新たな分野の開拓
のためには必須であり、両者がバランスよく施されることが肝要と考える。
4 3 2 4 1 3 大学
社会基盤 運営費交付金が減少し、さらにそれが研究費として配分される比率も減少しており、本当に自由な研究が阻害されかねない。競
争的研究費を増せば良いというものではない。
3 4 5 4 3 5 大学
社会基盤 国家プロジェクトとして後押しするという姿勢が必要と思う。 3 2 5 3 1 5 大学
社会基盤 1.は特定の研究機関・研究者に偏って配分される可能性が大であるから。 3 2 1 3 2 5 大学
社会基盤 国家プロジェクト等、各省の研究費で実質的成果が上がっているように思われない。 4 3 1 4 3 5 大学
社会基盤 公募的研究では、組織的な研究を行いにくい。トップレベルの成果を上げる研究のためには、戦略的な研究資金の分配が必 3 4 1 4 1 3 大学
社会基盤 科研費は研究費の上限が低く、採択されても常に減額されるため、プロジェクト推進にむかない。 3 2 5 2 3 5 大学
社会基盤 技術・資金面で民間との連携が必要。 3 4 2 3 4 5 大学
社会基盤 最近、あまりにも基盤的経費が削減されているように感じる。 1 2 5 4 1 2 大学
社会基盤 新発明的なもののみに金がついている。社会基盤整備に関する分野はやっていけない。文科省に限らず、経済省などに期待。
研究分野が消滅すると教育もできなくなることを認識すべき。
1 4 2 4 2 1 大学
社会基盤 公募自身があまり機能していないことがある。 1 5 2 1 5 4 公的
社会基盤 成果を生み出すための良いDS（データセット）を構築する必要があるが、それには恒常的な研究資金が必要。（交付金等の） 1 3 2 1 3 4 公的
社会基盤 民間技術より公的資金が不足。 1 3 5 1 3 4 企業
フロンティア 独法化による運営費交付金の実質的削減は、競争原理といういいわけとともに国立大学法人から知的体力をうばっている。研
究するより、資金獲得のための会議の方の時間が長い。
5 4 1 4 1 5 大学
フロンティア 大学の運営費交付金の減少は将来のシーズとなる基礎研究を削いでいる。この確保は欧米との競争を勝ち取る上で必要であ 3 4 2 4 3 2 大学
フロンティア 4、5の項目の列挙は無意味と思われる。 1 2 3 1 2 3 大学
フロンティア 基盤的経費の削減により、安定した研究環境の維持が困難になってきている。 3 5 2 4 3 5 大学
フロンティア 国家プロは先づまり現象をおこしており、期待できない。 1 3 5 2 3 5 大学
84
フロンティア ３位を４に変えたのは、民間から研究資金は相当難しいと感じるため。 3 2 5 3 2 4 大学
フロンティア プロジェクト資金の不足が研究資金を圧迫。 4 2 1 4 1 0 公的
フロンティア 研究者の発想に基づく研究に予算がつかない。 1 4 1 4 3 2 公的
フロンティア 海洋産業の振興が急務であり、そのためには政府資金の投入が必要であると考えるようになった。 4 3 2 1 4 3 公的
フロンティア 国家プロジェクトだけでなく、宇宙分野にも民間資金投資が流れるトレンドは、特に米国を中心にＩＴマネーを主軸にすすんでい
る。しかし、日本でのトレンドが全く動きだしていない。また、プロジェクト時限だが、その足腰である通信局や運用室、基礎実験
室などの「インフラ」まで予算が回らず、さらに「丸投げ、技術空洞化」傾向にも拍車がかかりつつある。
1 5 3 1 5 4 公的
フロンティア 2位3→5、3位5→3に変更。海洋・宇宙といったフロンティア開発が政府の強力なイニシアティブによって推進されるべきことは、
昨今の国際情勢（特に東シナ海や有人宇宙での中国の動向）から再度強調したい。しかしながら、そうしたトップダウンの開発
が多様なフロンティア利用の可能性を閉ざさないように、民間が研究投資し易い環境も同時に整備していくことが必要と考える。
1 3 5 1 5 3 企業
フロンティア 各省の縦割り行政を排除。 1 2 3 1 4 3 企業
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（0低い⇔10高い）
高
↑
2006
2007
↓
低
（分野ごと）
2006 2007 2006 2007 － 0 +
ライフ 5.8 6.0 105 102 4 80 10 0.15
情報 5.6 5.4 98 94 8 79 1 0.10
環境 5.2 5.5 112 103 3 85 9 0.12
ナノ材料 6.2 6.6 110 108 3 86 12 0.15
エネルギー 5.4 5.6 106 108 4 80 13 0.18
ものづくり 5.0 5.2 97 95 4 79 9 0.14
社会基盤 5.1 5.2 106 104 7 80 8 0.16
フロンティア 5.4 5.4 84 83 5 68 4 0.12
（8分野全体）
2006 2007 2006 2007 － 0 +
大学 5.7 5.8 513 503 25 399 37 0.13
公的研究機関 5.6 5.8 112 104 6 82 9 0.15
民間企業 4.7 4.9 157 153 6 125 15 0.14
主に研究 5.6 5.8 315 253 12 207 16 0.12
*「回答を変更した人数」は、2006年および2007年調査の両方に回答した者のみ
*変化率はプラスおよびマイナスに移動した人数を「回答を変更した人数」の合計で除した数
変化率
回答を変更した人数 変化率
指数
問１４．我が国の第三期科学技術基本計画では、科学技術の戦略的重点化として、基礎研究
の推進と政策課題対応型研究開発の重点化が謳われています。本分野では、現在、政策課題
対応型研究開発資金の選択と集中の度合いはどうですか
回答者数 回答を変更した人数
回答者数指数
ラ
イ
フ
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（回答変更理由）
2006
調査
2007
調査
回答
変化 自由記述 分野 属性
1 4 3 研究内容の縛りが強過ぎるものが多い。 ライフ 大学
2 5 3 公募研究の状況が変化している。しかし、基盤がおろそかにされている感じがある。 環境 公的
3 5 2 BMI（Brain Machine Interface）や活動、社会性など、ニーズが強く打ち出されている。（positiveに評価しているわけで
はない。）
ライフ 無回答
1 3 2 若干予算が増えているように思う。 ライフ 無回答
2 4 2 エネルギー分野に関しては、かなり選択と集中がなされているが、広がり・将来展開への発展性に欠けないよう、配
慮が必要。
エネルギー 大学
3 5 2 集中が過度になりつつあるように思える。20～30年後のたねまきを充実すべきかもしれない。ばらまきであっても。 ナノ材料 大学
3 5 2 過度の集中が目につき始めた。 エネルギー 大学
3 5 2 ある分野に集中されているのが実感できるから。 ライフ 大学
1 3 2 高くなってきている。 ものづくり 大学
3 5 2 研究費の選択と集中がゆきすぎているきらいがある。 ものづくり 大学
2 4 2 NEDOを中心とした新エネルギー事業の展開が進んでいる。 エネルギー 大学
3 5 2 環境負荷低減が急務となってきているため、研究開発の必要性が向上している。 エネルギー 公的
3 5 2 原子力関係や超電導など革新技術へ重点化がはかられるようになってきた。 社会基盤 企業
2 4 2 研究は、個人の能力・才能・アイディアに依存する部分が大きいと思う。 社会基盤 企業
2 4 2 環境対策などを反映して対応したテーマが増えている印象。 ものづくり 企業
2 4 2 省庁間連携の進展及びロードマップの設定。 ナノ材料 企業
3 4 1 選択と集中がはっきりと意識されるようになって来た。 エネルギー 無回答
2 3 1 経産省ロボット系のプロジェクト。 ものづくり 大学
4 5 1 科学への政策の介入の程度が増大していると思う。 エネルギー 大学
3 4 1 重点テーマへの予算配分が進んでいる。 ナノ材料 大学
5 6 1 高すぎて、返って良くないのでは？研究箇所が偏りすぎ。 ナノ材料 大学
3 4 1 第3期科学技術基本計画の実施により高まった。 ナノ材料 大学
4 5 1 最近資金の集中化がおこっている。将来的にはあまりよくないのでは・・・。 ナノ材料 大学
5 6 1 高いのが良いわけではない。片寄りがある。 環境 大学
5 6 1 集中しすぎである。 ナノ材料 大学
4 5 1 政策課題対応の研究費を増額する集中度を上げている。 環境 大学
3 4 1 以前よりその傾向が強まっている。 社会基盤 大学
4 5 1 振興調整費のように明確な目的、目標を持った研究課題が増えている。 社会基盤 大学
4 5 1 確実に集中度が上っている。 ものづくり 大学
3 4 1 高まっているため。 エネルギー 大学
4 5 1 前回より少し高くなってきていると考える。 エネルギー 大学
3 4 1 特定の課題への集中が見られる。 ライフ 公的
3 4 1 選択と集中は高くなっているが、はたして正しい選択か？正しい集中か？ フロンティア 公的
3 4 1 そのようにシフトしてきている。 社会基盤 公的
5 6 1 高すぎて、裾野が危機にある。 ナノ材料 公的
4 5 1 より高くなっている。 環境 公的
2 3 1 戦略重点科学技術への重点配分がなされている。 社会基盤 企業
2 3 1 不充分であるが、方向性が見えるようになった。 ライフ 企業
4 5 1 より高い目的に向かっている。 ナノ材料 企業
3 4 1 3→4。GXロケットの戦略重点科学技術への位置付けにより、安全保障や地球環境問題といった政策課題の解決に
資する宇宙輸送系の開発に国としても注力することが明確となった。
フロンティア 企業
3 4 1 近年、災害の発生が多いため、重点的に研究予算をつける傾向にある。 社会基盤 企業
2 3 1 若干の進歩あり。 環境 その他
2 3 1 軽水炉のより長期運転管理のための予算化が増大している。それでも額としては不足と考える。 エネルギー その他
5 4 -1 過度に集中しているように思える。 ライフ 大学
4 3 -1 減ってきている。 環境 大学
5 4 -1 集中の度合いについて、過度に多様となっているきらいがある。 環境 大学
2 1 -1 政策課題の設定があまりにも近未来（５年程度）であり、中長期の課題に対して、資金の出動がないように見受けら
れる。
ものづくり 大学
4 3 -1 ものづくり、ナノテクで注目される分野ではあるが、特定のところに集中しており一般には低く感じられる。 ものづくり 大学
6 5 -1 引き続き高い水準にあるが、やや緩和されたか。 ものづくり 大学
4 3 -1 当該分野では特に改善されたことが意識できない。 情報 大学
3 2 -1 低いと思います。 社会基盤 大学
4 3 -1 集中すべき所が的を得ていない。 エネルギー 大学
2 1 -1 選択と集中によるテーマ設定がまちがっており、何のためにやっているか根本がおかしい。トップの見解がまちがって
いるからおかしいのであって、本当はトップではないことに本人もまわりも気がついていない。これは悲劇です。
社会基盤 大学
6 5 -1 他の競争的資金が充実してきたため。 フロンティア 公的
3 2 -1 国家として何が重要かという目標があいまいであるため、選択と集中ができない。 フロンティア 公的
2 1 -1 予算削減に加えて、メリハリのない投資となっている。 フロンティア 企業
2 1 -1 科研費などみなと青空研究がまだ多いように思う ものづくり 企業
5 4 -1 そもそも科学技術に関する政策が弱い。企業の技術開発力に頼る所が大きい。また、規制等の発動も、欧米先進国
の後陣をはいしている。
ナノ材料 企業
4 2 -2 省庁間の連携が弱く、国レベルでは有効に機能していない。基礎、応用、商用の各ステップ間での首尾一貫性に乏し
い。
情報 大学
4 2 -2 大学の自由化により優勝劣敗秩序が復活し国の方針が不明確になりつつある。旧帝三大学同六大学以下独法→と
並べられて活力を失いつつあります。
フロンティア 公的
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（指数値）
競争資金 現状/変化 ライフ 情報 環境 ナノ・材料エネルギ もーのづくり 社会基盤 フロンティア
現状 3.5 3.7 3.7 3.8 3.3 4.0 4.2 3.5
変化 6.9 6.8 7.3 7.3 6.8 7.1 7.2 6.7
現状 3.0 2.7 3.0 2.4 2.8 3.0 3.5 3.0
変化 3.2 3.4 3.3 3.6 3.4 3.5 3.7 3.5
現状 2.8 3.3 3.0 2.7 3.1 3.3 3.3 3.3
変化 3.2 2.5 3.1 2.4 3.1 2.6 2.3 2.7
現状 3.0 3.3 3.6 3.0 3.2 3.3 3.7 3.1
変化 6.5 6.4 6.5 6.3 7.1 6.1 6.3 6.1
現状 4.7 5.1 5.0 4.9 4.6 4.7 4.8 4.7
変化 7.7 7.1 7.5 7.3 7.6 7.4 7.2 7.7
現状 3.9 4.3 4.6 4.1 4.2 4.2 4.5 4.0
変化 5.5 5.2 5.5 5.5 5.5 5.4 5.3 5.0
現状 4.3 4.2 4.7 4.8 4.6 4.6 4.2 4.9
変化 6.8 6.0 5.9 6.8 7.7 7.0 6.4 6.9
現状 2.3 2.6 2.8 3.2 3.0 2.9 3.2 2.9
変化 3.3 5.9 4.3 6.3 5.0 3.6 5.0 3.8
現状 4.9 3.8 4.1 4.0 4.0 3.3 4.8 3.7
変化 5.0 5.9 5.7 6.7 6.7 5.6 6.4 5.4
現状 2.9 3.7 3.3 3.0 3.7 2.9 3.7 3.7
変化 5.0 5.0 2.9 6.9 3.3 3.3 4.1 4.6
現状 3.7 4.7 4.5 4.0 4.3 4.0 4.3 4.3
変化 6.0 6.9 5.7 7.2 6.0 5.0 6.7 6.5
振興調整
費
振興調整
費
科研費⑦ポストドクター等の人件費への支出のしやすさ
振興調整
費
振興調整
費
④年度間繰越のしやすさ
⑤交付内定からの期間の
長さ
⑥経費の費目による縛り
⑦ポストドクター等の人
件費への支出のしやすさ
科研費⑥経費の費目による縛り
　B.（制約が多くなった、同じ、制約が少なくなった、分からない）
③特定の研究者への資金の集中度合い
　A.（0問題が非常に多い⇔問題が極めて少ない10）
　B.（繰越しにくくなった、同じ、繰越しやすくなった、分からない）
⑤交付内定（採択）から実際に研究が始められるまでの期間の長さ
科研費④年度間繰越のしやすさ
科研費⑤交付内定からの期間の長さ
　A.（0問題が非常に多い⇔問題が極めて少ない10）
(1)競争的資金全般について
　A.（0問題が非常に多い⇔問題が極めて少ない10）
　B.（統一・共通化が後退した、同じ、統一・共通化が進んだ、分からない）
④年度間繰越のしやすさ
　B.（度合いが大きくなった、同じ、度合いが小さくなった、分からない）
(2)科学研究費補助金または科学技術振興調整費
　A.（0問題が非常に多い⇔問題が極めて少ない10）
①競争的資金全般における研究費の使用ルールの統一・共通化
②異なる競争的資金の合算使用の制約
競争資金
全般
①研究費の使用ルールの
統一・共通化
②異なる競争的資金の合
算使用の制約
　B.（支出しにくくなった、同じ、支出しやすくなった、分からない）
　　＊B.は「分からない」を除いた3段階を0,5,10点として10点満点の指数で示した
③特定の研究者への資金
の集中度合い
　A.（0問題が非常に多い⇔問題が極めて少ない10）
追加調査２．第1回調査（2006年）において、競争的資金の使いやすさに課題が多いという結果が得られました。下記の7項目
について「A.現状の問題の程度」および「B.2001年頃と比べた状況の変化」をお答えください。
項目
競争資金
全般
競争資金
全般
　B.（大きくなった、同じ、小さくなった、分からない）
⑦ポストドクター、大学院生等の人件費への支出のしやすさ
　A.（0問題が非常に多い⇔問題が極めて少ない10）
　A.（0問題が非常に多い⇔問題が極めて少ない10）
　B.（長くなった、同じ、短くなった、分からない）
⑥経費の費目による縛り
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（ライフ）
n=101
n=102
n=102
n=71
n=72
n=72
n=71
n=7
n=7
n=7
n=7
（情報通信）
①使用ルールの統一・共通化 n=87
②合算使用の制約 n=87
③資金の集中度合い n=88
④年度間繰越(科) n=53
⑤研究開始時期(科) n=53
⑥費目による縛り(科) n=53
⑦人件費への支出(科) n=53
④年度間繰越(振) n=13
⑤研究開始時期(振) n=13
⑥費目による縛り(振) n=13
⑦人件費への支出(振) n=11
①使用ルールの統一・共通化
②合算使用の制約
③資金の集中度合い
④年度間繰越(科)
⑤研究開始時期(振)
⑥費目による縛り(振)
⑦人件費への支出(振)
⑤研究開始時期(科)
⑥費目による縛り(科)
⑦人件費への支出(科)
④年度間繰越(振)
①
②③
④(科)
⑤(科)
⑥(科)
⑦(科)
④(振)
⑤(振)⑥(振)
⑦(振)
0
5
10
0 5 10
現状
20
01
年頃
と比
べた
変化
問題が非常に多
い
問題が極めて少な
い
良
悪
①
②
③
④(科)
⑤(科)
⑥(科)
⑦(科)④(振)
⑤(振)
⑥(振)
⑦(振)
0
5
10
0 5 10
現状
20
01
年頃
と比
べた
変化
問題が非常に多い 問題が極めて少ない
良
悪
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（環境）
n=100
n=102
n=102
n=72
n=72
n=72
n=72
n=16
n=16
n=15
n=15
（ナノ材料）
①使用ルールの統一・共通化 n=100
②合算使用の制約 n=102
③資金の集中度合い n=102
④年度間繰越(科) n=70
⑤研究開始時期(科) n=71
⑥費目による縛り(科) n=71
⑦人件費への支出(科) n=71
④年度間繰越(振) n=11
⑤研究開始時期(振) n=11
⑥費目による縛り(振) n=11
⑦人件費への支出(振) n=11
⑤研究開始時期(振)
⑥費目による縛り(振)
⑦人件費への支出(振)
⑤研究開始時期(科)
⑥費目による縛り(科)
⑦人件費への支出(科)
④年度間繰越(振)
①使用ルールの統一・共通化
②合算使用の制約
③資金の集中度合い
④年度間繰越(科)
①
②
③
④(科)
⑤(科)
⑥(科)
⑦(科)
④(振)
⑤(振)
⑥(振)
⑦(振)
0
5
10
0 5 10
現状
20
01
年頃
と比
べた
変化
問題が非常に多い 問題が極めて少ない
良
悪
①
②
③
④(科)
⑤(科)
⑥(科)
⑦(科)
④(振)
⑤(振)
⑥(振)
⑦(振)
0
5
10
0 5 10
現状
20
01
年頃
と比
べた
変化
問題が非常に多い 問題が極めて少な
良
悪
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（エネルギー）
n=91
n=91
n=90
n=52
n=52
n=52
n=52
n=8
n=8
n=8
n=8
（ものづくり）
①使用ルールの統一・共通化 n=81
②合算使用の制約 n=83
③資金の集中度合い n=83
④年度間繰越(科) n=53
⑤研究開始時期(科) n=55
⑥費目による縛り(科) n=55
⑦人件費への支出(科) n=55
④年度間繰越(振) n=9
⑤研究開始時期(振) n=9
⑥費目による縛り(振) n=8
⑦人件費への支出(振) n=8
①使用ルールの統一・共通化
②合算使用の制約
③資金の集中度合い
④年度間繰越(科)
⑤研究開始時期(振)
⑥費目による縛り(振)
⑦人件費への支出(振)
⑤研究開始時期(科)
⑥費目による縛り(科)
⑦人件費への支出(科)
④年度間繰越(振)
①
②
③
④(科)
⑤(科)
⑥(科)
⑦(科)
④(振)
⑤(振)
⑥(振)
⑦(振)
0
5
10
0 5 10
現状
20
01
年頃
と比
べた
変化
問題が非常に多い 問題が極めて少ない
良
悪
①
②
③
④(科)
⑤(科)
⑥(科)
⑦(科)
④(振)
⑤(振)
⑥(振)
⑦(振)
0
5
10
0 5 10
現状
20
01
年頃
と比
べた
変化
問題が非常に多
い
問題が極めて少な
い
良
悪
91
（社会基盤）
n=91
n=91
n=90
n=52
n=52
n=52
n=52
n=8
n=8
n=8
n=8
（フロンティア）
①使用ルールの統一・共通化 n=80
②合算使用の制約 n=80
③資金の集中度合い n=80
④年度間繰越(科) n=50
⑤研究開始時期(科) n=50
⑥費目による縛り(科) n=50
⑦人件費への支出(科) n=50
④年度間繰越(振) n=14
⑤研究開始時期(振) n=14
⑥費目による縛り(振) n=14
⑦人件費への支出(振) n=14
⑤研究開始時期(振)
⑥費目による縛り(振)
⑦人件費への支出(振)
⑤研究開始時期(科)
⑥費目による縛り(科)
⑦人件費への支出(科)
④年度間繰越(振)
①使用ルールの統一・共通化
②合算使用の制約
③資金の集中度合い
④年度間繰越(科)
①
②
③
④(科)
⑤(科)
⑥(科)
⑦(科)
④(振)
⑤(振)
⑥(振)
⑦(振)
0
5
10
0 5 10
現状
20
01
年頃
と比
べた
変化
問題が非常に多
い
問題が極めて少な
い
良
悪
①
②
③
④(科)
⑤(科)
⑥(科)
⑦(科)
④(振)
⑤(振)
⑥(振)
⑦(振)
0
5
10
0 5 10
現状
20
01
年頃
と比
べた
変化
問題が非常に
多い
問題が極めて少
ない
良
悪
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（指数値）　灰色は0.3ポイント以上の変化を示した
＊項目ごとの回答割合を順位（1位、2位、3位で3点、2点、1点）で重みづけをし、全項目の合計点数を１０点満点として示した
2006 2007 2006 2007 2006 2007 2006 2007 2006 2007 2006 2007 2006 2007 2006 2007
1世界最先端 2.5 2.3 4.0 4.0 2.8 2.9 3.4 3.7 4.0 4.4 3.8 3.8 3.6 3.3 5.4 5.5
2大学の大型 6.6 7.0 6.9 6.9 6.7 7.0 6.8 6.8 7.6 7.6 6.6 6.7 7.3 6.9 6.8 7.0
3データベース 3.4 3.5 3.7 4.0 4.1 4.2 2.9 2.7 3.0 3.0 2.8 2.7 3.8 4.2 2.4 2.5
4研究用材料 4.1 4.2 1.0 1.0 1.5 1.5 1.6 1.6 1.0 1.0 1.2 1.3 1.1 0.9 1.0 0.9
5計測機器 2.2 2.1 2.7 2.7 3.3 3.2 4.6 4.9 3.1 3.3 4.4 4.6 3.3 3.3 3.5 3.5
6その他 1.2 0.9 1.8 1.4 1.5 1.3 0.7 0.4 1.4 0.8 1.2 0.9 1.0 1.5 0.9 0.5
（1位の回答割合%）　灰色は3ポイント以上の変化を示した
＊項目ごとの1位に選ばれた回答割合(%)を示した
2006 2007 2006 2007 2006 2007 2006 2007 2006 2007 2006 2007 2006 2007 2006 2007
回答数 106 104 97 92 111 104 109 108 110 104 99 96 106 103 86 80
(%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%)
1世界最先端 7.5 9.6 18.6 17.4 12.6 14.4 8.3 11.1 21.8 22.1 19.2 18.8 20.8 14.6 27.9 30.0
2大学の大型 49.1 52.9 44.3 45.7 49.5 49.0 51.4 50.0 53.6 53.8 43.4 45.8 48.1 48.5 39.5 41.3
3データベース 12.3 8.7 16.5 18.5 13.5 16.3 13.8 12.0 8.2 8.7 10.1 9.4 14.2 17.5 10.5 11.3
4研究用材料 14.2 17.3 2.1 1.1 2.7 1.9 3.7 3.7 1.8 1.9 2.0 3.1 0.9 1.0 1.2 0.0
5計測機器 7.5 4.8 7.2 8.7 10.8 9.6 19.3 20.4 9.1 9.6 16.2 15.6 9.4 8.7 14.0 15.0
6その他 9.4 6.7 11.3 8.7 10.8 8.7 3.7 2.8 5.5 3.8 9.1 7.3 6.6 9.7 7.0 2.5
ものづくり 社会基盤 フロンティア
ものづくり 社会基盤 フロンティア
1.世界に２、３しかない最先端の大型共用研究設備の整備
2.大学や公的研究機関の大型研究施設・設備の整備と共用
3.世界レベルの統合的なデータベースの整備
4.研究用材料（生物遺伝資源等）の供給体制の整備
ライフ 情報
エネルギー
エネルギー
問１５．本分野において、我が国が世界トップレベルの成果を生み出すためには、現在、どのようなインフラおよび基盤整
備が必要ですか（3位まで選択）
ナノ材料
情報
環境
環境 ナノ材料ライフ
5.国産の最先端な計測（分析）機器の開発体制の整備
6.その他（　　　　　　　　　　　　　　）
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（「その他」の項目に挙げられたもの）
分野 記述 所属
ライフ 臨床面も重視した研究の整備。 無回答
ライフ 技術補員。 大学
ライフ スーパーコンピュータ。 大学
ライフ 世界的なデータベース構築に対応するシステムが不十分。 大学
ライフ 研究者が研究に集中できる環境の整備。 大学
ライフ 研究をサポートするテクニシャンの配置。 大学
ライフ シークエンスセンターのような共用施設。 大学
ライフ ランニングコストの充実。人材の確保(財政面で）。 大学
ライフ 大人口集団を対象とした研究体制整備の促進。 公的
情報 研究者が生活の心配をしなくてもよい高度研究センター。 大学
情報 共通利用できる計測機器の整備。 大学
情報 共用可能なソフトウェア基盤整備。 大学
情報 人間が監修した注釈付き資料。 大学
情報 研究支援体制。 大学
情報 国際標準（IECなど）を目指す体制。 大学
情報 法的知識の支援体制の整備。 公的
情報 次世代NW等社会インフラ整備投資。 企業
情報 海外研究機関との交流体制の整備。 企業
環境 解決すべき問題を明確にし、それを明らかにするための研究体制と必要な環境の整備。 大学
環境 e-Journal等情報基盤の整備。 大学
環境 学際的な研究施設。 大学
環境 研究者間の交流、共同研究グループの形成促進。 大学
環境 裾野を拡げるための多様な基盤の整備。 大学
環境 明確な目標設定のための共通組織の構築。 大学
環境 研究用材料を保存するための施設。 大学
環境 人材の国際交流組織の整備。 大学
環境 人的資源の整備。 大学
環境 ナベ・カマ的機械の整備。 公的
環境 研究フィールドの確保。 企業
ナノ材料 所属研究室の基盤設備の再設備。 大学
ナノ材料 研究グループレベルでも特色ある装置を整備する。 大学
ナノ材料 国内唯一の研究機関の整備。 大学
ナノ材料 研究施設全般の質的向上。 大学
ナノ材料 多様性の確保。 公的
エネルギー 知の財産を共有することが必要。 大学
エネルギー 国産の計測機器開発は、飛躍的に研究レベルを上げると考えられる。 大学
エネルギー 大学では研究スペースの充実が不可欠。 大学
エネルギー 大学の基盤設備。 大学
エネルギー 研究者のサポートスタッフの充実。 大学
ものづくり サバティカルのような研究に専念できる期間の提供。 大学
ものづくり 成果ではなく発想を評価する支援策。 大学
ものづくり 手軽に試作、加工を依頼できるマシニングセンターの整備。 公的
ものづくり 産学連携システムの拡充。 企業
社会基盤 設備の維持費。 大学
社会基盤 飛行実証テストベット。 大学
社会基盤 インフラや基礎整備よりも、若手に自由に研究させる時間を充分与えることが必要。 大学
社会基盤 物ではなく、それを活用出来るテクニシャンなどの人材が必要。 大学
社会基盤 民間と基盤整備利活用の実証的研究。 大学
社会基盤 日本全土を等質におおう地震、測地観測網。 大学
社会基盤 実験等のスペースの確保。 大学
社会基盤 人的サポート体制の整備。 公的
社会基盤 自由な発想を産み出す研究環境（全体に雑務が多くなり、研究に集中できる環境に欠けている）。 公的
社会基盤 学術誌・学会誌の流通、発信体制の整備。 公的
社会基盤 全国をカバーする高密度の観測網。 企業
社会基盤 高い待遇で、快適に研究できる環境を用意し、優秀な人材を確保する。 その他
フロンティア 大規模飛行実験を行う試験場又は自衛隊の大規模演習場の活用。 大学
フロンティア 設備の老朽化対策。 公的
フロンティア 深宇宙通信局、衛生運用室、等、プロジェクトに不可欠なインフラ。（すでに老朽化、予算カットで、プロジェクト存続の危機を招きか
ねない。）
公的
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（回答変更理由）
分野 自由記述 所属
1位 2位 3位 1位 2位 3位
ライフ 膨大な情報の整理が必要になっている。但し、研究者のボランティアに任せるのではなく、本機で人材をあてることと、データベー
スを高度に利用するプロジェクトの設定が同時に必要。高性能な機器に頼るばかりの単分子計測は日本の科学の質を変えない。
2 5 4 2 4 3 無回
答
ライフ トップレベルをねらうにはやはり大型施設の整備が重要。 1 5 6 1 2 3 大学
ライフ 研究用材料の供給体制は、ある程度整備されてきたと考える。 4 1 5 1 5 2 大学
ライフ 疫学研究に対する倫理規範が強すぎて何もできない。 3 4 2 2 4 3 大学
ライフ 現在、進められている「ナショナル・バイオリソース・プロジェクト（NBRP）」の有効性は高く評価できる。本分野における生物遺伝資
源の充実は、次世代の研究を大きく促進するものと期待される。日本における研究のデータ・ベース化は欧米に比べ大きく遅れて
いる。
2 6 4 2 4 3 大学
ライフ 総合的データベース整備への動きは進み始めている。２と１のバランスが重要である。 2 5 3 2 1 5 大学
ライフ ターゲットをしぼり、質の向上をはかること。国産技術の迅速かつ柔軟な審査。 5 2 3 2 3 5 大学
ライフ 生体に関するデータが極端に不足しているので、今回第3位に3を挙げた。 2 4 1 2 4 3 大学
ライフ 個別に施設・設備を整備することになる。コストや労力のロスの大きさを痛感しているため。 3 1 4 2 3 4 公的
ライフ 現在、少数の最先端研究施設より、各大学や研究機関の設備の充実と共用が大事。 1 5 4 2 4 5 公的
ライフ 産・学・官で共用できる基盤資源としての生物情報DBの重要性が高まっている。 6 4 3 4 3 2 企業
ライフ 分析機器の開発は、研究にとって重要であり、国内での開発体制を整備することは重要と考える。 4 2 1 4 5 2 企業
ライフ 大学･公的研究機関では、保有する研究資産を相互に活用しようとする動きが見られる。 5 4 3 2 4 3 企業
情報 国際的拠点形成が国力回復にはより重要だから。 2 3 5 2 1 5 大学
情報 国産と限定する必要はないが、高度計測機器は必要である。 2 0 0 2 5 0 大学
情報 他国での設備投資が拡大されつつある。特にＥＵと中国、韓国。 3 1 2 2 3 1 大学
情報 知的所有権に関する紛争が増えているため、安心して研究できる環境の整備が必要である。 2 6 5 2 5 6 公的
環境 6：人文科学的なアプローチを推進するために必要と思われる。 2 4 3 2 4 6 大学
環境 知識の蓄積を十分に活用するためには、データベースの整備が重要。 2 1 5 2 3 5 大学
環境 文科省からの運営費交付金の減少にともない、設備・備品の共用を行い効率を上げることが重要。 5 3 4 5 2 4 大学
環境 各研究機関の予算削減により個々での研究に支障が出始め（人的、資金的に）、充分な成果を上げるために共用、共同が必要。 2 3 6 2 6 4 大学
環境 現在は、ハード面よりもソフト面の整備、拡充が重要になっているため。 2 5 3 3 2 5 大学
環境 世界的にみて、わが国の大学等が有する施設・設備は質量ともににトップクラスであると思われるが、その有機的共有が成果のレ
ベルアップに最も有効と考えられるため。
6 3 2 2 3 1 大学
環境 周辺分野も含めたレベルアップが期待できる（3位に1を選択）。 2 5 0 2 5 1 大学
環境 環境問題は実社会とのつながりが非常に深くインフラ整備の前にすることがある。 2 0 0 6 0 0 大学
環境 地球シミュレータのような最先端インフラは世界との競争で決定的に重要と感じる。 3 2 1 1 3 2 公的
環境 分析機のレベルが本分野の研究の成果を左右する。 2 1 3 2 1 5 公的
環境 インターネットの普及、充実により、場も必要ではあるが、個人レベルでは整備の難しい活用可能な広域情報の整備が優先的と考
えたため。
1 3 6 3 2 6 企業
環境 3.の遅れが目立ちはじめた。 5 2 4 5 2 3 企業
ナノ材料 地方の研究機関はおおむね大型設備導入の予算が絶対的に不足している。 3 4 5 3 4 2 その
ナノ材料 長期的にみた場合、あまりにもかたまった基盤整備は、おこなうべきでないと考えたから。 2 5 1 2 1 6 大学
ナノ材料 大学や公的研究機関の大型研究施設・設備の整備の必要性を認識した。 5 0 0 5 2 0 大学
ナノ材料 データベース共有化によるシナジー効果に期待する。 2 5 1 2 5 3 大学
ナノ材料 発展途上国での大型設備整備が著しく発展しているので。 5 2 1 1 5 2 大学
ナノ材料 大型の共用研究設備や大学の整備を行い、その施設に外部から利用できる制度の構築が急務であると考えます。 3 4 5 1 2 5 公的
ナノ材料 基幹課題のブレイクスルーには、1.の重点投入の必要性を、周辺各国の動きから強く感じるようになった。 2 4 3 2 3 1 企業
エネルギー データベースが比較的容易に得られるようになったため。 2 3 5 2 5 3 大学
エネルギー 先端材料を扱える設備の保守ができないと研究そのものができなくなる。そのわりに、予算がなく綱渡り状態である。 1 2 5 2 1 5 大学
エネルギー 広範かつ多様な研究の安定した援助が必要。 1 2 3 2 1 3 大学
エネルギー 大学の基盤が産学共同研究等で失われつつある。 2 5 6 2 5 6 大学
エネルギー 1年で世界の学問情勢を見る経験を多くした。より客観的になった。 3 6 1 1 2 5 大学
エネルギー 各大学や公的研究機関を整備しても、そこでの設備の整備で終わってしまう。共同で行うには共同の場をもうけるべきで、その場
合は、場所は便利な所であれば良い。つまり、研究に「力の倫理」は働くべきでなく、優秀な人材が集まってtopの研究をすれば良
いのではと考える。４、５はそのために整備である。前回からこれまでの間に、各研究者の個人主義の強さを学んだ。
6 5 3 1 4 5 大学
エネルギー 2は今後相当に重要と考えるようになりました。大学の生き残りにもかかわります。 1 3 0 1 3 2 大学
エネルギー トップレベルの成果を生み出すには、やはり、世界の最先端の研究設備が欠かせない。高額となるので、各大学には置けないた
めに｢1｣を一番とした。
2 5 1 1 5 2 その
他
エネルギー 地球環境問題への対応には世界レベルのエネルギー関連データが必要である。 1 2 6 1 2 3 その
ものづくり 共用大型設備は極めて重要（入手困難）、周囲にある機器は借り易い。 1 3 4 1 2 3 大学
ものづくり 研究成果を実証するための、大型研究施設・設備の整備が必要。→シミュレーションだけのお手軽な研究が増えている。 6 2 0 2 0 0 大学
ものづくり 既存の設備の有効利用が研究の効率化につながる。 5 2 4 2 4 5 大学
ものづくり ものづくりには機械では計測出来ない感覚が必要。それらをデータベース化する為には新しい測定技術の開発が必要と考えられ
る。
2 1 3 2 5 3 大学
ものづくり 大学機関の設備の陳腐化が激しい。民間企業と比べて高度な機器が整備されていない。 1 6 2 2 1 5 大学
ものづくり ものづくりは幅広い。例えばレーザー加工はいくつもの学会で発表が見られる。したがって知見を共有することがむずかしく、他学
会では同様の発表が見られる。よって3位に3を選択した。5についてはプロジェクトも立ち上がり、その必要性は低くなっている。
2 5 1 2 1 3 大学
ものづくり 情報の適正な選別と独創性の確立が必要となっている（情報の盗用）。 2 1 5 2 1 6 大学
ものづくり 大型施設・設備の充当施策が進み始めているため。 2 5 1 5 2 1 公的
ものづくり ものづくりの分野では、韓国・中国・インドなどアジアの諸国も注力しており、国産の装置のみならず、技術者の引き抜きなど、国有
技術の流出が懸念されているのは周知の事実と成りつつあります。そのため、国有技術のオリジナリティーの確保と国力増強が
重要であり、国産の先端機器開発体制の整備が重要であると考えます。
2 1 5 5 2 1 公的
ものづくり ものづくりには手軽に試作できる設備が不足している。 3 6 5 3 6 5 公的
ものづくり プロセスイノベーションの効率化には、モノづくりの可視化、実証が重要(CAEソフト、計測技術)。 3 1 0 3 5 1 企業
ものづくり 最先端（特にナノ分野）設備とそれを機能させるための計測機器開発に注力することにより、次世代科学の芽がでてくると期待。 1 4 2 1 5 2 企業
社会基盤 2が大学にとっては突出して重要。 2 5 1 2 5 1 大学
社会基盤 集中したセンターとして研究を推進できる組織がないことの問題が顕著になってきたため。 2 5 0 2 5 6 大学
社会基盤 1よりも5が重要。すなわち、防災、維持管理技術の先導的な開発が重要で、そのためのIT、機器開発が必要。 2 1 5 2 5 1 大学
社会基盤 社会基盤研究においては、大型の研究設備（全国規模の観測網含む）が不可欠なインフラストラクチャーである。これを一大学・一
研究所で整備・維持・運営していくことは困難であるので、共用を押し進めることが重要であろう。
2 4 3 2 3 1 大学
社会基盤 この分野ではハード面も大切だが、今はソフト面を重視する必要がある。その意味でデータベースの整備が大切。 2 3 1 3 2 1 大学
社会基盤 地盤データ、海象・気象データ、劣化事象等のデータベース化が必要だと思います。 2 0 0 2 3 0 公的
社会基盤 個別の成果をＤＢとすることによって情報共有し、不足する領域を補う開発が重要と考える。 1 3 5 3 1 5 公的
社会基盤 さらに共用化を推進すべき。 5 2 4 2 4 5 公的
フロンティア 5を加えた。自由に利用できるスペースポートと、付属設備が必要である。 2 1 0 2 1 5 大学
フロンティア 最先端の大型共用研究設備の整備は、世界トップレベルの成果を生み出すためには不可欠であると考えるため。 2 3 4 1 2 3 大学
フロンティア 研究成果を正確に把握することで、研究を発展させる例が増えてきており、計測技術を高めることが必要。 4 5 2 5 4 2 企業
フロンティア （3位に2を追加）設備は費用、時間のかかるものであり、共用は積極的に推進すべき。 1 4 0 1 4 2 企業
フロンティア データベースの整備により、効率的な研究推進が可能となると思われる。 5 1 0 5 1 3 企業
フロンティア 研究施設・設備はまだ不足している。 1 5 2 1 2 5 企業
フロンティア データベースの重要性が急速に増大しているのではないか。 2 1 4 2 4 3 その
2006 2007
＊0は無回答を意味する
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（0減っている⇔10増えている）
増
↑
2006
2007
↓
減
（分野ごと）
2006 2007 2006 2007 － 0 +
ライフ 3.0 2.8 105 103 13 75 6 0.20
情報 3.6 3.8 102 94 11 72 8 0.21
環境 3.8 3.7 116 106 13 78 8 0.21
ナノ材料 3.9 3.6 109 108 15 81 4 0.19
エネルギー 3.7 3.5 110 109 11 84 6 0.17
ものづくり 3.3 3.3 100 97 8 81 6 0.15
社会基盤 2.8 2.8 110 107 6 88 5 0.11
フロンティア 2.8 2.9 86 84 6 70 3 0.11
（8分野全体）
2006 2007 2006 2007 － 0 +
大学 3.0 2.9 526 508 58 389 24 0.17
公的研究機関 3.3 3.4 113 105 8 82 8 0.16
民間企業 4.5 4.4 162 157 11 130 11 0.14
主に研究 3.0 2.9 318 251 25 202 11 0.15
*「回答を変更した人数」は、2006年および2007年調査の両方に回答した者のみ
*変化率はプラスおよびマイナスに移動した人数を「回答を変更した人数」の合計で除した数
変化率
回答を変更した人数 変化率
問１６．本分野では、我が国の研究者の研究時間は、2001年頃と比較して、増えています
か、減っていますか
回答者数指数
指数 回答者数 回答を変更した人数
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（回答変更理由）
2006
調査
2007
調査
回答
変化 自由記述 分野 属性
2 4 2 産業界からのニーズが多くなり、（ある程度）対応するため、やや増えていると考えられる。 ものづくり 大学
2 4 2 確実に増えている。 ナノ材料 公的
2 4 2 実用製品が増えるに伴い、周辺技術の研究開発に費やす時間は増大傾向。 ものづくり 企業
2 4 2 国立大学法人化等の過度的時期が終わった。 社会基盤 その他
2 3 1 応用研究は増えているが、基礎研究は現状維持と思う。 ナノ材料 大学
4 5 1 増えていると思うが研究に関する雑務に時間を費やすのは問題。 ライフ 大学
3 4 1 地球温暖化に対する議論の高まりとともに増えている。 環境 大学
1 2 1 雑用が多くなり、その分研究時間が減っている。 ものづくり 大学
3 4 1 マネージメントを含めれば、かなり増えているかも。 ものづくり 大学
3 4 1 競争的資金獲得のため、研究時間が増加。 エネルギー 大学
4 5 1 モノづくりの周期と振幅の変化がより短かく、大きくなり、研究時間は増えている。 ものづくり 企業
2 3 1 研究以外の雑務を減らしつつあるのではないか。 環境 企業
3 4 1 IT研究者の需要は旺盛であるにもかかわらず、人材が不足しているため1人当たりの研究時間は増大している。 情報 その他
3 2 -1 プロジェクトの提案書作成などの負担が増えている。 ナノ材料 大学
4 3 -1 基盤運営費等の減少により、外部資金獲得のためのペーバーワークが増えた。 環境 大学
3 2 -1 評価システムの導入により研究時間は減っている。 環境 大学
3 2 -1 有名研究者の不祥事などで会計処理システムがさらに複雑になり、時間をとられるようになった。雑用は増え、人員
は減る傾向は続いている。
環境 大学
3 2 -1 広報や雑務が増加。 環境 大学
3 2 -1 独法化、教育の拡充等の要請により研究に使える時間はますます減少している。 環境 大学
4 3 -1 学内で会議や資料の作成が多くなっている。 環境 大学
2 1 -1 評価、説明責任など雑用に若手の貴重な時間が使われている。 ナノ材料 大学
2 1 -1 作文、報告書、調査などに時間がとられすぎである。 ナノ材料 大学
2 1 -1 大学法人化後、ひどくなった。 ナノ材料 大学
2 1 -1 国立大学では法人化のために管理運営や受験生確保のための教育重点化のために、研究がおろそかにされる傾
向にあり。
ナノ材料 大学
2 1 -1 国立大学の法人化に伴う、様々な変化への対応（安衛法など）、競争的資金獲得の為の努力、頻繁に要求される報
告書作成やアンケート等、研究以外の仕事に時間をとられ過ぎている。
ナノ材料 大学
5 4 -1 独法化、評価などの業務がさらに増加しているため。 環境 大学
2 1 -1 雑用（外部評価等含む）が多すぎる。 情報 大学
3 2 -1 あまりに無駄なpaperworkが多い。ますます増えている。 ライフ 大学
2 1 -1 国立大学法人化に伴なうペーパーワークの増加。評価のための業務の増加。基盤経費の減少をおぎなうための補
助金申請業務の増加。教育改革のための時間の増加。
ライフ 大学
5 4 -1 教育面での時間が増えてきているため。 ライフ 大学
3 2 -1 ポストの減少で定常的な作業量が増加している。 情報 大学
3 2 -1 雑務に要する時間が増え、研究時間にさける割合が減少。 ナノ材料 大学
4 3 -1 国立大学等の独法化により、研究以外の仕事量が増えている。 情報 大学
4 3 -1 研究以外の作業が増えている。 情報 大学
3 2 -1 独法化後、研究時間は減少方向にある。 情報 大学
4 3 -1 研究費の管理者及びオーバーヘッドが増加している。 情報 大学
2 1 -1 状況がさらに悪化している。 フロンティア 大学
2 1 -1 大学では職員減で雑務は増。 社会基盤 大学
3 2 -1 研究以外の仕事に費やすべき時間が増えているため。 社会基盤 大学
3 2 -1 大学側より、多くの無意味である内容が多いタスクが課せられ、トップダウン方式が、トップの立場最優先という悪い
傾向を生じさせている。管理者の増員に人員をとられて、実働の研究者数が減り、研究環境は悪化の一途をたどっ
ている。
フロンティア 大学
2 1 -1 定員削減により、研究、教育以外の事務的仕事が増加している。 ものづくり 大学
3 2 -1 特に大学の場合は、研究以外の仕事が急増している。これでは研究能力を発揮できない。大問題である。 エネルギー 大学
4 3 -1 法人化に伴い、研究評価などに要する時間が増え、研究時間は減少している。 エネルギー 大学
5 4 -1 研究以外に多くの時間が必要とされるようになった。 エネルギー 大学
2 1 -1 評価対応、資料作成の時間が増加し、研究時間を圧迫。 フロンティア 公的
4 3 -1 事務的なサポートの減少や予算申請、報告書作成等の雑務にとられる時間の増大。 環境 公的
2 1 -1 評価に多大な時間がとられる。 ライフ 公的
3 2 -1 研究管理にかかわる時間が増えている。（サポート体制の人員削減のため） ライフ 公的
5 4 -1 モチベーションが低下傾向。 エネルギー 企業
3 2 -1 規制や市場の要求レベルへの対応で業務量が増えている。 ライフ 企業
4 3 -1 4→3に変更。大学の先生の話を伺うと、競争的資金獲得のための書類作りや同資金の使用報告など、研究環境維
持のための作業に貴重な時間をとられている模様。
フロンティア 企業
3 2 -1 残業への規制がきびしくなっている。 ライフ 企業
6 5 -1 大学での事務処理時間が増加。 ものづくり 企業
4 3 -1 公募研究、ピアレビュー等の対応が増えて来ている。 エネルギー 企業
5 4 -1 5から4へ。
要員が増えていない状況で資金獲得の機会が増えたため。応募や成果報告の時間が増え、研究実体が減っている
と感じる
エネルギー その他
4 3 -1 管理体制の強化で事務的作業が多くなってきている。 エネルギー その他
4 2 -2 大学独法化により経営効率を求められるようになったため、研究時間が減少した。 ライフ 大学
3 1 -2 法人化以後、雑用その他で激減。 ライフ 大学
5 3 -2 国立大学では評価資料の作成により多くの時間が費やされている。 ものづくり 大学
5 3 -2 大学の法人化などにともない、研究以外の雑務が増えている。 ものづくり 大学
5 3 -2 研究以外の事にふりまわされる時間が多い。Ex.経理（不正経理の余波）。 ナノ材料 大学
4 2 -2 予算確保、予算管理など極めて厳しい管理が行なわれるようになり、自由な発想の研究もしにくくなった。 エネルギー 大学
6 4 -2 大学における雑用の増加が著しい。 ナノ材料 大学
4 2 -2 雑務+労規対応で研究費が給金取り型に急激に変質しつつある。 フロンティア 公的
5 3 -2 今年度に入ってプロジェクトの数が増え、マネジメントの負担が増えた研究者が多い。 環境 公的
5 2 -3 国公私立大学で雑用が最近極端に増えた。 環境 大学
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（0下がっている⇔10上がっている）
上
↑
2006
2007
↓
下
（分野ごと）
2006 2007 2006 2007 － 0 +
ライフ 5.5 5.6 104 104 4 82 9 0.14
情報 6.0 5.9 101 95 14 67 9 0.26
環境 5.7 5.8 115 103 4 83 10 0.14
ナノ材料 6.1 6.2 111 109 4 88 10 0.14
エネルギー 5.8 5.8 110 108 9 81 11 0.20
ものづくり 5.8 5.9 101 98 5 81 10 0.16
社会基盤 5.6 5.5 110 106 10 82 5 0.15
フロンティア 5.3 5.4 83 81 6 60 10 0.21
（8分野全体）
2006 2007 2006 2007 － 0 +
大学 5.8 5.8 521 505 38 389 43 0.17
公的研究機関 5.6 5.6 113 105 7 79 12 0.19
民間企業 5.8 5.8 164 157 8 130 13 0.14
主に研究 5.7 5.8 316 252 16 202 21 0.15
*「回答を変更した人数」は、2006年および2007年調査の両方に回答した者のみ
*変化率はプラスおよびマイナスに移動した人数を「回答を変更した人数」の合計で除した数
変化率
回答を変更した人数 変化率指数 回答者数
問１７．本分野における我が国の産学官連携の活発度は、昨年と比較してどうですか
指数 回答を変更した人数回答者数
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（回答変更理由）
2006
調査
2007
調査
回答
変化 自由記述 分野 属性
2 4 2 関連業界の活況により、連携の活発度上がっている。 フロンティア 大学
2 4 2 景気回復で産業界に将来投資の余裕が出てきた。 ものづくり 大学
3 5 2 企業業績の上昇による。 ナノ材料 企業
3 4 1 連携できる仕組みが整いつつあるからか。 社会基盤 無回答
3 4 1 社会問題化しているとして、活発になっていると思う。 環境 大学
4 5 1 昨年より向上した。 環境 大学
4 5 1 JSTなどが活発に支援。 ナノ材料 大学
3 4 1 様々なところで耳にする機会が増えた。 ナノ材料 大学
3 4 1 コーディネータの人材不足が顕在化するほど活発化が進んでいる。 エネルギー 大学
4 5 1 TLOの充実など。 エネルギー 大学
4 5 1 増加している印象がある。 ライフ 大学
3 4 1 経済全般の活性化の影響があると感じている。 ライフ 大学
2 3 1 ほとんど変わらないが、産の取組みが少しは上向き。 ライフ 大学
4 5 1 更に上がっているように感じている。 環境 大学
4 5 1 連携の意識の向上を感じる。 情報 大学
4 5 1 連携は増えていると思う。 情報 大学
3 4 1 コンソーシアム等の増加による。 情報 大学
3 4 1 自身の研究開発への産官との連携の増加より判断した。 ナノ材料 大学
2 3 1 以前よりは上がっている。 ものづくり 大学
3 4 1 施策はそれなりに効果をあげている。 エネルギー 大学
4 5 1 本件に関する重要度の認識が上がっている。 社会基盤 大学
4 5 1 ロケット打ち上げの民間委託など、連携が増強されている。 フロンティア 大学
3 4 1 前回の時よりも若干上がっているため。 社会基盤 大学
4 5 1 政府の出生機関からのアプローチが増加しているから。 社会基盤 大学
4 5 1 法人化後、共同・受託研究etcが活発化してきている。 ものづくり 大学
3 4 1 「学」との連携の利点が認識されてきた。 ものづくり 大学
3 4 1 若干ではあるが向上がみられる。 ものづくり 大学
3 4 1 活発になりつつある。 ものづくり 大学
4 5 1 多様化。 ものづくり 大学
3 4 1 景気がよくなっているため。 エネルギー 大学
4 5 1 上がってきている。特に産側の見方が変わってきている感じ。 情報 公的
5 6 1 特定のプロジェクト（「かぐや」等）には大きな予算を入れて、てこ入れをしており、それが結果を出しつつある。しかし、全てのプロジェク
トが同じ境遇を得てはいない。
フロンティア 公的
4 5 1 経済産業省の研究開発プロジェクトが開始されたため。 情報 公的
4 5 1 方向性に疑問はあるが確かに活発にはなってきている。 フロンティア 公的
3 4 1 オープンイノベーションの施策が浸透しつつある。 ものづくり 公的
4 5 1 産学連携がさらに密になっている。 エネルギー 公的
3 4 1 産からの働きがけがふえてきたのを感じる。 フロンティア 公的
3 4 1 温暖化問題が実社会でも重要性が認められつつあり、産業分野での取り組みも進んできたため。 環境 公的
4 5 1 産業界が問題点をよく認識するようになってきた。 環境 公的
4 5 1 公募など競争資金の獲得に連携が進んでいると思われる。 エネルギー 企業
3 4 1 大学独法化などが作用している。 ライフ 企業
3 4 1 それぞれの機関が、連携を促進するための仕掛け作り及びその成果が少しづつ出始めているのでは。 ものづくり 企業
4 5 1 報告会、発表会が増えた。 情報 企業
3 4 1 企業の景気が良くなり資金的に余裕が出たため。 情報 企業
4 5 1 連携例が増えている。 情報 企業
3 4 1 若干ふえていると感じる。 フロンティア 企業
2 3 1 学の積極性がみられるのではないか。 環境 企業
3 4 1 研究の活発化。 フロンティア その他
3 4 1 産学の連携が少々進んでいる。 フロンティア その他
4 3 -1 産はリスクのある研究には手を出さず、確実に製品化できるものをねらう。これでは産学連携で大きな成果は期待できない。 ライフ 大学
5 4 -1 大学のシーズが減っている。 情報 大学
4 3 -1 すこし軌道に乗ってきつつある。 ナノ材料 大学
3 2 -1 実効が上らないことに皆が気がついた。 エネルギー 大学
3 2 -1 予算に流動性がなくなって来ている（使用用途制約等のため）。 エネルギー 大学
4 3 -1 特に制度等にも変化がない。 ライフ 大学
3 2 -1 産の変化。厳しいしぼりこみ。 情報 大学
5 4 -1 鈍っている。 環境 大学
4 3 -1 産の経済基盤が悪化したため。 社会基盤 大学
5 4 -1 飽和感が出て来た。 情報 大学
3 2 -1 産が研究費にあまり投資していないのでは？ 社会基盤 大学
2 1 -1 資金や機会の提供が低迷し、研究者個人の成果が問われる中で本分野に集中できなくなっている。 フロンティア 大学
3 2 -1 特に産に開発意欲がない。公共事業費が急減している。 社会基盤 大学
5 4 -1 更に活発化している。 フロンティア 大学
4 3 -1 産学官連携はほぼ飽和状態に達している感がある。 ものづくり 大学
4 3 -1 大学側にやや疲労感が見え始めた。 フロンティア 公的
4 3 -1 産との連携をもともとあまりない。 環境 公的
4 3 -1 活発度は昨年より落ちている。一時の熱がさめてきている。 フロンティア 公的
4 3 -1 ほとんど変わっていないと思うが、官の取組みが調査研究の分野で下がっていると感じる。 環境 公的
3 2 -1 事例、提案の減少。 社会基盤 企業
2 1 -1 イノベーションは掛け声だけで終了してしまった。 社会基盤 企業
5 4 -1 成果にとぼしい。 情報 企業
4 3 -1 事業のフェーズに入ってきたため。 情報 企業
4 3 -1 産の部分が落ち込んでいると考える。 情報 その他
5 4 -1 課題が明確になり一時期のブームが一段落した。 情報 その他
4 2 -2 雰囲気的なものにしか感じられない。大学の業務の中で産学官連携がとれるか疑問ですし、例えば、経営環境の責任にどこまで大学
の先生等が責任を負えるかということだと思います。
エネルギー 大学
6 4 -2 予算枠の縮小が激しい。 情報 大学
5 3 -2 一時の過剰な熱気がおさまり安定化。 情報 大学
4 2 -2 グローバル化で、コスト競争にあけくれ、研究どころでなくなりつつある。 社会基盤 大学
4 2 -2 人は増加したが、書類作りや調整で無駄時間が増加し、活動に逆効果。 ものづくり 公的
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（0下がっている⇔10上がっている）
上
↑
2006
2007
↓
下
（分野ごと）
2006 2007 2006 2007 － 0 +
ライフ 4.6 4.7 90 91 2 71 8 0.12
情報 5.1 5.3 99 93 6 73 9 0.17
環境 5.0 5.2 103 95 4 78 6 0.11
ナノ材料 5.2 5.2 109 106 6 88 5 0.11
エネルギー 4.9 4.8 106 104 9 76 11 0.21
ものづくり 5.1 5.0 96 94 4 82 5 0.10
社会基盤 4.9 4.8 104 100 9 81 2 0.12
フロンティア 4.4 4.6 78 76 7 56 8 0.21
（8分野全体）
2006 2007 2006 2007 － 0 +
大学 5.0 5.0 483 475 26 377 29 0.13
公的研究機関 4.9 4.8 101 95 7 73 9 0.18
民間企業 4.7 4.7 165 156 13 128 11 0.16
主に研究 4.9 4.9 297 239 15 192 15 0.14
*「回答を変更した人数」は、2006年および2007年調査の両方に回答した者のみ
*変化率はプラスおよびマイナスに移動した人数を「回答を変更した人数」の合計で除した数
問１８．本分野では、我が国の産学官連携における企業の満足度は、昨年と比較してどうで
すか
指数 回答者数 回答を変更した人数 変化率
回答を変更した人数 変化率指数 回答者数
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（回答変更理由）
2006
調査
2007
調査
回答
変化 自由記述 分野 属性
1 4 3 産や学からのプラス評価が耳に入るようになった（個人に向けてのものかもしれないが）。 フロンティア 公的
2 3 1 良くなりつつあるが、まだまだ不十分なレベル。 ものづくり 大学
3 4 1 連携が進んでいるため。 エネルギー 大学
4 5 1 企業サイドの研究が増加しつつある。 エネルギー 大学
2 3 1 少し向上か。 エネルギー 大学
3 4 1 企業との連携がやや進んできた。 ナノ材料 大学
4 5 1 大学も産学連携体制がととのいつつあるため、企業の満足度は上がっている。 ものづくり 大学
3 4 1 以前よりも向上していると判断される。 環境 大学
3 4 1 正直、企業の事はよく分りません。また質問の意味が分らない。 環境 大学
3 4 1 官からの情報が従来よりも出ている。 情報 大学
3 4 1 成功事例もあるとおもわれる。 情報 大学
3 4 1 企業側からの産学官連携への期待が高まり、わずかであるがその成果が実りつつある。 ライフ 大学
3 4 1 大学発シーズが増加。 ナノ材料 大学
4 5 1 H-ⅡAロケット打上げの企業化が行なわれた。 フロンティア 大学
2 3 1 関連業界の活況により、連携の活発度上がっていることから、満足度も向上している。 フロンティア 大学
3 4 1 成果が出つつあると思われる。 社会基盤 大学
3 4 1 予算が増えている。 フロンティア 大学
3 4 1 少なくとも民間に流れる契約額は増えているはず。 フロンティア 公的
3 4 1 役割分担が比較的明確化されたため、満足度の向上につながっていると感じています。 ものづくり 公的
2 3 1 変わっていない。 ナノ材料 公的
2 3 1 大差ないが、やや減じていると感じる。 エネルギー 公的
3 4 1 これが上がっているからか。長期的見地に立った判断ができるようになってきたからではないか。 情報 公的
3 4 1 上がっていることを期待。（企業側の反応が良い） ものづくり 公的
3 4 1 1年前に比べて上がっている。 情報 企業
3 4 1 上がっている。少し進展が見られた。 情報 企業
3 4 1 大学が、開かれてきた実感がある。 情報 企業
1 2 1 多少浸透してきた感はある。 ものづくり 企業
2 3 1 そう大きな満足度ではないと感じる。 エネルギー 企業
2 3 1 様々なセミナー等開かれる。 エネルギー 企業
4 5 1 企業の希望する成果が得られるテーマを設定が多くなっているため。 社会基盤 企業
3 4 1 「形から実」にすこしずつなっている。 環境 企業
3 4 1  ３から４へ。学会を中心とした活動が活発になった。 エネルギー その他
3 4 1 研究の活発化。 フロンティア その他
3 4 1 改善している。 環境 その他
3 4 1 FBRサイクル関係で、進展しているので。 エネルギー その他
4 3 -1 「そんなうまくはいかない」ということがわかってきたかもしれない。 ナノ材料 大学
5 4 -1 企業自身のレベルが上がり、学の貢献度が相対的にやや下がり気味。 エネルギー 大学
5 4 -1 成果が出にくくなっているので。 エネルギー 大学
4 3 -1 飽和している。 環境 大学
3 2 -1 JSTの産学官連携プロジェクトは、企業側のメリットに乏しい。 ライフ 大学
5 4 -1 増えているが、少し落ち着いているよう。 社会基盤 大学
3 2 -1 企業は過大な期待を持って接近しすぎる。 エネルギー 大学
3 2 -1 国際宇宙ステーションの運用に対する宇宙機関（JAXA）が支払うべき分担金が大きなダメージになっているように思
われる。
フロンティア 大学
4 3 -1 産側が国の研究に期待薄となりつつある。 フロンティア 大学
5 4 -1 1年ではそれほど変わらない。 社会基盤 大学
3 2 -1 特に産に開発意欲がない。公共事業費が急減している。 社会基盤 大学
4 3 -1 「産」の技術者２人から不満を聞いたので。 社会基盤 公的
4 3 -1 大学側にやや疲労感が見え始めた。 フロンティア 公的
4 3 -1 今年度上がった理由が浮かばなかった。 ライフ 公的
3 2 -1 活発度は昨年より落ちている。一時の熱がさめてきている。 フロンティア 公的
3 2 -1 国（特に文科省）からの研究資金を受託した側（産業界）は、国からの細々とした余り意味のない書類提出要請、管理
に時間をとられ、辟易している。
エネルギー 企業
4 3 -1 結果が未だ出てこない。 情報 企業
4 3 -1 学官の実力レベル低下。 ナノ材料 企業
3 2 -1 3→2。宇宙における産学官連携は、1回限りのプロモーションに終わる傾向が強く、断続的で収益性のある事業展開
に結び付きにくいため（プロモーションで充分という考えもありうるが）。
フロンティア 企業
2 1 -1 偏りがあるのか、実際の施策効果が見えてこない。 ものづくり 企業
3 2 -1 連携というより、民への押しつけが目立つ。 フロンティア 企業
3 2 -1 まだ過渡期であり、大学と企業の成果に対する考え方・姿勢が異なる場合がある。企業出身・経験のある大学研究
者をもっと増やす、厚遇する必要がある。
ナノ材料 企業
3 2 -1 目ぼしい成果が出ていない。 環境 企業
3 2 -1 資金目的のみ。 社会基盤 企業
4 3 -1 産の部分が落ち込んでいると考える。 情報 その他
4 2 -2 実際の成功例があまり見えないので。 エネルギー 大学
4 2 -2 グローバル化で、コスト競争にあけくれ、研究どころでなくなりつつある。 社会基盤 大学
5 3 -2 学のスピード感欠如。 ナノ材料 企業
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①現在活発な段階　
灰色は3ポイント以上の変化を示した
＊分野ごとの全回答数あたりの各項目の回答割合(%)を示した
2006 2007 2006 2007 2006 2007 2006 2007 2006 2007 2006 2007 2006 2007 2006 2007
回答件数 102 101 102 93 112 101 110 109 110 109 100 97 108 105 77 76
(%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%)
1基礎研究 25.9 22.5 15.5 17.2 12.6 16.8 28.7 29.2 24.6 26.0 15.5 14.8 11.2 13.9 24.4 23.8
2応用研究 33.9 34.2 45.5 46.5 42.0 40.2 53.3 53.3 43.7 47.2 40.0 42.6 44.8 39.1 35.4 41.3
3実用化研究 40.2 43.2 39.1 36.4 45.4 43.0 18.0 17.5 31.7 26.8 44.5 42.6 44.0 47.0 40.2 35.0
灰色は3ポイント以上の変化を示した
＊分野ごとの全回答数あたりの各項目の回答割合(%)を示した
2006 2007 2006 2007 2006 2007 2006 2007 2006 2007 2006 2007 2006 2007 2006 2007
回答件数 104 102 102 94 112 101 109 109 109 109 101 98 109 105 83 79
(%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%)
1基礎研究 33.6 33.6 35.3 34.9 33.9 30.1 41.8 40.6 31.4 27.1 33.9 35.1 24.4 26.4 25.0 26.0
2応用研究 37.0 40.5 45.4 45.9 33.9 37.2 38.8 41.4 41.6 42.1 48.7 47.4 41.7 40.5 36.0 41.7
3実用化研究 29.4 25.9 19.3 19.3 32.3 32.7 19.4 18.0 27.0 30.8 17.4 17.5 33.9 33.1 39.0 32.3
ものづくり 社会基盤 フロンティア
問１９．本分野の我が国の産学官連携は、現在、下記のどの段階が活発ですか、また、本来であれば、下記の
どの段階が中心であるべきですか（複数回答）
1.基礎研究の段階
2.応用研究の段階
①現在、活発な段階 ②本来、中心であるべき段階
1.基礎研究の段階
2.応用研究の段階
ものづくり 社会基盤 フロンティア
3.実用化研究の段階 3.実用化研究の段階
②本来、中心であるべき段階
ライフ 情報 環境
ライフ 情報
エネルギー
ナノ材料環境
ナノ材料
エネルギー
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（回答変更理由）
①現在活発な段階　 ＊回答者が選択した項目を○と●で示した
分野 自由記述 所属
基礎 応用 実用 基礎 応用 実用
ライフ 機器関係では審査の段階で止まっている。 ○ ● 大学
ライフ 昨年は選択の付け方を誤った？ ○ ● 大学
ライフ 企業が応用研究段階に興味を示さなくなった。 ○ ● 公的
ライフ 企業側のニーズから実用化段階での大学の寄与も増してきたと思う。 ○ ● ● 企業
情報 企業のR&D力が相対的に低下しているため。 ○ ● 大学
情報 連携が基礎研究から応用研究へとシフトしている。 ○ ● 大学
情報 応用探索のための連携が活発化。 ○ ● 企業
情報 ある程度理想に近づいてきた。 ○ ● 企業
情報 多少、応用寄りになったように思う。 ○ ● 企業
環境 応用研究にシフト。 ○ ● 大学
環境 真の実用化ではない、役に立たない実用化研究が多いと感じるため。 ○ ● 大学
ナノ材料 一部実用化を目的とした研究が見られるようになってきた。 ○ ● ● 大学
ナノ材料 基礎的研究は成果主義のため、企業では余力がない。 ○ ● 企業
エネルギー 実効性のない夢物語が多い。 ○ ● 大学
エネルギー 予算獲得の点から実用化研究以前に応用研究が取組易くなった。 ○ ● 大学
エネルギー 産業界での基礎研究が減少しているため。 ○ ○ ● ● 大学
エネルギー 産業界が学会の学問レベルにクレームを言えるシステムが必要。 ○ ● 公的
エネルギー FBRサイクル関係で、FaCTがスタートしたので。 ○ ● その他
ものづくり 軸足は応用研究へ移行しつつある ○ ● ● 大学
ものづくり 研究の進展による。 ○ ● 大学
ものづくり どちらかというと実用化によってきていると思う。 ○ ● 企業
ものづくり 産学界の要求に引っぱられる。 ○ ● 企業
社会基盤 応用研究より実用化研究の傾向が高くなっている。 ○ ● 無回答
社会基盤 基礎的に近い研究を行なう余裕はない。 ○ ● ● 大学
社会基盤 「目に見える成果」のものが目につくようになった。 ○ ● 公的
フロンティア 理：工の教官の比率は、応用型といわれる独の5倍の工学寄りが日本の大学の特徴。 ○ ● ● 大学
フロンティア 準天頂衛星の失敗などにより、宇宙では実用化はまだまだ厳しいことが明らかになったから。 ○ ○ ● 公的
フロンティア 1は大学がやればよい。3は産がやればよい。 ● 公的
②本来、中心であるべき段階
分野 自由記述 所属
基礎 応用 実用 基礎 応用 実用
ライフ 実用化研究は企業単独でも可能。むしろ基礎応用研究を連携して行うべきである。 ○ ● ● 大学
情報 ニーズを踏まえた基礎研究が重要と判断した。 ○ ● 大学
情報 企業は実用性に重きを置かざるを得ない情勢となっている。 ○ ○ ● ● 大学
環境 研究機関としては1が当然。 ○ ● 大学
環境 研究・技術が実用化されなければ意味がない。 ○ ● 大学
環境 対策の具体化がいそがれている。 ○ ● 大学
環境 基礎研究が十分とはいえないが、応用研究も平行して行うことが必要。 ○ ● 大学
ナノ材料 基礎研究の重要性は高いと考えるようになった。 ○ ○ ● ● 大学
ナノ材料 1.は大学、3.は企業。2.が接点。但し、時間事由による。 ○ ● 企業
ナノ材料 必要段階が時代とともに変わる。 ○ ● その他
エネルギー 産の参加状態が前回より活発になり、すべてではないが実用化レベルが可能になってきたのではと考
える。
○ ○ ● ● 大学
エネルギー 大学は「実用化研究の段階」には向いていない。大学の使命も基礎研究からせいぜい応用研究の段階
までと考えられる。
○ ● ● 大学
エネルギー 前年は、「基礎研究の段階」と回答したが、これは本来的には大学で行うべきもの。応用研究が有効で
あろう。
○ ● 大学
エネルギー 新技術を実用化する上で必要となる規格、制度面での連携も重要。 ○ ● ● 企業
エネルギー 実用化に向かうべき。それに伴い基礎研究。 ○ ○ ● ● 企業
ものづくり 世界の流れが速くなっている。 ○ ● 大学
ものづくり 基礎の重要性をあえて強調。 ○ ● 企業
ものづくり 本分野では、実際の成果(実用化)が少ないことから、まず、小さくても実用化の成果を出すことが、ドラ
イビングフォースになるのでは。
○ ○ ● ● 企業
社会基盤 応用研究に少しシフトした方がよいから。 ○ ● 無回答
社会基盤 基礎は大学にまかせた方が効率的。 ○ ○ ○ ● ● 公的
社会基盤 応用分野も重要。 ○ ● ● 企業
フロンティア 全ての段階が必要かもしれない。 ○ 大学
フロンティア 応用研究にも、重点いれる必要ある。 ○ ● ● 大学
フロンティア 開発が実行されず、ひとつ前の研究が重要となっている。 ○ ● 公的
2006 2007
2006 2007
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（0障壁は多い⇔10障壁は少ない）
少
↑
2006
2007
↓
多
（分野ごと）
2006 2007 2006 2007 － 0 +
ライフ 1.9 2.1 106 104 3 83 10 0.14
情報 2.7 2.7 99 93 7 78 5 0.13
環境 2.2 2.3 116 104 4 89 5 0.09
ナノ材料 3.0 3.1 110 107 5 87 8 0.13
エネルギー 3.0 2.9 108 109 5 88 7 0.12
ものづくり 3.0 3.0 97 94 4 84 4 0.09
社会基盤 3.0 2.9 109 105 8 87 3 0.11
フロンティア 2.3 2.5 83 83 0 71 5 0.07
（8分野全体）
2006 2007 2006 2007 － 0 +
大学 2.7 2.6 522 505 24 413 31 0.12
公的研究機関 2.2 2.3 113 105 4 89 6 0.10
民間企業 3.1 3.1 156 151 6 134 7 0.09
主に研究 2.7 2.7 315 252 12 209 17 0.12
*「回答を変更した人数」は、2006年および2007年調査の両方に回答した者のみ
*変化率はプラスおよびマイナスに移動した人数を「回答を変更した人数」の合計で除した数
問２０．我が国の大学や公的研究機関の研究成果が実用化されるまでにおいて、本分野の研
究費などの資金に関する我が国の制度上の障壁およびその運用上の問題点はどうですか
①研究費などの資金に関する制度上の障壁
回答を変更した人数
指数 回答者数
指数 回答者数 変化率
回答を変更した人数 変化率
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（回答変更理由）
2006
調査
2007
調査
回答
変化 自由記述 分野 属性
1 4 3 研究費の制度障壁が減って自由度が増した。 ナノ材料 大学
1 3 2 制度変更されて手続きがカンタンになった。 ライフ 無回答
1 2 1 障壁を少なくする方向に向いているようだが、それでも多い。 情報 大学
1 2 1 少なくなりつつある。 フロンティア 大学
3 4 1 緩和されて来た傾向。(流用、雇用等) 環境 大学
1 2 1 制度に様々な改善が試みられている。 ライフ 大学
1 2 1 会計規則の緩和。 環境 大学
2 3 1 科研費の繰越等により障害が少なくなった。 ナノ材料 大学
2 3 1 少しづつ改善がみられる。 環境 大学
2 3 1 制度的整備が徐々に進んでいる。 ライフ 大学
2 3 1 やや改善されたと考えている。 ライフ 大学
2 3 1 やや改善された。 情報 大学
2 3 1 研究費の重複支給のチェック体制等が整えられつつある。 フロンティア 大学
2 3 1 学振、JSTなどの資金は、制度上の障壁の低減や、運用上の柔軟性が増している。 エネルギー 大学
2 3 1 科研費は少し柔軟になった。 ナノ材料 大学
2 3 1 科研費の応募がわかりやすくなった。 社会基盤 公的
3 4 1 以前にくらべてやや改善されていると思う。 エネルギー 公的
2 3 1 科研費などの制度は柔軟性が増したように感じる。 環境 公的
1 2 1 改善はあるが不十分。 ものづくり 企業
3 2 -1 研究者が研究資金を私的に使用したり勝手に流用したりした事件が多く、日本の省庁が不必要にきびしい制約を課
してきたため。
環境 大学
3 2 -1 特任研究員に対する制約が多い。 情報 大学
2 1 -1 使用目的が限定されすぎる。年度を越えて使うことができない。 ものづくり 大学
2 1 -1 使用や、使途に制約の多いものが多い。 情報 大学
3 2 -1 選考評価が結果(成果）主義の傾向がある。 情報 大学
4 3 -1 自由度が少ない。 ライフ 大学
2 1 -1 言うまでもなく、様々な制度が硬直化しております。 エネルギー 大学
2 1 -1 分配の方法に問題。過度の集中。 環境 大学
3 2 -1 今年度開始したプロジェクト内でも制度の壁を感じた。 ナノ材料 大学
3 2 -1 分野のしばりが厳しくなり分野にあてはまらないと、公募すらできない。 ものづくり 大学
2 1 -1 自由度がない。 ものづくり 大学
3 2 -1 有力な研究者が複数いる研究機関でなければ研究費がとれなくなっている。 社会基盤 大学
3 2 -1 実用化を見すえた研究費が増えつつある。 ライフ 公的
4 3 -1 予算使途の限定が強まっている。 情報 公的
2 1 -1 単年度予算の執行可能時期の改善が必要。 ものづくり 公的
3 2 -1 公募が機能していないように思われる。 社会基盤 公的
2 1 -1 最近障壁が多くなった。 環境 企業
4 3 -1 制度、運用上の縛りがやや緩和されてきた。 社会基盤 その他
5 3 -2 2つの質問の違いがよく分らない。 環境 大学
4 2 -2 途中での変更が難しい。 社会基盤 大学
5 3 -2 審査基準、審査員が判りにくい。 社会基盤 大学
5 3 -2 一般に3年～2年と期間が短い。5年を基本に中間評価で３年～２年で切るという方向の方が良い。 エネルギー 大学
5 3 -2 既存の資金を参考に変更。 ナノ材料 企業
5 2 -3 基盤整備の研究と、それを利活用する手法の研究の融合がはかられていない。 社会基盤 大学
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（0問題点は多い⇔10問題点は少ない）
少
↑
2006
2007
↓
多
（分野ごと）
2006 2007 2006 2007 － 0 +
ライフ 1.9 1.9 106 104 6 78 12 0.19
情報 2.3 2.4 99 93 4 80 5 0.10
環境 2.3 2.4 117 105 6 86 7 0.13
ナノ材料 2.7 2.9 110 107 5 86 9 0.14
エネルギー 2.6 2.5 108 109 6 89 5 0.11
ものづくり 2.6 2.8 97 94 2 84 6 0.09
社会基盤 2.6 2.6 109 105 10 81 7 0.17
フロンティア 2.2 2.5 83 83 1 70 5 0.08
（8分野全体）
2006 2007 2006 2007 － 0 +
大学 2.3 2.4 522 505 28 403 36 0.14
公的研究機関 2.0 2.1 113 105 5 88 6 0.11
民間企業 2.9 3.0 157 152 5 132 11 0.11
主に研究 2.3 2.5 315 253 12 208 19 0.13
*「回答を変更した人数」は、2006年および2007年調査の両方に回答した者のみ
*変化率はプラスおよびマイナスに移動した人数を「回答を変更した人数」の合計で除した数
問２０．我が国の大学や公的研究機関の研究成果が実用化されるまでにおいて、本分野の研
究費などの資金に関する我が国の制度上の障壁およびその運用上の問題点はどうですか
②研究費などの資金に関する制度の運用上の問題点
指数
回答者数指数
回答者数
回答を変更した人数 変化率
変化率回答を変更した人数
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（回答変更理由）
2006
調査
2007
調査
回答
変化 自由記述 分野 属性
2 5 3 基盤整備の研究と、それを利活用する手法の研究の融合がはかられていない。 社会基盤 大学
1 4 3 運用上の自由度が増え、途中の変更も可能となった。 ナノ材料 大学
1 3 2 制度変更されて手続きがカンタンになった。 ライフ 無回答
1 3 2 改善がみられる。 ライフ 大学
2 4 2 学振、JSTなどの資金は、制度上の障壁の低減や、運用上の柔軟性が増している。 エネルギー 大学
1 3 2 少なくなりつつある。 フロンティア 大学
2 4 2 科研費などの制度は柔軟性が増したように感じる。 環境 公的
2 3 1 自由度は大きくなりつつある。 ナノ材料 大学
2 3 1 少しづつ改善がみられる。 環境 大学
1 2 1 制度に様々な改善が試みられている。 ライフ 大学
1 2 1 年度制。 環境 大学
2 3 1 やや改善された。 情報 大学
1 2 1 科研費で改善が進んでいる。しかし環境省など制約が大きいものも有る。 情報 大学
2 3 1 専任の人が配置されて変わりつつある。 ライフ 大学
2 3 1 やや改善されたと考えている。 ライフ 大学
1 2 1 資金的には、比較的余裕があるように思う。 ライフ 大学
2 3 1 研究費使用の柔軟性が少し改善された（科研費）。 社会基盤 大学
2 3 1 科研費は少し柔軟になった。 ナノ材料 大学
2 3 1 科研費等の申請額の増大、間接経費増で幾分改善されてきている。 ものづくり 大学
2 3 1 審査基準、審査員が判りにくい。 社会基盤 大学
1 2 1 少しゆるくなった様な気がする。 情報 企業
4 5 1 NEDO等は運用しやすくなった。 ナノ材料 企業
3 2 -1 単年度決算主義が根強い。 情報 大学
3 2 -1 資金を有効に使える制度が必要。 フロンティア 大学
3 2 -1 運用上の柔軟さなどが、まったく感じられない。 ナノ材料 大学
2 1 -1 年度を越えた使用なども許すべきではないか! 情報 大学
4 3 -1 研究者が研究資金を私的に使用したり勝手に流用したりした事件が多く、日本の省庁が不必要にきびしい制約を課し
てきたため。
環境 大学
3 2 -1 特任研究員に対する制約が多い。 情報 大学
2 1 -1 研究費が多くなると使いにくい状況が沢山でてくる。こと細かくチェックしすぎて、事務が大変はん雑になっている。 社会基盤 大学
2 1 -1 資金の使い方の制限が、かなり硬直化している。 社会基盤 大学
2 1 -1 公費の流用問題などで管理が不必要にきびしすぎる。 環境 大学
3 2 -1 間接費の問題。 ものづくり 大学
2 1 -1 使用できる時期が遅く、柔軟性がない。 エネルギー 大学
2 1 -1 言うまでもなく、様々な制度が硬直化しております。 エネルギー 大学
4 3 -1 資金による特認教員の教育への関与の制限。 エネルギー 大学
3 2 -1 資金を実際に使用できる期間が短すぎる。　例．今年度の資金を使用できるのが8月や9月からでは遅い。 社会基盤 公的
3 2 -1 不正経理など問題発生に伴い、ますます柔軟性が損なわれてきている。(現場では）制度上は「可能」でも実際の事務
経理上「NG」なこと多い。
ものづくり 公的
3 2 -1 年々自由度が減少している気がする。 ライフ 公的
3 2 -1 単年度予算の弊害。 ライフ 企業
2 1 -1 最近問題点が多くなった。 環境 企業
4 3 -1 既存の資金を参考に変更。 ナノ材料 企業
4 3 -1 制度、運用上の縛りがやや緩和されてきた。 社会基盤 その他
3 1 -2 事務が煩雑になった。 環境 大学
5 3 -2 自由度が少ない。 ライフ 大学
4 2 -2 途中での変更が難しい。 社会基盤 大学
3 1 -2 ますます特定のところへ集中する。使いきれないほど集めているところがある中で、自費で良い研究を細々とする現
場が目立つ。
社会基盤 大学
5 3 -2 研究費補助金の不正利用が明るみにでるなど、運用上の問題が多いと思われる。 社会基盤 その他
5 1 -4 年度を越えて運用できることが望ましい。 ライフ 大学
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（0障壁は多い⇔10障壁は少ない）
少
↑
2006
2007
↓
多
（分野ごと）
2006 2007 2006 2007 － 0 +
ライフ 2.7 2.7 101 103 4 83 5 0.10
情報 3.8 3.8 100 94 6 80 4 0.11
環境 3.1 3.3 115 103 4 89 4 0.08
ナノ材料 3.3 3.2 109 106 5 93 1 0.06
エネルギー 3.7 3.4 110 109 9 88 4 0.13
ものづくり 3.6 3.5 98 95 4 86 3 0.08
社会基盤 3.5 3.3 108 104 3 90 3 0.06
フロンティア 3.2 3.1 82 83 4 72 0 0.05
（8分野全体）
2006 2007 2006 2007 － 0 +
大学 3.3 3.2 519 505 27 424 15 0.09
公的研究機関 3.0 3.1 110 105 5 90 2 0.07
民間企業 3.8 3.6 157 151 6 135 5 0.08
主に研究 3.5 3.4 314 252 14 217 5 0.08
*「回答を変更した人数」は、2006年および2007年調査の両方に回答した者のみ
*変化率はプラスおよびマイナスに移動した人数を「回答を変更した人数」の合計で除した数
変化率
回答を変更した人数 変化率
問２１．我が国の大学や公的研究機関の研究成果が実用化されるまでにおいて、本分野の研
究人材に関する我が国の制度上の障壁およびその運用上の問題点はどうですか
①研究人材に関する制度上の障壁
回答を変更した人数
指数
指数
回答者数
回答者数
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（回答変更理由）
2006
調査
2007
調査
回答
変化 自由記述 分野 属性
1 4 3 改善されつつあると思う。 ものづくり 大学
1 2 1 学会など、言語の壁を乗り越える努力が実を結んできている。 ライフ 無回答
2 3 1 やや改善された。 情報 大学
3 4 1 常勤の者が他の研究施設で長期間研究することに制約がある。 ライフ 大学
2 3 1 全般的に改善されているが、人材流動に必要な年金制度改革（共済と厚生年金の一元化）、外国人の年金への配
慮などが必要である。
エネルギー 大学
3 4 1 テニュア制の導入などでは機関内に人材募集専門職が導入された。一般部門ではまだ。 ものづくり 大学
1 2 1 制度が判りにくい。 社会基盤 大学
2 3 1 プロジェクトでのポスドク雇用で人材的な制度は以前より改善された。 環境 公的
4 3 -1 研究関連で教育にタッチすることの制限。 エネルギー 大学
3 2 -1 良くなっているようには見えない。 情報 大学
3 2 -1 若者が目先のことしか考えなくなっている。 エネルギー 大学
3 2 -1 研究費が得られるような状況にない。 社会基盤 大学
2 1 -1 制度の変更有り。 ナノ材料 大学
2 1 -1 公務員給与や定員に縛られて、自由に海外からの登用はできない。 フロンティア 公的
4 3 -1 人材が海外に流失している。 フロンティア 企業
4 3 -1 実績がきこえてこない。 ライフ 企業
3 1 -2 医学系では、若手医師の研修制度の問題が、大変な障壁になっている。 ライフ 大学
4 2 -2 外国人の受け入れ手続き。 ナノ材料 大学
4 2 -2 流動により退職手当てや年金などで不利な扱いを受けることが多い。 ものづくり 大学
4 2 -2 ルーチンワークに人材が登用できない。 エネルギー 公的
5 2 -3 流動性を阻害する種々の要因が多すぎる。たとえば処遇の問題…。 ものづくり 公的
109
（0問題点は多い⇔10問題点は少ない）
少
↑
2006
2007
↓
多
（分野ごと）
2006 2007 2006 2007 － 0 +
ライフ 2.7 2.7 101 102 3 83 6 0.10
情報 3.6 3.6 100 94 7 79 4 0.12
環境 3.0 3.1 115 104 2 92 3 0.05
ナノ材料 3.4 3.4 109 106 5 91 3 0.08
エネルギー 3.5 3.4 109 109 5 90 5 0.10
ものづくり 3.4 3.3 98 95 6 86 1 0.08
社会基盤 3.4 3.3 108 104 5 86 5 0.10
フロンティア 3.1 3.0 82 83 2 74 0 0.03
（8分野全体）
2006 2007 2006 2007 － 0 +
大学 3.2 3.1 518 505 27 423 15 0.09
公的研究機関 2.8 2.9 110 105 3 92 2 0.05
民間企業 3.7 3.6 157 151 4 134 8 0.08
主に研究 3.4 3.3 315 252 11 221 5 0.07
*「回答を変更した人数」は、2006年および2007年調査の両方に回答した者のみ
*変化率はプラスおよびマイナスに移動した人数を「回答を変更した人数」の合計で除した数
変化率
変化率
回答者数
回答者数 回答を変更した人数
問２１．我が国の大学や公的研究機関の研究成果が実用化されるまでにおいて、本分野の研
究人材に関する我が国の制度上の障壁およびその運用上の問題点はどうですか
②研究人材に関する制度の運用上の問題点
指数
指数
回答を変更した人数
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（回答変更理由）
2006
調査
2007
調査
回答
変化 自由記述 分野 属性
1 4 3 改善されつつあると思う。 ものづくり 大学
1 2 1 やや改善されつつあるように思える。 社会基盤 無回答
3 4 1 少しづつ改善が認められる。 環境 大学
2 3 1 制度がわかりにくい。 社会基盤 大学
2 3 1 柔軟な運用が少しづつ増えてきた。 社会基盤 公的
2 1 -1 決定権が特定の人物に偏り易い。 環境 大学
2 1 -1 流動性は高まったが、適材適所となっている訳ではない。優秀な人材は、この制度では動く訳ではない。 社会基盤 大学
3 2 -1 人材削減でポストそのものが減少。 環境 大学
3 2 -1 あまりに流動性を言いすぎ。 ナノ材料 大学
4 3 -1 人事評価に問題が多い。 ものづくり 大学
3 2 -1 研究費が得られるような状況にない。 社会基盤 大学
4 3 -1 人材が海外に流失している。 フロンティア 企業
4 3 -1 実績がきこえてこない。 ライフ 企業
3 1 -2 医学系では、若手医師の研修制度の問題が、大変な障壁になっている。 ライフ 大学
4 2 -2 職位と給与の結びつきが強すぎる。助教が教授より高給であり得る制度があってもよい。 ものづくり 大学
4 2 -2 比較的短期のプロジェクトで多額の研究資金が充当されるため、特任研究員などの雇用は増えていますが、先のポジ
ションが確保できるまで落ち着いて研究に取り組むことが出来ないことは問題であると考えます。
ものづくり 公的
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（0障壁は多い⇔10障壁は少ない）
少
↑
2006
2007
↓
多
（分野ごと）
2006 2007 2006 2007 － 0 +
ライフ 2.9 3.0 99 101 5 77 9 0.15
情報 4.0 3.7 100 95 8 79 3 0.12
環境 3.6 3.9 109 99 2 88 4 0.06
ナノ材料 3.7 3.7 110 108 4 92 5 0.09
エネルギー 4.3 4.3 108 109 3 90 7 0.10
ものづくり 4.2 4.2 98 96 6 78 9 0.16
社会基盤 4.1 4.2 109 105 3 91 4 0.07
フロンティア 3.6 3.7 82 79 3 69 3 0.08
（8分野全体）
2006 2007 2006 2007 － 0 +
大学 3.9 3.9 513 498 21 407 35 0.12
公的研究機関 4.0 4.0 107 102 8 85 2 0.11
民間企業 3.5 3.6 158 154 5 137 5 0.07
主に研究 3.9 4.0 309 249 12 207 15 0.12
*「回答を変更した人数」は、2006年および2007年調査の両方に回答した者のみ
*変化率はプラスおよびマイナスに移動した人数を「回答を変更した人数」の合計で除した数
変化率
回答を変更した人数 変化率
回答を変更した人数
回答者数指数
問２２．我が国の大学や公的研究機関の研究成果が実用化されるまでにおいて、本分野の研
究成果の実用化や普及に関する我が国の制度上の障壁およびその運用上の問題点はどうです
か　①研究成果の実用化や普及に関する制度上の障壁
指数 回答者数
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（回答変更理由）
2006
調査
2007
調査
回答
変化 自由記述 分野 属性
2 5 3 大学が制度の改革を進めている。 ライフ 大学
1 4 3 知的財産関連制度やそのサポート体制は大幅に改善された。 ライフ 公的
2 4 2 柔軟性の拡大。 ものづくり 大学
3 4 1 改善している。 ライフ 大学
2 3 1 やや改善。 ライフ 大学
1 2 1 知財等は問題なし。許認可に問題あり。 ライフ 大学
2 3 1 手続きが簡素化されて障壁は緩和されてきている。 ナノ材料 大学
3 4 1 知財などについては制度が整備され、研究者の意識も向上している。 ナノ材料 大学
2 3 1 障壁は少なくなってきた。 社会基盤 大学
3 4 1 制度より研究の内容が問題。 エネルギー 大学
2 3 1 大学の制度が整備されてきている。 ものづくり 大学
3 4 1 知的財産権の縛りが減った。 ものづくり 大学
3 4 1 少しづつ改善されている。 環境 大学
3 4 1 関心が深まっている。 ナノ材料 公的
2 3 1 研究成果の公表が多くなされるようになった。 フロンティア その他
2 1 -1 大学のように製造部門がない所での知財の権利化・運用とその財源にはいろいろ問題が多い。 ナノ材料 大学
2 1 -1 国立大学の知的財産本部は、行き詰まりの感がある。中の人材が乏しく、実効が上がってないようである。 社会基盤 大学
3 2 -1 特許出願に関する義務と外部発表の制約が障壁となっている。 ものづくり 大学
4 3 -1 大学が成果を出したことに興味を持つものの、大学が成果普及に対して実質的に役に立たない場合が大半である。 フロンティア 大学
2 1 -1 知的財産について過敏になりすぎている。 ライフ 公的
4 3 -1 「法令順守主義」が最近特にきびしくなったため。 ライフ 公的
3 2 -1 知的財産関連制度が技術の発展を妨げる面がみられはじめている。 ものづくり 公的
4 3 -1 知的財産の申請まで研究者に負担をしいる制度の改良。 エネルギー 公的
3 2 -1 卒業などの月の問題。予算、使用可能期間の問題など、研究できない期間が増加している。 ものづくり 公的
2 1 -1 問題が出ないと動かない国の態度は問題。問題がでると規制を強化するだけの無策も問題。 エネルギー 企業
4 3 -1 既存の資金を参考に変更。 ナノ材料 企業
5 3 -2 やや改善された。 情報 大学
5 3 -2 大学の研究は実用化に対して考え方が非現実的すぎる。 社会基盤 公的
5 2 -3 大学における知財部所が有効に機能していない。 ものづくり 大学
4 1 -3 知財に関して、大学では全く整備されていない。 ものづくり 大学
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（0問題点は多い⇔10問題点は少ない）
少
↑
2006
2007
↓
多
（分野ごと）
2006 2007 2006 2007 － 0 +
ライフ 3.0 3.0 99 101 6 78 7 0.14
情報 4.1 4.0 100 95 6 79 5 0.12
環境 3.4 3.9 110 99 2 88 4 0.06
ナノ材料 3.9 3.8 109 108 6 90 4 0.10
エネルギー 4.2 4.2 106 109 2 89 7 0.09
ものづくり 4.3 4.2 97 96 3 83 6 0.10
社会基盤 4.2 4.3 109 105 2 91 5 0.07
フロンティア 3.7 3.8 82 80 2 70 3 0.07
（8分野全体）
2006 2007 2006 2007 － 0 +
大学 3.9 3.9 512 499 17 411 33 0.11
公的研究機関 3.8 3.8 106 102 4 88 2 0.06
民間企業 3.8 3.8 157 154 7 133 6 0.09
主に研究 3.9 4.0 269 249 7 212 14 0.09
*「回答を変更した人数」は、2006年および2007年調査の両方に回答した者のみ
*変化率はプラスおよびマイナスに移動した人数を「回答を変更した人数」の合計で除した数
問２２．我が国の大学や公的研究機関の研究成果が実用化されるまでにおいて、本分野の研
究成果の実用化や普及に関する我が国の制度上の障壁およびその運用上の問題点はどうです
か　②研究成果の実用化や普及に関する制度の運用上の問題点
回答者数指数
回答者数指数
回答を変更した人数 変化率
変化率回答を変更した人数
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（回答変更理由）
2006
調査
2007
調査
回答
変化 自由記述 分野 属性
2 4 2 大学機関において企業とのコーディネートが盛んになってきた。 情報 大学
2 3 1 問題点も少なくなってきている。 ナノ材料 大学
2 3 1 やや改善。 ライフ 大学
3 4 1 改善している。 ライフ 大学
3 4 1 少しづつ改善されている。 環境 大学
2 3 1 わずかながら改善されてきていると思う。 ナノ材料 大学
3 4 1 知財などについては制度が整備され、研究者の意識も向上している。 ナノ材料 大学
3 4 1 制度より研究の内容が問題。 エネルギー 大学
2 3 1 大学の制度が整備されてきている。 ものづくり 大学
2 3 1 柔軟性の拡大。 ものづくり 大学
1 2 1 問題はあるが、制度だけの問題ではなく、研究費にも問題があると思うようになったから。 フロンティア 公的
3 2 -1 新薬の許可に日程がかかりすぎる。 ライフ 大学
3 2 -1 技術移転はむずかしいのではないか。 情報 大学
2 1 -1 大学からの特許出願の有料化に伴い、知財部による査定が厳しくなった。 ナノ材料 大学
3 2 -1 特許出願に関する義務と外部発表の制約が障壁となっている。 ものづくり 大学
2 1 -1 情報セキュリティに必要以上に過敏になって、各制度がオーバーリアクション気味。成果を発表するなと言わんばかり
のときもある。
フロンティア 公的
4 3 -1 「法令順守主義」が最近特にきびしくなったため。 ライフ 公的
4 3 -1 既存の資金を参考に変更。 ナノ材料 企業
3 2 -1 GMOの受容性がいっこうに改善されていない。 ライフ 企業
5 3 -2 研究の高度化に制度が追いついていない。 情報 大学
4 2 -2 大学の研究成果を民間企業が活用する際に知的財産権が障害となるケースが増えている。 情報 企業
5 2 -3 適切な人材不足。 ものづくり 大学
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（0短くなっている⇔10長くなっている）
長
↑
2006
2007
↓
短
（分野ごと）
2006 2007 2006 2007 － 0 +
ライフ 4.3 4.4 98 97 11 71 6 0.19
情報 4.1 4.2 100 93 7 75 8 0.17
環境 4.1 4.3 111 101 5 83 8 0.14
ナノ材料 4.3 4.3 108 106 6 86 6 0.12
エネルギー 4.3 4.3 104 105 6 82 6 0.13
ものづくり 4.1 4.1 95 92 4 82 4 0.09
社会基盤 4.2 4.3 107 105 6 80 9 0.16
フロンティア 4.4 4.5 80 78 2 65 6 0.11
（8分野全体）
2006 2007 2006 2007 － 0 +
大学 4.2 4.3 506 490 31 385 36 0.15
公的研究機関 4.0 4.1 102 97 5 78 6 0.12
民間企業 4.4 4.3 158 153 11 127 10 0.14
主に研究 4.3 4.3 306 242 15 194 18 0.15
*「回答を変更した人数」は、2006年および2007年調査の両方に回答した者のみ
*変化率はプラスおよびマイナスに移動した人数を「回答を変更した人数」の合計で除した数
指数
変化率
回答を変更した人数 変化率
問２３．本分野において、我が国の大学や公的研究機関の研究成果が実用化されるまでの期
間は、2001年頃と比較してどうですか
指数
回答者数
回答者数 回答を変更した人数
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（回答変更理由）
2006
調査
2007
調査
回答
変化 自由記述 分野 属性
1 6 5 ほとんど実用化に至っていないものが大半。 情報 大学
2 5 3 独立行政法人化されたことで、大学や公的機関が対価を要求し始めたため、民間企業が連携を回避する動きが出て
きた。
環境 企業
4 6 2 何も実用化されていないので期間は長くなっている。 環境 大学
2 4 2 ネットワーク技術のスパンが長くなってきた。 情報 大学
4 6 2 例えば、倫理委員会などが多すぎ、また書類も膨大となる。このpaper workの多さを何とかしなくてはいけない。上記
理由で、トランスレーショナルリサーチを応用するまで数年を要することがある。その間に海外では実用化され、特許
もとられてしまっている。
ライフ 大学
3 5 2 研究成果が各種防災技術基準に反映されていない。 社会基盤 大学
2 4 2 研究と実用との間に乖離がある場合がある。説明不足かもしれない。 情報 その他
3 4 1 不必要なリサイクル化や表面的な議論が非常におかしい。 エネルギー 大学
3 4 1 特許申請などに対応する体制が改善しつつあると考えられる。 環境 大学
3 4 1 先端材料ほど実用化に時間がかかるようになっている。 ナノ材料 大学
4 5 1 困難さが理解されてきた。 エネルギー 大学
3 4 1 研究成果がなかなか実用化に結びつかなくなっている。むしろ海外から声が掛かる。 フロンティア 大学
3 4 1 宇宙開発の方針やターゲットが二転三転していて、実用までの道のりは長くなっている。 フロンティア 大学
4 5 1 研究費がない。時間がない。 社会基盤 大学
2 3 1 「実用化」にたえる技術が減っていると思う。 社会基盤 公的
3 4 1 基礎研究の方向にシフトしつつあるため。 ものづくり 公的
3 4 1 研究以外の雑用が非常に多くなっている。 ナノ材料 公的
3 4 1 思い通りに実用化されていない。 フロンティア 企業
3 4 1 約20年前と比較。負側→正側にあると思う。 ものづくり 企業
3 4 1 画期的な成果が少なくなってきている。 エネルギー 企業
4 3 -1 制度や運用に問題が多いが少しずつ改善されていると思う。 ライフ 大学
2 1 -1 知財に関するシステムが構築され、若干短くなったようである。 環境 大学
5 4 -1 多少改善されていると思う。 ナノ材料 大学
3 2 -1 状況の改善がみられる。 社会基盤 大学
4 3 -1 期間は短縮される方向にある。 情報 大学
3 2 -1 産学連携が活発化している。 環境 大学
4 3 -1 産学連携の効果が少しでてきていると感じる。 ライフ 大学
3 2 -1 実用化のための機関が充実しつつある。 ライフ 大学
3 2 -1 特に法人化により”加速している”ように思う。 ナノ材料 大学
3 2 -1 実用化までのintervalは各分野の努力で若干短くなっている。 ライフ 大学
4 3 -1 情報分野でサイクルが短くなる傾向が感じられる。 情報 大学
4 3 -1 TLOの活動がようやく進み始めた。 情報 大学
3 2 -1 前回より短くなっていると思う。国の実用化への力の入れようが働き始めているのではないか。 エネルギー 大学
4 3 -1 やや改善。 環境 公的
2 1 -1 まだ不満はあるが、2001年頃に比べれば、短くなっている。 フロンティア 公的
4 3 -1 基礎的研究成果が実用化されるケースが多くなった。 ナノ材料 企業
4 3 -1 大学も研究成果の実用化を強く意識するようになってきた。 社会基盤 企業
4 3 -1 TLOの機能が生かされつつある。 ものづくり 企業
3 2 -1 スピードは上がっている実感あり。 ものづくり 企業
4 3 -1 産学連携が具体的に進展しつつあるため。 エネルギー 企業
3 2 -1 実用化の重要性が基礎研究の中でも認識されつつあることから。 ライフ 企業
5 3 -2 産業界が近視眼的になっている。 情報 大学
4 2 -2 早くなったように感じる事例を周囲で良く聞くようになった。理由はわからない。 ライフ 大学
6 4 -2 制度より研究の内容が問題。 エネルギー 大学
4 2 -2 大学独法化の影響。 エネルギー 公的
5 3 -2 比較的短期的テーマ設定がなされている。 ナノ材料 企業
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（0減っている⇔10増えている）
増
↑
2006
2007
↓
減
（分野ごと）
2006 2007 2006 2007 － 0 +
ライフ 5.4 5.3 89 88 5 70 3 0.10
情報 4.3 4.4 95 90 6 73 6 0.14
環境 5.3 5.2 100 92 5 75 6 0.13
ナノ材料 5.3 5.2 104 102 8 84 3 0.12
エネルギー 5.2 5.0 102 101 5 82 5 0.11
ものづくり 5.2 5.3 92 90 4 75 8 0.14
社会基盤 5.0 4.9 95 94 5 82 0 0.06
フロンティア 4.7 4.9 72 70 1 62 2 0.05
（8分野全体）
2006 2007 2006 2007 － 0 +
大学 5.2 5.2 465 456 20 375 22 0.10
公的研究機関 5.0 5.0 94 88 6 72 2 0.10
民間企業 4.7 4.6 157 150 12 126 8 0.14
主に研究 5.1 5.1 285 226 10 189 13 0.11
*「回答を変更した人数」は、2006年および2007年調査の両方に回答した者のみ
*変化率はプラスおよびマイナスに移動した人数を「回答を変更した人数」の合計で除した数
問２４．本分野において、いわゆる『基本特許』のような重要特許における我が国の取得状
況のシェアは、2001年頃と比較してどうですか
指数
指数
回答者数
回答者数 変化率
回答を変更した人数 変化率
回答を変更した人数
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（回答変更理由）
2006
調査
2007
調査
回答
変化 自由記述 分野 属性
3 5 2 特許取得を援助する機関の整備で増えているようである。 情報 大学
2 4 2 発展途上国向けに役立つ研究成果もある。 エネルギー 大学
2 4 2 企業が積極的かつ重要視するようになった。 情報 企業
3 4 1 研究者も特許に関心が高い。 ライフ 大学
3 4 1 内容はともかく数は増えている。 環境 大学
3 4 1 知的所有権の認識が深まった。 環境 大学
4 5 1 増えていると思う。 ナノ材料 大学
4 5 1 各大学等が力を入れている。ＪＳＴなどの補助制度。 エネルギー 大学
3 4 1 韓国等が増加。 ものづくり 大学
4 5 1 知的財産への大学人の関心が高まっていると感じる。 エネルギー 大学
3 4 1 特許取得のサポート組織が増えた。 ものづくり 大学
4 5 1 加速していると感じられる。 ものづくり 公的
2 3 1 研究の活発化に伴い、増えている。 ものづくり 公的
1 2 1 これ以上減りようがないと思うくらい。 フロンティア 企業
3 4 1 国から民間に至るまで特許の重要性が益々認識されるに至っている。 ライフ 企業
3 2 -1 絶対数はともかく、有効な特許は少なくなっている。 情報 大学
3 2 -1 JSTの特許出願支援制度を改革し、有効に機能させる必要がある。現状は不十分であると考えられる。 ナノ材料 大学
4 3 -1 近視眼的になり、スケールが小さくなっている。 ナノ材料 大学
4 3 -1 実質的にあまり変わっていないと思われる。 ライフ 大学
3 2 -1 研究している余裕がない。 社会基盤 大学
5 4 -1 アジアの増加。 ものづくり 大学
4 3 -1 定量的なデータはないが、目にする機会が減った気がする。 ものづくり 公的
5 4 -1 大きな変化はない。 社会基盤 公的
3 2 -1 特許評価会などで検討しているが、実感として、少なくなっているように感じる。量はすごく多いが。 フロンティア 公的
4 3 -1 実用化のための特許にシフトしている印象。 ものづくり 企業
3 2 -1 韓国等のコピーパテント等が急増。 ナノ材料 企業
5 4 -1 特許の維持費などから更新しなくなったものも増えつつあると思われ、減ってはいないと思われるが、増え方は小さく
なったと思われる。
エネルギー 企業
2 1 -1 特許庁での考え方が変わり、基本特許のようなものは取りにくくなった。 情報 企業
4 3 -1 やや減。 ものづくり 企業
5 4 -1 少しトーンダウン？ ナノ材料 企業
5 4 -1 国際標準化特許が増加。 情報 企業
5 4 -1 取りにくくなっているように見える。 環境 その他
3 1 -2 不要な特許申請が多すぎる。 ナノ材料 大学
5 3 -2 国際的な競争が厳しくなっている。 ナノ材料 大学
6 2 -4 基礎研究の減少。研究者の独創性の欠如。 エネルギー 大学
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（0どちらかと言えば阻害する⇔10どちらかと言えば促進する）
促進
↑
↓
阻害
（分野ごと）
2006 2007 2006 2007 － 0 +
ライフ 4.7 4.7 102 98 7 79 4 0.12
情報 5.0 5.2 102 95 3 81 8 0.12
環境 4.1 4.4 107 97 3 85 4 0.08
ナノ材料 4.6 4.5 109 107 2 97 1 0.03
エネルギー 4.8 4.8 108 109 6 89 4 0.10
ものづくり 5.0 5.0 97 95 5 81 6 0.12
社会基盤 4.8 4.7 102 99 5 84 3 0.09
フロンティア 4.7 4.7 78 73 2 63 3 0.07
（8分野全体）
2006 2007 2006 2007 － 0 +
大学 4.5 4.6 497 480 21 404 19 0.09
公的研究機関 4.4 4.4 109 100 4 87 3 0.07
民間企業 5.4 5.4 162 156 8 135 9 0.11
主に研究 4.4 4.4 308 240 10 204 13 0.10
*「回答を変更した人数」は、2006年および2007年調査の両方に回答した者のみ
*変化率はプラスおよびマイナスに移動した人数を「回答を変更した人数」の合計で除した数
指数
問２５．特許制度については、研究開発の進展に対し、阻害と促進の双方に作用するという
議論があります。本分野における我が国の特許制度の現状はどうですか
指数 回答者数 回答を変更した人数 変化率
回答を変更した人数 変化率
①基礎研究において
回答者数
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（回答変更理由）
2006
調査
2007
調査
回答
変化 自由記述 分野 属性
2 6 4 基礎と言えども実用化を考えていないと結局使われる技術にはならない。研究のための研究を避けるため必要。 情報 大学
2 4 2 基礎研究の出口は論文なので、特許制度がこれを阻害することは少ない。但し、基礎研究と実用化の距離が近くなる
と、特許におけるサイエンスリンケージが多くなってくる（我国は少ない）ことに留意が必要。
特許戦略の対極は「技術の囲い込み」と「知財も商品（オープン化）」。前者は、応用研究・実用化の促進を阻害する。
ものづくり 大学
1 3 2 特許作成になれてきている。 情報 企業
3 4 1 特許に関してポジティブな考えが多くなってきた。 ライフ 大学
2 3 1 積極的に阻害している要因はみあたらない。 情報 大学
4 5 1 特許は研究を促進する。 ライフ 大学
4 5 1 最近は基礎研究でも特許と深くかかわってきている。 エネルギー 大学
4 5 1 研究者のインセンティブとなる。 情報 企業
3 4 1 市場性との連関性は有意となってきた。 環境 企業
3 4 1 国の「知的財産戦略会議」の施策が促進に効果がでている。 ものづくり 企業
5 6 1 特許による先駆性の主張が論文発表より有効であるとされて来た。 ものづくり その他
3 4 1 両面があるように思われる。 フロンティア その他
4 3 -1 書類の煩雑さを改善すべき。 ライフ 大学
3 2 -1 アイデア特許が多くあるため、あとから実際に完成させても優先権を主張されるようなことがあるのではないか。 ものづくり 大学
3 2 -1 発表（公表）の時期をずらすことになる。 ライフ 大学
3 2 -1 自由な発表、討論ができない。 社会基盤 大学
4 3 -1 スピードが遅い。 社会基盤 大学
4 3 -1 米国にくらべ我が国は、自国の審査にもきつい。 エネルギー 大学
3 2 -1 共通的な研究手法も活用できない場合がある。 ライフ 公的
4 3 -1 宇宙開発のような最先端かつ国家技術安全保障にからむ分野では特許や学会での公開は後続諸国の追従、模倣を
助長する。特許ではなく非公開技術認定やその他の経済的な手段で日本の科学技術成果を保護する方策が必要と
考える。
フロンティア 公的
4 2 -2 研究公表の機会が失われる。修士論文の発表も公知になるとなった。 情報 大学
5 3 -2 企業から研究費をもらった場合、大きな制約を受ける。 ものづくり 大学
5 3 -2 科学段階の特許許諾の考え方に遅れ。 ナノ材料 企業
5 1 -4 基礎と称して応用に走る者が増加してしまった。 フロンティア 公的
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（0どちらかと言えば阻害する⇔10どちらかと言えば促進する）
促進
↑
↓
阻害
（分野ごと）
2006 2007 2006 2007 － 0 +
ライフ 5.4 5.4 102 98 5 81 4 0.10
情報 5.6 5.9 102 95 4 80 8 0.13
環境 5.3 5.3 108 99 6 82 5 0.12
ナノ材料 5.3 5.5 109 107 3 91 6 0.09
エネルギー 5.3 5.3 107 108 4 91 3 0.07
ものづくり 5.0 4.8 97 95 8 78 6 0.15
社会基盤 5.3 5.1 102 99 7 81 4 0.12
フロンティア 5.2 5.4 78 73 1 63 4 0.07
（8分野全体）
2006 2007 2006 2007 － 0 +
大学 5.3 5.3 497 481 21 398 25 0.10
公的研究機関 5.3 5.4 109 100 4 87 3 0.07
民間企業 5.5 5.6 162 156 12 130 10 0.14
主に研究 5.3 5.2 308 240 13 202 12 0.11
*「回答を変更した人数」は、2006年および2007年調査の両方に回答した者のみ
*変化率はプラスおよびマイナスに移動した人数を「回答を変更した人数」の合計で除した数
変化率
変化率回答を変更した人数
問２５．特許制度については、研究開発の進展に対し、阻害と促進の双方に作用するという
議論があります。本分野における我が国の特許制度の現状はどうですか
指数
回答を変更した人数
②応用研究や実用化研究において
回答者数指数
回答者数
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（回答変更理由）
2006
調査
2007
調査
回答
変化 自由記述 分野 属性
1 5 4 特許内容と最終成果との一致性が上ってきている。 情報 企業
2 5 3 国際的特許連携の進展。 ナノ材料 企業
2 4 2 特に阻害する理由が思いつかない為、変更した。 情報 大学
3 5 2 パテントプライオリティが事業に直結するようになった。 ナノ材料 企業
3 4 1 特許化によってしか商品化はのぞめないことがはっきりしてきた。 社会基盤 大学
3 4 1 国としてプロジェクトに使えられればよい。 環境 大学
5 6 1 大いに促進する。 ライフ 大学
2 3 1 少しはシステムが整ってきて促進方向にあると思われる。 ナノ材料 大学
3 4 1 職務発明制度は優れている。 フロンティア 大学
4 5 1 重要性が高まり、よいモチベーションとなっている。 情報 企業
4 5 1 事業性を高める利益の源泉。 情報 企業
3 4 1 国の「知的財産戦略会議」の施策が促進に効果がでている。 ものづくり 企業
3 4 1 若い研究者が明るくなっている。 環境 その他
3 4 1 両面があるように思われる。 フロンティア その他
3 2 -1 大学の場合、学生の知財に関する制度が準備されていない。 ナノ材料 大学
5 4 -1 特許申請により我国の知財が新興国に利用される面もあり、検討が必要である。 エネルギー 大学
4 3 -1 大学にとっては、特許維持費が高すぎる。 社会基盤 大学
5 4 -1 公表・発表時期等に問題が生じる場合あり。 ものづくり 大学
3 2 -1 自由な発表、討論ができない。 社会基盤 大学
4 3 -1 スピードが遅い。 社会基盤 大学
4 3 -1 宇宙開発のような最先端かつ国家技術安全保障にからむ分野では特許や学会での公開は後続諸国の追従、模倣を
助長する。特許ではなく非公開技術認定やその他の経済的な手段で日本の科学技術成果を保護する方策が必要と
考える。
フロンティア 公的
4 3 -1 契約上は物品購入だが、実際的には共同で開発したものを、企業が勝手に特許出願しようとした例を見た。 社会基盤 公的
6 5 -1 促進するが、他国での有効性に疑問があり、必ずしも促進するとは言えない。 ライフ 企業
4 3 -1 社会インフラは国全体で共有するものであるため、特許で制限がかかるような特定企業のシステムは採用しにくいた
め。
社会基盤 企業
3 2 -1 特許が技術の流れを促している。 ものづくり その他
5 3 -2 企業から研究費をもらった場合、大きな制約を受ける。 ものづくり 大学
4 2 -2 ・基礎研究の出口は論文なので、特許制度がこれを阻害することは少ない。但し、基礎研究と実用化の距離が近くな
ると、特許におけるサイエンスリンケージが多くなってくる（我国は少ない）ことに留意が必要。
・特許戦略の対極は「技術の囲い込み」と「知財も商品（オープン化）」。前者は、応用研究・実用化の促進を阻害す
る
ものづくり 大学
4 2 -2 書類の煩雑さを改善すべき。 ライフ 大学
6 3 -3 審査期間が長すぎること。 情報 大学
5 2 -3 アイデア特許が多くあるため、あとから実際に完成させても優先権を主張されるようなことがあるのではないか。 ものづくり 大学
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（0低い⇔10高い）
高
↑
↓
低
（分野ごと）
2006 2007 2006 2007 － 0 +
ライフ 3.8 3.7 106 104 10 80 5 0.16
情報 3.5 3.5 101 95 7 80 4 0.12
環境 4.7 4.6 117 106 7 87 6 0.13
ナノ材料 5.4 5.4 111 108 5 89 7 0.12
エネルギー 5.3 5.2 111 109 9 87 6 0.15
ものづくり 5.7 5.7 100 98 6 83 7 0.14
社会基盤 5.4 5.2 110 105 10 82 6 0.16
フロンティア 3.5 3.5 85 84 4 71 4 0.10
（8分野全体）
2006 2007 2006 2007 － 0 +
大学 4.9 4.8 525 509 33 413 26 0.13
公的研究機関 4.5 4.2 114 105 10 84 5 0.15
民間企業 4.3 4.3 165 157 12 129 12 0.16
主に研究 4.9 4.9 319 255 16 216 10 0.11
*「回答を変更した人数」は、2006年および2007年調査の両方に回答した者のみ
*変化率はプラスおよびマイナスに移動した人数を「回答を変更した人数」の合計で除した数
問２６．本分野における我が国の現在の科学の水準は、以下の国等（欧州、アジアは最も進
んでいる国）と比較してどうですか　①米国と比較して、日本は？
回答を変更した人数指数 回答者数 変化率
回答を変更した人数 変化率指数 回答者数
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（回答変更理由）
2006
調査
2007
調査
回答
変化 自由記述 分野 属性
3 5 2 ものづくりをシステム化するだけの米国や欧州に比べて日本はよほど科学的アプローチが活発。 ものづくり 大学
4 6 2 ものづくり科学の論文内容が米国に比べ高くなった。 ものづくり その他
2 3 1 異なる分野間の連携が少し進み、新しいタイプの成果が増えつつある。 ライフ 無回答
2 3 1 平均値を取ればこの辺り。 ライフ 大学
3 4 1 年々（レベル）向上している。 ナノ材料 大学
3 4 1 米国の地盤が相対的に低下した。 ナノ材料 大学
4 5 1 高くなっている。 ナノ材料 大学
3 4 1 理工系の重要性が認識されつつあり、展望が明るくなってきた。 エネルギー 大学
4 5 1 さらに進んできた。 ライフ 大学
4 5 1 さほど意識が高いとは思えない。 社会基盤 大学
3 4 1 成果が出ている。 社会基盤 大学
4 5 1 加工技術の促進が目ざましい。 ものづくり 大学
3 4 1 基礎研究の充実による。 ものづくり 大学
3 4 1 米国の研究はアジアの人が支えている。それがアジアに戻りつつある。 ものづくり 大学
2 3 1 近年は差が縮まった分野がある。 環境 公的
3 4 1 近年の環境重視の政策により上昇していると感じる。 環境 公的
2 3 1 科学／技術双方のアプローチの進展。 ナノ材料 企業
3 4 1 論文、特許等多。 情報 企業
2 3 1 進展してきている。 エネルギー 企業
2 3 1 日本の応用研究力は高くなった。 ナノ材料 企業
2 3 1 独法研究機関の柔軟な資金活用により水準が上ったと思われる。 エネルギー 企業
5 4 -1 情報技術分野との融合が進んでいる。 社会基盤 大学
6 5 -1 米国ががんばってきた。 エネルギー 大学
4 3 -1 米国の研究用先端技術が急速に充実してきている。 ナノ材料 大学
3 2 -1 アメリカがますます進んできている。 情報 大学
5 4 -1 MEMSなど超精密加工における米国の研究水準を過小評価していたため変更。 ものづくり 大学
3 2 -1 法制度面の後追いが目立つ。 情報 大学
5 4 -1 新産業に結びついていない。欧米による追い上げが激しい。 情報 大学
3 2 -1 ゲノム研究などでは差が広がった。 ライフ 大学
4 3 -1 日本の評価システムが発展途上であることと関連しているように感じています。 ライフ 大学
4 3 -1 特定の分野を除くと、研究費や時間が減っている。 社会基盤 大学
5 4 -1 CFD(数値流体力学）などでは米国が優れていることが明らかになってきた。 社会基盤 大学
4 3 -1 前回より日本の科学水準が下がっていると考える。実用化水準は高いが、基礎研究水準は低くなっている。 エネルギー 大学
3 2 -1 最近は米国が強い。 エネルギー 大学
3 2 -1 人材の数、基礎研究から応用研究までの政府のサポートの幅広さなど、知識が増える程、差が大きい感じが深まっ
てきた。
情報 公的
3 2 -1 研究環境が悪くなっているため。 フロンティア 公的
2 1 -1 益々米国がリードしている。 情報 企業
5 4 -1 米国は、強いところは強い。 社会基盤 企業
6 4 -2 独創的な課題設定で劣る。 環境 大学
6 4 -2 USAが投資する予算は巨大で、全体としての方策は科学を含めてダントツ。 フロンティア 大学
5 3 -2 「はやぶさ」のような、日本の独創的プロジェクトの後継を支援せず、米国後追いの研究や開発に逆行する傾向が顕
著になってきた。
フロンティア 公的
5 3 -2 バイオマス分野での出遅れが大きい。 環境 企業
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（0低い⇔10高い）
高
↑
↓
低
（分野ごと）
2006 2007 2006 2007 － 0 +
ライフ 4.9 4.8 106 104 11 78 6 0.18
情報 4.6 4.6 101 95 9 77 5 0.15
環境 4.6 4.6 116 106 7 87 5 0.12
ナノ材料 5.9 5.9 111 108 7 87 7 0.14
エネルギー 5.6 5.5 111 109 9 88 5 0.14
ものづくり 5.8 5.8 100 98 5 88 3 0.08
社会基盤 5.7 5.5 110 105 8 88 2 0.10
フロンティア 4.4 4.5 85 84 3 73 3 0.08
（8分野全体）
2006 2007 2006 2007 － 0 +
大学 5.4 5.3 524 509 35 417 19 0.11
公的研究機関 5.1 4.9 114 105 9 86 4 0.13
民間企業 4.9 4.9 165 157 11 131 11 0.14
主に研究 5.4 5.3 318 255 18 212 11 0.12
*「回答を変更した人数」は、2006年および2007年調査の両方に回答した者のみ
*変化率はプラスおよびマイナスに移動した人数を「回答を変更した人数」の合計で除した数
変化率
回答を変更した人数
指数
変化率
問２６．本分野における我が国の現在の科学の水準は、以下の国等（欧州、アジアは最も進
んでいる国）と比較してどうですか　②欧州と比較して、日本は？
回答者数
回答者数指数
回答を変更した人数
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（回答変更理由）
2006
調査
2007
調査
回答
変化 自由記述 分野 属性
3 5 2 ものづくりをシステム化するだけの米国や欧州に比べて日本はよほど科学的アプローチが活発。 ものづくり 大学
4 6 2 エレクトロニクス関連のリードは大きい。 ナノ材料 企業
2 4 2 科学／技術双方のアプローチの進展。 ナノ材料 企業
3 4 1 異なる分野間の連携が少し進み、新しいタイプの成果が増えつつある。 ライフ 無回答
4 5 1 高くなっている。 ナノ材料 大学
4 5 1 リードしてきた。 ライフ 大学
4 5 1 欧州の低迷。 ライフ 大学
3 4 1 理工系の重要性が認識されつつあり、展望が明るくなってきた。 エネルギー 大学
4 5 1 年々（レベル）向上している。 ナノ材料 大学
3 4 1 成果が出ている。 社会基盤 大学
2 3 1 近年は差が縮まった分野がある。 環境 公的
3 4 1 近年の環境重視の政策により上昇していると感じる。 環境 公的
3 4 1 論文、特許等多。 情報 企業
2 3 1 日本の応用研究力は高くなった。 ナノ材料 企業
2 3 1 進展してきている。 エネルギー 企業
3 4 1 独法研究機関の柔軟な資金活用により水準が上ったと思われる。 エネルギー 企業
6 5 -1 地球環境と災害に関することが進展している。 社会基盤 無回答
6 5 -1 欧州の水準が上がってきている。 エネルギー 大学
4 3 -1 日本の活力が失われつつあると感じる。 情報 大学
3 2 -1 EU委員会のテコ入れが見られる。 環境 大学
5 4 -1 新産業に結びついていない。欧米による追い上げが激しい。 情報 大学
3 2 -1 ヨーロッパにくらべて競争力が弱くなっているのでは。 ライフ 大学
4 3 -1 基礎研究で質の高さが欧州に見られる。 情報 大学
5 4 -1 感覚的です。欧米は政府主導で戦略的ですが、日本はいつでも海外追従です。 エネルギー 大学
6 5 -1 科学的目的など、日本は欧州に比べて遅れ始めている。 フロンティア 大学
4 3 -1 遅れてきた。 エネルギー 大学
5 4 -1 EUの大型プロジェクトの効果が現れてきた。 社会基盤 大学
4 3 -1 最近ヨーロッパのレベルが上昇している。 ライフ 大学
4 3 -1 前回より日本の科学水準が下がっていると考える。実用化水準は高いが、基礎研究水準は低くなっている。 エネルギー 大学
4 3 -1 ＥＵによる強調的取り組みが進んでおり、相乗効果が出始めている。 ライフ 大学
4 3 -1 ＥUが急進している。 環境 公的
4 3 -1 ヨーロッパもこの分野に力を入れてきており、差が開き気味。 情報 公的
4 3 -1 欧州の質の高さを見直した。 ナノ材料 企業
4 2 -2 欧州全体でなく、先進国と比較した。 ものづくり 大学
5 3 -2 欧州ではEU全体でプロジェクトを進めている。例えばNEXT計画で大きな成果を上げている。 ものづくり 大学
6 4 -2 日本独自のアイデアを伸ばす方針を転換して、現状維持を目指すように志が下がってきている。 フロンティア 公的
5 3 -2 あまり相違がなくなっている。 社会基盤 公的
5 3 -2 ヨーロッパの状況が進んでいる。 ナノ材料 企業
5 1 -4 民間の導入。地域格差への考え方。ＥＵと大きく異なる。 社会基盤 大学
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（0低い⇔10高い）
高
↑
↓
低
（分野ごと）
2006 2007 2006 2007 － 0 +
ライフ 8.1 7.7 105 104 15 78 1 0.17
情報 6.9 6.9 101 95 15 71 5 0.22
環境 8.1 8.0 117 106 7 89 4 0.11
ナノ材料 8.4 8.2 111 108 9 89 3 0.12
エネルギー 8.2 8.2 111 109 10 87 5 0.15
ものづくり 8.2 8.1 100 98 13 77 6 0.20
社会基盤 8.3 7.9 110 105 15 82 1 0.16
フロンティア 7.6 7.3 85 84 13 64 2 0.19
（8分野全体）
2006 2007 2006 2007 － 0 +
大学 8.2 8.0 524 509 56 398 17 0.15
公的研究機関 8.1 7.7 114 105 17 81 1 0.18
民間企業 7.6 7.4 165 157 21 124 8 0.19
主に研究 8.3 7.9 319 255 31 201 10 0.17
*「回答を変更した人数」は、2006年および2007年調査の両方に回答した者のみ
*変化率はプラスおよびマイナスに移動した人数を「回答を変更した人数」の合計で除した数
問２６．本分野における我が国の現在の科学の水準は、以下の国等（欧州、アジアは最も進
んでいる国）と比較してどうですか　③アジアと比較して、日本は？
回答を変更した人数
回答者数 回答を変更した人数
回答者数指数
指数 変化率
変化率
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（回答変更理由）
2006
調査
2007
調査
回答
変化 自由記述 分野 属性
3 5 2 内容を見ると、日本の良い事が認識された。 ものづくり 大学
3 5 2 進展してきている。 エネルギー 企業
5 6 1 本分野のアジア諸国の研究発展はにぶっており、日本との差がひらいた感がる。 環境 大学
4 5 1 相対的には良い方向に変化した。 ナノ材料 大学
5 6 1 年々（レベル）向上している。 ナノ材料 大学
5 6 1 アジアは日本のまねばかり。日本を抜くことはない。 ものづくり 大学
3 4 1 応用研究が日本で進んでいる。 情報 企業
4 3 -1 インドの台頭が目立つ。 ライフ 無回答
6 5 -1 中国、韓国、台湾の追い上げが厳しい。 ナノ材料 大学
5 4 -1 中国とインドが高くなっている。 情報 大学
5 4 -1 韓国の躍進が目ざましい。 情報 大学
6 5 -1 中国、韓国、台湾、タイの著しい進歩。 ナノ材料 大学
5 4 -1 アジアにおける水準が上がってきている。 ナノ材料 大学
5 4 -1 中国の進歩。 ナノ材料 大学
5 4 -1 法制度面で韓国の変わり身の早さは学ぶべきものが多い。 情報 大学
6 5 -1 中国が、技術の輸入で伸びていると思う。 ナノ材料 大学
6 5 -1 中国が伸びてきている。 エネルギー 大学
6 5 -1 アジアの水準が上がってきている。 エネルギー 大学
5 4 -1 韓国、中国の台頭。 ナノ材料 大学
6 5 -1 中国等と比べ低下中。 情報 大学
5 4 -1 特に韓国での科学水準が進んでいる。 ライフ 大学
6 5 -1 研究費や人員の配置は、中国で改善が著しい。 ライフ 大学
6 5 -1 中国、韓国が著しく伸びてきている。 ライフ 大学
6 5 -1 中国のレベルアップ。 情報 大学
6 5 -1 Koreaのlevel upは目ざましい。 ライフ 大学
6 5 -1 中国の進展。 ものづくり 大学
5 4 -1 韓国、中国が急速に向上している。 情報 大学
5 4 -1 近年アジア地区の水準は大きく進展しているため。 情報 大学
4 3 -1 韓国の躍進。 情報 大学
5 4 -1 東アジアの発展は著しい。 情報 大学
6 5 -1 中・韓・台の台頭。 情報 大学
5 4 -1 日本のレベル低下というよりは、中国、韓国のレベルが上がってきている。 ナノ材料 大学
6 5 -1 中国、韓国のレベルが上がっている。 ライフ 大学
6 5 -1 アジア諸国の科学レベルの進展。 エネルギー 大学
5 4 -1 韓国、中国の研究レベルが上がってきた。 社会基盤 大学
5 4 -1 中国・インドなどの国々のレベルが上ってきた。 フロンティア 大学
4 3 -1 中国、韓国、インドの擡頭。 フロンティア 大学
5 4 -1 大学に投入されている人・金・モノが中国に比べて大きく後退している。 ものづくり 大学
6 5 -1 中国が力をつけている。 フロンティア 大学
4 3 -1 中国、韓国、シンガポールの猛追あり。 フロンティア 大学
6 5 -1 予算的に中国・韓国が増強されている。 ものづくり 大学
6 5 -1 最近のアジアの台頭は目覚しいものがある。 ものづくり 大学
6 5 -1 近年の中国などの前進はめざましく、近いうちに逆転する可能性すら感じる。 フロンティア 大学
5 4 -1 相対的に日本が下がり気味。 ものづくり 大学
6 5 -1 中国などの水準が上がってきている。 エネルギー 大学
5 4 -1 アジア諸国でも温暖化研究への取り組みが進んできた。 環境 公的
6 5 -1 中国の進展が著しい。 社会基盤 公的
5 4 -1 中国・韓国が急速に進展している。 環境 公的
5 4 -1 中国、韓国のレベルアップ。 ものづくり 公的
5 4 -1 中国の追い上げが激しい。 ライフ 公的
5 4 -1 中国が伸びているように思う。 ライフ 公的
5 4 -1 中国、インドの台頭。 フロンティア 公的
4 3 -1 中国、インドが国家プロジェクトとして宇宙開発を推進しているのに対し、日本では予算頭打ちだから。 フロンティア 公的
5 4 -1 中国の台頭がアジアの内での日本の位置を脅かしはじめた。 フロンティア 公的
5 4 -1 中国の科学技術の進展。 情報 企業
5 4 -1 アジア諸国の水準向上が予想以上に速い。 社会基盤 企業
6 5 -1 追い上げは激しい。 ものづくり 企業
4 3 -1 インドのレベルが高くなってきた。 情報 企業
6 5 -1 中国やアセアンの進展状況が著しいため。 エネルギー 企業
6 5 -1 最近の中国等の発展に伴い活動レベルも向上しつつある。 ナノ材料 企業
5 4 -1 中国のロケット開発の実績を見ると、日本の優位性は下がると思う。 フロンティア 企業
5 4 -1 韓国企業、機関からの研究発表が、より実用的具体的なものにシフトしつつある。 ものづくり 企業
5 4 -1 アドバンテージは低下方向。 情報 企業
6 4 -2 アジアの発展が著しい。 エネルギー 大学
6 4 -2 中国・韓国などの発展が目ざましい。 ライフ 大学
5 3 -2 シンガポール等の躍進あり。 ライフ 大学
6 4 -2 アジア（中国）はどんどん追いついて来ている。 社会基盤 大学
6 4 -2 アジア諸国の研究レベルが上がってきている。 社会基盤 公的
6 4 -2 インド、中国等が進出してきた。 フロンティア 公的
6 4 -2 日本のスローペースを尻目に、独自のpriorityをもって中国、インドが王道を進みながら宇宙探査の長期戦略を実
現しつつあるから。
フロンティア 公的
4 2 -2 中国の進展、有人宇宙飛行実現。 フロンティア 公的
6 4 -2 アジア先進国の科学水準の向上がめざましい。 社会基盤 企業
6 4 -2 中国、インド等の発展に追いつかれつつある。 環境 企業
5 3 -2 必ずしも高いとは言い難い。特にソフトウエアの面で。 社会基盤 企業
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（0低い⇔10高い）
高
↑
2006
2007
↓
低
（分野ごと）
2006 2007 2006 2007 － 0 +
ライフ 3.7 3.7 106 104 7 81 7 0.15
情報 3.6 3.7 101 95 4 80 7 0.12
環境 5.0 4.9 117 106 6 89 5 0.11
ナノ材料 5.3 5.4 110 108 3 90 7 0.10
エネルギー 5.1 5.0 111 109 12 80 10 0.22
ものづくり 5.5 5.3 100 98 8 83 5 0.14
社会基盤 5.3 5.2 111 106 10 82 7 0.17
フロンティア 3.7 3.6 85 84 9 66 4 0.16
（8分野全体）
2006 2007 2006 2007 － 0 +
大学 4.8 4.8 525 510 33 406 33 0.14
公的研究機関 4.6 4.2 114 105 13 82 4 0.17
民間企業 4.5 4.5 165 157 8 131 14 0.14
主に研究 4.8 4.8 318 255 18 208 16 0.14
*「回答を変更した人数」は、2006年および2007年調査の両方に回答した者のみ
*変化率はプラスおよびマイナスに移動した人数を「回答を変更した人数」の合計で除した数
問２７．本分野における我が国の5年後の科学の水準は、以下の国等（欧州、アジアは最も
進んでいる国）と比較してどうですか　①米国と比較して、日本は？
回答者数
回答者数 回答を変更した人数
指数
指数 変化率
回答を変更した人数 変化率
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（回答変更理由）
2006
調査
2007
調査
回答
変化 自由記述 分野 属性
2 4 2 研究費やポスト等を削減されながらも日本人独特の勤勉さにより4を維持するものと思われる。しかしこれは政府の
政策が良いのではなく研究者一人一人の血と汗の出る努力によるものと考える。
環境 大学
2 4 2 米国では基礎研究成果の切り売りが盛ん。 ナノ材料 企業
2 4 2 進展してきている。 エネルギー 企業
4 5 1 資源・循環のようなことは米国は未だに考えようとはしてない。 環境 大学
3 4 1 日本の水準が上っている。 エネルギー 大学
1 2 1 革新的な（日本独自の）生命科学推進策がなければ我が国の飛躍的な進展は期待できない。米国のＮＩＨのような機
関が必要。
ライフ 大学
3 4 1 日本の科学技術維持に力を注ぐことが必要で、これが実施されれば、競争力を維持できる。 エネルギー 大学
4 5 1 現状からの予測。 ナノ材料 大学
3 4 1 米国における基礎研究が相対的に低下してきている。 ライフ 大学
2 3 1 平均値を取ればこの辺り。 ライフ 大学
3 4 1 さらに成果が出る。 社会基盤 大学
3 4 1 米国も少し元気がなくなっている。 社会基盤 大学
3 4 1 ものづくりに対する意識改革をせまられる。米国、欧州の状況を考えれば、日本のものづくり技術にせまってくること
も考えられる。
ものづくり 大学
3 4 1 海外の日本人研究者が戻れる環境が整いつつある。 ものづくり 大学
2 3 1 人材面で限界が多い。 環境 公的
4 5 1 欧米のレベルダウン。 ものづくり 公的
3 4 1 科学技術基本計画の推進による。 情報 企業
2 3 1 全体的に回復している。 情報 企業
3 4 1 科学／技術双方のアプローチの進展。 ナノ材料 企業
3 4 1 進展の速度が速くなっていると感ずるから。 ナノ材料 その他
4 3 -1 米国の研究水準を追いぬくのは大変。 エネルギー 大学
4 3 -1 科学技術政策の不十分さ。 エネルギー 大学
4 3 -1 推進すべき課題の選択が片寄っている。 ナノ材料 大学
3 2 -1 軽水炉の更新時期であるので米国での研究開発が活発化してきている。 エネルギー 大学
3 2 -1 米国は温暖化対策の強化に出ると見られる。 環境 大学
5 4 -1 情報技術分野との融合が更に進むであろう。 社会基盤 大学
3 2 -1 予算投入に問題あり。 ライフ 大学
4 3 -1 社会全体でじっくりと研究を進める気運が薄れている。失敗が許されない社会になりつつある。 ライフ 大学
5 4 -1 若手の質に対する不安。 フロンティア 大学
4 3 -1 優れた学生ほど、大学院に進学しなくなってきている。 フロンティア 大学
4 3 -1 日本のシステムはアメリカに比べ問題があり、それが顕在化する。 社会基盤 大学
4 3 -1 若手育成、研究者に対する待遇が、相対的に悪くなった。 エネルギー 大学
4 3 -1 前回にくらべて、残念であるが日本の水準は下がっていると考える。これは経済的なものとの関係がある。 エネルギー 大学
4 3 -1 米国の進展が始まっている。 ものづくり 大学
3 2 -1 研究者の数の減少と環境の悪化が背景にある。 フロンティア 公的
3 2 -1 １０代の学力不足。 ものづくり 公的
4 3 -1 情報の均一化。 社会基盤 公的
5 4 -1 小学校からの週5日制が博士研究員まで浸透している。 エネルギー 公的
4 3 -1 日本の停滞。 フロンティア 公的
5 4 -1 バイオマス分野での出遅れが大きい。 環境 企業
4 3 -1 ナノテク関連予算拡大と、ファシリティー充実。 ナノ材料 企業
4 3 -1 目標設定が良い。 ものづくり 企業
4 3 -1 米国のポテンシャルに到達できない。前回、判断をまちがえたと思う。 フロンティア その他
4 3 -1 研究者の数不足と質の低下。 エネルギー その他
5 3 -2 若い研究者が育っていないため。（技術者の地位向上が不可欠） ものづくり 大学
6 4 -2 独創性で見るべきものが少ない。 環境 大学
6 4 -2 最近の基礎研究への予算の減少が心配。 ものづくり 大学
4 2 -2 現在の宇宙政策では、日本に独自性をのばす決断を下す気概を感じない。一方、米、欧、中、印は各国が明確なビ
ジョンをもって宇宙探査に大きく軸足を移しつつある。このままでは、日本は月以外の太陽系天体には行かない国に
なってしまう危険性が高い。
フロンティア 公的
4 2 -2 急進している。 環境 公的
4 2 -2 日本はハードウェアについて強みがあるが、それも革新的な試みが少なく、ソフトに関しては相当見劣りがする。 情報 公的
6 4 -2 日本の年齢層の問題（高齢化）。米国は移民の国。 社会基盤 企業
6 3 -3 全体レベルで考えてみたときは前回と若干異なる。 ライフ 無回答
6 3 -3 進んだ。 エネルギー 大学
5 2 -3 アメリカはエネルギー分野の研究を著しく促進しつつあるから。 エネルギー 大学
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（0低い⇔10高い）
高
↑
2006
2007
↓
低
（分野ごと）
2006 2007 2006 2007 － 0 +
ライフ 4.6 4.5 106 104 9 80 6 0.16
情報 4.5 4.3 101 95 10 79 2 0.13
環境 4.9 4.9 116 106 6 89 4 0.10
ナノ材料 5.7 5.6 110 108 6 90 4 0.10
エネルギー 5.2 5.0 111 108 13 80 8 0.21
ものづくり 5.6 5.3 100 98 10 82 4 0.15
社会基盤 5.4 5.3 111 106 5 89 5 0.10
フロンティア 4.5 4.4 85 84 5 71 3 0.10
（8分野全体）
2006 2007 2006 2007 － 0 +
大学 5.1 5.0 524 510 38 409 24 0.13
公的研究機関 5.0 4.8 114 105 13 83 3 0.16
民間企業 5.0 4.8 165 156 8 135 9 0.11
主に研究 5.1 5.0 317 255 22 207 12 0.14
*「回答を変更した人数」は、2006年および2007年調査の両方に回答した者のみ
*変化率はプラスおよびマイナスに移動した人数を「回答を変更した人数」の合計で除した数
変化率
変化率
問２７．本分野における我が国の5年後の科学の水準は、以下の国等（欧州、アジアは最も
進んでいる国）と比較してどうですか　②欧州と比較して、日本は？
回答を変更した人数回答者数
指数 回答者数
指数
回答を変更した人数
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（回答変更理由）
2006
調査
2007
調査
回答
変化 自由記述 分野 属性
2 5 3 遅れた。 エネルギー 大学
3 5 2 欧米のレベルダウン。 ものづくり 公的
2 4 2 進展してきている。 エネルギー 企業
3 4 1 日本の水準が上っている。 エネルギー 大学
3 4 1 研究費やポスト等を削減されながらも日本人独特の勤勉さにより4を維持するものと思われる。しかしこれ
は政府の政策が良いのではなく研究者一人一人の血と汗の出る努力によるものと考える。
環境 大学
3 4 1 さらに成果が出る。 社会基盤 大学
3 4 1 ものづくりに対する意識改革をせまられる。米国、欧州の状況を考えれば、日本のものづくり技術にせまっ
てくることも考えられる。
ものづくり 大学
3 4 1 海外の日本人研究者が戻れる環境が整いつつある。 ものづくり 大学
2 3 1 現状とあまり差がつかないと思われる。 ライフ 公的
4 5 1 欧州の進歩が遅い。 エネルギー 企業
3 4 1 科学／技術双方のアプローチの進展。 ナノ材料 企業
2 3 1 全体的に回復している。 情報 企業
4 3 -1 欧州が積極的に研究しているから。 環境 大学
2 1 -1 欧州は、長期的視野における基礎研究にも力をいれている。 エネルギー 大学
6 5 -1 欧州の水準が上がってきている。 エネルギー 大学
4 3 -1 科学技術政策の不十分さ。 エネルギー 大学
3 2 -1 日本の活力が低下する。初等・中等教育の強化が重要と考える。 情報 大学
4 3 -1 ＥＵの相乗効果。 ライフ 大学
4 3 -1 社会全体でじっくりと研究を進める気運が薄れている。失敗が許されない社会になりつつある。 ライフ 大学
3 2 -1 競争力が低下していくのでは。 ライフ 大学
6 5 -1 長期的に基礎研究を行なう余裕がなくなってきている。 ものづくり 大学
4 3 -1 若手育成、研究者に対する待遇が、相対的に悪くなった。 エネルギー 大学
4 3 -1 前回にくらべて、残念であるが日本の水準は下がっていると考える。これは経済的なものとの関係がある。 エネルギー 大学
4 3 -1 現在の宇宙政策では、日本に独自性をのばす決断を下す気概を感じない。一方、米、欧、中、印は各国が
明確なビジョンをもって宇宙探査に大きく軸足を移しつつある。このままでは、日本は月以外の太陽系天体
には行かない国になってしまう危険性が高い。
フロンティア 公的
4 3 -1 研究者の数の減少と環境の悪化が背景にある。 フロンティア 公的
4 3 -1 情報の均一化。 社会基盤 公的
3 2 -1 １０代の学力不足。 ものづくり 公的
4 3 -1 EUによる研究費増大が欧州の水準を押し上げる可能性が高い。 ライフ 公的
5 4 -1 ナノ領域の物性科学バイオ関係の基礎研究進展。 ナノ材料 企業
4 3 -1 欧州の地道な活動、基盤力の高さ。 ナノ材料 企業
4 3 -1 ヨーロッパの状況が進んでいる。 ナノ材料 企業
4 3 -1 環境に対する意識の差。 エネルギー 企業
4 3 -1 研究者の数不足と質の低下。 エネルギー その他
5 3 -2 全体レベルで考えてみたときは前回と若干異なる。 ライフ 無回答
4 2 -2 目標に対する取り組み、特に基礎分野で遅れを取る可能性がある。 ナノ材料 大学
5 3 -2 欧州の進展が著しい。 エネルギー 大学
3 1 -2 欧州は更に力点をおくであろう。 環境 大学
5 3 -2 若い研究者が育っていないため。（技術者の地位向上が不可欠） ものづくり 大学
6 4 -2 最近の基礎研究への予算の減少が心配。 ものづくり 大学
4 2 -2 人材、国の支援の充実。 ものづくり 大学
5 3 -2 日本はヨーロッパに対して、ハードウェアは相対的に強いが、ソフトウェアについては弱い。両者はほぼ同等 情報 公的
6 4 -2 急進している。 環境 公的
5 3 -2 日本の停滞。 フロンティア 公的
4 2 -2 フランスを中心に、より原子力が推進されるため。 エネルギー その他
6 4 -2 ドイツ、イタリアを中心に追いかけられるだろう。 ものづくり その他
5 2 -3 EUの取組みと日本の取組みに大きな差がある。 ものづくり 大学
5 1 -4  さらに進むだろう。ＥＵと大きく異なる。 社会基盤 大学
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（0低い⇔10高い）
高
↑
2006
2007
↓
低
（分野ごと）
2006 2007 2006 2007 － 0 +
ライフ 6.4 6.3 106 104 12 76 7 0.20
情報 5.5 5.5 101 95 10 75 6 0.18
環境 7.0 6.8 117 106 11 84 5 0.16
ナノ材料 6.7 6.5 109 108 13 81 5 0.18
エネルギー 6.8 6.6 111 108 15 76 10 0.25
ものづくり 6.4 6.2 100 98 11 80 5 0.17
社会基盤 7.2 6.8 110 106 22 71 5 0.28
フロンティア 6.6 6.3 85 84 12 64 3 0.19
（8分野全体）
2006 2007 2006 2007 － 0 +
大学 6.7 6.5 523 510 62 378 30 0.20
公的研究機関 6.7 6.2 114 105 16 79 4 0.20
民間企業 6.4 6.1 165 156 24 118 10 0.22
主に研究 6.9 6.6 317 255 38 187 17 0.23
*「回答を変更した人数」は、2006年および2007年調査の両方に回答した者のみ
*変化率はプラスおよびマイナスに移動した人数を「回答を変更した人数」の合計で除した数
指数
変化率
変化率
問２７．本分野における我が国の5年後の科学の水準は、以下の国等（欧州、アジアは最も
進んでいる国）と比較してどうですか　③アジアと比較して、日本は？
回答者数
回答者数 回答を変更した人数
回答を変更した人数指数
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（回答変更理由）
2006
調査
2007
調査
回答
変化 自由記述 分野 属性
2 4 2 アジアの研究者が日本に集まりつつある。 ものづくり 大学
3 5 2 アジアについては、当分日本を抜かせない。 ものづくり 大学
3 5 2 海洋関連では、よく健闘している。 フロンティア 公的
3 5 2 進展してきている。 エネルギー 企業
4 5 1 日本はアジアのリード役である。 エネルギー 大学
4 5 1 5年程度では変わらないと思われる。 社会基盤 大学
3 4 1 科学者の海外進出が少しずつ盛んになっている。 ライフ 企業
4 5 1 全体的に回復している。 情報 企業
3 4 1 アジア各国での技術開発は予想程進展しておらず、当面は現状が維持される。 環境 企業
5 4 -1 全体レベルで考えてみたときは前回と若干異なる。 ライフ 無回答
5 4 -1 社会全体でじっくりと研究を進める気運が薄れている。失敗が許されない社会になりつつある。 ライフ 大学
5 4 -1 中国が台頭してくると考える。 ナノ材料 大学
4 3 -1 中国の進歩。 ナノ材料 大学
3 2 -1 このままでは負ける。 ナノ材料 大学
5 4 -1 日本に比べてアジアの水準が上がっている。とくに中国で顕著である。 エネルギー 大学
6 5 -1 中国の発展が目ざましい。 エネルギー 大学
6 5 -1 アジアの水準が上がってきている。 エネルギー 大学
6 5 -1 中国が力を付けている。 エネルギー 大学
5 4 -1 中国、韓国などが原子力の開発に力を入れているため。 エネルギー 大学
6 5 -1 アジア諸国の科学レベルの進展。 エネルギー 大学
4 3 -1 中国他の追随に屈することが心配。 ナノ材料 大学
3 2 -1 日本の活力が低下する。初等・中等教育の強化が重要と考える。 情報 大学
5 4 -1 中国、韓国、シンガポールの発展が大きいことが予想される。 ライフ 大学
6 5 -1 中国、韓国の発展は、特定の分野では著しい。 ライフ 大学
4 3 -1 中国の勢いを昨秋、実感しました。 ライフ 大学
5 4 -1 大学に対する投資額が日本では少な過ぎる。 ライフ 大学
3 2 -1 特に、韓国・中国の躍進が目ざましいのに対し、日本の研究体制の整備は減速傾向にある。 ライフ 大学
4 3 -1 中国・韓国の発展は、侮れない。 情報 大学
5 4 -1 アジアの発展も大きい。 情報 大学
5 4 -1 中国での研究の推進。 環境 大学
5 4 -1 アジア地区の水準向上が早いため。 情報 大学
5 4 -1 中国の台頭。 エネルギー 大学
6 5 -1 中国の台頭が予想される。 社会基盤 大学
5 4 -1 中国などの水準が上がっている。日本は国際性に乏しく、国内に眼が向けられる傾向にある。 社会基盤 大学
5 4 -1 科学技術政策の不十分さ。 エネルギー 大学
4 3 -1 中国が急速にキャッチアップしつつある。 社会基盤 大学
5 4 -1 研究者の研究以外の負担が大きい。日本は水準が低迷する。 社会基盤 大学
3 2 -1 経済発展がすごい。 社会基盤 大学
6 5 -1 中国の台頭。 フロンティア 大学
5 4 -1 中国の進展が著しい。 社会基盤 大学
4 3 -1 特定の分野を除くと、研究費や時間が減っている。 社会基盤 大学
5 4 -1 理科教育の問題点、大学の超多忙化などを考えると、アジアの中での相対的位置は下がる可能性大。 フロンティア 大学
4 3 -1 若い人が育っていない。 ものづくり 大学
4 3 -1 中国の追い上げがすざましい。 ものづくり 大学
5 4 -1 中国において、急速に進んでいる。 ものづくり 大学
5 4 -1 大学に投入されている人・金・モノが中国に比べて大きく後退している。 ものづくり 大学
3 2 -1 今のままでは中国、インドに追い抜かれるのは確実と思われる。 フロンティア 公的
5 4 -1 中国はますます水準を上げてくるだろう。 社会基盤 公的
6 5 -1 アジアの国々の教育水準の上昇による。 フロンティア 公的
3 2 -1 中国の進展においつけない。 フロンティア 公的
4 3 -1 現在の宇宙政策では、日本に独自性をのばす決断を下す気概を感じない。一方、米、欧、中、印は各国が明確なビジョンをもって
宇宙探査に大きく軸足を移しつつある。このままでは、日本は月以外の太陽系天体には行かない国になってしまう危険性が高
い。
フロンティア 公的
6 5 -1 アジアと比べると、相対的に強いが、中国、インド、台湾、シンガポールなど、将来強敵となりそうなところもある。ただハードウェア
は日本に強みがまだありそうだ。
情報 公的
4 3 -1 情報の均一化。 社会基盤 公的
5 4 -1 中国、インドの発展が著しい。 環境 公的
4 3 -1 中国を中心とするキョウイが増加する。 社会基盤 企業
4 3 -1 中国、韓国の進歩が著しい。 エネルギー 企業
5 4 -1 かなり急激なキャッチアップが行なわれている。 ナノ材料 企業
4 3 -1 中国、韓国の躍進。 ナノ材料 企業
5 4 -1 アジアの進展が急になってきた。 ライフ 企業
4 3 -1 日本では優秀な若手が科学の分野に携わる割合が低い。 社会基盤 企業
5 4 -1 アジア他国のトップレベルの教育水準が高くなりつつある。 社会基盤 企業
5 4 -1 中国・韓国における技術の進展を考慮。 社会基盤 企業
4 3 -1 中国・インドの台頭は予想以上のものがある。 情報 企業
5 4 -1 特に中国に追いつかれる可能性が高い。 ナノ材料 企業
4 3 -1 アジア諸国の水準向上が予想以上に速い。 社会基盤 企業
5 4 -1 中国等の国がらみの施策。 ナノ材料 企業
5 4 -1 インドでの技術の進展による。 環境 企業
4 3 -1 研究者の数不足と質の低下。 エネルギー その他
3 2 -1 出てくる国がある。 環境 その他
5 4 -1 中国および韓国の進展大。 ナノ材料 その他
4 2 -2 日本の下降と他の国々の上昇のため。 環境 大学
5 3 -2 日本のレベル低下というよりは、中国、韓国のレベルが上がってきている。 ナノ材料 大学
6 4 -2 若い研究者が育っていないため。（技術者の地位向上が不可欠） ものづくり 大学
3 1 -2 アジアの若手人材はハングリーでアクティブ。 社会基盤 大学
5 3 -2 アジアには意欲が高く、熱心な人が多くなっているので日本は相対的に低くなる。 社会基盤 大学
6 4 -2 最近の基礎研究への予算の減少が心配。 ものづくり 大学
6 4 -2 中国、台湾等の台頭。 フロンティア 公的
6 4 -2 アジアも向上しつつある（一部ではあるが）。 社会基盤 企業
5 3 -2 最近のアジアの成長は、いずれ日本に追いつく。 エネルギー 企業
6 3 -3 中国や韓国の発展が著しい。 ナノ材料 大学
6 3 -3 日本の停滞。 フロンティア 公的135
（日本の科学水準の変化）
①対米
・ナノ材06は社会基06に重なっている
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③対アジア
・情報06と情報07は重なっている
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（0低い⇔10高い）
高
↑
2006
2007
↓
低
（分野ごと）
2006 2007 2006 2007 － 0 +
ライフ 5.4 5.3 106 103 11 78 6 0.18
情報 4.8 4.8 102 95 8 79 5 0.14
環境 5.9 5.9 114 104 4 84 10 0.14
ナノ材料 6.3 6.3 110 108 6 90 4 0.10
エネルギー 6.4 6.4 109 109 5 91 4 0.09
ものづくり 6.8 6.6 101 98 10 84 2 0.13
社会基盤 6.3 6.3 110 105 6 87 5 0.11
フロンティア 3.8 3.9 80 81 2 66 5 0.10
（8分野全体）
2006 2007 2006 2007 － 0 +
大学 6.0 5.9 520 506 28 411 28 0.12
公的研究機関 5.3 5.2 110 102 8 83 5 0.14
民間企業 5.6 5.5 165 157 14 132 6 0.13
主に研究 5.8 5.8 314 253 12 209 19 0.13
*「回答を変更した人数」は、2006年および2007年調査の両方に回答した者のみ
*変化率はプラスおよびマイナスに移動した人数を「回答を変更した人数」の合計で除した数
問２８．本分野における我が国の現在の技術の水準は、以下の国等（欧州、アジアは最も進
んでいる国）と比較してどうですか　①米国と比較して、日本は？
回答者数 回答を変更した人数指数
指数 変化率回答者数
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（回答変更理由）
2006
調査
2007
調査
回答
変化 自由記述 分野 属性
4 6 2 産業の空洞化が進んでいるため。 環境 大学
2 4 2 現在はまだ相対評価では高い。将来の不安はあるが。 ライフ 公的
2 4 2 進展してきている。 エネルギー 企業
3 4 1 平均化して来ている。 情報 大学
1 2 1 「ちきゅう」の運用開始やHIIAの打ち上げ連続成功。 フロンティア 大学
3 4 1 以前に比べて高くなってきた。 ナノ材料 大学
2 3 1 技術水準の向上あり。 ライフ 大学
3 4 1 日本の改善。 ライフ 大学
4 5 1 技術レベルは高くなっている。 社会基盤 大学
5 6 1 米国で大きな災害や事故が発生しており、その原因究明がまず優先されていて全体のレベルは下がっている。 社会基盤 大学
3 4 1 特殊な分野で。 社会基盤 大学
3 4 1 温暖化抑制技術では日本の進展が大きい。 環境 公的
1 2 1 米国の災害対応の記録等を読んで、それほど高くないと感じた。 社会基盤 公的
3 4 1 ナノバイオ、ナノで技術進展。 ナノ材料 企業
2 3 1 「ひので」および「ETS-VIII」の打ち上げ成功による技術実証。 フロンティア 企業
5 4 -1 現在も水準が下がっていると考える。 エネルギー 大学
4 3 -1 日本の技術競争力が低下している。 情報 大学
5 4 -1 人材の減少傾向が認められるため。 ものづくり 大学
5 4 -1 MEMSなど超精密加工技術の水準を過小評価していたため、変更。 ものづくり 大学
3 2 -1 法制度面の後追いが目立つ。 情報 大学
5 4 -1 新産業が立ち上がらない。ビジネスに結びついていない。 情報 大学
4 3 -1 米国の技術水準は高い。 エネルギー 大学
5 4 -1 情報技術分野との融合が進んでいる。 社会基盤 大学
5 4 -1 米国の伸長のため。 エネルギー 大学
6 5 -1 特定分野に偏らない研究費がある。 社会基盤 大学
4 3 -1 全般に研究のアクティビティが低下している印象。 ライフ 大学
4 3 -1 最近見るべき業績が少ない。 ライフ 公的
3 2 -1 ハードウェアの優位が怪しくなってきている。半導体の開発と革新的手法の開発で弱みが見えてきた。 情報 公的
4 3 -1 制度上の問題等で遅れが目立つ。 ライフ 企業
5 4 -1 米国の重点投入。 ナノ材料 企業
5 4 -1 米国企業(特にVB）から新製品がくり出されるようになりつつある。 ものづくり 企業
4 3 -1 TEAMプロジェクトなど優れたものがある。 ものづくり 企業
5 4 -1 不景気時代の影響のため。 ナノ材料 その他
6 4 -2 若い世代の学力低下。 ものづくり 大学
5 3 -2 米国の絞り込みが効いている。 情報 企業
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（0低い⇔10高い）
高
↑
2006
2007
↓
低
（分野ごと）
2006 2007 2006 2007 － 0 +
ライフ 5.9 5.8 106 103 11 77 7 0.19
情報 5.8 5.8 102 95 7 82 3 0.11
環境 5.9 5.8 114 104 5 87 6 0.11
ナノ材料 6.8 6.7 110 108 7 91 2 0.09
エネルギー 6.4 6.5 109 109 4 88 8 0.12
ものづくり 6.7 6.5 101 98 9 85 2 0.11
社会基盤 6.5 6.4 110 105 6 88 4 0.10
フロンティア 4.6 4.8 80 80 2 65 5 0.10
（8分野全体）
2006 2007 2006 2007 － 0 +
大学 6.3 6.2 520 506 31 412 24 0.12
公的研究機関 5.9 5.7 110 102 7 84 5 0.13
民間企業 5.9 5.8 165 157 11 136 5 0.11
主に研究 6.2 6.2 314 253 15 209 16 0.13
*「回答を変更した人数」は、2006年および2007年調査の両方に回答した者のみ
*変化率はプラスおよびマイナスに移動した人数を「回答を変更した人数」の合計で除した数
指数 変化率
変化率
問２８．本分野における我が国の現在の技術の水準は、以下の国等（欧州、アジアは最も進
んでいる国）と比較してどうですか　②欧州と比較して、日本は？
回答を変更した人数
回答者数
回答者数指数
回答を変更した人数
ラ
イ
フ
0.0
5.0
10.0
指
数
値
情
報
環
境
ナ
ノ
材
料
エ
ネ
ル
ギー
も
の
づ
く
り
社
会
基
盤
フ
ロ
ン
ティ
ア
140
（回答変更理由）
2006
調査
2007
調査
回答
変化 自由記述 分野 属性
2 4 2 現在はまだ相対評価では高い。将来の不安はあるが。 ライフ 公的
4 6 2 研究の活発化により進んでいる。 ものづくり 公的
2 4 2 進展してきている。 エネルギー 企業
2 3 1 「ちきゅう」の運用開始やHIIAの打ち上げ連続成功。 フロンティア 大学
4 5 1 やや劣った。 エネルギー 大学
3 4 1 特殊な分野で。 社会基盤 大学
2 3 1 技術水準の向上あり。 ライフ 大学
4 5 1 技術レベルは高くなっている。 社会基盤 大学
2 3 1 「ひので」および「ETS-VIII」の打ち上げ成功による技術実証。 フロンティア 企業
5 4 -1 ＥＵ連合の連携強化。 エネルギー 大学
5 4 -1 人材の減少傾向が認められるため。 ものづくり 大学
5 4 -1 欧州でもIMECを中心に頑張っている。　 情報 大学
5 4 -1 欧州の伸長のため。 エネルギー 大学
5 4 -1 新産業が立ち上がらない。ビジネスに結びついていない。 情報 大学
5 4 -1 現在も水準が下がっていると考える。 エネルギー 大学
5 4 -1 ECCは、モノづくりの分野において豊富な研究資金を大学に投入している。 ものづくり 大学
3 2 -1 欧州全体ではなく先進国と比較した。 ものづくり 大学
5 4 -1 全般に研究のアクティビティが低下している印象。 ライフ 大学
6 5 -1 特定分野に偏らない研究費がある。 社会基盤 大学
4 3 -1 制度上の問題等で遅れが目立つ。 ライフ 企業
5 4 -1 ヨーロッパが本分野に注力。 ナノ材料 企業
5 4 -1 欧州の地道な活動、基盤力の高さ。 ナノ材料 企業
5 4 -1 不景気時代の影響のため。 ナノ材料 その他
5 4 -1 ドイツ、イタリアを中心にした高い技術レベルがみられる。 ものづくり その他
6 4 -2 若い世代の学力低下。 ものづくり 大学
5 3 -2 研究者数が、日本は減ってきている。 ものづくり 大学
4 2 -2 格差是正、地方分権への思想から技術も低い。 社会基盤 大学
5 3 -2 ハードウェアでは日本の方が高いが、ソフトウェアでは欧州の方が高い。総合的には同等程度。 情報 公的
5 3 -2 企業の選別が進んだ。 情報 企業
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（0低い⇔10高い）
高
↑
2006
2007
↓
低
（分野ごと）
2006 2007 2006 2007 － 0 +
ライフ 8.3 8.1 106 103 11 79 5 0.17
情報 7.4 7.3 102 95 15 71 6 0.23
環境 8.7 8.4 114 104 10 85 3 0.13
ナノ材料 8.6 8.3 110 108 12 86 2 0.14
エネルギー 8.7 8.6 109 109 11 85 4 0.15
ものづくり 8.6 8.2 101 98 17 79 0 0.18
社会基盤 8.6 8.5 110 105 11 85 2 0.13
フロンティア 7.8 7.5 80 81 10 61 2 0.16
（8分野全体）
2006 2007 2006 2007 － 0 +
大学 8.5 8.3 520 506 61 390 16 0.16
公的研究機関 8.3 7.9 110 102 16 79 1 0.18
民間企業 8.1 7.8 165 157 18 129 5 0.15
主に研究 8.5 8.2 314 253 36 196 8 0.18
*「回答を変更した人数」は、2006年および2007年調査の両方に回答した者のみ
*変化率はプラスおよびマイナスに移動した人数を「回答を変更した人数」の合計で除した数
回答を変更した人数 変化率
変化率
回答者数
問２８．本分野における我が国の現在の技術の水準は、以下の国等（欧州、アジアは最も進
んでいる国）と比較してどうですか　③アジアと比較して、日本は？
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（回答変更理由）
2006
調査
2007
調査
回答
変化 自由記述 分野 属性
4 6 2 たぶん少なくとも農学系生物資源では、アジアのすぐれた研究は耳にしない。 ライフ 企業
3 5 2 進展してきている。 エネルギー 企業
3 4 1 まだ我が国が高度の技術を持っている分野も多い。 ナノ材料 大学
5 6 1 リードしてきた。世界の差が大きい。 ライフ 大学
3 4 1 「ちきゅう」の運用開始やHIIAの打ち上げ連続成功。 フロンティア 大学
4 5 1 技術レベルは高くなっている。 社会基盤 大学
3 4 1 現在はまだ相対評価では高い。将来の不安はあるが。 ライフ 公的
6 5 -1 人材の減少傾向が認められるため。 ものづくり 大学
6 5 -1 日本のレベル低下というよりは、中国、韓国のレベルが上がってきている。 ナノ材料 大学
6 5 -1 アジア諸国が基礎研究を始めたため、将来は強くなるかも知れないので。日本の停滞による。 環境 大学
6 5 -1 アジアの水準が上がってきている。 ナノ材料 大学
5 4 -1 中国、韓国、台湾の追い上げが厳しい。 ナノ材料 大学
6 5 -1 中国等のレベルが向上している。 ライフ 大学
6 5 -1 全般に研究のアクティビティが低下している印象。 ライフ 大学
6 5 -1 中国や経済力の発達をもとに技術を買えるようになった。 ライフ 大学
5 4 -1 中国、韓国の伸びが著しい。 ライフ 大学
5 4 -1 韓国、シンガポール、中国などの技術水準の上昇による。 ライフ 大学
6 5 -1 中国の台頭。 エネルギー 大学
6 5 -1 アジアの技術水準向上してきた。 ナノ材料 大学
6 5 -1 韓国等の研究が進んできている。 ものづくり 大学
5 4 -1 中国・インドなどの国々のレベルが上ってきた。 フロンティア 大学
5 4 -1 韓国、中国のレベルが向上。 社会基盤 大学
6 5 -1 中国の躍進は無視できない。 社会基盤 大学
6 5 -1 ものすごいいきおいで投資が行なわれている。仕事があってこそ、技術水準は上がる。 社会基盤 大学
5 4 -1 大学に投入されている人・金・モノが中国に比べて大きく後退している。 ものづくり 大学
6 5 -1 この分野でアジアの力が増している。 エネルギー 大学
5 4 -1 若い世代の学力低下。 ものづくり 大学
6 5 -1 液晶、半導体では一部低くなっている。 ものづくり 大学
6 5 -1 技術関連主要学会等でのアジア諸国からの発表の増加。 ものづくり 大学
5 4 -1 技術レベルでは向上しているため、相対的優位性が狭まってきている。 ものづくり 大学
6 5 -1 アジアの台頭。 ものづくり 大学
6 5 -1 アジア諸国の技術レベルの進展。 エネルギー 大学
6 5 -1 中国が伸びてきている。 エネルギー 大学
6 5 -1 中国の進展が急である。 エネルギー 大学
6 5 -1 中国の伸長のため。 エネルギー 大学
6 5 -1 アジアの台頭が著しい。 ものづくり 大学
6 5 -1 アジアの国々の教育水準の上昇による。 フロンティア 公的
6 5 -1 JICA研修の人と会って話してみたら、けっこう高いことに気付いた。 社会基盤 公的
4 3 -1 中国、インドが国家プロジェクトとして宇宙開発を推進しているのに対し、日本では予算頭打ちだから。 フロンティア 公的
5 4 -1 外国のレベルアップ。 ものづくり 公的
6 5 -1 中国、インドをはじめ多くの国々の発展が著しい。 環境 公的
5 4 -1 制度上の問題等で遅れが目立つ。 ライフ 企業
5 4 -1 アジアのトップレベルの上昇。 ものづくり 企業
4 3 -1 中国はモノづくりで日本を抜いてきた。 ナノ材料 企業
6 5 -1 中国・韓国における技術の進展を考慮。 社会基盤 企業
6 5 -1 中国、インドの成長が予想以上に早い。 フロンティア 企業
5 4 -1 中国のロケット開発の実績を見ると、日本の優位性は下がると思う。 フロンティア 企業
5 4 -1 必ずしも高いとは言い難い。 社会基盤 企業
5 4 -1 中国、韓国の進歩が著しい。 エネルギー 企業
5 4 -1 アジアの上昇スピードがはやい。 フロンティア その他
5 4 -1 不景気時代の影響のため。 ナノ材料 その他
6 4 -2 中国、韓国の技術水準は加速度的。 ナノ材料 大学
6 4 -2 アジアの水準の上昇が見られる。 エネルギー 大学
6 4 -2 中国の急進。 ライフ 公的
4 2 -2 中国、インドの台頭。 フロンティア 公的
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（0低い⇔10高い）
高
↑
2006
2007
↓
低
（分野ごと）
2006 2007 2006 2007 － 0 +
ライフ 5.0 5.0 106 102 10 78 6 0.17
情報 4.6 4.6 102 95 6 80 6 0.13
環境 5.9 5.8 113 104 4 89 4 0.08
ナノ材料 6.1 6.1 110 108 7 88 5 0.12
エネルギー 6.1 6.0 108 109 10 85 4 0.14
ものづくり 6.4 6.2 101 98 11 81 4 0.16
社会基盤 6.1 6.0 110 105 7 88 3 0.10
フロンティア 4.0 4.1 80 81 5 64 4 0.12
（8分野全体）
2006 2007 2006 2007 － 0 +
大学 5.7 5.6 519 506 34 411 21 0.12
公的研究機関 5.3 5.0 110 101 10 80 5 0.16
民間企業 5.6 5.4 164 157 13 128 10 0.15
主に研究 5.6 5.6 313 253 18 210 12 0.13
*「回答を変更した人数」は、2006年および2007年調査の両方に回答した者のみ
*変化率はプラスおよびマイナスに移動した人数を「回答を変更した人数」の合計で除した数
変化率
回答を変更した人数 変化率
回答を変更した人数
問２９．本分野における我が国の5年後の技術の水準は、以下の国等（欧州、アジアは最も
進んでいる国）と比較してどうですか　①米国と比較して、日本は？
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（回答変更理由）
2006
調査
2007
調査
回答
変化 自由記述 分野 属性
2 4 2 進展してきている。 エネルギー 企業
5 6 1 産業の空洞化がより進んだため。 環境 大学
4 5 1 当面の技術レベルは高まるが基礎がなくなる。 エネルギー 大学
3 4 1 アジアの発展もある。 情報 大学
3 4 1 日本の改善。 ライフ 大学
2 3 1 「ちきゅう」の運用開始やHIIAの打ち上げ連続成功。 フロンティア 大学
4 5 1 日本のエネルギー政策の方が、今後進むため。 エネルギー 大学
3 4 1 加速している。特定の分野で生き残るため。 社会基盤 大学
5 6 1 米国の研究に対する投資はいびつである。 ものづくり 大学
4 5 1 米国の技術の伸び悩み。 ライフ 公的
2 3 1 米国の災害対応の記録等を読んで、それほど高くないと感じた。 社会基盤 公的
4 5 1 相対的には、日本のものづくりにおける水準は他国より、さらに高くなっていくと思われる。 ものづくり 企業
3 4 1 ナノバイオで技術進展。 ナノ材料 企業
3 4 1 先進的研究を目指すのが日本のやり方だから。 ライフ 企業
5 4 -1 情報技術分野との融合が更に進むであろう。 社会基盤 大学
6 5 -1 技術の高い水準を維持できなくなる恐れあり。 エネルギー 大学
4 3 -1 科学技術政策の不十分さ。 エネルギー 大学
5 4 -1 団塊の世代の退職後の技術の継承が不十分。若手の学力の低下、製造業の海外流失。 ナノ材料 大学
4 3 -1 米国の技術水準は向上する。 環境 大学
4 3 -1 アジア諸国の技術力の向上が著しい。 情報 大学
5 4 -1 各国がより対等になる。 エネルギー 大学
4 3 -1 人材の減少傾向が認められるため。 ものづくり 大学
5 4 -1 若い技術者が育っていない。国策として、技術者を育てる積極的方策がとられていない。 ものづくり 大学
4 3 -1 現在、米国の基礎技術開発の流れが促進されつつある。 ライフ 大学
5 4 -1 米国が問題に取り組み始めたから。 環境 大学
6 5 -1 最近の研究予算の減少が心配。 ものづくり 大学
5 4 -1 欧米ともにエネルギー技術の向上に多大な力を入れるだろう。 エネルギー 大学
5 4 -1 5年後も現状と同じようか、少し低い水準であると考える。 エネルギー 大学
6 5 -1 まき返しがあるかもしれないため。 ものづくり 大学
5 4 -1 特定分野に偏らない研究費がある。 社会基盤 大学
4 3 -1 技術水準の差を保つ政策を実施していない。 フロンティア 公的
4 3 -1 人数の減少。 ものづくり 公的
4 3 -1 やや追いつくと思う。 ナノ材料 公的
4 3 -1 日本の停滞。 フロンティア 公的
5 4 -1 米国の重点投入。技術は科学より変化が早いと感じます。 ナノ材料 企業
4 3 -1 材料形の研究。機関（大学）の減少に歯止めがかからない。 ものづくり 企業
4 3 -1 技術向上の為の費用縮減が予想される。 社会基盤 企業
4 3 -1 制度上の制約で技術の進歩が遅い。 ライフ 企業
6 5 -1 原子力が再活性し、技術力が高まると予想される。 エネルギー その他
6 4 -2 米国の力のいれ方が大きくなった。 エネルギー 大学
5 3 -2 学力低下と低資金。 ものづくり 大学
4 2 -2 ハードウェア、ソフトウェア両方で日本の方が強い。 情報 公的
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（0低い⇔10高い）
高
↑
2006
2007
↓
低
（分野ごと）
2006 2007 2006 2007 － 0 +
ライフ 5.5 5.5 106 102 9 78 7 0.17
情報 5.5 5.4 102 95 8 79 5 0.14
環境 5.9 5.7 113 104 8 87 3 0.11
ナノ材料 6.4 6.3 110 108 7 90 3 0.10
エネルギー 5.9 6.0 108 109 7 86 6 0.13
ものづくり 6.3 6.0 101 98 13 81 2 0.16
社会基盤 6.2 6.0 110 105 9 88 1 0.10
フロンティア 4.7 4.7 80 81 3 66 4 0.10
（8分野全体）
2006 2007 2006 2007 － 0 +
大学 5.9 5.8 519 506 37 411 18 0.12
公的研究機関 5.7 5.5 110 101 11 80 4 0.16
民間企業 5.8 5.6 164 157 13 131 7 0.13
主に研究 5.9 5.8 313 253 23 205 12 0.15
*「回答を変更した人数」は、2006年および2007年調査の両方に回答した者のみ
*変化率はプラスおよびマイナスに移動した人数を「回答を変更した人数」の合計で除した数
問２９．本分野における我が国の5年後の技術の水準は、以下の国等（欧州、アジアは最も
進んでいる国）と比較してどうですか　②欧州と比較して、日本は？
回答を変更した人数 変化率
指数
指数 回答者数
変化率回答者数 回答を変更した人数
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（回答変更理由）
2006
調査
2007
調査
回答
変化 自由記述 分野 属性
2 4 2 進展してきている。 エネルギー 企業
4 5 1 当面の技術レベルは高まるが基礎がなくなる。 エネルギー 大学
3 4 1 加速している。特定の分野で生き残るため。 社会基盤 大学
3 4 1 「ちきゅう」の運用開始やHIIAの打ち上げ連続成功。 フロンティア 大学
4 5 1 欧州の技術の伸び悩み。 ライフ 公的
4 5 1 相対的には、日本のものづくりにおける水準は他国より、さらに高くなっていくと思われる。 ものづくり 企業
3 4 1 先進的研究を目指すのが日本のやり方だから。 ライフ 企業
3 4 1 日本企業の力が増大しているから。 情報 企業
5 4 -1 このままでは欧州においつかれる。 社会基盤 無回答
5 4 -1 同程度に進歩するため。 環境 大学
6 5 -1 技術の高い水準を維持できなくなる恐れあり。 エネルギー 大学
4 3 -1 科学技術政策の不十分さ。 エネルギー 大学
4 3 -1 欧米ともにエネルギー技術の向上に多大な力を入れるだろう。 エネルギー 大学
4 3 -1 欧州の技術水準が上がる。 環境 大学
5 4 -1 各国がより対等になる。 エネルギー 大学
5 4 -1 欧州でもIMECを中心に頑張っている。　 情報 大学
4 3 -1 人材の減少傾向が認められるため。 ものづくり 大学
5 4 -1 若い技術者が育っていない。国策として、技術者を育てる積極的方策がとられていない。 ものづくり 大学
4 3 -1 全体として欧州の活動に活発化がみられる。 情報 大学
4 3 -1 日本の技術は若干低下すると思う。 ライフ 大学
6 5 -1 国際規格戦略で、欧州が優位。 ものづくり 大学
4 3 -1 日本の当該分野、技術者不足が影響する。 社会基盤 大学
6 5 -1 最近の研究予算の減少が心配。 ものづくり 大学
5 4 -1 5年後も現状と同じようか、少し低い水準であると考える。 エネルギー 大学
5 4 -1 特定分野に偏らない研究費がある。 社会基盤 大学
6 5 -1 まき返しがあるかもしれないため。 ものづくり 大学
4 3 -1 人数の減少。 ものづくり 公的
4 3 -1 技術水準の差を保つ政策を実施していない。 フロンティア 公的
4 3 -1 欧州においてもVB中心に新製品をくり出す傾向がある。 ものづくり 企業
4 3 -1 制度上の制約で技術の進歩が遅い。 ライフ 企業
4 3 -1 欧州におけるEC統合効果がでてきている。 情報 企業
4 3 -1 材料形の研究。機関（大学）の減少に歯止めがかからない。 ものづくり 企業
4 3 -1 技術向上の為の費用縮減が予想される。 社会基盤 企業
5 4 -1 原子力が再活性し、技術力が高まると予想される。 エネルギー その他
5 3 -2 学力低下と低資金。 ものづくり 大学
5 3 -2 ＥＵの急進がすさまじい。 環境 公的
5 3 -2 ハードウェアでは日本の方が高いが、ソフトウェアでは欧州の方が高い。総合的には同等程度。 情報 公的
5 3 -2 日本の停滞。 フロンティア 公的
6 4 -2 ドイツ、イタリア、イスラエル、北欧諸国が追いかけてくるだろう。 ものづくり その他
5 2 -3 EUでの現在の計画の後に、何が準備されるかで決まる。 ものづくり 大学
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（0低い⇔10高い）
高
↑
2006
2007
↓
低
（分野ごと）
2006 2007 2006 2007 － 0 +
ライフ 6.7 6.5 106 102 15 74 5 0.21
情報 5.8 5.7 102 95 12 73 7 0.21
環境 7.6 7.5 113 104 10 83 4 0.14
ナノ材料 7.0 6.9 110 108 13 81 6 0.19
エネルギー 7.2 7.1 108 109 13 77 9 0.22
ものづくり 6.8 6.5 101 98 14 79 3 0.18
社会基盤 7.6 7.4 109 105 16 77 4 0.21
フロンティア 6.5 6.2 80 81 13 56 4 0.23
（8分野全体）
2006 2007 2006 2007 － 0 +
大学 7.0 6.8 518 506 70 369 26 0.21
公的研究機関 6.9 6.6 110 101 14 76 5 0.20
民間企業 6.8 6.6 164 157 19 123 9 0.19
主に研究 7.2 6.9 313 253 35 187 18 0.22
*「回答を変更した人数」は、2006年および2007年調査の両方に回答した者のみ
*変化率はプラスおよびマイナスに移動した人数を「回答を変更した人数」の合計で除した数
回答を変更した人数
問２９．本分野における我が国の5年後の技術の水準は、以下の国等（欧州、アジアは最も
進んでいる国）と比較してどうですか　③アジアと比較して、日本は？
回答を変更した人数 変化率
変化率
指数 回答者数
指数 回答者数
ラ
イ
フ
0.0
5.0
10.0
指
数
値
情
報
環
境
ナ
ノ
材
料
エ
ネ
ル
ギー
も
の
づ
く
り
社
会
基
盤
フ
ロ
ン
ティ
ア
148
（回答変更理由）
2006
調査
2007
調査
回答
変化 自由記述 分野 属性
4 6 2 アジアではまだ基礎研究の層は薄いと思われるから。 ライフ 企業
3 5 2 進展してきている。 エネルギー 企業
4 5 1 実際にものを作る人間の水準はアジアの他国では低い。 情報 大学
3 4 1 日本の優位は失われつつある。次世代の教育強化が必要。 情報 大学
3 4 1 急速にキャッチアップされているが、まだ優位は保てる。 フロンティア 大学
3 4 1 加速している。特定の分野で生き残るため。 社会基盤 大学
3 4 1 技術の流出が止まりつつある。 ものづくり 大学
4 5 1 当面の技術レベルは高まるが基礎がなくなる。 エネルギー 大学
4 5 1 「ちきゅう」の運用開始やHIIAの打ち上げ連続成功。 フロンティア 大学
3 4 1 日本の水準の高さの再確認。 ライフ 公的
3 4 1 日本企業の力が増大しているから。 情報 企業
4 5 1 相対的には、日本のものづくりにおける水準は他国より、さらに高くなっていくと思われる。 ものづくり 企業
4 3 -1 周辺諸国の躍進。 情報 大学
5 4 -1 アジアの技術水準は大幅に進展する。 環境 大学
5 4 -1 アジア地域の技術水準は急速に上がってきている。 ライフ 大学
4 3 -1 中国の台頭。 エネルギー 大学
5 4 -1 アジア諸国の追い上げは強い。 ライフ 大学
6 5 -1 中国、韓国は急速に発展しており、予断を許さない。 ライフ 大学
5 4 -1 中国、韓国では欧米の技術水準に近づきつつある。 ライフ 大学
5 4 -1 日本の技術は若干低下すると思う。 ライフ 大学
5 4 -1 アジアの発展もある。 情報 大学
4 3 -1 最近アジアがより高くなってきているので。 情報 大学
5 4 -1 アジアの発展による。 情報 大学
4 3 -1 中国のレベルアップ。 情報 大学
6 5 -1 若い技術者が育っていない。国策として、技術者を育てる積極的方策がとられていない。 ものづくり 大学
5 4 -1 人材の減少傾向が認められるため。 ものづくり 大学
6 5 -1 韓国、中国などの技術レベルが平準化し、今後、日本に追いつくのも時間の問題になってきたように思える。 ものづくり 大学
6 5 -1 中国の建設ラッシュと建設技術の進展を考えると日本はあやうい。 社会基盤 大学
6 5 -1 中国の台頭が予想される。 社会基盤 大学
5 4 -1 アジアの国々の水準が相対的に上がってきている。 社会基盤 大学
6 5 -1 アジア諸国の技術レベルの進展。 エネルギー 大学
6 5 -1 最近の研究予算の減少が心配。 ものづくり 大学
5 4 -1 中国の急速なキャッチアップがある。 社会基盤 大学
6 5 -1 まき返しがあるかもしれないため。 ものづくり 大学
6 5 -1 豊かになる国は技術に力を発揮できる。 社会基盤 大学
2 1 -1 アジアの技術水準の向上は予想以上に早い。 ものづくり 大学
5 4 -1 アジアの水準の上昇が勝ってくると予想している。 エネルギー 大学
4 3 -1 領域によって、中国が先頭に立つ可能性がある。 ものづくり 大学
5 4 -1 中国の躍進は無視できない。 社会基盤 大学
5 4 -1 中国、韓国などが原子力の開発に力を入れているため。 エネルギー 大学
6 5 -1 技術の高い水準を維持できなくなる恐れあり。 エネルギー 大学
5 4 -1 インド、中国、韓国などの進捗が大きいと予想される。 エネルギー 大学
5 4 -1 アジアの発展もある。 エネルギー 大学
5 4 -1 各国がより対等になる。 エネルギー 大学
4 3 -1 アジアの前進が著しい（中国・韓国など）。 フロンティア 大学
6 5 -1 中国の台頭。 フロンティア 大学
4 3 -1 人数の減少。 ものづくり 公的
5 4 -1 最近のアジアの急追。 ライフ 公的
6 5 -1 ハードウェア、ソフトウェア両方で日本の方が強い。 情報 公的
5 4 -1 アジア諸国の発展により、平均化される可能性がある。 環境 公的
6 5 -1 アジアの国々の教育水準の上昇による。 フロンティア 公的
3 2 -1 今のままでは中国、インドに追い抜かれるのは確実と思われる。 フロンティア 公的
3 2 -1 中国の台頭は著しい。 フロンティア 公的
5 4 -1 中国・インドは予想以上の水準向上を図るかもしれない。 情報 企業
5 4 -1 制度上の制約で技術の進歩が遅い。 ライフ 企業
5 4 -1 材料形の研究。機関（大学）の減少に歯止めがかからない。 ものづくり 企業
6 5 -1 中国がUHV送電線の建設に着手するなど技術レベルが高くなってくることが予想される。 社会基盤 企業
4 3 -1 技術向上の為の費用縮減が予想される。 社会基盤 企業
5 4 -1 インド・中国・韓国など、政府主導で技術開発を猛烈に進めていることを、学会等で肌身で感じたため。 フロンティア 企業
5 4 -1 アジア他国のトップレベルの教育水準が高くなりつつある。 社会基盤 企業
4 3 -1 出てくる国がある。 環境 その他
5 4 -1 ＩＴなどアジアで発展。 フロンティア その他
6 4 -2 アジア諸国が基礎研究を始めたため、将来は強くなるかも知れないので。日本の停滞による。 環境 大学
4 2 -2 韓国・台湾・中国・インドの技術水準の上昇は目覚しいものがある。 ライフ 大学
5 3 -2 技術的には中国に負ける可能性がある。 ライフ 公的
5 3 -2 一部の技術を除いて、いづれ追いつかれる。 エネルギー 企業
4 2 -2 中国の研究力が高まってきている。 エネルギー 企業
6 3 -3 日本の停滞。 フロンティア 公的
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（日本の技術水準）
①対米
・情報06と情報07は重なっている
・ナノ材料06と07は、社会基盤06に重なっている
②対欧
・ナノ材料07とものづくり06は重なっている
・ものづくり07とエネルギー07は重なっている ・ライフ07と情報の06は重なっている
ライフ06ライフ07
情報06
情報07
環境06
環境07
ナノ材06
ナノ材07
エネルギー06
エネルギー07
もの06
もの07社会基06
社会基07
フロ06
フロ07
3
5
7
3 5 7
現在
5年
後
高
高低
ライフ06ライフ07情報06
情報07
環境06
環境07
ナノ材06
ナノ材07
エネルギー06
エネルギー07
もの06
もの07
社会基06
社会基07
フロ06 フロ07
4
5
6
7
4 5 6 7
現在
5年
後
高
高
低
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③対アジア
ライフ06
ライフ07
情報06
情報07
環境06
環境07
ナノ材06
ナノ材07
エネルギー06
エネルギー07
もの06
もの07
社会基06
社会基07
フロ06
フロ07
5
6
7
8
6 7 8 9
現在
5年
後
高
高同等
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（0低い⇔10高い）
高
↑
2006
2007
↓
低
（分野ごと）
2006 2007 2006 2007 － 0 +
ライフ 3.7 3.7 104 103 5 84 6 0.12
情報 3.9 3.8 99 95 6 78 6 0.13
環境 5.0 5.2 110 101 5 85 4 0.10
ナノ材料 6.0 5.8 109 106 7 87 5 0.12
エネルギー 5.5 5.7 110 108 3 88 10 0.13
ものづくり 6.1 6.0 100 98 6 86 3 0.09
社会基盤 4.9 4.9 110 106 5 88 5 0.10
フロンティア 3.3 3.6 83 82 4 65 8 0.16
（8分野全体）
2006 2007 2006 2007 － 0 +
大学 5.0 5.0 512 499 25 402 33 0.13
公的研究機関 4.6 4.6 111 105 7 88 4 0.11
民間企業 4.8 4.6 165 158 7 139 7 0.09
主に研究 5.0 5.0 308 249 11 211 13 0.10
*「回答を変更した人数」は、2006年および2007年調査の両方に回答した者のみ
*変化率はプラスおよびマイナスに移動した人数を「回答を変更した人数」の合計で除した数
変化率
回答を変更した人数 変化率指数 回答者数
指数
問３０．本分野における我が国の産業の現在の国際競争力は、以下の国等（欧州、アジアは
最も進んでいる国）と比較してどうですか　①米国と比較して、日本は？
回答者数 回答を変更した人数
ラ
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フ
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10.0
指
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（回答変更理由）
2006
調査
2007
調査
回答
変化 自由記述 分野 属性
4 6 2 米国は現在かなり研究投資が弱体化している。 ものづくり 大学
2 4 2 エネルギー分野で進展あり。 エネルギー 企業
4 5 1 米国が停滞してきている。 社会基盤 無回答
3 4 1 やや改善された。 情報 大学
4 5 1 電気自動車等（ハイブリッド車）での差が大きくなった。 環境 大学
3 4 1 製品開発力の高さ。 情報 大学
2 3 1 日本の改善。 ライフ 大学
3 4 1 やや低下した感じがする。 ライフ 大学
4 5 1 米国での関心が低くなっている。 社会基盤 大学
2 3 1 日本の進歩がすこしはやい。 社会基盤 大学
4 5 1 USAの相対的低下が原因。 フロンティア 大学
1 2 1 構造改革が進み一時より好転している。 ライフ 大学
3 4 1 米国産業の自滅。 フロンティア 公的
3 4 1 医療、宇宙航空機等での技術力差大。 ナノ材料 企業
2 3 1 原子力技術はじめ日本の技術力の高さが世界に認められ、需要が増えたように思われる。 エネルギー 企業
2 3 1 宇宙機器の国産化の進展、打上げロケットの信頼性向上。 フロンティア 企業
2 3 1 分野によって優劣がある。 フロンティア 企業
4 5 1 ・東芝－WH・日立－GE・三菱－AREVAと連携したので向上した。 エネルギー その他
4 3 -1 長期不況による体力低下。 社会基盤 大学
5 4 -1 日本originalな産業の萌芽が少ない。 ナノ材料 大学
4 3 -1 実際のアメリカのベンチャー企業を見てそう思ったから。 ナノ材料 大学
5 4 -1 特になし。そのような気がする。 ナノ材料 大学
4 3 -1 米国、欧州、アジアとも全てが向上している。 ライフ 大学
3 2 -1 ATM後の変化に追いついて行けてない。新商品開発で遅れている。 情報 大学
5 4 -1 より広い分野をみると、4が妥当。 エネルギー 大学
6 5 -1 日本の努力が低い。 ものづくり 大学
5 4 -1 トータル戦略で政策が後手に廻り出した。 フロンティア 公的
4 3 -1 環境産業における政府のあとおしがたりない。 環境 公的
4 3 -1 エネルギー政策に欠けるため、競争力は低下してきている。 フロンティア 公的
2 1 -1 米国の宇宙分野は民間活力をencourageし出したが、日本は国需のみに頼る姿勢を変えていない。 フロンティア 公的
4 3 -1 人材力低下による日本産業の競争力低下が進展。 ものづくり 企業
5 3 -2 競争にまけてくる事態が多く生じている。 社会基盤 無回答
5 3 -2 外注が増加し、重要な技術が内部に留保できなくなっている。 ものづくり 公的
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（0低い⇔10高い）
高
↑
2006
2007
↓
低
（分野ごと）
2006 2007 2006 2007 － 0 +
ライフ 4.4 4.4 104 103 8 82 5 0.14
情報 5.1 5.0 99 95 10 77 3 0.14
環境 5.2 5.2 110 101 5 83 6 0.12
ナノ材料 6.3 6.1 109 106 6 90 3 0.09
エネルギー 5.7 5.7 110 108 7 84 10 0.17
ものづくり 6.3 6.2 100 98 9 81 5 0.15
社会基盤 4.9 4.8 110 106 5 90 3 0.08
フロンティア 3.7 3.8 83 82 4 70 3 0.09
（8分野全体）
2006 2007 2006 2007 － 0 +
大学 5.3 5.3 512 499 34 401 25 0.13
公的研究機関 5.0 5.1 111 105 6 88 5 0.11
民間企業 5.2 5.1 165 158 12 135 6 0.12
主に研究 5.4 5.3 308 249 19 203 13 0.14
*「回答を変更した人数」は、2006年および2007年調査の両方に回答した者のみ
*変化率はプラスおよびマイナスに移動した人数を「回答を変更した人数」の合計で除した数
問３０．本分野における我が国の産業の現在の国際競争力は、以下の国等（欧州、アジアは
最も進んでいる国）と比較してどうですか　②欧州と比較して、日本は？
回答者数 回答を変更した人数
回答者数指数 回答を変更した人数 変化率
変化率指数
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（回答変更理由）
2006
調査
2007
調査
回答
変化 自由記述 分野 属性
3 5 2 欧州の力が低下している。 ライフ 大学
4 6 2 円安で高くなった。 ものづくり 公的
2 4 2 エネルギー分野で進展あり。 エネルギー 企業
3 4 1 アジアへの展開など盛んである。 環境 大学
4 5 1 やや改善された。 情報 大学
3 4 1 競争力の増加。 社会基盤 大学
2 3 1 欧州も頑張っているが日本もまずまず。 ライフ 大学
4 5 1 ユーロ高。 社会基盤 公的
2 3 1 宇宙機器の国産化の進展、打上げロケットの信頼性向上。 フロンティア 企業
3 4 1 欧州が足踏みをしている。 ものづくり 企業
2 3 1 原子力技術はじめ日本の技術力の高さが世界に認められ、需要が増えたように思われる。 エネルギー 企業
4 5 1 ・東芝－WH・日立－GE・三菱－AREVAと連携したので向上した。 エネルギー その他
4 3 -1 競争にまけてくる事態が多く生じている。 社会基盤 無回答
5 4 -1 日本は制度上の制約（特に通信分野）が大きく、それが競争力を低下させている。 情報 大学
5 4 -1 日本originalな産業の萌芽が少ない。 ナノ材料 大学
5 4 -1 より広い分野をみると4が妥当。 エネルギー 大学
4 3 -1 長期不況による体力低下。 社会基盤 大学
4 3 -1 基礎を軽視しすぎている。 ナノ材料 大学
6 5 -1 日本の努力が低い。 ものづくり 大学
3 2 -1 東アジアへの進出が激しい。 社会基盤 大学
4 3 -1 ATM後の変化に追いついて行けてない。新商品開発で遅れている。 情報 大学
4 3 -1 環境産業における政府のあとおしがたりない。 環境 公的
4 3 -1 EUの台頭。 フロンティア 公的
4 3 -1 新規性に乏しいと感じるため。 エネルギー 公的
4 3 -1 平均すると変わらないかと思う。 ものづくり 企業
4 3 -1 環境技術での劣位。 ライフ 企業
4 3 -1 人材力低下による日本産業の競争力低下が進展。 ものづくり 企業
5 4 -1 欧州の環境技術の進展。 エネルギー 企業
4 3 -1 移動通信、デジタル放送等の分野における欧州勢の世界市場シェアが益々拡大しているため、とくに移動通信分野
において、わが国の国際競争力の低下が著しい。
情報 その他
6 4 -2 日本は技術はあるものの商売が下手なのでは？ 環境 大学
4 2 -2 ヨーロッパの努力はすごい。 エネルギー 大学
5 3 -2 全体として欧州の活動に活発化がみられる。 情報 大学
5 3 -2 外注が増加し、重要な技術が内部に留保できなくなっている。 ものづくり 公的
6 4 -2 ヨーロッパが本分野に注力。 ナノ材料 企業
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（0低い⇔10高い）
高
↑
2006
2007
↓
低
（分野ごと）
2006 2007 2006 2007 － 0 +
ライフ 6.8 6.5 104 103 16 79 0 0.17
情報 5.9 5.6 99 94 15 70 4 0.21
環境 7.5 7.5 110 101 6 82 6 0.13
ナノ材料 7.6 7.3 109 106 15 83 1 0.16
エネルギー 7.6 7.6 110 108 10 83 8 0.18
ものづくり 7.1 6.9 100 98 15 73 7 0.23
社会基盤 7.2 7.0 110 106 11 83 4 0.15
フロンティア 6.4 6.3 83 82 8 67 2 0.13
（8分野全体）
2006 2007 2006 2007 － 0 +
大学 7.1 6.9 512 499 62 383 15 0.17
公的研究機関 7.2 7.0 111 105 15 79 5 0.20
民間企業 6.8 6.6 165 157 16 126 10 0.17
主に研究 7.3 6.9 308 249 32 193 10 0.18
*「回答を変更した人数」は、2006年および2007年調査の両方に回答した者のみ
*変化率はプラスおよびマイナスに移動した人数を「回答を変更した人数」の合計で除した数
指数
問３０．本分野における我が国の産業の現在の国際競争力は、以下の国等（欧州、アジアは
最も進んでいる国）と比較してどうですか　③アジアと比較して、日本は？
回答を変更した人数
回答を変更した人数
変化率
変化率
回答者数指数
回答者数
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（回答変更理由）
2006
調査
2007
調査
回答
変化 自由記述 分野 属性
2 5 3 韓国、台湾は半導体が主。 ものづくり 企業
2 4 2 未だアジアには主導的。 社会基盤 大学
3 5 2 エネルギー分野で進展あり。 エネルギー 企業
4 5 1 自動車等産業を見て。 ものづくり 大学
5 6 1 円安で高くなった。 ものづくり 公的
4 5 1 原子力技術はじめ日本の技術力の高さが世界に認められ、需要が増えたように思われる。 エネルギー 企業
4 5 1 中国の停滞。 ものづくり 企業
4 5 1 ・東芝－WH・日立－GE・三菱－AREVAと連携したので向上した。 エネルギー その他
5 4 -1 中国等の台頭が認められる。 ものづくり 大学
5 4 -1 やはり中国が力をつけてきている。 ナノ材料 大学
4 3 -1 後進国の追い上げはすさまじい。 ナノ材料 大学
6 5 -1 韓国、中国の進歩。 ナノ材料 大学
6 5 -1 アジアの台頭著しい。 ライフ 大学
5 4 -1 中国、韓国、台湾の動向が気になる。 ナノ材料 大学
4 3 -1 日本企業の経済状況が相対的に悪化しているため。 社会基盤 大学
6 5 -1 中国と韓国が猛追している感じがする。 ナノ材料 大学
4 3 -1 中国次第。 社会基盤 大学
4 3 -1 中国。 ナノ材料 大学
5 4 -1 中国産業の発展。 エネルギー 大学
5 4 -1 アジア諸国の台頭。 ライフ 大学
6 5 -1 アジアの急進。 ライフ 大学
5 4 -1 中国・韓国の競争力が向上している。 ライフ 大学
5 4 -1 長期不況による体力低下。 社会基盤 大学
6 5 -1 韓国、中国の追い上げが急速に高まっている。 ナノ材料 大学
6 5 -1 日本が相対的に下がり気味。 ものづくり 大学
5 4 -1 一部、液晶・半導体では低くなっている。 ものづくり 大学
6 5 -1 アジア諸国の産業の進展。 エネルギー 大学
6 5 -1 韓国・中国の躍進。 ものづくり 大学
4 3 -1 アジアに追い上げられている。 ものづくり 大学
4 3 -1 大学に投入されている人・金・モノが中国に比べて大きく後退している。 ものづくり 大学
4 3 -1 外注が増加し、重要な技術が内部に留保できなくなっている。 ものづくり 公的
5 4 -1 コスト面で落ちてきた。 フロンティア 公的
3 2 -1 中国が有人飛行、月周回を実現し、日本との技術力の差を縮めつつある。 フロンティア 公的
6 5 -1 アジアの技術力の伸び。 ライフ 公的
4 3 -1 人件費のシェア。 社会基盤 公的
5 4 -1 やや不安。 ナノ材料 公的
5 4 -1 アジア諸国の向上がめざましい。 社会基盤 企業
6 5 -1 中国を中心に大量生産技術が進歩し、それにあわせて技術情報もアジアに集まるようになった。 ものづくり 企業
3 2 -1 価格。人件費の低さ。 ナノ材料 企業
3 2 -1 価格面で遅れてきた。 環境 その他
6 5 -1 中国、韓国企業のレベルアップ。 エネルギー その他
5 3 -2 競争にまけてくる事態が多く生じている。 社会基盤 無回答
4 2 -2 中国や韓国の発展が著しい。 ナノ材料 大学
6 4 -2 中韓台が目ざましい。 エネルギー 大学
5 3 -2 アジアの発展。 エネルギー 大学
5 3 -2 官僚体質、大企業の体質はいまのトレンドに対応できない。 社会基盤 大学
6 4 -2 中国の急進。 ライフ 公的
6 4 -2 中、印、韓の台頭。 フロンティア 公的
4 2 -2 中国の台頭。 ナノ材料 企業
6 4 -2 中国の競争力強化。 エネルギー 企業
6 4 -2 中国、インドは国を挙げて産業育成している。 フロンティア 企業
5 2 -3 コスト面での競争力少化が顕著。 ものづくり 企業
157
（0低い⇔10高い）
高
↑
2006
2007
↓
低
（分野ごと）
2006 2007 2006 2007 － 0 +
ライフ 3.8 3.7 104 103 7 82 6 0.14
情報 4.1 3.9 100 95 8 77 6 0.15
環境 5.1 5.2 111 101 6 84 5 0.12
ナノ材料 5.7 5.6 108 106 8 85 5 0.13
エネルギー 5.4 5.5 110 108 10 79 12 0.22
ものづくり 5.8 5.7 100 98 7 85 3 0.11
社会基盤 5.0 4.8 110 105 7 88 3 0.10
フロンティア 3.4 3.5 83 82 6 65 6 0.16
（8分野全体）
2006 2007 2006 2007 － 0 +
大学 4.9 4.8 514 499 40 397 25 0.14
公的研究機関 4.6 4.7 111 105 7 83 9 0.16
民間企業 4.9 4.7 164 157 9 135 8 0.11
主に研究 4.9 4.8 309 249 17 206 12 0.12
*「回答を変更した人数」は、2006年および2007年調査の両方に回答した者のみ
*変化率はプラスおよびマイナスに移動した人数を「回答を変更した人数」の合計で除した数
問３１．本分野における我が国の産業の5年後の国際競争力は、以下の国等（欧州、アジア
は最も進んでいる国）と比較してどうですか　①米国と比較して、日本は？
回答を変更した人数指数
回答を変更した人数指数
変化率
変化率
回答者数
回答者数
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（回答変更理由）
2006
調査
2007
調査
回答
変化 自由記述 分野 属性
4 6 2 現在の米国の研究投資の状況から判断して。 ものづくり 大学
2 4 2 省エネ技術などの国際展開が進むと思われる。 エネルギー 企業
2 4 2 エネルギー分野で進展あり。 エネルギー 企業
3 4 1 日本のトップクラスの企業が本分野の研究に再び関心を持ち出している。 ライフ 無回答
4 5 1 アジア・中近東への展開が盛んになる。 環境 大学
2 3 1 予算の増加と産学官連携による技術力の向上。 フロンティア 大学
1 2 1 日本の構造改革の進展。 ライフ 大学
3 4 1 日本の産業構造が変わり、競争力が向上する。 エネルギー 大学
3 4 1 韓国・台湾が高い。中国も無視できない。 情報 大学
4 5 1 日本の方が頑張っている。 環境 公的
2 3 1 米国の経済政策の行き詰まり等が予想されるため。 エネルギー 公的
4 5 1 米国の国際競争力の低下。 ライフ 公的
1 2 1 アメリカは戦争の負担が重く、今の活況が続くか疑問である。 フロンティア 公的
3 4 1 米国の生産離れが続く。 フロンティア 公的
4 5 1 米国は省エネなどには力を入れていない。 エネルギー 企業
3 4 1 宇宙機器の国産化の進展、打上げロケットの信頼性向上。 フロンティア 企業
3 4 1 原子力企業のグローバル化対応。 エネルギー その他
4 5 1 ・東芝－WH・日立－GE・三菱－AREVAと連携したので向上した。 エネルギー その他
5 4 -1 競争に勝てる目途が立っていないように思える。 社会基盤 無回答
5 4 -1 効果的な政策がなされるとは思えない。 ナノ材料 大学
4 3 -1 教育を軽視したつけがまわってくる。 ナノ材料 大学
5 4 -1 世界経済の先行きが不透明。 ナノ材料 大学
4 3 -1 基礎→応用→実用の連続性がない。 エネルギー 大学
5 4 -1 ややおとる。 エネルギー 大学
5 4 -1 団塊の世代退職後の技術の継承が不十分。若手の学力低下、やる気の欠如、製造業の海外流失。 ナノ材料 大学
5 4 -1 各国の競争力は均衡にむかうと思う。 エネルギー 大学
5 4 -1 我が国の開発力が低下するので相対的に米国が優位となる。 ライフ 大学
4 3 -1 長期不況。 社会基盤 大学
4 3 -1 期待薄にかわった。 ライフ 大学
3 2 -1 現在の状況変わらず。 フロンティア 大学
4 3 -1 米国、欧州、アジアとも全てが向上している。 ライフ 大学
4 3 -1 中国、アジアの国々が急速に追い上げている。 社会基盤 大学
3 2 -1 若手研究者に対する処遇が厳しさを増して、研究者を志望する学生が減っている。 フロンティア 大学
5 4 -1 新しい産業を創出する力が低下してくると思われる。人的問題が重要である。 ものづくり 大学
5 4 -1 資金、人材不足。 ものづくり 大学
4 3 -1 技術者の不足。 ものづくり 公的
4 3 -1 エネルギー政策に欠けるため、競争力は低下してきている。 フロンティア 公的
3 2 -1 インドの出現。下請体質が変わらない日本の現状から。 情報 企業
2 1 -1 日本が予想以上に停滞している。 フロンティア 企業
4 3 -1 経営・マーケティングを含めた産業競争力評価を見直し。 社会基盤 企業
5 3 -2 ヨーロッパの努力はすごい。 エネルギー 大学
4 2 -2 米国、仏国のメーカーの競争力が高まる（日本のメーカーは、同等以下のパートナーシップ）と予想されているため。
技術力よりはマネジメント力。
エネルギー その他
5 2 -3 競争の徹底。 社会基盤 大学
6 3 -3 日本の努力が低い。 ものづくり 大学
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（0低い⇔10高い）
高
↑
2006
2007
↓
低
（分野ごと）
2006 2007 2006 2007 － 0 +
ライフ 4.3 4.3 104 103 7 81 7 0.15
情報 5.0 4.7 100 95 13 76 2 0.16
環境 5.1 5.0 111 101 9 82 4 0.14
ナノ材料 5.8 5.8 109 106 4 90 5 0.09
エネルギー 5.5 5.4 110 108 9 84 8 0.17
ものづくり 5.8 5.7 100 98 10 81 4 0.15
社会基盤 5.0 4.8 110 105 6 91 1 0.07
フロンティア 5.4 5.1 83 82 5 68 4 0.12
（8分野全体）
2006 2007 2006 2007 － 0 +
大学 5.1 4.9 514 499 38 404 20 0.13
公的研究機関 5.0 5.0 111 105 6 89 4 0.10
民間企業 5.2 5.0 165 157 14 132 7 0.14
主に研究 5.2 5.0 309 249 20 207 8 0.12
*「回答を変更した人数」は、2006年および2007年調査の両方に回答した者のみ
*変化率はプラスおよびマイナスに移動した人数を「回答を変更した人数」の合計で除した数
指数
回答を変更した人数 変化率
問３１．本分野における我が国の産業の5年後の国際競争力は、以下の国等（欧州、アジア
は最も進んでいる国）と比較してどうですか　②欧州と比較して、日本は？
変化率
回答者数指数
回答者数 回答を変更した人数
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（回答変更理由）
2006
調査
2007
調査
回答
変化 自由記述 分野 属性
2 4 2 エネルギー分野で進展あり。 エネルギー 企業
2 3 1 日本の構造改革の進展。 ライフ 大学
3 4 1 アジア・中近東への展開が盛んになる。 環境 大学
2 3 1 予算の増加と産学官連携による技術力の向上。 フロンティア 大学
4 5 1 日本の産業構造が変わり、競争力が向上する。 エネルギー 大学
4 5 1 日本の方がやや頑張っている。 環境 公的
5 6 1 円安が続けば好調。 ものづくり 公的
4 5 1 欧州の国際競争力の低下。 ライフ 公的
3 4 1 省エネ技術などの国際展開が進むと思われる。 エネルギー 企業
3 4 1 宇宙機器の国産化の進展、打上げロケットの信頼性向上。 フロンティア 企業
4 5 1 ・東芝－WH・日立－GE・三菱－AREVAと連携したので向上した。 エネルギー その他
5 4 -1 競争に勝てる目途が立っていないように思える。 社会基盤 無回答
5 4 -1 各国の競争力は均衡にむかうと思う。 エネルギー 大学
4 3 -1 ＥＵの力はあなどり難い。 ライフ 大学
4 3 -1 全体として欧州の活動に活発化がみられる。 情報 大学
4 3 -1 通信分野をオープンなものに変える必要を感じる。 情報 大学
5 4 -1 新しい産業を創出する力が低下してくると思われる。人的問題が重要である。 ものづくり 大学
3 2 -1 日本も追いつく。 環境 大学
5 4 -1 世界経済の先行きが不透明。 ナノ材料 大学
4 3 -1 基礎→応用→実用の連続性がない。 エネルギー 大学
3 2 -1 若手研究者に対する処遇が厳しさを増して、研究者を志望する学生が減っている。 フロンティア 大学
3 2 -1 現在の状況変わらず。 フロンティア 大学
5 4 -1 資金、人材不足。 ものづくり 大学
4 3 -1 中国、アジアの国々が急速に追い上げている。 社会基盤 大学
5 4 -1 欧州の追い上げはすざましい。YKKのような例もある。 ものづくり 大学
4 3 -1 技術者の不足。 ものづくり 公的
5 4 -1 ハードウェアでは日本の方が高いが、ソフトウェアでは欧州の方が高い。総合的には同等程度。 情報 公的
4 3 -1 特にヨーロッパとの差がつく可能性。 環境 公的
4 3 -1 きちんとした大学教育から人材育成すべき。 情報 企業
4 3 -1 環境技術での劣位。 ライフ 企業
4 3 -1 欧州は凸凹が激しく、必ずしも我が国は優位ではない。 ものづくり 企業
4 3 -1 人材力低下による日本産業の競争力低下が進展。 ものづくり 企業
2 1 -1 日本が予想以上に停滞している。 フロンティア 企業
4 3 -1 国際標準化での欧州地位向上。 情報 企業
5 4 -1 欧州の環境技術の進展。 エネルギー 企業
4 3 -1 EUで欧州はまとまりつつある。 フロンティア 企業
4 3 -1 移動通信、デジタル放送等の分野における欧州勢の世界市場シェアが益々拡大しているため、とくに移動通信分野
において、わが国の国際競争力の低下が著しい。
情報 その他
3 2 -1 米国、仏国のメーカーの競争力が高まる（日本のメーカーは、同等以下のパートナーシップ）と予想されているため。
技術力よりはマネジメント力。
エネルギー その他
5 4 -1 ドイツの超精密分野では苦杯をなめることになる。 ものづくり その他
4 2 -2 地域格差是正への社会基盤整備の考え方。 社会基盤 大学
5 3 -2 ヨーロッパが本分野に注力。 ナノ材料 企業
6 3 -3 欧州、特にドイツはシスティマティック。産業のヘッドクオーターの能力高い。 環境 大学
6 3 -3 日本の努力が低い。 ものづくり 大学
161
（0低い⇔10高い）
高
↑
2006
2007
↓
低
（分野ごと）
2006 2007 2006 2007 － 0 +
ライフ 5.7 5.4 104 103 14 79 2 0.17
情報 4.8 4.6 100 95 13 73 5 0.20
環境 6.6 6.5 111 101 11 81 3 0.15
ナノ材料 6.1 5.7 109 106 14 83 2 0.16
エネルギー 6.2 6.2 110 108 11 80 10 0.21
ものづくり 5.4 5.3 100 98 7 84 4 0.12
社会基盤 6.5 6.2 110 105 16 79 3 0.19
フロンティア 5.4 5.1 83 82 9 65 3 0.16
（8分野全体）
2006 2007 2006 2007 － 0 +
大学 5.9 5.6 514 499 60 386 16 0.16
公的研究機関 6.1 5.9 111 105 11 83 5 0.16
民間企業 5.7 5.5 165 157 20 127 6 0.17
主に研究 6.1 5.7 309 249 33 193 9 0.18
*「回答を変更した人数」は、2006年および2007年調査の両方に回答した者のみ
*変化率はプラスおよびマイナスに移動した人数を「回答を変更した人数」の合計で除した数
変化率
変化率
回答者数
回答者数
回答を変更した人数
回答を変更した人数
問３１．本分野における我が国の産業の5年後の国際競争力は、以下の国等（欧州、アジア
は最も進んでいる国）と比較してどうですか　③アジアと比較して、日本は？
指数
指数
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（回答変更理由）
2006
調査
2007
調査
回答
変化 自由記述 分野 属性
2 5 3 DNAシーケンサや生化学分析装置などは日本の強み。 ものづくり 企業
3 5 2 NGNへの移行により通信機器に高い稼働率を求められ、日本企業に有利と考えられる。 情報 大学
3 5 2 エネルギー分野で進展あり。 エネルギー 企業
4 5 1 アジアは、バブル崩壊の危険がある。 環境 大学
2 3 1 予算の増加と産学官連携による技術力の向上。 フロンティア 大学
2 3 1 未だ力がある。 社会基盤 大学
4 5 1 日本の省エネ技術のアジアへの普及が進むと思われる。 エネルギー 大学
3 4 1 中国の安全性について問題が生じている。 環境 公的
2 3 1 アジア諸国は、環境問題等への対処を迫られよう。 ものづくり 公的
5 6 1 円安が続けば好調。 ものづくり 公的
4 5 1 ・東芝－WH・日立－GE・三菱－AREVAと連携したので向上した。 エネルギー その他
5 4 -1 競争に勝てる目途が立っていないように思える。 社会基盤 無回答
4 3 -1 中国産業の発展。 エネルギー 大学
6 5 -1 新しい産業を創出する力が低下してくると思われる。人的問題が重要である。 ものづくり 大学
4 3 -1 エネルギーコストが高くなり産業として問題となる。 エネルギー 大学
5 4 -1 産業の空洞化がこれ以上進まなければ。トヨタや小松は日本での研究開発などに改めて力を入れ始めている。 社会基盤 大学
5 4 -1 アジア先進国の競争力が強化されるだろう。 エネルギー 大学
3 2 -1 アジアの発展。 エネルギー 大学
5 4 -1 各国の競争力は均衡にむかうと思う。 エネルギー 大学
6 5 -1 中国、インドの台頭を考慮しました。 社会基盤 大学
4 3 -1 日本企業の経済状況が相対的に悪化しているため。 社会基盤 大学
6 5 -1 中国がさらに向上する。 ライフ 大学
6 5 -1 アジア諸国の産業の進展。 エネルギー 大学
5 4 -1 韓国、中国に劣るかも知れない。 情報 大学
2 1 -1 アジアの台頭。 情報 大学
5 4 -1 効果的な政策がなされるとは思えない。 ナノ材料 大学
4 3 -1 団塊の世代退職後の技術の継承が不十分。若手の学力低下、やる気の欠如、製造業の海外流失。アジアの発展。 ナノ材料 大学
3 2 -1 後進国の追い上げはすさまじい。 ナノ材料 大学
5 4 -1 中国台頭。 ナノ材料 大学
3 2 -1 人件費由来のコスト競争で勝てないと思う。 情報 大学
5 4 -1 日本人の英語力の低さに依るものと思われる。 環境 大学
4 3 -1 日本の下降と他の国々の上昇のため。 環境 大学
6 5 -1 中国の発展。 環境 大学
6 5 -1 アジア全体のレベル向上により、日本は若干低下とした。 環境 大学
5 4 -1 中国の経済特区への進出はメリットが少なくなる。 社会基盤 大学
3 2 -1 技術力が向上する一方でコストが安い。 社会基盤 大学
4 3 -1 中国の実用化にかける投資は予想をはるかに上まわっている。 ライフ 大学
5 4 -1 アジア諸国の進歩著しい。 フロンティア 大学
6 5 -1 アジア諸国の競争力の強化による。 ライフ 大学
3 2 -1 国内産業の多くがアジア展開して空洞化が顕著になってきている。 社会基盤 大学
5 4 -1 中国の発展のため。 社会基盤 大学
5 4 -1 中国の発展。 社会基盤 大学
2 1 -1 特に中国、韓国に差をつけられる。 ものづくり 大学
4 3 -1 中国、アジアの国々が急速に追い上げている。 社会基盤 大学
5 4 -1 アジア諸国の台頭。 ライフ 大学
3 2 -1 中国の追い上げ。 情報 大学
6 5 -1 中国の進出の影響をまともに受けるであろう。 フロンティア 大学
5 4 -1 アジアの力も進んでいる。 情報 大学
4 3 -1 低賃金を武器とした低価格化。 ものづくり 大学
5 4 -1 資金、人材不足。 ものづくり 大学
5 4 -1 コスト面でたちうちできなくなる。 フロンティア 公的
5 4 -1 やや不安。 ナノ材料 公的
5 4 -1 中韓の台頭。 ナノ材料 公的
4 3 -1 中国、インドの台頭。 フロンティア 公的
5 4 -1 インド・中国・韓国など、政府主導で技術開発を猛烈に進めていることを、学会等で肌身で感じたため。 フロンティア 企業
6 5 -1 アジアに対しては依然高い競争力をもつことができる。 社会基盤 企業
6 5 -1 中国の台頭。 ナノ材料 企業
5 4 -1 アジアは急速に進んでいる。 環境 企業
4 3 -1 中国、韓国の躍進。 ナノ材料 企業
4 3 -1 現実的には苦しいのではないか。前回は希望。 情報 企業
4 2 -2 予想以上に、韓国・中国の成長速度が速かった。 ライフ 大学
4 2 -2 手続きのための手続きが多すぎて、世界をリードするのは困難。 社会基盤 大学
5 3 -2 コスト面で将来が不安である。 ものづくり 大学
6 4 -2 中国の急進。 ライフ 公的
6 4 -2 中、印、韓の台頭 フロンティア 公的
6 4 -2 日本が予想以上に停滞している。 フロンティア 企業
5 3 -2 中国の競争力強化。 エネルギー 企業
5 3 -2 きちんとした大学教育から人材育成すべき。 情報 企業
4 2 -2 価格面で遅れてきた。 環境 その他
5 2 -3 予想以上に高い経済発展。 社会基盤 大学
6 3 -3 技術的には競争力が有ると思うも、PRICE面も含めると最悪トントンになる可能性有。（勿論分野によって異なる） フロンティア 企業
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（日本の産業の国際競争力）
①対米
・ものづくり07とナノ材料06は重なっている
②対欧
・ものづくり06とナノ材料06は重なっている
・ライフ07とライフ06は重なっている
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③対アジア
・エネルギー07とエネルギー06は重なっている
ライフ06
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（自由記述）
分野 自由記述 所属
ライフ 実力ある拠点が適切な人材（後継者）を確保できること。 無回答
ライフ 大学では全く分野間の交流が進んでいないように思う。競争資金の獲得のために形式的に結びついている場合が多い。本気でやるのならば、
欧米からの学生の受け入れに向けて、公用語を英語にするぐらいの改革が必要かもしれない。あまりに絞込みすぎると、一部の超一流校を除
き、他の大学が競争から降りてしまう危険がある。適度な競争が好ましい。
無回答
ライフ やはり、バラマキ的な投資を行わずに、少なくてもいいので、重点投資をすべきと思います。 大学
ライフ 科学技術に対する全体の投資額が増えない中で、特定分野に重点化することで、他分野が脆弱化するため、長期的に見ると、全体的なレベル
が低下しかねない。
大学
ライフ 近隣アジア諸国を巻き込んだ研究拠点形成。省庁・産業界の枠を越えた研究助成システムの構築。研究業績のPaperのCitationによる評価。
国益につながる実用化技術に対する独自のCriterionの策定。基礎研究・萌芽的研究に対する助成と評価システムの充実。
大学
ライフ 現在のCOEプログラムは充分な成果をあげつつあるとは思えない。現存の大学を中心とした研究教育拠点の設定には限度がある。国家プロ
ジェクトとして新しい科学技術大学院大学を設置して、戦略的研究教育体制を進めるべきである。特に高等学校レベルから若手研究員・若手技
術者の育成を目指すプロジェクトが望まれる。同時に、科学技術大学院大学と現存大学との流動化を進め、科学技術教育のボトム・アップを計
る。
大学
ライフ 資金 大学
ライフ 研究教育拠点を作るためには、入り口ではなく出口を安定な状況にすること（就職、社会的評価、キャリアパス）によって、魅力ある場にすること
が重要である。外国人の学生を１／３程度になるようにすること。学生は自然に国際性を体得し、どう頑張ればよいかを知るようになると思う。
そのような人材が増えることが、世界トップクラスの拠点を形成するキッカケになる。
大学
ライフ 研究者の層が薄い。研究に興味を持たせるような教育がされていない。社会全体が研究教育の重要性を忘れかけている。 大学
ライフ 研究費の執行上の制限の緩和が必要。財務省、文科省の担当者への説明書類の簡素化。 大学
ライフ 小規模でもユニークな発想を持つ大学等に対するCOEを考慮すべきである。ニッチ研究分野を伸ばすべき。 大学
ライフ 問題は、若手研究者のポストが絶対的に少ない事が問題です。定員削減で常勤研究者は減っています。 大学
ライフ すでに大学の資金が流れている大学に改めて資金を投入する必要はない。すそ野がせまくなることの弊害の方が大きい。 大学
ライフ 若手登用の機会の少なさと、若手独立後のサポートの悪さが問題と考える。実際に、大学での若手教員の状況を見ると、今後のライフサイエン
ス発展に困難さを感じる。若手もそれ以外も含めて、安心して研究に打ち込めるサポート体制作りが急務である。
大学
ライフ 成果主義でない地味な研究者も加えるべき。また、特定の大学に特化すべきではない。 大学
ライフ 重点投資だけではなく、広く投資して頂きたい。競争はその後と考える。 大学
ライフ 関西に偏りすぎ。他の分野を含めた時の集中を恐れず、関東圏にも重点配分すべき。 大学
ライフ この考え方は、欧米をみても、必要と考えます。ただ、現在の予算等の点からみますと、もっと大巾な改善と増額が必要と考えます。国家プロ
ジェクトの強化が必要でしょう。又、海外からの指導者の導入も必要でしょう。
大学
ライフ 重点投資も大事であるが、他方、基礎的経費等の充実による科学者のすそ野のレベルアップやシーズ培養（いわゆる格差是正）からの科学技
術振興の観点も必要であろう。
大学
ライフ 資金と組織作り。特に研究者の雑務を軽減する工夫が必要。 大学
ライフ 一大学で研究仲間が集まってCOEを形成しても真の世界のトップを目指すことはできない。テーマを限定して全国から優秀な人材を募るべきで
ある。
大学
ライフ 本年度スタートした事業をさらに推進する。医歯学系の大学院充実の為の策が必要。研修医制度の見直し。 大学
ライフ 拠点を設け、そこに人員を集中しなければあまり有効とは思われない。現在、期間を限って大学、研究所等から拠点に出向し、将来希望があれ
ば元に戻れるような制度のもと、拠点を形成すべきである。
大学
ライフ 教育拠点として人材に対する資金は潤ってきているが、研究自身に使える費用が十分でないのでは？ 大学
ライフ COEには無駄が多いように思う。一部の研究者に対する重複投資が目立つ。しかも使途制限が多く使いにくい。対象とする研究者の範囲を拡
げ、底上げをはかるべきである。またイベントばかりで、落ち着いて研究する時間が非常に少なくなっている。
大学
ライフ トップクラスも重要かもしれないが、底辺の拡大にも注力すべきである。 大学
ライフ 内外からノーベル賞級の研究者を集めるだけでなく、将来ノーベル賞レベルの研究成果を上げる潜在的能力を有する日本人研究者の育成、
効果的な支援策を特化すべきである。
大学
ライフ 研究の評価に重点を置きすぎている感がある。人材育成の観点から、旧帝大ばかりでなく、地方、公立大学にも資金を配布すべき。 大学
ライフ 世界トップクラスの研究教育拠点をつくり上げるためには、世界から学生、ポスドク、教員が集まるようなものである必要がある。そのためには
世界最先端の研究を行う研究者の密度が高く、英語が標準語であり、英語で応募できる研究費をつくるなど、徹底した国際化が必要である。英
語で用が足りる事務体制も作らねばならない。飛びぬけた研究者個人に負ぶさるだけでは世界拠点とはなれない。
大学
ライフ ノーベル賞受賞者数とか、いろいろなランキングで目先の指数に右往左往するのではなく、真に世界の科学技術をリードするためには、これ以
上の選択と集中は無益である。財務省が科学研究費獲得額に基づいて、運営交付金が増加する13大学以外に適切な投資を行うことが裾野を
広くすることになり、早道である。
大学
ライフ 競争原理も重要だが、その評価法を、客観的に行なうべきである。研究に対する予算、人的資源を増やす。 大学
ライフ 世界トップクラスの研究教育拠点を形成するためには、ピラミッドの裾野造りが重要であると考えています。 大学
ライフ 1. 世界トップクラスの教育・研究者によるピアレビュウ・第三者評価を行って選定。2. 厳正・中立な中間評価を行い、高い評価を得た拠点には
初回以上の集中投資を行う。3. 大・中・小拠点を順次整備し、その分野の裾野を広げる。
大学
ライフ 大学院生、若手研究者に対するサポート。 大学
ライフ 研究・教育のこと以外にあまり時間を使わないでよいようにする。評価はする方もされる方も疲れる。競争原理下の重点投資になじまない学問
分野も多く、画一的な政府主導が学問をゆがめている。
大学
ライフ 先日、世界拠点としてライフサイエンス領域でも２拠点が選出されたが、数が少なすぎると感じている。集中は重要であるが、一方それを支える
広がりも重要であり、一定の数の支援が不可欠である。植物分野でいえば、今後の地球温暖化の解決に向けた対策のコア技術の１つであり、
総合的な視野にたった投資、例えば道路財源（ガソリン税）の10％を充当するなどが考えられる
大学
ライフ 審査の公平、透明化。 大学
ライフ 1.世界トップクラスの大学、研究所等との人材交流を含めた協力体制の一層の充実、そのための経済的支援を含めた基盤整備が急務である。
2.研究者の給与や生活環境の改善が必要。3.拠点での人材の有効利用ができるようなシステム整備（書類作成など、研究者に可能な限り「雑
用」をさせないシステム）。
大学
ライフ 低いレベルから高いレベルまで裾野の広いピラミッド構造をつくり、それぞれのレベルで、がんばれば少しいいところへ行ける連続したしくみが
必要。特に生物系の人材育成や独創的な研究には人手がかかる。トップの競争力のみを高めても一時的である。長期的に底力のある分野と
いうのは、下からいくらでも芽が伸びてくる分野だと思う。
大学
ライフ 研究教育拠点という大学、学部等の”組織”ではなくて、個々の研究者、研究室単位でのサポート体制をおこなわないと、いたずらに旧帝大をは
じめとする有名大学に資金が集中するだけで、本当に新しい研究は出てこない。
大学
ライフ 研究者への経済的支援を充実する必要がある。特に若手への給与面での改善。 大学
ライフ 評価基準を明確にし、正しい評価が行われるようにする。 公的
ライフ 少数のトップクラスの拠点形成より、多数の中程度の拠点形成に予算配分した方が自由な発想に基づいて独創的研究の萌芽がより多く生まれ
る様に思う。
公的
ライフ 大学院教育の充実。 公的
問３２．『世界に伍し、さらには世界の科学技術をリードする大学づくりを積極的に展開するため、世界トップクラスの研究教育拠点を目
指す組織に対して、競争原理の下での重点投資を一層強力に推進する』、と第三期科学技術基本計画に謳われています。本分野において我
が国で世界トップクラスの研究教育拠点を形成するために何が問題ですか。また、どうすべきと考えますか。
166
ライフ 繰り越しが実質できない会計制度が、すべての根にある。競争的資金をとっても、使える期間が実質半年～10ヵ月と短くやりくりに腐心するの
が、研究推進のブレーキとなっている。
公的
ライフ 英語での討論。学生の教育の英語化が必要だが、日本語で科学を語れなくて良いか考える必要がある。 公的
ライフ ・画一的な評価：IFや論文数にとらわれない個人の能力を活かす評価の導入。
・画一的な大学教育：教科書の理解ではなく、学生の発想・想像力の向上を目指した教育。
公的
ライフ 小学生から生物・生態系に関心をもたせる環境作り（触れる現場）。大学の施設、家畜を飼える資金。この系に対する特別な奨学金制度。 企業
ライフ 大学教育に於ける人間形成を重視した取組み(教育内容の再考）。先端研究に触れる機会を設定する(高度な研究方法論の習得）。海外先端
研究機関との人的交流（研究･語学・文化）。学費・生活費等の学生支援（大学進学が困難な高校生等）。
企業
ライフ 強力なリーダーシップを発揮できる人材の育成。 企業
ライフ 基礎研究者の質が欧米に比べて低い。又、サポート人材が少ない。 企業
ライフ 世界トップクラスの海外の研究者を招聘すること。 企業
ライフ 適切なリーダーの獲得。資金提供。 企業
ライフ マネージメントとの独立。研究と教育の分離。若手研究者の独立支援。 企業
ライフ 東大への資金の集中が極端。領域毎に強みのある研究組織を分散し、その連携策を検討すべき。 企業
情報 大学院教育DC→PD→企業へのキャリアパス。 無回答
情報 地方大学でも個人的に研究は、進められます。できれば(教育・研究）と（学務、入試、学生指導、会議）を分離して教育・研究の時間を確保する
ことが不可欠です（集中の時間）。企業との共同研究でトップクラスの拠点形成は不可能ではありません。
大学
情報 評価者のレベル向上。 大学
情報 現状は、拠点の選別基準が不明確である。教育拠点を研究成果で評価したり、研究拠点を教育方針等で評している。 大学
情報 研究そのものではなく、教育に、あるいは人材交流・育成を主とする任の、研究者レベルの知識を有した人材の育成。 大学
情報 平等主義からの脱却した人材育成。研究資金に関する制度上の障壁の排除。 大学
情報 博士課程学生、オーバードクターの生活、将来の保証、若手研究者の支援 大学
情報 人事の流動性を高め、最適な人材を集めて拠点を作り、軌道に乗った後は移動できるようにする制度が有効。 大学
情報 国際交流の制約。学費が高すぎる等の理由で博士課程に進学する学生が少なくなっている。大学・研究所のポストの減少。 大学
情報 重点投資により、新しい研究分野や重点から外れた分野の低下を感じる。広く浅い支援をそれらの分野に行うことも必要と考える。 大学
情報 評価の普遍性と公平性。評価のフィードバック（評価をされる側だけでなく評価する側にも）。 大学
情報 定員削減による人事の膠着。助手の助教への変化により、任期が同時に設定されていない場合には流動性が低下。 大学
情報 現在、世界に勝てる分野に対しての投資を強化する。勝てない分野への投資は抑制する。例えばグローバルCOEの採択件数を分野の強さに
対応させる。
大学
情報 予算配分を重点的にする。 大学
情報 東京大学に代表される少数の大学に重点投資が集中することにより、学術は狭く短期的視点からなされるようになるので、第三期基本計画そ
のものの見直しが必要と考えます。
大学
情報 官僚の発想でなく、予算段階から研究者の立場に立ったマネジメントの導入。 大学
情報 研究と教育の分離。大学の雑用の軽減化。 大学
情報 既得権を持っているような人の評価を参考にすべきではない。そういったしがらみにとらわれていない若い人の評価をとり入れるべき。 大学
情報 人材の流動性の獲得、特に大学教授クラスの人材の流動性を高める必要がある。そのためには、人事制度の改善が必要。 大学
情報 ・コンソーシアムを形成して、広く意見を求める。つまり、縦断的でなく、横断的に物事を進めること。大学も単一ではなく、もっと協力体制を組ま
せるべき。
・資金提供者（官になる？）は、その拠点をもっと正確に判断できないとダメ。書類を見ているだけではなく、実態をつかむ必要有。
大学
情報 特定領域の人材だけではなく、理系全体（特に大学）の能力を底上げする必要がある。 大学
情報 多分野の若手研究者の育成が必要で、それら多分野の連携と融合が必要である。そのためには、より発展的な、産官学の連携も必要と考えま
す。
大学
情報 人材と資金を投入する。明確な目的を設定する。 大学
情報 人材（教える側、研究者、ともにいない)→まず、人材育成から。 大学
情報 半導体分野では、産業界との連携は不可欠である。産業界からも評価される提案を行ってゆくことが必要である。 大学
情報 バラマキプロジェクトを多発するより、しっかりした哲学をもった組織をつくり、研究交流機能をもたせるべき 大学
情報 大学に投資しても優秀な大学生がいない。スーパー高校生の養成。（アメリカの場合は、インド、中国が人材を供給している） 大学
情報 若手研究者の積極的な登用、公的な研究資金の制度上と運用上の問題（自由度が低い）。 大学
情報 21世紀COEやグローバルCOE等で博士課程学生の経済的支援は良くなっており、環境整備はできつつある。しかしながら学生を指導する立場
にある教員の研究環境は年々悪くなってきている。例えば、全国立大学一律に運営交付金、人件費1％の削減で大学の体力が落ちている。そ
のしわよせにより教員の数減少、研究以外の仕事の増大である。一律の縛りはやめていただきたい。また、諸外国の大学に見られるような成
果を上げた研究者へのインセンティブ等の教員待遇向上が必要である。
大学
情報 オンリーワン技術を極める体制とし、日本中に広く地域分散することが必要。 大学
情報 若手人材の積極的交流。 大学
情報 拠点形成の資金援助。国際的に開かれた研究者交流の促進。 大学
情報 大学スタッフの充実。現在の大学の研究は学生に依存しすぎている。助教や研究員が実質的な研究を任えるようになる必要がある。 大学
情報 産業界との連携が必要だが、安易なマッチングファンドを組むのではなく、大学が主体的に産業のニーズをくみ取ってテーマを設定し推進する。
育成した人材（主としてオーバードクターなど）のキャリアパスをつくっておく。
大学
情報 人材の育成、社会への流通を継続して行うこと。 大学
情報 的確なニーズの把握が、大学や公的研究機関ではできていない。実用品開発、商用現場の人材と大学、研究機関の間の人事交流。 大学
情報 COEによる博士学生支援は充実してきたと考えるが、目に見える形（様々なフォーラムや、語学増強プログラム等）を要求しすぎるようにおもわ
れる。研究時間を削るような「形」を要求するのではなく、学生のOut putを評価するシステムを構築することも必要と考えている。
大学
情報 ①人材と資金の確保。　②研究評価法の見直し。　③教育をもっと評価せよ。 大学
情報 大学側の問題としては、基礎を隠れ蓑にする風潮はなくならない。一方、国側は誤った人材やテーマへの集中投資を修正できない場合が多
い。
大学
情報 単独の大学や研究機関だけでは困難で、いくつかの教育研究機関が協力して力を結集しないと世界的に見て競争力のあるものにできないの
ではないか。学位授与システムなど、いくつかの大学や研究機関が連合するシステムを作るべき。
公的
情報 縦割り組織、関東地域中心が問題。 公的
情報 質と量のバランス。拠点＝資金力大＝学生・研究がそこに集中→全体の数が低下→新規、イノベーティブ発想には裾野も必要。 公的
情報 世界トップクラスよりも大学1, 2年の教育を強化すべきである。具体策としては全寮制の拠点を作ればよい。 公的
情報 研究テーマの流動性の欠如→奨励する雰囲気づくり。自由と規律。 公的
情報 初等教育を含めた教育水準の向上。大学改革－理念ある経営への転換。 企業
情報 競争原理の下での重点投資を行うとボトムアップ的になり、研究者、グループ間のつぶし合い又は横並び構造につながる。トップダウン的に
テーマと組織を作り、十分なリソースを与えれば、優秀な研究者が集まってくる。その中での生き残りや、海外との競争について、十分な評価を
行い、組織の質、レベルを高めるべき。
企業
情報 研究者の長期契約、世界からの人材募集。 企業
情報 研究者の研究時間が減っている。プロジェクトリーダが増えており、研究者と分けるべき。 企業
情報 世界中から学生が集まらないこと→英語での講義を義務化すること。 企業
情報 理念を実行に移すしくみが弱い。それを進めるコーディネータがいない。 企業
情報 人材の流動性とそれぞれの研究者の評価システムが未整備である。 企業
情報 企業との柔軟な人事交流の実現（短期雇用兼務採用等）。海外の最先端の研究教育機関とのより一層の交流。 企業
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情報 MITはMIT出身者より他大学出身者も数多く集めて拠点を形成している。日本も人依存形の拠点形成をもっと力強く進めないと、重点大学間の
村社会での競争になり、真に世界に通用するトップレベルの研究拠点形成が出来なくなる恐れがある。
企業
情報 若い人のセンスをみがく。 企業
情報 研究環境（施設等）の改善。研究者の待遇の改善。 企業
情報 産学の指導者の流動性。 企業
情報 課題：人材の流動性。
対応：トップクラスの研究者及びその予備軍を積極的に重点研究拠点に移動させ、流動性を高めることで異質の発想を混在させ、新規性の高
い研究を創出させる。
企業
情報 応用分野は米国に比べ5年以上の遅れがある。その原因は、実施に対する社会的基盤の欠如があることと、研究機関と実社会が離れているこ
とにある。この分野ではBPRやCTQ等、ビジネスプロセスを理解した技術者を育てれば競争にも勝てるであろう。
その他
情報 独創性と標準的なものの活用がうまくかみあっていないと感じる。「標準として確立されているものに対して、独創を求めるのではなく、ここには
活用性を」というように何をすべきかを長期的にプランしなおす必要があるのではないでしょうか。
その他
情報 ・産学ならびに府省間の連携が必ずしもうまく言っていないことが問題と考える。全体を統率できる組織（例えばCSTP）を強化する必要がある
のでは。・多くの分野で日本はトップレベルにあるなかで、ITは米国に遅れているが、ITは他の研究分野に適用される基盤技術であり、適用を
通して進展していく。日本の稠密さを生かした研究教育拠点を作るべきであり、IT＋αというダブルメジャー制度を優遇し、推進すべきである。
COEのように30も拠点を作っては意味がなく、拠点数は絞るべきである。・基礎学力、知識の理解度の低さ。・裾野整備。
その他
環境 重点的研究資金を配分するセンターの設置。 大学
環境 拠点形成に必要な時間が競争原理の投資では十分にとれない可能性がある。(中間)評価等への対応で時間が割かれることとトレードオフの関
係にもなる可能性があるが、10年以上の投資枠を設定してはどうかと思います。
大学
環境 世界に伍し、世界の科学技術をリードする大学づくりを展開したいのならば、研究者の層を厚くし、研究開発資金（少ないながらも）を確保し、研
究開発基盤を整備することである。重点投資は愚策である。もっと「生態系の姿」から多くの事を学ぶべき。
大学
環境 大学院の拡充（定員、予算）。 大学
環境 拠点を中心に、拠点だけでなく外国も含む多様な研究機関あるいは企業、政府も含む機関からの研究者の流動を高める措置が必要である。
既成の制度は枠組みにとらわれない措置が必要。
大学
環境 独創的な研究課題の設定を大きな問題と認識すべき。 大学
環境 資金の著しい偏在が研究と教育を蝕んでいるケースが多々見られる。短期的成果主義や過度の競争も正すべき。 大学
環境 研究は、人であり、またアイディアである。そのために、積極的に外国から研究者を招き、日本の研究者といっしょに、自由な雰囲気で、共同し
て研究できる場をつくる。そのためには、ボス型の人事配置をやめることが必要である。
大学
環境 科学技術を質的に発展させるためには、それを支える広い分野の人材の育成と自由な発想に基づく研究を支える必要がある。これをぬきにし
ての重点投資では本来の目的の達成は困難と考える。
大学
環境 国際的に競争力のある大学づくりということでは、重点投資は理解できるが、評価方法をできるだけ具体的に明確にする必要がある。入れ替え
制度を組み入れ、流動性を持たせることが重要。重点投資からはずれた大学へも最低限必要な資金は供給すべきである。すなわち、大学にあ
てる研究開発費の総額を増加することが重要である。
大学
環境 研究者の質、企業における実用化、経験者の活用。 大学
環境 ・奨学金制度が貧弱すぎる。現在、研究費を削って学会の支援を行っているのが実態。
・初等・中等教育にかけるお金が少ない。教師に負担がかかり科学教育どころではない。
大学
環境 分野の対象が広いため、組織で重点化させにくい。中核的な拠点あるいは、地域での連合も形成する必要がある。 大学
環境 十分な教育・研究予算の計上と人材の投入。優秀な人材の発掘と流動化（編入・転学）。 大学
環境 人文化学を含めた学際的な取り組みが重要になってきている。 大学
環境 若手の育成。 大学
環境 本分野、特に地球環境に関わる分野では、既存の大学で拠点として組織できるところはほとんどない。個々の大学の拠点づくりの発想を超え
て、柔軟に構成することが必要。個々の大学の生き残り戦略の道具のままでは、本当に必要な研究教育拠点は形成できない。
大学
環境 極端な重点投資では解決できないと思う。過去の実績のない所で将来性のあるものを伸ばす投資と競争の強化を組み合せる方が良い。同じ
穴のドジョウ方式はダメ。
大学
環境 長期的視点でビジョンとプランの欠如。研究者が研究に集中できるシステムの欠如（目的に応じた組織形成がなされない）。 大学
環境 現在のようなマッチングファンド方式で一つの大学や独立行政法人の研究所をまるご改組するような形で拠点を作るやり方では、世界トップクラ
スの拠点はできないと思われる。教育と研究を交ぜることでなく、研究に特定した拠点を新たな場所に作り、そこに、優秀な人材を単一の大学
や研究所に限らず国内外の多くの研究機関から選りすぐって集めるべきである。
大学
環境 環境問題は、地球規模で考えるべきものであって競争理論に合わない共調、共働、共同すべきであってその中心になる事は良い。 大学
環境 世界トップクラスの研究教育拠点を目指す組織に重点投資するのは当然であるが、より重要なのは「組織」への投資ではなく、｢ヒト」への投資
であり、巨大組織だけに目をうばわれると、小組織のヒトを見逃すので、ヒトへの重点化を教育拠点でも行うべきである。
大学
環境 分野が広すぎる。いくつかのサブ分野に分けて拠点形成を目指していき、拠点間のネットワークを作るような方策が現実的ではないか。 大学
環境 専攻横断型の教育・研究組織が必要。改組、新設。 大学
環境 重点投資はよいが、期間中にお金を使いきること（ムダづかい）のために研究がじっくりなされていない。 大学
環境 少数の研究機関で限られたテーマの研究のみを推進することにつながり、デメリットの方が大きいと考える。裾野を広げないで質のみを上げよ
うとすることには無理がある。
大学
環境 この設問は無意味である。競争原理の下で重点投資を行なうと科学技術の観点で有利であるとのデータがあるのであろうか？要は対中国対
策であり、研究者、技術者のレベルアップのみならず、大量育成が必要なのである。集中などしている余裕はないはず。
大学
環境 旧来の研究室の名称変更と研究科をまたいでの再統合などこて先だけの環境に関する新規の研究科などが作られているが、これでは研究教
育拠点は形成できない。全国の優秀な研究者を結集できる大きなうつわを準備する必要がある。GCOEの枠で考えると、准教授・助教・PDでは
なく、パーマネントの教授を他大学から多数呼び込める形式にすべきである。
大学
環境 初等・中等教育を改革しないと意欲の高い学生を育てることはできない。 大学
環境 アジアの大学・研究者との共同研究を通じた連携を進め、アジアでの日本の地位を確立する。欧米の目はアジアに向けられており、アジアにお
ける日本の優位性を確立すべき。
大学
環境 本当にトップの研究者は、移籍しない。中短期のvisiting postとこちらから出向することが現実的。 大学
環境 研究者が研究に専念できるような環境づくり。大学の法人化以降、管理・運営面の仕事が増えているが、そのような仕事の専門家が必要。 大学
環境 大学について言えば旧来の学部組織を改組し、「環境科学部」のような学部を作り、現在、各学部にちらばっている環境分野の研究者を集めて
情報交換・共同研究をしやすくする。
大学
環境 総合的に包括的に課題をとらえて、研究する拠点を育成する必要がある。 大学
環境 各省、各企業で行われている技術開発の成果を一堂に集め、整理し、「今何をなすべきか？」を議論し、方向を打ち出せる組織が無い。公的資
金により我が国全体として組織を立ち上げるべき。
大学
環境 科学立国を謳う我国の技術基本計画ではあるが人類普遍の真理の探究をめざす、総合的・大局的基地から合理融合型の研究教育拠点の形
成が望まれる。
大学
環境 重要課題を精査し、それぞれの課題に対する解決のための数値目標をかかげ、その解決のための年次計画をつくって、年度ごとに数値目標に
達しているか否かを担当者以外が厳しくチェックする。
大学
環境 評価に海外の研究者も加わる。その分野の実績のある研究者をさらに加える。 大学
環境 自由な研究費。会計処理の簡易化。 大学
環境 地方大への支援も日本全体のレベルの向上にとって極めて重要である。 大学
環境 特定の拠点を作るという発想が独創性と相容れない。競争より裾野を広げることが有効。 大学
環境 優秀な若手研究者を数多く集めること。現在パーマネントの職がえにくいことから、優秀な学生が（ほど）早い段階で大学院進学をとりやめる場
合が多い。
公的
環境 独法研究機関の人件費の削減方針。「競争的資金」でなくとも、外部資金は人件費の範疇外とみなすべき。 公的
環境 十分な資金。すべてが目標達成度での評価をもとめず半数程度は基礎研究への専念ができるような研究環境も必要。 公的
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環境 外国人研究者の比率が低い。 公的
環境 博士課程修了者の就職先の確保等を行い、博士課程進学者数を増加させる。 公的
環境 研究の頭と手の相方を評価するシステム。研究をサポートする技術、事務体制。 公的
環境 世界的に著名な研究者の招聘。大学院生、ポスドクの研究環境整備。 公的
環境 研究環境とその整備。 公的
環境 人材の選別法。幅広い人材を集める。 公的
環境 先導的研究者が少ないことが問題である。先導的研究拠点を作り、国際的な先進の研究者を招聘して共同研究を行う。 公的
環境 研究教育拠点形成のためには、研究者を集めるだけではなく、それを推進する基盤、推進するグループ（事務系のスタッフ）や、技術者の集団
もすぐれている必要がある。現状は、トップクラスの研究者のみを集めることが中心になっている感がある。研究のわかる研究教育を推進する
人材、技術者の養成と確保が必要であると思う。
公的
環境 世界トップクラスに近い研究をしている(すべき）大学職員(教授など)が競争的資金や拠点形成のためにあまりにも多くの時間をとられすぎてお
り、教育・研究に使うべき時間がますます減っていることが大きな問題である。
公的
環境 大型のチームを形成し、研究充実を図るべき。 公的
環境 独立採算性の採用により、研究者が自ら研究費用を捻出することにパワーを使う時間が多くなり、研究者から経営者になりつつある。国として
の研究費用の供与システムを再考することが必要。
企業
環境 競争原理の導入は、①人材の流動化、②テーマ設定力の向上、③エネルギー環境経済の社会性を評価できる能力の向上が必要。これらの場
と、人材育成が必要。
企業
環境 有名大学では相変わらず身内の登用が続いており、真に実力ある、特に企業研究者の登用は進んでいないのが問題である。もっとオープンな
公募により、真に実力ある人材を結集し、強い研究体制をつくるべきである。
企業
環境 現行の大学教育システム（プログラム）では謳われている計画とはほど遠い状況。COEプログラムに従事する者は、研究に専念する時間をもっ
と拡させるようにする必要がある。
企業
環境 現有組織に依存しすぎる。人と組織の柔軟性について配慮すること。 企業
環境 研究拠点に対する評価システムの構築。一律的な評価指標では、成果を適正に評価できない恐れがある。産業界の声を評価に反映させること
も必要。
企業
環境 より一層成果の評価体制が必要。 企業
環境 競争原理はもちろん必要であるが、どのように過程、結果を判断するかが重要である。論文数、依頼講演数、特許出願数など、わかりやすいも
のでの判断だけでは間違う。何をどのようにどこまで発展させるか。当初からそれを明確にし、進めることを考えるべきかと思う。
企業
環境 人材の確保。研究成果で人材を評価することが重要。 企業
環境 研究者が研究（及び教育）ではなく、雑務に追われていること。拠点とみなした組織に対しては、研究スタッフの充実、秘書の設置など、雑務か
ら開放が重要と考えます。
企業
環境 多数研究機関が同じようなテーマを研究している場合がある。難しいテーマであれば、視点が異なり効結果を生む可能性があるが、目新しさで
研究テーマとなっている場合がある。無駄をなくし、重点指向が大切と考える。
企業
環境 教育・指導者の資質。長期ビジョンに立った育成が必要。 企業
環境 環境分野、なかでも自然環境に関する研究教育拠点は現在減少傾向にあると考える。特に基礎研究は、技術の実用化につながる部分が少な
いため、特にその傾向が強い。しかし、基礎研究も必要な分野であり、競争原理のみで展開していくのは問題があると考える。多様な分野の発
展を視野にいれた取り組みが必要ではないか。
企業
環境 大学院生と産業界の交流（人的・経済的）と、企業のインターンシップの構築を図る。企業の研究機関から大学院に掃き出すのではなく、真の
交流が必要。
その他
ナノ材料 21世紀COE、グローバルCOEは、大学院における教育・研究の質点向上に一定の役割を果たすものと評価できる。これと共に重要なことは、
もっと若い世代（小、中、高生）に科学技術に対して夢を持たせる施策が必要だと思います。そのためには小中高教育と社会が博士を求める風
土の育成が重要だと思います。
大学
ナノ材料 国民（納税者）が誇りに思うアカデミアの具体的イメージを示し、これに対する集中的な投資を可能にする必要がある。また、同時に研究・教育
を遂行するために必要なサポート組織を作り上げる必要があると思う。
大学
ナノ材料 10大学くらいには重点配分。他大学にも十分な配分。 大学
ナノ材料 「研究教育拠点重点投資」＝「その他の大学の切り捨て」としない。 大学
ナノ材料 競争原理というのが書類の作り方の競争にならないよう。 大学
ナノ材料 拠点も重要であるが、個人として世界トップクラスの研究を行なっている研究者のサポートを充分にすること。拠点は量的になりがちであり、個
人を見失うこともある。
大学
ナノ材料 重点投資にしばりが多すぎて、各大学のおける自由な発想や取組みに制約がかかっている。 大学
ナノ材料 正確な研究評価が行われていないように思われる。評価結果に責任を負えるようなしっかりした組織を作り、十分にコストをかけて評価を行う
べきである。
大学
ナノ材料 短期的な成果を求めない自由度を与える。世界の研究者が集まるようにできる空間、雰囲気－語学のバリアを少なくする工夫が必要。 大学
ナノ材料 基礎研究への長期的支援が必要。 大学
ナノ材料 ・場所の問題（日本の大学のキャンパスは、中国の有力大学に比較しても狭い。Ex. 東工大、大岡山は0.2km2、北京の精華大は5.0km2。
・人事の流動性が低く、適材適所がしにくい。
・生え抜きが多すぎて、旧来の枠からはみ出ない。
大学
ナノ材料 研究教育拠点について現在の状況を見ると、研究拠点は形成しているようだが、高等教育拠点はまだまだであると思う。トップクラスの教育拠
点作りには官と学の考え方を見直す必要があると思う。
大学
ナノ材料 何のために特定拠点を作っているのか理解できない。全国立大を挙げてトップクラスにすべきである。なぜ選ぶ必要があるのか。大学生人口は
減少していくのである。文科省の財政のために教育の根幹を犠牲にして何を得ようというのか。
大学
ナノ材料 個人研究から優れた成果が得られることも多い(少数精鋭型研究)。拠点を形成する以外の方策にも支援をすべきである。 大学
ナノ材料 有力な研究者にのみ資金が集中するが、実際にはそのような研究者は雑用で研究はできない。もう少し資金を分散させて研究者のすそ野を広
げるべき。
大学
ナノ材料 短期成果を求めすぎず、長期的視野をもって人材を育てる視点も必要である。 大学
ナノ材料 もともと中レベル以上の研究者数が多い旧帝大や東工大への偏りが見られる。G-COE、COEがよい例。数を基準とした選択方法を再考すべ
き。
大学
ナノ材料 予算が足りない。研究者の自律性を尊重すべき。 大学
ナノ材料 トップクラスの研究・教育拠点との人事交流→人の移動を容易にする人事制度の運用。研究資金の運用をより柔軟に。 大学
ナノ材料 競争原理の中味を充分に検討する必要がある。すべての研究者がトップを走ることばかり想定するのではなく、それを支える広範な基礎（土
台）が必要。
大学
ナノ材料 優秀な人材をひろく、オープンに集めるための制度、方式の工夫。 大学
ナノ材料 基礎研究分野への投資の充実。現状では企業の下支え的研究に終始している。大学でなければできない基礎研究分野を充実させるべき。 大学
ナノ材料 重点投資は重要であるが、投資対象の選択が適当でないのではないか。 大学
ナノ材料 東大、京大など、特定大学への過度の集中がある。地方であっても、特色があり、かつ世界をリードできるポテンシャルを有している組織に対し
て、積極的な投資と拠点形成を推進するべきであると考える。
大学
ナノ材料 拠点形成には、いかに人材を集めるかを検討すべき。処遇などを含めて、トップクラスの体制を整える。事務担当者についても、トップクラスの
人材を集め、研究者にはできる限り研究のみおこなわせる。
大学
ナノ材料 若い日本人で気概を持った人が少なくなってきたような気がする。そのような状況では当該拠点形成は容易ではない。若いうちに集団生活での
がまんを経験させ（本格的な企業インターンシップでもよい）、その中から目的意識を育成することが一つかもしれない。
大学
ナノ材料 世界トップクラスの研究教育拠点を作ることは研究の二極化を進め、トップクラスは推進されるかもしれないが、研究者の減少、自由な発想に
基づく研究の減少など問題点も顕在化しつつある。
大学
ナノ材料 多くの研究組織が制度疲労を起こしている。新しい研究組織を立ち上げ、異分野研究者間の交流や研究環境の保障をする。 大学
ナノ材料 若手の育成方策を考えること。若手の理系離れを阻止すること。 大学
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ナノ材料 現在の教育の効果は相当の年月を経た後に現れると思われる。この点を、“評価”の面にどのようにとり入れていくのかが難しいと考えます。 大学
ナノ材料 現在のCOEやトップ5施策のために、研究者が化粧的活動や文書作成に追われる。トップクラスの研究者や、その2番手が、教育・研究に集中
可能な環境・マネージメント体制をつくる。
大学
ナノ材料 本当の世界トップとは、研究者の自由な発想から始まるものと考える。重点投資も必要であるが、一方で個々の研究者への資金投資も重要で
ある。科研費B、Cクラスの採択率を上げる施策が必要である。
大学
ナノ材料 世界に比して低レベルの教育・研究予算。全体を底上げしながら重点投資する必要がある。ベースが広く、厚くなる時に、頂上が高くなる。 大学
ナノ材料 トップクラスの人材不足が問題。トップクラスの人材とは、基礎・応用両面を理解し、人格的にも優れた人物である。貴研究所にそのような人物
を発掘する部門があってもよいかもしれない。
大学
ナノ材料 日本人にハングリー（バイタリティー）精神がなくなったこと。社会全体に通ずる問題であり、どうすべきかは、わからないくらい難しい。 大学
ナノ材料 外国からの優秀な研究者採用のための研究環境構築。 大学
ナノ材料 大学間の壁にこだわらず、研究分野ごとの研究者集団への資金提供が必要。学会などを通して公募する。 大学
ナノ材料 異分野、異業種、企業と連携した大学院教育。 大学
ナノ材料 ・人材（学生・企業を含めて）の流動性の確保。・評価システムの構築（研究）。 大学
ナノ材料 トップクラス研究教育拠点が、他の部局の財産を過剰に吸収している。 大学
ナノ材料 研究教育における多様な組織。 大学
ナノ材料 政治的な教授が拠点形成にかかわっていることが問題である。真の科学研究者、国際的に活躍している研究者は、拠点形成への参加が排除
されている傾向が目立つ。
大学
ナノ材料 基礎科学の重視。人材育成プログラムの見直し。研究者という人間教育の再考。 大学
ナノ材料 COEに代表されるように、大学の多数の研究者の研究を一つの方向に向けてしまうことは、独創的研究がうまれることの妨げになる。片寄った
教員により、教育も片寄ってしまう。大学教員が忙しすぎる。
大学
ナノ材料 基礎、応用、実用化にわけて、真に能力のある人を登用すること。本人の能力を時間をかけて慎重に審査すべし。特に、論文の内容は、真に
その専門分野に通じている人に審査を依頼し、基礎能力について、特に見抜く必要有り。基礎能力のある人は、「応用」「実用化」につながる可
能性大なので。
大学
ナノ材料 修士卒で企業へ就職してしまう優秀な学生たちが、研究職として夢をもって博士課程へ進学し、将来に期待すべき環境を作る。 大学
ナノ材料 試行的に思い切った集中をして、成功例をつくるべき。 公的
ナノ材料 産業界の意見を反映した研究開発テーマの導入。学・官と産業界との人材交流の活発化。 公的
ナノ材料 大学を含め研究拠点が分散し過ぎている。共同利用機構の設立・応用が必要。 公的
ナノ材料 PartI及びPartIIのところにも書いたように、基礎技術の開発を行なう一部の国プロジェクトのライフタイムを長くすること。リーダーをサポートする
技術マネージャーを置くことが、最重要と思う。優秀な研究リーダーの時間が研究以外の雑用に多くとられすぎていることが一番大きな問題で
あると思う。
公的
ナノ材料 世界トップクラスの研究教育拠点を形成することは重要であるが、ＷＰＩ公募の様な選考方法や課題設定は、更に工夫が必要である。サイテー
ションで研究者の評価をするのは問題である。オリジナリティのある学問業績か否かが重要である。
公的
ナノ材料 予算決定までの透明性がありません。いつの間にか決まってしまっています。 公的
ナノ材料 個々の拠点には明確な独自性を求めつつ、国全体として「選択と集中」を説くのではなく、均衡ある配慮を持つことが大事。 公的
ナノ材料 人事の育成とスムーズな人事交流。分野間を融合する領域の研究者の育成。規制の緩和が必要。 公的
ナノ材料 academicに対する地位の向上。社会的に尊敬される職業になること。 公的
ナノ材料 産官学での実用化研究の推進、実績。 企業
ナノ材料 学生の学力アップ（底上げ） 企業
ナノ材料 地方における地域特性を生かした研究拠点として、県立大学等の充実を図る。同じ県立の工業技術センター等との連携によって教育・研究・実
用化のチェーンを形成する。
企業
ナノ材料 学生が大学院、ドクターレベルで更に流動性を高める施策。（例えば、注目される研究室の公表。そういった研究室への助手等の増員）→大学
は教育を教授まかせ。優秀教授はスタッフ不足で悩んでいる。
企業
ナノ材料 interactiveな人材交流と育成（世界に通用する） 企業
ナノ材料 産業界の研究者がもっと参加しやすい。研究教育拠点を形成すべき。 企業
ナノ材料 ・指導者不足。
・世界トップクラスの研究教育拠点と考えるにあたって、短期的な成果にとらわれず、「世界トップクラス」という定義・目標を客観的に定め、大き
な研究課題・構想を具現化を地道に進めていく体制・価値観（教育）が必要。
・いいテーマを選択する事が必須。
企業
ナノ材料 競争原理のあり方－－の設定の仕方が課題。国外の研究教育専門家及び他分野のメンバーを加えて、できれば公開で討議して設定するのが
望ましい。この会議では当然その分野の今後の研究進展予測や、その中にあって日本の特性を活かした研究開発のあり方に対する答申を期
待したい。選定委員にしても国外のメンバーや異分野メンバーを加えて評価価値感の多様性をはかるべき。現状では「象牙の塔」（序列化した
上位大学・研究室）に集中しすぎており、構造的疲労を起こしているともいえる。
企業
ナノ材料 今後10年程度を見た戦略が描けていない。取得分野、テーマの絞込み。技術サポート人材（米国のテクニシャン等）の強化と地位向上。 企業
ナノ材料 世界トップというのは独創性と展開性あるいは影響力（応用範囲に広さ）と考える。独創性は人の問題（人選）後者はテーマ。テーマは基礎研
究:基盤研究にフォーカスすることと考える。
企業
ナノ材料 1)弊害として生じる基盤インフラ・教育や基礎素材の実力低下　→（選択と集中）+（基礎・基盤）の二極化的考え方。　2)世界トップクラスの実力
をもつ研究者を海外も含め集めることの困難さ　→招へい制度・受入れ環境の充実。
企業
ナノ材料 やはり、研究者教育指導、特に研究プログラム、方向性決定に向けての教育の拡充が望まれる。競争原理を追求し過ぎると目先の、はやり研
究への安易な指向が強まるのを危うく思う。
企業
ナノ材料 大学間のセクショナリズムを超えて、真にトップクラスにすべき領域を特定し、大学連合として拠点化することが必要と思います。実際そのような
動きは高まりつつあると認識しています。
企業
ナノ材料 真に実力のある研究施設を選択できていない。単に論文、インパクトファクターが高いだけでなく、その内容を専門家集団が判定する必要があ
る。
企業
ナノ材料 重点投資機関が成功するとは限らない。裾野を拡大する方策も重要と思われる。 企業
ナノ材料 強いリーダーシップを持ち、国レベルで長期的な施策を強力に推進する。その際に縦割り行政の弊害、部門間の障壁、個々のモチベーション
アップを図る。そうすることにより、若手研究者の国外への流出を防ぎ、逆に世界から優秀な人材を集める。
企業
ナノ材料 研究者の待遇改善と大幅な研究費の増額。 その他
ナノ材料 とがった細い山状の研究者分布よりとがった太い山状の分布でありたい。 その他
エネルギー 外国語の語学力の不足が問題となる。対策としては、中学、高校、大学での外国人講師の増員と授業時間の増加。交換留学制度の充実。 無回答
エネルギー 趣旨は良いのだが、テーマが大学でやり易く目出つバイオ・医療・情報などにあまりに集中しすきている。特にエネルギー関連では“重厚長大”
技術の発展なくしては実用化はあり得ない。大学における研究テーマもエネルギー関連分野を補強すべきである。
無回答
エネルギー 全体的Visionの不足。リーダーシップの不足。 無回答
エネルギー VC資金の活用と若手の人材育成です。特に、実績主義も重要ですが、民間企業への経営に参画し、それなりの責任を負わせることも必要と考
えます。同時に、大学・研究機関においては、外部資金の獲得・論文の本数等、各個人の成果が給与、研究環境に反映させる体制及び意識の
改革が必要と考えます。
大学
エネルギー 「世界トップ拠点」が発足したばかりであるが、対象となっている基礎科学研究は日本では弱体化している（近年の「産学への貢献」重視で、大
学の研究者の応用指向が益々強まっている）。世界トップクラスの研究者が我が国から輩出するような環境作りが必要である。
大学
エネルギー ・教育組織の大きさが判断基準の大きいウエイトを占め、小粒でもレベルが高いものが落とされている→もっと大小、特色あるところを残すこと
が重要。
大学
エネルギー 人材の流動性がない。大学・公的機関・産業間での人材交流がさかんになるようなシステム作りが必要である。また、政策立案の場に理系の
人材をもっと登用すべきである。
大学
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エネルギー 国がプログラムを作り立ち上げ、公募、採択するなら、責任を持って欲しい。採択後自己努力するようにという形になりがち（当初予算の減額な
ど）。相互にExcuseする形となってしまう。
大学
エネルギー 人をむりやりにでも集中させるべき。 大学
エネルギー 組織力の大きな総合大学や中央の公的機関に地方大学は太刀打ちできない。優れたシーズを有する地方大学にも目を向けるべきである。 大学
エネルギー 設備が狭い(例えば研究室の面積)のを改善する必要がある。 大学
エネルギー 大学教員への研究専念時間の確保。過度の競争主義を止める。ある程度の研究をサポートできる人材確保。ポジションの設定。十分な研究
費。
大学
エネルギー 充実した研究環境。有能な人材育成。研究に専念できる環境。パフォーマンス的要求を排除。 大学
エネルギー 予算はこれまで充分つけられてきている。むしろ、大学における研究、教育以外の雑務を減らせる方策が必要。小・中・高の教育レベルの向上
が基本として不可欠。大学の数も減らし、ある程度の競争を高校生にさせることが必要。
大学
エネルギー 国際性。 大学
エネルギー いわゆるトップ５の他に、ドクターを再教育する機関が緊急に必要。多様化していく基礎研究に対して柔軟に対応できる人材の育成が急務の課
題。
大学
エネルギー 若手研究者の育成に対する産業界の考え方を変えること（今は、生殺しです）。研究のためのスペース、設備、ロジスティックス全般足りませ
ん。皆これ以上働けないのではないでしょうか。
大学
エネルギー 研究者が研究に専念できる環境にない。 大学
エネルギー 原発に対する不信感、ヒューマンエラーなどから原子核・電気系学科への人材・希望者が減少、学科そのものも消滅しており、人材が育ってい
ない。
大学
エネルギー 研究評価を厳正に。評価委員の質の向上。 大学
エネルギー 大学トップがトップクラスの研究者を見抜き、相応しいしかるべき処遇を行なうこと。そのためのきちんとした公正な研究者評価を、制度としての
みならず、実質を学内に定着させること。
大学
エネルギー 競争原理の導入には必ずしも反対はしないが、過度の集中投資（資金、人材等）は、結局のところ非効率となり、長い目で見た場合、妥当な政
策とは思えない。それぞれの分野のすそ野の広がりを確保することが重要。
大学
エネルギー すぐれた人材が大学に残り、かつめぐまれた環境で研究に専念できるようにする。 大学
エネルギー 基盤的研究の息の長い支援。 大学
エネルギー 一部の研究機関だけに投資しても、そこの人的体制が混成チームである例が多く、実質的な重点投資になっていない。これは人材の投入や流
動化が伴っていないためと思われる。また、トップクラスを育成するには、それを支えるセカンドクラスの研究教育集団が育ち、そこからトップク
ラスに発展させるという階層構造の思想が全くないことが問題。限定的なエリートだけでは良質な研究者、技術者は絶対に育たない。
大学
エネルギー 研究教育をうたうには学部教育との切り離しが必要。お金ではなく、時間が必要。 大学
エネルギー 人材の集中と長期ビジョン。 大学
エネルギー 選抜のための評価が問題で、真に必要とされる組織に投資することは非常に難しい。重点投資に対して、常に検証が必要とされる。 大学
エネルギー 第1に人材であり、人材の組み合わせが大切だと考える。つまり、良いグループを作ることが重要で、そのグループをどのように創るかの選考
委員会なるものが必要と思う。次に物と金であるが、まず人材が一番であると思う。
大学
エネルギー 研究教育の拠点化によって、研究教育がトップクラスになるとは考えない。トップクラスの水準は平均的教育環境で平均レベルを向上させること
で達成はされない。日本全体のInfrastructureを底上げすべきである。どこからトップクラスの人材が出るか予想できない。
大学
エネルギー 国際交流を行い、外国人研究者も加えて、研究教育拠点をつくる必要がある。 大学
エネルギー 真の国際化と人材の流動化。Post Doctorとのキャリアパスの充実や、配置に対する支援。 大学
エネルギー 問題点：人材不足。そのために、研究教育拠点の施設設備を広く開放し、利用効率を高める。 大学
エネルギー 既存の学術領域にとらわれず、お互いの連携と融合によって新しく生み出される学術領域を創出する必要がある。 大学
エネルギー 世界トップクラスの研究教育拠点を目指す組織が5件で全体の1%以下である。これをやめて科研費(採択者数)などを増やすべき。会社でいえば
大学は経営危機を迎え、倒産寸前にある。
大学
エネルギー 産業界のニーズを十分に取り入れることが出来る研究・教育の組織にする必要がある。 大学
エネルギー 21世紀ＣＯＥは一定の成果を上げた。しかし学生の絶対数、レベルは問題であり、留学生による補充はわが国の人的資源の拡大として捉える
べきと思う。
大学
エネルギー 真に研究に集中できる環境を整備（制度も含めて）し、優秀な人材を結集する。 大学
エネルギー 投資が特定の研究者に過剰に集中し、問題が生じているように思える。
現状のトップに限定することなく、将来トップになる可能性のある新分野、新領域、既存分野、既存領域の研究者や研究領域を育成している組
織に対しても投資すべきである。
また、地域依存性の強い領域は「世界トップ」の範疇はなじまないが、21世紀の社会では重要である。
大学
エネルギー 重点投資も必要であるが、基盤的投資も充実し、裾野の広い構造を維持する必要がある。 大学
エネルギー 長期に亘る一定程度の研究資金支援と重点的投資のバランスが片寄らないように工夫する。じっくりと行う研究にも資金が渡るようにする。そう
でないと研究内容が荒れてしまう。
大学
エネルギー 同領域への積極的資金投入、物理や工学離れの傾向に歯止めをかけるための初等・中等教育の見直し。 大学
エネルギー 研究教育の指導者(教授、准教授、講師、助教)に事務仕事をさせず、研究や教育に専念できる環境を与えるべきである。現状は、CDE、GCOE
などむしろ研究教育の足を引っ張っている。表向きにはProject採択を歓迎しているが、内実では問題が多い(引き受けたくない)と思っている人
が多い。
大学
エネルギー 基礎から応用、実用化への広がりのあるテーマを設定し（例：SiC半導体デバイスの開発と応用）、若い人材を国際交流の中で育てること。多少
のリスクがあっても、思い切ってチャンスを与えること。
大学
エネルギー 急がば回れ。大学の基礎を充実することが必要。どの大学も正面装備は立派であるが、技術スタッフの不足などにより、大学としての基盤が弱
くなっている。
大学
エネルギー 人材の流動性の不足。装置等を持参して移る体制の整備。 大学
エネルギー 研究者の国際的規模での流動性を高める必要有。 大学
エネルギー 研究リーダーの産⇔学間交流。研究者の産⇔学間の交流。国内外との他流試合と発信の促進。 大学
エネルギー 重点大学で学位を修得して、同一レベルの大学に職を得られない人が大多数である。すそ野がない学問レベルは崩壊の危険性を感じる。地方
で光っている研究者への資金、人材の供給こそ重要。
公的
エネルギー 科学技術をリードする場合には、経済原理から離れた発想によるチャレンジが必要。この点が昨今欠けている。経済原理を研究に組み込むの
ではなく、動向をWatchしながらという考えを浸透させるべき。
公的
エネルギー エネルギー分野にかぎらず、研究はほとんどは“人”で決まってしまう。残念ながら日本には、世界中の優秀な若手を引きつける魅力に欠けると
思われる。この問題は根が深いが、この問題を解決しないかぎり、日本は永久に世界のトップにはなれないと思う。
公的
エネルギー 創造的な研究活動とそれを支えるルーチン分析などの活動を明確に役割分担すべき。 公的
エネルギー 学閥重視の人員構成の排除。 公的
エネルギー 人材の流動性を高める。年報性を取り入れ、人による巾を大きくする。外国人受け入れを考え、研究機関の立地する地域との連携。 公的
エネルギー 「競争原理」は必要条件ではあるが、問題は「競争の中味」である。世界最先端の領域で、実用を意識した所での産学連携が「効率的に」行な
われる事は、原理的には多くは望めない所であろうが、その様な所からの「成果」が正しく評価される「競争体系」の構築が望まれると思量す
る。
企業
エネルギー 真の意味での産学官の連携が実現されていないことが問題と考える。現実には国の主導が強すぎる。国の研究所に主に資金が回るようになっ
ている。競争原理といっても判断するのは自分達であるなどが問題と考える。国の研究所主導でない第三者機関のようなもので、産学複数が
参加できる体制作りが必要と考える。
企業
エネルギー 大学間での人材の流動化。 企業
エネルギー 研究情報のネットワークを強化することにより、官民学の連携による研究ニーズの明確化を図り、重点投資分野を選択していく必要がある。 企業
エネルギー 現在の大学、大学院の研究のレベルは高いのかもしれないが、あまりにも研究内容が細分化されているため、それが工業的に意味があるの
か、将来の種になるのかよくわからない。産と学の連携は必要だが、細分化した研究の交通整理し、産学連携ができる仕組み作りが必要だと
思う。そのコーディネートを官が仕切るのが良いのかもしれない。
企業
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エネルギー 1.投資された金をマネージして研究部門を動かす適切な部門が大学に必要（(研究時間確保）。2.研究者育成のプロセスの明確化（人材育成）。
3.基礎研究への十分な資金投入（自由な発想と研究としての認識－許可）。
企業
エネルギー 世界トップクラスの人材の処遇の低さが問題。報酬・環境面での処遇の向上が必要。 企業
エネルギー 優れた指導者（まとめ役）に人・物・金をまかせて大きなプロジェクトを進めるべきである。 企業
エネルギー ①研究者が研究に集中できる環境づくり（事務的負担の軽減）。②ポスドクのため予算手当（給料、研究費）。 企業
エネルギー これまで我が国では、ものづくりという大量消費を前提としてきた。ものづくりに加えて、社会問題や生活問題などを解決するソリューション的な
発想が大切である。例えば、大学では機械、電気、電子といった学部分けが主流だが、今後は、省エネ学部などといった、ソリューションを重点
とした教育が行われるべきである。
企業
エネルギー 研究開発拠点を中心とした企業を巻き込んだ中長期的な開発を行うためには、大型の国家プロジェクトが有効である。国として産業競争力を回
復するためにも、再度、長期的戦略に基づいた大型プロジェクトの推進を図っていただきたい。
企業
エネルギー 重点投資のためのビジョンと戦略の欠如。トップクラスの人材の不足と人材獲得／育成の努力不足。産業界との連携不足。 企業
エネルギー 人材を集めること。優秀な人材を集めるための研究開発者の処遇改善。 企業
エネルギー ・長期・基礎研究テーマの維持。
・テーマ評価力の涵養。（テーマ・成果の公明・正確な評価体制）
・優秀研究者の処遇向上。
企業
エネルギー 教育拠点として考えた場合、小生が社会人である事から、社会人教育の体制が充実することが望まれる。ただし、これは大学側の体制よりも、
企業側がどう対応できるかが問われる。トップ企業を除き、業界によっては、研究者の教育を進める余力に欠ける。これは、大学等の研究成果
の事業的顕現化の遅れをまねく。
企業
エネルギー 地方大学の過疎化。成果を焦る余り基礎研究の疎か。結果的にブランド大学に拠点が集中するという無難な選択と集中にしかなっていない。 企業
エネルギー 大学の数が多すぎる。あるいは、ランク分けを行い、・世界のトップレベルの大学、・コミュニティのレベルアップのための大学等、分ける必要が
ある。
その他
エネルギー 工学ではなく、科学の観点では、原子力の大きな問題（課題）である材料科学について、劣化や変質に係わる基礎メカニズムを解明する研究基
盤が重要と考える。自分は材料の専門化ではないので具体性に欠くが、量子力学的な検討を含めた、よりミクロな実験と、それをシミュレートす
る計算科学の発展が望まれる。
その他
エネルギー 強力なリーダーシップと世界中から優秀な人材を集めるしくみ。 その他
ものづくり 人材(学生も含めて）の流動性。異分野との連携強化。 大学
ものづくり 科学を志す若者を増すことが重要と思う。そのためには、超一流の科学者に対して十分な報酬を準備するなど待遇を改善する必要がある。現
状では医系に優秀な人材が流れている。
大学
ものづくり 「選択と集中」の基本理念は重要だが、一方では継続的な基礎研究への財政支援が求められる。 大学
ものづくり 技術領域、とりわけ「ものづくり技術」は大学の学科・専攻の枠を超えて、研究者がそれぞれの知的好奇心をモチベーションとして集まって、互
いに刺激できる研究環境が必要であり、国研や大学附置研究所なども含めて、当該研究者の再編をする必要があると感じている。極言する
と、大学研究所は、中小企業の相談窓口であってはならないと考える。やはり、再編を促し、新たな拠点にトップクラスの人材を集め、２０～３０
年後のものづくりのあり方を研究する必要があると考える。
大学
ものづくり 欧米では国研の様なProfessionalな人材の10名を超える集団での取組みが研究をリードしている。わが国でも、より広いテーマに関し、国研、
大学間の連携体制での研究への重点投資が望まれる。
大学
ものづくり 長期的視野に立った投資と，一拠点への投資ではなく，連携的拠点京成を図り，底上げと多様な人材育成を図るべき。 大学
ものづくり 拠点形成をするための実働スタッフの不足。優秀な臨時職員の再契約を認める。定年教員の活用。 大学
ものづくり 米国の後追いが主流の日本の現況を見直し、小さなひらめきを大切にし、社会を根本的に変える様な研究に投資を行うべきと考える。医療に
おいても世間一般の分野においても、あまりにも米国のものまねをしているのが問題である。
大学
ものづくり 若い人材の絶対数不足。初等、中等、高等教育のレベル低下。 大学
ものづくり 博士課程(後期)進学者を増やす社会の受入れ体勢。高額な研究設備を容易に利用できる環境。研究費の使用に関する事務処理手続きから研
究者を解放する組織・運用体制。
大学
ものづくり 基盤となる研究が充実していて、トップクラスの研究ができると思います。 大学
ものづくり トップクラスの研究教育拠点にするような大きなテーマが設定できていない。大きなテーマを掲げる必要がある。また、中心となる人材も今はほ
とんどいないのではないか。ライフサイエンスや医工に走る人材ばかりである。ものづくり技術を真正面から取り組む人材が必要。
大学
ものづくり 予算（研究）が非常に少ない。特に大学の研究費は少な過ぎる。また格差が大き過ぎる。そのため基礎研究・底辺がおろそかにされている。基
礎研究や底辺研究は日本の最先端を支える底力です。
大学
ものづくり ものづくりにおいては一大学のみでは実行が困難である。従って複数大学がまとまって行える仕組みが重要ではないか。 大学
ものづくり トップクラスは１人で出来るものではなく、人的支援が不可欠である。その意味では学学連携といったものを支援する枠組み（産学も当然だが）
が用意されることが望ましい。
大学
ものづくり 大学関係の研究者だけでなく、幅広く産業界からも人材を発掘する必要がある。企業の抵抗は強いかもしれないが。 大学
ものづくり 分野によって研究教育のあり方が異なるはず。しかし現在の方法ではその点が十分配慮されていない。たとえば、ものづくりの場合、産学連携
の研究教育拠点でもいいはずであるが、実際には提案が難しい。
大学
ものづくり トップクラス拠点などの資金は大学の運営費交付金などにまわし、全体の水準のレベルアップをはかるべき。 大学
ものづくり 大学における管理運営、イベントの負荷を減らす、または研究に専念できる期間を与える。 大学
ものづくり 例えば集中研が他大学になった場合、兼業規程や大学業務のため参加できないようなことがおこる。人材の流動性の確保と、その後の保証を
しないとうまくいかないと思う。結局は人が全てということ。
大学
ものづくり 研究者の流動性を高め、トップクラスの拠点で研究に専念できるようにする。（３～5年単位で本務先から移動、その間の本務先業務の補充を
可能にする制度（本務先が自主的に実現するのではない））。
理工系学生が充足できるよう、理工系出身技術者、研究者の将来性を明示し、魅力あるものとするような社会的変革を促進する。(工学部志望
者数の減少＋少子化により、リーダーとなる資質を有する学生の確保に赤信号が灯っている）
大学
ものづくり 基礎科学を推進することには異論はありませんが、ものづくりなど、日本経済の基礎に貢献する分野についてはそのような施策に必ずしもなじ
まないので、他の手段を講じる必要があると思います。
大学
ものづくり 人材の確保。産学官ネットワーク。資金。 大学
ものづくり いくつかの大学研究機関に点在するユニークな研究を行なっている研究者への配慮も必要と考えます。 大学
ものづくり ・独創性のある研究を見出し、これに投資することができていない。→評価（採択時の）基準の見直し。
・ハードウェアの研究開発インフラの整備→継続的な維持を考えた運営
大学
ものづくり 正しい拠点の選定。 大学
ものづくり 大学間の壁（閉鎖性）が問題。大学に特化しない「共同研究機関」を設置し、優秀な人材を登用すべき。 大学
ものづくり ものづくり分野は広く存在しているため、1つのせまい技術で拠点をつくってもしかたがない。広い分野を統合でき、個々の技術でトップクラスの
研究者集団を全国から集めて研究共同体を形成する必要がある。
大学
ものづくり ①雑用をへらす。研究・教育にかける時間をふやす（評価、各種競争資金などの申請書を減らす）
②運営資金を減らすな！国立大学は最低国が守るべき機関
③評価は国でしっかりせよ!　そしてそれに応じて、競争的資金を配分せよ!
大学
ものづくり 大学院修士学生の育成。実力のある技術・事務スタッフの充実。魅力ある研究環境（住環境を含む）。 大学
ものづくり 政策の継続性が重要。物づくりの重要性（日本にとって）を社会に広く認知させることによって、若者が本分野に進もうと思える環境を作ること。 大学
ものづくり すそが広がらないと、トップは上昇指向のmotivationを失う。また人材の養成も、うまくまわらない。アイデアを創出する能力とそれを表現して資
金を獲得する能力は同一ではない。資金の重層的構造が必要。現在、資金が少なくなると、「成果」も出にくく、再チャレンジしても、資金獲得が
難しい。研究者が少数の「勝組」と多数の「負組」に分割されることは、結局、全体の水準を引きさげる。
大学
ものづくり 人材の育成が急務であると考えます。各分野トップの研究拠点に若手研究者を派遣して、研修してもらう中・長期の留学・研修の支援を行うな
ど。
大学
ものづくり すぐれた人材の発掘、登用。リスクを冒しても、失敗しても大丈夫と考えられる若手のための身分保障。 大学
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ものづくり 世界中から優秀な研究者を集める。日本国内の優秀な研究者を選抜する。日本人学生の英語力の低さは大きな障害。研究面積の拡充。 大学
ものづくり トップへの重点投資でピークを高めることはもちろん重要で、今の施策を強力に進めると良い。合わせて、裾野の拡充にも配慮しないとピークも
高くならないと思う。「要するに全体の思い切ったカサ上げが要る」
大学
ものづくり 競争的資金ばかりでなく、基本となる通常の資金の充実も継続的な研究教育には重要である。 大学
ものづくり 重点投資は、一つの方法として採用するのは良いが、いきすぎた重点投資の防止と、それに見合った成果がとわれるべきです。基盤をしっかり
させないと重点投資の成果と弱体化したところの負の成果とのバランスが悪くなる。
大学
ものづくり 研究者の底辺拡大。理系教育の整備と理系学生数の拡大。次々代に向けた基礎研究の重視。国際的人材交流（長期）。 大学
ものづくり 既存の組織・人材に依存する政策が強い様に思われる。新しい拠点を作る(=組織を作る)政策が必要ではないか。 公的
ものづくり 研究と支える技術者、技能者の確保。学生の働き先の確保。予算使用の自由度の増加。書類の減少。 公的
ものづくり 本分野の発展のためには、優秀な若手を集めることが必須であり、そのためには、進学後やポスドク就労後の魅力ある就職先を保証すること
が、まず必要であると考えます。また、本分野の研究開発に向かうモチベーションを引き上げるため、評価に相応の処遇を目に見える形で具現
化することが重要であると考えます。トップクラスの研究拠点を形成するためには、産官学の密なコミュニケーションと役割分担の明確化が必須
であると考えます。
公的
ものづくり ものづくりの可視化においては、製造プロセス現場におけるニーズ把握が不可欠であるが、そのニーズは各企業の知の集積と一体のものであ
る。この観点から企業側の参画を可能にする仕組み作りが不可欠と考える。
公的
ものづくり 使途が制限されず、単年度ではない予算を、潤沢に供給する。拠点代表者に使途は任せ、成果で評価するようにすべきである。 公的
ものづくり 人事(学生も含めた）流動性。「トップ」には「トップ」の待遇を！！（uniformationはやめよう） 公的
ものづくり 深さと広さのバランスをどこに置くかが重要。新しいことを始めるためには、古いものは捨てる場合もあるという合意形成が重要。 公的
ものづくり 人材の養成。大学院での教育の充実を計るべし。そのために院生の定員の適正化をはかる事が重要、現在のような粗製乱造は止めるべき。 公的
ものづくり 各大学、各学部or各学科に一般教育、専門教育などを課す以外にメインテーマをもった研究教官構成を時限立法的に行ってみてはどうだろう
か。Ex.機械工学科でメディカル（航空、宇宙、自動車等）を対象としたプロジェクトをもつ。現在の学科専門分野が分担協力してとり組む（学科主
任に強力な??者。??を与える）。
企業
ものづくり リーダーシップマネジメント力強化、人材発掘と透明性の高いグローバル評価。 企業
ものづくり 重点投資の方法として、有名大学ばかりでなく、地方大学の優秀な研究の芽をきちんと把握することが重要。現状の成果ばかり見ていると将来
技術が育たない。
企業
ものづくり 世界中から優秀な研究者を集める工夫が必要。国内の理系学生のみでは相互に横並び意識が働き、思い切った挑戦的な研究テーマを提案
する人材が減少傾向の印象。アグレッシブルな研究者を世界中から集め相互に刺激しあう環境つくりが重要。そのためには、住居、各種fundな
どの整備が急務。
企業
ものづくり ものづくりの領域においては、理論重視の大学や公的研究機関とこれまでに蓄積された設計や製造ノウハウと理論、それらを支援する最新の
ツール群を利用し実用的技術開発を目指す企業との間に大きな隔たりがある。大学や研究機関で共有できる企業レベルの設備や、設計・生産
に関するノウハウ知識のデータベースの構築（企業から引き出すのは困難ではあるが）。
企業
ものづくり テーマと人材は厳選すべきであるが、基礎分野については10年で確立1/10、応用分野については5年で確立2/10と考えて資金投入して欲し
い。
企業
ものづくり リーダー(人材)、リーダーシップ、保守的思考の打破、若手の研究者への権限の移譲、設備の充足、若手研究者への資金の貸与。 企業
ものづくり 初等教育からの改革：勤勉、ハングリー精神、倫理感、学力を高める教育が必要。社会全体で理系の地位向上。真に日本を支えている職業を
敬う意識の醸成。優秀な理系人材の発言力の増加、理系経営トップ層の育成。
企業
ものづくり ものづくり分野への競争的資金の投入を判断する際に、実際のものづくりを良く分っている企業の人間をより多く参画させるべきと考える。 企業
ものづくり 教育と研究の目的を大学or研究室単位で明確にする。 企業
ものづくり 現場、現実を知る研究者を育てること。センス、感覚を大事にすること。これが実現できる教育拠点が重要。 企業
ものづくり 人材流動性を高めるため処遇に対してフレキシブルな対応ができるようするのが良い(拠点リーダーに採配を許すなど）。 企業
ものづくり 競争原理の下での重点投資を推進するためには、その判断基準を明確にしておくこと。
世界トップクラスの研究教育拠点の形成でも、どの分野で、何時までに、どのレベルの成果を出すかを明確にすること。それがないと投資がで
きない。
企業
ものづくり ・資金が集まり、人が集まり始めたが、ほとんどアジア系の研究者。国内の実質的研究者は増えていない（理科離れとリンク）。
・日本は材料の基礎研究が強かったので今日の製造業が国際競争力をもつ。この基礎研究をトップクラス拠点で再構築すべきと考える。出口
論（目的論）ではなく、科学論で分野選定も必要と考える。
企業
ものづくり いかに強く優れた研究グループを構築できるかが問題だろう。大学、企業、公設試から出向してくる研究者はTemporaryであり、出向元を気にし
て研究を進めることになります。出向元からの出資と研究題目の優先的選定がなければならないだろう。また海外研究者を容易に受け入れら
れる大学の体質が必要。
その他
社会基盤 地方大学や私立大学の水準を向上させる必要がある。底辺が広く高くならないと山は高くならない。 無回答
社会基盤 産業界の就職協定が廃止されて以降、学生の青田買いが進み、学校教育のあるべき姿を歪めている。学生は研究の面白みを感じる前に就職
活動をせざるを得ない。産業界の青田買い自粛を強く求めたい。
大学
社会基盤 大学に対して現在は研究費バブルの状態といえる。投資は重要であるが、比例して研究レベルが上がっている訳ではない。研究費の多い研究
グループは、事務処理などに追われ、研究時間が確保できない状況にあるようだ。研究する時間的ゆとりと適度な資金が重要である。
大学
社会基盤 新しく重要な分野に対する適切な評価。国際的リーダーシップに対する適切な評価。旧来の分野に専門家による囲い込み。 大学
社会基盤 英語教育の充実（教養も含めて）。とにかく世界的に活躍できる人材を育てるのが一番。 大学
社会基盤 日本人の優秀な研究者・技術者を育てるとともにアジアの若い優秀な人材を育成し、アジア地域の減??に貢献すべきである。 大学
社会基盤 優秀な学生、研究費の確保。自由に研究できるフレックスなシステムの構築が課題。 大学
社会基盤 短期的な視野にとらわれず、10年後20年後のための基礎体力づくりと、長期的な応用研究を希望する。 大学
社会基盤 競争原理というが、真の競争原理で拠点づくりをしていないため、拠点のところ必ずしも良い人材でないこともある。また、地方切り捨ての中で、
拠点を支えるシステムも崩壊しつつある。もっと公平な研究開発システム、基盤づくりをするべき。
大学
社会基盤 日本では特定の研究テーマに資金が集中し過ぎのようである。 大学
社会基盤 競争で教育が成功し、人が育つとする論理には疑問。極めて少数の世界的エリートが生まれても、それで産業全体を支えられるのか？ 大学
社会基盤 世界トップクラスの研究を推進していると考える。成果の公表において英語力が劣るため、評価が低いと考える。語学力を向上することが望ま
れる。
大学
社会基盤 活発な人事交流の促進。 大学
社会基盤 ＲＡ制度等によるＤＣ学生の確保 大学
社会基盤 研究に集中できる環境をつくるために、管理部門、サポート部門の充実が必要。 大学
社会基盤 研究に教員が没頭できる十分な時間が必要であるので、教員の研究時間を確保するとの観点での施策がまず第一にあるべきだろう。金さえか
ければできるというのは、大間違いであろう。
大学
社会基盤 研究成果の出し方、社会に実用されるまでのフォロー体制。 大学
社会基盤 事務・技術職員の減少によって、あらゆる雑務が教員・研究者にふってくる。優秀な人材ほど、研究に専念できなくなっている。トップクラスの研
究をすすめる人材は、研究に専念させる環境をつくるべきである。研究が進まないと高度な教育に結びつかない。
大学
社会基盤 国の援助は、特定の領域に偏っている。先端的な分野の拠点はできるが、本分野などは対象外と思われる。 大学
社会基盤 適正な(業績等の）評価方法の確立。 大学
社会基盤 優秀な人材の確保。多くの国の研究者との交流あるいは共同研究。博士課程の充実、特に私学の場合は国立法人と同様の学費。大学の教育
研究体制の強化に対する支援。
大学
社会基盤 研究者のみでなく、研究サポートの体制を充実させること。 大学
社会基盤 大学の研究は、教育研究の拠点であるべきで、研究に力点がおかれすぎると、教育の部分がないがしろになる。教育に力点を置かないと、人
材も育たない。
大学
社会基盤 日本では、優秀なポスドク研究者の層が薄いように思う。若手研究者の質と量が重要だと思う。トップクラスの重点投資だけではなく、中堅の底
上げも必要だと思う。
大学
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社会基盤 トップクラスの判断基準が不明確。判断基準とその選考過程を明確に。 大学
社会基盤 本分野ではトップクラスの拠点を指向すること以上に、底辺の充実（全大学の学生のレベルの向上）を重視したい。 大学
社会基盤 審査委員を選ぶ場合の透明性の確保を考えるべき。斬新なアイデアに基づく研究を受け入れない土壌を変える必要があると思う。 大学
社会基盤 減災に関する研究教育は様々な分野で行なわれており、相互の連携が弱い。これらを統合した組織を作ることが必要。 大学
社会基盤 スタッフの人選。大学や他の研究機関から5年程度出向できるような仕組。 大学
社会基盤 審査をする側に適切な人材がおらず、評価が公平・公正になされていない。科学技術政策を専門とする研究者を審査員にもっと加えないと、長
期的視点が欠如している。欧米がすでにトップに立っているものを、我が国で助成してもキャッチアップが精一杯でとてもトップクラスとはならな
い。
大学
社会基盤 力学を中心としたCOE形成プロジェクトのレヴューがキチッと行われる必要がある。旧帝大を中心とした国立大学や一部の有力私立大学だけ
に与えられた投資に見合った効果が上がっているかを検証すべきである。
大学
社会基盤 技術的支援者、事務支援者が少なく、研究者が全てを行わなければならない。 大学
社会基盤 競争原理の導入も必要だが、一方で全体予算の拡充も必要である。この2つはセットと考えている。 大学
社会基盤 Communication 能力が低い。海外との共同研究や人物の交流を促進する。若いときの海外留学をもっと促進する。 大学
社会基盤 研究費を出すところに本当の専門家（例えばDr卒の人）をとって、学会等にも参加討論し、配分を行う。 大学
社会基盤 外国のトップクラスの人材が、日本語のため、日本にやって来ない。このためには機関内での共通語に英語を選ぶ必要がある。 大学
社会基盤 科学と技術の境目がはっきりしなくなってきている部分もあるが、本来科学と技術とは別ものである。科学は人間性は関係ないが、技術は人間
性に大いに関係する。従ってそれぞれの発展のためには異なった方策が必要である。特に社会基盤分野では経験者と若い人材の協調が重要
である。
大学
社会基盤 むしろ、基礎的な研究に対する安定的な援助が重要。 大学
社会基盤 優れたリーダーを選ぶ。豊富にスタッフをつける。ただし集中しすぎない。 大学
社会基盤 公的研究機関の研究者の併任等の研究者の流動化。 公的
社会基盤 外部評価や、技術普及、アウトリーチといった対外的な仕事が膨大となっており、本来の研究に費やす時間がきわめて減少している。また第一
級のレベルの研究・研究者に接する時間もそれに伴って減っている。そのような研究環境を改善することが必要。
公的
社会基盤 中小規模大学の統合化と専門分野の差別化。海外の優秀な人材を登用。初等・中等教育の徹底的な改革。ゆとり教育の全廃。 公的
社会基盤 英才教育の推進。 公的
社会基盤 大学が、学生の研究・教育費を得るため、「目先の研究」に走っていることが大問題。大学に対する、基盤的研究・教育費の非競争的分配が必
要。
公的
社会基盤 基礎教育・研究の充実を計る。 公的
社会基盤 研究者の卵に対して、画一的でない育成方針が重要。つまり、個々の研究者に合った育成計画を立て、継続的な対応を心がけること。従って、
そのような視点を持つ指導者の育成も重要なポイントと考える。欧米の成功例をよく分析し、そのエッセンスを取り入れる。
公的
社会基盤 第一に、適切な構想。どんな社会を創りたいか等々を掲げる能力が不充分なので、能力の育成、人材発掘が必要。第二にそれを実現するアイ
デアを発信する体制が不充分。第三に、それを実現する研究者の政界的ネットが不充分で適切なときにワークショップを開催して、考え方を普
及する体制が不充分。
公的
社会基盤 大学の枠を超えた、同じ研究領域が集う拠点は、人材の育成ならびに成果の早期達成に有効。この拠点に産業界が参画する仕組みづくりが
必要。
公的
社会基盤 大学入学以前の教育において独創性を重視するフレキシブルな環境を作る必要があろう。単に記憶力や解読テクニックを競うだけでは新たな
科学技術のリーダーにはなりえない。
企業
社会基盤 世界トップクラスの研究拠点を形成するための重点投資のターゲットは大学になると考えられるが、現状では応用範囲の広いユニークな技術
力を持つ研究者を大学の壁を越えて育成する枠組みが乏しいと考えられることから、より幅広い視点で能力のある研究員を育成する仕組みが
必要である。また、高度技術領域のセンター化を行い、大学が拠点となって産業界との連携強化を図り、世界の科学技術をリードしていく形で
研究を実施していく体制が望まれる。
企業
社会基盤 産学連携における産の利益。官のコスト負担。 企業
社会基盤 研究拠点が分散している。また、研究分野間のセクショナリズムの弊害を強く感じる。分野を横断する「社会基盤研究所」といった国立的研究機
関の設置が必要である。
企業
社会基盤 結果として我が国の産業競争力強化につながるような「分野」の設定が最も重要。 企業
社会基盤 特色ある研究拠点の形成と育成。大学全体というより、大学の中の研究拠点という見方が必要と思う。 企業
社会基盤 とにかく同種同類の研究機関と研究分野が多すぎる。統廃合が必要。 企業
社会基盤 海外の研究者との交流をさらに活発にさせ、予算・制度もさらに自由度をもたせることが必要。 企業
社会基盤 高齢化。若手の活用。 企業
社会基盤 大学と国の機関（国交省の交通研など）の人材交流。 企業
社会基盤 重点投資を否定するわけではないが、21世紀COEを見ていても、大学がお金を使うためのイベントに追われているように見える。毎年のイベン
トに追われず、じっくりと活動できるお金のつけ方が重要ではないか。イベントが多すぎて発表内容に新規性が失われている。
企業
社会基盤 ワールドワイドでの研究教育拠点の強化。産官学の連携の強化。 企業
社会基盤 日本においては、科学技術者に対する評価が低い。科学技術者に対する給与等の処遇を引き上げ、社会全般が科学技術を重要視する雰囲
気を作り、優秀な人材が集まるようにすることが必要。
企業
社会基盤 リーダーとリーダーを支援する志ざしの高い政治家と企業家が必要。そのためには、世界トップクラスの研究教育拠点が整備された時、日本、
アジア、世界はどのようになるかのイメージを形成し、説得する必要があるのではないか。学術会議の重要な任務の1つと思う。
企業
社会基盤 我が国独自の研究パラダイムを提示することが必要と考える。 企業
社会基盤 １．資金の調達と、２．自由な研究体制を作れる指導者の不足。この２点によりトップクラスの研究教育拠点の形成が困難と考える。 その他
社会基盤 「トップクラス」がただ1つでは、競争原理が有効に働かない。いずれのテーマについても、複数の「トップクラス」が競い合う必要がある。 その他
社会基盤 基礎研究を如何に物作り迄結びつけるかが課題。産学官の連携の基、連続性のある研究開発、そして、販売が必要。 その他
フロンティア 英語が公用語にならないと駄目（少なくとも大学院以降において）。日本語というだけで、handicap。 大学
フロンティア 公平な競争。世界トップクラスの研究者への人的援助（支援）制度の確立。人材育成及び分野間の連携。 大学
フロンティア 評価システムを国際化すべきである。申請規模が大きくなるほど、ピアレビュー機能していない 大学
フロンティア 科学者に対するインセンティブ（ＰＤの失敗）、技術者への待遇、教育現場における雑用の増加など、問題が多い。 大学
フロンティア 世界をリードできるテーマを見極めることが大切です。国の研究投資の大方は、研究のための研究に費やされているのではないか。 大学
フロンティア 官が主導することが強すぎる。現場の中から意見が出てきて、それを汲み上げるシステム構築が必要。個々の研究者に必要な自主的、自発的
な発想の芽が伸びる環境が大学には不可欠です。
大学
フロンティア 学生数の低下および学生の意識の低下傾向。学生の旧帝大集中。将来の研究者レベルの低下。よい対応策はない。 大学
フロンティア Top-30計画は素晴らしい試みで、強力に推進し、この組織を大学の上に作り、若手研究者があこがれを持つように、①給料待遇の国際化、②
組織のグローバル化が必要。事務職も1回／5年、海外研修などを含め英語化の必要あり。
大学
フロンティア 今のCOEは研究者が多く、基礎研究にのみ重点が置かれている。航空や宇宙の分野では小世帯ではあるが、重要なCOEを形成できる問題が
あり、かつそれは基礎と応用にかかわるものである。もっと応用研究のCOEにも光を注ぐべきである。
大学
フロンティア 若手研究者に対する処遇が大事であろう。優秀な研究者を任期付きなどの不安定な状況に長くおくことは問題である。優秀な人材に関しては、
できるだけ生活を保障し、後顧の憂いなく研究に専念させることが重要である。任期付き等の人事システムのために多くの人材を他分野に向か
わせていると考える。
大学
フロンティア 所属長の決断による人材の登用や予算の重点配分をするべきである。合議制では困難である。 大学
フロンティア 最も詳しく丁寧に書かれた研究報告でも、成果に世界一のものが含まれなければ意味がない。COEのあり方を再考すべきで、大半の研究は特
定の個人のすぐれた研究能力の成果が命である。COEで無駄に資金を使うことなく、すぐれた個人をもっと尊重すべきである。また最近、1000
万円や2000万円の外部資金を調達できてもCOEのそれに比較され、評価されない傾向にあるのは、一研究者としてはやや残念である。
大学
フロンティア 独自性のある研究への積極的投資。 大学
フロンティア 産業の基礎となる具体的学術が失われている。例えば、材料力学のような学部レベルの具体的教育も重要と考える。学部のレベルが問題。 大学
フロンティア 基本的な研究開発を大学でほとんど行っておらず、他の機関に予算が集中投資されている。 大学
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フロンティア 世界トップクラスの研究教育拠点を形成するためには、研究基盤の整備が必要である。現在の大学への予算に関して、その様な配慮がされて
いるとは到底思えない。基礎研究のみならず、政策課題対応型研究開発に直接参加できる様な仕組みを作る必要がある。
大学
フロンティア 研究教育拠点のみならず、周辺も含めての整備が必要。特に産業界へのテコ入れが必要。既存大企業ばかりでなく、産業界全体の力を上げ
る方策が要る。
大学
フロンティア 中等高等教育における基礎学力の向上。 大学
フロンティア 投資も重要であるが若手が研究に集中できる環境作りが必要。 大学
フロンティア 大学に競争させることは必要だが人材や資金などの面で重点投資するのはよくない。 大学
フロンティア 宇宙開発計画における技術的問題の解決を大学、研究機関で研究をしていく仕組みが必要。現在はメーカー主導で衛星設計が行われ、新規
の基礎研究成果は反映できない。
大学
フロンティア 投資を集中しても、同時に長期雇用のスタッフを増員する必要がある。現状では、スタッフはマネジメントに追われて、本来の研究の中核として
の活動ができない。
大学
フロンティア 旧帝大に投資が集中している。特徴ある研究を行っている大学を評価すべきと考える。 大学
フロンティア 優秀な人材を集めること。 大学
フロンティア 哲学とビジョンを持つリーダーの不在。人材育成の不足。企画部門の力不足。知財・契約部門の力不足。資料作成、申請書作成、報告書作成
などの研究者の事務仕事量の多さ。
大学
フロンティア 人材や情報の交流。 公的
フロンティア 研究教育の指導者がその資質及びカリスマ性を十分に持つ事が重要。 公的
フロンティア ①「科学技術立国」をかけ声だけでなく、真に国家の理念、政策とする。具体的には技術者、研究者の業績を評価し、経済的・社会的にきちんと
処遇する。これにより、「理系は労多くして益少なし」と敬遠していた人材が理系に多く集まるようになり、大学、研究所のレベルが上がる。　②
「ゆとり教育」をやめ、小中学校からきちんと理数教育をしてあげる。　③教育者と研究者の資質は異なるので、研究者を育成・指導するポスト
を設ける。
公的
フロンティア 教育という点のみで考えた場合、資金面での大きな差別はすべきでないと思う。大型設備については、共用として別の組織が運用した方が良
いと考えられる。使用順位を競争すれば良い。
公的
フロンティア 資金、人材の集中。 公的
フロンティア 大学共同利用機関を軸にして、それらの人的及び設備的リソースを生かしつつ、大学等の学術・教育研究機関がより強く連携することにより、
シナジー効果を生み出す必要が有る。
公的
フロンティア 頻繁に制度をいじるのはやめましょう。Top level拠点形成programは継続すべき良い考え方と思う。特定分野に限定せず、もう少し広く考えて欲
しい。
公的
フロンティア ドイツ等との比較で考えると、国全体の力を強化するためには、競争的資金で戦わせるだけでなく、本分野内部で効率的に研究できるようにす
る「枠組み」作りが今後必要。例えば、大型装置をもつ（独）研究機関と人材を有する大学をあわせて、強いところと得意なところをあわせた枠組
み。
公的
フロンティア 海洋分野は複合的、システム的技術の集大成による研究が多いため、必ずしも先端的なものとはいえない。このため、独立した領域にしないと
競争上不利となるケースが多い。
公的
フロンティア 大学は教育の場なのか、研究の場なのかを、もう一度考えるべきである。大学の研究は、ある意味では無責任でもよい。国が方向性に指導力
を持たないと、どちらに進むかわからなくなる。
公的
フロンティア 確かに、推進することは間違いでなく、進めるべきである。しかし、裾野が広がらないことには、競争すら不公平に行われてしまう。 公的
フロンティア 拠点は１ヶ所では官僚的になって自滅する。4～5の拠点をつくって相互に切磋琢磨すべき。 公的
フロンティア 青少年の理科離れが問題。優れた理科の教師の育成。科学技術関係者の処遇の改善（大人社会で尊重されない職業に子供はあこがれな
い）。
公的
フロンティア 老大家中心の人事構成中心から老・若・女均等型、フラット構造を出発点とし、その時点から競争原理を適用すべきこと。 公的
フロンティア 組織的な研究活動が弱い。リーダーシップをもつ人材の育成が重要。教官の採用条件が論文発表に偏っている。 公的
フロンティア 現状のCOE資金などの活用は一定の成果を上げているが、人材不足は否めない。大学研究所等での必要以上の予算の削減はすべきでな
い。この悪影響としてトップクラスの研究者が管理業務をせざるを得ず、総体として研究・開発のレベルを下げている。
公的
フロンティア 他国の研究者との交流、共同プロジェクトに貢献している人材が少ないし、いても正当に評価されていない。国内の狭い学術界に閉じた人事評
価が多い。また、長年にわたる国家プロジェクトの開発や運用に従事する者を評価・処遇する物差しを持たない大学が多いため、若い優秀な研
究者も、就職昇任のために、プロジェクト参加を敬遠する傾向がある。全て内向き思考である。
公的
フロンティア 創業と守成が旨く絡み合う必要がある。重点投資は創業に傾きやすい。世界トップクラスは、持続してこそ社会に貢献する。 企業
フロンティア 有能なる管理者と研究者を集めること。 企業
フロンティア 世界トップクラスの研究教育機関とのリンケージ。（広く視野を世界にひろげ、ベンチマークを置くとともに人的交流、情報公開・共同研究を行な
う）
企業
フロンティア 本分野は、いろいろな技術の進歩の上に花咲く、総合的なものであるという特徴があります。そのため、単純な競争原理ではなく、長期戦略に
基づいて重点投資を推進すべきです。見かけの「競争」に勝つために「通りやすい」提案書を書くことに貴重な研究者・教育者の頭脳を浪費する
ことは避けるべきです。また研究と教育は分けて議論すべきです。優れた研究者が必ずしも優れた教育者とは限りません。逆も真です。
企業
フロンティア 日本の技術者を海外に流出させないこと。合わせて海外から優秀な科学者を招聘すること。 企業
フロンティア 個々の大学での得意分野が属人的であり、中長期的、組織的な取り組みが乏しいように思う。大学毎のトップクラスの研究分野をアピールする
活動を促進すべきと考える。
企業
フロンティア 何でも同じですが、必要なリソースを確保すること。そのために、産官学の連携と国レベルの資金援助を充実させること。 企業
フロンティア 世界で前例のある組織や研究開発競争が既に始まっている分野への参入ではなく、まったく未知の研究領域をターゲットとする、オンリーワン
から未来のナンバーワンを目指す戦略も必要。宇宙では、法・政治・経済・ビジネス・社会・文化・思想といった人文社会領域と建築・デザイン・
アート・音楽・芸能といった芸術領域が未踏の開拓分野として考えられる。加えて宇宙空間において、これらの活動を実現するためには、宇宙
科学・工学のみならず幅広い科学・技術の知を総動員する必要がある。したがって宇宙は、将来の総合的な科学技術と独創的な新規事業。
企業
フロンティア 産・官・学のより一層の連携強化と協同研究拠点の充実化。 企業
フロンティア この分野では「世界トップクラス」を目指すという指針がない。どの分野でトップを目指すべきかの議論も不十分。日本は何のために何をすべき
かを定義すること。
企業
フロンティア 各研究機関が独自色を出すことにつきる。 その他
フロンティア 研究者・技術者の層が薄すぎることが問題。トップクラスを支える土台もある程度は必要である。 その他
フロンティア 投資対象を絞りすぎてないか。 その他
フロンティア 百年先を見通した国家プロジェクト（社会的意義の明確な）が必要であり、それを達成するための研究教育拠点を作るのが必要。効果を発揮す
るためには、研究者の環境や待遇（社会的地位も含め）も必要である。国際的に官民の優秀な人材を集めることが重要となろう。
その他
フロンティア 技術の継承性の確保。ダイナミックな人員配置。 その他
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（指数値）　灰色は0.3ポイント以上の変化を示した
＊項目ごとの回答割合を順位（1位、2位、3位で3点、2点、1点）で重みづけをし、全項目の合計点数を１０点満点として示した
2006 2007 2006 2007 2006 2007 2006 2007 2006 2007 2006 2007 2006 2007 2006 2007
1人材育成 7.7 7.8 7.9 7.7 6.4 6.3 7.2 7.3 7.3 7.4 7.8 8.1 7.4 7.4 6.5 6.9
2産学官連携 1.0 1.2 2.5 2.5 1.6 1.5 1.7 1.6 2.1 2.4 2.2 2.3 2.1 1.7 1.4 1.6
3分野間連携 2.0 2.0 1.4 1.5 3.0 3.1 2.2 2.3 1.8 1.7 1.8 1.9 1.6 1.8 1.5 1.4
4基盤整備 2.8 2.8 2.2 2.4 3.4 3.3 3.6 3.6 2.8 3.0 3.3 3.4 3.4 3.2 3.5 3.6
5研究資金 3.9 3.7 2.9 3.0 3.1 3.5 3.5 3.5 3.2 3.1 3.5 3.2 3.0 3.4 4.8 4.6
6国際展開 0.7 0.9 1.6 1.3 1.0 1.0 0.8 0.7 0.7 0.6 0.7 0.6 1.0 1.0 1.1 1.0
7規制緩和 2.0 1.6 1.4 1.5 1.2 1.2 1.0 0.9 1.8 1.5 0.6 0.5 1.2 1.3 1.1 0.8
8規制強化 0.0 0.1 0.0 0.0 0.2 0.2 0.1 0.1 0.3 0.2 0.0 0.0 0.3 0.3 0.1 0.1
（1位の回答割合%）　灰色は3ポイント以上の変化を示した
＊項目ごとの1位に選ばれた回答割合(%)を示した
2006 2007 2006 2007 2006 2007 2006 2007 2006 2007 2006 2007 2006 2007 2006 2007
回答数 106 101 101 94 114 104 108 107 107 107 99 97 111 106 83 81
(%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%)
1人材育成 63.2 64.4 63.4 62.8 48.2 46.2 59.3 58.9 57.9 58.9 60.6 64.9 60.4 60.4 49.4 54.3
2産学官連携 4.7 5.9 8.9 9.6 6.1 7.7 4.6 4.7 7.5 8.4 4.0 4.1 7.2 4.7 3.6 2.5
3分野間連携 2.8 2.0 5.0 6.4 11.4 13.5 9.3 8.4 5.6 5.6 7.1 6.2 4.5 5.7 3.6 2.5
4基盤整備 8.5 6.9 4.0 5.3 14.0 11.5 12.0 13.1 9.3 7.5 12.1 12.4 12.6 11.3 10.8 12.3
5研究資金 15.1 14.9 10.9 9.6 13.2 12.5 11.1 11.2 10.3 12.1 12.1 10.3 8.1 11.3 26.5 25.9
6国際展開 0.9 2.0 5.0 4.3 1.8 2.9 0.0 0.9 0.9 0.0 1.0 2.1 2.7 0.9 3.6 2.5
7規制緩和 4.7 3.0 3.0 2.1 5.3 5.8 3.7 2.8 7.5 6.5 3.0 0.0 3.6 4.7 2.4 0.0
8規制強化 0.0 1.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.9 0.9 0.0 0.0 0.9 0.9 0.0 0.0
ナノ材料
5.研究開発資金の拡充
6.国際展開の推進
7.関連する規制の緩和・廃止
8.関連する規制の強化・新設
情報
情報
問３３．我が国において、本分野の発展に向けて、現在、必要な取り組みは何ですか（3位まで選択）
ナノ材料
ライフ
ライフ
環境
環境
エネルギー ものづくり 社会基盤 フロンティア
エネルギー ものづくり 社会基盤 フロンティア
1.人材育成と確保
2.産学官の連携強化
3.分野間の連携強化
4.研究開発基盤の整備
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（回答変更理由）
分野 自由記述 所属
1位 2位 3位 1位 2位 3位
ライフ 臨床研究は、研究資金よりも人材の確保も重要と思いだしたから。（来年は変わるかも知れません） 5 2 1 1 3 6 無回答
ライフ 不必要な研究資金使途の制限と研究期間延長へのフレキシビリティーは、自由な発想での研究を高めると考えるため。 1 5 3 1 5 7 大学
ライフ 医学系においては、特に人材の確保が必要です。 7 3 5 1 7 3 大学
ライフ MDでライフサイエンス基礎分野～臨床応用分野の研究を目指す人材が減少している。10年後のこの分野の中心となる人材がいな
い。
2 1 7 1 2 7 大学
ライフ ポスドクの育成が機能しておらず、このままでは優秀な人材が育たない。 7 3 1 1 3 7 大学
ライフ 大学間の格差が年々増大している。産業立国の立場を堅持するためには、高級技術者の育成にも力点を置くべきと思われる。 1 5 4 1 4 3 大学
ライフ 良い人材が不足している。 5 7 6 1 5 7 大学
ライフ 医工融合の生命科学分野ではまず研究基盤を整備、人材確保が重要課題である。日本で生命科学研究を統括する機関（米国のＮ
ＩＨに相当するもの）が必要。
4 1 0 4 1 2 大学
ライフ 研究基盤の整備と研究費の拡大は必要条件。 1 7 4 1 4 5 大学
ライフ 一連のミレニアムプロジェクトが終了し、全体として本分野への研究投資は低下しつつある。 1 6 3 1 6 5 大学
ライフ 若手人材を活かす仕組みが重要になっているため。目的をしぼった産学官連携による実用化技術開発が大切。 3 1 2 2 1 3 公的
ライフ グローバルな視点の重要性の増大。 1 3 7 1 3 6 企業
ライフ 新領域での研究加速に、連携の重要性高まった。 1 7 6 1 6 3 企業
情報 産学官の広範な連携よりは、強い組織（機関）に集中する方が良い。 1 6 2 1 6 3 大学
情報 大学機関の連携をより充実させる。 1 4 2 1 4 3 大学
情報 異分野間の交流が必要と感じられるようになった。 5 1 4 5 1 3 大学
情報 相対的に低下している技術力を向上させるためには、人材育成が必須。 5 1 3 1 5 3 大学
情報 人材育成と確保の前提として、研究開発基盤の整備が必要である。 5 2 1 5 2 4 大学
情報 産学官連携や国際交流はかなり進んでいるため取り組みの重点は移動させるべき。 6 2 1 1 4 7 公的
情報 連携強化のための資金不足が目立つ。本格連携の前段階で資金を確保出来ると良い。 2 7 5 2 5 7 企業
情報 大学で企業と組み実用化まで出来る様にすべき。 1 6 5 1 2 7 企業
情報 技術／知識の融合の必要性が、より高まったため。 1 5 6 1 5 3 企業
情報 ソフトウエアの普及において標準化は必須で、そのために国際展開は必須。国内に留まっている限りどの分野の情報技術も国際競
争に勝てない。
1 2 7 1 2 6 企業
環境 国際展開するべき時期となっている。 3 7 5 3 5 6 大学
環境 国際的展開がより重要になってきている。 7 1 5 6 4 5 大学
環境 異分野をつなぐコーディネーターのような存在の必要性が増しつつある。 1 3 5 3 5 1 大学
環境 制度的な制約が自由な研究、既成観念にとらわれない研究を妨げていることを実感することが最近多かった。 4 3 0 7 3 2 大学
環境 温暖化影響評価分野の重要性が上がってきた。気候科学と社会科学の連携は大事。 6 1 2 6 1 3 公的
環境 分野間の連携は現在、思ったより進展していない。 1 5 3 1 3 5 公的
環境 年々資金（公的）が減少傾向にある。集約化によるものかとも思われるが、全体の基盤があってのトップであり、また、研究の基盤部
分が評価されていないと感じはじめたため、3位に5を入れた。
1 4 3 1 4 5 公的
ナノ材料 規制は緩和方向にある。研究費の増額は不透明。 1 4 7 1 5 4 大学
ナノ材料 規制が研究の障害となることが考えられる。 3 2 5 3 2 7 大学
ナノ材料 一層の国際化が必要と感じている。 4 5 6 6 4 5 大学
ナノ材料 次世代技術へ向けた取り組みの必要性。 1 5 6 1 3 4 企業
ナノ材料 技術分野の発展は産による実用化が重要で、その点を考慮。 1 5 6 1 5 2 企業
ナノ材料 あらゆる分野からの情報収集が必要であるから。 1 4 5 1 4 2 その他
ナノ材料 研究開発資金は増加したので。 1 5 3 1 3 7 その他
エネルギー 研究者をバックアップする技術スタッフの不足が問題である。技術スタッフの不足のため研究者が能力を生かしきれていない。 4 1 2 1 5 4 大学
エネルギー 資源の投入が益々集中する傾向にあるが、良い方向であるとは思えないため。 1 6 5 1 5 4 大学
エネルギー 研究環境整備が進まなければ、資金があっても有効活用できないし、人材も育たない。 1 5 4 4 1 5 大学
エネルギー 若い人が育っていない。 3 7 0 3 1 7 大学
エネルギー 分野が多様化してきた今、分野間の連携は大切な項目であると考える。 1 2 5 1 2 3 大学
エネルギー 創造的な研究活動とそれを支えるルーチン分析などの活動を明確に役割分担すべき。 7 1 4 1 4 7 公的
エネルギー 流行している分野と特定大学への資金の集中投資は短期的にはOKだが、長期的にはあまりにも危険。 0 0 0 1 3 4 公的
エネルギー 研究資金だけだして、受託側に管理のための管理をやらせる研究資金より、まず基盤を強化すべきで、そこに資金を投入すべき。 7 1 5 7 1 4 企業
エネルギー 新技術の実用化に必要な規格、制度面の整備・検討が必要。 1 4 3 1 4 7 企業
エネルギー 民間の研究開発資金が増えないため、国が資金を補充する必要があると思われる。 6 7 1 5 2 1 企業
エネルギー 分野の発展には産学官の協力が必要。 5 3 1 5 2 1 企業
エネルギー 研究開発基盤を企業側で維持するのが困難になってきているため。 1 7 2 1 4 7 企業
エネルギー エネルギー分野の技術発展には政策的(法規制)戦略が重要と思われます。 8 5 1 8 5 1 その他
ものづくり 理系を希望する若者が減少しつづけており、このままでは近い将来、日本の産業に重大な影響が出てくることが危惧される。もちろ
ん、基盤整備や資金の面ではほとんど改善されていないが、人材の問題が最も大きい。
5 4 1 1 5 4 大学
ものづくり 企業にいた時は特許関係の調査は比較的簡単であったが大学に移ると困難さを伴うことを実感している。 4 5 3 4 5 3 大学
ものづくり 大学における研究面積が、どんなに業績を上げても一向に増えない。 1 5 4 1 4 5 大学
ものづくり 資金の使途について、自由度がない。研究の進捗状況に合わせた使い方ができない。 1 4 6 1 7 4 大学
ものづくり 若手の人材不足が気になる。 4 1 5 1 4 5 大学
ものづくり 研究の充実により国際展開が重要度を増している。 1 3 7 6 1 3 大学
ものづくり やはり人が重要。 4 5 2 4 5 1 大学
ものづくり ものつくり分野をより「研究開発指向の業界に」「より科学技術重視の文化に」の観点からあらゆる手だてを講じるべき。 0 0 0 1 2 3 大学
ものづくり 大型設備更新ができておらず、将来が不安。国際化はそれなりに進んでいる。 7 4 6 4 1 7 公的
ものづくり 人材や知識が交流するセンターがより重要になっているとの観点から。 1 4 5 4 1 5 企業
ものづくり 特に産学の連携強化が重要で、学の実用化レベルを強化するためにも研究開発資金の拡充も重要。また、ものづくりも電子制御技
術との融合が必須になってきており、同様に分野間の連携で新たな領域の想像も重要と考える。
1 5 6 2 5 3 企業
ものづくり 研究から実用化まで、具現化できる幅広い見識のあるリーダーシップ力と開発マネジメント力が不可欠である為。 3 2 1 1 3 2 企業
社会基盤 社会基盤分野は我が国独自の自然環境、社会環境下で展開されるので、国際化よりも独自のものと考えてきたが、国際展開をもっ
とすべきである。
1 3 6 1 6 3 大学
社会基盤 重点的に本分野の研究開発を推進できる組織が整備されていないことの問題点が顕著になってきた。 1 3 5 1 4 5 大学
社会基盤 優秀な人材の確保がもっとも重要。 4 1 6 1 4 6 大学
社会基盤 官も民も学も、研究にまわす費用はない。仕事もないので、技術力がどんどん低下している。技術の伝承の余裕すらない状況。 6 5 2 5 6 2 大学
社会基盤 国際化に対応できる人材が必要。 1 4 5 1 6 5 大学
社会基盤 社会基盤の維持管理による国民の安全安心の担保が本分野の使命であり、これには産学官の連携が必須と考える。 1 4 2 1 2 5 大学
社会基盤 研究開発基盤としての研究に集中できる環境が重要。次に異分野の連携による新アイデアの創出が重要。 4 1 3 4 3 1 公的
社会基盤 開発技術の導入に向けて、社会基盤では規則が多い。この緩和が市場活性化をもたらし、研究開発を早める。 1 4 5 1 3 7 公的
社会基盤 分野間の連携は、応用研究では重要。必ずしも産官学でなくても良いと思う。 1 5 2 1 3 5 企業
社会基盤 各種の連携強化が必要。 2 7 5 2 3 5 企業
社会基盤 国際競争力の重要性が増した。 2 3 1 3 1 5 企業
フロンティア 政府資金の投入による産業化促進が必要と考えるようになった。 2 1 4 5 2 1 公的
フロンティア 宇宙分野は世界規模で大きく、その構造や未来設計図が変わりつつある。時代は確実に「宇宙探査」へ流れており、その中で国際
戦略と日本の独創性の両立が大変重要になりつつある。現状では日本の宇宙政策はその流れに追いついていない。
1 5 2 1 6 2 公的
フロンティア 世界トップクラスの研究教育機関とのリンケージ。（広く視野を世界にひろげ、ベンチマークを置くとともに人的交流、情報公開・共同
研究を行なう）
1 3 4 1 4 6 企業
フロンティア 人材の偏在化が進んでいる。 6 7 3 1 2 6 その他
フロンティア 規制の緩和の表現としての連携強化。 5 4 7 5 4 3 その他
2006 2007
＊0は無回答を意味する
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2.3.  各分野の戦略重点科学技術に関する設問（設問34～36）の結果
（0あまり活発ではない⇔10かなり活発である）
2006 2007 2006 2007 － 0 +
A01 6.7 6.3 76 72 6 59 1 0.11
A02 5.1 5.0 89 85 5 64 9 0.18
A03 5.8 5.5 69 57 1 50 2 0.06
A04 5.4 5.0 63 52 4 41 2 0.13
A05 4.2 4.9 49 46 1 36 5 0.14
A06 5.0 4.9 56 54 0 50 0 0.00
A07 4.9 5.0 83 71 7 52 5 0.19
*「回答を変更した人数」は、2006年および2007年調査の両方に回答した者のみ
*変化率はプラスおよびマイナスに移動した人数を「回答を変更した人数」の合計で除した数
変化率
A02 臨床研究・臨床への橋渡し研究
A06 生物機能活用による物質生産・環境改善科学技術
回答を変更した人数
A05 国際競争力を向上させる安全な食料の生産・供給科学技術
戦略重点科学技術
(1) ライフサイエンス
指数
A04 新興・再興感染症克服科学技術
A07 世界最高水準のライフサイエンス基盤整備
回答者数
問３４．下記の戦略重点科学技術の実現につながるような研究は、現在、我が国では活発ですか
A01 生命プログラム再現科学技術
A03 標的治療等の革新的がん医療技術
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（回答変更理由）
戦略重点
科学技術
2006
調査
2007
調査
回答
変化 自由記述 属性 専門度
A01 4 3 -1 研究者数、学会等は増加も、研究費に関しては増加とはいえない。 大学 大
A01 6 5 -1 前回より物質面での研究は少しスローダウン。 公的 大
A02 3 4 1 公的資金の導入が進められている。 大学 大
A02 3 4 1 予算配分が増えた事により研究が活発化している。 公的 小
A02 5 4 -1 やや活発さが低下している。 大学 大
A02 6 3 -3 人材不足のため。 大学 大
A03 4 5 1 他分野からの参入が活発である。 大学 小
A04 3 4 1 予算配分が増えて来ており研究は活発化している。 公的 小
A04 5 4 -1 特定の領域に片寄りすぎている。我が国で問題となっている領域にも目を
向けるべき。
大学 大
A04 4 3 -1 開発途上国が対象として重要であり、国際的な協力体制が十分にできて
いないように感じられる。
大学 小
A04 5 4 -1 臨床研究にかかる研究費が乏しい。 大学 大
A05 2 4 2 食品分析においてネガティブリスト制よりポジティブリスト制に移行したの
で、安全に対する信頼が向上したので。
大学 小
A05 1 3 2 世間の注目・関心が高まっている。 公的 中
A05 2 3 1 国民の声をもとに、国レベル、民間レベルで注力が始まっている。 企業 大
A05 2 3 1 社会的関心も高まっている。 大学 中
A05 4 3 -1 依然としてGM作物の栽培に対する反対が根強いこと。 大学 大
A07 3 4 1 過去数年間の投資効果が現れてきている。 大学 中
A07 3 4 1 データベースなどはしっかりしてきた。 大学 小
A07 5 4 -1 ゲノムプロジェクトへの投資が低下しているように感じられる。 大学 大
A07 5 4 -1 大きなグループが莫大な公的資金を使って出したデータをひとり占めする
傾向がある。
大学 中
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（指数値）　灰色は0.3ポイント以上の変化を示した
2006 2007 2006 2007 2006 2007 2006 2007 2006 2007 2006 2007 2006 2007
1人材育成 6.5 6.8 5.5 6.0 5.2 5.7 6.1 6.5 4.9 4.9 4.8 5.4 5.9 5.5
2産学官連携 1.3 1.1 3.1 2.9 3.6 2.9 1.3 1.7 2.9 3.4 2.4 2.8 1.3 1.1
3分野間連携 2.8 3.2 2.5 2.7 3.0 2.8 2.4 2.6 2.3 2.7 3.3 2.7 2.3 2.4
4基盤整備 2.7 2.6 1.7 1.7 2.2 2.1 2.6 2.2 3.0 2.5 2.9 2.8 4.3 4.2
5研究資金 4.3 4.5 2.8 3.1 3.3 3.5 3.3 3.2 2.8 2.7 3.5 3.6 3.9 4.1
6国際展開 0.9 0.9 0.6 0.6 0.6 0.8 3.4 3.2 2.1 2.0 1.4 1.3 1.7 2.0
7規制緩和 1.1 0.7 3.6 2.9 2.2 2.1 0.7 0.6 1.9 1.4 1.5 1.3 0.5 0.6
8規制強化 0.3 0.3 0.2 0.0 0.1 0.0 0.2 0.0 0.1 0.3 0.2 0.2 0.1 0.1
（1位の回答割合%）　灰色は3ポイント以上の変化を示した
＊項目ごとの1位に選ばれた回答割合(%)を示した
2006 2007 2006 2007 2006 2007 2006 2007 2006 2007 2006 2007 2006 2007
回答数 70 70 81 80 60 53 58 47 45 44 52 51 75 69
(%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%)
1人材育成 48.6 48.6 35.8 40.0 33.3 34.0 37.9 44.7 28.9 36.4 30.8 37.3 41.3 36.2
2産学官連携 5.7 4.3 14.8 13.8 15.0 11.3 1.7 4.3 11.1 11.4 11.5 15.7 5.3 2.9
3分野間連携 8.6 11.4 9.9 11.3 20.0 20.8 8.6 8.5 8.9 6.8 17.3 9.8 9.3 10.1
4基盤整備 10.0 10.0 6.2 6.3 8.3 9.4 10.3 8.5 17.8 13.6 13.5 13.7 22.7 23.2
5研究資金 21.4 21.4 9.9 10.0 13.3 15.1 15.5 12.8 11.1 11.4 17.3 15.7 10.7 18.8
6国際展開 1.4 1.4 0.0 0.0 0.0 0.0 20.7 17.0 11.1 13.6 1.9 2.0 9.3 7.2
7規制緩和 2.9 1.4 22.2 18.8 10.0 9.4 5.2 4.3 11.1 4.5 5.8 3.9 1.3 1.4
8規制強化 1.4 1.4 1.2 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 2.3 1.9 2.0 0.0 0.0
A07
A06 A07
A05A04A03 A06
A01 A02
問３５．戦略重点科学技術の実現に向けて、現在、我が国で必要な取り組みは何ですか（3位まで選択）
A01
A04 A05A03
A02
6.国際展開の推進
7.関連する規制の緩和・廃止
8.関連する規制の強化・新設
5.研究開発資金の拡充
A06 生物機能活用による物質生産・環境改善科学技術
A07 世界最高水準のライフサイエンス基盤整備
戦略重点科学技術
＊項目ごとの回答割合を順位（1位、2位、3位で3点、2点、1点）で重みづけをし、全項目の合計点数を１０点満点として示した
A01 生命プログラム再現科学技術
A02 臨床研究・臨床への橋渡し研究
A03 標的治療等の革新的がん医療技術
A04 新興・再興感染症克服科学技術
A05 国際競争力を向上させる安全な食料の生産・供給科学技術
1.人材育成と確保
2.産学官の連携強化
3.分野間の連携強化
4.研究開発基盤の整備
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（回答変更理由）
戦略重点
科学技術 自由記述 属性 専門度
1位 2位 3位 1位 2位 3位
A01 ポスドク後のポジションの不足。 5 7 6 1 5 7 大学 大
A01 若手研究者が減少している。 2 1 5 1 5 2 大学 大
A01 前回の回答に整合性がなかったため。 4 7 8 4 7 1 大学 小
A01 基盤整備ができていない。 5 4 6 4 1 5 公的 大
A01 競争資金が最も大事と考える。 2 5 6 5 1 6 大学 小
A01 研究ポストの獲得。研究費の増額。研究成果の社会貢献。 3 2 4 1 4 2 大学 中
A02 若手研究者が減少している。 2 4 5 1 4 5 大学 大
A02 人材の確保。 8 5 3 1 3 7 大学 大
A02 この2～3年間でResearch ｍｉｎｄをもった臨床医が激減している印象あり。 2 3 4 1 2 3 大学 大
A02 技術の実現には、規制緩和も重要であるが、分野間の連携強化はより必要度が高い。 4 1 7 4 1 3 大学 中
A02 国が支援すべき。 1 2 4 1 4 2 大学 中
A03 技術の実現のため、分野間の連携は急務と考える。 1 3 4 3 1 4 大学 大
A03 研究費の方が大切。 1 3 4 1 4 3 大学 大
A04 資金の割には成果がでていないのは、国際展開が少ないため。 1 0 0 1 6 0 大学 小
A04 発症地域での科学技術の克服が求められることから、国際展開が必須で、資金も重要。 7 1 3 6 5 1 企業 大
A05 研究資金の激減により、基盤があやうくなっている。 5 1 4 5 4 1 公的 大
A06 研究資金の激減により、基盤があやうくなっている。 3 1 5 5 4 1 公的 小
A06 国際協力の下で産学官の連携が必須。 7 4 1 7 6 2 企業 大
A07 研究資金の激減により、基盤があやうくなっている。 4 5 3 4 1 3 公的 小
A07 安定する予算の確保が重要。 2 3 6 2 3 4 公的 小
A07 基盤整備と維持、再発展のためには人材が最も重要であり、不足していると考える。 6 2 1 1 6 2 大学 中
2006 2007
＊0は無回答を意味する
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（0低い⇔10高い）
2006 2007 2006 2007 － 0 +
A01 5.9 5.6 74 73 6 56 3 0.14
A02 3.8 3.9 86 84 5 66 4 0.12
A03 4.5 4.4 65 56 2 46 2 0.08
A04 4.7 4.5 62 51 2 41 3 0.11
A05 4.0 4.7 47 45 0 39 2 0.05
A06 4.8 4.9 56 53 3 46 0 0.06
A07 4.3 4.4 82 71 3 55 6 0.14
*「回答を変更した人数」は、2006年および2007年調査の両方に回答した者のみ
*変化率はプラスおよびマイナスに移動した人数を「回答を変更した人数」の合計で除した数
A03 標的治療等の革新的がん医療技術
A04 新興・再興感染症克服科学技術
回答を変更した人数
A05 国際競争力を向上させる安全な食料の生産・供給科学技術
戦略重点科学技術
変化率
問３６．下記の戦略重点科学技術において、これらに関連する日本の研究の水準は、世界のトップ
国と比較してどうですか
A06 生物機能活用による物質生産・環境改善科学技術
A07 世界最高水準のライフサイエンス基盤整備
指数
A01 生命プログラム再現科学技術
A02 臨床研究・臨床への橋渡し研究
回答者数
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（回答変更理由）
戦略重点
科学技術
2006
調査
2007
調査
回答
変化 自由記述 属性 専門度
A01 3 4 1 近年の進歩が目立つ。 大学 小
A01 3 4 1 最近、本邦での研究レベルはかなり上昇したと思う。研究成果が多発表
されている。
大学 小
A01 5 4 -1 米国に比べると低いので、変更した。 大学 大
A02 2 4 2 基盤整備が少しずつ整ってきた。 大学 大
A02 2 3 1 研究が進みつつある状況となってきた。 大学 大
A02 5 4 -1 橋渡しすべし基礎データが不足しだしている。 公的 中
A03 4 5 1 技術に進歩がみられる。 大学 中
A03 5 4 -1 橋渡しすべし基礎データが不足しだしている。 公的 小
A04 2 3 1 水準は高くなりつつある。 大学 大
A04 3 4 1 大学資金投入によりやや向上。 大学 大
A04 5 4 -1 長期的な海外との共同研究体制が必要であるが、見通しが明らかでない 大学 大
A05 2 4 2 食品のポジティブリスト制による管理が実施されてきた。 大学 小
A07 2 3 1 近年の投資効果が現れている。 大学 中
A07 3 4 1 データベースなどの基盤が整ってきた。 大学 小
A07 3 4 1 バイオリリース事業の展開により向上。 大学 大
183
(2) 情報通信
（0あまり活発ではない⇔10かなり活発である）
2006 2007 2006 2007 － 0 +
B01 5.7 5.7 68 59 2 49 5 0.13
B02 4.4 4.5 92 85 8 66 7 0.19
B03 6.3 6.3 59 51 2 43 4 0.12
B04 6.9 7.1 63 51 1 43 6 0.14
B05 7.6 7.5 70 65 4 54 6 0.16
B06 4.2 4.3 78 72 3 60 5 0.12
B07 6.4 6.4 83 72 5 54 9 0.21
B08 6.7 6.6 91 82 8 66 5 0.16
B09 5.3 5.4 70 63 2 53 5 0.12
B10 5.3 5.3 85 80 5 63 8 0.17
*「回答を変更した人数」は、2006年および2007年調査の両方に回答した者のみ
*変化率はプラスおよびマイナスに移動した人数を「回答を変更した人数」の合計で除した数
B03 次世代半導体の国際競争を勝ち抜く超微細化・低消費電力化及び設計・製造技術
B04 世界トップを走り続けるためのディスプレイ・ストレージ・超高速デバイスの中核技術
B07 大量の情報を瞬時に伝え誰もが便利・快適に利用できる次世代ネットワーク技術
指数 回答者数 回答を変更した人数
B05 世界に先駆けた家庭や街で生活に役立つロボット中核技術
戦略重点科学技術
変化率
問３４．下記の戦略重点科学技術の実現につながるような研究は、現在、我が国では活発ですか
B09 世界と感動を共有するコンテンツ創造及び情報活用技術
B10 世界一安全・安心なIT社会を実現するセキュリティ技術
B08 人の能力を補い生活を支援するユビキタスネットワーク利用技術
B06 世界標準を目指すソフトウェアの開発支援技術
B01 科学技術を牽引する世界最高水準の次世代スーパーコンピュータ
B02 次世代を担う高度IT人材の育成
0
5
10
指
数
値
活
発←
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　→
不
活
発
2006
2007
B01   B02   B03  B04   B05  B06   B07   B08  B09  B10
184
（回答変更理由）
戦略重点
科学技術
2006
調査
2007
調査
回答
変化 自由記述 属性 専門度
B01 1 4 3 昨年に比べて熱が冷えてきている。 企業 中
B01 3 5 2 ペタコンプロジェクトの推進による。 企業 大
B01 3 4 1 新規プロジェクトの立ち上がり。 大学 小
B01 5 6 1 第3期基本計画でのとり上げ方。 大学 大
B01 4 5 1 ぺタコンプロジェクトを評価。 大学 中
B02 2 3 1 必要性が認識され若干改善。 企業 大
B02 2 3 1 施策として人材育成が取り上げられるようになったため。 企業 中
B02 2 3 1 ＮＩＩが中心となり促進に努めている 大学 中
B02 3 4 1 理系人材育成の取り組みが活発化してきた。 大学 小
B02 3 2 -1 かけ声は大きいが良く対策が見えない。 企業 中
B02 2 1 -1 組織的には全くやられていない。 大学 大
B02 5 4 -1 成果がみえない。 大学 小
B02 4 3 -1 不充分。 企業 中
B03 4 5 1 新しいプロジェクトも動きだした。 企業 大
B03 3 4 1 プロジェクト面で、昨年度より向上している。 大学 中
B03 4 3 -1 日本での活動より欧州IMECが注目されている。 企業 小
B04 3 4 1 研究開発が活性化している 大学 中
B04 3 4 1 有機EL等の技術には拍車がかかった。 大学 小
B04 4 5 1 設備投資の拡大。 大学 小
B05 5 6 1 目に触れる機会が増えていると思われる。 大学 小
B05 5 6 1 盛んになっている。 大学 小
B05 5 6 1 活発化した。 大学 小
B05 4 3 -1 少し低調になっている。 大学 小
B06 3 4 1 SWエンジニアリングで進展。 企業 中
B06 2 3 1 プロジェクトやITスペシャリスト育成等。 大学 中
B06 4 2 -2 独自性に向かっていると思う。ゴールが標準ならば良いが・・・。 その他 中
B07 4 5 1 次世代ネットワークフォーラム設立等により活発化。 企業 大
B07 3 4 1 検討が始まった。 大学 小
B07 4 3 -1 国内技術に留まっている。 企業 小
B08 2 5 3 ネットワークの発展に伴い活発化してきた。 大学 小
B08 5 6 1 改善されつつある。 大学 小
B08 5 4 -1 利用技術で活発さが落ちていることを感じる。 大学 大
B08 4 3 -1 国内技術に留まっている。 企業 小
B09 2 4 2 ネットワークの発展に伴い活発化してきた。 大学 小
B09 3 4 1 この分野の大型研究進展。 企業 小
B09 5 6 1 様々な研究教育プロジェクト。 大学 小
B10 3 5 2 CREST「ディベンダブルVLSI」に期待している。 大学 中
B10 3 5 2 IT社会に対するセキュリティの必要性が実感できるようになってきた。 大学 小
B10 3 4 1 この分野の研究活動活性化。 企業 小
B10 2 3 1 国家PJの効果が出はじめている。 大学 中
B10 3 4 1 企業でセキュリティに関する意識が高まってきた。 企業 小
B10 4 5 1 セキュリティへの要求拡大。 企業 中
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（指数値）　灰色は0.3ポイント以上の変化を示した
＊項目ごとの回答割合を順位（1位、2位、3位で3点、2点、1点）で重みづけをし、全項目の合計点数を１０点満点として示した
2006 2007 2006 2007 2006 2007 2006 2007 2006 2007 2006 2007 2006 2007 2006 2007 2006 2007 2006 2007
1人材育成 4.4 4.6 8.6 8.3 3.8 3.7 3.5 2.9 3.8 3.7 7.7 7.6 4.5 4.4 4.4 4.5 6.6 6.5 6.1 6.2
2産学官連携 4.1 4.5 3.6 3.7 3.8 4.1 4.2 3.9 3.8 3.3 2.7 3.3 3.4 3.4 3.5 3.4 2.0 2.2 3.2 3.0
3分野間連携 1.8 1.3 1.8 1.6 1.0 1.3 1.7 2.5 3.8 3.9 1.2 1.0 1.7 1.5 4.1 4.0 2.7 2.3 2.6 2.3
4基盤整備 3.1 3.1 1.5 1.8 4.6 4.3 3.8 3.7 2.6 2.8 2.2 2.7 3.2 3.6 2.6 2.5 2.1 2.1 2.5 2.6
5研究資金 4.8 5.0 1.9 2.0 5.7 5.6 5.1 5.6 4.2 4.4 3.0 3.0 3.3 3.2 2.5 2.4 2.9 3.5 2.4 2.5
6国際展開 1.6 1.4 1.9 1.9 0.7 0.9 1.4 1.1 0.5 0.6 2.8 2.4 2.2 2.3 1.5 1.6 2.3 2.3 1.4 1.8
7規制緩和 0.3 0.1 0.7 0.6 0.4 0.2 0.3 0.3 1.3 1.3 0.3 0.1 1.5 1.5 1.3 1.5 1.2 1.1 1.1 0.9
8規制強化 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.1 0.1 0.1 0.1 0.2 0.1 0.1 0.0 0.3 0.1 0.7 0.8
（1位の回答割合%）　灰色は3ポイント以上の変化を示した
＊項目ごとの1位に選ばれた回答割合(%)を示した
2006 2007 2006 2007 2006 2007 2006 2007 2006 2007 2006 2007 2006 2007 2006 2007 2006 2007 2006 2007
回答数 66 56 90 84 59 49 60 49 67 63 74 70 80 69 89 80 69 62 80 76
(%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%)
1人材育成 24.2 25.0 76.7 76.2 25.4 22.4 20.0 14.3 22.4 20.6 60.8 60.0 23.8 23.2 25.8 23.8 46.4 45.2 46.3 48.7
2産学官連携 18.2 21.4 6.7 6.0 16.9 16.3 25.0 24.5 14.9 14.3 10.8 11.4 17.5 17.4 14.6 16.3 4.3 6.5 8.8 7.9
3分野間連携 6.1 3.6 3.3 3.6 3.4 2.0 5.0 10.2 22.4 20.6 1.4 1.4 3.8 4.3 21.3 21.3 10.1 3.2 8.8 7.9
4基盤整備 18.2 14.3 3.3 3.6 20.3 24.5 15.0 14.3 9.0 11.1 8.1 10.0 22.5 24.6 14.6 11.3 11.6 9.7 15.0 14.5
5研究資金 28.8 32.1 4.4 6.0 30.5 30.6 31.7 34.7 25.4 28.6 8.1 8.6 13.8 11.6 13.5 13.8 14.5 21.0 10.0 7.9
6国際展開 4.5 3.6 3.3 3.6 1.7 2.0 1.7 0.0 1.5 1.6 10.8 8.6 13.8 13.0 5.6 7.5 7.2 9.7 3.8 5.3
7規制緩和 0.0 0.0 2.2 1.2 1.7 2.0 1.7 2.0 4.5 3.2 0.0 0.0 3.8 5.8 4.5 6.3 4.3 4.8 3.8 3.9
8規制強化 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 1.3 0.0 0.0 0.0 1.4 0.0 3.8 3.9
4.研究開発基盤の整備
B01 科学技術を牽引する世界最高水準の次世代スーパーコンピュータ
B03 次世代半導体の国際競争を勝ち抜く超微細化・低消費電力化及び設計・製造技術
B04 世界トップを走り続けるためのディスプレイ・ストレージ・超高速デバイスの中核技術
5.研究開発資金の拡充
6.国際展開の推進
7.関連する規制の緩和・廃止
8.関連する規制の強化・新設
B04 B05
B01 B02 B05B03 B04
B01 B02 B03
問３５．戦略重点科学技術の実現に向けて、現在、我が国で必要な取り組みは何ですか（3位まで選択）
1.人材育成と確保
2.産学官の連携強化
3.分野間の連携強化
戦略重点科学技術
B08 人の能力を補い生活を支援するユビキタスネットワーク利用技術
B09 世界と感動を共有するコンテンツ創造及び情報活用技術
B10 世界一安全・安心なIT社会を実現するセキュリティ技術
B06 世界標準を目指すソフトウェアの開発支援技術
B02 次世代を担う高度IT人材の育成
B05 世界に先駆けた家庭や街で生活に役立つロボット中核技術
B07 大量の情報を瞬時に伝え誰もが便利・快適に利用できる次世代ネットワーク技術
B10
B06 B07 B08 B09 B10
B06 B07 B08 B09
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（回答変更理由）
戦略重点
科学技術 自由記述 属性 専門度
1位 2位 3位 1位 2位 3位
B01 戦略に問題を感じる。 1 2 7 1 2 0 企業 大
B02 そう感じた。 1 6 2 1 3 4 公的 大
B02 社会のニーズに対応した人材を育成するには、広い分野での連携が重要。 1 2 6 1 2 3 公的 大
B02 国際化が急務。 1 2 0 1 2 6 企業 中
B02 人材が必要。 3 2 6 1 3 2 公的 小
B03 広く連携するよりは、一拠点で集中する方が良い。 2 4 5 4 3 5 公的 中
B03 民間の開発資金が重要。 4 2 1 4 2 1 公的 大
B04 広く連携するよりは、一拠点で集中する方が良い。 2 3 6 3 4 6 公的 中
B04 自由な発想を支援する環境作り。 2 3 5 2 3 5 公的 大
B04 役立つ技術を開発するためには、広い見地に立って方向を決める必要あり。 5 2 1 5 2 1 公的 大
B05 大学での基礎力を企業へ活用。 4 5 1 4 5 1 企業 大
B05 国際化が急務。 1 2 7 1 2 7 企業 小
B06 国際的観点からの研究。 1 2 5 1 2 5 公的 小
B06 ネットワーク社会が進むためには規制を強めることが必要。 1 0 0 1 4 0 公的 小
B07 開発技術の利用を促す法制度体系が重要。 2 4 5 2 4 5 公的 大
B07 ネットワーク社会が進むためには規制を強めることが必要。 2 3 6 2 3 7 公的 小
B08 誰がコンテンツを創るかと考えると人間である。こういった人間の育成は必要。 2 3 6 2 3 7 公的 小
B09 CRESTで資金は確保できて、今後の研究基盤の整備が重要になった。 2 1 4 2 1 4 公的 小
B09 法の整備。 3 1 5 3 1 5 企業 小
2006 2007
＊0は無回答を意味する
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（0低い⇔10高い）
2006 2007 2006 2007 － 0 +
B01 6.6 6.8 67 58 1 50 4 0.09
B02 3.6 3.5 89 83 4 70 4 0.10
B03 6.4 6.3 60 50 1 44 3 0.08
B04 7.1 7.2 62 50 0 48 0 0.00
B05 7.5 7.5 68 63 4 54 4 0.13
B06 3.3 3.5 76 70 1 60 5 0.09
B07 5.7 5.6 82 69 1 60 5 0.09
B08 5.8 5.6 89 79 5 67 4 0.12
B09 4.6 4.7 68 61 2 51 5 0.12
B10 4.9 4.8 80 77 2 67 3 0.07
*「回答を変更した人数」は、2006年および2007年調査の両方に回答した者のみ
*変化率はプラスおよびマイナスに移動した人数を「回答を変更した人数」の合計で除した数
問３６．下記の戦略重点科学技術において、これらに関連する日本の研究の水準は、世界のトップ
国と比較してどうですか
変化率
B08 人の能力を補い生活を支援するユビキタスネットワーク利用技術
回答を変更した人数
B05 世界に先駆けた家庭や街で生活に役立つロボット中核技術
B01 科学技術を牽引する世界最高水準の次世代スーパーコンピュータ
B02 次世代を担う高度IT人材の育成
戦略重点科学技術
B06 世界標準を目指すソフトウェアの開発支援技術
B10 世界一安全・安心なIT社会を実現するセキュリティ技術
B03 次世代半導体の国際競争を勝ち抜く超微細化・低消費電力化及び設計・製造技術
B04 世界トップを走り続けるためのディスプレイ・ストレージ・超高速デバイスの中核技術
B07 大量の情報を瞬時に伝え誰もが便利・快適に利用できる次世代ネットワーク技術
回答者数指数
B09 世界と感動を共有するコンテンツ創造及び情報活用技術
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（回答変更理由）
戦略重点
科学技術
2006
調査
2007
調査
回答
変化
自由記述 属性 専門
度
B01 4 5 1 ペタコンプロジェクトによる。 企業 大
B01 6 3 -3 人材や予算の制限から巾が狭い。部分的には世界最高水準のも
のもある。
公的 大
B02 3 4 1 大学等教育機関の発展と共に高くなったと感じます。 大学 小
B02 4 3 -1 アジアが相対的に高まっている。 大学 大
B02 4 2 -2 不充分。 企業 中
B02 5 3 -2 アメリカと比べると相対的には低い。 公的 大
B03 3 4 1 超微細化において、積極的な投資が見えてきた。 大学 大
B03 3 2 -1 ますます米国の企業に集中。 企業 小
B05 5 6 1 特に国内の研究例が増加している。 大学 大
B05 5 6 1 進展があった。 大学 小
B06 2 3 1 SWエンジニアリングで進展。 企業 中
B07 1 3 2 携帯電話技術の充実。 大学 小
B08 4 5 1 日本の技術が高まっている。 大学 中
B08 4 5 1 活発化している。 大学 小
B08 3 4 1 ネットワークの発展に伴い変化が見られる。 大学 小
B09 3 4 1 通信放送融合技術でリード。 企業 中
B10 2 3 1 少し進歩が見られる。 大学 中
189
(3) 環境
（0あまり活発ではない⇔10かなり活発である）
2006 2007 2006 2007 － 0 +
C01 5.7 6.0 59 56 5 40 6 0.22
C02 6.8 6.6 63 52 4 42 5 0.18
C03 4.8 5.1 75 68 3 50 11 0.22
C04 4.9 4.9 62 54 5 42 5 0.19
C05 4.5 4.7 61 60 1 50 5 0.11
C06 5.2 5.8 72 70 3 50 11 0.22
C07 4.8 5.0 86 74 3 56 6 0.14
C08 4.7 5.1 71 68 1 59 3 0.06
C09 3.5 4.0 50 45 1 35 8 0.20
C10 5.3 5.1 57 49 1 42 3 0.09
C11 3.0 3.3 71 61 1 48 6 0.13
*「回答を変更した人数」は、2006年および2007年調査の両方に回答した者のみ
*変化率はプラスおよびマイナスに移動した人数を「回答を変更した人数」の合計で除した数
問３４．下記の戦略重点科学技術の実現につながるような研究は、現在、我が国では活発ですか
C09 人文社会科学的アプローチにより化学物質リスク管理を社会に的確に普及する科学技術
C01 人工衛星から二酸化炭素など地球温暖化と関係する情報を一気に観測する科学技術
戦略重点科学技術
C02 ポスト京都議定書に向けスーパーコンピュータを用いて21世紀の気候変動を正確に予測する科学技術
C03 地球温暖化がもたらすリスクを今のうちに予測し脱温暖化社会の設計を可能とする科学技術
C04 新規の物質への対応と国際貢献により世界を先導する化学物質のリスク評価管理技術
C05 廃棄物資源の国際流通に対応する有用物質利用と有害物質管理技術
変化率
C06 効率的にエネルギーを得るための地域に即したバイオマス利用技術
C07 健全な水循環を保ち自然と共生する社会の実現シナリオを設計する科学技術
C08 多種多様な生物からなる生態系を正確にとらえその保全・再生を実現する科学技術
C10 製品のライフサイクル全般を的確に評価し３Ｒに適した生産・消費システムを設計する科学技術
C11 人文社会科学と融合する環境研究のための人材育成
回答者数 回答を変更した人数指数
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（回答変更理由）
戦略重点
科学技術
2006
調査
2007
調査
回答
変化 自由記述 属性 専門度
C01 3 5 2 新規プロジェクトが発進した。 大学 中
C01 5 6 1 打ち上げ時をひかえ、また必要性から前回より活発になっていると
思う。
公的 中
C01 4 5 1 GOSATの打ち上げ計画などが進行しているため。 大学 中
C01 5 4 -1 衛星観測に対する期待が大きすぎ。現在は少し落ちついた。 大学 中
C01 3 2 -1 センサー開発等の活発化が求められる。 企業 小
C02 5 6 1 スーパーコンピュータ科学の進歩によるところが大きい。 公的 小
C02 5 6 1 より活性化した。 公的 大
C02 4 3 -1 活発となっているが、欧米の動きも活発化しており、相対的には、
やや低下の感あり。
企業 中
C03 4 6 2 活発になっている。 公的 中
C03 2 4 2 研究予算が増えてきた。 大学 中
C03 4 5 1 スパコンの能力向上に比例。 大学 中
C03 3 4 1 意識が高まったことが分る。 大学 大
C03 3 4 1 環境省S5、MEXT革新プロの発足。 公的 大
C03 3 4 1 米国も反応したごとく。 大学 小
C03 3 4 1 量的には活発化しているが、まだ融合領域の研究が少。 企業 大
C03 1 2 1 少し動いた。 その 小
C03 3 2 -1 以前よりも弱くなっているように感じる。 大学 小
C03 2 1 -1 より刺激が必要。 大学 大
C04 3 2 -1 以前よりも弱くなっているように感じる。 大学 小
C04 4 3 -1 あまり目立たない。 大学 中
C04 3 2 -1 USAが良くなった。 その 小
C05 2 3 1 まだまだ不十分。 大学 中
C05 3 4 1 廃棄物分別処理etcが地域にも浸透。 大学 小
C05 3 2 -1 以前よりも弱くなっているように感じる。 大学 小
C06 2 4 2 少しづつ芽が見え始めている。 大学 小
C06 2 4 2 研究予算が増えた。 大学 中
C06 3 5 2 金がついたので活発化しているが方向性は疑問。 大学 中
C06 4 5 1 研究に対する関心の上昇と予算重点化の効果。 大学 中
C06 3 4 1 意識が高まったことが分る。 大学 中
C06 3 4 1 ブーム化している。しかし、エネルギー経済としての意義付けが不
明確。
企業 大
C06 5 4 -1 伸び悩んでいる。 大学 大
C07 1 2 1 問題が大きいので取り組む人材不足。 大学 大
C09 4 5 1 欧州REACHに関係するため 企業 大
C09 3 4 1 一般人の環境への興味は増している。 大学 中
C09 3 2 -1 以前よりも弱くなっているように感じる。 大学 小
C10 4 5 1 LCAが広まってきている。 大学 中
C11 2 3 1 我々のCOEなど、この分野での活動が認められるようになってき
た。
大学 大
C11 3 4 1 東大等によるIR3Sの盛り上がり。 公的 中
C11 3 2 -1 以前よりも弱くなっているように感じる。 大学 大
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（指数値）　灰色は0.3ポイント以上の変化を示した
＊項目ごとの回答割合を順位（1位、2位、3位で3点、2点、1点）で重みづけをし、全項目の合計点数を１０点満点として示した
2006 2007 2006 2007 2006 2007 2006 2007 2006 2007 2006 2007 2006 2007 2006 2007 2006 2007 2006 2007 2006 2007
1人材育成 4.1 4.8 4.6 5.6 5.2 4.8 5.1 5.0 3.8 3.7 2.6 3.4 5.1 5.0 5.8 5.7 7.0 6.4 3.8 4.5 7.3 7.7
2産学官連携 1.7 1.7 1.0 1.0 2.4 2.6 3.0 2.7 3.4 3.4 4.6 3.9 2.2 2.1 1.3 1.5 2.2 3.1 5.0 3.7 1.7 1.7
3分野間連携 2.7 2.6 3.2 3.6 4.1 3.9 2.7 2.9 2.8 3.0 2.7 2.5 4.2 3.8 3.2 3.6 4.4 5.0 4.1 3.8 5.7 5.1
4基盤整備 4.0 3.9 4.2 4.5 2.6 2.7 2.7 2.9 2.4 2.5 3.3 3.3 2.9 2.7 3.7 3.3 2.1 1.7 2.5 3.2 2.7 2.8
5研究資金 3.8 4.0 3.1 2.8 2.4 2.6 1.8 2.7 2.7 2.9 3.9 4.6 3.0 3.7 3.9 3.9 2.1 1.9 2.8 3.0 1.2 1.3
6国際展開 3.3 2.7 3.6 2.4 2.4 2.4 3.8 2.9 3.6 3.2 0.8 0.5 1.3 1.3 1.8 1.6 1.4 1.2 0.9 0.7 1.4 1.5
7規制緩和 0.4 0.2 0.2 0.2 0.3 0.4 0.2 0.2 0.6 0.8 1.6 1.4 0.7 0.7 0.2 0.1 0.1 0.0 0.6 0.9 0.0 0.0
8規制強化 0.0 0.1 0.1 0.0 0.5 0.6 0.8 0.7 0.7 0.5 0.5 0.4 0.6 0.5 0.1 0.3 0.6 0.7 0.3 0.3 0.0 0.0
（1位の回答割合%）　灰色は3ポイント以上の変化を示した
＊項目ごとの1位に選ばれた回答割合(%)を示した
2006 2007 2006 2007 2006 2007 2006 2007 2006 2007 2006 2007 2006 2007 2006 2007 2006 2007 2006 2007 2006 2007
回答数 57 54 58 51 72 67 59 52 60 57 72 66 84 71 70 67 47 45 53 47 68 62
(%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%)
1人材育成 22.8 29.6 24.1 35.3 31.9 29.9 33.9 32.7 25.0 24.6 12.5 21.2 36.9 39.4 37.1 40.3 61.7 51.1 24.5 31.9 57.4 64.5
2産学官連携 8.8 11.1 1.7 5.9 9.7 11.9 10.2 13.5 15.0 21.1 22.2 15.2 11.9 9.9 7.1 6.0 6.4 11.1 32.1 23.4 8.8 6.5
3分野間連携 7.0 5.6 10.3 9.8 19.4 16.4 8.5 11.5 11.7 7.0 11.1 10.6 13.1 9.9 12.9 14.9 17.0 20.0 13.2 12.8 25.0 17.7
4基盤整備 21.1 18.5 27.6 27.5 13.9 13.4 10.2 7.7 5.0 5.3 13.9 12.1 8.3 8.5 11.4 10.4 2.1 4.4 7.5 8.5 7.4 9.7
5研究資金 15.8 16.7 10.3 7.8 8.3 10.4 8.5 11.5 11.7 10.5 26.4 28.8 16.7 19.7 21.4 17.9 4.3 6.7 13.2 12.8 0.0 0.0
6国際展開 21.1 16.7 24.1 11.8 11.1 11.9 23.7 17.3 23.3 21.1 2.8 1.5 4.8 4.2 8.6 9.0 4.3 0.0 5.7 2.1 1.5 1.6
7規制緩和 3.5 1.9 1.7 2.0 2.8 3.0 1.7 1.9 3.3 7.0 8.3 9.1 4.8 4.2 0.0 0.0 0.0 0.0 1.9 6.4 0.0 0.0
8規制強化 0.0 0.0 0.0 0.0 2.8 3.0 3.4 3.8 5.0 3.5 2.8 1.5 3.6 4.2 1.4 1.5 4.3 6.7 1.9 2.1 0.0 0.0
C04C03
4.研究開発基盤の整備
5.研究開発資金の拡充
6.国際展開の推進
7.関連する規制の緩和・廃止
8.関連する規制の強化・新設
C05
C05 廃棄物資源の国際流通に対応する有用物質利用と有害物質管理技術
C06 効率的にエネルギーを得るための地域に即したバイオマス利用技術
C07 健全な水循環を保ち自然と共生する社会の実現シナリオを設計する科学技術
C08 多種多様な生物からなる生態系を正確にとらえその保全・再生を実現する科学技術
C01 C02 C05C03
C01 C02
問３５．戦略重点科学技術の実現に向けて、現在、我が国で必要な取り組みは何ですか（3位まで選択）
1.人材育成と確保
2.産学官の連携強化
3.分野間の連携強化
C09 人文社会科学的アプローチにより化学物質リスク管理を社会に的確に普及する科学技術
C10 製品のライフサイクル全般を的確に評価し３Ｒに適した生産・消費システムを設計する科学技術
戦略重点科学技術
C06 C07
C11 人文社会科学と融合する環境研究のための人材育成
C01 人工衛星から二酸化炭素など地球温暖化と関係する情報を一気に観測する科学技術
C02 ポスト京都議定書に向けスーパーコンピュータを用いて21世紀の気候変動を正確に予測する科学技術
C03 地球温暖化がもたらすリスクを今のうちに予測し脱温暖化社会の設計を可能とする科学技術
C04 新規の物質への対応と国際貢献により世界を先導する化学物質のリスク評価管理技術
C04 C08 C09 C10 C11
C10 C11C06 C07 C08 C09
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（回答変更理由）
戦略重点
科学技術 自由記述 属性 専門度
1位 2位 3位 1位 2位 3位
C01 産業分野の注目度が少し低い。 6 4 1 6 2 3 大学 中
C01 資金を基盤研究へより充実させる必要。 1 5 4 1 4 5 公的 中
C01 前回は7として国連海洋法などを意識したが、現実的ではないので。 7 6 0 1 3 6 大学 中
C01 人材確保が最重要と感じる。 4 1 7 1 5 4 公的 中
C01 欧米との国際連携が鍵。 2 3 6 2 6 5 企業 小
C02 気候変動にからむ要因は多い。 1 4 5 1 3 6 大学 中
C02 成果の応用が必要。 1 4 3 1 5 3 公的 中
C02 本研究の進歩による。 5 1 3 3 1 4 公的 小
C03 急を要するため。 3 1 4 6 8 2 大学 小
C03 様々なデータ利用には規制緩和が必要。 3 0 0 3 2 7 大学 中
C04 カバーする範囲が広い→3。資金はかなり充分→5を削除。 6 5 2 6 3 2 大学 小
C05 産官の連携が必要。 3 0 0 2 3 0 大学 中
C06 きちんと考えられる人を育てる必要がある。 2 0 0 1 0 0 大学 中
C06 目標の明確化が重要。 4 2 6 4 5 2 公的 大
C06 何を開発するかの社会制度設計が先。 2 7 8 1 7 8 企業 大
C07 組織立って行う必要あり。 7 3 5 4 3 5 大学 大
C07 国内だけでは対応できない。 1 5 3 1 6 3 公的 小
C07 きちんと考えられる人を育てる必要がある。 3 1 0 1 0 0 大学 中
C07 特に官に意識改革が必要。実施には産官学の連携が重要。 5 4 3 5 2 4 大学 中
C08 全般的に力を入れるべき。 1 0 0 3 5 1 大学 大
C08 研究費がまったく不足、人材も。 5 4 1 5 1 3 公的 大
C08 海洋生態系の理解に関する基礎研究のための資金は不足していると思われ
る。
1 3 0 1 3 5 大学 中
C08 実現には官の意識改革が必要不可欠。 4 5 1 4 5 2 大学 大
C08 国際的な問題としての認識が高まりつつあるため。 1 4 3 1 4 6 大学 小
C09 欧州REACHに関係するため。 8 0 0 8 6 2 企業 大
C09 産学の連携が必要。 3 4 0 3 2 4 大学 中
C10 このとり組みは、産学官が総合的にとりくまないと進展しないことがわかった。 3 2 1 2 3 1 大学 中
C11 国をこえて議論する必要があることがわかってきたため。 4 1 2 4 2 6 公的 小
C11 競争的資金による研究では、このようなことをやる既存の研究者はなかなかい
ないことが明らかになったため。
2 3 5 1 2 3 大学 中
2006 2007
＊0は無回答を意味する
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（0低い⇔10高い）
2006 2007 2006 2007 － 0 +
C01 5.4 5.7 59 55 5 38 9 0.27
C02 6.5 6.6 60 52 3 40 8 0.22
C03 4.7 5.0 73 67 5 51 7 0.19
C04 4.6 4.9 58 53 3 43 4 0.14
C05 4.7 4.9 59 59 2 47 5 0.13
C06 5.1 5.0 72 69 6 50 7 0.21
C07 5.0 5.4 86 72 4 57 5 0.14
C08 4.7 4.8 71 68 3 58 3 0.09
C09 3.8 4.2 47 45 3 34 6 0.21
C10 5.4 5.4 57 48 1 38 6 0.16
C11 2.7 2.8 68 61 4 46 5 0.16
*「回答を変更した人数」は、2006年および2007年調査の両方に回答した者のみ
*変化率はプラスおよびマイナスに移動した人数を「回答を変更した人数」の合計で除した数
問３６．下記の戦略重点科学技術において、これらに関連する日本の研究の水準は、世界のトップ
国と比較してどうですか
C03 地球温暖化がもたらすリスクを今のうちに予測し脱温暖化社会の設計を可能とする科学技術
戦略重点科学技術
C09 人文社会科学的アプローチにより化学物質リスク管理を社会に的確に普及する科学技術
C01 人工衛星から二酸化炭素など地球温暖化と関係する情報を一気に観測する科学技術
C08 多種多様な生物からなる生態系を正確にとらえその保全・再生を実現する科学技術
C05 廃棄物資源の国際流通に対応する有用物質利用と有害物質管理技術
C06 効率的にエネルギーを得るための地域に即したバイオマス利用技術
C07 健全な水循環を保ち自然と共生する社会の実現シナリオを設計する科学技術
C04 新規の物質への対応と国際貢献により世界を先導する化学物質のリスク評価管理技術
C02 ポスト京都議定書に向けスーパーコンピュータを用いて21世紀の気候変動を正確に予測する科学技術
C10 製品のライフサイクル全般を的確に評価し３Ｒに適した生産・消費システムを設計する科学技術
C11 人文社会科学と融合する環境研究のための人材育成
回答者数 回答を変更した人数指数 変化率
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（回答変更理由）
戦略重点
科学技術
2006
調査
2007
調査
回答
変化 自由記述 属性 専門度
C01 2 4 2 近年のgeoss・温暖化研究の推進により上昇。 公的 中
C01 2 4 2 予算の配分があった。 大学 中
C01 3 4 1 衛星の成功率が最近安定してきた。 大学 小
C01 5 6 1 「地球温暖化」とは関係ない地球環境の把握を含める。 大学 大
C01 4 5 1 GOSATの着実な進展。 公的 中
C01 2 3 1 向上している。 大学 小
C01 3 4 1 日本は、非常に若手研究者が良い成果をあげてきたため。 大学 大
C01 5 4 -1 人工衛星打上げ失敗が多い。 大学 中
C01 4 3 -1 人的資源の投入が少なく、遅れはじめている。 公的 大
C01 4 3 -1 やはり使える人工衛星が少ない。 大学 小
C01 6 5 -1 やや技術面での不安がある。 公的 中
C02 2 4 2 前回回答は情報不足でした 大学 小
C02 3 5 2 IPCC第4次レポートへの貢献。 大学 小
C02 4 5 1 発展した。 公的 中
C02 3 4 1 地球シミュレーターの成果が急に出てきた。 大学 大
C02 4 5 1 IPCCの報告書でも、日本の成果はとりあげられるようになってきた。 大学 中
C03 2 4 2 研究者が増えた。 大学 大
C03 2 3 1 産業界で若干良くなったかな？ その 小
C03 3 4 1 環境省のプロジェクトで良い成果がでるようになり、日英協力が進め
られつつある。
大学 中
C03 3 2 -1 以前よりも弱くなっているように感じる。 大学 小
C03 5 4 -1 科学技術は相当に高いが、教え方が一歩後退していないか。 企業 中
C03 4 2 -2 欧米の研究進展が著しい。 大学 中
C04 4 5 1 研究資金も増えているようだ。 大学 小
C04 3 2 -1 以前よりも弱くなっているように感じる。 大学 小
C05 1 2 1 廃棄物の価値がでてきたため。 その 小
C06 3 4 1 近年研究が増加している。 大学 中
C06 2 3 1 一部の地域で取り組みが始まった。 大学 中
C06 3 4 1 木材チップ、雑草活用技術が進歩した。 大学 中
C06 3 2 -1 地理、風土、文化的困難性、エネルギーの社会的枠組とのバランス
の難しさ。
大学 大
C06 2 1 -1 社会的に意味のある方策となっていない。 大学 中
C06 5 2 -3 欧米が急進。 公的 大
C07 3 4 1 文科省や環境省の予算がふえ、若手の研究者が育成されつつあ
る。
大学 中
C07 4 3 -1 以前よりも弱くなっているように感じる。 大学 大
C07 5 4 -1 近年、やや停滞気味か。 公的 小
C08 5 3 -2 保全・再生を実現する科学技術は弱いと思う。 大学 大
C09 2 3 1 リスク研究に進展が見られる。 大学 小
C09 1 2 1 マスコミが良くなった。 その 中
C09 3 2 -1 以前よりも弱くなっているように感じる。 大学 小
C09 4 3 -1 ソフト面がおくれている。 大学 中
C11 2 3 1 我々のCOEのような取り組みで培われるようになった。 大学 大
C11 1 2 1 セカンドライフにおける取組に期待が持てる。 大学 中
C11 3 2 -1 以前よりも弱くなっているように感じる。 大学 大
C11 3 2 -1 分野間の連携が乏しい。 大学 小
C11 4 3 -1 ソフト面がおくれている。 大学 中
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(4) ナノ・材料
（0あまり活発ではない⇔10かなり活発である）
2006 2007 2006 2007 － 0 +
D01 6.9 6.6 87 85 3 71 5 0.10
D02 4.8 5.5 76 84 4 52 22 0.33
D03 6.1 6.2 95 98 6 76 9 0.16
D04 5.9 6.1 98 94 4 76 7 0.13
D05 6.9 6.9 76 79 3 64 5 0.11
D06 6.4 7.0 52 51 0 40 7 0.15
D07 4.2 4.6 71 64 3 48 7 0.17
D08 5.3 5.6 91 84 3 69 5 0.10
D09 6.5 6.9 88 84 2 67 8 0.13
D10 5.6 5.9 38 42 0 32 7 0.18
*「回答を変更した人数」は、2006年および2007年調査の両方に回答した者のみ
*変化率はプラスおよびマイナスに移動した人数を「回答を変更した人数」の合計で除した数
指数 回答者数
D06 超早期診断と低侵襲治療の実現と一体化を目指す先端的ナノバイオ・医療技術
D07 ナノテクノロジーの社会受容のための研究開発
D08 イノベーション創出拠点におけるナノテクノロジー実用化の先導革新研究開発
D09 ナノ領域最先端計測・加工技術
問３４．下記の戦略重点科学技術の実現につながるような研究は、現在、我が国では活発ですか
D01 クリーンなエネルギーの飛躍的なコスト削減を可能とする革新的材料技術
戦略重点科学技術
変化率
D02 資源問題解決の決定打となる希少資源・不足資源代替材料革新技術
D03 生活の安全・安心を支える革新的ナノテクノロジー・材料技術
D10 Ｘ線自由電子レーザーの開発・共用
D05 デバイスの性能の限界を突破する先端的エレクトロニクス
D04 イノベーション創出の中核となる革新的材料技術
回答を変更した人数
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（回答変更理由）
戦略重点
科学技術
2006
調査
2007
調査
回答
変化 自由記述 属性 専門度
D01 3 4 1 活発化してきた。 公的 小
D02 1 4 3 文科省、経済省プロジェクトのスタート。 大学 大
D02 2 5 3 新しい国プロが文科省・経産省でスタートしました。 企業 中
D02 2 5 3 新しいプロジェクトが発足したので。 大学 小
D02 2 4 2 戦略重点課題としてとりあげられている。 大学 小
D02 3 5 2 資源に対する戦略的なプロジェクトが認められた。 大学 大
D02 2 3 1 現在活性化しつつあるテーマから活発化しつつあると考えた。 大学 小
D02 3 4 1 最近のプロジェクト推進による効果。 大学 大
D02 4 5 1 プロジェクトが動いているようだから。 大学 小
D02 3 4 1 元素戦略プロジェクト。 大学 大
D02 3 4 1 活発化してきた。 公的 小
D02 4 5 1 重要性が認識されてきた。 大学 中
D02 4 5 1 テーマが具体化し、実行されるようになっている。 大学 中
D02 3 4 1 関連の大型研究プロジェクトがスタートしたため。 大学 中
D02 3 1 -2 自分のまわりでは発展性のあるテーマが見つからない。Ex.核融
合、石油。
大学 中
D03 3 5 2 ナノテク評価がすすむ。 大学 大
D03 5 6 1 安全、安心をおびやかす要因が目だちはじめたゆえに。 大学 大
D03 4 5 1 安全、安心への意識が高まっている。 大学 小
D03 5 4 -1 他のプロジェクトの影響を受けている。 大学 大
D03 3 2 -1 地震対策を考えた場合、理学分野と工学や人文系分野の連携が
不充分。
企業 中
D04 4 3 -1 少なくとも大学においてChallengingな研究の取り組みは少ない。 大学 中
D04 4 3 -1 若手のチャレンジ精神の欠如。 大学 中
D05 2 5 3 多結晶Si、ＣＵＤダイアモンド、塗布型ＴＦＴ。 企業 大
D05 4 5 1 オプトエレクトロニクスの進展。 大学 中
D05 3 4 1 窒化物半導体への注力。 企業 中
D05 6 2 -4 中国、韓国ほどの活性がない。 大学 小
D06 4 5 1 学会等での発表が目立つようになってきた。 企業 小
D07 3 5 2 意識の変革。環境など。 企業 中
D07 3 4 1 多くの人々に理解されつつあるから。 その 小
D07 4 5 1 プロジェクト研究がおこなわれていると聞いたため。 大学 小
D07 5 1 -4 ナノ社会受容の交付金の配分が適切に行なわれているかどうか
疑問です。
公的 大
D08 2 4 2 箱モノ主義だが、中身がついていってない。 企業 中
D08 2 3 1 重点化が進みつつある。 大学 小
D08 4 5 1 企業での応用あるいは実用化研究が活性化されつつあると思う。 大学 大
D09 2 4 2 予算の投下による。 大学 大
D09 4 6 2 大変活性化しつつある。 大学 大
D09 4 5 1 新聞報道が多いから。 その 中
D09 2 3 1 多少認識を深めた。 大学 中
D09 5 6 1 先端計測法開発の基礎研究が活発。 大学 大
D09 4 3 -1 相対的に低下した印象。 大学 小
D10 3 5 2 SP８XFELの成功。 大学 中
D10 4 6 2 本格的な実験研究が開始された。 大学 大
D10 2 4 2 次第に活発化。 大学 小
D10 3 4 1 プロジェクトたちあがった。 大学 小
D10 3 4 1 実用が見えてきた。 大学 大
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（指数値）　灰色は0.3ポイント以上の変化を示した
＊項目ごとの回答割合を順位（1位、2位、3位で3点、2点、1点）で重みづけをし、全項目の合計点数を１０点満点として示した
2006 2007 2006 2007 2006 2007 2006 2007 2006 2007 2006 2007 2006 2007 2006 2007 2006 2007 2006 2007
1人材育成 5.1 5.1 6.0 5.2 5.9 5.3 6.0 5.9 4.8 4.5 5.7 5.2 5.2 5.2 5.5 4.9 5.8 5.5 5.0 4.9
2産学官連携 4.0 3.9 3.0 3.6 3.3 3.1 2.3 2.0 4.3 4.2 2.1 2.3 4.0 3.4 4.1 4.0 2.9 2.9 1.5 2.8
3分野間連携 3.1 3.1 3.0 2.7 3.2 3.8 3.0 3.1 2.7 2.7 4.4 4.8 2.4 2.8 2.6 3.0 3.5 3.6 3.3 2.0
4基盤整備 2.3 2.7 2.2 2.9 2.8 3.3 3.5 3.6 3.6 3.5 1.8 2.3 2.0 2.9 3.3 3.7 2.8 3.1 4.2 4.0
5研究資金 2.8 2.9 3.0 3.3 3.0 3.1 4.0 4.0 3.3 3.9 3.2 2.7 1.8 1.6 2.9 2.6 4.0 4.1 3.6 4.2
6国際展開 0.9 0.9 1.7 1.6 0.8 0.5 0.6 0.7 1.0 0.9 0.7 0.9 1.9 1.7 0.9 1.0 0.9 0.8 2.3 1.9
7規制緩和 1.4 1.1 0.6 0.4 0.7 0.6 0.5 0.6 0.2 0.4 1.9 1.6 1.8 1.6 0.7 0.8 0.1 0.1 0.2 0.2
8規制強化 0.3 0.2 0.5 0.3 0.4 0.4 0.0 0.0 0.0 0.0 0.2 0.3 0.8 0.8 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
（1位の回答割合%）　灰色は3ポイント以上の変化を示した
＊項目ごとの1位に選ばれた回答割合(%)を示した
2006 2007 2006 2007 2006 2007 2006 2007 2006 2007 2006 2007 2006 2007 2006 2007 2006 2007 2006 2007
回答数 82 83 74 79 93 94 93 91 70 75 49 47 68 60 85 78 83 79 34 40
(%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%)
1人材育成 37.8 37.3 45.9 38.0 45.2 36.2 47.3 42.9 31.4 24.0 44.9 38.3 33.8 36.7 40.0 33.3 42.2 36.7 32.4 32.5
2産学官連携 22.0 18.1 12.2 17.7 12.9 10.6 9.7 7.7 22.9 22.7 2.0 4.3 20.6 13.3 20.0 21.8 10.8 8.9 0.0 10.0
3分野間連携 13.4 15.7 13.5 12.7 14.0 21.3 14.0 15.4 11.4 8.0 26.5 29.8 11.8 11.7 8.2 14.1 18.1 20.3 17.6 5.0
4基盤整備 8.5 13.3 9.5 13.9 9.7 13.8 11.8 13.2 14.3 20.0 6.1 14.9 8.8 18.3 15.3 20.5 9.6 13.9 29.4 22.5
5研究資金 11.0 10.8 10.8 13.9 11.8 13.8 15.1 17.6 15.7 22.7 10.2 4.3 7.4 6.7 11.8 5.1 19.3 20.3 11.8 20.0
6国際展開 1.2 1.2 5.4 3.8 1.1 0.0 0.0 1.1 2.9 1.3 0.0 0.0 5.9 1.7 1.2 1.3 0.0 0.0 8.8 10.0
7規制緩和 4.9 3.6 1.4 0.0 2.2 2.1 2.2 2.2 1.4 1.3 8.2 6.4 7.4 6.7 3.5 3.8 0.0 0.0 0.0 0.0
8規制強化 1.2 0.0 1.4 0.0 3.2 2.1 0.0 0.0 0.0 0.0 2.0 2.1 4.4 5.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
4.研究開発基盤の整備
戦略重点科学技術
D06
5.研究開発資金の拡充
6.国際展開の推進
7.関連する規制の緩和・廃止
8.関連する規制の強化・新設
D02 資源問題解決の決定打となる希少資源・不足資源代替材料革新技術
D04 イノベーション創出の中核となる革新的材料技術
D02 D03D01
D01 D02 D05D03 D04
D04 D05
D01 クリーンなエネルギーの飛躍的なコスト削減を可能とする革新的材料技術
D10 Ｘ線自由電子レーザーの開発・共用
D07 ナノテクノロジーの社会受容のための研究開発
D09 ナノ領域最先端計測・加工技術
D05 デバイスの性能の限界を突破する先端的エレクトロニクス
D06 超早期診断と低侵襲治療の実現と一体化を目指す先端的ナノバイオ・医療技術
D08 イノベーション創出拠点におけるナノテクノロジー実用化の先導革新研究開発
D03 生活の安全・安心を支える革新的ナノテクノロジー・材料技術
問３５．戦略重点科学技術の実現に向けて、現在、我が国で必要な取り組みは何ですか（3位まで選択）
1.人材育成と確保
2.産学官の連携強化
3.分野間の連携強化
D08 D09 D10
D06 D07 D08 D09 D10
D07
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（回答変更理由）
戦略重点
科学技術 自由記述 属性 専門度
1位 2位 3位 1位 2位 3位
D01 基礎から応用までをカバーする人材の育成が急務。 3 2 4 1 5 2 大学 大
D01 戦略的な資金投入があまり見えてこない。 1 5 2 5 1 2 公的 大
D01 やはり人材育成です。 2 5 3 1 5 3 その他 小
D01 日本のみの研究では限界が見える。世界的な問題である。 3 5 8 3 6 8 大学 中
D01 開発スピードの加速を要する。 1 6 2 2 3 7 企業 中
D01 シーズ技術要。 7 4 5 1 4 5 企業 大
D02 一段の資金投入が必要。 1 2 3 1 5 2 大学 大
D02 5は達成された。 1 5 4 1 2 4 大学 大
D02 D01と同じように考えられるから。 1 2 4 1 5 6 大学 小
D02 日本のみの研究では限界が見える。世界的な問題である。 2 3 8 2 6 8 大学 小
D02 元素戦略プロジェクトの強化。 6 0 0 5 3 1 大学 大
D02 産の協力が期待できない（現状）。 3 5 1 2 5 1 大学 大
D03 一段の資金投入が必要。 3 2 4 3 1 2 大学 大
D03 5は達成された。 1 2 3 1 5 3 大学 大
D03 D01と同じように考えられるから。 1 4 7 1 4 7 大学 小
D03 日本のみの研究では限界が見える。世界的な問題である。 1 0 0 3 4 7 大学 大
D03 元素戦略プロジェクトの強化。 4 0 0 4 5 0 大学 大
D03 産の協力が期待できない（現状）。 3 2 5 3 2 5 大学 中
D04 研究者構成の変化等があり。基盤整備が必要。 4 5 3 4 3 1 大学 中
D04 予算を減らさないように。 1 4 2 1 4 5 大学 大
D04 材料開発上②と同じ問題をかかえている。 4 5 1 5 3 6 大学 大
D04 多面的価値観の統合が必要。 1 3 4 1 3 4 大学 中
D04 先端技術の応用を阻害する規格の改定促進。 1 4 5 1 4 5 企業 中
D04 分野間連携の重要性を再認識。 4 5 2 4 5 3 企業 小
D05 プロジェクト資金の増額が必要。 3 2 6 5 3 1 大学 中
D05 世界からみると、資金面でも不足しているように思える。 2 5 3 2 5 3 大学 小
D05 予算を減らさないように。 1 3 2 1 3 2 大学 中
D05 材料開発上②と同じ問題をかかえている。 4 6 1 4 6 1 大学 小
D05 革新的材料は開発が難しく、分野間の連携がかかせないから。 1 2 6 1 2 5 大学 小
D07 倫理的な検討の必要性。 2 7 1 1 5 7 企業 中
D07 臨床試験の規制緩和、期間短縮等。 1 3 2 1 3 2 公的 小
D08 社会受容性を考えるもととなる規制がない状態。これでは、促進できない。 3 1 2 3 1 2 企業 小
D08 資金をかけて重点化すべき。 1 2 3 1 2 3 企業 小
D08 人文分野も含めた広い分野の連携、国際連携の重要性大。 5 4 1 2 7 4 企業 小
D09 研究基盤整備が遅れている。 4 5 6 1 4 5 大学 小
D09 実用化には、産官学連携強化や規制緩和が重要。 4 2 3 3 2 4 企業 小
D10 人材の確保が必要。 4 2 6 4 1 5 大学 小
D10 分野間連携が必須。 4 2 1 5 2 6 企業 小
2006 2007
＊0は無回答を意味する
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（0低い⇔10高い）
2006 2007 2006 2007 － 0 +
D01 6.9 6.8 81 84 4 68 5 0.12
D02 5.6 5.6 73 81 5 60 8 0.18
D03 6.0 6.1 94 96 4 77 8 0.13
D04 6.1 6.2 95 92 0 78 6 0.07
D05 7.0 6.9 71 75 4 59 5 0.13
D06 5.6 5.5 50 50 1 42 2 0.07
D07 4.2 4.5 69 62 3 47 7 0.18
D08 5.1 5.4 86 81 2 66 6 0.11
D09 6.4 6.5 83 82 3 63 8 0.15
D10 5.6 5.7 36 41 0 30 7 0.19
*「回答を変更した人数」は、2006年および2007年調査の両方に回答した者のみ
*変化率はプラスおよびマイナスに移動した人数を「回答を変更した人数」の合計で除した数
問３６．下記の戦略重点科学技術において、これらに関連する日本の研究の水準は、世界のトップ
国と比較してどうですか
変化率
D06 超早期診断と低侵襲治療の実現と一体化を目指す先端的ナノバイオ・医療技術
D07 ナノテクノロジーの社会受容のための研究開発
D08 イノベーション創出拠点におけるナノテクノロジー実用化の先導革新研究開発
D04 イノベーション創出の中核となる革新的材料技術
D05 デバイスの性能の限界を突破する先端的エレクトロニクス
回答者数 回答を変更した人数
D09 ナノ領域最先端計測・加工技術
指数
D10 Ｘ線自由電子レーザーの開発・共用
戦略重点科学技術
D03 生活の安全・安心を支える革新的ナノテクノロジー・材料技術
D01 クリーンなエネルギーの飛躍的なコスト削減を可能とする革新的材料技術
D02 資源問題解決の決定打となる希少資源・不足資源代替材料革新技術
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（回答変更理由）
戦略重点
科学技術
2006
調査
2007
調査
回答
変化 自由記述 属性 専門度
D01 5 4 -1 特に欧州の進展が著しい。 大学 大
D02 3 5 2 具体的に動き出した。 大学 中
D02 4 6 2 プロジェクトが本格化した。 大学 中
D02 3 4 1 プロジェクト資金投入効果。 大学 大
D02 2 3 1 この技術の重要性が認識されてきつつある。 大学 中
D02 5 4 -1 口でいう程真剣とは思えない。 大学 小
D03 5 6 1 プロジェクトが本格化した。 大学 大
D03 5 4 -1 ナノテクノロジーの免震への応用などもっと進めるべき。 大学 中
D03 6 4 -2 「生活の安心」という価値は、多様、多面的であり判断が難しい。 大学 中
D04 3 4 1 新しい視点が増加傾向にある。 大学 中
D04 3 4 1 新素材の開発が見られるから。 その他 中
D04 2 3 1 少し良くなった感がある。 大学 大
D05 4 5 1 企業間協力が進んでいる。 大学 小
D06 2 4 2 実用研究、ビジネスモデルが弱い。 企業 小
D07 1 4 3 戦略重点科学技術に組み込まれ成果が出始めている。 大学 中
D07 3 4 1 国民の意識が高まってきている。 その他 小
D07 4 3 -1 研究者が希少金属対策に移行している。 大学 中
D07 3 1 -2 米国が最も進んでおり、金を投入しています。 公的 大
D08 2 4 2 戦略重点科学技術に組み込まれ成果が出始めている。 大学 大
D09 1 3 2 予算の投下開始の成果。 大学 大
D09 3 4 1 高くなっている。 大学 大
D09 5 6 1 良い研究課題が走りはじめた。 大学 大
D09 3 4 1 JSTの効果が出始めている。 大学 大
D09 5 3 -2 ナノ計測が高い技術水準にあるとは考えられません。 公的 大
D10 3 6 3 良い研究論文が出はじめた。 大学 大
D10 2 4 2 実用化に期待。 大学 大
D10 4 5 1 開発の進展。 大学 小
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(5) エネルギー
（0あまり活発ではない⇔10かなり活発である）
2006 2007 2006 2007 － 0 +
E01 4.8 4.8 58 62 4 45 7 0.20
E02 5.8 5.8 56 61 2 46 6 0.15
E03 6.3 6.6 61 60 3 46 5 0.15
E04 5.9 5.9 64 63 2 48 7 0.16
E05 7.3 7.3 76 70 3 52 10 0.20
E06 6.3 6.5 53 54 2 42 6 0.16
E07 6.9 6.7 81 76 4 60 6 0.14
E08 7.0 6.7 70 69 6 51 7 0.20
E09 5.6 5.8 63 68 4 49 10 0.22
E10 5.2 5.1 56 59 5 41 6 0.21
E11 4.9 5.0 51 44 3 30 7 0.25
E12 5.3 5.2 51 50 2 42 4 0.13
E13 5.4 5.7 49 44 2 29 10 0.29
E14 5.9 6.2 45 44 6 30 6 0.29
*「回答を変更した人数」は、2006年および2007年調査の両方に回答した者のみ
*変化率はプラスおよびマイナスに移動した人数を「回答を変更した人数」の合計で除した数
E11 安全性・経済性に優れ世界に普及する次世代軽水炉の実用化技術
E12 高レベル放射性廃棄物等の処分実現に不可欠な地層処分技術
E05 石油を必要としない新世代自動車の革新的中核技術
E06 石油に代わる自動車用新液体燃料(GTL)の最先端製造技術
E07先端燃料電池システムと安全な革新的水素貯蔵・輸送技術
E08 太陽光発電を世界に普及するための革新的高効率化・低コスト化技術
E09 電源や利用形態の制約を克服する高性能電力貯蔵技術
E10 クリーン・高効率で世界をリードする石炭ガス化技術
問３４．下記の戦略重点科学技術の実現につながるような研究は、現在、我が国では活発ですか
指数
E14 国際協力で拓く核融合エネルギー：ITER計画
戦略重点科学技術
E02 実効性のある省エネ生活を実現する先進的住宅・建築物関連技術
E01 エネルギーの面的利用で飛躍的な省エネの街を実現する都市システム技術
E03 便利で豊かな省エネ社会を実現する先端高性能汎用デバイス技術
E04 究極の省エネ工場を実現する革新的素材製造プロセス技術
E13 長期的なエネルギーの安定供給を確保する高速増殖炉(FBR)サイクル技術
回答者数 回答を変更した人数 変化率
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（回答変更理由）
戦略重点
科学技術
2006
調査
2007
調査
回答
変化 自由記述 属性 専門度
E01 2 4 2 エネルギー利用の観点から研究開発が増加するトレンドがある。 企業 小
E01 2 1 -1 政府の姿勢が全くあいまいである。強い意思を感じない。 大学 大
E02 3 4 1 住宅設計に多様性が増している。 大学 小
E02 4 3 -1 進展しつつある。 大学 大
E02 5 2 -3 夢物語が多く現実的でない話題に社会があまりあてにしなくなった。 大学 小
E03 2 3 1 ユビキタスの概念が、普及しつつある。 大学 中
E04 5 6 1 資金が増えたため。 大学 中
E04 3 4 1 生産現場において、技術的な努力が増えてきているのではないか。 大学 中
E04 4 5 1 水素製鉄への注力。 大学 小
E05 2 4 2 プラグインハイブリッドをはじめ、かなり活発化してきていると判断される。 大学 小
E05 3 5 2 バイオエタノールブームの影響と思われる 大学 小
E05 4 5 1 日本の自動車産業界の努力にもよる。 大学 大
E05 5 6 1 自動車業界の活性化。 大学 大
E05 4 5 1 石油価格の高騰により、注目度が上がっている。 大学 小
E05 4 5 1 ハイブリッド車や電気自動車の実用化が進んできた。 公的 小
E05 4 5 1 ガソリン価格上昇により研究が活発化している。 大学 中
E05 3 2 -1 目先の技術のみ研究しており、革新的でない。 大学 大
E05 5 1 -4 夢からさめてきた社会。技術者の「ホラ」に産業界がまどわされなくなった。 大学 中
E06 3 5 2 石油価格の高騰により、注目度が上がっている。 大学 小
E06 3 5 2 バイオエタノールブームの影響と思われる。 大学 小
E06 3 4 1 大きなPJも遅まきながら始まりました。 大学 中
E06 5 3 -2 夢からさめてきた社会。技術者の「ホラ」に産業界がまどわされなくなった。 大学 大
E07 4 5 1 “Back to the Basic”で再度基本に戻った研究開発が実施されている。 大学 中
E07 4 5 1 ガソリン価格上昇により研究が活発化している。 大学 小
E07 5 4 -1 水素エネルギー社会への期待が少し下がっている。 その 中
E07 4 3 -1 多少、投資と期待が低下した感がある。 大学 大
E07 6 2 -4 夢からさめてきた社会。技術者の「ホラ」に産業界がまどわされなくなった。 大学 中
E08 5 6 1 世界トップ生産。大規模実証プロジェクト。 大学 小
E08 4 5 1 国民的な関心があることが底辺にある。 大学 小
E08 4 5 1 重要性が高まっている。 大学 大
E08 3 4 1 新しい太陽電池が出てきている 大学 中
E08 4 5 1 良くなってきていると認識している。 大学 小
E08 5 4 -1 昨年より技術成果の報道が減っているように感じる。（医療関係が多くなったために相対的に減っているだけかもしれない） 大学 小
E08 5 4 -1 コスト低下はスローダウン。 大学 小
E08 5 2 -3 夢からさめてきた社会。技術者の「ホラ」に産業界がまどわされなくなった。 大学 小
E09 2 4 2 最近進んでいる。 企業 小
E09 2 4 2 トレンドである。 企業 中
E09 3 5 2 蓄電技術開発が自動車分野中心に活性化しつつある。 企業 中
E09 4 5 1 必要性が増した。 企業 大
E09 4 5 1 重要性が高まっている。 大学 大
E09 3 4 1 ハイブリッド車や電気自動車の実用化が進んできた。 公的 小
E09 5 4 -1 無機イオンの酸化還元ではなく、有機物を研究の対象とするべきだと思います。 公的 大
E09 5 2 -3 夢からさめてきた社会。技術者の「ホラ」に産業界がまどわされなくなった。 大学 小
E10 2 4 2 石油に代わって石炭に新たに注目されるようになり、技術開発も活発になってきていると判断。 大学 小
E10 2 4 2 最近進展あり。 企業 小
E10 4 5 1 石油活性化センター等の国プロ。 大学 小
E10 4 5 1 昨年の記述は誤りと思う。訂正したい。 公的 小
E10 4 3 -1 PJは始まるものの技術の実用化への道筋は見えません。 大学 大
E10 3 2 -1 液化の方にシフトしている。 大学 小
E10 4 2 -2 夢からさめてきた社会。技術者の「ホラ」に産業界がまどわされなくなった。 大学 中
E11 3 5 2 世界的な原子力ルネサンス耐震対策。 公的 小
E11 3 5 2 業界再編、環境変化。 大学 小
E11 4 5 1 国プロジェクトが始まろうとしている。 その 小
E11 3 4 1 次世代に向けて動きがある。 企業 大
E11 3 4 1 国の資金が増大した。 その 小
E11 3 4 1 研究の方向性が明確になり活性化。 大学 小
E11 4 2 -2 経産業が資金投入する本件は、計画を見ると燃料・耐震を除き、安全性/熱水力研究は、昔の研究の焼き直しで、メーカーは資
金がもらえるならやるという態度で税金の二重投資が無駄使いになる。
企業 大
E12 2 4 2 処分候補地公募が進まない問題。 公的 中
E12 4 5 1 順調に進められている。 大学 中
E12 3 4 1 研究の方向性が明確になり活性化。 大学 小
E13 2 4 2 原子力ルネサンスオイルピーク。 公的 大
E13 3 5 2 最近大きな進展あり。 企業 中
E13 4 6 2 ようやく動き出してきた。 大学 中
E13 4 5 1 もんじゅの再開。 大学 大
E13 2 3 1 活発化していると思う。 大学 小
E13 4 5 1 「もんじゅ」の再稼動への準備が進みつつある。 大学 中
E13 4 5 1 GNEPやGEN－IVなどの国際協力が高まっている。 公的 大
E13 4 5 1 国の資金、研究体制が強化された。 その 大
E13 4 5 1 国の計画見直しにより注目されるようになったと思われる。 企業 小
E13 3 4 1 国の予算増等の動きがあった。 企業 中
E14 3 5 2 進んでいる。施設建設の動きもある。 企業 小
E14 2 3 1 活発化したように思う。 大学 小
E14 3 4 1 計画の進展。 公的 小
E14 3 4 1 ヨーロッパでの実験など実施体制が整いつつあり以前より活発になったと思われる。 企業 小
E14 4 5 1 積極的な方針が見えてきた。 大学 小
E14 5 4 -1 あゆみがおそい。 大学 大
E14 5 4 -1 核融合の研究が減っていると感じる。 大学 小
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（指数値）　灰色は0.3ポイント以上の変化を示した
＊項目ごとの回答割合を順位（1位、2位、3位で3点、2点、1点）で重みづけをし、全項目の合計点数を１０点満点として示した
2006 2007 2006 2007 2006 2007 2006 2007 2006 2007 2006 2007 2006 2007 2006 2007 2006 2007 2006 2007
1人材育成 3.2 3.0 2.9 3.1 4.2 3.9 4.1 4.3 3.2 3.4 2.9 3.2 3.9 4.0 3.0 3.3 3.6 3.6 3.2 3.6
2産学官連携 3.8 3.9 4.3 3.7 4.9 4.6 4.4 4.0 4.5 3.8 5.2 3.5 3.4 3.8 3.7 3.6 3.4 3.3 3.8 2.9
3分野間連携 3.7 3.7 3.9 3.7 2.6 3.0 2.4 2.5 2.2 2.8 1.5 2.8 2.6 2.8 3.1 2.7 2.8 2.7 3.2 2.7
4基盤整備 2.2 2.0 1.9 1.8 3.3 2.8 3.3 2.3 3.1 2.6 2.6 2.9 2.6 2.8 3.0 2.5 3.7 3.2 3.6 3.9
5研究資金 2.6 2.7 2.1 2.4 3.6 3.9 3.9 4.8 3.4 3.9 4.1 4.2 4.6 4.2 3.8 4.2 3.9 4.2 4.2 4.6
6国際展開 0.1 0.4 0.4 0.4 0.5 0.7 0.4 0.5 1.0 0.8 1.5 1.1 1.1 0.7 2.1 1.9 0.5 0.4 0.8 0.9
7規制緩和 3.6 3.6 3.9 4.2 0.9 0.8 1.1 1.5 1.8 1.9 1.9 1.8 1.3 1.2 0.9 1.5 1.8 2.3 0.9 1.4
8規制強化 0.8 0.9 0.6 0.8 0.0 0.2 0.4 0.2 0.7 0.7 0.2 0.3 0.6 0.5 0.4 0.3 0.4 0.4 0.2 0.1
2006 2007 2006 2007 2006 2007 2006 2007
1人材育成 4.8 5.0 4.6 5.1 4.7 5.3 4.9 5.9
2産学官連携 3.6 3.2 3.3 3.1 3.4 2.9 1.7 1.9
3分野間連携 2.1 2.0 1.7 1.8 1.2 1.0 2.1 1.7
4基盤整備 2.3 2.3 3.5 2.8 3.9 3.7 2.4 2.5
5研究資金 3.3 3.2 2.1 2.2 3.5 3.9 3.0 3.1
6国際展開 2.2 2.6 1.5 1.3 3.0 2.4 5.7 4.6
7規制緩和 1.4 1.5 2.5 3.1 0.5 0.8 0.1 0.3
8規制強化 0.4 0.2 0.7 0.6 0.0 0.0 0.1 0.0
（1位の回答割合%）　灰色は3ポイント以上の変化を示した
＊項目ごとの1位に選ばれた回答割合(%)を示した
2006 2007 2006 2007 2006 2007 2006 2007 2006 2007 2006 2007 2006 2007 2006 2007 2006 2007 2006 2007
回答数 55 61 53 58 56 57 58 57 70 65 51 49 78 74 63 62 58 63 51 54
(%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%)
1人材育成 23.6 19.7 17.0 15.5 25.0 17.5 24.1 28.1 21.4 24.6 17.6 20.4 24.4 25.7 14.3 17.7 20.7 22.2 15.7 20.4
2産学官連携 16.4 18.0 22.6 20.7 25.0 28.1 13.8 14.0 21.4 18.5 33.3 20.4 11.5 17.6 14.3 16.1 15.5 12.7 21.6 13.0
3分野間連携 18.2 14.8 15.1 10.3 10.7 12.3 13.8 12.3 2.9 9.2 0.0 10.2 11.5 9.5 9.5 6.5 13.8 7.9 7.8 5.6
4基盤整備 5.5 8.2 5.7 5.2 16.1 10.5 19.0 8.8 15.7 9.2 11.8 8.2 12.8 14.9 19.0 12.9 22.4 19.0 21.6 20.4
5研究資金 7.3 6.6 9.4 10.3 19.6 24.6 22.4 26.3 21.4 21.5 23.5 26.5 26.9 20.3 22.2 27.4 20.7 25.4 25.5 31.5
6国際展開 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 1.7 1.8 2.9 3.1 5.9 2.0 3.8 2.7 14.3 11.3 0.0 1.6 2.0 1.9
7規制緩和 23.6 26.2 26.4 32.8 3.6 5.3 3.4 8.8 10.0 9.2 5.9 10.2 5.1 5.4 3.2 6.5 5.2 9.5 5.9 7.4
8規制強化 5.5 6.6 3.8 5.2 0.0 1.8 1.7 0.0 4.3 4.6 2.0 2.0 3.8 4.1 3.2 1.6 1.7 1.6 0.0 0.0
2006 2007 2006 2007 2006 2007 2006 2007
回答数 47 44 47 50 44 43 39 43
(%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%)
1人材育成 31.9 38.6 29.8 36.0 27.3 34.9 25.6 37.2
2産学官連携 21.3 13.6 21.3 18.0 15.9 9.3 7.7 7.0
3分野間連携 8.5 4.5 4.3 4.0 2.3 2.3 2.6 2.3
4基盤整備 4.3 6.8 17.0 10.0 20.5 14.0 2.6 4.7
5研究資金 14.9 13.6 4.3 8.0 15.9 23.3 15.4 16.3
6国際展開 12.8 11.4 2.1 2.0 15.9 11.6 46.2 32.6
7規制緩和 6.4 9.1 19.1 20.0 2.3 4.7 0.0 0.0
8規制強化 0.0 2.3 2.1 2.0 0.0 0.0 0.0 0.0
E10
E06 E07 E08 E09 E10
E06 E07 E08 E09
問３５．戦略重点科学技術の実現に向けて、現在、我が国で必要な取り組みは何ですか（3位まで選択）
1.人材育成と確保
2.産学官の連携強化
3.分野間の連携強化
E07先端燃料電池システムと安全な革新的水素貯蔵・輸送技術
E12 高レベル放射性廃棄物等の処分実現に不可欠な地層処分技術
E13 長期的なエネルギーの安定供給を確保する高速増殖炉(FBR)サイクル技術
E14 国際協力で拓く核融合エネルギー：ITER計画
E08 太陽光発電を世界に普及するための革新的高効率化・低コスト化技術
E09 電源や利用形態の制約を克服する高性能電力貯蔵技術
E10 クリーン・高効率で世界をリードする石炭ガス化技術
E11 安全性・経済性に優れ世界に普及する次世代軽水炉の実用化技術
E03 便利で豊かな省エネ社会を実現する先端高性能汎用デバイス技術
E11 E12
E01
E14
E04 究極の省エネ工場を実現する革新的素材製造プロセス技術
E05 石油を必要としない新世代自動車の革新的中核技術
E06 石油に代わる自動車用新液体燃料(GTL)の最先端製造技術
E01 E02
E14E11 E12 E13
E03 E04 E05
E02 E04 E05
E13
E03
4.研究開発基盤の整備
5.研究開発資金の拡充
6.国際展開の推進
7.関連する規制の緩和・廃止
8.関連する規制の強化・新設
戦略重点科学技術
E01 エネルギーの面的利用で飛躍的な省エネの街を実現する都市システム技術
E02 実効性のある省エネ生活を実現する先進的住宅・建築物関連技術
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（回答変更理由）
戦略重点
科学技術 自由記述 属性 専門度
1位 2位 3位 1位 2位 3位
E01 エネルギー問題については特効薬がないことを認識することが重要である。 1 3 7 5 4 1 大学 小
E01 エネルギーの課税見直し必要。 4 5 7 4 5 8 企業 小
E01 規制緩和はある程度進んだ。 2 3 7 2 3 1 大学 大
E01 基礎研究者に対する資金の不足感がある。 7 8 3 7 5 3 企業 小
E01 課徴金など政策誘導が必要。 8 4 2 8 4 2 大学 大
E02 エネルギー問題については特効薬がないことを認識することが重要である。 7 3 1 5 4 1 大学 小
E02 資金がなければ、人材は育たないため。 7 1 2 7 5 1 公的 大
E02 規制緩和はある程度進んだ。 2 3 7 2 3 1 大学 小
E02 基礎研究者に対する資金の不足感がある。 7 8 3 7 5 3 企業 小
E02 課徴金など政策誘導が必要。 1 2 0 8 7 2 大学 小
E03 エネルギー問題については特効薬がないことを認識することが重要である。 1 4 5 5 4 1 大学 小
E03 規制緩和はある程度進んだ。 2 3 7 2 3 7 大学 大
E03 前回より資金は充実したと考える。人材のさらなる確保が必要。 5 2 4 1 2 5 大学 小
E04 エネルギー問題については特効薬がないことを認識することが重要である。 4 2 5 5 4 1 大学 小
E04 産学の協力がもっと必要である。 4 5 2 4 2 5 大学 小
E04 人材不足。 8 5 1 1 5 8 企業 小
E04 前回より資金は充実したと考える。人材のさらなる確保が必要。 5 2 4 1 2 5 大学 中
E05 エネルギー問題については特効薬がないことを認識することが重要である。 4 2 1 5 4 1 大学 中
E05 電気自動車（プラグインハイブリッド含む）への期待の増加。 4 3 2 5 3 2 無回 中
E05 産学の連携による、大学での研究をもっと利用すべきである。 1 2 4 2 1 4 大学 大
E05 規制の見直しが必要。 8 6 1 8 7 1 企業 中
E05 規正のレベルに達していないようである。 4 1 0 1 3 5 大学 小
E05 実用技術段階に移り、産学官連携が重要になる。 1 2 5 2 3 7 大学 大
E06 エネルギー問題については特効薬がないことを認識することが重要である。 5 1 2 5 4 1 大学 大
E06 化石エネルギーへの課税強化要。 3 7 6 3 8 6 企業 小
E06 ブラジル等とも連携すると良いと思う。 5 0 0 5 6 0 大学 小
E06 人材の確保が重要になる。 2 5 4 1 2 5 大学 大
E07 エネルギー問題については特効薬がないことを認識することが重要である。 5 1 2 5 4 1 大学 中
E07 研究の進展。 5 2 4 5 2 7 無回 大
E07 実用技術段階に移り、産学官連携が重要になる。 1 5 2 2 3 7 大学 大
E08 エネルギー問題については特効薬がないことを認識することが重要である。 7 3 4 5 4 1 大学 小
E08 研究の進展。 4 5 3 5 3 7 無回 小
E08 新材料開発のため化学系の分野との連携強化が必要である。 5 1 2 3 1 2 大学 小
E08 ドイツなどに対抗するための世界戦略が大切。 8 5 2 6 5 2 大学 大
E08 電力業界の消極的姿勢と厳しすぎる規制。補助金の減少。 2 3 6 7 3 2 大学 大
E09 エネルギー問題については特効薬がないことを認識することが重要である。 4 2 1 5 4 1 大学 小
E09 研究の進展。 2 4 7 2 5 7 無回 中
E09 利用形態による価値評価を産学官の連携強化によって行う必要がある。 4 1 7 4 2 7 企業 大
E10 エネルギー問題については特効薬がないことを認識することが重要である。 5 3 1 5 4 1 大学 中
E10 国際的には少し遅れているのでは、さらなる国内努力が大切。 2 5 4 5 6 2 大学 中
E11 韓国、中国との連携が必要。 1 5 6 6 5 1 大学 大
E11 人材も必要だが、産学官が必要。 5 3 1 5 3 2 企業 大
E11 現在のフェーズでは、学に期待できない。その代わり、人材育成に期待される。
メーカーが世界的に再編されており我が国だけで推進する（日の丸原子炉）には無理がある。新概念の実証のための大
型研究設備が必要である。
6 5 1 6 4 1 その
他
小
E11 これも国際展開のレベルに入ってきているのでは。 1 2 5 2 5 6 大学 小
E12 処分技術では産学官が必要。 5 4 2 1 4 2 企業 小
E13 まず資金が必要。 大学 大
E13 予算は確保された。核拡散の問題があるため、国際協調が重要。実用化に向けた課題解決のため、大型設備（国、産）
基礎研（学）が必要。
2 6 5 6 4 2 その
他
大
E13 前回よりは、より効率的な技術が要求されるレベルに入ってきている。人材も重要。 1 2 5 2 4 1 大学 小
E13 プロジェクトの推進のため。 6 7 6 6 7 5 大学 小
2006 2007
＊0は無回答を意味する
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（0低い⇔10高い）
2006 2007 2006 2007 － 0 +
E01 5.3 5.3 57 61 3 47 5 0.15
E02 6.0 6.1 54 59 0 48 4 0.08
E03 7.0 7.3 59 60 1 47 5 0.11
E04 6.9 6.9 60 60 1 50 3 0.07
E05 7.5 7.6 74 67 3 52 7 0.16
E06 5.6 6.3 52 49 2 35 9 0.24
E07 6.5 6.6 78 73 3 61 3 0.09
E08 7.7 7.6 67 65 2 57 2 0.07
E09 6.3 6.5 62 65 2 51 7 0.15
E10 6.1 6.1 56 57 4 40 6 0.20
E11 6.4 6.5 49 45 2 32 6 0.20
E12 5.8 5.5 49 51 4 41 3 0.15
E13 7.2 7.1 47 45 0 39 2 0.05
E14 7.1 7.0 42 44 1 37 2 0.08
*「回答を変更した人数」は、2006年および2007年調査の両方に回答した者のみ
*変化率はプラスおよびマイナスに移動した人数を「回答を変更した人数」の合計で除した数
問３６．下記の戦略重点科学技術において、これらに関連する日本の研究の水準は、世界のトップ
国と比較してどうですか
変化率
E04 究極の省エネ工場を実現する革新的素材製造プロセス技術
E05 石油を必要としない新世代自動車の革新的中核技術
E07先端燃料電池システムと安全な革新的水素貯蔵・輸送技術
E09 電源や利用形態の制約を克服する高性能電力貯蔵技術
E10 クリーン・高効率で世界をリードする石炭ガス化技術
E08 太陽光発電を世界に普及するための革新的高効率化・低コスト化技術
E06 石油に代わる自動車用新液体燃料(GTL)の最先端製造技術
E01 エネルギーの面的利用で飛躍的な省エネの街を実現する都市システム技術
E02 実効性のある省エネ生活を実現する先進的住宅・建築物関連技術
戦略重点科学技術
E03 便利で豊かな省エネ社会を実現する先端高性能汎用デバイス技術
E11 安全性・経済性に優れ世界に普及する次世代軽水炉の実用化技術
E12 高レベル放射性廃棄物等の処分実現に不可欠な地層処分技術
E13 長期的なエネルギーの安定供給を確保する高速増殖炉(FBR)サイクル技術
E14 国際協力で拓く核融合エネルギー：ITER計画
指数 回答を変更した人数回答者数
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（回答変更理由）
戦略重点
科学技術
2006
調査
2007
調査
回答
変化 自由記述 属性 専門度
E01 2 5 3 技術レベルが高いことと有効であるか否かは別ものである。 大学 小
E01 5 4 -1 より客観的にみると4が妥当。 大学 小
E01 5 1 -4 都市システム研究は極めて少ない。（先の回答があやまり） 大学 大
E02 4 5 1 技術レベルが高いことと有効であるか否かは別ものである。 大学 小
E03 3 5 2 省エネ用パワーデバイスはレベル向上。 企業 中
E03 4 5 1 技術レベルが高いことと有効であるか否かは別ものである。 大学 小
E04 4 5 1 水準が前回より上がっている。 大学 中
E05 2 4 2 電気自動車の研究水準は高くなっている。 企業 中
E05 5 6 1 産業界での努力による。 大学 大
E05 3 4 1 少し進行している。 大学 小
E06 4 6 2 前回より他国をリードしていると考える。 大学 大
E06 4 5 1 技術開発成果が出つつある。 大学 小
E06 3 4 1 以前より進行している 大学 小
E07 5 6 1 大規模実証プロジェクト。貯蔵研究国プロ。 大学 大
E07 5 4 -1 やや弱い。 大学 大
E07 5 4 -1 我国の水素関連研究が少しトーンダウンしている。 その 中
E07 4 3 -1 努力が下火。 大学 大
E08 5 4 -1 欧州（ドイツ）に遅れをとっている。 大学 大
E09 2 4 2 進展がある。 企業 小
E09 3 4 1 最近やや進展が見られる。 公的 中
E09 3 4 1 電池技術はレベル向上。 企業 中
E09 4 5 1 蓄電技術開発が自動車分野を中心に活性化しつつある。 企業 中
E10 4 5 1 IGCC実証試験が本格化し、データ蓄積が図られているため。 企業 大
E10 3 4 1 進展がある。 企業 小
E10 3 4 1 石油価格の上昇により、石炭の見直しがされている。 大学 小
E10 4 3 -1 努力が下火。 大学 中
E10 6 4 -2 石炭ガス化技術は十分に研究済。 大学 小
E11 2 5 3 次世代、FBRで進展がある。 企業 大
E11 3 5 2 CO2 emmision削減重要性ました。方向性が明確になり水準が上
がってきた。
大学 小
E11 3 4 1 原子力産業の再編。 公的 小
E11 3 4 1 国プロジェクトが始まろうとしている。 その 小
E11 5 6 1 水準が上がってきている。 大学 小
E12 2 4 2 高い。信頼性あると感じる。 企業 小
E12 4 3 -1 最近の進展がみえない。 大学 小
E13 3 5 2 技術を維持しており高いと感じる。 企業 中
E14 3 5 2 世界で活動しており高いと考える。 企業 小
E14 5 4 -1 やや遅い。 大学 大
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(6) ものづくり
（0あまり活発ではない⇔10かなり活発である）
2006 2007 2006 2007 － 0 +
F01 5.4 5.4 88 89 6 72 7 0.15
F02 5.2 5.2 86 83 6 63 11 0.21
*「回答を変更した人数」は、2006年および2007年調査の両方に回答した者のみ
*変化率はプラスおよびマイナスに移動した人数を「回答を変更した人数」の合計で除した数
戦略重点科学技術
変化率
問３４．下記の戦略重点科学技術の実現につながるような研究は、現在、我が国では活発ですか
回答を変更した人数指数
F01 日本型ものづくり技術をさらに進化させる、科学に立脚したものづくり「可視化」技術
回答者数
F02 資源・環境・人口制約を克服し、日本のフラッグシップとなる、ものづくりのプロセスイノベーション
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（回答変更理由）
戦略重点
科学技術
2006
調査
2007
調査
回答
変化 自由記述 属性 専門度
F01 3 5 2 自動車産業のニーズが増えた。例：トヨタの「見える化」 大学 大
F01 2 4 2 分野の重要性が理解されてきた。 企業 中
F01 3 4 1 プロセスをその場可視化する技術開発の動きが始まっている。 公的 大
F01 5 4 -1 可視化は技術が流出しやすい。 大学 小
F02 2 6 4 ものづくりプロセス研究は自動車産業を頂点として、すべての産
業が活発となった。
その
他
大
F02 4 6 2 特に資源・環境問題に対してプロセスだけでなく、ものづくりの対
象そのものが、日本のフラッグシップになる技術が目立ってきてい
る（太陽光発電システム、CO2コンプレッサ、二次電池、HEVな
ど）。
企業 大
F02 2 4 2 基盤技術の整備が進んでいる。 大学 大
F02 4 5 1 最近非常に活発になってきているように認識している。 企業 小
F02 4 5 1 環境生産技術（3R、省エネ）が活発になっている。 企業 大
F02 3 4 1 未だ不十分であるが、資源・環境に対する意識が向上し、技術開
発が促進されている感がある。
大学 大
F02 3 4 1 団塊の世代の退職が始まり若手の意識の向上が認められる。 大学 大
F02 3 4 1 地球環境や資源利用に関する世界的な関心の高まりを反映した
動向が認められるため。
大学 小
F02 5 4 -1 具体性がまだ十分認識されてない。 大学 小
F02 3 2 -1 政府からのこの分野の研究予算が減少中。 企業 大
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（指数値）　灰色は0.3ポイント以上の変化を示した
＊項目ごとの回答割合を順位（1位、2位、3位で3点、2点、1点）で重みづけをし、全項目の合計点数を１０点満点として示した
2006 2007 2006 2007
1人材育成 7.4 7.4 7.0 7.5
2産学官連携 2.9 2.7 3.0 2.7
3分野間連携 1.9 2.2 2.5 2.4
4基盤整備 2.8 3.2 2.7 2.8
5研究資金 3.7 3.4 3.4 3.1
6国際展開 0.9 0.8 0.8 0.8
7規制緩和 0.4 0.3 0.5 0.5
8規制強化 0.0 0.0 0.2 0.2
（1位の回答割合%）　灰色は3ポイント以上の変化を示した
＊項目ごとの1位に選ばれた回答割合(%)を示した
2006 2007 2006 2007
回答数 89 89 87 83
(%) (%) (%) (%)
1人材育成 56.2 58.4 55.2 57.8
2産学官連携 6.7 5.6 9.2 7.2
3分野間連携 7.9 4.5 8.0 6.0
4基盤整備 10.1 12.4 8.0 8.4
5研究資金 15.7 15.7 16.1 15.7
6国際展開 1.1 2.2 1.1 2.4
7規制緩和 2.2 1.1 2.3 1.2
8規制強化 0.0 0.0 0.0 1.2
問３５．戦略重点科学技術の実現に向けて、現在、我が国で必要な取り組みは何ですか（3位まで選択）
戦略重点科学技術
F01 日本型ものづくり技術をさらに進化させる、科学に立脚したものづくり「可視化」技術
F02 資源・環境・人口制約を克服し、日本のフラッグシップとなる、ものづくりのプロセスイノベーション
1.人材育成と確保
2.産学官の連携強化
3.分野間の連携強化
4.研究開発基盤の整備
5.研究開発資金の拡充
6.国際展開の推進
7.関連する規制の緩和・廃止
8.関連する規制の強化・新設
F01 F02
F01 F02
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（回答変更理由）
戦略重点
科学技術 自由記述 属性 専門度
1位 2位 3位 1位 2位 3位
F01 研究から実用化まで具現化できる幅広い見識のあるリーダーシップ力と開発マ
ネジメント力が不可欠である為。
3 2 1 1 3 2 企業 大
F01 分野間を誇る融合システム技術が主流になってきている。企業責任に到る規制
が必要以上に厳しく発展を阻害している。
5 1 4 5 3 7 企業 中
F01 国際的認知が必要。 1 4 3 6 1 3 大学 中
F01 「業」のニーズを把握することが必要。 1 6 2 1 2 6 大学 大
F01 課題の明確化を促進させるため。 1 5 2 1 3 5 企業 大
F01 まず人材。良い人材を集めるには資金、設備が必要。 5 4 1 1 4 5 大学 大
F01 人の絶対数の減少。 7 5 4 7 1 4 公的 大
F01 人材とその交流の場が重要との認識から。 1 5 2 1 4 5 企業 中
F02 研究から実用化まで具現化できる幅広い見識のあるリーダーシップ力と開発マ
ネジメント力が不可欠である為。
3 2 1 1 3 2 企業 大
F02 海外人材の有効な適用。 1 5 4 5 1 6 企業 大
F02 人材の確保が急務。 2 3 6 2 3 1 大学 中
F02 日本のフラッグシップには国際展開が不可欠。また産学官連携なしには困難。 4 5 1 4 6 2 大学 大
F02 まず人材。良い人材を集めるには資金、設備が必要。 5 4 1 1 4 5 大学 大
F02 長期的な資金の減少による基盤設備の老朽化。 7 6 4 7 4 1 公的 小
F02 この分野の政府研究予算が減少をつづけている。 1 4 5 5 1 4 企業 大
2006 2007
＊0は無回答を意味する
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（0低い⇔10高い）
2006 2007 2006 2007 － 0 +
F01 5.7 5.7 87 87 5 69 9 0.17
F02 6.0 5.7 86 82 6 68 5 0.14
*「回答を変更した人数」は、2006年および2007年調査の両方に回答した者のみ
*変化率はプラスおよびマイナスに移動した人数を「回答を変更した人数」の合計で除した数
戦略重点科学技術
問３６．下記の戦略重点科学技術において、これらに関連する日本の研究の水準は、世界のトップ
国と比較してどうですか
回答を変更した人数回答者数指数 変化率
F01 日本型ものづくり技術をさらに進化させる、科学に立脚したものづくり「可視化」技術
F02 資源・環境・人口制約を克服し、日本のフラッグシップとなる、ものづくりのプロセスイノベーション
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（回答変更理由）
戦略重点
科学技術
2006
調査
2007
調査
回答
変化 自由記述 属性 専門度
F01 4 5 1 かなりの予算が投入され、人材も設備も整ってきている。 大学 大
F01 5 6 1 半導体の光学センサーの開発と生産ラインへの導入がさかんであ
る。
その
他
中
F01 4 5 1 高いが、海外流出に要注意。 大学 小
F01 3 4 1 自動車産業のニーズが増えた。例：トヨタの「見える化」 大学 大
F01 2 3 1 MEMS等は発展。欧米に比較してデータベース・マニュアル作りは遅
れている。
大学 中
F01 4 5 1 関連研究の成果が上がって、新しく研究に取組む若手が増加し、研
究の進み方がはやくなった。
大学 小
F01 3 4 1 最近の動向を見ると高いと評価できる。 企業 大
F01 5 4 -1 必要技術の抽出が下手である。 大学 中
F02 3 6 3 ものづくりのTPM, TQC活動によりプロセスの改善活動は世界のTop
となった。
その
他
大
F02 4 5 1 資源・人口制約の問題は日本の弱いところでもあるがその改善が水
準を高める良い機会となっている。環境問題における世界の主導的
立場も同様の要素と言える。
企業 大
F02 3 4 1 成果が上がっている。 大学 中
F02 3 4 1 未だ不十分であるが、資源・環境に対する意識が向上し、技術開発
が促進されている感がある。
大学 大
F02 4 5 1 資源、環境問題に真摯に取り組んでおり、水準は上がりつつある。 企業 大
F02 5 4 -1 要求と技術が分離している。 大学 大
F02 5 3 -2 必要性に対して必ずしも十分とは言えない。 企業 中
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(7) 社会基盤
（0あまり活発ではない⇔10かなり活発である）
2006 2007 2006 2007 － 0 +
G01 6.3 6.5 94 91 1 74 9 0.12
G02 5.1 5.3 78 77 2 64 4 0.09
G03 4.6 4.7 73 70 4 56 4 0.13
G04 5.5 5.5 71 67 2 56 4 0.10
*「回答を変更した人数」は、2006年および2007年調査の両方に回答した者のみ
*変化率はプラスおよびマイナスに移動した人数を「回答を変更した人数」の合計で除した数
問３４．下記の戦略重点科学技術の実現につながるような研究は、現在、我が国では活発ですか
変化率回答者数 回答を変更した人数
G01 減災を目指した国土の監視・管理技術
G02 現場活動を支援し人命救助や被害拡大を阻止する新技術
G03 大更新時代・少子高齢化社会に対応した社会資本・都市の再生技術
戦略重点科学技術
指数
G04 新たな社会に適応する交通・輸送システム新技術
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（回答変更理由）
戦略重点
科学技術
2006
調査
2007
調査
回答
変化 自由記述 属性 専門度
G01 4 5 1 次第に注目されてきている。 大学 小
G01 4 5 1 地震の多発、異常気象。 大学 小
G01 3 4 1 衛星「だいち」が活用され始めた。 大学 大
G01 2 3 1 最近の大地震を契機に徐々に活発化している。 大学 大
G01 4 5 1 近年は増加傾向。 大学 大
G01 3 2 -1 ソフトとの融合と過疎地域へのブレイクダウン。 大学 中
G02 2 4 2 大大特などによって活性化が著しい。 大学 大
G02 1 2 1 土木研ががんばっている。 公的 大
G02 6 4 -2 プロジェクトが終了した。 公的 大
G03 2 5 3 大きく増大してきた。 大学 中
G03 4 3 -1 社会変化においついていない。 大学 小
G03 3 2 -1 変化が遅くなっている。 大学 小
G03 4 2 -2 スローガン的に表明するが、実態がともなわない。 大学 大
G04 3 4 1 アジアでICカードの共通化を計画。 企業 中
G04 4 5 1 高齢化の進展。 大学 大
G04 4 5 1 CO2削減のための交通・輸送技術へ開発が活性化してきた。 企業 中
G04 4 3 -1 考える余裕がないし、結果（可能性や実現性）が出ないと頭からあ
きらめている。
大学 中
G04 5 2 -3 ソフトとの融合と過疎地域へのブレイクダウン 大学 小
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（指数値）　灰色は0.3ポイント以上の変化を示した
＊項目ごとの回答割合を順位（1位、2位、3位で3点、2点、1点）で重みづけをし、全項目の合計点数を１０点満点として示した
2006 2007 2006 2007 2006 2007 2006 2007
1人材育成 5.9 5.7 6.6 6.3 6.0 6.1 4.7 4.7
2産学官連携 2.7 2.2 3.6 2.9 3.5 3.2 3.4 3.2
3分野間連携 2.9 2.9 3.0 3.7 3.0 2.8 2.0 2.3
4基盤整備 3.1 3.2 2.4 2.3 2.6 2.7 3.5 3.2
5研究資金 3.4 3.7 2.4 2.7 2.3 2.2 3.5 3.5
6国際展開 0.8 1.0 1.0 1.0 0.6 0.7 0.9 1.1
7規制緩和 0.9 0.9 1.2 0.8 1.7 2.0 1.7 1.8
8規制強化 0.3 0.4 0.4 0.3 0.3 0.3 0.2 0.1
（1位の回答割合%）　灰色は3ポイント以上の変化を示した
＊項目ごとの1位に選ばれた回答割合(%)を示した
2006 2007 2006 2007 2006 2007 2006 2007
回答数 93 90 77 76 71 69 71 66
(%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%)
1人材育成 44.1 44.4 55.8 52.6 40.8 42.0 31.0 30.3
2産学官連携 12.9 10.0 16.9 13.2 16.9 14.5 15.5 13.6
3分野間連携 11.8 12.2 9.1 13.2 9.9 13.0 7.0 12.1
4基盤整備 11.8 13.3 7.8 9.2 14.1 13.0 16.9 13.6
5研究資金 15.1 16.7 2.6 6.6 7.0 7.2 16.9 19.7
6国際展開 1.1 0.0 2.6 1.3 1.4 2.9 2.8 3.0
7規制緩和 3.2 3.3 3.9 3.9 8.5 5.8 8.5 7.6
8規制強化 0.0 0.0 1.3 0.0 1.4 1.4 1.4 0.0
G03
G04 新たな社会に適応する交通・輸送システム新技術
戦略重点科学技術
G01 減災を目指した国土の監視・管理技術
G02 現場活動を支援し人命救助や被害拡大を阻止する新技術
G03 大更新時代・少子高齢化社会に対応した社会資本・都市の再生技
問３５．戦略重点科学技術の実現に向けて、現在、我が国で必要な取り組みは何ですか（3位まで選択）
G04
G03 G04G01 G02
G01 G02
1.人材育成と確保
2.産学官の連携強化
3.分野間の連携強化
4.研究開発基盤の整備
5.研究開発資金の拡充
6.国際展開の推進
7.関連する規制の緩和・廃止
8.関連する規制の強化・新設
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（回答変更理由）
戦略重点
科学技術 自由記述 属性 専門度
1位 2位 3位 1位 2位 3位
G01 後継者が必要である。 2 3 4 1 3 5 大学 大
G01 国際強調、支援が重要。 2 3 7 5 7 6 企業 大
G01 広い領域の連携が必要。 3 4 5 3 2 4 大学 小
G01 ソフトとの融合と過疎地域へのブレイクダウン。 3 1 5 3 1 4 大学 中
G01 国際的視野がやはり不可欠。 1 2 3 1 6 7 企業 大
G01 分野間の協力は使いアイデアを出す可能性がある。 1 4 5 1 3 5 企業 中
G01 技術を推進するには国のリーダーシップが必要になってきている。 1 2 4 4 5 2 企業 中
G02 組織の整備の重要性が増した。 1 5 4 4 1 5 大学 大
G02 主導的な道筋が見えない。 2 7 4 5 8 4 公的 大
G02 広い領域の連携が必要。 3 4 2 3 2 4 大学 小
G02 グローバル化が考えられる。 1 8 3 1 3 6 公的 小
G02 ソフトとの融合と過疎地域へのブレイクダウン。 1 7 3 3 1 7 大学 中
G02 現状を把握しきれていない。 1 4 6 0 0 0 無回 小
G03 過疎地では国交省、農水省は連携が必要。 1 4 5 1 4 7 大学 中
G03 社会学との連携。 1 2 5 3 1 2 大学 大
G03 長寿命化した設備・施設のメンテ・改修には、何らの規制による改修促進が必
須。
1 4 2 8 4 2 公的 中
G04 主旨は、社会学との連携。 7 3 5 3 4 7 大学 小
G04 やはり国際化はどの分野でも重要。 1 4 5 1 5 6 大学 大
G04 組織の連携や研究開発資金がこの種のものには、これまで以上に必要とされて
きた。
1 2 7 2 1 4 大学 中
G04 産官学の協力は大きな武器になる。 1 4 7 1 2 3 企業 中
G04 国レベルで推進する必要があり、そのためにも国のリーダーシップを期待。 1 4 5 5 4 2 企業 中
2006 2007
＊0は無回答を意味する
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（0低い⇔10高い）
2006 2007 2006 2007 － 0 +
G01 7.0 7.2 95 91 3 74 7 0.12
G02 5.5 5.7 78 77 3 60 7 0.14
G03 4.7 4.8 74 69 3 56 6 0.14
G04 5.6 5.7 72 65 3 56 3 0.10
*「回答を変更した人数」は、2006年および2007年調査の両方に回答した者のみ
*変化率はプラスおよびマイナスに移動した人数を「回答を変更した人数」の合計で除した数
問３６．下記の戦略重点科学技術において、これらに関連する日本の研究の水準は、世界のトップ
国と比較してどうですか
G04 新たな社会に適応する交通・輸送システム新技術
G01 減災を目指した国土の監視・管理技術
G02 現場活動を支援し人命救助や被害拡大を阻止する新技術
G03 大更新時代・少子高齢化社会に対応した社会資本・都市の再生技術
戦略重点科学技術
回答を変更した人数指数 変化率回答者数
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（回答変更理由）
戦略重点
科学技術
2006
調査
2007
調査
回答
変化 自由記述 属性 専門度
G01 4 5 1 緊急地震速報の民間提供など、地震防災で大きな進捗があった。 大学 中
G01 4 5 1 インフラが整備されつつある。 企業 小
G01 3 4 1 国土地理院ががんばっている。 公的 中
G01 3 4 1 「安全・安心」をキーワードとする各種取り組みの具体化を評価。 企業 中
G01 4 3 -1 地震や台風が来ると考えるが、慣れが広がっている。 大学 中
G01 3 2 -1 天災に対する水準は高いが、製品安全など人的災害に対する考え
方はレベル低。
大学 中
G02 4 5 1 大大特などの成果による水準の向上。 大学 大
G02 5 6 1 ロボットの活用等で研究の進展が認められる。 大学 小
G02 2 3 1 現場ニーズが上がってくるようになった。 公的 大
G02 4 3 -1 やや不足していることを示す事例があった。 大学 小
G02 3 2 -1 繰り返される震災への対応状況を鑑みて。 その 中
G03 3 4 1 近年の被害地震多発により知識、経験が蓄積されてきた。 大学 小
G03 2 3 1 技術面で実用的なものが出て、実施されつつある。 大学 小
G03 3 2 -1 事業がなければ水準は下がる。 大学 大
G04 2 3 1 エコカー、LTRなど、環境に配慮した輸送システムの研究成果が見
られるようになってきた。
大学 小
G04 3 2 -1 事業がなければ水準は下がる。 大学 中
G04 5 4 -1 輸送システムに限れば、物流などの研究が低くなっていると感じた。 大学 大
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(8) フロンティア
（0あまり活発ではない⇔10かなり活発である）
2006 2007 2006 2007 － 0 +
H01 4.9 4.4 52 51 7 38 4 0.22
H02 5.2 4.8 56 53 6 40 4 0.20
H03 5.4 5.3 51 51 3 38 5 0.17
H04 4.1 3.9 38 37 4 26 3 0.21
*「回答を変更した人数」は、2006年および2007年調査の両方に回答した者のみ
*変化率はプラスおよびマイナスに移動した人数を「回答を変更した人数」の合計で除した数
変化率
問３４．下記の戦略重点科学技術の実現につながるような研究は、現在、我が国では活発ですか
回答者数 回答を変更した人数指数
H04 外洋上プラットフォーム技術
H01 信頼性の高い宇宙輸送システム
H03 海洋地球観測探査システム（うち、次世代海洋探査技術）
戦略重点科学技術
H02 衛星の高信頼性・高機能化技術
0
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指
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活
発←
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不
活
発
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2007
      H01          H02            H03           H04
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（回答変更理由）
戦略重点
科学技術
2006
調査
2007
調査
回答
変化 自由記述 属性 専門度
H01 2 3 1 H2-8の成功。 公的 小
H01 2 3 1 H-ⅡAが連続して成功しているから。 公的 大
H01 2 1 -1 明らかに古い技術であり、研究発表が増えることは難しい。むしろ
H01以外の宇宙輸送系研究は再び活性化しつつある。
公的 中
H01 5 3 -2 プロジェクトの不在。 大学 中
H01 5 3 -2 目的が不明確。 企業 大
H01 3 1 -2 経営的に宇宙輸送系の研究は重視されていない。 公的 大
H02 3 4 1 かぐやの飛翔。 公的 小
H02 2 3 1 経営的に衛星の研究は重視されている。 公的 小
H02 5 4 -1 技術レベルと産学システムを維持する国家資金が著しく不足。 大学 大
H02 4 3 -1 目的が不明確。 企業 中
H02 4 2 -2 研究発表の増加傾向はない。しかし、予算は伸びているようだ。つ
まり「成果の単価」がインフレをおこしつつあるようにみえる。
公的 中
H03 2 4 2 「ちきゅう」の運用開始のため。 公的 中
H03 3 4 1 進展が見られた。 大学 中
H03 4 5 1 「ちきゅう」の成果が発表され出している。 公的 小
H03 2 3 1 くっさく船“ちきゅう”の出発。 公的 大
H03 5 4 -1 なかなか国民の知るところまでいかない。 公的 大
H03 4 3 -1 中国が国境付近の大陸棚や、沖ノ鳥島の調査に積極的だから。 公的 小
H04 2 3 1 進展が見られた。 大学 中
H04 5 4 -1 なかなか国民の知るところまでいかない。 公的 大
H04 3 2 -1 一段落しているような印象をうける。 大学 中
H04 2 1 -1 産業界が退歩している。 公的 中
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（指数値）　灰色は0.3ポイント以上の変化を示した
＊項目ごとの回答割合を順位（1位、2位、3位で3点、2点、1点）で重みづけをし、全項目の合計点数を１０点満点として示した
2006 2007 2006 2007 2006 2007 2006 2007
1人材育成 4.8 5.0 4.8 5.1 5.6 5.7 4.2 5.0
2産学官連携 3.1 2.6 2.1 2.3 1.8 2.0 3.1 3.0
3分野間連携 1.2 1.3 2.5 2.0 2.8 2.3 1.8 2.2
4基盤整備 2.9 3.0 2.8 2.9 2.9 3.0 3.1 2.6
5研究資金 5.3 5.5 5.3 5.4 4.5 4.8 5.0 5.1
6国際展開 1.6 2.0 1.1 1.1 1.4 1.6 1.3 1.3
7規制緩和 1.1 0.7 1.3 1.2 0.8 0.4 1.5 0.9
8規制強化 0.1 0.1 0.0 0.0 0.1 0.2 0.0 0.1
（1位の回答割合%）　灰色は3ポイント以上の変化を示した
＊項目ごとの1位に選ばれた回答割合(%)を示した
2006 2007 2006 2007 2006 2007 2006 2007
回答数 50 49 54 51 48 50 35 36
(%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%)
1人材育成 30.0 32.7 27.8 33.3 39.6 40.0 22.9 25.0
2産学官連携 14.0 10.2 7.4 9.8 8.3 10.0 8.6 13.9
3分野間連携 4.0 0.0 9.3 2.0 8.3 6.0 5.7 5.6
4基盤整備 6.0 8.2 9.3 9.8 6.3 10.0 8.6 5.6
5研究資金 32.0 32.7 35.2 33.3 27.1 26.0 37.1 38.9
6国際展開 10.0 14.3 3.7 3.9 4.2 4.0 5.7 5.6
7規制緩和 4.0 2.0 7.4 7.8 6.3 2.0 11.4 5.6
8規制強化 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 2.0 0.0 0.0
問３５．戦略重点科学技術の実現に向けて、現在、我が国で必要な取り組みは何ですか（3位まで選択）
H04H01 H02 H03
H02 衛星の高信頼性・高機能化技術
H03 海洋地球観測探査システム（うち、次世代海洋探査技
H04 外洋上プラットフォーム技術
戦略重点科学技術
H01 信頼性の高い宇宙輸送システム
H04H01 H02 H03
1.人材育成と確保
2.産学官の連携強化
3.分野間の連携強化
4.研究開発基盤の整備
5.研究開発資金の拡充
6.国際展開の推進
7.関連する規制の緩和・廃止
8.関連する規制の強化・新設
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（回答変更理由）
戦略重点
科学技術 自由記述 属性 専門度
1位 2位 3位 1位 2位 3位
H01 予算確保と技術維持が最優先課題である。 5 7 1 5 4 1 企業 大
H01 5は研究資金がまずは必要。4はP12問15の6のカッコの中に記載。 1 7 5 5 1 4 大学 大
H01 研究資金を投入すれば産業界は追従できるから。 2 1 8 5 1 3 公的 大
H02 予算確保と技術維持が最優先課題である。 7 5 1 5 4 1 企業 中
H03 Ex. 基盤整備（JAXAとJAMSECの連携）が進まない。 2 3 1 2 1 4 公的 大
H03 商業品の応用を促進。 5 1 4 5 1 2 公的 大
H03 各省庁間および産業界との連携、交流が重要。 5 4 1 5 3 2 企業 中
H03 中国並みに、海洋開発を国家戦略として重点化する必要があるから。 3 1 5 8 5 3 公的 小
H04 人材が育っていない。 5 3 2 5 3 1 公的 大
H04 用途開発の重要性に着目した。 5 4 7 5 4 3 その 中
2006 2007
＊0は無回答を意味する
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（0低い⇔10高い）
2006 2007 2006 2007 － 0 +
H01 4.1 4.4 53 52 4 36 10 0.28
H02 4.4 4.4 56 53 3 40 7 0.20
H03 5.5 5.2 50 49 3 39 4 0.15
H04 4.8 4.7 35 36 1 29 1 0.06
*「回答を変更した人数」は、2006年および2007年調査の両方に回答した者のみ
*変化率はプラスおよびマイナスに移動した人数を「回答を変更した人数」の合計で除した数
H03 海洋地球観測探査システム（うち、次世代海洋探査技術）
戦略重点科学技術
H04 外洋上プラットフォーム技術
問３６．下記の戦略重点科学技術において、これらに関連する日本の研究の水準は、世界のトップ
国と比較してどうですか
H01 信頼性の高い宇宙輸送システム
H02 衛星の高信頼性・高機能化技術
変化率回答者数 回答を変更した人数指数
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（回答変更理由）
戦略重点
科学技術
2006
調査
2007
調査
回答
変化 自由記述 属性 専門度
H01 2 4 2 かなり世界的にも信頼回復されてきていると思われるから。 大学 中
H01 4 5 1 4→5に変更。9月に「かぐや」打上成功、欧米では商用衛星打上失
敗続く。
企業 大
H01 1 2 1 M.Vをなくして、GXをつくることは信頼性にはつながらない。しかし、
米国もAresシリーズ、Delta IVのためにDelta IIを中止しており、似
た状況になってきた。
公的 中
H01 3 4 1 H2-8の成功。 公的 小
H01 2 3 1 H2Aロケット打ち上げの民間化など改善が判られた。また、成功率
も上昇している。
大学 小
H01 1 2 1 H-ⅡAが連続して成功しているから。 公的 大
H01 5 4 -1 実用システムとの乖離が進んでいる。 その 大
H01 5 4 -1 人材の枯渇傾向、研究投資の減少傾向。 公的 大
H02 2 4 2 「かぐや」等、世界的にも信頼度が高まっていると思われるから。 大学 中
H02 3 5 2 「ひまわり」や「かぐや」など打ち上げ・運用に信頼感が出てきた。 企業 小
H02 4 5 1 4→5に変更。学会での情報収集結果を反映。 企業 大
H02 3 4 1 改善著しいと思う。 公的 中
H02 4 5 1 かぐやの出発。 公的 小
H02 2 3 1 「かぐや」の成功など、信頼性が向上している。 大学 中
H02 4 3 -1 打上げ実証頻度が少ないので、他国の打上げペースが上がれ
ば、相対的に本項の評価は下がる。
公的 中
H03 5 6 1 「ちきゅう」の能力はダントツである。 大学 中
H03 2 3 1 かなり改善されてきた。 公的 大
H03 5 6 1 「ちきゅう」が国際的に評価される活躍を始めた。 公的 小
H03 4 3 -1 産業としての位置づけが希薄。 公的 大
H04 6 5 -1 メガフロートの蓄積は薄れてきた。具体性に欠ける。 公的 大
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（余白） 
分野別推進戦略について
1．趣旨
　　第3期科学技術基本言十両の下、「明目への投資」である政府研究開発投資の効果を最大
　限に発揮するためには、基礎研究の着実な推進とともに、政策課題対応型研究開発の戦略
　的重点化が必要。
　　重点推進4分野（ライフサイエンス、情報通信、環境、ナノテクノロジ川材料）及び
　推進4分野（エネルギ』、ものづくり技術、杜会基盤、フロンティア）の各8分野におい
　て、今後の投資の選択と集中及び成果実現に向けた推進方策を総合科学技術会議がとりま
　とめた。
2．概要
（1）重要な研究開発課題（273課題）
今後5年間に政府棚又リ組むぺき重要な課題を、将来波及予測、国際競争、政策目標
への貢献、官民の役割分担など総合的な視点から抽出。各課題毎に研究開発目標及ぴ成
果目標を政府の責任部署とともに明記
（2）’’戦略重点科学技術（62科学技術）
・　前記重要課題の中から、急速に高まる杜会・国民の二一ズに迅速に対応すべきもの、
国際競争を勝ち抜くために不可欠なもの、国主導で取り組む大規模プロジェクト
　（国家基幹技術）で今後5年聞集中投資すべき科学技術を選定。
（臭体例）
○ライフサイエンス分野　1研究成果を創薬や新規医療技術に実用化する橘渡し研究など
α静量通信分野　　　　1I　T産業の国際的な競争優位を勝ち取る科学技術など
○環境分野　　　　　　1我が国が環境分野において国際リーダーシヅプをとるための
　　　　　　　　　　　科学技術など
○ナノテクノロヅー・材料分野：ナノ領域での飛躍的な進歩や革新的材料で限界を突破し、
　　　　　　　　　　　杜会・産業の要請に応える研究など
○エネルギー分野　　　1運輸部門の石油依存を脱却する科学技桁など
○ものづくり技術分野　　＝日本独自のものづくりの強みをさらに強化する技術など
○社会基盤分野　　　　1減災を重視し被害を大幅に減らす技術など
○フロンティア分野　　　：信頼性の高い宇宙輸送システムなど
　・選定された戦略重一1気科学技術は、重点推進4分野において1澱コ20％、推進4分野
　　では約1き％となった。
（注〕戦賂重点科学技術のうち、人蜆模プロジェクトで集中投資が必要なr国家基幹技術」には、
　次世代ス」パ］コンピュータ、宇宙輸送システム、海洋地球観測探査システム、高速増殖炉
　サイクル技術、X線白由電子レ』ザーが該当。
（3）研究開発の推進方策
　各分野において研究開発及び成果の杜会還元を円滑に進めるための方策、例えばライ
フサイエ：ノス分野では治験を含む臨床研究の体制整備、情報通信分野では次代を担う
先導的1丁人材の育成を稚進すること等を明訊
（4）留意点
　戦略重点科学技術は特に集申的に予算を伸ぱすべきものとして選定するものであり、
それ以外の科学技術予算についても、精査して資源配分を行う対象であることに変わり
ない。総含科学技締会議は予算の優搬贋位付け等において適切に判断していく。また、
この分野別推進戦路の運用に当たっては、科学技術の発展など将来の情勢の変化にも柔
軟に勅応する。
科学技衛の状捌：係る総合的慧識調養（定点謂査〕
　　　　　　　　　　　（第2圓）
一ライフサイエンス分野讃査案＿
2．調蚕寮の電手媒鉢について
　調蚕璽の電手媒体をご希望の方は、電手メールにてご…童絡ください。蝸㎝咀o庇Wo1d
2002版の調査粟を電子メールにて詩送りいたLます。
　連籍先　財団法人　朱来工学研究所　担当（菊田、小松〕、E皿捌幽
　この調査は、第3期科学技術基本計面（里o06年度～2010年産〕の期間において、目本
のヲイフサイエンス分野の観題における状況の変化を把握する目的で、第一線でご居躍さ
れているライフサイエンス分野の研究者等〔約100名〕に対L、毎年1回5年間継続的に
ほぼ同L内蓉の質問にお答えいただくものです目今回ほ、昨年に引き統き第2回目の調査
と在ります目
　調査粟には、幽の質問、茗期科学技術基本計画の　野別　路で決定されたライフサイエンス　野の　路重点科寧
技術の状況についての質間ポ含まれています由
　戦踏重点科学技術については、ご参考用に別表『各分野の戦略璽点科学技術とその内蓉』
を添付しています。
r．ご回答にあたっての留意点
（1〕前回の調査でご回蓉Lていただいた方にほ、ご毒考帰にその時の圃碁妻（青色紙〕
　　皇匿胆童二…＝。
（2〕前回調蚕と回答が異なる場合は、出来る措けその理由を変更理由柵＝尭轟きくださ
　　い，下記の記入例をご覧ください目
｛ヨ〕特に断り捧ない揚合は、ライフサイエンス分野全体に剃テる目本の状況についてお
　　答えください由
〔4）戦略重点科掌技棚こ含まれる研究内蓉については、別表をご参照ください。
〔5）ご回答の瞭には、下配の例のように骸当する番号を一つ選ぴ、Oをつけてください恒
（6〕配述や番号の選択を求める設問に関しては、示された揚所にご記入ください。
（7〕寵述には宇数制限はありません咀
　　　　　　　不充分　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　充分
糞牽撃箪揮¢＝律1久倒1ooの予算が増えてooができるよう1＝なoた。
　　　　　　　　　OOの制度が衷更されて（手続きが簡素化きれ〕できるよう1；なう七
　　　　　　　　　申国の科学技衛が予想以上のスピードで遺展している・
3．調蚕黒の返信期目
締切り　2且oユ幽幌印有勃〕
送付先：財団法人未来工学研究所
　　　　　　〒1昌5’君47茗東京都江東区深州2－6－11富岡橋ビル4階
　　　　　　　E脳＝O茗■5里45■106呈
　　　　　　＊同封の返信用封筒（料金受敢人払い〕をご利用ください由
　　　　　　‡送付先の来来工学研究所ほ、文部科学省科学技術政策研究所の依頼により、
　　　　　　　本調査に係わる業務を担当Lています垣
4　お問い合わせ先
○調査粟の返悟についてのお闇い合わせ
　財団法人未来工学研究所　担当（菊田、小松〕
　電寵O且5望45’I015（代表〕，F蛆O富5毘4510舵，E’皿2皿幽旦
○本調査の内蓉にっいてのお闇い合わせ1
　文部科学省　科学技術政策研究所　分野別調査担当（伊藤、金聞、塩巷、藤井〕
　電…舌O畠一島5肌’0605，F脳O冨茗50冨畠996，E’㎜虹幽
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岨咄耽＝ 性
お名前彗 別
1．男性2．女佳
1．2g歳以下 2．30歳～34歳ヨ．35歳山目9歳
年齢 ｛、40歳～坐歳 5，45歳～49歳日、50歳～54歳
7，55歳～5昌歳自．60歳～64歳畠、65歳以上
主たる所属鯉織名…
主たる所属機関の区分｛1っ選ん 1．大学 2．公的研究機関 呈．民間企業 4．その他
でo印を付けてください〕
都署名≡
役職名苗
上＝
〒
記 勤務先の住所
の
主 勤務先の電話番号
た1 勤務先のF似番号
る
亘r柚1アドレス｝
所
屈 叢務内蓉 1．主に研究 2．主にマネジメント ；、研究とマネジメント述
組 倣当する番号を1っ選んで○胃1を付けてください〕 半占　4．その他｛ 〕
織
に 職薬性椿区分
傲当する番号を全て遇んで　1．基礎研究 2．応用研究 苫、開発研究 4．その他
つ ○印を付けてくだ…1い〕
い
て
1．「掌畏クラス」（学長、理事畏、杜畏等〕
職位 2，r所畏・部室長クラス」｛研究所畏、大掌の学部長、部・室・グル
傲当する晋号をユっ選んで
1o印を付けてください〕 一プ長．大学の教捜等〕
ヨ．r主任1研究負クラス」（主佳研究畏、大学の推教授、研究チー
ム内のサプリーダー的存在、研究員、助教、講師籍〕
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厘憂本分馴こおける我崩国の入材にっいてお答えください。
【研究開発人材】
問1．我が国に培いて、本分野では、塑在、どの人材崩不足していますか
　　必要産沸諦い順に項目を3っまで選ぴ、その番号をご記入ください。
＊ここでの「人材」とは、大学、公的研究機闘、産業界に属する人材を指す。
禰究者全体］
問2・載耕国では、本分野の研究開発に従事する研究者の　や　の状測ま、幽
　　整」：どうです由㌔
①　研究者の数の状況
減oている
　　1　1皇　1昌　　4　　5
変更理由禰1
基礎研究段階の入材
応用研究段階の人材
巽用化段階の人材
無的財産の敢得・醤理・活用部門の人材
産学官連携を推進する人材（産学官連携ヨーディネーターなど〕
人文社会挙系を専門とする人材（制度悶魍、倫理問題など〕
②　研究者の質の状況
低くなっている
　　l　1　里　1　茗　　’
㍗／　　〕
変更理由欄1
王位（　　〕、2位（　　〕、3位（　　〕
変更理由欄盟回幽亘墨査は、その理由を下記にお書きください。
・㍗る／　　〕
【技術者全体】
悶昌我崩国では、本分野の研究開発に従事する童幽は、幽
　　較Lてどうですか白
①　披術著の数の状況
減っている
　　11・1茗　・　・
変更理由欄：
㍗／　　〕
②　鼓術著の質の状況
低くなうている
　　11皇1茗　　・
変更理由欄1
・㍗る／　　〕
【トップ研究者】
問｛本分野を璽慶鉋埜数はどうですか目申r国際的にリードする優れた研究著」とは、質の商い輸文を生産するなど、その分野
　の研究括動を牽引する者とLて国廉的に認知されている研究者である目
変更理由欄1
■トップ研究者】
問5本分野を国顕的にリードしている優れた研究者（≡本の組織に屈する〕の後盤査はど
　　うですか。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　変更理由欄1
、∵茗い≡。㍗帖／　　〕
【若手人材】
問信本分野において、研究魏発に従事する我蹄国の査…垂塵童二装灘」
　　雌藍」〔どうですオ㌔
　串ここでの「若手」とは、生幽の研究者　技術者を指す由
①数の状況　　　　　　　　　変更理由欄1
②　質の状況　　　　　　　　　　　　　　　　　変更理由柵1
㍗㍗昌。。㍗㍗／
【若手人材】
間7．本分野において、我が国の若手人材の竜成に関する仕組みは、実瞭の育成に寄与Lて
　　いますか。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　変更理由欄1
㍗∵…。≡。㍗／
一若手人材】
問呂．我茄国において、塾生、本分野の若手人材育成にどのような方策が必要ですか。
　　必要度の商い順に項目を3つまで選ぴ、モの番号をご寵入ください由
ポストドクターに対する（アカデミックな研究職以外の進路も含めた〕就職先の確保
海外の優れた研究機関での研究機会の促進
海外の優れた研究者との交涜機会の促進
若手研究者対象の競争的研究賢金の拡充
博士課程（後期〕在学者を対無とLた経済的支援の拡充
博士≡果程唯期〕倭了僕の就職先の確保
夫学院豊階における単位認定を前提とLた長期の企業インターンシップの構築の支撰
夫挙側の働きかけによる産業界との幅広い交涜の促進
評価に対応した若手の処遇
工位（　　〕、2位（ 〕、3位〔　　〕
宜嘔幽全ほ、その理由を下記にお番きください。
一研究者の流動性1
悶畠．本分野では、大学・公的研究横関・産業界の3つのセクター問における我が国の研究
一研究者の流動牲】
問エエ・我耕国において・現在、杢幽嚢患お者の流動性は、麟璽Lてどうですか， よぴ、実醇に移動Lている産合いはどうですか．
①夫学と公的研究機関の間の流動性、およぴ、それぞれの内部での流動性
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　変更理由欄：
∵1畠≡。1。≡㌃／
①研究者の移動に対する必要産
低い
　1　　　　2　　　　茗　　　　｛　　　　5
変更理自欄：
㍗／　　〕
②　大挙・公的研究機関と産業界との間の流動性
変更理由棚1
②実際に移動している度合い
低い
　1　　　　呈　　　　雪　　　　4　　　　5
変更理由欄1
㌃／　　〕
一研究者の流動性】
闇肌我が国において、塑在、杢幽轟壁・お　よぴ、実瞭に轟入Lている産合いはどうです汎
＃ここでのr参入」とは、移動元の分野に戻らずに、主たる活動分野を移すことを指す目
①本分野＾の他分野からの研究著の参入に対する必要度
変更理由欄1
【薪興領域およぴ融合領域】
闇ユ宮　本分野にお冴る、菱艶建全錘壁で、あ粗たが重要であると
　　　考え、あるいは注冒Lているものをお番きください。
　　　また、これらの領域を全艶童壁群あれほお審きください，
「
②実際の研究著の参入の度合い
変更理由欄1
10
匡亘≡…画本分野における我が国の研究環境にっいてお答えくださへ
【研究開発捷金】
間1宮裁が国の鑓菱塑に詰いて、本分野を発屡させ、世界トップレヘルの成
　　　塁を生み出すためには、襲珪、艶嚢がありますか，
　　　必要産が高い順に項目を3つまで選び、その番号をご記入ください目
ニインフラおよぴ理；盤誰備】
問15．本分野において、我ポ国描世界トップレベルの成果を生み出すたあには、蓑在、ど
　　　のよう珪インフラおよぴ基盤整備崩必要ですか拮
　　　必塞塵幽選帆その番号をご言己入ください，
　　＊研究全体（基礎研究岩よぴ政策課題蜷応型研究開発の両方を含む〕の状　にっいて
一．攻府主導の国家プロジiクト賢金（非公募型研究賛金〕
2．各省などによる公募型研究擬
豊．研究者の自由班発趨による公募型研究費〔科研婁など）
4、基盤的経費による研究賢金（運営費交付金柱ど〕
5、民聞からの研究資金
世界に2、茗Lかない最先端の大型芙用研究般備の誰備
夫学や公的研究機関の夫型研究施設・設備の整備と共帰
世界レベルの統合的なデータベーヌの整備
研究用材料（生物遣伝資源等〕の供給体制の整備
国産の先端的な計測（分析〕機器の開発体制の監傭
その他（宕の括弧内に諾審きください）（
1位（　　〕、2位（　　〕、3位（　　〕
ユ位（　　〕、2位（　　〕、3位（　　）
前回のご回答と異なる場合は、その理由を下記にお書きください。
【研究開発資金】
闇14．我が国の第三期科学技傭墓本計画では、科学技術の戦踏的重点化とLて、基礎研究
　　　の推進と政策裸題対応型研究開発の璽点化由害翻われています。
　　　本分野では、現在・婁璽錘題盤壁璽全の選択と奥中の産合いはどうです
か自
変更理由欄1
一研究時間の確保】
問16．本分野では、我が国の研究者の研究時問は、呈oo王年頃と比較して、±簡えていますか、
　　　減っていますか、
　　＊研究全体（基礎　　およぴ　策操題対応型研究開　の両方を含む〕の状況にっいて
皇彗答えく孟三さ一、
変更理由欄1
11 1呈
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【研究開発上の陸路｛あいろ〕】
間望望．我崩国の幽において、本畳野の研究成果の実用化や笹及に関する我群国の制度上の瞳壁詰よぴその運月上の問題点は
どうですか目
（例えぼ、知的財産関連の制庄、政眉鯛達制産、治験制度、各種安全規制に関する
制度拒ど、における曄壁や聞題点をお考えください蜆〕
【特群】
闇24．本分野において、いわゆる」幽況のシェアは、雌較Lてどうですカ㌔
減oている
　　l　1
　　　　　　　　　　　　璃えている
呈　　ヨ　　4　　5　1　拮
変更理由欄：
／　　〕
①研究成果の実用化や普及に閲する制度上の曄壁
変更理由欄：
一特酢】
聞25．特許制産については、研究開発の進展に対し、阻審と促進の双方に作月するという
麗鵠があります目杢幽はどうですか。
②研究成暴の実用化や笹及に関する制度の運用上の問題点
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　変更理由梱：
㌣∵い≡。㍗汀
【研究成果の実月化】
問盟．本分野に諾いて、我が国の大学や公的研究機闘の研究成果が実月≡化されるまでの期
①　基礎研究に常いて
どちらかと言えぱ
研究開発の進展を
阻害する
　　l　1　2　　ヨ　　4
②　応用研究や実用化研究において
どちらかと言えぱ
研究開発の進展を　変更理由欄1
・㌣／　　〕
闇は、2001年頃と比較Lてどうですか。
圭豆くなってL、る
　　1　1　皇　　畠　　4
蛮更理由欄1
≡㍗㍗／　　〕
どちらかと書えぱ
研究開発の進展を
阻害する
ヨl1・　ヨ　・
どちらかと言えぱ
研究開境の進展を
　　　促進する
5　1　6
変更理由棚：
〔
工5 16
一目本の科学の水準】
問呈6本分野に諾ける我症国の理在堕丞塑ほ、以下の国等（欧州、アジアは最も進
　　　んでいる覇〕と比較Lてどうですか由
一目本の鼓術の水畢】
問2呂本分野における我が国の塑ヨ……鯉は、以下の国等（欧州、アジアは最も進
　　　んでいる露〕と比較Lてどうですか坦
①　米国と比較して、目本は？　　　　　　　　　　変更理由欄1 ①米国と比較Lて、日本は？
　低い
　　1　　1　　圭　　1　　茗　　1　4　　　　5
変更理由欄1
②欧州と比較Lて、目本は？　　　　　変更理由欄：㌦≡彗≡＿㍗／
②　欧州と比較Lて、目本は？
　低い
　　1　　1　　皇　　1　　雪　　1　　4　　　　≡
㌃／　　〕
変更理由禰1
③　アジアと比較Lて、目本は？　　　　　　　　　変更理由欄：
㌦≡畠≡＿㍗／
③アジアと比較Lて、目本は？
　低い
　　1　1　2　1　茗　1　4　　5
㌣／　　／
変更理由欄：
㌃／　　〕
一冒本の科学の水準】
間望7．本分野における我が国の5年後の科学の永準は、以下の国等（欧州、アジアは最も
　　　進んでいる国〕と比較Lてどうなると恩いますか。
①米国と比較して、冒本は？　　　　　　蛮更理由欄：
【目本の技術の水華】
闇里9．本分野における我が国の5年後の技術の氷準は、以下の国笛（欧州、アジアほ最も
　　　進んでいる国〕と比較Lてどうなると思います由㌔
①米国と比較Lて、冒本は？
　低い
　　1　1　宝　1　ヨ　1　’　　　5
変更理由欄：
②　欧州と比較Lて、目本は？　　　　　　　　　　　変更理由欄1
∵≡畠≡＿㌃／ ②　欧州と比較Lて、目本は？　低い
　　l　1　里　1　呂　1　4　　；
㌃／　　〕
変更理由欄：
㊥　アジアと比較Lて、目本ほ？　　　　　　　　　変更理由欄1
㌦≡茗≡＿㌣／ ③アジアと比較Lて、目本ほ？　低い
　　l　1　宝　1　3　1　4　　5
㌃l／　　〕
変更理由欄1
㍗／　　〕
17 1畠
！日本の産業の国際競争カ】
問茗o本分野に尭ける我が国の産藍鍵は、以下の国毎（欧州、アジアは
　　　最も進んでいる国〕と比較Lてどうですか由
①　米国と比較して、目本は？　　　　　　　　　　変更理由欄1
∵≡ヨ≡＿㌃／
②欧州と比鞍して、昌本は？　　　　　変更理由欄1∵≡畠≡＿㌃／
③アジアと比較Lて、肩本は？　　　　　変更理由糟：㌦≡茗≡＿㌃／
ユ目本のj董業の国膀覇竜争，コ】
問宮1本分野iこおける我が国の産塞盤ほ、以下の国等峨州、アジア
　　　は最も進んでいる国〕と比較Lてどうなると思いますか。
①米国と比稜Lて、目本は？　　　　　変更理由欄1㌦≡ヨ1。ヨ㌃／
②欧州と比較Lて、目本は？　　　　　変更理由欄：㌦≡ヨ≡＿㍗／
③アジアと比較Lて、目本は？　　　　　変更理由欄1㌦い≡＿㌣／
I世界トップクラスの研究教育拠点〕
間島2．『世界に伍し、さらにほ世界の科掌技術をリードする大挙づくりを積極的に展闘する
が問題ですか由また、どうすべきと考えますか拮
【本分野の発展に向けた敢り組み】
窃鵠　我崩国において、杢鐙⊆、勇在、幽は何です完㌔
　　　必要産が商い順に項目を3つまで選ぴ、その番号をご記入ください由
人材育成と確保
産学宮の連携強化
分野聞の連携強化
研究開発基樫の睡備
研究開発資金の拡充
国際展開の推進
関連する規制の綾和・廃止
関連する規撤の強化・新設
I位（　　〕、2位〔 〕、宮位（　　〕
19 呈o
匡壷西　本分蜀＝の戦賂重点科学技術にういてお答えくださへ
＃ご回答の際にほ、別紙のr各分野の戦略重点科学技術とその内蓉」をご参煕ください坦
【戦略重点科学技術の現状】
問害4下記の戦略重点科学技術の実現につなポるよう杜研究は、塾在、我が国では括発で
　　　並。
　　‡ここでの『括発」とは、骸当する戦略重点科学技術に関連する研究において、研究
　　　者数、学会等の発表件数、研究費の額などの璃加が目立つことを意喋する。
①　A01生命プ目グラム再現科挙技術　　　　　　　　蛮更理由欄1
簑1㌘　　　ギ／　　〕
　　l1呈1ヨ1－15≡日
②　A02臨床研究・鶴床＾の橋渡L研究
あまり活発
ではない
　　l1宝1茗i’1盲
③　AO茗標的治療等の革新的赤ん医療技術
あまり活発
ではない
　　1111畠141≡
④ム04新興・再興滅染症克服科学技術
あまり括発
でほ荘い
　　1121彗1415
変更理由欄1
ぎ発／　　〕
　　6
変更理由欄：
ぎ発／　　〕
　　6
変更理由欄1
ギ／　　〕
　　岳
⑤　A05国際競争カを向上させる安全な食料の生産・供給科学技術
簑貫発
　　11室1畠1・1・
　　　　　変更理由欄1
簑㍗
1・
「
」
21 呈室
⑥A06生物機龍活用による物質生産・環境改善科学技術
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　蛮更理由欄：
lll㌘　　　㍗1　　〕
　　1　1　2　　畠　　4　　5　　嗜
⑦　A07世界最商水準のライフサイユンス基盤壁備　　変更理由欄1
111㌘　　　㌻発／
　　11里1呂141；＝ヨ
【戦略重点科学技術の実現】
問茗5戦略重点科学技術の実現に向けて、塾生、我赤国で必垂拒取り組みほ何ですか自
　　　戦路重点科壁技術ごとに、離選帆その番号をご記
　　　入ください白
人材育成と確保
産学官の連携強化
分野聞の連携強化
研究開酷基盤の整備
研究開発資金の拡充
国瞭展開の推進
関連する規制の緩和・廃止
関連する親制の強化・新設
①AO1生命プ目グラム再現科挙技術
I位（　　〕、2位（　　〕、ヨ位〔
②A02臨床研究・霞凍＾の橋渡L研究
1位（　　〕、2位（　　〕、畠位〔
③　AO茗標的治療等の葦新的がん医療技術
1位（　　〕、2位（　　〕、3位（
変更理由欄1
1　　〕
変更理由欄1
／　　〕
変更理由欄1
／　　〕
④A04薪興・再興減染症克服科学技術
1位（　　〕、里位（　　〕、畠位（　　〕
変更理由欄1
／　　〕
A05国際競争カを向上させる安全な食料の生産・傑給科学技術
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　蛮更理由欄1
1位‘　　）、里位（　　）、昔位（　　〕 「
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　し
A06生物機能括用による物質生産・環境改善科学技術
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　変更理由欄1
1パ呈位（…〕／
⑦　ム07世界最商永華のライフサイエンス基盤難備
1位（　　〕、里位（　　）、高位（　　〕
変更理由梱1
「
」
／　　〕
【貝本の研究水準】
間昌直下記の戦略重点科学技術において、これらに関連する目本の研究の水準は、世狸
　　　トップ国と比較Lてどうですか旦
①　ム01生命プ目グラム再現科学技術
　低い　　　　　　　　　　　　　　　　　　商い
　　l1皇1茗141…　　6
変更理由欄1
②　AO里臨床研究・臨床＾の橋渡L研究
　低い　　　　　　　　　　　　　　　　　　商い
　　l1里131415　　嗜
／　　〕
変更理由欄：
③AO冨標的治療響の革新的茄ん医療技術
　低い　　　　　　　　　　　　　　　　　　南い
　　l121垣1－15　　6
／　　〕
変更理由梱1
／　　〕
呈茗 呈4
④ム脳薪興・再興感染症克搬科挙技衛
低い　　　　　　　　　萬い
　11皇1茗14151｛
変更理由欄：
〔
⑤　A05国際競争カを向上させる安全柱食料の生産・供給科学技術
　　　　　　　　　　　　　　変更理由欄：∵いい1∴／
⑥　A06生物横鶴活用による物質生産・環境改善科挙技術
　　　　　　　　　　　　　　変更理由欄∵1呂1・い1㌃／
⑦　A07世界最高永準のライフサイエンヌ塞盤壁備
低い　　　　　　　　　商い
　11呈1呂14151垣
変更理由欄1
〔 ?〕
匡璽　P就1V全体に関Lて、ご意一等をご自由にお審きください
蛎
〔差L込み印掃■」機関名〕
（同役職名〕
｛同氏名およびlD〕
科撃技術の状…児に係る総合的意駿繭査｛定点醐査〕
　　　　　科学技術分野別定点調査（第2回〕
　　　　　　　　　一退加調査災一
：若手研究者の貿の低下】
①専門分野の知識　　　　　　　　　　　　　　②基礎挙カ
低くなoている　　　　　　　　　商くなoている　低くなoている 高く在って一、る
③課題設定能カ　　　　　　　　　　　　　　④研究遂行能カ
低くなっている　　　　　　　　　　商くなっている　　低くなっている 詰；くなoてL、る
⑤鵠理的思考能カ　　　　　　　　　⑥創造睦
低くなoている　　　　　　　　　高くなoている　低くなoている 高くなoて一rる
⑦意欲・向上心　　　　　　　　　　⑧コミュニケーシ≡功昌カ
ー底くなって1、る　　　　　　　　　　　　　　　商くなoて一、る　　　倣なoて一、る 一華くなoてL、る
⑨プレゼンテーショ片≡カ　　　　　　　　　　　　⑩据挙力
低くな｛ている　　　　　　　　　商くなoている　低くなoている 商くなって一唱
⑪マネジメントカ　　　　　　　　　　　　　　　⑫リーダーシップ
低くなoている　　　　　　　　　高くなっている　低くなっている 商くなoている
【競牽的資金の使いやすさ】
｛11以下の項目については競争的董金全般につL、てお智え下さい目
①競争的資金全般における研究費の使用ルールの統一・共逓化
＾．現状　　　　　　　　　　　　　　　　　旧．蛮化〔⊇ooコ年頃と比べて〕
間題が非常に芽い　　　　　　間魑が堀めて少在い
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　□統一‘；皇通fヒ　　　　□一司L
②異なる競争的質金の合算使用の制約
＾．現状
間題ホ非常i＝劣い　　　　　間唖が極めて少ない
③特定の研究者＾の賀金の葉申度合い
＾、現扶
間題茄非削二多い　　　　間題罪裡出て少ない
が僅過Lた
B．蛮化伽ロユ年頃と比べて〕
□詐■」約元言多く　　　　　□同じ
　　なoた
唱、蛮化〔！oo1年頃と比べて〕
口度合いが大きく　口同［
　　なoた
□統・一・共通イヒ　　　□｛｝土吉ら珪一、
　　が避んだ
□制約赤少在く　　口分からない
　　なoた
口皮合いが小きく　□分からない
　　なoた
（2j項目④から⑦では科学研究鍾補助金又は料学技術振興調整劃；ついてお固き」ます，ご回答の前提とLた
　　競争的費金帆、ず机カ畦チェック」てく拒さい目
　口科挙研究費捕助金□科学技術振興銅整費
④年度闇．繰越のLやすさ
凡現状　　　　　　　　　　　　　　　　　目．蛮化臼ooユ年頃と比べて〕
問鵬が非常i＝多い　　　　間題が極めr＝少ない
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　□詑垂越し’こくく　　　　□同じ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　なoた
⑤交付内走（採択〕から実瞭に研究揮始められるまでの期覇の畏さ1
＾．現状　　　　　　　　　　　　　　　　　旧、変化〔！口oユ年頃と比べて〕
鶉題調非常に多い　　　　間囲ホ極めて少ない
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　□異く症oた　　　　　□同じ
⑥擢≡費の費目＝こよる親帥
＾．現状　　　　　　　　　　　　　　　　眉．変化〔1ooj年頃と比べて〕
問題ホ非常に歩い　　　　　問題が極めてψない
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　□大きくなoた　　　口同［
⑦ポストドククー、大学院生笛の人件費＾の支出のLやすさ
＾．現扶　　　　　　　　　　　　　　　　　　　唱．蛮化〔…ooヨ華頃と比べて〕
開題が非常に穿い　　　　　間題ポ極的て少ない
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　□支出しにくく　　口間じ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　世つた
□鯉越しやポく　　コ分からない
　　なoた
□短くなつた　　　　　□；摘、ら在孔・
□’」、さくホoた　　　　□分土、ら’エし、
□支出L村く　　□分からない
　　なoた
裏面に続きます一一“ 1現在、甜辛研究異捕助金では、鰯紛1＝ついては年度当初の胡1眉から，新規扮についてit内定皿知皇領僅亜ちに研究を朋飴でき舌こととなoています。
■」表　各分野の戦賂童点科挙技術とその内蓉
1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　u’　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」一　■ ■■
分野 記号 職賭重点科学技術 具体的な内容や含まれる技術など‘分野別推進戦略よリ〕 キーワード
・RN＾，解析困難なタ＝’パク質、膳鎖、代謝物質などの生命構成体の構造・機
龍解析による，生命のシステムの要素の相互関係を解明する研究
RN＾、タシパク
・脳や免疫機構などω生体ω高次調節榿構のシステムを理解する研究
質、聴鎖、代謝、
＾01 生命プログラム再現科学技術
・以上を踏まえ，細砲などの生命機龍単位を、lTを駆使Lてパーチャル1＝、ま
生命システム、
た1±部分機能を試醸管内で、システムとして再構築L理解する研究
脳、免疫機構
1　」　　■　■　■　■　■
・早期に実用化を狙うことができる研究成果，革新的診断・治癖法や、諸外国
で一般的1二使用することができる我が国で1±未承認の医薬品等ω使用1＝っな挨患診断法，創
がる橋渡L研究・臨床研究・治験 藁、再生医癌、
＾o里 臨康研究・臨康への梧渡L研究 ・臨床研究、橋渡L研究の支援体制整備 治験、トラシスレ
・臨康研究推進1＝資する人材養成・確保｛疫学、生物統計に専門性を有する人 一ショナル1」サー
材を含む〕 チ
＾ライフサイエン ・創薬プoセスの劾率化など成果の実用化を促進する研究開晃
ス ・がん予防に資する、がんの超早期錆見技衛などの研究
標的治療等の革新的がん医療技衛
・がん患者の生活の質1＝配慮Lた低侵襲治療や標的治療などの治庶技術の
＾03 研究
がん
・がんの生存率を向上させる標準的泊疲法の研究
・病原体や発症榿序の解明などの基礎研究
新興・再興感染症克服科学技衛
・識が国及ぴアジァ地域にとって1」スクの商い、新興・再興感染症、動物由来
＾04 憩染症の予防・診断・治疲ω研究
融染症
・我が国及ぴアジァ地域の拠点の充実及ぴ人材養成
・ゲノム科学やlT毒の先端技術を活用Lた、高品質な食料を低コスト・省カ餉食料・食品，フー
国際競争カを向上させる安全な食料の
＾05 1＝安定Lて生産・供給する技術の開発 ドチェーンのI」ス生産・供飴科学技術 ・食品供給行租（フードチェーン〕全娘におけるI」スク分析1＝資する研究開発 ク分析
生物捜能活用1＝よる物質生産・環境改
・微生物や動植物の機構の解明等を通じ，生物機能の括用1＝よる産業や 生物捜能の活
＾o直 医疲1＝宥用な物質生産や環境保全・浄化に賀する技術を開発」、実用化する 用，物質生産、替科学技術 研究開発を強化する 環境保金・浄化
■　　■　■■■■■■■　■
＾ライフサイ］［シ ・研究開発の動向やリソースの質と量の科学的評価を踏まえた、生物遺伝資
ス 爾等の保全、確燥
世界最高水準ωライフサイエシス基盤整 ・国膿的優位性が高いデータベースや、国際協力等ω観点から謹が国で整備
生物資源、デー
＾o一 しておくぺき宇一タベースを対象とした、蓄稿された生命備報データω利滑用
タペース、計彌・
備
に必須である統合的なデータペース整備1＝向けた研究開発
分析技術
・計測・分析技術、捜器開発ω基盤となる、lTやナノテクノロジーとの融合領域
■　」　一　皿　■
科学技術を華引する世界最高水準の次 ・科学技術を華引する世界最高水準の次世代スーパーコンピュータの開発
■■　…次世代スーパ■
日01
世代スーパーコシピュータ コシピュータ
次世代を担う高度1丁人材の育成
・高度1丁社会1＝対応した理論と実践カを兼ね備え、先見性と独創惟とを併せ
日o空 持っ高度1丁人材の育成
・OMOS－LS1用超徹細化プロセス披術
・現状ω技術飽和を克服する飛躍的な設計・開第支援技術｛単体デパイスから
0M0s－L割、超微
次世代半導体の国際競争を勝ち抜く超 細化プロセス技
撤細化・低消費電カ化及び設計・製造技
LSl、モジュールまで〕
日03 ・知的財産権おるいは設計1」ソース有効括用・再調用のためのプラットフォー
術、単体デパイ
衛 ス、L割、モジュー
纈情報通信 ムつくリ
・低消費霜カ化技術‘デパイスからシス干ムまで〕
ル
・有榿ヂィスプレイを含む次世代ディスプレイ技衛
・新情報蓄穂技衛‘高性能不揮発メモ■」と先端ストレージ鼓術〕
世界トップを走リ続けるためのヂィスプレ ・非シリコンデバイス
有榿デイスプレ
イ・ストレージ・超高速デパイスの中楠技 ・将来デパイス｛先端光デバイス，ポストシ1」コン、……MS応用、磁束量子回路
イ、先端光デバィ
日04
など超伝導デパイス、セシサー等）
ス、超伝韓デパ
術 イス
・通億・ネットワーク用デパイス
・低消費電カ化技術｛デパイスからシステムまで〕
■
・蒙庭や街で生活1＝役立つロポット
世界1＝先駆叶た家廣や衛で生活1＝役立 ・RTシステム銃合遠携技術
口赤ツト．目丁シス
日05
コロポット中核技衛 ’RTモジユ凹ル高度化披術 テム、RTモジュ
・人問とロポットのインタラクシ目ン披衛 一ル
世界棟準を目指すソフトウェァの開発支
・高信頼・高安金・セキュァな組込みソフトウェァ設計開発技術 組込みソフトウェ
目06 援技衙 ・課題解決カや国隙競争カの高いサーピス提供を司能とする次世代のオープ ア設計、オープン
ンアーキテクチャ及ぴそω開鋳基盤の整備 アーキテクチャ
・利用者ω要蜘＝対Lてダイナ…ツク1＝最適な環境を提供できるネ・外ワーク
・超高画像コンテンッ配債が柔軟1＝できる高速1大容量・低消賀電カネ外ワー
高速・大容量・低
大量の情報を瞬時に伝え誰毛が便利・快 ク
消費霜カネットワ
日07
適に利用できる次世代ネットワーク技術 ・ワイヤレスネットワーク1＝よるユピキタスモピljティ
一ク、ユピキタス
・利用者の要求1＝応じたデペシケブルなセキュアネットワーク
モピリティ、セキ
日情報通信 ユアネットワーク
■　’　■ 」　h　1
人の能カを補い生活を支援するユピキタ
・ユビキタス創造的生活支援基盤｛自律移動支援システムを含む）
日o田 ．異世堺状堀認誰技術
ユピキタス、実世
スネットワーク利用技術
・ユピキタス・セキュ■」ティ基盤 界状況認識披術
■　■　」　」　■　■
・映像・音声等Φコシテシツの制作・流通の走めの最先端技衛
世界と感動を共有するコンテ：’ツ創造及 ・クリエイティプ人材の育成
目O垣 ぴ情報据用技衛 ・廟動を共有するインフラの充実 コツテンツ
・情報の巨大集稿化とその活用
」　⊥　I　■ 」　1 川　　」 ■　」　　」　■　■
世界一安全・安心なlT社会を実現するセ
・利用者ω要求に応じたデペンダプルなセキュアネットワーク
目10 ・輻広い刮用者が使いやすい情報通信ネットワーク
情報セキュー」ティ
キュ1」ティ技術
1情報セキュリティ技衛ω高度化 肢褥
人工衛星から二酸化炭素など地球温暖
C環境 o01化と関係する情報を】気1＝観測する科学技術 ・衛星1＝よる温室効果ガスと地球壺層環境ω観瀦 地球観翻
ポスト京都謹定書に向1＋スーパーコンピ
oo里 ユータを用いて皇1世紀の気候変動を正 ・気候モデルを用いた王1世紀の気候変動予測 気候モテル
確1＝予測する科学技撮
地球温暖化が毛たらす1」スクを今のうち
o031＝予測L脱温暖化社会の設計を可龍と ・気候変動1」スクの予測・管理と脱温暖化社会設計
気恨変動リスク、
する科学技術 気候変動予測
新規の物質への対応と国際貢献1＝より
世界巷先導する化学物質の1」スク評価 ・園際間協カの粋細＝対施するリスク酔個管理o04 化学物質の1」ス
管理技術
・新規ω物質・技榊＝蜻する予見的一」スク評価管理 ク評価
廃棄物資親ω国膿流通1＝対庵する右用 有用物質利用，
oo岳 物質利用と有害物質管理技術 ・国際冊対応の有用物質利用・宥審物質管理技術 有害物質管理披
術
○環境 効率的1＝エネルギーを得るための地観 ・草木質系パイオマスエネルギー利用披術C06 パイオマス利用
1＝即したバイオマス利用技術 ・持続司能型地域パイオマス利用シス〒ム技術 技術
健全な水循環を操ち自撚と共生する社 ・地球・地域規摸の流域圏観測と環境捕報基盤ooT 琉域圏観測．水
会の実現シナ1」オを設計する科学技術 ・自撚共生型滅域圏・都市実現社会シナljオの殻計 循環
皿
多種多描な生物からなる生態系を正確
1＝とらえその保金・再生を実現する科学
・マルチスケールでの生物多横性観禰・解析・評価
oo呂
生物多様性、生
技術
・広域生態系複台1＝お1＋る生撞系サービス管理技術 態系
人文社会科学的アプローチ1二よリ化学物
C09質1」スク管理を社会1＝的確1＝普及する科 ・1」スク管理1＝関わる人文社会科学 化学物質■」スク
学技術 管理
製品のライフサイクル全般を的確に評個i
Cmし呂日1＝適Lた生産1消費システムを設計．・駅実践のためのシステム分析・評価・設詩技術 3Rシステム分析
する科学技術
人文社会科学と融台する環境研究のた011
めの人材育成
・人文社会科学と融台する環境研究のための人材育成
■　…　■
クー」一ンなエネルギーの飛躍的なコスト
・石油資源1＝替わるク1」一ンなエネルギーの利用を現実的1＝司能1＝し，苦及さ石油資親代替、
O01
削減を司能とする箪新的材料技術
せるコ当面は．蟻料電池．太腸電弛を重点的1＝材紳技捌＝よoてプレークスル撚縄電池、太腸
一を起こす 電弛
費源間題解決の決定打となる希少資瀬・ 希少資源・不足o02
不足資源代替材料革新技術 ・不足賀源の代替材糊技術 資源の代薔材糊
技術
」　」　」　■■、 ■　■　1　1　1　■
・大震災1＝耐えうる建築物のための高強度鋼等の革新的描造材料、突発的な
テロ、災害や事散から身体等の安全を確倶する材糊披衛やそれらの検査・評 葛強度鋼、革新
生活の安全・安心を支える革新的ナノテ 価・利用披術 的構造材料、ナ
oo茗
クノロジー・材料技術 ・食品分野では、国産農産物を用いたナノ粒子加工技術の開発や、食品のナ ノ粒子加工技術
○ナノ・材揖 ノ揃子の艘能解明のためのナノ品質計測技術の開窮1＝よリ、安全で嵩品質な．
喰品〕、ナノ品
食品素材を開発する 質計蘭技術
イノペーショ：’創出Φ中描となる革新的 ・ナノスケール構造同士を接舎する界面や表面の特性・榿能ω制御と、スケー 界面・表面の特D04
材料撞術 ルアップのためのプロセス技術など
性・榿能、プロセ
ス技衙
デパイスの性能の限界を突破する先端D05 ・現状技術の延長でばない、デパイスの電カ消費量・集積度・速度や榿能など
的エレクトロニクス　　　　　」　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　■ の性龍の限界突破　　　■皿
デパイス
■　■　」　一　■ ■■’■」　■　、　■
超早期静断と低侵襲治疲ω実現と一体 ・生体の構造と機龍をナノレペルで解明・制御すること1＝よリ、超早期診漸と値ooo
［　■　■　■　一　■　■　■■ナノパイオ、低侵
化を目指す先端餉ナノパイオ・医癖技術 侵襲治疲ω実現 襲治療
ナノテクノロジーの社会受容のためω研 ＝技術が社会に与える影響やナノ物質が人体や環境に与える影響等を事前にo07 酔価L、信頼性の高いデー蛇縄る
人体・環境影響、
究開発
・ナノ子クノロジーの標準化等の国際協調 標準化
イノベーショシ創出拠点におけるナノテク ・研究成剰＝よる試作掘点や央同研究センターなどの拠点整備
イノペー一ショシ
no島 ノロジー実用化の先導革新研究開発 ・読が国の物理、化学、材料などの強みをさら1こ伸ぱす
拠点、施錨・共同
セシター
ナノメートルスケ
OO里
○ナノ・材料
ナノ領域最先端計測・加工技術 ・ナ〃一トルスケールの分解能を持つ分析・物憧計測技衛の開舘や加工技術 一ル、分析・物性
計測披術
010x隷白由電子レーザーの開発・共用 ・放射光とレーザーの特徴を併せ持っ光とLて、従来の手法では実現不可能 x練自由電子レ
な分析を司能1＝する技術 一ザー
エネルキーの面的利用で飛躍的な省工 ・都市部におけるエネルギー利用劾率を高め，未利用エネルギーを経済的に
都市システム、工
E01
ネの街を実現する都市システム技衛 右劾活用するシステム技術を開発・実証する ネルギーマネジ
メント
■　一
・省エネ性龍の局い機器・住宅・建築物の開窮苦及1＝加え、住宅・建築物・街
実効性ωある省エネ生活を実睨する先 区のライフサイクル‘建設から運用を経で解体まで〕1＝わたる環境性能評個手 環境性能評価手
EO空 進的住宅・建築物関連披術 濫及ぴ、簡覇で信頼硅の高く幟々な既存住宅・建築物の断熱性龍評衝技術を 珪、断熱性能評
開発する
価技術
便利で豊かな省エネ社会を実現する先
・民生、運輸、産業の全部門の省エネを大きく進展させることが期待できる半
Eエネルギー E0畠 導体等デバイスの高効率化、高機能化、高集稿化．システム化、大容豊化等 先端高性能半導蟷高性能汎用テ1パイス按術
1＝係る研究開発を行う
鉢デパイス
究檀ω省エネエ場を突現する革新的素
工場でω未稿用低温捺熱を大量かつ経済的1＝有勅活用で音る披術といった 省エネ型素材製E04材製造プロセス技葡
革新的な省エネ型素材製造プロセス技術の研究開発を行う 造プロセス技術
・電気自動車向け電カ貯蔵装置の飛躍的な信頼惟向上・低コスト化技術、儲
石油を必要としない新世代自動車の革
［05
料電池自動車向け撚料電池の抜本的低コスト化と耐久性1効率の抜本的改 霜気自動車、水
新的中核技術 善、安全・簡便・効率的かっ低コストな水素貯蔵技術の確立に向けた研究開 素貯巌技術
発・実証を行う
・運輸部門における短期的な石油依存鹿低滅のキーテクノロジーとLて、天然
石油に代わる自動車用新液体撚料 ガスを原料と」自動車用撚料と」て利用司能な液体燃料を経済的1＝生産するE06
｛OTL〕ω最先端製造技術 OTL製造技術の研究開毘を行う GTL製造披術
・撚料麗弛の抜本的低コスト化、撫料電池の謝久惟・効率ω抜本的改替、安 撚料電池，水素
先蟷撚癖麗池システムと安全な革新的 金・簡使・効率的かっ低コストな水素貯織・輸送技術の確立、及ぴ定置用撫料 貯蘭・輸送技術，
［o一
水素貯蔵・翰迭技術 麗池システムの初期市場の立ち上げ1＝向1fた研究開鵠・巽≡跣行う 定置用擦料電池
Eエネルギー一 システム
太腸光発電を世界1＝普及するための革 ・系統電カと競争カを有」国際腰開可能な飛躍的高劾率化・低コスト化を目指
EO畠
新的高効率化・低コスト化技術 し、革新餉な太陽光晃電技術の研究開鍵1＝取り組む 太陽光発電技術
電源や瑚用形態の制約を克服する高性
・碓来ω電力供給システムを刷新し麗気の利用形態を抜本的1＝変える二とが
司能な、飛躍的に性能が向上」た蓄電披術を、最新の超電韓技術やナノテク 高性能電カ貯蔵E09能奄カ貯蔵技術
ノロジーなどを駆使して開尭する
技術
クリーン・高効率で世界をリードする石炭 ・筍炭から効寧的かっ経済的1＝舎戒ガスを製遇する石炭ガス化披術につい
目O
ガス化技術 て研究開毘を行う
石炭ガス化技術
・皇030年繭後から始まる国内の代替炉建設需要を1＝らみ．メーカー主覇で世
安全性・経済性1＝優れ世界に瞥及する 界市場毛視野に入れっっ、官民一体となって，世界最高水準の安全性、経済 次世代軽水炉技E11
次世代軽水炉の集用牝技術 牲等を備えた次世代軽水炉技術の研究開発を行う 術
高レペル放射硅鹿棄物等の処分実現に ・高レペル放射性廃棄物の処分事業と国が行う安全規制の両画を支える技術を知識基盤として整備Lていくため、地屑処分技術の信頼の向上や安全酔個 地層処分処理技E1里
不司欠な地層処分技術 手法の高度化等に向けた基盤的な研究開発を推進する
術
長期的なエネルギーの安定供給を確保
・長期的なエネルキーの安定供給柚放射性廃棄物ω潜在的有害度ω低減1＝
貫献できる司能惟を有する高速増殖炉サイクル技術の実用化に向けた醗究
高逮増殖炉サイ
目3
する高速増殖炉｛F日R〕サイクル技術
開擁
クル技術
・lTER（国際熱核融台実験炉〕の建設・運転やこれ1＝連携Lた幅広いアプロ核ー融合エネルギ
国簿協カで拓く核融合エネルギー＝lT［Rチを通じ，超高温環境の克服鵠1＝必要な炉心プラズマ生成・制御技術及ぴ炉
一、炉心プラズマE14
計画 工学披術の研究開舘を行う
生成・制御披術、
炉工学技術
I　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　■　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　■　山
・革新的毛のづくリ技術の基盤となる先端計測分析技術や・その技術に基づく
機器の開発 先端計測分析披
目本型ものづくリ技術をさらに進化させ ・MEM呂等の精留加工技術の開発 街、MEMS、精
F01 る．科学I二立脚Lたものづくリ「司親化j・実作業に係る知織を構造化Lたヂータペース．毛のづくリ現場と親和牲の高 商加工技術，o＾
技術 い高度シミュレーショシ技術等、毛のづくりの最適化を支援するツールの開発 o、知識マネージ
・CAD等の既存デジタルエシジニア■」二’グシステムと連携」て新たな価値を創メントシステム
F毛のづくり
造する知識マネージメシトシステムΦ開発
・超フレキシブルディスプレイ部材や超ハイブー」ツト部材の製造技術、ガラス材
資源・環境・人口制鞄を克服L、目本のフ料の高機能化のための超精曲加工技衛等の新たな高付加姻値材料を生み出
超ハイプ■」ツト部
ラッグシップとなる、ものづくリのプoセス す製造技術や加工技術
材．超蜻曲加工
FO呈
イノペーシヨン ・人［1減少社会に適応する産業用ロポット技術
技術、産葉用口
・有害物質を緋出Lない材料の製造技揃
ポット技術
■」　」　■　■　■ ■　’　’■■ ■　■　■　■
・高樹能高精度地震観測技術
・災害監視衛星利用披術 地震襯嗣披術、
G01滅災を目指Lた国土の監視・管理技術 ・効薬早期発現滅災技術 準天頂高精度測
・国土保金総合管理技術 位実験技術
・社会科学融合滅災披術
・災害現場救握カ増強技衛 代替輸送支援シ
現場活動を支援し人命救助や被審拡大 ・有客危険物現場検知技術
ステム、探知技
○社会基盤 oo呈 を魍止する新技術 ・社会防犯カ増強技術
術，捜査支援、
鑑定
大更新時代・少子高齢化社会1二対応L ・社会資本管理革新新披術 劣化予捌披術、o03
安金度評価技術　　　　■■　■　」　■■　■　■
・交通・輸送安全新技術 道路交通安全対
新たな社会に適応する交通・輸送システ
・新需要樹応航空機国産技衛
鍍披術、全桟イo04
ム新技衛 リ〒グレーシヨニ’
技術
・H一帖ロケットの開発・製作・打ち上げ
H－llAロケ’外，
信頼性の高い宇宙輸送シス予ム ・H－l1目ロケット｛H一船ロケット能カ向上型）
H－1旧ロケツト、H01
・宇宙ステーション補給機｛HTV〕
宇宙ステーショシ
補給榿
・災害対策・危機管理のための衛星基盤披衛
・lj・E一トセ：’シ：’グ技衛｛ハイパースペクトラルセンサ技術〕
備星基盤披術、
Hフロシテイア
H02衛星の高信頼牲・高機能化技衛
・信頼性向上プログラム（衛星閥連〕
I」モートセンシン
・宇宙環境信頼性実証プログラム｛SERVlS〕 グ技術
海洋地球搦渕探査システムoち、次世 ・rちきゅう」による世界最高の深海底ライザー掘削披術の踊発 深海底ライザー
HO茗 代海洋探杳技傭〕 ・次世代型深淘探査技術ω開発 掘削披術
外洋上プラリトフォーム技衛 ・澤上プラリトフォームの研究開発
洋上プラツトフオ
削ヰ
一ム
（余白） 
回答者名簿　（順不同）
所属 氏名（敬称略）
(独)農業・食品産業技術総合研究機構　 村上　ゆり子
(独)農業・食品産業技術総合研究機構 柴田　道夫
大阪歯科大学口腔外科学第二講座 覚道　健治
北海道大学大学院水産科学研究院 嵯峨　直恆
東京農工大学 小畑　秀文
新潟大学大学院医歯学総合研究科 前田　健康
松本歯科大学大学院歯学独立研究科　顎口腔機能制御学講座 増田　裕次
鶴見大学歯学部口腔病理学講座 斉藤　一郎
東京薬科大学薬学部分析化学教室 楠　文代
創価大学工学部生命情報工学科 久保　いづみ
東北大学大学院環境科学研究科 末永　智一
大阪大学大学院医学系研究科 春名　正光
新潟大学医歯学系口腔生命科学系列 山崎　和久
京都大学大学院農学研究科農学専攻 奥本　裕
情報・システム研機構　国立遺伝学研究所 城石　俊彦
東京慈恵会医科大学 清水　英佑
東京農工大学大学院共生科学技術研究院 西河　淳
名古屋大学大学院医学系研究科 藤本　豊士
大阪市立大学大学院医学研究科 木山　博資
豊橋飼料(株)技術生産部 中川　二郎
農業生物資源研究所　遺伝子組換え家畜研究センター 内藤　充
九州大学医学部眼科 石橋　達朗
名古屋大学大学院工学研究科 田中　英一
東北大学大学院工学研究科 山ロ　隆美
大阪市立大学大学院医学研究科　消化外科 大杉　治司
東京大学医学部心臓外科 高本　眞一
和歌山県立医科大学医学部皮膚科 古川　福実
東京女子医科大学歯科口腔外科学教室 扇内　秀樹
熊本大学大学院医学薬学研究部微生物学分野 赤池　孝章
瀬戸健診クリニック 太田　房雄
大阪府立大学大学院生命環境科学研究科 小崎　俊司
広島大学大学院医歯薬学総合研究科細菌学教室 菅井　基行
国立国際医療センター研究所感染症制御研究部 切替　照雄
農業環境技術研究所　有機化学物質研究領域 興語　靖洋
三重大学医学部産科婦人科学教室 佐川　典正
京都大学大学院医学研究科　耳鼻咽喉科・頭頸部外科講座 伊藤　壽一
金沢医科大学感覚機能病態学耳鼻咽喉科教室 友田　幸一
北海道大学大学院医学研究科病態制御学専攻感覚器病学講座 福田　諭
愛知学院大学歯学部保存学第三講座 野口　俊英
九州大学大学院歯学研究院 前田　勝正
愛知学院大学歯学部 中村　洋
北海道大学大学院獣医学研究科 梅村　孝司
東京大学大学院農学生命科学研究科 西原　真杉
宮崎大学大学院農学部獣医学科家獣医生理学講座 村上　昇
東京大学大学院農学生命科学研究科 吉川　泰弘
国立医薬品食品衛生研究所　食品衛生管理部 山本　茂貴
熊本大学大学院医学薬学研究部小児科学分野 遠藤　文夫
東京女子医科大学心臓血管外科 黒澤　博身
岡山済生会総合病院　小児科 田中　弘之
星薬科大学薬品分析化学教室 中澤　裕之
東京都健康安全研究センター 井部　明広
東京大学大学院理学系研究科 寺島　一郎
京都大学大学院生命科学研究科 佐藤　文彦
大阪大学大学院医学系研究科神経機能形態学 遠山　正彌
大阪大学大学院医学系研究科　機能診断科学講座 別府　慎太郎
鹿児島大学大学院医学研究科循環器・呼吸器・代謝内科学 鄭　忠和
山口大学大学院医学系研究科　器官病態内科学 松崎　益徳
理化学研究所　脳科学総合研究センター 深井　朋樹
自然科学研究機構　生理学研究所　分子神経生理研究部門 池中　一裕
東京大学医学部 五十嵐　隆
所属 氏名（敬称略）
中央農業総合研究センター　雑草バイオタイプ・総合防除研究チーム 浅井　元朗
高知大学大学院医学研究科免疫学 宇高　恵子
群馬大学大学院医学系研究科 高田　邦昭
京都府立医科大学大学院医学研究科 河田　光博
宮崎大学大学院 菅沼　龍夫
(独)医薬基盤研究所生物資源研究部 水澤　博
大阪大学蛋白質研究所 阿久津　秀雄
大阪大学大学院理学研究科生物科学専攻 倉光　成紀
広島大学大学院生物圏科学研究科 谷口　幸三
東京農業大学農学部畜産学科 半澤　惠
社会保険中央総合病院外科 万代　恭嗣
兵庫医科大学循環器内科 増山　理
国立遺伝学研究所集団遺伝研究系 斎藤　成也
日本医科大学生理学講座(生体統御学)准教授 丸　栄一
岡山大学大学院医歯薬学総合研究科 大塚　頌子
東京女子医科大学小児科 大澤　真木子
広島大学大学院医歯薬学総合研究科　腎臓病制御学講座 頼岡　徳在
名古屋大学大学院生命農学研究科 北島　健
東北大学大学院医学系研究科 伊藤　貞嘉
九州大学大学院医学研究院循環器内科学 江頭　健輔
大阪大学微生物病研究所 堀井　俊宏
岡山大学大学院医歯薬学研究科 阿部　康二
東海大学医学部付属八王子病院 北川　泰久
島根大学医学部附属病院 小林　祥泰
京都大学大学院医学研究科脳神経外科 橋本　信夫
島根大学医学部解剖学講座発生生物学 大谷　浩
明治乳業(株)研究本部 桑田　有
国立がんセンター中央病院 國頭　英夫
東北大学大学院医学系研究科創生応用医学研究センター 西條　康夫
東北大学大学院農学研究科動物生殖科学 佐藤　英明
国立感染症研究所　ハンセン病研究センター 森　亨
岩手医科大学泌尿器科学講座 藤岡　知昭
産業医科大学大学院 松本　哲朗
宮崎大学フロンティア科学実験総合センター 林　哲也
東京大学大学院薬学系研究科　細胞情報学教室 一條　秀憲
早稲田大学理工学術院 胡桃坂　仁志
奈良県立医科大学医学部 大西　武雄
熊本機能病院 中島　英親
北海道大学大学院医学研究科整形外科学分野 三浪　明男
東京大学医学部附属病院形成外科 光嶋　勲
理化学研究所細胞制御化学研究室 伊藤　幸成
東北大学大学院農学研究科 宮澤　陽夫
鳥取大学医学部 豊島　良太
三菱化学（株）ヘルスケア企画室 永美　容一
塩野義製薬(株)医薬開本部戦略企画部門 坂田　恒昭
味の素(株)研究開発企画部 幸田　徹
東レ(株)研究・開発企画部 長瀬　公一
(株)東芝　研究開発センター 石森　義雄
松下電器産業（株）中央研究所 高尾　正敏
(独)産業技術総合研究所　生命情報工学研究センター 諏訪　牧子
(医)医真会八尾総合病院放射線科 西村　健司
九州大学大学院医学研究院保健学部門 杜下　淳次
東京大学大学院総合文化研究科 川戸　佳
名古屋大学大学院工学研究科 園山　正史
松下電器産業(株)ネットワーク開発センター 安本　吉雄
(株)日立製作所　中央研究所　知能システム研究部 中屋　雄一郎
東京大学大学院工学系研究科 鳥海　明
(株)半導体先端テクノロジーズ 渡辺　久恒
大阪大学大学院極限量子科学研究センター 高井　幹夫
(株)東芝　研究開発センター 松日楽　信人
（株）IHI　技術開発本部総合開発センター 村上　弘記
東北大学大学院工学研究科 小菅　一弘
所属 氏名（敬称略）
産業技術総合研究所　知能システム研究部門 神徳　徹雄
九州大学大学院システム情報科学研究院 倉爪　亮
東京大学大学院情報理工学系研究科 舘　暲
東京電機大学未来科学部 古田　勝久
北海道工業大学工学部 土谷　武士
大阪大学大学院工学研究科 高橋　亮一
鳥取大学工学部 池原　悟
横浜国立大学大学院環境情報研究院 森　辰則
横浜国立大学大学院環境情報研究院 田村　直良
龍谷大学理工学部 馬　青
日本電信電話（株）コミュニケーション科学基礎研究所 中岩　浩巳
慶応義塾大学環境情報学部 石崎　俊
和歌山大学システム工学部 鰺坂　恒夫
NEC 中央研究所 中田　登志之
NTTサイバーコミュニケーション総合研究所 宮部　博史
（株）富士通研究所ソフトウェア＆ソリューション研究所 丸山　文宏
東京大学大学院情報理工学系研究科 坂井　修一
埼玉大学大学院理工学研究科 大沢　裕
大妻女子大学社会情報学部 東明　佐久良
新潟大学工学部情報工学科 牧野　秀夫
大阪大学大学院工学研究科電気電子情報専攻 河崎　善一郎
大阪大学大学院基礎工学研究科 新井　健生
豊橋技術科学大学工学部電気電子工学系 石田　誠
松下電器産業(株)ロボット開発室 本田　幸夫
香川大学工学部知能機械システム工学科 秦　清治
(株)明電舎　知的財産部 恩田　寿和
東京理科大学工学部第二部電気工学科 谷内　利明
神奈川県産業技術センター機械制御技術部 宮澤　以鋼
東京工業大学大学院 荒木　純道
大阪大学大学院工学研究科 栖原　敏明
職業能力開発総合大学大学院校通信システム工学科 河合　滋
（独）情報通信研究機構 松島　裕一
東北大学電気通信研究所 尾辻　泰一
東京工業大学大学院理工学研究科 松澤　昭
東京大学大学院先端科学技術研究センター　システム生物医学ラボラトリー 三好　元介
奈良先端科学技術大学大学院情報科学研究科 木戸出　正継
日本電信電話（株）サイバーコミュニケーション総合研究所 荒川　賢一
NTTマイクロシステムインテグレーション研究所　スマートデバイス研究部 門　勇一
NTTフォトニクス研究所 榎木　孝知
東京大学大学院情報理工学系研究科電子情報学専攻 浅見　徹
ＮＴＴコミュニケーション科学基礎研究所　人間情報研究部 前田　英作
ＮＴＴコミュニケーション科学基礎研究所 守谷　健弘
東京工業大学大学院理工学研究科 中川　茂樹
早稲田大学大学院理工学術院 藤江　正克
岡山大学大学院自然科学研究科 則次　俊郎
大阪大学 産業科学研究所 菅沼　克明
秋田県立大学システム科学技術学部 長南　征二
広島大学大学院産学連携センター 三枝　省三
東北大学大学院工学研究科 杉本　諭
大阪大学大学院工学研究科 中谷　亮一
大阪大学大学院工学研究科 藤原　康文
(独)物質・材料研究機構　センサ材料センター 小出　康夫
大分大学医学部第一外科 衛藤　剛
東海大学医学部消化器内科 峯　徹哉
大阪市立大学大学院理学研究科 升本　眞二
広島大学大学院理学研究科 松本　眞
北海道大学大学院理学研究院 山口　佳三
北海道大学大学院生命科学院 出村　誠
名古屋大学大学院理学研究科 倭　剛久
関西大学総合情報学部 林　勲
筑波大学大学院システム情報工学研究科 鬼沢　武久
首都大学東京　システムデザイン学部 高間　康史
所属 氏名（敬称略）
(株)ビーコンＩＴ 石井　義興
静岡大学情報学部情報科学科 石川　博
筑波大学大学院図書館情報メディア研究科 佐藤　哲司
日本アイ・ビー・エム（株）大和ソフトウェア開発研究所 福田　剛志
東京工業大学 学術国際情報センター 横田　治夫
東京工業大学 精密工学研究所 佐藤　誠
松下電工（株）先行技術開発研究所 薦田　美行
大阪大学 サイバーメディアセンター 竹村　治雄
北里大学医療衛生学部医療工学科 梅田　徳男
ひがしやま病院 岡崎　宣夫
北海道大学医学部保健学科 小笠原　克彦
岡崎市民病院情報管理室 奥田　保男
広島大学病院診療支援部放射線部門 隅田　博臣
医療法人図南病院 遠山　坦彦
熊本大学医学部附属病院医療技術部診療放射線技術部門 橋田　昌弘
埼玉医科大学 総合医療センター中央放射線部 松田　恵雄
名古屋大学大学院工学研究科 金田　行雄
三菱電機（株）情報技術総合研究所 千葉　勇
(株)富士通研究所 津田　俊隆
(株)東芝　研究開発センター 尾高　敏則
みずほ情報総研(株)サイエンスソリューション部 大谷　泰昭
シャープ(株)技術本部　プラットフォーム開発センター 上田　徹
(株)国際電気通信基礎技術研究所 平田　康夫
三菱電機（株）　開発本部 久間　和生
(社)電子情報技術産業協会　技術戦略委員会 千葉　徹
(独)理化学研究所　次世代計算科学研究開発プログラム 姫野　龍太郎
北海道大学大学院情報科学研究科 田中　譲
東京工業大学総合理工学研究科 石原　宏
岡山県立大学情報工学部情報通信工学科 横田　一正
東京電機大学未来科学部情報メディア学科 戸辺　義人
（独）農業・食品産業技術総合研究機構　果樹研究所 樫村　芳記
筑波大学大学院生命環境科学研究科 弦間　洋
高知大学大学院黒潮圏海洋科学研究科 高橋　正征
東京大学大学院工学系研究科 藤田　豊久
(株)栗本鉄工所　研究開発本部 荒川　和明
産業技術総合研究所　環境管理技術研究部門 田中　幹也
早稲田大学理工学術院建築学科 田辺　新一
（株）長谷工コーポレーション　技術研究所 木村　洋
（独）建築研究所 山海　敏弘
(株)神戸製鋼所　真岡製造所 谷川　正樹
お茶の水女子大学大学院 増田　優
奈良女子大学大学院人間文化研究科 矢野　重信
名古屋工業大学大学院 湯地　昭夫
秋田大学 ベンチャー・ビジネス・ラボラトリー 大蔵　隆彦
(独)森林総合研究所　森林微生物研究領域 阿部　恭久
東京大学大学院新領域創成科学研究科 福田　健二
東京農工大学農学部ＦＳセンター 渡辺　直明
千葉大学大学院園芸学研究科 沖津　進
(独)水産総合研究センター　業務企画部 中田　薫
(独)水産総合研究センター遠洋水産研究所 稲掛　伝三
(株)ゼニライトブイ 木谷　浩三
東京大学大学院海洋研究所海洋生物資源部門環境動態分野 安田　一郎
広島大学大学院生物圏科学研究科 山本　民次
三重大学大学院工学研究科 石原　篤
北九州市立大学国際環境工学部 浅岡　佐知夫
ユニチカ（株） 村瀬　繁満
紀本電子工業(株) 紀本　岳志
(独)国立環境研究所 地球環境研究センター 笹野　泰弘
日本大学文理学部 野上　道男
筑波大学大学院生命環境科学研究科 村山　祐司
横浜国立大学大学院工学研究院 伊藤　公紀
山形大学農学部生物環境学科 高橋　教夫
所属 氏名（敬称略）
国土交通省国土技術政策総合研究所　沿岸海洋研究部 古川　恵太
鳥取大学　医学部 岸本　拓治
京都大学大学院医学研究科 小泉　昭夫
学校法人五島育英会東横学園女子短期大学保育学科 近藤　雅雄
和歌山県立医科大学医学部公衆衛生学教室 竹下　達也
名古屋大学大学院医学研究科 那須　民江
(独)海洋研究開発機構　地球環境フロンティア研究センター 河宮　未知生
東北大学大学院理学研究科 川村　宏
東京大学 海洋研究所 蒲生　俊敬
(独)水産総合研究センター　東北区水産研究所　生物環境研究室 齊藤　宏明
九州大学 応用力学研究所 松野　健
(独)海洋研究開発機構　むつ研究所 渡邊　修一
(独)産業技術総合研究所　爆発安全研究コア 大屋　正明
新日本製鐵(株)技術総括部 近藤　博俊
東京大学  気候システム研究センター 中島　映至
気象庁気象研究所　環境応用気象研究部 柴田　清孝
総合地球環境学研究所 早坂　忠裕
北海道大学大学院工学研究科 井口　学
（独）放射線医学総合研究所放射線安全センター 米原　英典
名古屋大学大学院工学研究科 山澤　弘実
東北大学大学院医学系研究科 佐藤　洋
秋田大学大学院医学研究科 村田　勝敬
旭川医科大学医学部 吉田　貴彦
東京農工大学大学院共生科学技術研究院 平沢　正
筑波大学 北アフリカ研究センター 安部　征雄
大阪府立大学大学院生命環境科学研究科 小泉　望
東京大学大学院農学生命科学研究科 仁多見　俊夫
北海道大学 北方生物圏フィールド科学センター 冨士田　裕子
（株）地域環境計画北海道支社 浜田　拓
国立環境研究所　地球環境研究センター 伊藤　昭彦
産業技術総合研究所　環境管理技術研究部門 三枝　信子
(株)里と水辺研究所 浅見　佳世
広島大学大学院大学大学院生物圏科学研究科 中坪　孝之
大阪市立工業研究所 長谷川　喜一
東京工業大学精密工学研究所先端材料部門 佐藤　千明
大阪大学大学院工学研究科応用化学専攻 宇山　浩
名古屋工業大学 高橋　実
横浜国立大学大学院工学研究院 角　洋一
(財)日本海事協会技術研究所 熊野　厚
東京大学大学院新領域・創成科学研究科 辻　誠一郎
奈良教育大学　教育学部 長友　恒人
信州大学工学部社会開発工学科 藤縄　克之
東北大学大学院農学研究科 中井　裕
京都造形芸術大学 芸術教養教育センター 原田　憲一
九州大学大学院工学研究院 糸井　龍一
ジオシステム(株) 高杉　真司
東北大学大学院環境科学研究科 土屋　範芳
名古屋大学大学院環境学研究科　地震火山・防災研究センター 鈴木　康弘
北海道教育大学 旭川校 氷見山　幸夫
東京大学大学院工学系研究科マテリアル工学専攻 足立　芳寛
京都大学大学院工学研究科 小森　悟
東京大学大学院農学生命科学研究科 五十嵐　泰夫
(財)地球環境産業技術研究機構 湯川　英明
首都大学東京　大学院理学研究科 伊永　隆史
京都工芸繊維大学 環境科学センター 山田　悦
高エネルギー加速器研究機構　物質構造科学研究所　 野村　昌治
産業技術総合研究所　光技術研究部門 大柳　宏之
広島国際大学大学院保健医療学部 熊谷　孝三
埼玉県立循環器・呼吸器病センター　放射線技術部 諸澄　邦彦
四日市大学環境情報学部 新田　義孝
関東学院大学経済学部 安田　八十五
北見工業大学工学部化学システム工学科 鈴木　勉
所属 氏名（敬称略）
北九州市立大学国際環境工学部 吉塚　和治
金沢大学大学院自然科学研究科 井村　久則
京都大学大学院人間・環境学研究科 杉山　雅人
東京大学大学院新領域創成科学研究科 山室　真澄
京都大学 フィールド科学教育研究センター 吉岡　崇仁
九州大学大学院総合理工学研究院 松永　信博
中央大学大学院理工学部 稲葉　次紀
滋賀県立大学環境科学部 仁連　孝昭
大成建設　技術センター 深尾　仁　
鹿島建設(株)環境本部 芋生　誠
NECナノエレクトロニクス研究所 位地　正年
昭和電工（株） 波々伯部　自克
三菱重工業(株)技術本部　技術企画部　技術戦略グループ 古屋　孝明
日本マクロエンジニアリング学会 玉山　昌顕
東京大学大学院工学系研究科社会基盤専攻 東畑　郁生
神奈川県水産技術センター 石戸谷　博範
札幌医科大学大学院 小林　宣道
九州大学大学院理学研究院地球惑星科学部門 赤木　右
東京大学 気候システム研究センター 鶴田　治雄
（財）電力中央研究所　環境科学研究所 河野　吉久
松下電器産業(株)　ナノテクノロジー研究所 飯島　賢二
神戸大学大学院工学研究科 冨田　佳宏
大阪大学大学院工学研究科機械工学専攻 中山　喜萬
大阪大学大学院工学研究科 伊東　一良
首都大学東京　大学院理工学研究科 奥村　次徳
東京大学大学院工学系研究科 鷲津　正夫
一関工業高等専門学校物質化学工学科 佐野　茂
（株）神鋼環境ソリューション　技術開発本部 川井　隆夫
京都大学大学院工学研究科 大塚　浩二
東北大学大学院工学研究科 粉川　博之
関西大学化学生命工学部化学・物質工学科 池田　勝彦
(財)応用科学研究所研究部 長村　光造
兵庫県立但馬技術大学校 椿野　晴繁
兵庫県立大学大学院工学研究科 山本　厚之
大阪大学大学院工学研究科マテリアル生産科学専攻 宇都宮　裕
富山大学理工学研究部 池野　進
富山大学理工学研究部　 松田　健二
富士康科技集団　マグネシウム合金産品事業群 附田　之欣
住友軽金属工業(株)研究開発センター 吉田　英雄
東京工業大学大学院理工学研究科 西　敏夫
中央大学理工学部応用化学科 芳賀　正明
筑波大学大学院数理物質科学研究科 大塩　寛紀
九州大学大学院理学研究院 北川　宏
北海道大学大学院工学研究科 恒川　昌美
東京大学大学院工学系研究科 山口　周
京都大学大学院エネルギー科学研究科 平藤　哲司
北海道大学 触媒化学研究センター表面構造化学 朝倉　清高
東京大学大学院理学系研究科 岩澤　康裕
九州大学大学院工学研究院知能機械システム部門 土肥　俊郎
東京工業大学大学院理工学研究科 谷岡　明彦
東京工学大学大学院理工学研究科 鞠谷　雄士
帝人ファイバー(株)新規事業推進ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 神山　三枝
大阪電気通信大学大学院工学研究科 川口　雅之
東京工業大学資源化学研究所 彌田　智一
松下電器産業(株)くらし環境開発センター 内田　誠
山梨大学医学工学総合研究部 内田　裕之
(独)産業技術総合研究所 横川　晴美
豊橋技術科学大学工学部電気・電子工学系 井上　光輝
(財)国際超電導産業技術研究センター 田中　靖三
(独)物質・材料研究機構ナノ物質ラボ　フラーレン工学グループ 宮澤　薫一
電気通信大学電気通信学部電子工学科 木村　忠正
ＮＴＴ物性科学基礎研究所　機能物質科学研究部 鳥光　慶一
所属 氏名（敬称略）
電気通信大学知能機械工学科 三浦　博己
大阪大学 接合科学研究所 西川　宏
東北大学　本部 庄子　哲雄
東京工業大学大学院理工学研究科 岸本　喜久雄
東北大学大学院工学研究科 坂　真澄
京都大学大学院工学研究科 北村　隆行
静岡大学工学部 東郷　敬一郎
東京大学大学院新領域創成科学研究科 武田　展雄
三協立山アルミ(株)技術開発本部 沖　善成
九州大学大学院工学研究院　知能機械システム部門 三浦　秀士
東北大学多元物質科学研究所　新産業創造物質基盤技術研究センター 貝沼　亮介
東京工業大学大学院総合理工学研究科 加藤　雅治
名古屋工業大学大学院工学研究科 土井　稔
京都大学大学院工学研究科材料工学専攻 田中　功
愛媛大学大学院理工学研究科物質生命工学専攻 仲井　清眞
(独)物質・材料研究機構　ナノ計測センター 藤田　大介
（財）ファインセラミックスセンター　ナノ構造研究所 平山　司
九州大学大学院理学研究院地球惑星科学部門 上原　誠一郎
長岡技術科学大学大学院工学部物質・材料系 五十野　善信
京都大学大学院工学研究科高分子化学専攻 長谷川　博一
横浜ゴム(株)研究本部 川面　哲司
神戸大学大学院工学研究科応用化学専攻 西野　孝
東京工業大学大学院理工学研究科　有機・高分子物質専攻 扇澤　敏明
日本ゼオン(株)総合開発センター 相村　義昭
大阪大学大学院理学研究科 石原　盛男
兵庫県立大学大学院工学研究科 岸　肇
積水化学工業(株)高機能プラスチックスカンパニー開発研究所 中壽賀　章
関西大学化学生命工学部 越智　光一
神戸大学大学院工学研究科応用化学専攻 大久保　政芳
松下電工(株)新規商品創出技術開発部　材料技術開発部 余田　浩好
大阪府立産業技術総合研究所 木本　正樹
岡山大学大学院医歯薬学総合研究科　 鈴木　一臣
名古屋大学大学院工学研究科 河本　邦仁
北海道大学大学院工学研究科 吉川　信一
(独)物質・材料研究機構 長井　寿
(株)日本製鋼所　室蘭製作所 石黒　徹
東京工業大学大学院理工学研究科 水流　徹
東北大学　金属材料研究所 新家　光雄
千葉大学工学部共生応用化学科 藤浪　眞紀
京都大学大学院工学研究科 河合　潤
大阪大学大学院理学研究科 渡會　仁
東京理科大学理学部応用化学科 中井　泉
東京大学物性研究所 柿崎　明人
東京大学大学院理学系研究科物理学専攻 藤森　淳
お茶の水女子大学大学院人間文化創成科学研究科 浜谷　望
兵庫県立大学大学院物質理学研究科 篭島　靖
金沢大学大学院医学系研究科 小野口　昌久
滋賀医科大学医学部附属病院 木田　哲生
東芝メディカルシステムズ(株) 本村　信篤
京都大学大学院医学研究科眼科学 吉村　長久
国立成育医療センター眼科 東　範行
慶應義塾大学理工学部応用化学科 朝倉　浩一
名古屋大学大学院工学研究科 関　隆広
(財)高輝度光科学研究センター　産業利用推進室 梅咲　則正
住友金属総合技術研究所　物性・分析研究開発部 小川　和博
大阪大学大学院工学研究科マテリアル生産科学専攻 西本　和俊
新日本製鐵(株)技術開発本部　接合研究センター 石川　忠
新日本製鐵(株)鉄鋼研究所接合研究センター 井上　裕滋
(株)ルネサステクノロジー　製品技術本部 中屋　雅夫
住友化学（株）技術・経営企画室技術･研究開発G兼事業化推進室 佐々木　万治
キヤノン(株)コアテク開発本部 山野辺　正人
日本ガイシ(株)研究開発本部　商品開発センター 阪井　博明
所属 氏名（敬称略）
新日本製鐵(株)技術開発本部 潮田　浩作
三菱マテリアル(株)中央研究所 西山　昭雄
日本原子力研究開発機構　原子力基礎工学研究部門 小川　徹
熊本大学大学院自然科学研究科 高島　和希
北海道大学エネルギー変換マテリアル研究センター 黒川　一哉
東洋紡績(株)総合研究所 大田　康雄
自然科学研究機構　分子科学研究所　物質分子科学研究領域　電子構造研究部門
分子スケールナノサイエンスセンター 横山　利彦
松下電器産業(株)くらし環境開発センター 児玉　久
光産業創成大学院大学 加藤　義章
学校法人東海大学本部 内田　裕久
東海大学教養学部人間環境学科 内田　晴久
成蹊大学理工学部物質生命理工学科 小島　紀徳
日本紙パルプ研究所 岡田　比斗志
東京ガス(株)エネルギー企画部 市川　徹
東京電力　販売営業本部 田中　俊彦
北海道立北方建築総合研究所　環境科学部 鈴木　大隆
昭和電工（株）アルミニウム事業部門技術センター 金山　孝範
(株)山武　研究開発本部 三枝　隆晴
電気通信大学 レーザー新世代研究センター 大谷　俊介
山梨大学 クリーンエネルギー研究センター 渡辺　政廣
神奈川大学理学部化学科 森　和亮
京都大学大学院工学研究科 北川　進
自然科学研究機構 分子科学研究所　生命・錯体分子科学研究領域 田中　晃二
北海道大学大学院工学研究科 鈴木　亮輔
室蘭工業大学工学部材料物性工学科 平井　伸治
東京大学生産技術研究所 岡部　徹
京都大学大学院工学研究科材料工学専攻 邑瀬　邦明
東京理科大学理工学部経営工学科 堂脇　清志
九州大学大学院工学研究院 石原　達己
東京理科大学理学部応用化学科 工藤　昭彦
千葉大学大学院工学研究科　共生応用化学専攻 佐藤　智司
関西大学環境都市工学部エネルギー・環境工学科 三宅　孝典
コスモ石油(株)中央研究所　ガソリン製造グループ 藤川　貴志
筑波大学大学院数理物質科学研究科 冨重　圭一
東北大学 多元物質科学研究所 村松　淳司
早稲田大学理工学術院先進理工学研究科応用化学専攻 松方　正彦
沼津工業高等専門学校物質工学科 蓮実　文彦
京都大学大学院工学研究科 江口　浩一
信州大学繊維学部 小山　俊樹
九州工業大学大学院生命体工学研究科 塚本　寛
東京電力（株）（東京発電　出向） 稲垣　守人
首都大学東京　大学院工学研究科機械工学専攻 太田　正廣
中部大学 総合工学研究所 笠原　三紀夫
京都大学大学院エネルギー科学研究科 東野　達
東京電力(株)環境部 影山　嘉宏
日本原子力研究開発機構　ITERプロジェクトユニット 高橋　良和
(財)電力中央研究所　企画グループ 秋田　調
三菱化学㈱イノベーションセンター筑波 宇恵　誠
東京大学 先端科学技術研究センター 瀬川　浩司
信州大学繊維学部精密素材工学科 高須　芳雄
岐阜大学大学院工学工学研究科 箕浦　秀樹
山口大学大学院理工学研究科 森田　昌行
名古屋大学大学院工学研究科 鈴置　保雄
京都大学大学院工学研究科 舟木　剛
東京電力(株)技術開発研究所 奥野　晃康
東京工芸大学工学部システム電子情報学科 松井　幹彦
（株）ＮＴＴファシリティーズ　研究開発本部 山下　隆司
首都大学東京　大学院理工学研究科　電気電子工学専攻 清水　敏久
(株)東芝　セミコンダクター社 小倉　常雄
東京大学大学院 西尾　茂文
(株)クリーンコールパワー研究所 金子　祥三
所属 氏名（敬称略）
東京電力(株)技術開発研究所 森　治嗣
東北大学 未来科学技術共同研究センター 井上　悳太
群馬大学大学院工学研究科 新井　雅隆
北見工業大学工学部機能材料工学科 青木　清
(独)物質・材料研究機構　超伝導材料センター 熊倉　浩明
産業技術総合研究所　エネルギー技術研究部門 秋葉　悦男
名古屋大学 エコトピア科学研究所 有田　裕二
日本原子力研究開発機構　核燃料サイクル工学研究所 藤田　雄二
(財)電力中央研究所 西村　友宏
京都大学大学院工学研究科 功刀　資彰
内閣府　原子力政策担当室 横尾　健
名古屋大学大学院工学研究科 山本　章夫
東京大学大学院工学系研究科 古田　一雄
東北大学大学院工学研究科 高橋　信
岡山大学大学院自然科学研究科 五福　明夫
エンジニアリング開発(株) 田原　義壽
原子力機構 石川　眞
(財)電力中央研究所　原子力技術研究所　新型炉領域 植田　伸幸
東京大学大学院工学系研究科 寺井　隆幸
(株)日本能率協会コンサルティング　生産・ロジスティックス事業部 谷川　文章
京都大学大学院理学研究科 竹村　恵二
日本大学文理学部地球システム科学科 高橋　正樹
東北大学大学院環境科学研究科 新妻　弘明
三菱マテリアル(株) 有木　和春
九州大学大学院工学研究院地球資源システム工学部門 江原　幸雄
（財）電力中央研究所 海江田　秀志
地熱技術開発(株) 中田　晴弥
日本重化学工業(株)エネルギー部 花野　峰行
大阪大学大学院工学研究科 碓井　建夫
東北大学 流体科学研究所 圓山　重直
北海道大学大学院工学研究科 近久　武美
ＮＥＤＯ技術開発機構省エネルギー技術開発部 小熊　正人
東北大学大学院工学研究科 青木　秀之
山形大学大学院理工学研究科 奥山　正明
熊本大学工学部物質生命化学科 谷口　功
日本原子力研究開発機構　量子ビーム応用研究部門放射光科学研究ユニット 水木　純一郎
(株)ＮＨＶコーポレーション　EB加工事業部 坂本　修
北海道大学大学院工学研究科 住吉　孝
九州大学 先導物質化学研究所 辻　正治
日本原子力研究開発機構 永石　隆二
早稲田大学理工学術院総合研究所 鷲尾　方一
神戸大学大学院海事科学研究科 福田　勝哉
神戸大学 石田　紀久
早稲田大学大学院環境・エネルギー研究科 勝田　正文
九州大学大学院総合理工学研究院 小山　繁
京都大学 エネルギー理工学研究所 小西　哲之
(株)東芝 尾崎　章
筑波大学大学院数理物質科学研究科 今井　剛
(株)東芝　原子力開発設計部 井岡　茂
東北大学大学院工学研究科 笹尾　真実子
光産業創成大学院大学 北川　米喜
青山学院大学理工学部機械創造工学科 林　光一
大阪大学 接合科学研究所 小林　明
三菱電機（株）先端技術総合研究所 吉安　一
東京ガス(株)技術戦略部 根田　徳大
川崎重工業(株)技術開発本部技術企画部 牧村　実
（株）日鉄技術情報センター調査研究事業部 殿村　重彰
(株)IHI 安藤　栄
松下電器産業(株)生産革新本部生産技術研究所 丹野　益男
東京大学 ものづくり経営研究センター 望戸　実
東京大学大学院工学系研究科 石原　直
産業技術総合研究所 一村　信吾
所属 氏名（敬称略）
(株)日立ハイテクノロジーズ　事業戦略本部　製品戦略部 柿林　博司
名古屋大学大学院工学研究科 生田　幸士
（株）日立製作所　機械研究所 三宅　亮
名古屋大学大学院工学研究科 石川　孝司
三洋電機（株）研究開発部) 角谷　和重
三菱電機（株）先端技術総合研究所 岩崎　隆至
分子科学研究所 魚住　泰広
東京工業大学 資源化学研究所 山本　隆一
大阪市立大学大学院理学研究科 中沢　浩
金沢大学大学院自然科学研究科物質科学専攻 磯邉　清
奈良女子大学　理学部化学科 棚瀬　知明
日立化成工業(株)CSR室 林田　茂
名古屋工業大学大学院 増田　秀樹
横浜国大教育人間科学部 新井　実
神戸大学大学院工学研究科 白瀬　敬一
上智大学理工学部 藤井　進
（株）河西研磨技術特別研究室 河西　敏雄
（株）ぐんま産業高度化センター 斎藤　勝政
東京大学 先端科学技術研究センター 鈴木　宏正
信州大学繊維学部感性工学科 高寺　政行
（株）荏原製作所ライフサイエンス事業部 加藤　弘之
(独)産業技術総合研究所　知能システム研究部門 矢野　智昭
富士電機システムズ(株)川崎工場 村岡　政義
明治大学理工学部 久保田　寿夫
職業能力開発総合大学校　電気システム工学科 荒　隆裕
静岡大学　電子工学研究所 橋口　原
早稲田大学大学院理工学術院 庄子　習一
立命館大学理工学部マイクロ機械・システム工学科 木股　雅章
東北大学 情報シナジーセンター 曽根　秀昭
北見工業大学機械システム工学科 田牧　純一
富山大学理工学研究部 森田　昇
大阪大学大学院工学研究科機械工学専攻 榎本　俊之
埼玉大学大学院理工学研究科 池野　順一
東北大学大学院工学研究科 厨川　常元
茨城大学工学部知能システム工学科 周　立波
岡山大学工学部機械工学科 塚本　真也
ものつくり大学製造技能工芸学科 東江　真一
滋賀県立大学工学部機械システム工学科 中川　平三郎
東京電機大学工学部機械工学科 松村　隆
東京農工大学大学院工学府 西脇　信彦
摂南大学工学部マネジメントシステム工学科 森脇　俊道
東京農工大学大学院共生科学技術研究院 堤　正臣
東洋大学工学部機械工学科 神田　雄一
大阪大学大学院工学研究科マテリアル生産科学専攻 荒井　栄司
武蔵工業大学工学部機械工学科 高木　研一
京都大学大学院エネルギー科学研究科 馬渕　守
大阪大学 産業科学研究所 中嶋　英雄
(独)物質・材料研究機構　新構造材料センター　軽量材料グループ 向井　敏司
新日本製鐵（株）先端技術研究所 杉山　昌章
東京理科大学理工学部機械工学科 野口　昭治
九州大学大学院芸術工学研究院 竹之内　和樹
三井造船(株)　千葉造船工場管理部 長谷井　誠
ユニバーサル造船(株)基本計画部　開発計画室 寺尾　弘志
九州大学大学院工学研究院海洋システム工学部門 吉川　孝男
三菱重工業(株)下関造船所　造船工作部 柳沢　順三
横浜国立大学大学院環境情報研究院 井上　義行
東京農工大学大学院共生科学技術研究院　先端機械システム部門 桑原　利彦
三菱電機(株)デザイン研究所 野本　弘平
(独)物質・材料研究機構　新構造材料センター 大澤　嘉昭
長崎大学工学部材料工学科 香川　明男
豊橋技術科学大学工学部生産システム工学系 寺嶋　一彦
新日本製鐵(株)技術開発本部 松宮　徹
所属 氏名（敬称略）
新日本製鐵(株)技術開発本部　先端技術研究所 橋本　操
名古屋工業大学大学院ながれ領域 大谷　肇
産業技術総合研究所 田尾　博明
首都大学東京　大学院理工学研究科物理学専攻 宮原　恒昱
理化学研究所X線自由電子レーザー計画推進本部 熊谷　教孝
(独)理化学研究所　播磨研究所　放射光科学総合研究センター 石川　哲也
（財）高輝度光科学研究センター加速器部門 大熊　春夫
(独)理化学研究所　X線自由電子レーザー計画推進本部 田中　均
広島国際大学保健医療学部診療放射線学科 石田　隆行
山口大学医学部附属病院放射線部 上田　克彦
広島国際大学保健医療学部 川下　郁生
福井県立病院放射線室 西出　裕子
京都大学大学院薬学研究科 竹本　佳司
九州大学大学院薬学研究院創薬科学部門 佐々木　茂貴
信州大学工学部機械システム工学科 清水　保雄
豊田工業大学工学部先端工学基礎学科 恒川　好樹
トーカロ（株）　溶射技術開発研究所 原田　良夫
近畿大学大学院理工学部機械工学科 沖　幸男
三菱重工業(株)長崎研究所 納富　啓
金沢大学大学院自然科学研究科 上田　隆司
兵庫県立大学大学院工学研究科 内田　仁
大阪大学大学院工学研究科マテリアル生産科学専攻 平田　好則
豊橋技術科学大学工学部生産システム工学系 福本　昌宏
産業技術総合研究所　健康工学研究センター 小川　洋司
協和発酵工業(株)科学技術戦略室 穴澤　秀治
三菱電機（株）先端技術総合研究所 藤田　正弘
(株)IHI　生産システム部 宮原　薫
新日本製鐵(株)鉄鋼研究所 吉江　淳彦
芝浦工業大学工学部電気工学科 水川　真
信州大学大学院総合工学系研究科 上條　正義
横浜国立大学大学院工学研究院システムの創生部門 高木　純一郎
新潟大学大学院自然科学研究科 岩部　洋育
大阪大学大学院工学研究科 竹内　芳美
群馬県立県民健康科学大学 小倉　敏裕
千葉大学大学院園芸学研究科環境園芸学専攻緑地環境学コース 柳井　重人
東北大学大学院情報科学研究科 田所　諭
総務省消防庁消防大学校消防研究センター 天野　久徳
京都大学大学院工学研究科都市環境工学専攻 大西　有三
東京電機大学理工学部創造工学系 安田　進
鹿児島大学工学部海洋土木工学科 北村　良介
東京大学 地震研究所 堀　宗朗
東京工業大学総合理工学研究科 大町　達夫
東京大学生産技術研究所 古関　潤一
九州大学大学院工学研究院建築デザイン 江崎　哲郎
市川市道路交通部道路管理課 大場　亨
(株)パスコ　次世代プロジェクト推進室 坂下　裕明
首都大学東京　大学院都市環境科学研究科 玉川　英則
大阪工業大学工学部 吉川　眞
国際航業(株)技術センター 太田　守重
アジア航測（株）営業統括部 落合　司郎
神戸大学大学院工学研究科情報知能学専攻 貝原　俊也
慶應義塾大学環境情報学部 厳　網林
東海旅客鉄道（株）東海道新幹線21世紀対策本部 北野　淳一
東京大学大学院新領域創成科学研究科 大崎　博之
JR東日本　大宮新幹線電力技術センター 林屋　均
横浜国立大学大学院環境情報研究院 山田　均
(株)オリエスセンター　交通事業部 高田　知典
北海道大学大学院工学研究科 清水　康行
（独）港湾空港技術研究所ＬＣＭ研究センター 横田　弘
東京大学大学院工学系研究科 佐藤　慎司
早稲田大学理工学術院創造理工学部 小泉　淳
昭和大学医学部衛生学教室 中館　俊夫
所属 氏名（敬称略）
大阪大学大学院医学系研究科 森本　兼曩
東京大学地震研究所 森田　裕一
明治大学理工学部機械工学科 下坂　陽男
新潟大学工学部機械システム工学科 谷藤　克也
(独)労働安全衛生総合研究所　電気安全研究グループ 前田　豊
科学警察研究所附属鑑定所 小島　幸夫
東京工業大学大学院理工学研究科 鈴木　正昭
東京農工大学大学院技術経営研究科 工藤　信之
東京工業大学大学院総合理工学研究科 熊井　真次
九州大学大学院工学研究院材料工学部門 古君　修
(独)物質・材料研究機構　新構造材料センター 津崎　兼彰
(独)原子力安全基盤機構 大竹　政和
山形大学理学部 長谷見　晶子
東京電力(株)技術開発研究所耐震技術グループ 植竹　富一
気象庁地震火山部火山課 青木　元
東京大学 地震研究所 加藤　尚之
京都大学大学院理学研究科　地球惑星科学専攻 久家　慶子
日本大学生産工学部 工藤　一嘉
京都大学 防災研究所地震予知研究センター 橋本　学
九州大学大学院理学研究院 松本　聡
東京大学 地震研究所海半球観測研究センター 綿田　辰吾
東北大学大学院工学研究科 今村　文彦
京都大学防災研究所 岩田　知孝
東京大学 生産技術研究所 都市基盤安全工学国際研究センター 目黒　公郎
京都大学大学院工学研究科都市環境工学専攻 立川　康人
京都大学 防災研究所　巨大災害研究センター 河田　惠昭
京都大学 防災研究所宇治オープンラボラトリー 中川　一
川崎地質（株） 中田　文雄
公立はこだて未来大学 システム情報科学部 長野　章
福井県立大学生物資源学部海洋生物資源学科 大竹　臣哉
日本大学理工学部 川西　利昌
横浜国立大学大学院工学研究院 平山　次清
大阪大学大学院工学研究科地球総合工学専攻 梅田　直哉
大阪大学大学院工学研究科地球総合工学専攻 戸田　保幸
九州大学大学院応用力学研究所基礎力学部門界面動力学分野 柏木　正
(株)三井造船昭島研究所　技術統括部 石井　規夫
(株)ＩＨＩ　技術開発本部総合開発センター 伊東　章雄
長崎エンジニアリング（株）技術開発室 星野　徹二
九州大学大学院工学研究院 豊貞　雅宏
(株)IHI　技術開発本部 阪野　賢治
立命館大学大学院ＣＯＥ推進機構 岡田　篤正
山形大学　理学部　地球環境学科 陶野　郁雄
京都大学 防災研究所 千木良　雅弘
山口大学大学院理工学研究科 金折　裕司
高崎経済大学地域政策学部 戸所　隆
JFEスチール 小澤　一郎
東京海洋大学海洋工学部流通情報工学科 苦瀬　博仁
文化ファッション大学大学院ファッションビジネス研究科ファッションマネジメント専攻 鈴木　邦成
流通経済大学流通情報学部 矢野　祐児
大阪府立泉州救命救急センター放射線科 坂下　惠治
札幌医科大学附属病院放射線部 平野　透
(独)海洋研究開発機構　海洋工学センター 角田　晋也
東京大学大学院工学系研究科 李家　賢一
東北大学流体科学研究所 大林　茂
宇宙航空研究開発機構　総合技術研究本部 吉田　憲司
大阪大学 接合科学研究所 金　裕哲
大阪大学大学院工学研究科 南　二三吉
(財)新産業創造研究機構　事務局 長谷川　壽男
法政大学工学部都市環境デザイン工学科 森　猛
名古屋大学大学院工学研究科マテリアル理工学専攻 田川　哲哉
(独)森林総合研究所 水土保全研究領域 松浦　純生
弘前大学農学生命科学部 桧垣　大助
所属 氏名（敬称略）
(独)農業・食品産業技術総合研究機構 中里　裕臣
奥山ボーリング（株）技術本部 阿部　真郎
(独)消防研究センター技術研究部 新井場　公徳
琉球大学農学部 宜保　清一
東北大学東北アジア研究センター 佐藤　源之
関西大学環境都市工学部都市システム工学科 楠見　晴重
有限会社探査環境技術事務所 竹内　睦雄
北海道大学大学院工学研究科 金子　勝比古
北海道大学大学院理学研究院 茂木　透
京都大学大学院工学研究科 岸田　潔
(独)土木研究所　材料地盤研究グループ 脇坂　安彦
国際航業(株)技術センター 中筋　章人
（独）土木研究所　材料地盤研究グループ（地質チーム） 佐々木　靖人
三菱電機（株）先端技術総合研究所ｼｽﾃﾑ技術部門 田中　健一
大成建設(株)技術センター 末岡　徹
鹿島建設(株)研究・技術開発本部 信田　佳延
新日本製鐵(株)技術開発本部鉄鋼研究所 宇野　暢芳
日本通運(株)業務部 澤田　敦
東京電力（株）技術開発本部技術開発研究所 後藤　清
(社)日本航空宇宙工業会 宮部　俊一
応用地質（株）技術本部技術研究所 斎藤　秀樹
東京大学大学院工学系研究科 岡部　篤行
岡山理科大学工学部機械システム工学科 金枝　敏明
宇宙航空研究開発機構　宇宙科学研究本部 佐藤　英一
三菱電機(株)先端技術総合研究所 吉河　章二
東京大学大学院理学系研究科 西原　寛
大阪大学大学院工学研究科 福住　俊一
東海大学海洋学部海洋資源学科 益山　忠
(独)産業技術総合研究所　地質情報研究部門 山崎　哲生
J-Nam技術研究所 中川　潤洋
広島大学大学院生物圏科学研究科 長沼　毅
宇宙航空研究開発機構　宇宙科学研究本部　宇宙環境利用科学研究系 山下　雅道
北海道大学大学院理学研究院自然史科学部門 古屋　正人
(独)産業技術総合研究所　地質調査情報センター 中野　司
海洋研究開発機構　地球内部変動研究センター 巽　好幸
東京工業大学大学院理工学研究科　地球惑星科学専攻 丸山　茂徳
横浜国立大学大学院環境情報研究院 有馬　眞
金沢大学大学院自然科学研究科 荒井　章司
新潟大学大学院自然科学研究科 宮下　純夫
名古屋大学大学院 松崎　雄嗣
九州大学大学院工学研究院航空宇宙工学部門 八坂　哲雄
北海道大学大学院 伊藤　献一
慶應義塾大学 システムデザイン・マネジメント研究センター 狼　嘉彰
武蔵工業大学工学部機械システム工学科 冨田　信之
大阪府立大学大学院工学研究科 大久保　博志
宇宙航空研究開発機構　宇宙科学研究本部 小松　敬治
清水建設(株)技術研究所 吉田　哲二
電気通信大学知能機械工学科 木田　隆
東北大学多元物質科学研究所 一色　実
東北大学多元物質科学研究所 蔡　安邦
熊本大学大学院自然科学研究科 河村　能人
東京海洋大学海洋工学部海事システム工学科 庄司　邦昭
(独)産業技術総合研究所　産官学連携推進部門 古宇田　亮一
名古屋大学大学院環境学研究科 山口　靖
高知女子大学 生活科学部環境理学科 大村　誠
東京大学大学院工学系研究科環境海洋工学専攻 鈴木　英之
横浜国立大学大学院工学研究院 荒井　誠
(独)海上技術安全研究所　運航・システム部門 田村　兼吉
東京大学生産技術研究所 木下　健
東京大学大学院新領域創成科学研究科 影本　浩
東京大学大学院新領域創成科学研究科 大和　裕幸
東京大学生産技術研究所 浦　環
所属 氏名（敬称略）
九州大学大学院工学研究院 篠田　岳思
三菱重工業(株)長崎造船所 石丸　純史郎
大阪市立大学大学院理学研究科 三田村　宗樹
(独)海洋研究開発機構　高知コア研究所 徐　垣
(独)産業技術総合研究所　地質情報研究部門 浦井　稔
京都大学 化学研究所 宗林　由樹
(独)宇宙航空研究開発機構　宇宙科学研究本部　宇宙輸送工学研究系 藤井　孝藏
北海道大学 低温科学研究所 香内　晃
神戸大学大学院理学研究科 中村　昭子
JAXA（宇宙科学研究本部）及び月惑星探査推進グループ 矢野　創
自然科学研究機構　国立天文台天文情報センター 渡部　潤一
宇宙航空研究開発機構　宇宙先進技術研究グループ 北村　正治
海洋研究開発機構(独法)総務部 木下　肇
（株）グローバルオーシャンディベロップメント 中埜　岩男
東京工業大学大学院総合理工学研究科 梅干野　晁
海上保安庁海洋情報部 西澤　あずさ
東京大学 地震研究所　地震地殻変動観測センター 篠原　雅尚
(独)海洋研究開発機構地球深部探査センター 倉本　真一
東京大学 地震研究所 金沢　敏彦
宇宙航空研究開発機構　宇宙科学研究本部　宇宙環境利用科学研究系 稲富　裕光
北海道大学大学院工学研究科 藤田　修
お茶の水女子大学大学院 最上　善広
宇宙航空研究開発機構　総合技術研究本部 大西　充
九州大学大学院工学研究院航空宇宙工学部門 大田　治彦
北海道大学 低温科学研究所 雪氷相転移ダイナミクス分野 古川　義純
東北大学大学院理学研究科　地学専攻 塚本　勝男
東北大学大学院理学研究科　地学専攻 塚本　勝男
(株)ＩＨＩ　宇宙事業本部 川崎　和憲
三菱電機（株）先端技術総合研究所電機技術部門 古藤　悟
清水建設（株）土木技術本部 黒田　正信
(株)ＩＨＩ　エアロスペース 木内　重基
(社)海洋産業研究会 中原　裕幸
日本水産（株）海洋事業推進室 原田　厚
(社)日本経済団体連合会　産業第二本部 続橋　聡
（財）衛星測位利用推進センター 松岡　繁
日本郵船(株) 上江洲　由亘
国際航業(株)技術センター 向山　栄
(独)産業技術総合研究所　地質情報研究部門 池原　研
九州大学大学院工学研究院航空宇宙工学部門 麻生　茂
(株)島津製作所　航空機器事業部 中村　裕
上智大学理工学部 末益　博志
宇宙航空研究開発機構　航空プログラムグループ 井之口　浜木
(株)IHI　航空宇宙事業本部　技術開発センター 船渡川　治
富士重工業(株)航空宇宙カンパニー航空機設計部 平本　隆
宇宙航空研究開発機構　総合技術研究本部 河野　功
宇宙航空研究開発機構　宇宙利用推進本部 目黒　在
航空宇宙研究開発機構宇宙基幹システム本部 若松　義男
日本大学理工学部 出井　裕
佐賀大学海洋エネルギー研究センター 永田　修一
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